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1. 信頼性プログラム 

1.1 信頼性プログラムとは 

 

一般に信頼性に係わる作業は、単発の活動では効果が薄く、相互に関連する業

務と連携しながら計画的に進めることが重要であり、いわゆる「信頼性プログ

ラム」の理解が根底として必要である。 

宇宙システムのみならず地上システムの開発及び運用において、与えられたミ

ッションを確実に達成するには、このような「信頼性プログラム」を基に、そ

の手段である信頼性技術についての理解を深め、「信頼性管理」の観点から実

務に活かすことが重要である。 

 

JMR-004「信頼性プログラム標準」１）では「信頼性プログラム」の基本的要求

事項として以下の4つが規定されている。 

 

 （1）信頼性業務に関する計画の立案とマネジメントの実施 

 （2）主要な信頼性業務の決定と、設計、開発過程における位置づけの明確化 

 （3）解析、試験、審査によるシステム及びシステムを構成する品目（ハード

ウェア及びソフトウェア）の信頼性評価 

 （4）契約上の提出文書及びその他の報告書（議事録を含む）による信頼性業

務の実施状況の適時報告 

 

また、JMR-004の基になっている、NHB5300.4(1A-1)「Reliability Program 

Provisions for Aeronautical and Space System Contractors」２）（巻末の付録

2参照）では、全NASAの共通一般要求として以下が記されている。 

 

“Design reliability into aeronautical and space systems and Prevent 

degradation of the design through the succeeding steps from 

fabrication to end use.” 

 

一方、国際規格であるIEC（International Electrotechnical Commission）の

流れを取り入れた、JIS Z 8115：2000「ディペンダビリティ(信頼性)用語」３）

の対応語として「信頼性・保全性プログラム」があり、その定義は次の通りで

ある。 
 

「時間的にスケジュール化された諸活動、資源及び諸行事などの文書一式

で、その内容は、アイテムが与えられた契約又はプロジェクトの信頼性・

保全性性能の要求事項を確実に満足するための組織構成、責任分担、手続

き、諸活動、ケーパビリティ、資源などを具体化する資料」注１） 
 

注1) 広義の信頼性には保全性が含まれる。またJIS Z 8115の定義の中にあるアイテ

ム、ディペンダビリティ、信頼性・保全性（性能）の定義と解説については、

このハンドブック巻末の付録3を参照されたい。 
 

したがって、宇宙航空研究開発機構の「信頼性プログラム」は、JIS Z 8115の
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「信頼性・保全性プログラム」の定義を包含するものである。 

 

一方、「信頼性管理」のJIS Z 8115の対応語としては、「信頼性・保全性管

理」があり、その定義は次の通りである。 
 

「アイテムの信頼性・保全性性能に関する要求事項を決め、かつ、満たすた

めに必要な機能と活動の総括管理」 
 

そして、このJIS Z 8115の「信頼性・保全性管理」の対応英語として、

「Reliability and Maintainability Management」が当てられている。 

更に、狭義には、アイテムの与えられた信頼性・保全性性能に関する要求事

項を満たすために実施する運用技術と運用活動として、「Reliability and 

Maintainability Control」が定義の備考に付記されている。 

したがって、宇宙航空研究開発機構の「信頼性管理」は、JIS Z 8115の「信頼

性・保全性管理」の定義を包含するものである。 

 

このハンドブックにおける用語は、極力 JIS Z 8115：2000「ディペンダビリ

ティ(信頼性)用語」に準拠した。 

しかし、従来から宇宙航空研究開発機構で用いられている業務的用語や、こ

のハンドブックの信頼性管理・技術的な観点でのJMR-004の対応項目、及びその

他標準・規定などに記されている業務名などは、混乱を避けるためそのまま用

いた。 

宇宙開発に係わる、企画段階（プリフェーズA）から衛星の運用段階（フェー

ズE）に至る、代表的な宇宙航空研究開発機構の信頼性プログラムを図1.1-1に

示す。 

この図1.1-1には、各開発段階の目的、主要作業項目、一般的な衛星開発フロ

ー、機構審査会の概要を記述した。 

 

また、図1.1-1を基に、概念設計から衛星運用に至る一連の開発段階と、信頼

性プログラムの展開に際しての作業項目を表1.1-1に示す。 

作業項目は、計画、設計、製作、試験・検査、輸送・保管、打上・運用に分

け、それぞれの開発段階別に必要な「信頼性管理」に係わる主な業務項目につ

いて記述した。 

 

信頼性技術者のみならず宇宙開発に携わる全ての関係者が、ここで述べた宇

宙開発に係わる「信頼性プログラム」と「信頼性管理」の意味をよく理解し、

このハンドブックを大いに活用していただければ幸いである。 
 

参考文献 

1) JMR-004「信頼性プログラム標準」 

2) NHB5300.4(1A-1)「Reliability Program provisions for Aerospace and 

Space Contractors」、NASA、1987 

3) JIS Z 8115：2000「ディペンダビリティ(信頼性)用語」、日本規格協会 
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先行研究
プログラム・プロ
ジェクト化研究

代替分析 予備設計 基本設計 詳細設計

目的
※職員手引き（H14年版）

p.182、表14衛星開発の
概要より

社会ニーズ及び技術
シーズより特定の
ミッション要求を作
成する

プログラム・プ
ロジェクトの立
ち上げに必要な
要素技術の研究
を行なう

特定のミッションを
満足し、性能、コス
ト、スケジュール上
から見て可能性のあ
る複数のシステム概
念を選定する。

システム概念を一つ
のトータルシステム
として選定する。

設計要求仕様を固める。

予備設計で固めたシステ
ム仕様に基づき、それを
実現するためのハード
ウェア設計を行なう。

開発モデルの製作、試
験によって得られた
データを設計に反映
し、認定試験用モデル
（PMあるいはPFM）
の設計を固める。

主要作業
※職員手引き（H14年版）

p.182 、表14衛星開発の
概要より

1.　社会ニーズの調
査分析
2.　技術シーズの把
握
3.　環境および制約
条件の調査解析
4.　目的、ミッショ
ンの設定
5.　機能要求の設定

1.　研究モデル
の設計
2.　研究モデル
の製作・試験

1.　全システムの特
性解析
2.　各サブシステム
の概略機能性能の研
究
3.　システム及びこ
れらの開発方法、コ
ンポーネント構成な
どについての複数個
の概念設定（内容、
期間、費用など）
4.　主要コンポーネ
ントなどの可能性、
試験研究

1.　代替分析により
システム概念を一元
的に選定する
2.　選定した代替案
について予備的シス
テム設計による設計
要求仕様（主要な機
能、性能、要目な
ど）の決定

1.　主要コンポーネントな
どの開発の実施
2.　基本設計に対する要求
を明らかにする
3.　開発仕様書（案）の作
成
4.　調達仕様書の作成
5.　RFP及びプロポーザル
作成依頼
6.　メーカ選定（フェーズC
用）

1.　開発仕様書（案）に
基づき基本設計として
　（1）　システム設計
　（2）　システム解析
　（3）　開発計画立
案、設定
　（4）　システム試験
計画立案、設定
　(5)　インターフェース
設計
　(6)　サブシステム・コ
ンポーネント設計
を行い、開発仕様書を制
定する。

1.　開発仕様書に基づ
いて基本設計と同じ作
業項目を実施する（詳
細設計）
2.　開発モデルの政策
試験結果を設計に反映
し、認定試験用モデル
（PM)の設計を固め、
製作図面を作成する。

一般的な
衛星開発
フロー

※職員手引き（H14年版）

p.182表14衛星開発の
概要より

JAXA
審査会等
※職員手引き（H14年版）

p.182 表14衛星開発の
概要より

設計段階（フェーズC)
Bの仕様に基づいて、ハードウェア製作のために

必要な設計を行なう

製作・試験段階(フェーズD)
Cに基づいてハードウェアを製作し、必要な

試験を行なう。

図1.1-1　宇宙航空研究開発機構の信頼性プログラム

運用段階（フェーズＥ）
打上げおよび追跡完成を行い、その結

果を検討評価する。企画段階
（プリフェーズA)

段階
（フェーズ）
※職員手引き（H14年版）

p.182、表14衛星開発の
概要より

概念段階（フェーズA) 決定段階（フェーズB)

（0.　輸送：メーカ工場→射場）
1.　射場整備作業
2.　打上げ
3.　初期運用
4.　定常運用
5.　運用結果の評価
6.　取得データの評価

維持設計 運用・評価

PMまたはPFMの製作。試験により設計を認
定する。また、この設計により製作された
FMの試験よりフライト品の品質を評価す
る。

射場での打上げ等を経て軌道上運用等
を行なうと共に、得られたデータを基
に評価解析を実施する。

1.　維持設計作業は基本設計と同じ項目内容
を必要に応じ進展させる。
2.　PMまたはPFMを製作し、設計認定試験
を実施する。
3.　必要な設計変更を行なってFM(フライト
モデル）を製作する。
4.　フライトモデルの受入試験を実施して、
フライト品としての品質を確認する
5.　運用段階に必要な文書（整備作業手順
書、運用手順書、運用評価実施計画書）を作
成する

概念設計 基本設計 詳細設計 維持設計 打
上
げ
・
運

BBMの

試 試 認定試 受入試

EMの製 PMまたは FMの製
DDR

予

備
設
計

審
査

PDR
基

本
設
計

審
査

CDR
詳

細
設
計

審
査

PQR

認
定

試
験
後

審
査

PSR
納

入
前

審
査

総合システム仕様書

作
成

制
定プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト

移
行
前
審
査

開発仕様書

作
成

制
定

維持・改訂

維持・改訂

開
発
完
了
審
査

打
上
げ
移
行
前
確
認
会

打
上
げ
/
飛
行
後
審
査

定
常
段
階

終
了
後
審
査

評

価

予備設計
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概念設計
「研究段階」

（システム構想の設定）

予備設計
「開発研究段階」

（システムの決定）

基本設計
「開発段階」

詳細設計
「開発段階」

製作
「開発段階－維持設計」

（PM,PFM,FM)

試験・検査
「開発段階－維持設計」

改修
「開発段階－維持設計」

輸送 保管 打上げ
「運用・評価段階」

衛星運用（軌道上）
「運用・評価段階」

計画作業
（スケジュール・

経費）

●事業計画の企画（宇宙開発計画、
期間、経費）
●プログラム計画の企画
●「システム仕様設定」の企画

（上記全てにおいて）
・作成、調整、制定、維持改訂、評
価の実施

●事業計画の立案
●プログラム計画の立案
●「システム仕様設定」の立案

●事業計画の実行
●プログラム計画の実行
●仕様書の決定、維持・改訂
●管理要求書（の作成？）

●事業計画の実行
●プログラム計画の実行
●仕様書の決定、維持・改訂
●管理要求書
・プロジェクト管理、コンフギュ
レーション管理、信頼性管理、品
質管理、進行管理、安全管理、リ
スク管理等

・計画
・準備

・計画
・検査計画
・手順書
・準備

・計画
・図面
・準備

・計画
・準備

・計画
・準備

●射場整備作業
・計画
・準備

●打上げ
・計画
・準備

●初期段階（クリティカルフェー
ズ、初期機能確認試験）
・計画
・準備

●定常段階（バス機器運用、ミッ
ション機器運用）
・計画
・準備

●後期利用段階（バス機器運用、
ミッション機器運用、停波）
・計画
・準備

設計作業

●概念設計
（全システムの特性解析、ミッショ
ン解析、各サブシステムの概略機
能・性能、開発方法
「BBM,EM,PM,PFM,FM」の検討
等）
●概念設計評価
・報告会（内部）
・審査会

●予備設計
（複数システムの検討、ミッショ
ン解析、重点/先行開発サブシステ
ム・機器の設定等）
●仕様書
（開発仕様書「技術要求」、調達
仕様書「作業要求」、各種インタ
フェース仕様書「ロケット・打上
げ、追跡管制、地上設備、ミッ
ション機器等」）
●予備設計評価
・審査会
・内部

●基本設計（システム設計、シス
テム解析、開発計画、システム試
験計画、インタフェース設計、サ
ブシ        ステム・コンポーネン
ト設計等）
・ 設計仕様決定
・ 設計図作成（システム、サブシ
ステム等）
・ 設計解析
・ 部品・材料の選定
・ 各種インタフェース（システム
内、外）
・ 専用治工具、試験調整装置、衛
星試験装置
●基本設計評価（各種審査会等）
・審査会（内、外）

●詳細設計（基本設計とほぼ同
じ、内容が詳細化）
・ 製造図面
・ 設計解析
・ 部品・材料選定
・ 各種のインタフェース
●詳細設計評価
・審査会（内、外）

製作作業

●重点/先行開発サブシステム・機
器「BBM」の試作
（モジュール、コンポーネント類
――電気、構造、その他機能・性
能）

●開発モデル「EM」の製作（コン
ポーネント、サブシステム類―電
気、構造、熱等の機能・性能）

・製作
・組立、調整

・改修
・組立、調整

試験・検査
作業

●重点/先行開発サブシステム・機
器「BBM」の試験
（モジュール、コンポーネント類
――電気、構造、その他機能・性
能）

●開発モデル「EM」の試験（コン
ポーネント、サブシステム類―電
気、構造、熱等の機能・性能）

・検査
・点検

・試験
・検査
・点検

・試験
・検査

●射場整備作業
・試験
・検査
・審査会（納入）

●初期段階（クリティカルフェー
ズ、初期機能確認試験）
・試験
・検査
・審査会

●定常段階（バス機器運用、ミッ
ション機器運用）
・試験（ミッション機器）
・審査会

●後期利用段階（バス機器運用、
ミッション機器運用、停波）
・試験（ミッション機器）
・審査会

輸送・保管
作業

・輸送
・開梱
・点検

・保管
・開梱
・点検

打上・運用
作業

●打上げ
・作業（カウントダウ
ン、ターミナルカウント
ダウン）
・打上げ（衛星分離ま
で）

●定常段階（バス機器運用、ミッ
ション機器運用）
・運用

●後期利用段階（バス機器運用、
ミッション機器運用、停波）
・運用

表1.1-1　宇宙開発段階と作業項目

開発段階
（フェーズ）

作業項目
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1.2 信頼性プログラムと信頼性業務の関連 

 

宇宙開発の代表的な開発プロセスの各開発段階と、JMR-004「信頼性プログラ

ム標準」１）を基に、信頼性管理的・工学的な観点から抽出した「信頼性業務」

であるJMR-004の対応項目との関連について述べる。 

 

この狙いは、宇宙システムの開発から運用に至る「信頼性プログラム」を基

に、そこに必要な「信頼性業務」を漏れなく実務に展開し、ミッションを確実

に達成することにある。 

そこで、ここでは、開発プロセスの各開発段階と、JMR-004を基にこのハンド

ブックの２章から４章を構成する、それぞれの業務展開に必要な「信頼性業

務」（JMR-004の対応項目）との関連についてまとめた。 

 

２章の「信頼性プログラムマネジメント」及び４章の「信頼性試験及び評

価」に係わる「信頼性業務」を計画作業とした。 

そして、この計画作業の概念設計から衛星運用に至る、各開発段階と信頼性

業務との関係を表1.2-1に示す。 

また３章の「信頼性工学」としての各種技法に係わる「信頼性業務」を設計

作業とした。 

そして、この設計作業の概念設計から衛星運用に至る、各開発段階と信頼性

業務との関係を表1.2-2に示す。 

 

計画作業及び設計作業の表の中で、各開発段階に示される「信頼性業務」の

名称を記載したところは、その業務の効果的な実施時期開始の開発段階を示

す。 

そして、この業務をフィードフォアード作業として継続する開発段階までを

実線矢印で示した。 

また、フィードバック作業に係わる「信頼性業務」は、開始の開発段階とそ

のフィードバックする開発段階までを・と2点鎖線矢印で示した。 

更に、設計作業における諸審査会（JMR-004の対応項目）については、効果的

な開発段階での実施時期を示し、それらの相互の関連を1点鎖線で示した。 

 

開発の当初からの信頼性技術及び信頼性管理の実施は、一見開発費用の増加を

招くように見えるが、初期段階における信頼性技術及び信頼性管理に対する投

資が、結果としてミッション成功とライフサイクルコストの低減に大いに貢献

する。 

これは、開発の当初からミッション達成に対してのリスクは何かを識別し、リ

スクの発生度合いと影響を予測・評価し、リスクを許容できるところまで低減

することにある。 

また、開発の当初から信頼性技術者が参加し、常に開発を支援あるいは点検

（レビュー）すれば、潜在する故障要因を発見し容易に対策を取ることができ、

ライフサイクルコストを低く押さえることができる。 
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例えば、試験段階（開発段階の後期）で故障要因が発見されてから信頼性を議

論した場合は、開発が手戻りとなり、開発費用の高騰を招く結果となる。 

また、運用段階において、故障が生じてから信頼性を議論しても間に合わなく、

特にほとんどが非修理アイテムであるロケット／人工衛星では、運用に入って

からの故障は手の打ちようがなく、即ミッション喪失となる。 

更に、ロケット／人工衛星のような非修理アイテムであっても、打上げまでの

試験、輸送、射場整備作業などに保全作業があり、また有人宇宙システムでは、

軌道上の保全という概念が重要になる。 

 

各開発段階での実務者は、前1.1節の図1.1-1及び表1.1-1から、宇宙開発プロ

グラムの仕組とそこで必要な「信頼性業務」の関わりを理解することが大切で

ある。 

そして、表1.2-1及び表1.2-2から各開発段階で必要な「信頼性業務」、及び

その他の開発段階での「信頼性業務」との関連の仕組みを良く理解し、信頼性

技術及び信頼性管理の着実な実施が望まれる。 

 

なお、表1.2-1及び表1.2-2に記載されている、各開発段階別に必要な「信頼

性業務」、及びこれら項目の「作業内容」、ならびに「関連の深い信頼性業

務」については、このハンドブックの付録1：「開発段階別信頼性業務のチェッ

クリスト」を参照されたい。 

 

これらの補助資料も併せ活用し、信頼性技術者のみならず宇宙開発に携わる

全ての関係者が、各開発段階での信頼性技術・管理作業に係わる業務とその他

関連業務をより深く理解し、最適化したライフサイクルコストで着実に実施す

ることが望まれる。 

 

参考文献 

1) JMR-004「信頼性プログラム標準」 
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概念設計
「研究段階」

（システム構想の設定）

予備設計
「開発研究段階」

（システムの決定）

基本設計
「開発段階」

詳細設計
「開発段階」

製作
「開発段階－維持設計」

（PM,PFM,FM)

試験・検査
「開発段階－維持設計」

改修
「開発段階－維持設計」

輸送 保管 打上げ
「運用・評価段階」

衛星運用
（軌道上）

「運用・評価段階」

計画作業
（スケジュール・

経費）

表1.2-1　計画作業の各開発段階と信頼性業務の関連

2.1 信頼性マネジメント組
織の設置

2.2 信頼性プログラム計
画書の作成
（4.2. 2 信頼性プログラ

2.3 テーラリング
（1.2.3テーラリング）

2.4 実施状況の管理
（4.4.3.1 試験計画書）

2.5 信頼性プログラム監査
（4.2.４信頼性プログラム監査）

2.6 信頼性管理報告書の作
成

2.7 信頼性教育訓練
（4.2.5 信頼性教育訓練）

2.8 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理
（4.2.6.2信頼性プログラムを適用する供給業者の管理）

2.9 信頼性プログラムを適用しない供給業者の管理
（4.2.6.3信頼性プログラムを適用しない供給業者の管理）

2.10 既開発品の選定
（4.2.7 既に設計・製造又は飛行実績のある品目の仕様）

4.1 信頼性評価計画の立
案
（4.4.2 信頼性評価計画

4.2 試験環境条件の設定
（4.3.3.1 試験計画書）

4.3 試験計画書の作成
（4.3.3.1 試験計画書）

4.4 試験仕様書、手順書の作成
（4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告

4.5 試験報告書の作成
(4.4.3.3 試験仕様書、手順
書及び報告書)

4.７ 寿命試験

（4.4.3.５寿命試験）

4.８ 試験中の計画外活動の
管理

4.９ 信頼性評価の実施
（4.4 信頼性の評定）

4.１０ コンポーネントの認定
（4.4.3.2ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに属する品目の認定）

4.1１ サブシステムの認定
（4.4.3.2ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに属する品目の認定）

4.1２ システムの認定
（4.4.3.2ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに属する品目の認定）

4.1３ 出荷前審査および納入前審査での信頼性関係インプット

4.1４ 信頼性評価業務の審
査

作業項目

開発段階
（フェーズ）

4.6 ならし試験

（4.4.3.4ならし試験）
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概念設計
「研究段階」

（システム構想の設定）

予備設計
「開発研究段階」

（システムの決定）

基本設計
「開発段階」

詳細設計
「開発段階」

製作
「開発段階－維持設計」

（PM,PFM,FM)

試験・検査
「開発段階－維持設計」

改修
「開発段階－維持設計」

輸送/
保管

打上げ
「運用・評価段階」

衛星運用
　（軌道上）

「運用・評価段階」

設計作業

   表1.2-2　設計作業の各開発段階と信頼性業務の関係

3.２ 設計仕様書の作成、維持
（4.3.3 設計仕様書）

3.３ 使用環境条件の設定
（4.3.3 設計仕様書）

3.５ 信頼性技術情報の反映
（4.3.3 設計仕様書）

3.４ インタフェース条件の設定
（4.3.3 設計仕様書）

3.６ 設計業務の標準化
（4.3.4 設計の標準化）

3.7 製造工程の標準化
（4.3.4 設計の標準化）

3.８ 信頼度配分
（4.3.5 信頼度予測）

3.９ 信頼性ブロック図
（4.3.5.3 信頼性ブロック図）

3.１０ 信頼度予測：部品点数法
（4.3.5 信頼度予測）

3.1３ 冗長設計
（4.3.5 信頼度予測）

3.２１ 故障モード情報の収集
（4.3.6 FMEA/FMECA、4.3.10.3 

3.1４ 安全余裕/ディレーティング
の設定

3.1７ 機能
FMEA/FMECA
（4.3.6 FMEA/FMECA）

3.19 インターフェース
FMEA/FMECA
（4.3.6 FMEA/FMECA）

3.22 ワーストケース解析
（4.3.8 ワーストケース解析）

3.24 寿命解析
（4.3.10.2 寿命解析）

3.23 トレンド解析
（4.3.9トレンド解析）

3.25 FTA：事前解析
（4.3.10.3 FTA）

3.27 累積疲労損傷の管理
（4.3.10.4 累積疲労損傷）

3.29 ソフトウェア保証
（4.3.11 ソフトウェア保証）

3.30 保全性（4.3.12 保全性）

3.31 人為故障の除去
（4.3.13.1 人為故障の除去）

3.32 設計過誤の防止
（4.3.13.2設計過誤の防止

及び除去） 3.33 基本設計審査
（4.3.14設計審査）

3.11 信頼度予測：ストレス解析法
（4.3.5 信頼度予測）

3.12 信頼度予測：試験データによ
る評価法

3.15 部品ストレス解析
（4.3.7 部品ｽﾄﾚｽ解析）

3.18 詳細FMEA/FMECA
（4.3.6 FMEA/FMECA）

3.20 工程FMEA/FMECA
（4.3.6 FMEA/FMECA）

3.26 FTA：事後解析
（4.3.10.3 FTA）

3.28 スニーク解析
（4.3.10.5 スニーク解析）

3.37 異常/故障の定義、事例
（4.3.15.1異常/故障管理）

3.42  特別な管理を要する品目の
識別

3.34 詳細設計審査
（4.3.14 設計審査）

3.35 認定試験後審査
（4.3.14 設計審査）

（4.3.14.1 契約の相手方による設計審査）
（4.3.14.2供給業者による設計審査）

3.36 技術変更
（4.3.14.3 技術変更）

3.38 異常/故障の管理方法
（4.3.15.1 異常/故障管理）
（4.3.17.9 故障解析）

3.40 EM段階での異常/故障の管
理

3.39 異常/故障解析報告書の作成
（4.3.15.2 異常/故障報告）

3.44 信頼性管理品目リストの作成、維持
（4.3.17.3 選定）
（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の管理内容）

3.43 クリティカル品目リスト(CIL)の作成、維持
（4.3.17.3 選定）（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の管理内容）

3.45 作動寿命限定品目の管理
（4.3.17.3 選定）（4.3.16.4 億別な管理を要する品目の管理内容）

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理
（4.3.17.3 選定）（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の管理内容）

3.47 特性値管理品目の管理
（4.3.17.3 選定）（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の管理内容）

3.48 重要取付品目の管理
（4.3.17.3 選定）（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の管理内容）

3.50 信頼性管理品目の文書パッ
ケージへの反映3.51 部品、デバイス、材料、工程プログラム：専門組織の

活用（4.3.17.2専門組織の活用）

3.52 部品、デバイス：選定
（4.3.17.3選定）

3.53 部品、デバイス：仕様書
（4.3.17.4仕様書）

3.54 部品、デバイス：認定
（4.3.17.5認定）

3.57 材料、工程プログラム
（4.3.17.3選定）

3.59 製造

3.41 異常/故障のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
（4.3.15.1異常/故障管理）

3.4１ 異常/故障のフィード
バック

（4.3.15.1異常/故障管理）

作業項目

開発段階
（フェーズ）

3.59 製

3.55 部品、デバイス：リストの
作成

3.58 EEE部品のパッケージング審査
（4.3.17.11 EEE品目ﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ審査）

3.56 部品、デ

バイス、材料、
工程プログラ

3.58 EEE部品のパッ

ケージング審査

3.59 製
（重要工程に適用）

3.49 打上前作動時間等管理品目の
管理
（4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別）
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2. 信頼性プログラムマネジメント 

2.1 信頼性マネジメント組織の設置 

 

効果 

信頼性プログラム活動の立案及び実行を効果的に推進できる。 

 

効果的な実施時期 

プロジェクト立上げ時 

 

技術的根拠 

信頼性プログラム活動にかかわる責任体制が明確になる。責任者および専門

能力を持ったスタッフによる信頼性プログラムの全体計画履行状況の把握が可

能になり、開発品目の信頼性確保を確実なものとすることができる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.2.1  組織 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) 実施状況の管理 

(3) 信頼性プログラム監査 

 

実施方法 

信頼性プログラムのPLAN→DO→CHECK→ACTIONのサイクルを回し続ける業務を

受け持つ信頼性マネジメント責任者とその組織名（部課等）を明確にする。  

信頼性マネジメント責任者は、信頼性管理部長、信頼性品質管理部長、品質

保証部長等の場合が多く、信頼性マネジメント組織は、信頼性管理部、信頼性

品質管理部、品質保証部等である場合が多い。 

信頼性マネジメント組織は、全ての信頼性業務を自ら実施しない場合において

も、最低限、開発組織全体の信頼性活動を計画し、機能させる責任を持つ。   

また、信頼性プログラムの実施状況をより上位のマネジメント組織の長（例え

ば、社長、所長、事業部長等のトップを指す）に報告する、または取引先の信

頼性管理部門との連絡窓口としての業務を受け持つことが多い。このような信

頼性マネジメント組織の業務範囲は、信頼性プログラム計画書の中で明確にす

る。 

信頼性業務にかかわる組織については、何を開発するか、何を重視するか、ど

んな企業規模か、時代環境の変化に対応しているかなどで変わってくるもので

あり、それぞれにふさわしい体制を作ることが大切である。 

代表的な組織の例として以下の二つのタイプがある。 

また信頼性管理業務と担当部門の例を表2.1-1に示す。 

(1) 独立型の信頼性マネジメント組織 

信頼性プログラムが契約事項として要求される製品が主流の会社（事業所）

において多く採用されているケースで、信頼性マネジメント組織を、設計、製



                                                                               

JERG-0-063 

2-2 

造、試験等の実施部門とは独立させ、権限を与えている。 

信頼性マネジメント組織には、取引先に代わって信頼性要求の達成を監視す

る業務が期待されている。代表的な組織の例を図2.1-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1-1 独立型の信頼性マネジメント組織の例 

 

(2) 部門別の信頼性マネジメント組織 

 民生品のように自主的に信頼性管理を行っている会社（事業所）では、責任

の明確化のために、各部門に信頼性管理組織を置き、それらを統合するスタッ

フ組織を配置することがある。設計にかかわる信頼性は設計部門、製造にかか

わる信頼性は製造部門、購入品にかかわる信頼性は購買部門がそれぞれ責任を

もって達成するものとし、それらを統合管理する部門を設けている。代表的な

組織の例を図2.1-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1-2 部門別の信頼性マネジメント組織の例 

 

 

 

 

社長又は事業所長 

営業部門 購買部門 設計部門 生産技術部門 製造部門 信頼性品質管理部門 

 

工
作
課 

  

技
術
課 
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造
品
質
保
証
課 

 

技
術
品
質
保
証
課 

 

購
入
品
品
質
保
証
課 

  

生
産
技
術
課 

 

購
買
課 

社長又は事業所長 

営業部門 購買部門 設計部門 製造部門 

信頼性品質保証本部 
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表2.1-1 信頼性管理業務と担当部門の例 

 

区分 担 当 部 門 業  務  内  容 

メ
ー
カ 

設 計 設計業務にかかわる信頼性プログラム計画書の立案 

既開発品の立証 

設計仕様書 

設計の標準化 

信頼度予測及び配分 

信頼性解析 

人為故障の除去（チェックリスト） 

材料及び工程の選定 

EEE部品選定 

信頼性管理品目の選定 

設計審査（含む、パッケージング審査） 

異常／故障解析の実施 

認定試験 

信頼性の評定 

製 造 信頼性管理品目を含む工程手順設定、製造 

工程FMEA／FMECA 

異常／故障発見時の報告 

設備・環境の保全 

信 頼 性 ／ 

品 質 管 理 

信頼性プログラム計画書のまとめ 

信頼性プログラム監査・審査 

異常／故障解析書の管理 

信頼性管理品目を含む部品材料受入検査 

信頼性管理品目の管理（文書パッケージを含む） 

完成品の受入検査・試験 

ユ
ー
ザ 

調 達 発 注 信頼性を含む仕様要求の設定 

使 用 初期訓練 

取扱説明書の維持 

故障データ報告 

予備品手配 

整備保全 

 

［注］ユーザとメーカの製品・歴史によって違いがあるので注意のこと。 
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実施しない場合の影響 

信頼性活動の計画があいまいになるばかりでなく、タイムリーな進行が図れず

客観的な評価が行われない。 

(1) 信頼性マネジメント組織が、設計、製造、試験等の実施部門とは機能的に独

立していないと、日程やコストが優先され、信頼性確保がおろそかになる恐

れがある。 

(2) 信頼性マネジメント組織の長に権限と資源（人的資源、予算等）がなけれ

ば、責任を全うすることはできない。 

(3) 信頼性マネジメント組織の長は、より上位のマネジメント組織の長（社長、

所長、事業部長等のトップを指す）とプログラムの状況と妥当性について直

接協議ができないと、問題等を会社（事業所）全体として解決する活動がで

きない。 

(4) 信頼性マネジメント組織が全ての信頼性業務が有効に履行されていることを

監視し保証しないと、各組織が勝手に信頼性業務を省略したりして、全体活

動として効果が出ないことになる。 

 

参考文献 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                                                               

JERG-0-063 

2-5 

2.2 信頼性プログラム計画書の作成 

 

効果 

信頼性プログラムの計画について、必要十分であることが確認できる。ま

た、信頼性プログラムが適切に機能しているかどうかの監査の基準となり、信

頼性業務の遂行や確保の状況が把握しやすくなる。 

 

効果的な実施時期 

プロジェクトの立上げ時（予備設計、基本設計） 

 

技術的根拠 

信頼性活動の分担、実施時期、実施方法が明確になるので、信頼性プログラ

ム計画の確認ができる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.2.2 信頼性プログラム計画書 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性マネジメント組織の設置 

(2) テーラリング 

(3) 実施状況の管理 

(4) 信頼性プログラム監査 

(5) 信頼性教育訓練 

(6) 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

(7) 信頼性プログラムを適用しない供給業者の管理 

 

実施方法 

信頼性プログラム計画書とは、信頼性を効率的に確保するための5W1Hを示す

ものといえる。 

開発する品目に求められる信頼性プログラム業務が共通である場合が多い会

社では、標準信頼性プログラム計画書と個別信頼性プログラム計画書とで構成

することが多い。 

信頼性プログラムの適用事例が少なかったり、品目毎に内容が大きく変わる

ような会社では個々の品目に対しそれぞれの信頼性プログラム計画書とするこ

ともできる。 

標準信頼性プログラム計画書は、ライフサイクルにわたって会社としての標

準的な信頼性業務を示す文書である。JMR-004に示されているライフサイクル段

階と信頼性工学業務の関係一例を図2.2-1に、信頼性業務の流れの概要を図2.2-

2に示す。 

標準信頼性プログラム計画書の章立ては、取引先の信頼性要求文書の章立て

に合わせる必要はなく、内容的に包含され、分かりやすくなっていればよい。

標準信頼性プログラム計画書の構成例を図2.2-3に示す。 

個別信頼性プログラム計画書は、開発対象品目固有の信頼性業務をテーラリ
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ングに対応して示す文書である。標準信頼性プログラム計画書を引用し、テー

ラリングを踏まえて、プロジェクト固有の修正点を示すと固有活動が分かりや

すくなる。 
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JMR-004 
   信頼性工学業務 

ライフサイクル 

概念設計 基本設計 詳細設計 
製造／ 
試験 

射場作業 
／運用 

 
4.3.3   設計仕様書 
 
4.3.4  設計の標準化 
 
4.3.5  信頼度予測 
 
 
4.3.6  FMEA/FMECA 
 
4.3.7  部品ストレス解析 
 
4.3.8  ワーストケース解析 
 
4.3.9  トレンド解析 
 
4.3.10.2 寿命解析 
 
4.3.10.3 FTA 
 
 
4.3.10.4 累積疲労損傷 
 
4.3.10.5 スニーク解析 
 
4.3.11  ソフトウェアの信頼性保証 
 
4.3.12 保全性 
 
4.3.13.1 人為故障の除去 
 
4.3.13.2 設計過誤の防止及び除去 
 
4.3.14 設計審査 
 
4.3.15 異常／故障管理及び報告 
 
4.3.16 特別な管理を要する品目 
 
 
4.3.17 部品、ディバイス、材料、     

工程に関するプログラム 

     

PDR : Preliminary Design Review （基本設計審査会） 
CDR : Critical Design Review （詳細設計審査会） 
PQR : Post Qualification Test Review （認定試験後審査会） 
PSR : Pre Shipment Review （出荷前審査会） 

 

図2.2-1 ライフサイクル段階と信頼性工学業務の関係一例 

詳細  概略 

 
品目の識別・対策 
 

 維持 

解析／管理 設計／予測 

事後解析 
事前解析 

品目の洗い出し 軌道上管理 特性値管理 

維持改定 

維持改定 

維持改定 

予測 維持改定 
トレードオフ 

維持改定 

 維持 

対策／管理 軌道上管理 

PDR▽   CDR▽    PQR▽(▽PSR) 
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ＢＢＭ ＥＭ/開発試験 ＰＭ/認定試験 ＦＭ/受入試験

異常/故障解析 異常/故障解析 異常/故障解析

維持設計詳細設計 維持設計基本設計　  /予備設計

審査会 ＰＤＲ ＣＤＲ ＰＱＲ

詳細信頼度
配分＆予測

安全係数/ディ
レーティング(2)

ワーストケース
/寿命解析(2)

詳細ＦＭＥＡ

信頼度配分＆
予測(1)

安全係数/ディ
レーティング(1)

ワーストケース
/寿命解析(1)

機能ＦＭＥＡ
(1)

信頼度配分＆
予測(2)

機能ＦＭＥＡ
(2)

ＡＰＬ(案)
作成

適用審査(1) ＡＰＬ作成

　設　計　標　準

適用審査(2)

決定段階 設計段階 製作・試験段階

代替
分析

評価試験/環境モデル 　

異常/故障解析　   　　

システム仕様書
信頼度目標値

設計審査　  　　　　　

信頼度配分/予測     　

ＦＭＥＡ/ＦＴＡ     　

安全係数/ディレーティング

ワーストケース/寿命解析　

部品等のプログラム  　

設計標準　　    　　　

運用

 

 

図2.2-2 信頼性業務の流れ 
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1. 総則 

1.1 目的 

1.2 適用範囲 

2. 関連文書 

3. 用語の定義 

4. 基本 

4.1 基本事項 

4.2 顧客の行為及び権利 

4.3 信頼性プログラム文書 

5. 信頼性プログラムマネジメント 

5.1 組織 

5.2 信頼性プログラム計画書 

5.3 信頼性プログラム監査 

5.4 信頼性プログラム報告 

5.5 信頼性教育訓練 

5.6 供給業者の管理 

5.7 既開発品の使用 

5.8 支給品に対する信頼性 

6. 信頼性工学 

6.1 設計仕様書 

6.2 設計の標準化 

6.3 信頼度予測 

6.4 信頼性解析 

6.5 人為故障の除去 

6.6 設計過誤の防止及び除去 

6.7 設計審査 

6.8 異常／故障管理及び報告 

6.9 特別な管理を要する品目 

6.10 部品、デバイス、材料、工程に関するプログラム 

 

7.試験及び信頼性評価 

7.1 信頼性評価計画 

7.2 開発試験 

7.3 信頼性評価の実施と結果審査 

8 出荷前審査及び納入前審査 

 

 

図2.2-3 信頼性プログラム計画書の構成例 
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標準と個別とを合わせて信頼性プログラム計画書には、少なくとも以下の事

項について記述する。記述等について、ISO 9000シリーズでの品質マニュアル

作成要領等のガイドブックが多く出版されており、それらを参考にされたい。 

(1) 信頼性プログラムの履行に関係する組織体制と機能（業務）分担及び責

任を明確に示す。組織体制を示すためには組織図が分かりやすい。さら

に、それぞれの信頼性業務をどのように分担して実施し、どこの部課が責

任を持つのかを信頼性プログラム計画書の各項目で示すことで明確にす

る。 

(2) 信頼性プログラムにおける各業務の実施時期と実施状況の管理／監査時

期等をマネジメントのために計画した事項、マイルストーン、実施要領

書、手順書等を示す。信頼性プログラム計画書の本文に基本的な活動方

針、方法、手順を記述し、詳細な方法、手順は信頼性プログラム手順書リ

ストとして表にまとめて示す。信頼性プログラム手順書リストの例を図

2.2-4に示す。5W1Hが手順書体系全体で示されていることが必要である。 

マイルストーン、テーラリング結果、固有事項は、個別計画書で具体的

に示すことが多い。 

(3) 信頼性確保のために新たな手順書を追加して作成したり又は既存の手順

書の修正を必要とする場合には、それらの文書の完成又は変更完了のスケ

ジュールと追加や修正の理由についての説明を含める。 

(4) 供給業者から取得する品目のうちで信頼性プログラムを適用する品目を

識別する。さらに、供給業者に適用する信頼性プログラムの要求事項を含

めるか又は引用する。 

(5) 信頼性プログラムを適用しない供給業者から取得する品目リスト。これ

らの品目に対してはその信頼性について規定する管理文書を識別する。 

信頼性プログラムを適用しない供給業者から取得する品目は、規格や購入

仕様書で性能や信頼性試験などを規定することで契約品目全体の信頼性を

確保する。 

(6) 設計根拠、設計結果、検証計画及び検証結果等を契約品目のライフサイ

クルにおいて確認する仕組みを構築し、説明する。既存の仕組みで対応可

能な場合は、その内容を説明する。 

説明の中には、以下の項目を含める。 

a. 該当するプロジェクトの設計グループのみならず、関連するライン

部門における実行責任者までの査閲・承認 

b. 日々の活動として契約品目の重要度、技術的難易度に応じて実施さ

れる、関連する技術・管理分野における同僚や有識者による問題点

の有無の確認と課題抽出（ピア・レビュー等） 

c. 契約品目のライフサイクルにおける契約上要求される「審査」 
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標準信頼性プログラム計画書の項目 該当する社内文書 備考 

項目番号 項目名称 手順書番号 手順書名称 主管部門 

５．６ 供給業者の管理 所標準 -123 

S-123 

供 給 業 者 管 理 基 準 

宇宙機器外注業者信頼性管理一般要求事項 

購買部門 

信頼性管理部門 

 

５．７ 支給品に対する信頼性 所標準-456 支給品等管理基準 製造部門  

６． 信頼性工学 － － －  

６．１ 設計仕様書 部標準 -234 
部標準-256 

設 計 仕 様 書 作 成 要 領 
納入仕様図管理要領 

技術部門 
技術部門 

 

６．２ 設計の標準化 所標準-789 技術標準管理基準 技術部門  

６．３ 信頼度予測 部標準-278 信頼度予測要領 技術部門  

６．４ 信頼性解析 部標準 -290 

部標準-212 

宇宙システム・機器信頼性設計／解析基準 

FMEA実施要領 

技術部門 

技術部門 

 

６．５ 人為故障の除去 部標準-290 宇宙システム・機器信頼性設計／解析基準 技術部門  

６．６ 設計過誤の防止及び除去 部標準-257 設計過誤防止基準 技術部門  

６．７ 設計審査 所標準 -789 

部標準-279 

設 計 審 査 会 運 営 要 領 

宇宙システム・機器設計審査実施基準 

技術部門 

技術部門 

 

６．８ 異常/故障管理及び報告 部標準 -238 

 

宇 宙 シ ス テ ム ・ 異 常 ／ 故 障 管 理 標 準 

 

信頼性管理部門  

６．９ 特別な管理を要する品目 部標準-246 

部標準-345 

宇宙システム・機器信頼性 技術部門  

６．１０ 部品・材料 所標準 -789 

部標準-279 

設 計 審 査 会 運 営 要 領 

宇宙システム・機器設計審査実施基準 

技術部門 

技術部門 

 

図2.2-4 信頼性プログラム手順書リストの例 
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実施しない場合の影響 

(1) 信頼性に関して組織全体の能力を発揮できず、それぞれの技術者個人の

裁量で左右されてしまう。開発技術が個人のスキル向上だけに止まり、組

織としての経験にならず、組織全体のレベルアップにつながらない。 

(2) 管理・監査の基準となるものが明確にならず、業務の進捗状況や信頼性

の達成度の把握が困難となる、またはタイムリーな改善ができなくなる。

未実施業務や未達成が分かったときには、取返しのつかない事態となる。 

(3) 自社設計･製造分だけの信頼性を確保しても、システムを構成する購入品

の信頼性が確保されていなければ、システムとしての信頼性は落ちてしま

う。 

特に重要な要素となる購入品で、開発要素のある物については、開発段

階から信頼性プログラムを適用しないと信頼性の確保が難しくなる。また

既製品であっても、そのシステムへの適用に耐えられる物であるかどうか

を確認しないと、信頼性の低下を招く。 

 

参考文献 

なし 
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2.3 テーラリング 

 

効果 

信頼性業務を開発品目の特質に合わせて必要十分なものにし、効果的で、リ

ソースの有効活用ができる。 

 

効果的な実施時期 

見積り段階や計画設定段階。個別信頼性プログラム計画書の作成前。 

 

技術的根拠 

開発する品目に応じて真に必要な信頼性業務内容を設定することができる。 

 

JMR-004の対応項番 

1.2.3 テーラリング 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

 

実施方法 

開発品目の信頼性について、性能、期間、コストとバランスを取ることが必

要である。初期計画段階において、開発の方針に従い、標準的な信頼性プログ

ラム計画から業務を削除又は簡略化し、必要ならば追加し、適切な信頼性プロ

グラムを設定する。 

効果的なテーラリングを行うためには、開発品目の技術的な難易度、ミッシ

ョン達成上での重要度及びコストについて考慮しなければならない。 

さらに、品質保証、コンフィギュレーション管理、システム安全性などの他

のプログラム計画と関連付けることが大事なことである。 

信頼性プログラムのテーラリングに当たっては、項目の増減、各項目の適用

の深さを決めるために、次のことを考慮する。 

(1)  品目の用途・特性 

宇宙関連としては、ロケット、人工衛星、その搭載機器などがあり、その

品目に要求されるミッション達成上での重要度を考慮し、適用する信頼性技

術、部品プログラム、審査プログラムについてテーラリングを検討する。例

えば、信頼度算出を部品点数法のみとする場合、インタフェースFMEAを実施

しない場合等がある。 

(2)  品目のライフサイクルの段階 

ライフサイクル段階毎に計画書を立案する場合には、2.2項「信頼性プロ

グラム計画書の作成」の図2.2-1参照の上、適用項目を削減できる。 
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例えば、既開発品の製造のみの契約では、設計変更に関する部分を除い

ては、設計に関連する項目を省くことが可能である。 

(3)  類似品目の実績 

過去に類似品目に適用した信頼性解析や試験の結果を利用できる場合に

は、重複した解析や試験を行う必要はない。 

例えば、機能FMEAのみとして詳細FMEAを省略する。または開発試験や認定

試験を省略することができる。 

(4)  開発リスクと信頼性業務のリソース 

開発リスクと信頼性業務のリソースをトレードオフして設定される開発方

針を考慮し、信頼性プログラムを設定する必要がある。 

信頼性業務のリソースが少ない場合は、必然的に信頼性業務の範囲は狭く

なるので、開発リスクが高いことを許容することになる。 

 

実施しない場合の影響 

無駄が出たり、開発方針に合わない信頼性活動が行われたりする。 

 

参考文献 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                     JERG-0-063 

2-15 

2.4 実施状況の管理 

 

効果 

信頼性プログラムの履行状況を確認し、問題点があれば是正していくことに

より、必要な信頼性の確保が図れる。 

 

効果的な実施時期 

定期的（1～3か月毎） 

 

技術的根拠 

計画に従って進行していることをチェックし、必要なフィードバックをかけ

る。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.2.4 信頼性プログラム監査 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) 信頼性管理報告書の作成 

 

実施方法 

信頼性プログラムが信頼性プログラム計画書に従って進行しており、信頼性

業務が形式、内容共に十分であることをチェックし、業務の遅れや信頼性解析

内容の不足などの問題を明確にし、解決の見通しを検討する。 

管理は継続して行うものである。信頼性プログラムの重要な区切りは設計審

査会等の主要マイルストーンでの正式な審査であるが、プログラムの進行は動

的なものであり、正式な審査だけではタイムリな対処が難しいので、定期的な

区切りを設ける。この間隔は1～3か月が一般的であり、信頼性プログラム計画

書で明確にする。 

信頼性の実施状況の確認は、設計解析・試験計画・試験結果報告・異常／故

障報告・議事録などの文書の点検、製造・試験の立会、連絡会などにより行

う。   

この結果は、信頼性管理報告書にまとめ、問題点があれば明確に文書化して

顕在化させ、アクションアイテムを識別しフォローアップする。これらは、信

頼性マネジメント責任者及び関連部門の責任者に報告する。 

実施状況の確認に加えて、内容チェックに当たっての重要な留意事項を表

2.4-1に示す。詳細については、本書のそれぞれの項を参照されたい。 
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表2.4-1  内容チェックに当たっての重要な留意事項 

No. 留意事項 

ライフサイクル段階 

概念

／ 

予備

設計 

基本

設計 

詳細

設計 

製造

／ 

試験 

打上

作業

／ 

運用 

1 信頼性プログラムの要求事項が社内文書に

反映され、展開されているか 

○ ○ ○ ○ ○ 

2 開発仕様書及び設計仕様書が適切に制定さ

れているか 

○ ○ ○   

3 信頼性要求は明確か ○ ○ ○   

4 

 

要求信頼度に対する配分及び信頼度予測は

妥当か 

○ ○ ○   

5 信頼性解析が適切に実施されているか ○ ○ ○   

6 設計の進展に伴って信頼性解析がアップデ

ートされているか 

 ○ ○   

7 設計審査の指摘事項等に対する処置が適切

に実施されているか 

 ○ ○ ○  

8 技術変更に伴う信頼性解析は実施されてい

るか、また影響する文書に反映されている

か 

 ○ ○ ○ ○ 

9 供給業者の信頼度管理を含めて把握してい

るか 

 ○ ○ ○  

10 異常故障は、タイムリに報告され、対策が

フィードバックされているか 

  ○ ○ ○ 

11 信頼性管理品目が適切に管理され、文書パ

ッケージに正しく記載されているか 

  ○ ○ ○ 

12 部品、ディバイス、材料、工程プログラム

が適切に履行されているか 

 ○ ○ ○  

13 信頼性評価計画書が作成され、検証項目に

抜けがなく、検証方法も妥当性が確認され

ているか 

 ○ ○ ○  

14 試験計画書、試験仕様書、試験手順書に矛

盾がなく、それらに従って試験が実施され

ているか 

  ○ ○  

15 試験報告書が作成され、結果が信頼性要求

を満たしていることを確認しているか 

   ○  
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実施しない場合の影響 

実施状況の管理は、個別信頼性プログラム計画書が設定（PLAN）された後に

それに従って実行（DO）されていることを、CHECKし、ACTIONを引起こす統制

活動である。 

この活動が省略されると、マネジメントのサイクルが回らなくなり、信頼性

の達成状況が分からなくなるだけでなく、主要マイルストーン毎に行われる判

断決定が間違う恐れが出てくる。 

 

参考文献 

なし 
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2.5 信頼性プログラム監査 

 

効果 

信頼性業務が適切に履行、運用されているかを把握し、不適切な場合に改善

することができる。 

 

効果的な実施時期 

定期的（年1～2回） 

 

技術的根拠 

 信頼性業務結果のばらつきを抑えることができる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.2.4 信頼性プログラム監査 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性マネジメント組織の設置 

(2) 信頼性プログラム計画書の作成 

(3) 実施状況の管理 

(4) 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

 

実施方法 

信頼性プログラムの実施状況について監査を計画し、実施する。信頼性プロ

グラムを要求する供給業者を含め、次の方法で監査し、信頼性マネジメント責

任者に報告する。 

(1)  定期的（年１～２回）に信頼性業務全般を監査できるように監査計画書を

作成する。監査計画書は、開発品目やプロジェクト毎に作成する必要はな

く、全社的なものとして作成する。品質プログラム等の監査計画書と兼用

してもよい。 

(2)  信頼性プログラムとその適用手順書に精通した被監査部門以外の者を監査

員に指名する。 

(3)  監査項目の漏れ防止、監査内容の明確化及び監査員によるばらつきをなく

すため、手順書、実施要領書、チェックシートなどを作成し、実施する。

信頼性プログラム要求（得意先又は供給業者）に適合しているかに主眼を

置いたチェックシートの例を表2.5-1に、社内規定に従って実施しているか

に主眼を置いたチェックシートの例を表2.5-2示す。 

(4)  監査対象として、信頼性活動の有効性を確認できる文書、作業、品目等を

サンプリングチェックする。 
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(5)  監査結果は、問題点及び不具合の是正に対する勧告を含んだ監査報告書と

してまとめる。監査報告書の例を図2.5-3に、監査指摘票の例を図2.5-4に

示す。 

(6)  問題点及び不具合の指摘を受けた部門は、是正措置を回答する。 

(7)  問題点及び不具合が確実に是正されたことを確認する。 

(8)  監査報告書は、信頼性プログラム文書（記録）として維持管理し、閲覧、

利用できるようにする。 
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表2.5-1 監査チェックシートの例（要求事項との適合性監査） 

No. 監査事項 監査対象 結果 

１ 信頼性マネジメント組織は、設計、製

造、試験等の実施部門とは機能的に独

立しているか 

信頼性プログラム計

画書 

いる 

不十分 

いない 

２ 信頼性プログラム計画書を作成、維持

しており、次について定めているか 

・信頼性プログラム履行にかかわる組

織と機能および責任 

・信頼性プログラム業務を実施する上

での詳細文書 

信頼性プログラム計

画書 

信頼性プログラム文

書 

いる 

不十分 

いない 

３ 信頼性プログラム監査を定期的に実施

しているか 

監査計画書 

監査報告書 

いる 

不十分 

いない 

４ 信頼性管理報告書を提出しているか 信頼性管理報告書 いる 

不十分 

いない 

５ 信頼性教育訓練を計画し、実施してい

るか 

教育計画書 

教育記録 

いる 

不十分 

いない 

６ 信頼性プログラムを適用する品目が明

確になっており、供給業者に信頼性プ

ログラムを要求しているか 

信頼性管理要求書 いる 

不十分 

いない 

７ 信頼性プログラムを要求しない品目の

供給業者に必要な信頼性要求事項を明

確にしているか 

設計仕様書 いる 

不十分 

いない 

８ 既開発品目の使用に当たって、性能要

求だけでなく、信頼性の要求事項に合

致していることを立証しているか 

既開発品目の使用に

関する立証文書 

いる 

不十分 

いない 

９ 設計仕様書が審査されており、変更が

適切に行なわれているか 

設計仕様書 いる 

不十分 

いない 

10 設計業務及び製造工程の標準化が継続

されているか 

設計標準 

工程標準 

いる 

不十分 

いない 

11 信頼度予測モデルを作成し、信頼度予

測を実施し、報告されているか 

信頼度モデルと予測

報告 

いる 

不十分 

いない 

…
 

…
 

…
 

…
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表2.5-2 監査チェックシートの例（社内規定に従って実施しているかの監査 

 

信頼性プログラム監査チェックシート                           対象職場   宇宙技術課 

 管理No： 4118          標準信頼性プログラム計画書項目： 6.7 設計審査 判定 チェック内容 

 要求文書： 部標準-11-138 Rev.Ａ-  「設計審査実施基準」  6.2 項    Ａ 

   Ｂ 

 Check! プロジェクト担当課は、設計審査の範囲、審査体制、審査項目、審査資料、審査   Ｃ 

 スケジュールなど審査実施要領書を作成し、事前に関係部署に配布しているか？   N/A       

 管理No： 4119          標準信頼性プログラム計画書項目： 6.7 設計審査 判定 チェック内容 

 要求文書： 部標準-11-138 Rev.Ａ-  「設計審査実施基準」  6.2 項    Ａ 

   Ｂ 

 Check! プロジェクト担当課は、設計審査資料を事前に審査員に配布し、事前検討でき   Ｃ 

 るようにしているか？           N/A       

 管理No： 4125          標準信頼性プログラム計画書項目： 6.7 設計審査 判定 チェック内容 

 要求文書： 部標準-11-138 Rev.Ａ-  「設計審査実施基準」  6.3 項    Ａ 

   Ｂ 

 Check! プロジェクト担当課は、審査指摘事項、質疑応答表、アクションアイテム表を   Ｃ 

 議事録にまとめ、出席者及び関連部署に配布しているか？    N/A       

 管理No： 4126          標準信頼性プログラム計画書項目： 6.7 設計審査 判定 チェック内容 

 要求文書： 部標準-11-138 Rev.Ａ-  「設計審査実施基準」  6.4 項    Ａ 

   Ｂ 

 Check! プロジェクト担当課は、アクションアイテムフォローリストを作成し、要処置   Ｃ 

 事項の管理を行なっているか？   N/A       

判定 Ａ（合致）  ：規定通りに実施した証拠が提示され、規定に合致していることを確認した。 

   Ｂ（保留）  ：規定通りに実施していると判断できるが、今回の監査では証拠が確認できなかった。 

   Ｃ（不適合） ：客観的な証拠が提示されず、規定に合致してないと判断した。 

N/A（適用外）：この質問事項は、被監査部署に適用されない。
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効果確認 

回答 

主任監査員               

監  査  員               

監  査  員               

内容承認 

 実施確認 

配布先：所属部長、信頼性管理部長                     発行番号NO. 

      宛先                                           発行日付    ．  ． 

                          殿 

 

監査結果報告書 

 

１．被監査部署：         部         課 

２．対  応  者：                       

３．監  査  日：        年    月    日 

４．監査項目  ：                       

５．適用文書  ：                       

６．改善要求事項（タイトル）：下記   

  （注）･添付要求書ありには●印で示す。 

  ･フォローアップ時完了項目の区画 

    （右参照）を黒で塗りつぶす。   フォローアップ 

１）○ （監査改善NO.          ） 

（回答日               ） 

   
   

   

２）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   

３）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   

４）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   

５）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   

６）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   

７）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   

８）○ 
（監査改善 NO.         ） 

（回答日               ） 

   
   

   
改善要求書の回答期限（監査実施日より２週間以内）：      年    月    日 

総合所見（必ず記入すること。） 

 

 

 

以上 

図2.5-3 監査報告書の例 

 

監査事務局 
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監査結果に基づく改善要求書兼回答書    監査改善NO. 

対象部署 

 

監査実施日 

改善要求事項 

 

回答期限 

観察した不適合事象の説明 

 

 

 

 

信頼性プログラム計画書該当条項No. 

手順と実施の有効性に対する意見 

 

 

 

 

主任監査員サイン： 対象部署課長サイン： 

回    答 回答内容の承認（主任監査員） 

回答日  承認者 作成者 承認日 役職  

 役職      

 氏名   改善実施の確認 

原因 

 

 

 

 

 

改善処置内容 

 

 

 

 

 

実施予定日               実施日 

所見 

 

 

 

 

 

 

 

確認日     所属 

        氏名 

効果確認結果 

 

 

 

 

 

確認日     所属 

        氏名 

（必要な場合）水平展開 

 

 

 

実施予定日               実施日 

図2.5-4 監査指摘票の例 
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実施しない場合の影響 

 標準化された手順に則って信頼性管理プログラムが機能しているかどうかが

チェックできなくなる。 

個別プロジェクトの管理とは別に、システムの標準化を図り、維持、向上し

ていくことが、将来プロジェクトの信頼性業務の精度を上げていくことにつな

がっていくが、個別管理だけでは、そのプロジェクトの関係者だけの経験で終

わってしまい、組織としての底上げにつながっていかない。 

 

参考文献 

 なし 
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2.6 信頼性管理報告書の作成 

 

効果 

信頼性プログラムの進捗状況が把握できる。また、遅れや問題点について、

手遅れになる前に改善できる。 

 

効果的な実施時期 

定期的（1～3か月毎とし、具体的には信頼性プログラム計画書に定めた期

間） 

 

技術的根拠 

 進捗状況を定期的に確認し、信頼性確保のために必要な手を打ちながら開発

を進めることができる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.2.3 信頼性プログラム報告 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) 実施状況の管理 

(3) 信頼性プログラム監査 

(4) 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

 

実施方法 

信頼性管理報告書は、責任者と関係者が定期的に信頼性にかかわる実施状況

を認識し、信頼性プログラムの進捗を適切にする又は改善点を抽出するために

まとめるものである。 

信頼性管理報告書は、開発管理全般にかかわる定期進捗状況報告書に含めて

作成することもある。 

報告書には、開発品の信頼性に大きな影響を与えるものとして信頼性プログ

ラムの適用を要求した供給業者の信頼性プログラムに関する情報も含める。信

頼性管理報告書の簡単な例を図2.6-1に示す。 

信頼性管理報告書に記載すべき事項の例を以下に示す。 

 

(1)  報告期間中の重要な達成事項と利用可能な業務結果 

使用する部品リスト（1次案）がまとめられたとか、FMEAが完了しFMEA報告

書が発行されたといった内容である。宇宙システムの開発においては、ある

信頼性業務の結果が他の信頼性業務の入力となることがあり、組織内で利用

可能な情報の共有化を図る必要がある。このため、信頼性業務の結果と入手
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先について明確にする必要がある。対象は、自らの組織内だけでなく、信頼

性プログラムの実施を要求した供給業者についても記述する。次のような結

果が対象になる。 

  a. 各種信頼性解析書（信頼度予測、FMEA/FMECA、CILなど） 

  b. 使用部品リスト、材料リスト、工程リストなど 

  c. 信頼性評価試験、寿命試験の報告書 

d. 認定された構成要素 

 e. 外部関係先との連絡会の報告書 

 f. 設計審査会の報告書 

g. 信頼性教育訓練の報告書 

 h. 信頼性プログラム監査報告書 

i. 関係機関（取引先等）へ提出した文書 

(2)  予測される信頼性プログラムの遅延日程とその影響 

実行中の信頼性業務がどの程度まで進んでいるか概要をまとめる。信頼性

プログラム計画書で予定された状態まで進んでいるか否かを評価基準にし

て、進捗が遅れている場合は、取り戻せるか、計画の変更を要するかを示

す。 

(3)  信頼性に関する問題点及び採用した是正処置 

発生した異常／故障をリストなどによって整理し、原因分析の状況と分析

結果に基づく是正処置について概要を記述する。また、信頼性技術情報など

の他のプロジェクトで発生した問題に関しても同様にリスト化し是正処置を

記述する。 

(4)  信頼性業務に関係する重大な決定事項と信頼性に及ぼす影響 

例えば、開発計画、システム構成、運用方法などの大きな変更は、信頼性

の目標を変えたり、信頼性解析書（信頼度予測、FMEA/FMECA、CILなど）・信

頼性評価計画書などの見直しを必要とすることに結びつく。また、信頼性プ

ログラムは、多くの部門が連携して行なう活動であるため、組織の変更、主

要な人材の移動についても信頼性業務の実行に影響を与える可能性がある。

このような信頼性プログラムを進める上で前提になっている重要な事項があ

り、これらの変更があった場合、変更の影響を評価し、必要な対策を記述す

る。 

(5)  スケジュール変更点及び次の報告期間中に実施する重要事項 

次回の報告に向けた今後の信頼性業務の進め方について記述する。今回の

確認を踏まえてスケジュール変更の有無を示す。また、終了予定の信頼性業

務を明確にし、開始予定の信頼性業務について開始準備段階にあることを伝

えると共に、前提となる解析の状況等を考慮して既に作業開始の条件が整っ

ていれば開始可能であることを示す。
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ＲＣＰＲ－９９００３ 

作成：平成 24年 1月 16日 

信頼性管理定期報告書             ＤＥＦ（株）宇宙事業部 

１．目的 

本報告書は、ＡＢＣ殿との契約にかかわる信頼性プログラムの実施状況についてまとめたものである。 

 

２．報告機関 

平成２３年１０月１日 ～ 平成２３年１２月３１日 

 

３．関連契約 

 ABC-PSPC-12345 ＸＸコンポーネントの開発 

 

４．関連文書 

 （１）JMR-004：信頼性プログラム標準 

 （２）DEF-17001：宇宙システム標準信頼性プログラム計画書 

 （３）DEF-17103(JAXA-CDA-24-1234)：個別信頼性プログラム計画書「ＸＸコンポーネントの開発」 

 

５．報告事項 

 （１）主要実施事項 

    ・認定試験手順書（ＴＰ－９９０１２）作成・承認（１１／５） 

    ・認定試験開始前連絡会（議事録９９１２０５） 

・ＰＭ機能試験実施・完了（１２／２３－２５） 

 

図2.6-1 信頼性管理報告書の（簡単な）例（１／２） 
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 （２）主要問題点 

    ・特になし。（期間中に発生・完了した異常/故障はない。） 

 （３）主要決定事項 

    ・特になし。 

 （４）次期間中の重要事項 

    ・認定試験継続 

    ・ＰＱＲ開催予定（Ｈ２３／３／５） 

 

信頼性プログラムマイルストーンチャート 

 H21(2009)FY H22(2010)FY 

項目 ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

契約                      

信頼性プログ

ラム計画書 

                     

定期報告                      

信頼性業務                      

審査会                      

主な試験                      

その他                      

 

図2.6-1 信頼性管理報告書の（簡単な）例（２／２） 

完了(3/20)▽ ▼Ａ改定(3/8) ▼締結(7/7) 

▼Ａ改定(4/5) ▼提出(10/5) 

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ 

   

 

▼CDR(7/10) ▼PDR(12/15) PQR(3/5)▽ 

BBM試験 開発試験 認定試験 

▼供給業者信頼性・品質監査(12/22) 
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  実施しない場合の影響 

信頼性プログラムの進捗状況と達成見通しの把握ができなくなり、信頼性確

保のための対策が手後れになる恐れがある。 

 

参考文献 

なし 
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2.7 信頼性教育訓練 

 

効果 

信頼性プログラム従事者に対して、信頼性プログラムの目的、背景及び基本

理念並びに各作業の専門知識を与え、又はそのレベルを維持することにより信

頼性プログラム要求事項をより高いレベルにて実現できる。 

 

効果的な実施時期 

基本的な内容については、契約品目毎ではなく定期的／継続的な教育、訓練

計画を立案した方が好ましい。但し、特定の契約品目の契約直後、設計／製造

段階の重要な節目において実施する方法もある。 

 

技術的根拠 

 信頼性プログラムや信頼性業務について、教育・訓練を行うことは信頼性の

確保に関する意識の覚醒を促すことにつながる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.2.5 信頼性教育訓練 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

 

実施方法 

(1) 一般 

   システム及びその構成品目がその要求される全サイクルに亘って安全か 

つ有効に機能し運用できることを保証するため、特に必要と認められた作 

業に従事する作業者については、信頼性プログラム計画書により信頼性の 

目的、背景及び基本理念、各作業の専門知識を教育・訓練し、そのレベル 

を維持する。 

 

(2) 教育・訓練計画 

   信頼性プログラムの実施に当たって、訓練された有能な人材を採用し、 

信頼性マネジメント組織を設定する。 

   訓練された有能な人材とは、他のプログラムの信頼性の経験がある人、 

設計業務の経験を有する人、信頼性や品質保証業務の経験を有する人を意 

味している。 

   信頼性プログラムに特別に要求される技術（安全性解析、信頼性解析、 

保全性解析等）の習得のために教育訓練を実施する場合は、技術的向上を 
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目指して実施する訓練と同様に、適切な教育担当者を充当することが重要 

である。 

信頼性プログラム計画書には、教育・訓練の必要事項を示し、教育・訓 

練を受ける人の職種、人数及び教育・訓練コースと内容を記述する必要が

ある。教育・訓練を受ける人の職種に要求される理解の度合いを示す例を

表2.7-1に示す。例えば、異常／故障についての教育は、信頼性／技術部

門のみならず試験を行う検査部門にとっても重要である。必要な部門に必

要な教育が実施されるように計画する。 

   教育・訓練コースには、以下のような種類がある。これらのコースを適 

切に組み合わせ、効果的な信頼性教育訓練プログラムを設定する。 

  ・新入社員教育、中堅社員教育、管理職教育 

  ・社内教育（全社教育、部門教育）、社外教育 

  ・管理教育、技術教育（設計解析、故障解析技術） 

 

JAXAの内部教育例を表2.7-2に示す。 

なお、社外教育については日科技連などのHPを参考されたい。 

日科技連URL：https://www.juse.or.jp/ 

 

(3) 教育・訓練の記録 

   信頼性プログラム計画書に基づいて作業員の教育・訓練の記録を保管

し、要求があれば提示できるようにする。 

 

実施しない場合の影響 

主に設計品質の低下を招き、故障の発生／寿命の劣化、設計過誤及び人為故

障の発生頻度が高くなる恐れがある。 

 

参考文献 

なし 
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表2.7-1 教育・訓練を受ける人の職種に要求される理解の度合い（例） 

◎熟知すべき項目  ○内容を理解すべき項目 

 

信 頼 性 項 目 

開発技術 

部門 

製造 

部門 

検査 

部門 

信頼性 

部門 

管理 

部門 

1. 信頼性プログラムマネジメント 

1)組織 

 2)信頼性プログラム計画 

 3)信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ報告 

  4)信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査 

 5)信頼性教育訓練 

 6)供給業者管理 

--- 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

-- 

◎ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

○ 

--- 

◎ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

○ 

--- 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

--- 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

2.信頼性工学 

 1)信頼性設計の基本的な考え方 

 2)設計仕様書 

  3)設計の標準化 

 4)信頼度予測 

 5)FMEA／FMECA 

 6)部品ストレス解析 

 7)WCA 

 8)トレンド解析 

 9)特別解析 

 10)ソフトウェア信頼性保証 

 11)保全性 

 12)人為故障の除去並びに設計過誤防止 

 13)設計審査 

 ・社内の設計審査、 

 ・供給業者における設計審査 

 14)異常／故障管理及び報告 

 15)特別な管理を要する品目 

 ・クリティカル品目(CI) 

 ・信頼性管理品目(RCI) 

  ・管理内容 

 ・評価／報告 

 ・データの収集と活用 

 16)部品、ディバイス、材料、 

  工程に関するプログラム 

  

-- 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

 

 

◎ 

◎ 

 

 

 

 

 

◎ 

 

-- 

◎ 

◎ 

◎ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

◎ 

 

 

◎ 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

-- 

◎ 

◎ 

◎ 

○ 

○ 
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3.試験及び信頼性評価 

 1)信頼性評価計画 

 2)試験 

 3)信頼性評価の実施と結果審査 

 4)出荷前審査及び納入前審査 
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表2-7-2 信頼性研修（JAXA内部研修）（１／２） 

 
 

マネジメント
プログラムマネジメント 信頼性設計技術 信頼性予測技術 試験・信頼性評価技術 信頼性管理技術

【コンピテン
シー】

宇宙航空機システムに対する信頼性活動のみ
ならず、他分野の活動も理解したうえで、過去
の実績/経験を生かし、活動全般の改善提案、

指導ができる。
また活動遂行中において発生する様々な課
題、問題に対し、主導的に指示/指導することが

できる。

宇宙航空機プロジェクトのみならず他分野にお
ける信頼性活動のState of the Artsを理解する

ことができる。
宇宙航空分野プロジェクトにおける信頼性活動
の遂行、改善のために、過去の実績/経験をも

とに、他分野での活動方法も参考にし、信頼性
マネジメント活動の具体的な指示/指導/アドバ

イス、改善提案ができる。
また、新規の宇宙航空機プロジェクト、既存要
求から逸脱する場合においても、適切なの統合
マネジメント活動を提案することができる。

宇宙航空プロジェクトのみならず、他分野にお
ける信頼性設計のState of the Artsを理解し、
対象プロジェクトの信頼性確保のための活動に
対し、具体的な指示、アドバイスができる。

宇宙航空機プロジェクトに対する信頼性要求適
合設計事例を理解し、あらゆる場面において、
具体的な対応策を提案することができる。

宇宙航空機システムの特徴に応じた、信頼性
目標、信頼性設計要求を設定できる。

宇宙航空プロジェクトのみならず、他分野にお
ける信頼性予測のState of the Artsを理解し、
対象プロジェクトの信頼性確保のための活動に
対し、具体的な指示、アドバイスができる。

宇宙航空プロジェクトのみならず、他分野にお
ける試験・信頼性評価のState of the Artsを理
解し、対象プロジェクトの信頼性確保のための
活動に対し、具体的な指示、アドバイスができ
る。

宇宙航空プロジェクトのみならず、他分野にお
ける信頼性管理のState of the Artsを理解し、
対象プロジェクトの信頼性確保のための活動に
対し、具体的な指示、アドバイスができる。

【自己研鑚】 ・宇宙航空分野以外での信頼性に係る最新要
求の動向把握
・上記の宇宙航空分野への適用を検討/実施

・過去の経験からの反映事項識別
・各種マネジメント活動の調査、把握

・過去の信頼性設計/不適合事象の意図及び
背景を踏まえた理解、反映事項の識別
・他分野も含めた、信頼性設計に係る技術の調
査、把握

・過去の信頼性評価解析/不適合事象の意図
及び背景を踏まえた理解、反映事項の識別
・他分野も含めた、信頼性評価解析手法に係る
技術の調査、把握

・FMEAファシリテータ指導（FMEA実施計画、
FMEAの効果的な実施方法、設計検討会のサ
ポート）

・過去の試験/不適合事象の意図及び背景を踏
まえた理解、反映事項の識別
・他分野も含めた、試験に係る技術の調査、把
握

・過去の信頼性管理/不適合事象の意図及び
背景を踏まえた理解、反映事項の識別
・他分野も含めた、信頼性管理に係る技術の調
査、把握

【コンピテン
シー】

担当する宇宙航空機システムにおける信頼性
確保/向上、不具合の未然防止を目的とした活

動目的、目標を正確に理解し、活動完遂のため
に、関連部署、契約の相手方と確実な調整/議
論/評価をすることができる。

担当する宇宙航空機システムの特徴を理解し
た上で、信頼性確保/向上、システムに起因す

る不具合の未然防止を目的とした活動計画を
立案し、PDCAサイクルを回すことができる。

活動計画策定にあたり、プロジェクト/組織での

目標達成に必要な項目を識別し、リソース配分
ができる。

担当する宇宙航空機システムの特徴を理解し
た上で、対象システムに対する信頼性設計を提
案/評価できる。

担当する宇宙航空機システムの特徴を理解し
た上で、対象システムに対する信頼性予測を実
施/評価できる。
また予測結果に基づく対策を実施/評価でき
る。

担当する宇宙航空機システムの特徴を理解し
た上で、対象システムに対する試験・信頼性評
価を計画/実施/評価できる。

担当する宇宙航空機システムの特徴を理解し
た上で、対象システムに対する信頼性管理を実
施/評価できる。

【レベル2コー
ス】

・宇宙航空分野における信頼性活動例、他分
野との比較
・事故事例における信頼性活動の欠如項目
・ライフサイクルに応じた信頼性活動の全体像

・信頼性プログラム計画立案、計画書作成のポ
イント
・プログラム計画書、JMR-004テーラリングの事
例（民生品を多用するシステム、低コストミッショ
ン機器）

・信頼性設計要求適合のための一般解
・要求を逸脱した事例
・設計評価ポイント
　重量、スペースの制限vs冗長の分離
　単一故障点、波及故障、共通原因故障の対
策
　故障隔離機能（過電流防止装置等）の適用

・評価解析ポイント
＜FMEA/CIL＞
　宇宙航空分野特有の故障モード（重大/新規
な不具合からの反映）
　過去の信頼性予測解析からの教訓（インタ
フェースFMEA、コンポーネントFMEA）
　クリティカルアイテム管理（設計、試験、運用
における対策の反映）

・システム試験計画の評価ポイント、事例
　全機EMC
　End to End

・課題の識別と解決策の提案

製品の信頼性確保に重要な管理（TBD）
・クリティカルアイテム

・管理における不適合事例（TBD）

【コンピテン
シー】

宇宙航空分野プロジェクトにおける信頼性確保
の重要性を理解できる。さらに、信頼性確保の
ための基本的事項、概念を理解できる。

宇宙航空分野プロジェクトにおける信頼性確保
活動における、マネジメント要素の重要性を理
解できる。マネジメント要素の基本的な考えで
ある事故の未然防止活動のPDCAプロセス、宇
宙航空機プロジェクトのライフサイクル全般に
わたる活動の概要を理解できる。

信頼性設計プロセスと基本原則を理解できる。
信頼性設計要求の内容、目的を理解できる。

信頼性予測手法の内容、基本的な手順を理解
できる。
上位者、経験者の指導の下、担当する宇宙航
空システムの信頼性予測解析を実行/評価す
ることができる。

試験と信頼性評価における基本原則について
理解できる。

信頼性管理要求の概要、目的を理解できる。
上位者、経験者の指導の下、担当する宇宙航
空システムの信頼性管理を実行/評価すること
ができる。

【レベル1コー
ス】

・用語、概念、信頼性活動の重要性、活動全体
像

・JAXA信頼性プログラム活動（JMR-004）の概
要
・信頼性プログラム計画とは
・信頼性プログラムマネジメントの必要性
・テーラリングとは

・ライフサイクルにおける信頼性活動概要と目
的（PDCAサイクル）

・信頼性設計プロセス
　目標設定/配分
　信頼性パラメータ設定
　信頼度予測/信頼性解析
　試験

・信頼性設計の基本原則
既開発品・既存設計の活用、設計変更の検討・
解析、データ・過去の事例に基づく制約/禁止
事項の遵守、冗長設計と冗長経路の独立性、
単一故障点の除去、部品選定、環境条件・運用
条件の考慮、保全性への配慮

・基本的な要求の内容と目的
　信頼度目標・配分、故障許容、冗長設計、
ゾーナルダメージ、故障の伝播、寿命、故障検
知/識別、アクセス性、予防保全/事後保全、部
品、材料・工程

・信頼性予測手法の内容
　信頼度予測、FMEA・CIL、部品ストレス解析、
ワーストケース解析、寿命解析、FTA、累積疲
労損傷、スニーク欠陥除去

・信頼度予測の実施（演習）

・FMEAの実施（演習）

・試験・信頼性評価の目的
・認定とは
・試験における基本原則
　Test as Fly
　End to End
　公称値/最悪値
　インタフェース
　極性
　寿命試験

・基本的なプロセスと目的
設計仕様書、設計標準、設計過誤及び人為故
障の除去、設計審査、異常故障報告、信頼性
管理品目、部品・材料管理

・JAXAにおける信頼性データの利活用、蓄積
　信頼性技術情報
　不具合情報システム

信頼性研修のコンピテンシーと習得方法
（信頼性）

エンジニアリング

1

(1) 信頼性に関する用
語、信頼性解析に必
要な手法/技法概要、
基本的な活動のプロセ
スを理解し、上位者の
指導の下で、信頼性活
動に対し、要求適合性
を評価することができ
る。

「信頼性」レベル

2

(1) 対象プロジェクトに
要求される信頼性要
求に従い、信頼性確保
のための専門的な知
識、技術を用い、信頼
性活動の実施、及び/
又は評価を実施でき
る。

信頼性概念

3

(1) 信頼性要求の背景
も含めて深く理解して
おり、対象プロジェクト
の信頼性確保のため
の活動に対し、具体的
な指示、アドバイスが
できる。

(2) 信頼性要求不適合
に対し、プロジェクトの
個別特性に応じ、具体
的な対応策を提案す
ることができる。

(3) プロジェクトの特徴
に応じ、個別の信頼性
目標/信頼性要求の設
定、及び信頼性目標
達成に対する提案が
できる。
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表2-7-2 信頼性研修（JAXA内部研修）（２／２） 

 

【受講対象者】 

信頼性レベル１研修：新卒入社2年目～5年目の技術系職員必須、他希望者 

信頼性レベル２研修：プロジェクトのS＆A担当必須、他信頼性レベル１受講済みの希望者 

 

【研修の頻度】 

信頼性レベル1：2回/年 

信頼性レベル2：2回/年 
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2.8 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

 

効果 

供給業者から取得する品目の信頼性管理及び信頼性技術レベルが十分であり、

全体システムの信頼性要求事項に合致していることが保証できる。 

 

効果的な実施時期 

供給業者への信頼性プログラム要求書提出時期の調整段階が特に重要であ

る。 

 

技術的根拠 

 宇宙システムのような大規模システムの信頼性は、構成品目の信頼性によっ

て大きく左右される。 

 

JMR-004の対応項番 

4.2.6.2  信頼性プログラムの適用を要求する供給業者に対する信頼性 

     プログラム要求事項 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

 

 

実施方法 

  供給業者のうち、コンポーネント以上または主要なアセンブリを供給する業

者に対しては、必要な信頼性プログラム要求を行い、供給業者に信頼性プログ

ラム計画書の作成を要求する。部品材料等の供給業者であり、ベンダー、専門

業者と呼ばれるもの及び製造のみを委託されるものを除くすべての業者を対象

とする。 

供給業者に要求する信頼性プログラムは、供給業者に要求する作業項目の特

性に沿ったものでなければならない。 

プロジェクトの要求に適合させるために供給業者との契約において信頼性プ

ログラム標準（JMR-004）の要求事項について詳細に規定するかまたは、契約時

に協議する。信頼性プログラム標準の付録Ⅴに示される「供給業者との契約に

おいて規定すべき詳細要求事項」については、特に注意を払う。 

(1) JMR-004で契約の相手方が供給業者に義務づけることを要求している事項 

(2) 供給業者のデータまたは文書の中で契約の相手方が受領または得意。   

先に提出することをこの標準で要求している事項。 

(3) 契約の相手方が、供給業者の信頼性プログラム及びその活動を監視し、   

評価するため必要に応じて供給業者の施設に立ち入りできる権利。 

 

なお、衛星に搭載する、海外から調達する部品・コンポーネント（以後、

「海外部品、海外コンポーネント」という）に対し、その選定、技術仕様・調

達要求設定、審査会、製造立会、受領検査等の各段階において、契約相手方
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が、特段の注意を払うべき活動を、JERG-0-050「海外部品品質確保ハンドブッ

ク」1)及びJERG-0-051「海外コンポーネント品質確保ハンドブック」2)に整理し

てある。よって対象品の供給業者に対する信頼性プログラムの設定に関して

は、これらハンドブックを参照されたい。 

 

供給業者への信頼性管理要求書の目次例を表2.8-1 衛星の例、表2.8-2 ロ

ケットの例及び表2.8-3 衛星／ロケット共通の例に示す。  

 

実施しない場合の影響 

供給業者から取得する品目の信頼性管理及び信頼性技術レベルが不明確とな

り、全体システムの信頼性要求事項に合致していることを保証できなくなる恐

れがある。 

 

参考文献 

 1) JERG-0-050「海外部品品質確保ハンドブック」 

2) JERG-0-051「海外コンポーネント品質確保ハンドブック」 
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表2.8-1 供給業者信頼性管理要求書の目次（１／２） 

（衛星の例） 

 

1. 総 則 

1.1 目的 ··························································  

1.2 適用範囲 ·····················································   

1.3 他の契約要求事項との関連  ·····································   

2. 適用文書  ·························································   

3. 要求事項  ·························································   

3.1 基本要求 ·····················································   

3.1.1  基本要求事項  ············································   

3.1.2  発注者の行為及び権利  ····································   

3.1.3  信頼性プログラム文書  ····································   

3.2 信頼性プログラムマネジメント  ·································   

3.2.1  組織  ···················································   

3.2.2  信頼性プログラム計画書  ··································   

3.2.3  信頼性プログラム報告  ····································   

3.2.4  信頼性プログラム監査  ····································   

3.2.5  信頼性教育訓練  ··········································   

3.2.6  供給業者の管理  ··········································   

3.2.7  既に設計、製造又は飛行の実績のある品目の使用  ············   

3.2.8  支給品の信頼性  ··········································   

3.3 信頼性工学 ···················································   

3.3.1  信頼性設計の基本的な考え方  ······························   

3.3.2  設計仕様書  ··············································   

3.3.3  設計の標準化  ············································   

3.3.4  信頼度予測  ··············································   

3.3.5  FMEA／FMECA  ·············································   

3.3.6  部品ストレス解析  ········································   

3.3.7  ワーストケース解析（WCA）  ·······························   

3.3.8  トレンド解析  ············································   

3.3.9  特別解析 ················································   

3.3.10 ソフトウェアの信頼性保証  ································   

3.3.11 保全性 ··················································   

3.3.12 人為故障の除去並びに設計過誤の防止及び除去  ··············   

3.3.13 設計審査 ················································   

3.3.14 異常／故障管理及び報告  ··································   

3.3.15 特別な管理を要する品目  ··································   

  



                                 JERG-0-063 

2-38 

表2.8-1 供給業者信頼性管理要求書の目次（２／２） 

（衛星の例） 

 

3.4 部品、ディバイス、材料、工程に関するプログラム  ···············   

3.4.1  専門組織の活用  ··········································   

3.4.2  選 定 ··················································   

3.4.3  仕様書 ··················································   

3.4.4  認定  ···················································    

4.4.5  使用リスト  ··············································   

3.4.6  適用審査 ················································   

3.4.7  取扱い ··················································   

3.4.8  故障解析 ················································   

3.4.9  材料及び工程の管理  ······································   

3.4.10 EEE品目のパッケージング審査  ·····························   

3.4.11 製造工程審査  ············································   

3.5 試験及び信頼性評定  ···········································   

3.5.1  信頼性評価計画  ··········································   

3.5.2  試 験 ··················································   

3.5.3  信頼性評価の実施と結果審査  ······························   

3.6 出荷前審査及び納入前審査  ·····································   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                 JERG-0-063 

2-39 

 

 

 

表2.8-2 供給業者信頼性管理要求書の目次（１／２） 

（ロケットの例） 

 

1. 総 則 

1.1 目 的  ······················································   

1.2 適用範囲 ·····················································   

1.3 基本要求事項  ·················································   

1.4 甲の行為及び特権  ·············································   

1.5 信頼性プログラム文書  ·········································   

2. 参考文書  ·························································   

3. 要求事項  ·························································   

3.1 信頼性プログラムマネジメント  ·································   

3.1.1  組織  ···················································   

3.1.2  信頼性プログラム計画書  ··································   

3.1.3  信頼性進捗状況  ··········································   

3.1.4  乙の調達先の管理  ········································   

3.1.5  他の関連事項との適合性  ··································   

3.2 信頼性工学 ···················································   

3.2.1  設計仕様書  ··············································   

3.2.2  標準化 ··················································   

3.2.3  信頼度予測  ··············································   

3.2.4  信頼性ブロック図  ········································   

3.2.5  FMECAまたはFMEA  ·········································   

3.2.6  部品ストレス解析  ········································   

3.2.7  ワーストケース解析  ······································   

3.2.8  トレンド解析  ············································   

3.2.9  寿命解析、FTA(故障の木解析)および特別解析  ···············   

3.2.10 ソフトウェアの信頼性保証  ································   

3.2.11 保全性及び人為故障の除去並びに設計過誤の防止と除去  ·····   
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表2.8-2 供給業者信頼性管理要求書の目次（２／２） 

（ロケットの例） 

 

3.3 設計審査プログラム  ··········································   

3.3.1  乙による設計審査  ········································   

3.3.2  乙の調達先による設計審査  ································   

3.4 異常／故障管理及び報告  ·······································   

3.4.1  業務に対する要求事項  ····································   

3.5 特別な管理を要する品目  ·······································   

3.5.1  文書パッケージ  ··········································   

3.6 部品、ディバイス、材料、工程及びEEE部品に関するプログラム  ····   

3.6.1  部品、ディバイス、材料および工程選定  ····················   

3.6.2  部品、ディバイス、材料および工程仕様書  ··················   

3.6.3  部品、ディバイス、材料および工程リスト  ··················   

3.6.4  部品、ディバイス、材料および工程の適用審査  ··············   

3.6.5  部品、ディバイスおよび材料の取扱  ························   

3.6.6  電気、電子および電気機械（EEE）部品プログラム  ···········   

3.6.7  電気、電子および電気機械（EEE）品目のパッケージ審査  ·····   

3.7 信頼性評価 ···················································   

3.7.1  信頼性評価計画  ··········································   

3.7.2  信頼性評価報告  ··········································   

 

表－Ａ 乙が作成すべき信頼性文書のリスト  ··························   

表－Ｂ 信頼度予測手法の優先順位  ··································   

表－Ｃ 信頼性評価方法  ············································   
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表2.8-3 供給業者信頼性管理要求書の目次 

（衛星／ロケット共通の例） 

 

1. 総 則 

1.1 目 的  ······················································   

1.2 適 用  ······················································   

2. 概要  ·····························································   

3. 参考文献 

3.1 宇宙航空研究開発機構文書  ·····································   

4. 宇宙航空研究開発機構および当社の行為および権利  ····················   

5. 要求事項  ·························································   

5.1 信頼性プログラムマネジメント  ·································   

5.1.1  信頼性プログラム計画  ····································   

5.1.2  組織  ···················································   

5.1.3  マイルストーン  ··········································   

5.1.4  信頼性プログラム報告  ····································   

5.2 信頼性プログラム活動  ·········································   

5.2.1  設計仕様書  ··············································   

5.2.2  標準化 ··················································   

5.2.3  信頼度予測  ··············································   

5.2.4  FMEA／FMECAおよびCIL  ····································   

5.2.5  部品ストレス解析  ········································   

5.2.6  ワーストケース解析  ······································   

5.2.7  トレンド解析  ············································   

5.2.8  特別解析 ················································   

5.2.8.1 寿命解析  ·············································   

5.2.8.2 FTA ··················································   

5.2.8.3 累積疲労損傷  ·········································   

5.2.8.4 スニーク解析  ·········································   

5.2.9  ソフトウェアの信頼性保証  ································   

5.2.10 保全性及び人為故障の除去並びに設計過誤の防止と除去  ·····   

5.2.10.1 保全性  ··············································   

5.2.10.2 人為故障の除去  ······································   

5.2.10.3 設計過誤  ············································   

5.2.11 部品・材料および工程の適用審査  ··························   

5.2.12 特別な管理を要する品目  ··································   

5.2.13 設計審査 ················································   

5.2.14 異常／故障管理及び報告  ··································   

5.2.15 試験および試験評価  ······································   

5.2.16 信頼性評価  ··············································   

6. 提出文書  ··························································   
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2.9 信頼性プログラムを適用しない供給業者の管理 

 

効果 

供給業者から取得する品目の信頼性管理及び信頼性技術レベルが十分であり、

全体システムの信頼性要求事項に合致していることを保証できる。 

 

効果的な実施時期 

購入文書による規定が大きなウェートを占めるため、供給業者との契約時ま

たは発注時期が特に重要となる。 

 

技術的根拠 

 宇宙システムのような大規模システムの信頼性は、構成品目の信頼性によっ

て大きく左右される。 

 

JMR-004の対応項番 

4.2.6.3 信頼性プログラムを要求しない供給業者に対する最低限の信頼性

管理 

      

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

 

実施方法 

信頼性プログラムを要求されない供給業者とは、部品材料等の供給業者であ

り、ベンダー、専門業者と呼ばれるものまたは、製造のみを委託される業者が

対象となる。 

JAXA、MIL、ESA等の認定品については、部品番号を指定することにより認定

機関と供給業者の間で交わした信頼性保証プログラム計画による管理がなされ

ている。 

それ以外の部品材料については、供給業者独自の管理プログラム又は、MIL等

の公的規格を利用して、必要な信頼性要求を規定する。 

製造のみを委託される業者に対して信頼性管理として要求を検討すべき項目

は、教育訓練、工程プログラム管理、異常／故障処理、信頼性管理品目の管理、

試験報告書提出等が想定される。これらは、通常、品質管理要求に置き換える

か、その一部として要求する。 

これらの規定は、購入文書（購買規格、購入仕様書等）により行う。製造図

面にて指示する場合は、発注側の必要な標準／規定をあらかじめ業者に周知徹

底する。 

これらの供給業者から購入した品目についてもシステムに組み込んだ状態で

信頼性プログラムが適用される。従って、供給業者に適用しなかった分はシス

テムメーカがカバーする。 

なお、衛星に搭載する、海外から調達する部品・コンポーネント（以後、

「海外部品、海外コンポーネント」という）に対し、その選定、技術仕様・調
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達要求設定、審査会、製造立会、受領検査等の各段階において、契約相手方

が、特段の注意を払うべき活動を、JERG-0-050「海外部品品質確保ハンドブッ

ク」1)及びJERG-0-051「海外コンポーネント品質確保ハンドブック」2)に整理し

てあるので、参考にするのが望ましい。 

 

実施しない場合の影響 

供給業者から取得する品目の信頼性管理及び信頼性技術レベルが不明確とな

り、全体システムの信頼性要求事項に合致していることを保証できなくなる恐

れがある。 

 

参考文献 

 1) JERG-0-050「海外部品品質確保ハンドブック」 

2) JERG-0-051「海外コンポーネント品質確保ハンドブック」 
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2.10 既開発品の選定 

 

効果 

既開発品を用いることにより、設計及び製造品質の安定化が図れる上、開発

期間の短縮及びコストの低減を図れる。 

 

効果的な実施時期 

提案書作成時点及び開発設計活動段階の節目（設計審査会）において実施す

ることが有効である。 

 

技術的根拠 

 既に認定された品目は、認定条件の範囲において、機能、性能などが既に確

認されているだけでなく、認定にいたるまでの開発において問題点が解決さ

れ、欠陥が除去される。 

 しかし品目の選定には、開発する品目の性能などの要求と信頼性プログラム

の要求に合致していることが前提である。 

  

JMR-004の対応項番 

 4.2.7 既に設計、製造又は飛行の実績のある品目の使用 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) コンポ－ネントの認定 

 

実施方法 

既に認定された設計、製造又は飛行の実績のある品目（以下、「既開発品目」

という。）のフライトシステムへの使用を意図する場合、性能要求及び使用環境

条件と同様に、既開発品目が適用されている信頼性プログラムの要求事項に合

致していることを立証する文書を、提案書と共に提出する。提案書には、以下

の項目を含むこと。 

(1) 開発する品目に対する信頼性設計要求事項と、この要求事項に対応する

既開発品目の要求事項又は実績の比較 

a.契約で要求される品目と、これに対応する既開発品目の各設計仕様

（機能・性能、インタフェース、環境条件、運用方法等）、並びに認定

及び試験仕様の各要求事項を比較対比して、合致している項目と合致

していない項目を明確にする。 

b.これらの確認における合致しない事項や課題を解決するための既開発

品目に対する変更について、その影響評価と判断根拠の記述と変更計

画、又は課題の中で解決する必要がないものがあれば、その根拠及び

支援情報。 

c.技術的成熟度（Technology Readiness Level(TRL)）が高いことを理由

に試験や解析を省略した場合は、それを省略することの妥当性の明記。 

   

なお、使用する環境条件が開発済みの製品の環境条件以下であることが確
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認されなければ、本当の意味での既開発品とは言えない。従って、比較する

場合、機械環境、熱環境、放射線環境等の条件を十分に確認すること。 

 

(2) 開発する品目に対する信頼性プログラム要求事項と、これに対応する既

開発品目の要求事項又は実績の比較。 

製品そのものだけでなく、プログラム要求事項の比較も必要である。 

例えば、既設計品の特性値管理を管理対象から安易に抜くと、製品の品

質を維持できない場合も生じる恐れがある。 

 

(3) 開発品目において提案している製造情報と、これに対応する既開発品目

の製造情報の比較。  

      この比較には、少なくとも以下の事項を含めること。 

   ・製造業者の名称と所在地 

   ・製造年月日 

   ・設計変更の内容 

   ・部品又は材料の変更内容 

   ・梱包技術の修正内容 

   ・製造又は組み立て工程の変更内容 

 

一見、影響の少ないと思われるような部品、材料、工程等の変更が後に 

大きな問題となることがある。 

 

(4) 提案する既開発品目の、故障又は異常、その原因及びとられた是正処置

の記述を含む試験及び飛行実績。 

異常／故障の是正処置を含む試験結果、飛行実績は重要な既開発品目

のデータとなる。 

 

これらの活動は、契約後も設計の進捗に伴い、環境条件等の変化も考慮し、

継続すること。開発設計活動の節目としての設計審査会、設計確認会に含めて

行うことが望ましい。 

確認にあたっては、表2.10-1及び表2.10-2（衛星用の一例）に示すようなチ

ェックリスト、確認シート等を用いて確認することが望ましい。 

 

実施しない場合の影響 

開発期間の長期化、コスト増あるいは設計及び製造品質の不安定化をもたら

す恐れがある。 
 

参考文献 

なし 
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表2.10-1 既開発品の活用に当たっての確認事項チェックシート（例） 

  

No 確  認  項  目 結  果 備  

考 

1 既開発品の活用に該当するか？ はい・いいえ  

2 既開発品に該当する場合、当該品のこれまでの実績

(HERITAGE)は？ （フライト／開発評価の実績） 

  

3 プロジェクトにて活用する場合の機能性能要求、環

境条件、開発期間、品質要求等への適合性上、問題

となる点はないか。 

ある・なし  

4 認定時の設計、使用部材、工程に変更はないか？ 

(下流レベルまでの図面、仕様書変更状況のチェッ

ク) 

ある・なし  

5 変更がある場合は、変更理由と内容及び変更による

当該プロジェクトに及ぼす影響はないか審議を行っ

たか？ （既開発品適用審査／ＥＱＳＲ*） 

*EQSR：EQUIPMENT QUALIFICATION STATUS REVIEW 

はい・いいえ  

6 製造メーカ、製造場所の変更はないか？ ある・なし  

7 認定時の不具合処理状況に関し、認定時の不具合に

伴う変更の有無、影響の確認は行われているのか？ 

はい・いいえ  

8 認定条件の維持状況の確認はどのレベルまで行って

いるのか？（コンポーネントまで、又は部材レベ

ル） 

  

9 上記の確認は契約の相手方が直接参画して行った

か？ 担当メーカ／ベンダーの報告によるものか？ 

  

10 確認記録（確認リスト、審議議事録）はあるか？ 

Ａ／Ｉがある場合は確実に処置されているか？ 

はい・いいえ 

はい・いいえ 

 

11 採用後の変更については、コンフィギュレーション

管理規定に従った変更手続きがとられているか？ 

はい・いいえ  

12 変更が行われる場合、変更理由及び変更による該当

項目以外の他への影響は十分考慮されているのか？ 

はい・いいえ  

13 コスト低減、納期短縮のための変更である場合、性

能、信頼性、品質、安全性ほかへの問題の無いこと

が十分審議されているか？ 

はい・いいえ  

14 変更に伴う関連文書の処理は確実に行われているの

か？ 

はい・いいえ  

15 変更の記録は文書化されているのか？ はい・いいえ  

16 既開発品開発時の認定試験の条件，実績を調査し、

今回使用する条件との対比を行うこと。行った結

果、差異はないか？ 

ある・なし  
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表2.10-2 ハードウェア設計ステータス確認リスト（衛星の記入例）

プロマネ システム サブシステム コンポーネント 

(サイン) (サイン) (サイン) (サイン) 

コンポーネント名称 略号 設計ベースプログラム カテゴリ区分 備考 

Ｓバンドアンテナ ＳＡ

ＮＴ 

フライト 開発中／フェ

ーズ 

 

Ｉ 

 

  

確認項目 既設計 設計

変更 

設計変更範囲 
図  面 

(同一:○,一部変更：△,新規:×) 

 

１． 機能・性能  ○ なし   ○   
２． インタフェース  ○ なし   ○   
2.1 電気的インタフェース  ○ なし   ○   
ａ  電源系  －  －   －   
ｂ 通信・データ処理系  ○ なし アンテナ単体ではなし  ○ 衛星レベルのアンテナ利得要確認 

ｃ  熱制御系  ○ なし   ○   
ｄ  計装系  ○ なし   ○   
ｅ  その他  －  －   －   
ｆ  地上支援装置  －  －   －   
2.2 機械的インタフェース  ○ なし   ○   
2.3 熱インタフェース  ○ なし   ○   
2.4 RFインタフェース  ○ なし   ○   
３． 特性  －  －   －   
3.1  物理特性  －  －   －   
ａ  質量  ○ なし   ○   
ｂ  電力  ○ なし   ○   
ｃ  発熱量  －  －   －   
ｄ  許容温度範囲  ○ なし   ○   
3.2  信頼性  －  －   －   
ａ  設計寿命  ○ なし   ○   
ｂ 信頼度(残存確率)  ○ なし   ○   
4． 耐環境性  －  －   －   
4.1  試験環境  －  －   －   
ａ  機械環境  ○  △   ○  

ｂ  熱環境  ○ なし   ○   
4.2  宇宙環境  －  －   －   
ａ  放射線  ○ なし   ○   
4.3  打上げ環境  －  －   ○   
4.4  再突入環境  －  －   －   
５． 設計基準  －  －   －   
5.1  電気設計基準  ○ なし   ○   
5.2  電磁適合性  －  －   －   
5.3  機械設計  ○ なし   △ 機械設計基準に従い、取り付け穴

径と公差変更 5.4  熱設計  ○ なし   ○ 
5.5  信頼性  ○ なし   ○   
5.6  部品、材料  ○ なし   ○   
5.7  保全性  ○ なし   ○   
5.8  輸送性  ○ なし   ○   
5.9  互換性  ○ なし   ○   
5.10  安全性  ○ なし   ○   
5.11  識別表示  ○ なし   ○   
5.12  ワークシップ  ○ なし   ○   
６． 品質適合性試験  －  －   －   
6.1 認定/プロトフライト試験  －  －   －   
6.2  受入試験  ○ なし   ○   
７． 製造工程  ○ なし   ○   
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3. 信頼性工学 

3.1-1 信頼性設計の基本的な考え方 

 

効果 

信頼性設計は、システム、装置または部品が与えられた条件下で規定の期間

中、要求された機能を果たせるように、すなわち故障や性能の劣化が発生しな

いように考慮して設計することである。信頼性設計の手法である「設計余裕の

確保及び故障リスクの最小化」及び「故障許容設計」などを用いて設計を行う

ことによって故障や、性能の劣化が発生しにくくなり、かつ、万一故障が発生

してもシステムが致命的な状態に至らないようにすることができ、信頼性を高

めることができる。 

 

効果的な実施時期 

概念設計／予備設計段階に信頼性設計に対する考え方を明確にし、特に基本

設計の初期段階において、その考え方に基づいて設計を行う。 

 

技術的根拠 

信頼性を高めるためには、製品のシステムにおける重要度、故障の影響の程

度などに応じて、構成部品の信頼度を上げて故障が発生しないようにすること

や、故障が発生してもシステムとしての機能を失わないようにすることが重要

である。 

また、「信頼性設計の基本的な考え方」に基づく適切な設計手法を取り込

み、設計情報を文書化して整理することによって、設計における検討不足の見

逃しリスクを低減することができる。 

 

JMR-004の対応項番 

4.3.2 信頼性設計の基本的な考え方 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) 信頼度配分 

(3) 信頼性ブロック図 

(4) 信頼度予測 

(5) 冗長設計 

(6) 安全余裕／ディレーティング 

(7) FMEA／FMECAの活用 

(8) ワーストケース解析 

(9) 寿命解析 

(10) 部品、ディバイス、材料、工程プログラム 

 

実施方法 

信頼性を高めるためには、下記（１）項に基づく信頼性設計の基本的な考え

方に従って、適切な設計手法を基本設計及び詳細設計等に取り込むことが重要
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である。 

機構の検査員等は、プロジェクトとしての信頼性設計に係る考え方を概念設計

段階で検討し、発注前に極力信頼性設計基準書等として文書化して、RFPの条件

として提示すべきである。 

契約の相手方の信頼性担当者は、信頼性設計情報に基づき信頼性設計が設計

に適切に盛り込まれたことを確認・評価することなどが求められる。 

そのため、信頼性設計情報を文書化して整理することが必要である。信頼性

設計情報は、関連の深い信頼性業務に記載した解析等の結果、解析、予測など

に使用した安全係数やマージンなどのパラメータ、更に、試験結果に対する試

験条件等を含めた設計の評価結果などである。従って、設計部門はプロジェク

ト開始時点で信頼性設計の基本的な内容について信頼性担当者と十分に調整を

図り対応することが望ましい。 

 

(1) 信頼性設計の手法 

信頼性設計を行う際は、設計対象物のシステムにおける重要度、故障の影響

の程度などに応じて、そのリスクを許容できる程度に低減させるように適切な

信頼性設計を行うことが重要である。なお、信頼性設計において取り得る設計

手法には、主として以下のような手法などが考えられ、安全やミッションサク

セスの観点とも照らし合わせた上で、適切な方法を決定する必要がある。重要

度が高い手法は下記 a.とb.であり、その他の項目はこの二つの項目を有効なら

しめるための手法である。 

 

a. 設計余裕の確保及び故障リスクの最小化 

機器等に付加されるストレスに対して余裕のある設計（例えば、電子部品の

ディレーティングや構造物のストレス－ストレングス法、圧力容器の安全係数

など）の採用や製造工程の特別な管理（重要品質特性や重要加工パラメータの

管理）などにより、故障のリスクを許容出来るレベル以下にする。特に、冗長

系を採用出来ないあるいはしないシステム上の単一故障については、設計余裕

を取るように配慮する。単一故障への配慮については、少なくともJERG-2-120 

単一故障・波及故障防止設計標準1)に基づき実施する。 

 

b. 故障許容設計 

故障及び人的過誤に備えて、共通要因による故障を排除したうえで適切な冗

長化(常用冗長・待機冗長等)、故障の伝搬・波及防止等の対策を取ってシステ

ムが致命的な状態に至らないようにする。システム側は、下流のコンポーネン

ト等に対して、どのような故障伝搬や波及防止策を採るべきかを明確にするこ

と。また、冗長構成を採用する場合も、故障の伝搬、波及防止に対する策を講

じること。また、オペミスに対する対策も講じるべきである。 

 

c. 信頼度配分にもとづく定量的予測と実証 

ミッション終了時の残存確率を求めるため、各コンポーネントの信頼度情報

が必要である。このため、MIL-HDBK-2172)等による信頼度の定量的な予測を行

い、信頼度配分を満足させる。重要な品目については適宜信頼度実証の方法を
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取る。 

信頼度の計算手法として以下の例がある。 

・部品点数法 MIL-HDBK-217（部品点数法、ストレス解析法による故障率の推

定） 

・ノンパラメトリック手法  

・ストレス－ストレングス法 

 

d. 単純化、標準化 

標準化され、実績のある設計、部品・材料・工程を採用する。環境条件、運

用（使用）条件を考慮した上で高い技術成熟度(TRL)にある機器を採用する。故

障率の増加を招かないように、部品点数を減らすなど合理的な設計を行う。

尚、製造工程の特別な管理が必要な場合は、工程仕様を設定し評価を行い標準

化する。 

 

e. 運用環境適合化 

環境条件、運用（使用）条件を定義し、この条件で前述の a.～d. が的確にな

るようにする。 

 

(2) 設計仕様書の信頼性設計項目例 

上記(1)で決定した信頼性設計については、契約の相手方は設計仕様書に記載

する。設計仕様書作成時に考慮すべき信頼性設計項目の例は3.2項をの表3.2-1

に示す。 

 

実施しない場合の影響 

機構と契約の相手方間で信頼性設計の考え方を明確にし、プロジェクト初期

で合意することが重要であり、この合意が不十分のままである場合、信頼性が

不足し、機構の想定するミッションサクセスの確率に不足が生じたり、または

過剰な信頼性設計となり、コスト超過を招く恐れがある。 

 

参考文献 

 1) JERG-2-120 「単一故障・波及故障防止設計標準」 

 2) MIL-HDBK-217 「Reliability Prediction of Electronic Equipment」 
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3.1-2 設計の見える化 

 

効果 

(1) 設計が設計者限りにならないよう、設計者の頭の中にある設計に必要な

情報を極力文書に残し、設計結果の見える化を図る。文書に残すことによ

り、設計者の頭の中が整理されるとともに、残留リスクが明らかになる。 

(2) 設計結果の承認は各社ともラインの上長が行うが、このラインでのチェ

ックの質を高め、さらに設計途中での経験豊富なシニアエンジニアによる

チェックや相談などを加えることにより、設計者だけに頼らない組織的な

設計への取り組みを促進する。 

(3) 必要な解析・試験・検証が行われるとともに、その結果が設計者が意図

したものであることを確認する。 

(4) 見える化された設計結果、試験結果を実効のある審査により、多くの目

でその妥当性をチェックする。 

 

  補足：「設計の見える化」は、衛星の軌道上不具合を解析した結果、ハー

ドウェア不具合の半数以上が設計責と識別されたことを受けて、その対

策として導いたものである。 

「設計の見える化」の意図するところは、契約の相手方の設計に責

任を持つ部門が設計結果に責任を持つことはもちろん、その見える化

を図り、契約の相手方が組織をあげて見える化された設計根拠を含め

た設計内容の確認を行うことで設計の妥当性、確実性を確保すること

にある。機構からも見えるようになるのは二次的な効果である。 

 

効果的な実施時期 

設計仕様書作成段階 

設計審査 

 

技術的根拠 

設計者の検討不足を徹底的な試験検証により全て検出可能であればいいが、

残念ながら地上で 100%軌道上環境を再現した試験を実施することは出来ない。

このため、検討不足の一部は検出されずに見逃されるリスクが残る。このリ

スクを極力少なくすることが課題である。これにはまず設計者の頭の中にあ

る設計情報を文書化して整理することが最も重要である。この文書は適切に

ファイリングされなければならない。さらに、試験段階においては、試験前

には軌道上環境との違いを考慮した試験計画を立案し、境界条件等を文書化

しておく。試験後においては、ただ単に結果の合否を判定するだけではなく、
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試験条件を加味した結果の評価とその文書化が必要である。解析で補う場合

も同様に、安全係数やマージンなどのパラメータを含めて文書化する必要が

ある。これらの文書化された情報を設計担当のラインで十分にチェックし、

確認した上でリリースする。さらにこれを、経験者を含む第三者がチェック

することにより、見逃しのリスクを低減することが出来る。 

 

JMR-004の対応項番 

4.2.2.2 信頼性プログラム計画書の内容 

4.2.7  既に設計、製造又は飛行の実績のある品目の使用 

4.3.3  設計仕様書 

4.3.14  設計審査 

 

関係の深い信頼性業務 

(1) 設計仕様書 

(2) 設計解析 

(3) 設計審査 

(4) 異常／故障管理及び報告 

(5) 試験及び信頼性評価 

 

実施方法 

 個別の作業実施方法等は以下のとおり。これらの作業のねらいは、設計全

体の作業内容と相互関係の明確化、設計担当者自身による課題と問題点の整

理、有識者によるダブルチェック、メーカによる自己検証、メーカと JAXA の

情報の共有及び認識の共有、客観性の向上、網羅性の確保、コンプライアン

スとアカウンタビリティの向上にある。 

 

(1) 設計解析を意識した設計計画時の WBS設定 

開発の初期段階での WBS(Work Breakdown Structure)作成時あるいは設計進

捗に伴う改定時に、可能な限り設計解析単位毎に WBS を設け、それぞれの設

計へのインプット、設計結果としてのアウトプット及びその行き先、担当者

等を明示し、設計作業に漏れがないようにする。これにより設計作業の相互

関係や責任の所在が明らかになり、適切な進捗管理が可能になる。 

 

【背景】 

JAXA のある衛星プロジェクトでは、システム設計について EVM(Earned 

Value Management)適用による WBS 詳細化を行った結果、以下のような成果

があった。一方で、課題もあり、適用に際しては注意を要する。 
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「成果」 

－設計の全体像がよく見える 

－担当、責任範囲が明確になる 

－調整相手が明確になる 

－ボトムアップからトップダウンの設計になった 

－進捗が見える 

－入出力が明確になる 

－実績を残す受け皿が出来た 

－ステークホルダに分かりやすい報告が出来るなどのメリットがあった 

 

「課題」 

－管理コストが増した 

－サブシステムには適用出来なかった 

－コスト対効果を定量的に測定することは困難 

 

(2) 設計検討書、設計計算書、設計解析書の作成と確認 

設計結果としての結論だけでなく、第三者にも理解出来るように以下の内容

も合わせて記述する。また、標準的な設計検討書等を用意し、書くべきことを

明確にしておくと設計者の助けとなる。 

－その設計手法や計算手法等を用いた設計思想、背景、考え方 

－前提条件、境界条件、インタフェース条件、各種パラメータ、数学式、メ

ッシュ数等 

  

これらの内容は、ラインでの点検、承認、ピアレビュー、審査会での審査の

際に確認されるべき物である。これらが文書に明確に記述されることにより、

設計内容を理解することが容易になり、効率的で、効果的なチェックが可能に

なるとともに、審査されることにより設計者個人の資質による出来不出来の差

を減らすことが可能になる。特に、ラインの確認が重要であり、文書がリリー

スされる時点でどこまで見逃しを減らすことが出来るかによって設計の出来が

左右される。 

 

【背景】 

メーカで開催される審査会での設計解析書などの提示資料に上記の情報

が含まれていないことが散見される。JAXA の求めに応じて、より詳細な資

料が提示されることもあるが、設計者のメモあるいは頭の中に留まってい

るという例もある。ラインの点検及び承認、ピアレビューや社内審査にお

いて、これらは確認されるべき内容であり、これらの見える化を図る必要
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がある。 

 

(3) ピアレビュー 

新規性、特殊性、困難度、リスクの程度等に応じて、通常の文書審査に加え

て、有識者（例えば、経験豊富なシニアエンジニア）によるピアレビューでの

チェックを受ける。特に、設計の前提条件、境界条件、インタフェース条件、

各種パラメータなどの重要なポイントについて、ラインのチェックでは気が付

かない、経験者ならではの視点による効果的なチェックが期待できる。 

 

【背景】 

各社ともに社内規定に従って、ラインによる設計結果の文書審査、承認

行為は行っているが、ピアレビューのような第三者チェックは必ずしも行

われていない。特に、設計の前提条件、境界条件、インタフェース条件、

各種パラメータなどの重要なポイントについて、経験豊富なシニアエンジ

ニアあるいは研究所などによる第三者によるチェックを早い段階で受ける

ことはリスク低減、課題の解決等に有効である。審査会での第三者チェッ

クも可能であるが、限られた時間でのレビューには限界があるので、設計

途中でのレビューや相談が望ましい。 

 

(4) 設計評価表 

設計に漏れがないようにするため、設計者が考慮すべき事項、特に前提条件、

境界条件、インタフェース条件、各種パラメータなどについて整理したチェッ

クリスト（評価表）を用意しておく。これは審査を行う際にも活用出来る。 

 

【背景】 

設計における様々な考慮事項を漏れなく処理するためには、チェックリ

スト（評価表）が有効である。いくつかのメーカは独自のものを用意して

いるようであるが、十分に活用されている例を確認出来なかった。チェッ

クリストは万能ではないが、少なくともそこに記載された内容については

考慮されることになり、ピアレビューなどに用いれば、設計者との共通言

語で話が出来る点で優れている。 

 

(5) 既開発の設計を流用する場合 

既開発品の設計を流用あるいはその設計をベースにする場合、軌道上環境や

運用方法の違いが既開発品に与える影響を評価し、設計変更の要否を判断する

とともに、設計変更する場合は、その変更による影響を評価する。これらの評

価、判断の根拠を文書に残すこと。また、TRL レベルが高いことを理由に試験
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や解析を省略するケースが想定される。この場合、それを省略することのリス

クと対策を整理し、省略することの妥当性を文書に残すこと。これらの文書は

審査の対象文書となる。 

 

【背景】 

メーカでの実例有り。最近の衛星開発の流れとして、ロバスト性の向上

とコスト削減の観点から既存技術、既開発品の採用が多くなってきている。

既開発品といえども、軌道上環境や運用方法の違いにより設計変更を要す

る場合がある。この設計変更は、意図した部分はうまく仕上がっても、意

図しない部分に悪影響を及ぼすことがある。このため、設計変更による影

響を慎重に吟味し、文書に残して評価すべきである。また、実証済あるい

は既設計と称して、TRL レベルが高いことを理由に試験や解析を省略するケ

ースが想定される。試験や解析を省略する場合には、それにともなうリス

クと対策を整理し、リスクが十分に受入可能なレベルになっていることを

示す必要がある。 

 

(6) 審査資料の構成 

設計結果は審査により第三者チェックを受けるが、審査資料には、要求仕様

とのコンプライアンスを示す資料を含め、要求に対する設計結果を示すととも

に、その設計根拠を記載する。根拠の全てを記載することが出来ない場合には、

別冊あるいは提示資料等とし、必ずその資料を呼び出す。（設計結果と設計根

拠とのトレーサビリティが取れるようにする。）審査側が設計根拠を効率的に

確認するためには必須である。 

 

【背景】 

各社とも、要求仕様と設計結果のコンプライアンスを示す資料をインプ

ットパッケージに記載しているが、設計結果の記載はあっても、その設計

根拠の記載が十分でないことがある。インプットパッケージから設計検討

書等を呼び出すことでもいいが、それも徹底されていない。第三者がレビ

ューするにあたり、設計結果はもちろん重要であるが、設計思想や設計の

前提条件やインタフェース条件の確認も重要なポイントなので、これらを

記載すべきである。（1.(2)にも関連） 

 

(7) 試験、検証の条件及び結果に対する設計者レビュー 

地上設備の能力、環境等の様々な制約から試験、検証の際に、宇宙での使用

環境や条件を再現出来なかったり、複雑で大規模なソフトウェアのため試験ケ

ースが膨大すぎて、全てのケースを試験出来ないことがある。 
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このため設計者は、試験による限界と境界条件などを理解し、条件の差によ

る試験、検証結果への影響を事前に評価すべきである。また、試験結果につい

ても、設定した条件どおりの試験であったとしても実環境とは異なる条件で検

証しているケースが多いので、単に数値が許容範囲に入ったか否かだけを評価

するのではなく、条件を加味した総合的な評価をし、それを文書化すべきであ

る。 

部品やコンポーネントなど、下位の要素ほど試験条件が厳しく、サブシステ

ム、システムなどの上位ほど条件が緩めになる傾向がある。したがって、上位

システムの試験、検証ほど評価を丁寧に実施する。 

また、試験、検証が出来ず、解析で補う場合が想定される。この場合は、安

全係数やマージンについて、その数値とその根拠あるいは考え方を文書化し、

適切に設定されていることの確認が必要である。 

 

【背景】 

試験、検証は現場主義になりがちなため、基準値に対する数値の良し悪

しで評価されることが多い。試験、検証はある想定された条件の下で行わ

れるが、この条件が実環境と違っていたり、設計者が想定したものと異な

っている場合がある。したがって、試験仕様を決める際には、設計者が条

件の違いを十分に吟味し、事前に影響を評価しておくことが重要である。 

また、実環境とは異なる条件で試験、検証が行われている場合には、そ

れを考慮した試験結果の評価が必要である。一般に、下位の要素ほど試験

条件が厳しいのに対し、上位システムほど試験条件は緩くなる傾向にある

ので、試験条件が試験、検証結果に与える影響を考慮して結果の評価をす

べきである。特に、無重力を模擬出来ない、流体の流れが完全に把握出来

ていないなどの未知の要素を含んだままで試験、検証を行う場合に要注意

である。 

 

実施しない場合の影響 

ロケット、衛星等の設計を行う際の知見不足、配慮不足、誤解、設計者の

思い込み、検証不足などによる不具合を次工程に持ち込むこととなり、最終

的に打上げ時または軌道上での不具合を生じる恐れがある。 

 

参考文献 

なし 
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参考１：各社への説明資料より 
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3.2 設計仕様書の作成、維持              

 

効果 

 システム、サブシステム、コンポ－ネントのレベルにおける品目ごとのミッ

ション要求から、品目の設計仕様書を作成することにより、品目に対する設計

要求が明確化される。 

また、これに伴い設計評価及び管理のベ－スラインが明らかとなる。 

 

効果的な実施時期 

 システム、サブシステム、コンポ－ネントのレベルにおける品目ごとにミッ

ション要求が明確となった基本設計の初期段階で、品目の設計仕様書を作成

し、設計の進展に伴い維持見直し最新化を図る。 

 

技術的根拠 

 設計仕様書は、設計を行うための要求条件であるので、品目ごとに機能、性

能、環境条件及びインタフェ－ス条件などのミッション要求に基づいて作成す

る。以後、設計の進展にしたがって維持・改定する。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.3 設計仕様書 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 使用環境条件の設定 

(2) インタフェース条件の設定 

(3) 信頼性技術情報の反映 

(4) 技術変更 

(5) 基本設計審査 

(6) 詳細設計審査 

 

実施方法 

(1) 全般事項 

   各品目に対するミッション要求が明確になっていることを確認し、設 

計仕様書を作成する。 

   設計仕様書にはミッション要求に基づき、当該品目のライフサイクルで

必要とする物理的、機能的な要求事項及び他品目とのインタフェースにつ

いての要求事項を記述する。 

      なお、設計要求事項を決定する過程で発生した基本的な考え方、前提条

件、解析方法、解析に用いたパラメータの根拠、インタフェース条件、運

用条件などの設計仕様確定の根拠となる情報について、必要に応じて記

録、保管し、ピアレビューや審査等において、設計担当者以外の者の求め

に応じて提示できるようにしておく。 

 

   また、品目の特徴に応じて次の事項を含める。 
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   なお、設計仕様書作成時に考慮すべき信頼性設計項目例を表3.2-1に示す 

ので参考にされたい。 

 

  a.上位システムのコンフィギュレ－ションと当該品目の関係 

・品目の上位システム（又は全体のシステム）における機能的な位置

付け、搭載場所、インタフェースする機器などの全体像を定義した

のち、品目に必要な機能概要、構成、インタフェース条件などを

「品目の定義」で規定する。（「 」の項目は表3.2-2設計仕様書目次

(例)の該当項目を示す、以下同じ） 

・品目のインタフェース条件の規定に際しては、品目の責任範囲(製造

業者の)、境界を説明図などにより、「インタフェース分界」の項で

明確にする。 

・他品目及びシステムとのインタフェースは、電気的、機械的、熱的

条件の他品目固有の項目がある。この詳細については3.4項「インタ

フェース条件の設定」に示す。 

  b.機能、性能及び環境に対する要求事項 

・品目に要求される機能、性能、物理的特性、信頼性及び環境条件な

どについて「特性」に規定する。 

・「環境条件」には地上、打上及び宇宙などがあり、品目がライフサ

イクルで曝される条件を全て規定し、構造、電気設計上設計者が配

慮すべき条件、制限を明確にする。この詳細については3.3項「使用

環境条件の設定」に示す。 

  c.認定試験(QT)レベルの要求事項及び供試体数量を含む試験要求事項 

・認定試験(QT)は、品目が「特性」、「環境条件」などの仕様要求を

満足していること、製造方法の妥当性(QT/PFT)及び設計マージンを

確認するための試験である。したがって、品目の既開発状況、新規

要素の有無を考慮して、開発試験、プロトフライト試験(PFT)の実施

を計画し、試験項目、試験条件（認定試験レベル）、実施方法に対

する要求事項を規定する。 

d.安全余裕、ディレーティング係数、配分された信頼度目標及び致命度か

ら判断して許容できない故障の影響度 

・上位システムの信頼性設計要求に基づく解析検討結果を踏まえ、品

目に対する上記要求事項を「信頼性設計基準」に規定する。 

e.物理的パラメ－タと制約条件 

・宇宙用機器はシステムの資源（リソース）に対する制約が地上機器

と比べ厳しい。このため、上位システムからの品目に対するリソー

ス配分値、既開発機器の実績値に基づき、機械的（寸法、質量）及

び消費電力などの管理目標値を規定し、品目のリソース管理のベー

スラインを設定(規定)する。 

・また、上位システムとインタフェースする部分の熱的特性、使用材

料、接地点などの条件を規定する。 

・これらの項目は、インタフェース管理図面（ICD）の項目に含め品目
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の開発開始から納入まで管理する。 

f.単一故障と冗長性に対する要求事項又は故障許容要求水準（フォールト･

トレランス･レベル） 

・上位システムの冗長設計、信頼度ブロック図、信頼度配分に基づき、

品目の単一故障と冗長性に対する要求事項又は故障許容要求水準を

「信頼性設計基準」に規定する。 

g.試験の容易性又は試験できる能力(Testability)／故障の有無及び故障の

位置を特定できる能力に関する要求事項 

・異常／故障発生時に機器パッケージ外部から容易に原因を推定でき

ないために、故障分離が困難な特性値が品目に有る場合には、例え

ば、テストコネクタ、テレメトリなどによるモニタの必要性の有無

について設計時に検討、考慮がなされるように、「信頼性設計基準」

の要求として規定する。 

  h.寿命及び動作時間の要求事項 

・上位システムからの寿命、作動時間要求に基づき品目として、信頼

性設計、製造管理及び運用管理上配慮すべき事項を判断するための

ベースラインとして「信頼性設計基準」の要求に規定する。 

  i.部品、材料及び工程に関する要求事項 

・部品、材料及び工程に対して、各プログラムでの選定基準に基づき、

選定、トレーサビリティ及び適用上の制約を規定し、かつ部品のデ

ィレーティング条件を「部品、材料及び工程」に規定する。 

 

(2) 設計基準の明確化 

   設計仕様書には、品目の開発に適用する電気、機械、熱、耐環境性、電

磁適合性などの設計基準を示し、同一プログラム他品目との設計の整合性

を図る。 

代表的な設計基準書を以下に示す。 

  a.JAXA技術標準/設計基準/技術ハンドブック 

  b.公知規格 

  c.プログラム個別の基準書(代表例) 

 ・電気設計基準書 

 ・機械設計基準書 

 ・熱設計基準書 

 ・耐環境性設計基準書 

    ・電磁適合性設計基準書 

 ・信頼性設計基準書 

 ・保全性設計基準書 

 ・安全性設計基準書 

 ・設計過誤防止基準 

       など 
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(3) 信頼性技術情報の反映 

   過去に発生した異常／故障と類似事象の再発防止のため、信頼性技術情

報に記載の過去の異常／故障事例、勧告の中で、品目に該当する項目につ

いて、これを設計に確実に反映することを設計仕様書に規定する。この詳

細については3.5項「信頼性技術情報の反映」に示す。 

 

(4) 設計仕様書、図面等の体系化と審査 

 信頼性組織は、他の部門とともに機構の制定するシステム仕様書又は開

発仕様書と、契約の相手方が作成するシステム／サブシステム／コンポー

ネント仕様書を含むすべての設計仕様書、並びにすべての製造図面との関

連を体系化し、相互に矛盾がないことを設計審査などで確認すること。 

 審査は、各々の仕様書が変更された際は常に実施することとし、その結

果は文書化するとともに、審査文書は、コンポーネント及びサブシステム

の設計審査にインプットすること。 

また、設計仕様書は、発行前に作成部門とは別部門の関係者を含むメン

バー（例えばコンフィギュレーションコントロールボード）によって、ミ

ッション要求に対する適合性を審査すること。 

なお、設計仕様書改定時にも同様に審査する。 

 

(5) 設計仕様書の維持改定 

   設計仕様書は、基本設計段階で作成し設計の進展に合わせて見直し、最

新化を図り、適切に変更・改定履歴を記録し、関連部門に対して常に最新

版の内容を周知させるよう心掛けること。 

 

上記(1)～(5)項の要求事項のほか、品目の設計から製造、試験、納入に至る

までに製造メーカが実施すべき全般的業務に対する技術要求を含めた、設計仕

様書の目次（衛星搭載電子機器の例）を表3.2-2に示す。 

 

実施しない場合の影響 

 設計仕様書は、設計を行うための要求条件であるので、開発の基本となる文

書が作成されないことにより、品目の設計目標が定まらず開発に支障をきたす

ことになる。 

 

参考文献 

なし 
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表3.2-1 設計仕様書作成時に考慮すべき信頼性設計項目例 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(1)  故障対策 

    ・FMEA/FMECA 

    ・FTA（事前解析） 

・単一故障点識別・対策  

・故障検知、分離及び復帰(FDIR) 

・波及故障の防止 

・耐久性・サバイバル設計((9)参照) 

・共通要因故障の排除 

(2) 寿命関連 

・設計寿命  

・寿命管理  

・寿命試験   

(3) 定量的評価 

・信頼度 

・トレンド解析 

(4) 定性的評価 

・既存及び新規技術の評価（既存技術か新規技術か、TRL評価） 

(5) 検証 

・End-to-End試験 

・軌道上環境の模擬の程度と解析による妥当性 

(6) 設計余裕 

   ・ワーストケース解析 

・ディレーティング 

・累積疲労損傷 

・打上げ時及び宇宙環境影響評価（振動、衝撃、熱サイクル、放射線（TD, 

SEU, SET）、原子状酸素、真空度、重力環境、帯電） 

(7) 人的エラー 

・設計過誤の防止 

・極性管理 

(8) 部品・材料・工程管理 

   ・部品・材料・工程プログラム 

(9) 耐久性・サバイバル設計において考慮すべき事項 

・一次電源接続部の短絡モード 

・デブリ評価 

・電力ハーネス設計 

・MLI接地 

・パドル放電短絡耐性評価 

・太陽電池パドル発生電力管理とLLM 

・異常発生時のテレメトリ取得強化 

・地上局可視時間の考慮 

   (10)不具合解析 

     ・FTA（事後解析） 

     ・故障解析 
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表3.2-2 設計仕様書目次（例）(1/3) 

  １  範囲  
  ２  関連文書  
   2.1 適用文書  
   2.2 参考文書  
   2.3 参照文書  
   2.4 優先順位  
 
  ３  要求事項  
   3.1 品目の定義  
    3.1.1 機能  
     3.1.1.1 機能 
     3.1.1.2 機能系統図 
    3.1.2 構成  
    3.1.3 動作モード  
    3.1.4 インタフェースの定義  
    3.1.5 インタフェース分界  
     3.1.5.1 電気的インタフェース分界 
     3.1.5.2 機械的インタフェース分界 
     3.1.5.3 熱的インタフェース分界 
 
    3.1.6 インタフェース条件  
     3.1.6.1 電気的インタフェース条件  
      3.1.6.1.1 一次電源系とのインタフェース 
      3.1.6.1.2 ﾘﾓｰﾄ ｲﾝﾀﾌｪｰｽ ﾕﾆｯﾄ(RIU)とのインタフェース 
      3.1.6.1.3 姿勢制御電子回路(ACE)とのインタフェース 
      3.1.6.1.4 試験装置とのインタフェース 
      3.1.6.1.5 ピンアサイメント 
     3.1.6.2 機械的インタフェース条件 
     3.1.6.3 熱的インタフェース条件  
    3.1.7 支給品リスト  
    3.1.8 貸与品リスト  
 
   3.2 特性  
    3.2.1 性能  
    3.2.2 物理的特性  
     3.2.2.1 機械的特性  
     3.2.2.2 質量特性  
     3.2.2.3 電気的特性 
     3.2.2.4 熱的特性 
    3.2.3 信頼性  
     3.2.3.1 信頼度  
     3.2.3.2 寿命  
      3.2.3.2.1 設計寿命 
      3.2.3.2.2 使用寿命 
     3.2.3.3 単一故障 
     3.2.3.4 故障分離 
     3.3.2.5 冗長系の試験 
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表3.2-2 設計仕様書目次（例）(2/3) 
 

    3.2.4 環境条件  
     3.2.4.1 地上環境  
      3.2.4.1.1 標準試験環境  
      3.2.4.1.2 保管環境  
      3.2.4.1.3 輸送環境  
     3.2.4.2 打上環境  
     3.2.4.3 宇宙環境（放射線環境）  
      3.2.4.3.1 宇宙放射線環境 
      3.2.4.3.2 シールド条件 
     3.2.4.4 環境試験条件 
      3.2.4.4.1 振動試験 
      3.2.4.4.2 衝撃試験 
 
      3.2.4.4.3 熱真空試験 
 
   3.3 設計基準 
    3.3.1 電気設計基準  
    3.3.2 電磁適合性設計基準  
    3.3.3 機械設計基準  
    3.3.4 熱設計基準  
    3.3.5 耐環境性設計基準  
    3.3.6 信頼性設計基準  
     3.3.6.1 設計寿命  
     3.3.6.2 信頼度予測  
     3.3.6.3 冗長性  
     3.3.6.4 故障の隔離及び保護  
     3.3.6.5 設計過誤の防止  
    3.3.7 部品、材料及び工程 
     3.3.7.1 部品、材料及び工程の選定  
     3.3.7.2 部品のディレーティング 
     3.3.7.3 部品、材料及び工程のトレーサビリティ  
     3.3.7.4 部品、材料及び工程の適用上の制約  
 
    3.3.8 保全性  
    3.3.9 輸送性  
    3.3.10 互換性  
    3.3.11 安全性  
    3.3.12 銘板及びマーキング  
    3.3.13 ワークマンシップ  
    3.3.14 人間工学  
 
   3.4 作成文書  
   3.5 保管及び運用  
    3.5.1 保管  
    3.5.2 運用  
   3.6 要員及び教育訓練  
   3.7 主要構成品の特性  
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表3.2-2 設計仕様書目次（例）(3/3) 
 

  ４  品質保証条項 
   4.1 一般要求  
    4.1.1 一般試験条件  
     4.1.1.1 標準試験環境 
     4.1.1.2 公差 
     4.1.1.3 温度安定度 
    4.1.2 試験の順序  
 
 
   4.2 品質適合検査 
    4.2.1 検証の方法  
     4.2.1.1 類似性  
     4.2.1.2 解析  
     4.2.1.3 検査  
     4.2.1.4 試験  
    4.2.2 開発試験  
    4.2.3 プロトフライト試験  
    4.2.4 受入試験  
    4.2.5 改修後試験  
    4.2.6 バーンイン  
 
  ５  出荷準備 
   5.1 保管 
   5.2 梱包 
   5.3 包装及び表示 
 
  ６  注記 
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3.3 使用環境条件の設定               

 

効果 

設計の初期段階で使用環境条件を設定することにより、品目がミッション期

間に曝される使用環境条件が明確となり、耐環境設計のベースラインが定ま

る。 

 

効果的な実施時期 

 設計初期段階 

 

技術的根拠 

 宇宙システムがミッション期間中（打上げ時及び軌道上）で曝される環境を

過去の飛行実績データ、シミュレーション解析などで定義し、条件を明確化す

ることにより、機器耐環境性設計のための具体的なベースラインが定まる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.3 設計仕様書 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) ワーストケース解析 

(3) 試験環境条件の設定 

(4) 信頼性評価計画書の作成 

 

実施方法 

(1) 全般事項 

ａ．品目がミッション期間中に曝される環境の解析、予測が不充分である 

と、軌道上で当初予想していなかったようなトラブルが発生し、これに 

より、システムに多大なインパクトを与え、ミッション達成に影響を及 

ぼす結果ともなり得る。 

ｂ．長期間の軌道上運用に向け、設計の初期段階から冗長設計、フォール 

トトレラント設計を含めた耐環境性の検討を行うこと。 

ｃ．品目の要求信頼性達成に向けて設計を確実なものとするために、軌道、 

ミッション期間、シミュレーション解析などに基づき品目の耐環境要求 

を設定し、設計仕様書に記述する。 

ｄ．設計初期段階で、品目の環境条件を定義し、この条件下で品目が確実 

に動作することを保証するための評価試験条件、方法を明確にする。 

 

(2) 環境項目 

品目の設計段階で耐環境性を検討すべき環境項目は、誘導環境（励起環

境）と自然環境に分類できる。また、自然環境には地上環境、打上げ環境

及び宇宙環境がある。 
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   代表的な環境項目を以下に示す。 

 

  a.誘導環境 

打上げ時あるいは軌道上において宇宙システムが動作することにより誘

起される環境。下記の項目はいずれも試験による検証が可能である。 

これらの環境に対する具体的なレベル、検証方法についてはJERG-2-130

「宇宙機一般試験標準」1)によること。 

   

  [ 振 動 ］ 

打上げ時に発生する燃焼振動、ポゴ振動、空力による機体の自励振動(フ

ラッター)などが、衛星に伝達される。 

 

  [ 衝 撃 ］ 

打上げ、ロケットの段間分離、フェアリング開頭、衛星分離あるいは太

陽電池パドル展開時の火工品作動時に機器、衛星に加わる。 

 

  [ 空力加熱 ］ 

ロケット打上げ後、大気圏を抜けるまで、機体外表面は大気との摩擦に

より高温となる。 

 

  [ 音 響 ］ 

打上げ時に発生する音響及び空力的加振による音響が空気振動を通じて

ロケット搭載機器及び衛星外表面に加わる。 

 

  [ 加速度 ］ 

ロケット各段エンジンの燃焼、衛星の姿勢制御、軌道制御及びアポジ点

火によって推進軸方向に加速度荷重が発生する。 

 

  [ 電磁誘導 ］ 

宇宙用機器は、打上げロケット、衛星への組込み、地上試験装置との組

合せ及び射場で、機器自体及び各種装置の動作環境下で、伝導／電磁放射

環境に曝される。 

 

  b.地上環境 

地上環境として以下の項目が挙げられるが、これらの環境については機

器収納コンテナ、建造物、エアコンにより対応するのが一般的である。詳

細は、JERG-2-142「一般環境標準（宇宙機）」2)を参照のこと。 

 

  [ 温 度 ］ 

   航空機輸送時 －40～＋65℃ 
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   地上     －25～＋40℃ 

   

  [ 相対湿度 ］ 

  5～100％ 

 

  [ 大気圧 ］ 

  0.117～1.04×105Pa（高度15 Km相当～地上） 

 

  [ 塩 霧 ］ 

海水に含まれる気泡が水面近くで破裂する際に生成される塩分を含んだ

霧状の水滴で風によって運ばれてくるものである。 

 

  [ 砂 塵 ］ 

宇宙用機器に対しては、射場作業中の砂塵の影響がある。砂塵には風塵

（直径～10 4− mm）と風砂(直径～0.1mm)がある。 

 

  [ 菌 ］3) 

金属の腐食現象は物理的あるいは化学的な作用によるものであるが、こ

の作用を促進する菌が存在する。 

  腐食に関与する菌の例として、以下のものがある。 

  ・鉄バクテリア 

  ・水素バクテリア 

  ・硫黄バクテリア 

  ・硫酸塩還元バクテリア 

  ・藻類 

  ・真菌類 

 

  [ 日 照 ］ 

地球の大気を通過して、地表に到達する太陽放射エネルギをいう。 

太陽は、ほぼ6000Kの黒体とみなせるが、大気(電離層及びオゾン層)によ

り、0.3μ以下の紫外域が吸収される。これらを考慮した照射強さは、1135 

W/m 2 である。 

 

  [ 降 雨 ］ 

直径0.5mm以上、落下速度3ｍ/sec以上の空から降る水滴である。宇宙機

器の設計上対象となる雨は、降水量ではなく、日降水量、１時間降水量の

極値である。 

 

  [ ひょう ] 

氷の球又は氷塊で、直径は5～50mmである。また、最終速度は11.5 D
(m/sec)で表される。D；ひょうの直径(cm) 
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  [ 大気汚染 ］3) 

大気成分 以外の物質が人工的に大気中に放散されて生じるものであり、

金属腐食等の一因となる。 

汚染物質はその状態からガス、ダスト、フューム、ミストに分類され

る。また、成分は発生源により異なるがNO２、SO２、CO、H２S、 NH３酸類、ふ

っ化物などがある。 

 

  [ 地上風 ] 

地表面から高度150mまでの風をいう。 

宇宙機器の設計上対象となるのは瞬間最大風速である。 

 

  [ 雷 ] 4) 

雷放電の全放電時間は約0.25秒で平均2×104Aもの電流が流れる。 

また、電荷量は平均30クーロンである。 

 

  c.打上げ時の自然環境 

  [ 高層風 ] 

高度150m以上のところの風をいう。高層風のデータは、シンセティック

ウインドプロファイルと測定された風プロファイルのサンプル、この2種の

形式があるが、一般的に前者が用いられる。 

このデータには、風速、風速の変化、最大風層の厚さ及び突風が含まれ

る。 

 

  [ 大気 ] 

地球の大気は通常、熱的な層により区分され、地表から最初の極小点ま

でを対流圏、次の最大温度の高さまでを成層圏、その上の2番目温度の極小

点までを中間圏、その上を熱圏と呼び、さらに熱圏の上を外気圏と呼ぶ。 

高度40kmから1000kmまでの大気密度、温度、化学組織、分子量、スケー

ルハイトの例を図3.3-1に示す。 
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図3.3-1 地球高層大気物性の高さ分布 

 
宇宙空間研究委員会(COSPAR:Committee on Space Research)が決定した1972年の

国際標準大気（CIRA:COSPAR International Reference Atmosphere 1972）による高

度40km～1000kmの地球高層大気の平均的な物理特性の高さ分布である。 

平均的とは中程度の太陽活動期(波長10.7cmの太陽電波強度指数F10.7=145)におけ

る、緯度30度での平均を意味する。(国立天文台編 理科年表 2000版 より引用) 

 

  [ 重 力 ] 

地球と宇宙用機器の間に働く引力をいう。宇宙用機器においては、軌道

計算及び脱出速度計算で重力計算が必要となる。 

重力の加速度は高度により変化する。高度0km～6371.2kmの重力の加速度
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を表3.3-1に示す。 

 

表3.3-1 高度と重力加速度の関係 

高 度（ｋｍ） 重力加速度(ｍ/s 2 ) 

     ０   ９．８０７ 

   ２００   ９．２１８ 

   ４００   ８．７２８ 

  １０００   ７．３５５ 

  ２０００   ５．６８８ 

  ３０００   ４．５１１ 

  ４０００   ３．５３０ 

  ６３７１．２   ２．４５２ 

 

  [ 電離層 ] 

この領域は太陽からの紫外線によって部分的にイオン化された大気の領

域である。一般に日中、電子密度は極領域で最小になり、地磁気の赤道か

ら15度付近で最大になるよう増加し、地磁気の赤道域で第2の最小値になる

よう減少する。電離層の高度分布を表3.3-2に示す。 

 

表3.3-2 電離層の高度分布 5) 

 

領  域 

  電子密度(／cm3) 高 度（ｋｍ） 

 最  小 最  大 最  小 最  大 

Ｄ  層   １０   １０4    ９０ 

Ｅ  層   １０4 ２×１０5   ９０  １６０ 

Ｆ 1層(日中) １×１０5 ４×１０5  １６０  ２００ 

Ｆ 2  層 ２×１０5 ３×１０8  １６０  ３５０ 
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  d.宇宙環境 

設計の初期段階で、以下に示す環境項目が軌道上所定期間運用時に、品

目に対してどのような影響を及ぼすかを解析により予測し、この環境条件

下で品目が正常動作 (損傷を受けない)するよう、これに対処できる設計又

は、防護策を講じる必要がある。詳細は、JERG-2-141「宇宙環境標準」6)を

参照のこと。 

 

  [ 太陽放射（紫外線を含む）］ 

太陽からのエネルギ放射を太陽放射という。太陽放射は通常太陽定数と

太陽分光照射量によって表現される。 

 

  [ 地球放射 ] 

地球放射には、地球自身からの放射である赤外放射と太陽放射の地球に

よる反射分であるアルベドがある。 

 ・赤外放射 

地球への全入射太陽放射のうち、大気中に熱として吸収され、逆に大気

から4μm以上の波長の熱放射として、再度宇宙空間に放出されるエネルギ

である。 

 ・アルベド 

地球への全入射太陽放射のうち、大気中の散乱、雲及び地球表面からの

放射の結果、宇宙空間へ再放射されるものの割合である。 

アルベドは一般海面よりも陸地の方が高い。また、緯度とともに増大す

る。これは、太陽仰角が減少するにつれ反射率が増大し、さらに極付近で

は、雪、氷及び雲により覆われる部分が多くなることによる。 

なお、アルベドは、地域による変動、季節変動、さらに月間変動があ

る。 

 

  [ 真空度 ] 

ｃ項［大気］の図3.3-1に示すとおり、高度により真空度は変化する。衛

星は軌道高度に応じた高真空に曝される。 

また、真空度は日変動、緯度変動、さらには太陽活動による変動があ

る。 

 

  [ 無重力 ] 

衛星搭載の宇宙用機器は、軌道上でほぼ無重力の環境に置かれる。 

 

  [ 原子状酸素 ] 

低高度軌道に存在する。 

 

  [ 荷電粒子（宇宙放射線）] 

荷電粒子は、太陽や宇宙のかなたから飛来するものと地球磁場に捕捉さ

れ放射線帯と呼ばれる空間に定常的に存在するものとに分けられる。 



                                 JERG-0-063 

3-26 

 

前者は、太陽フレア(爆発現象)に伴って放出される太陽宇宙線と宇宙か

ら飛来する銀河宇宙線である。後者は、捕捉電子線と捕捉陽子線に分類さ

れる。これらの荷電粒子は、宇宙用機器に入射し、その部品･材料に損傷を

与える。 

なお、ここでは上記で分類される各宇宙放射線の概要及び放射線の特徴

的な振る舞いについて示す。 

詳細に関しては、JERG-2-143「耐宇宙環境設計標準（耐放射線設計標

準）」7)によること。 

   また、宇宙環境計測情報システム(SEES:Space Environments & Effects  

System)においてデータなどが掲載されているため、適宜参照されたい。 

 

   https://sees.tksc.jaxa.jp/fw/dfw/SEES/Japanese/Top/top_j.shtml 

 

   ・捕捉電子線 

地球磁場に捕捉された10MeV以下のエネルギの電子で高度50000kmまで

に存在する。 

地球磁場に捕捉されていることから、空間的に強度が異なり、また、

太陽活動により地球磁場が影響を受けるとその強度は変動する。さらに

太陽爆発による磁気嵐の影響で一時的にかつ大幅に変動する。 

 

  ・捕捉陽子線 

地球磁場に捕捉された陽子であり、数100MeV以上の高エネルギー陽子

は高度10000km以下に存在し、10MeV程度の陽子は20000km以下に存在す

る。 

捕捉電子線と同様に空間的に強度が異なり、かつ太陽活動の影響で強

度が異なる。 

 

  ・太陽宇宙線 

太陽フレアと呼ばれる局所的な爆発により放出される高エネルギ荷電

粒子群で、その粒子組成は陽子すなわち太陽陽子線が最も多く、宇宙用

機器に及ぼす影響は極めて大きい。 

また、地磁気圏に侵入すると磁気嵐の発生や放射線帯の変動などの現

象を引き起こす。 

  ・銀河宇宙線 

太陽系以外から飛来する荷電粒子の総称であり、電子･陽子、He原子核

からFe原子核まで観測されている。荷電粒子はエネルギが高く透過力が

強いことと、物質中での阻止能が大きいことから半導体素子のシングル

イベント現象を引き起こす。 

銀河宇宙線は太陽活動や地球磁場の影響を受けて強度は変動する。 
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  [ 太陽風 ] 

太陽のコロナから放出される荷電粒子でプラズマとして地球付近まで飛

来する。陽子と電子があり、さらに微弱ではあるが磁場も存在する。 

 

  [ 太陽放射圧 ] 

   太陽からの放射により受ける圧力で、対象物の反射率により変化する。 

 

  [ 宇宙塵 ] 

宇宙塵とは、宇宙空間に浮遊する固体の呼称である。 

 

  [ 宇宙デブリ ] 

人類の宇宙活動により生じたもので、機能を停止した人工衛星や打上げ

ロケット及びその破片である。 

 

(3) 信頼性評価計画への反映 

a.各環境項目に対する耐性の保証方法として解析によるもの、試験により検

証するもの、または、その他の手段によるものを、設計の初期段階で明確

に識別し、信頼性評価計画に反映する。 

b.特に宇宙環境のシミュレーションが困難なものについては下記が考えられ

る。 

 ・例えば大型展開構造物 

    部分的な試験の組合せ及び解析により評価する。 

 ・例えば放射線環境での機器の耐性 

フライトデータの蓄積により間接的に設計の妥当性を評価しておく必

要があり、特に電子部品については、同一部品(仕様･型番、設計、構造)

での耐放射線評価データにより解析／評価する。 

 

 

実施しない場合の影響 

 機器設計のベースラインが不明確となる。 

 

参考文献 

 1) JERG-2-130「宇宙機一般試験標準」 

2)  JERG-2-142「一般環境標準(宇宙機)」 

3) 日本学術振興会編； 金属防蝕技術便覧新版、（ 昭和47 年） 、日刊工業

新聞社. 

4) 正野重方：気象学総論、地人書館 昭和43年、９版 

5) NASA; TM X-64627 Space and Planetary Enviroment Criteria Guidelines 

for use in Space Vehicle Development 

6) JERG-2-141「宇宙環境標準」 

7)  JERG-2-143「耐宇宙環境設計標準（耐放射線設計標準）」 
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3.4 インタフェース条件の設定            

 

効果 

 品目間のインタフェース条件を明確にし、設計仕様書の一部として、インタ

フェース管理仕様書（ICS）／インタフェース管理図面（ICD）に文書化し管理

することにより、品目間相互のインタフェース上の誤解、トラブルの発生が減

少する。 

 特に、システムの構成品が複数のメーカに分割して発注される場合や、得意

先からの支給品目がある場合には効果的である。 

 

効果的な実施時期 

 基本設計の初期段階でインタフェース条件を設定する。以降、設計の進展に

伴い維持、更新を図る。 

 

技術的根拠 

 各品目が有するインタフェース条件を設定することにより、品目間の誤解、

インテグレーション時のトラブル発生を防ぐことができる。 

 

JMR-004の対応項番 

4.3.3 設計仕様書 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 設計仕様書の作成、維持 

 

実施方法 

(1) インタフェース条件の設定 

   インタフェース条件は、品目に対して上位システム及びインタフェース 

する他の機器から、インタフェース部位を介して品目に入力される電気

的、機械的、物理的な設計情報であり、又逆に品目側から上位システムな

どに対して出力される情報でもある。 

   したがって、品目の設計に際しては、開発の初期段階に品目に要求され 

るインタフェース条件を漏れなく洗い出し、他機器との間でこの情報内容 

（条件）を明確に設定し、これらの条件が設計上の制約条件ならびに品目 

側が保証すべき出力条件でもあることを念頭に、以降の設計を進めること 

が必要である。 

   この取り決めに不備があると、コンポーネントレベルから上位のインテ

グレーション時にインタフェース不整合となるトラブルを生じさせる要因

となる。 

   設計の初期段階で、各品目相互間で調整した結果を設計仕様書及びイン

タフェース管理仕様書（ICS）としてまとめる。 

また、設計の進展に伴いこの維持、更新を図る。 
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なお、インタフェース条件の設定に際しては、品目相互の共通理解、特

に運用における条件や形態の理解が重要となっている。共通理解を深める

ための手段として、書面や関係者によるインタフェース調整だけでなく、

コンポーネントメーカによるシステム（運用）メーカでの運用形態の把握

（見学等）を行うことも考慮すべきである。 

 

 

(2) 代表的なインタフェース項目 

   インタフェース項目は各品目が有する機能により多岐に亘るが、インタ

フェース条件を取り決める必要がある代表的な項目を以下に示す。 

 

 a.機械的インタフェース 

 b.電気的インタフェース 

  c.熱的インタフェース 

  d.ソフトウェアインタフェース 

  e.データバスインターフェース 

  f.座標系インタフェース 

  g.流体的インタフェース 

  h.光学的インタフェース 

  i.運用インタフェース 

 

   表3.4-1に衛星での、搭載コンポーネント(主として電子機器)、ワイヤハ

ーネス、同軸ケーブル及び導波管、熱構造モデルに対するICD中で、記載す

べき事項の要求（例）を示す。 

   なお、表3.4-1では上記a.～i.項までのインタフェース項目のうち、電子

機器に対して最も一般的な項目である機械的インタフェース、電気的イン

タフェース、熱的インタフェース及びその他のインタフェース各項目につ

いて、記載すべき具体的項目の(例)を示す。 

   また、表3.4-2に品目が必要とするインタフェース項目全てを含めた、コ

ンポーネントICDの構成及びその記載内容(衛星機器の例)を示す。 

 

(3) 検証 

   品目のインタフェース項目は、品目の検査／試験により検証し、インタ  

フェースの適合性、整合性を保証すること。 

 

実施しない場合の影響 

 各品目間のインタフェース条件が不明確となり、インテグレーション時にト

ラブルが発生する。 

 

参考文献 

なし 
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表3.4-1 各ICDにおけるインタフェース項目への記載事項(例)(1/2) 

 

 

 

 No. 
 

 

 

  [注] 

 

 

 

記 載 項 目 
 

 

 

ICDの対象  

 

 

備 考 
 

 

 

コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

同
軸
ケ
ー
ブ
ル･
導

波
管 

ワ
イ
ヤ
ハ
ー
ネ
ス 

熱
構
造
ダ
ミ
ー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機 

 

 

 

 

 

 

械 

1 品質識別表示 ◯ ◯ ◯ ◯  

2 形状・寸法 ◯ ◯ ◯ ◯  

3 取付け面以外の表面処理 ◯   ◯  

4 取付け面の面粗さ ◯   ◯  

5 取付け面の面精度 ◯   ◯  

6 取付け面の平面度 ◯   ◯  

7 使用材料 ◯   ◯  

8 取付けネジ部厚み ◯   ◯  

9 基準取付け穴 ◯   ◯  

10 取付け穴 ◯   ◯  

11 ファスナ ◯ ◯  ◯  

12 締付けトルク ◯ ◯  ◯  

13 衛星座標系とコンポーネント座標系

の関係 
◯   ◯ 

 

14 取付け要求 ◯   ◯  

15 質量 ◯ ◯ ◯ ◯  

16 重心位置 ◯   ◯  

17 質量特性 ◯   ◯  

18 剛性 ◯     

19 コネクタ・フランジの種類及び型番  ◯    

20 使用線材・導波管  ◯ ◯  
ハーネス図 

は線材のみ 

21 コネクタの種類及び型番   ◯   

22 コネクタの挿抜力   ◯   

23 回転質量特性    ◯  

24 固有振動数    ◯  

[注]各ICDにおいて記載番号は、適宜採番すること。 
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表3.4-1 各ICDにおけるインタフェース項目への記載事項(例)(2/2) 

 

 

 

 No. 
 

 

 

  [注] 

 

 

 

記 載 項 目 

 
 

 

ICDの対象  

 

 

備 考 
 

 

 

コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

同
軸
ケ
ー
ブ
ル･
導
波

管 ワ
イ
ヤ
ハ
ー
ネ
ス 

熱
構
造
ダ
ミ
ー 

電 

 

気 

1 RF入力端子 ◯ ◯    

2 接触面積 ◯ ◯    

3 非RF入力端子 ◯     

4 消費電力 ◯     

 

 

 

 

 

 

熱 

 

 

1 接触面積 ◯   ◯  

2 発生熱量 ◯ ◯  ◯  

3 許容温度範囲 ◯ ◯    

4 許容温度変化率 ◯     

5 温度規定点 ◯ ◯  ◯  

6 温度計測点 ◯   ◯  

7 温度センサ種別 ◯     

8 インタフェース温度 ◯     

9 熱放射率 ◯ ◯  ◯  

10 太陽光吸収率 ◯   ◯  

11 能動熱制御特性 ◯   ◯  

12 発熱密度 ◯   ◯  

13 熱容量 ◯ ◯  ◯  

 

 

そ 

の 

他 

1 可動部エンベロープ要求 ◯     

2 視野 ◯     

3 回転体の特性 ◯     

4 コンポーネント座標系 ◯   ◯  

5 構造数学モデル ◯   ◯  

6 熱数学モデル ◯   ◯  

7 極性・方向性 ◯     

8 ヒータ接続端子    ◯  

9 ヒータ諸元    ◯  

[注]各ICDにおいて記載番号は、適宜採番すること。 
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表3.4-2 コンポーネントICDの構成/記載内容（例） 

No 摘 要  記 載 内 容 備考 

１ 表紙 ICD名称、文書番号及び改定記号、 

発行年月、作成元 

 

２ 改定記録 

 

改定記号、改定日付、改定理由、 

改定責任者 

 

３ インタフェース 

項目表 

表3.3-1に示す各項目について具体的内容を

記載する 

 

・指定様式を使用 

４ 形状図 当該品目のコネクタ面を全て含む三面図 

必要に応じて詳細図を示す 

 

５ ピンアサイメント 当該品目のコネクタ全てについて以下の項目

を示す 

(1)コネクタ番号、コネクタの種類、ピン番

号 

(2)信号名、信号記号、入出力区分 

(3)電流値、電圧値 

(4)信号の種別と周波数 

(5)入出力回路（６項の回路図との対応関

係） 

(6)ハーネスに対する要求(ツイスト、 

  シールド等) 

・指定様式を使用 

６ 入出力回路図 (1)コネクタの各ピン毎に入出力回路を示す 

(2)回路定数(L,C,R、半導体型名） 

 

７ 接地系統図 

 

コンポーネント内の接地系統をコネクタピン 

との対応を含めて示す 

 

８ その他 上記の他管理上必要とする以下の情報を記述

する 

(1)運用モードの定義 

(2)使用周波数(DC/DCのSW周波数) 

(3)磁気特性 

(4)一次電源負荷モデル 

・指定様式を使用 

９ 個別事項 必要に応じて記載する 
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3.5 信頼性技術情報の反映              

 

効果 

 信頼性技術情報の設計への反映により、過去の宇宙プログラムで発生した異

常／故障の当該品目での再発を未然に防止でき、これにより品目の信頼性確

保、開発の効率化を図ることができる。 

 

効果的な実施時期 

 基本設計段階で設計、部品・材料選定時に設計への反映事項を洗い出すこと

が重要である。その後、維持設計段階に至るまで各時点での信頼性技術情報を

常に監視し、品目への反映の要否をフォロ－することが必要である。 

 

技術的根拠 

 信頼性技術情報の事例、勧告は、過去の宇宙プログラムで発生した異常／故

障の中で特に重要かつ、比較的機器に共通な事例を整理したものである。 

 したがって、これを設計に活用することにより、品目の信頼性向上を図るこ

とができる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.3 設計仕様書、(2)項 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 故障モード情報の収集 

(2) 異常／故障のフィードバック 

(3) 部品、ディバイス、材料、工程プログラム（適用審査） 

(4) 詳細設計審査 

 

実施方法 

(1) 信頼性技術情報の反映の方法 

   a.信頼性技術情報の種類 

    信頼性技術情報には以下のものが挙げられる 

・製造メーカ内で発生した異常／故障事例 

・JAXA信頼性技術情報／注意喚起情報 

・学会誌、シンポジウムでの事例紹介 

・国外の宇宙機器で発生した異常／故障事例 

 

これらに紹介されている異常／故障の原因、再発防止策(対策)としてど 

のような手段が講じられたかを分析し、適切なキーワードを用い設計者が

活用し易い形態に情報整理することが必要である。 
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   b.情報の収集及び管理 

・上記の情報は製造メーカ社内で公的に扱われているもの以外は一般に

各部門担当者が個人情報として保有している場合が多く、この情報を

組織的に収集することも重要である。 

・収集した情報は、単に登録台帳上で管理するのでは不充分であり機

種、原因、部品品種、対策などをキーワードにして検索でき、設計者

が活用し易い形態に整理しておくことが必要である。 

 

   c.具体的展開方法 

・具体的展開には製造メーカ内の通信ネットワークを積極的に活用し、

関連部門(又は関係者)への一斉配信により、情報の即時連絡並びに情

報の共有化を図る方法が考えられる。 

・品質保証部門が中心となり社内部門単位の共通サーバに｢不具合掲示板

(仮称)｣を設け、これに信頼性技術情報を掲示し、内容を維持更新して

いく方法などは、過去の事例を関係者に周知させるためには有効であ

る。 

・社内教育の場で事例を紹介し、関係者に再発防止に向け喚起を促すこ

とは直接的であり有効である。 

・また、同一機種で過去に発生した異常／故障については、事例のサマ

リを作り、これを設計チェックリストとして活用することが効果的で

ある。 

 

上記の手段により、設計者に過去に発生した異常／故障の事例を周知   

させ、この再発防止に向けての職場風土造りが重要であり、又設計   

への反映事項としては、 

・異常／故障事例が品目の機能、設計内容(例えば部品の電気回路での使

用方法など)に該当するか否かを確認し、設計、製造方法に対し必要な

策を講ずる。 

・部品・材料選定時に、使用予定部品・材料の中に信頼性技術情報で勧

告のあったものが含まれていないかを確認する。該当部品・材料があ

る場合には、その勧告事項が製造業者で改善済みであるか否かを確認

し、否の場合には代替品の使用を検討する。 

・詳細設計段階以降の維持設計段階においても、新たに発行された信頼

性技術情報を常に監視し、品目への対策の要否を確認する必要がある。 

 

   d.設計への反映状況の確認 

・設計の初期段階で設計、信頼性技術担当者による小規模な設計会議、

図面審査会(仮称)で、信頼性技術情報に基づくチェックリストにより

反映状況を確認する。 

・部品、ディバイス、材料、工程プログラム（適用審査）で設計結果に
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基づき反映状況を審査し、詳細設計審査で設計段階の最終確認を行う。 

 

(2) JAXA信頼性技術情報 

JAXA事業における不具合の未然防止及び信頼性確保を図るため、安全・

信頼性推進部長がJAXA内及び宇宙航空関連メーカ等のJAXA外部を対象とし

て発行する技術情報である。 

 

(3) JAXA注意喚起情報 

不具合の原因究明が未了等、信頼性技術情報の作成基準に該当しない

が、注意喚起として速やかな周知が必要な情報について、安全・信頼性推

進部ミッション保証技術グループがJAXA 内外を対象として発行する技術情

報である。なお、JAXA 外の配布先は、信頼性技術情報より範囲を限定す

る。 

 

 

実施しない場合の影響 

 信頼性技術情報に示された失敗と同じ失敗を繰り返す恐れがある。 

 

参考文献 

なし 
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3.6  設計業務の標準化 

                

効果 

 設計業務の標準化により、潜在的な欠陥を除去し、設計の不整合を防止し、

短期間に安定した信頼性を確保することができる。 

 

効果的な実施時期 

 設計業務の標準化の活動は、基本設計段階から設計、製造、検査／試験など

の工程において継続して行い、開発で得られた成果、ノウハウを標準としてま

とめ、設計業務に活用する。 

 

技術的根拠 

 実績のある設計標準に基づく設計業務により製品設計上の過去の同種不具合

を防止し、要求を満たす設計品質の確保が容易になる。 

 

JMR-004の対応項番 

  4.3.4 設計の標準化 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

(3) 製造工程の標準化 

 

実施方法 

(1) 設計標準の制定 

   設計の標準化は、開発で得られたノウハウを文書化し共通的に利用でき

るように整備することである。 

  

この設計標準は、設計者のマニュアルとして公式文書にしたものであり、

例えば設計や製図などの業務において設計者が遵守すべき設計法、部品な

どの選択や使用の基準及び表示の基準など、実行の際の指針、判断基準及

び標準技術技法などを定めた“設計における標準”の総称であり、この中

には社内の設計全般に適用するものと、宇宙用など、適用分野を特定して

制定するものがある。 

 

図3.6-1に設計標準の体系の例を示す。 

・設計マニュアル／ハンドブック： 具体的な設計の手順を示したもの 

 設計マニュアルは、設計に必要な資料をたえず蓄積、最新化し、設計

者がつねに活用できるように整理、標準化しておくことが必要である。

このマニュアルには、機構設計基準、回路設計基準、構造設計基準、熱

設計基準、インタフェース管理図面の作成要領などがある。 

・製図マニュアル： 図面作成方法の基本となるもの 

  製図マニュアルは、JIS規格などの公的規格を取り込み、図面作成上
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の指針、方法や図面の取扱、保管などを標準化したものであり、このマ

ニュアルには図面作成基準、製図規定などがある。 

・部品／材料規格（リスト）： 電気部品、機械部品、材料の仕様などを

規定するもの又は（該当品の）リスト 

部品／材料規格には、JAXA-QTS、MIL規格、JIS規格、ISO規格及び社

内規格などがある。 

   

また、信頼性工学の主な業務に係わる標準の内容例を次に示す。 

 

・ 設計審査実施要領： 宇宙機器の設計段階で、設計中の性能・機能・

信頼性につき、価格納期などを考慮しながら、設計改善を図るための

審査体制、方法などを規定したもの 

・ 信頼度予測実施要領： 信頼性ブロック図から故障率の算出、信頼度

計算により製品の残存確率の予測する方法について規定したもの 
・ ストレス解析実施要領： 部品定格や材料強度に対して、実使用に際

し想定されるストレスにおける余裕を解析するもの 

・ FMEA実施要領： 事前に、製品を構成する機能ブロック又は部品の故

障モードを識別し、故障の影響解析及び故障原因に対する対策を行う

ことで、設計などにフィードバックを与えトラブルを未然に防止する

ための解析方法を規定したもの 
・ FTA実施要領： 設計段階で事前に製品について重要な故障モードの発

生経路を解析し、基本事象となる故障原因の対策を検討し設計などに

フィードバックを与えトラブルを未然に防止したり、製品に故障発生

時に故障の原因を推定したりするための解析方法を規定したもの 

・ ワーストケース解析実施要領： ミッション期間中に性能劣化の恐れ

のある特性について設計余裕を解析するもの 

・ 寿命解析実施要領： 製品の寿命を予測したり、実使用に際し想定さ

れるストレスに対して余寿命を解析したりするもの 

・ 異常／故障解析実施要領： 不具合の調査を通じて、異常／故障に   

至ったメカニズムを明らかにし、迅速且つ的確な対策を立て、機器   

故障の再発を防止するための解析方法を規定したもの 

・ 部品などプログラム： 部品などの選定、調達、適用、評価に亘る一

連の活動の体制、方法などを規定したもの 

 

(2) 設計標準の活用 

設計標準は通常、各プロジェクトの個別要求や設計フェーズに応じ、全

面的あるいは一部を設計業務に適用する。 

継続的な設計標準の活用は、信頼性の向上に寄与する。 

・ 実績のある社内標準を活用することにより、設計品質が確保できる。

また、設計の単純ミスの予防にも役立つ。 

・ 図面の記載方法、インタフェース設計業務の手続きを標準化すること

により設計の不整合を防止でき、安定した品質を確保できる。 

・ 製造への指示の標準化により、製造工程の安定的な品質を確保でき
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る。 

 

(3) 宇宙航空研究開発機構の技術標準、設計基準、技術ハンドブックの例 

設計の標準化の活動に際して、JERG-2-000「宇宙機（人工衛星・探査

機）設計標準」などの、契約品目の設計に関連する技術要求・ガイドライ

ン文書（JERG文書）を考慮する。公開済みの宇宙航空研究開発機構のプロ

グラム管理要求文書、技術要求・ガイドラインを表3.6-1に示す。 

 

実施しない場合の影響 

  設計標準なしで設計した場合、設計の不整合が生じ、個々の設計結果に対する

検証が必要となり、開発コスト増となる。 

 

参考文献 

 なし 
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図3.6-1 設計標準の体系の例 
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表3.6-1 プログラム管理要求文書(JMR)／技術要求・ガイドライン文書(JERG)

リスト    (2022年12月現在) 

（適用に際しては、JAXA HP(https://sma.jaxa.jp/TechDoc/)等で最新情報を確

認すること） 

 

１．プログラム管理要求文書 

JMR-000 共通技術文書の定義及び管理 

JMR-001 システム安全標準 

JMR-002 ロケットペイロード安全標準 

JMR-003 スペースデブリ発生防止標準 

JMR-003-HB001 スペースデブリ発生防止対策 設計・運用マニュ

アル（宇宙機編） 

JMR-003-HB002 スペースデブリ発生防止対策 設計・運用マニュ

アル（ロケット編） 

JMR-004 信頼性プログラム標準 

JMR-005 品質保証プログラム標準 

JMR-006 コンフィギュレーション管理標準 

JMR-010 コンタミネーション管理標準 

JMR-012 電気・電子・電気機構部品プログラム標準 

JMR-013 品質保証プログラム標準（基本要求 JIS Q 9100） 

JMR-014 惑星等保護プログラム標準 

 

２．技術要求・ガイドライン文書 

共通 

JERG-0-001 宇宙用高圧ガス機器技術基準 

JERG-0-017 品質保証プログラム標準 解説書 

JERG-0-018 ヒューマンファクタ分析ハンドブック 

JERG-0-039 宇宙用はんだ付工程標準 

JERG-0-039-TM001A 宇宙用はんだ付工程標準（JERG-0-039）技

術データ集 
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JERG-0-040 宇宙用電子機器接着工程標準 

JERG-0-041 宇宙用電気配線工程標準 

JERG-0-042 プリント配線板と組立品の設計標準 

JERG-0-043 宇宙用表面実装はんだ付工程標準 

JERG-0-043-TM001A 宇宙用表面実装はんだ付工程標準（JERG-0-

043）技術データ集 

JERG-0-047 再突入機の再突入飛行に係る安全基準 

JERG-0-047-HB001 再突入機の再突入飛行に係る安全基準 解説書 

JERG-0-049 ソフトウェア開発標準 

JERG-0-050 海外部品品質確保ハンドブック 

JERG-0-051 海外コンポーネント品質確保ハンドブック 

JERG-0-052 宇宙転用可能部品の宇宙適用ハンドブック（共通編） 

JERG-0-054 BGA/CGA実装工程標準 

JERG-0-059 品質保証プログラム標準（基本要求 JIS Q 9100）解説

書 

JERG-0-060 ロバスト設計ハンドブック 

JERG-0-060-TM001 ロバスト設計の実践事例集 

 

ロケット 

JERG-1-007 射場運用安全技術基準 

JERG-1-008 ロケット搭載ソフトウェア開発標準 

JERG-1-009 ロケット機器用鉛フリー部品適用工程標準 

JERG-1-009-HB001 ロケット機器用鉛フリー部品適用工程標準

（JERG-1-009）解説書 

JERG-1-010 宇宙転用可能部品の宇宙適用ハンドブック（ロケット

編） 
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宇宙機 

JERG-2-000 宇宙機（人工衛星・探査機）設計標準 

JERG-2-023 宇宙転用可能部品の宇宙適用ハンドブック（長寿命衛

星編） 

JERG-2-024 宇宙転用可能部品の宇宙適用ハンドブック（科学衛星

編） 

JERG-2-025 公募小型副衛星 ハザード解析ハンドブック 

JERG-2-026 軌道上サービスミッションに係る安全基準 

JERG-2-100 システム設計標準 

JERG-2-120 単一故障・波及故障防止標準 

JERG-2-130 宇宙機一般試験標準 

JERG-2-130-HB001 衝撃試験ハンドブック 

JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブック 

JERG-2-130-HB003 振動試験ハンドブック 

JERG-2-130-HB004 フォースリミット振動試験ハンドブック 

JERG-2-130-HB005 熱真空試験ハンドブック 

JERG-2-130-HB006 環境試験信頼性要求ハンドブック 

JERG-2-130-HB007 宇宙機一般試験標準ハンドブック 

JERG-2-141 宇宙環境標準 

JERG-2-142 一般環境標準（宇宙機） 

JERG-2-143 耐宇宙環境設計標準（耐放射線設計標準） 

JERG-2-144 微小デブリ衝突耐性評価標準 

JERG-2-151 ミッション・軌道設計標準 

JERG-2-152 擾乱管理標準 

JERG-2-153 指向管理標準 

JERG-2-200 電気設計標準 

JERG-2-200-TP001 科学衛星等電気設計基準テンプレート 

JERG-2-211 帯電・放電設計標準 
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JERG-2-212 ワイヤディレーティング標準 

JERG-2-213 絶縁設計標準 

JERG-2-214 電源系設計標準 

JERG-2-215 太陽電池パドル系設計標準 

JERG-2-241 EMC設計標準 

JERG-2-310 熱制御系設計標準 

JERG-2-311 MLI剥離防止設計標準 

JERG-2-320 構造設計標準 

JERG-2-330 機構設計標準 

JERG-2-340 宇宙機用推進系設計標準 

JERG-2-400 通信設計標準 

JERG-2-400-HB201 CCSDS概説 

JERG-2-400-TP100 科学衛星等通信設計基準テンプレート 

JERG-2-400-TP101 通信・データハンドリングアーキテクチャ概要

及び衛星搭載・地上サブネットワークプロトコル 

JERG-2-400-TP102 通信・データハンドリングアーキテクチャ エ

ンドツーエンドプログラム 

JERG-2-400-TP103 通信・データハンドリングアーキテクチャ ス

ペースリンクプロトコル 

JERG-2-401 テレコマンドデータリンクプロトコル設計標準 

JERG-2-402 AOSデータリンクプロトコル設計標準 

JERG-2-403 スペースコミュニケーション・エンドツーエンドプロ

トコル設計標準 

JERG-2-411 RF通信系設計標準 

JERG-2-420 RF回線設計標準 

JERG-2-431 MIL-STD-1553Bオンボードサブネットワーク設計標

準 

JERG-2-432 Space Wire オンボードサブネットワーク設計標準 
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JERG-2-500 制御系設計標準 

JERG-2-510 姿勢制御系設計標準 

JERG-2-600 ソフトウェア開発標準（宇宙機用） 

JERG-2-610 宇宙機ソフトウェア開発標準 

JERG-2-700-TP001 衛星の機能モデル（Functional Model of 

Spacecraft（FMS）） 

JERG-2-700-TP002 宇宙機監視管理プロトコル 

JERG-2-701 運用準備標準 

JERG-2-700-TP108 通信・データ処理アーキテクチャ タイム管理 

 
 

地上設備 

JERG-3-001 地上設備・装置品質プログラム標準 

JERG-3-003 地上ソフトウェア開発標準 

JERG-3-004 地上設備・装置の保全ガイドライン 

 

 

 



                                 JERG-0-063 

3-45 

3.7  製造工程の標準化                

 

効果 

  部品、材料、組立品の製造工程の標準化により、安定した品質の確保が可能

となり、ミッション達成上のリスクを軽減できる。 

 

効果的な実施時期 

  製造工程の標準化の活動は、製造、検査／試験などの工程において継続して

行い、開発で得られた成果、ノウハウを作業標準としてまとめ、製品の製造工

程の設計に活用する。 

 

技術的根拠 

 標準化が必要な製造工程は、製品仕様に依存しない共通性のある製造工程で

あり、統一した製造工程の設定により、設計業務の軽減、製造工程の継続的な

改善が可能である。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.4 設計の標準化 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 工程プログラム 

(2) 設計業務の標準化 

(3) 信頼性プログラムを適用する供給業者の管理 

 

実施方法 

製造工程の標準化は、主には製品仕様に依存しない共通性のある工程を対象

にして行う。例えば、部品製作、組立、検査、取扱い、保管などを対象とし、

品質の安定、不具合防止、能率向上、作業安全を目的としている。 

公的な仕様書、期待される品質、必要な工具／設備、環境的適合性、製造要

因（製造テクノロジー、製作と組立コスト、材料の供給源、ワークマンシップ

の許容範囲、確認方法など）を考慮し、製造工程の標準化を行う。 

 

(1) 製造工程の標準の分類 

製造工程の標準には、製造上の技術的事項を定める製造技術標準及び製 

造技術標準に基づいて作業者が作業を行う上で必要な事項を定める製造作

業標準がある。 

a.製造技術標準 

 製造技術標準は、次の事項を定めたものであり、この標準には、製造 

規格、製造技術規格、工程標準、工程仕様書などの名称がある。主には

以下の項目を定めた標準であり、技術者が活用するものである。 

・ 使用設備、治工具の選定 

・ 加工条件の選定 

・ 作業者の条件（特殊工程にかかわる作業者検定の規定など） 
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・ 製造環境 

・ 目標品質など 

 

b.製造作業標準 

  製造作業標準は、次の事項を定めたものであり、この標準には、作業 

手順書、作業要領書、作業指導書などの名称がある。主には以下の項目

を定めた標準であり、作業者が活用するものである。 

・ 作業者の要件（特殊工程にかかわる検定合格者の規定など） 

・ 使用材料（はんだ、切削油など） 

・ 設備・治工具の取扱い方法 

・ 作業手順 

・ 作業方法 

・ コツや注意事項 

・ 安全心得 

・ 作業環境 

・ 異常時の処置と報告など 

 

(2) 製造工程標準の活用 

例えば、製造工程標準を活用して、QC工程図（又はQC工程表）を作成す 

る。 

 

実施しない場合の影響 

  作業標準なしで製造を行った場合、製造指示ミスも含め、製品に欠陥が混入

し、期待した性能・特性と異なった結果が生じ、要求される性能、信頼性を満

足させることができなくなる。 

 

参考文献 

 なし 
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3.8 信頼度配分                   

 

効果 

システムに要求される定量的な信頼度要求値をサブシステムあるいは構成部

品レベルに割り付けることにより、開発設計のためのベースライン要求（開発

目標値）を明確に設定できる。 

 

効果的な実施時期 

 概念／予備設計段階。開発設計のためのベースライン（開発目標値）設定が

目的であることを考慮し、以降開発設計の進展に合わせた見直し／維持を行

う。 

 

技術的根拠 

システムに要求される定量的な信頼度要求を適切かつ効率的に満足させるた

めの基本的作業が可能になる。 

 

JMR-004との対応項番 

4.3.5 信頼度予測 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼度予測 

 

実施方法 

以下の手順により配分を実施する。 

(1) 信頼性モデルの作成 

信頼性モデルは、システムに要求される定量的な信頼度目標値を下位

レベルに配分するためのモデルであり、規定された任務を遂行するため

に必要なサブシステム及び機器などで構成される。 

システムの中に冗長系又は代替作動系が含まれる場合は、それらに対

応した数学モデルを作って信頼度を配分してもよいが、以下のように冗

長系全体を一つのサブシステム又は機器(群)と見なして直列モデルに置

き換えて信頼度を配分してもよい。 

 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 
No.1 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

No.2 
ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

No.3 
ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 
No.4 

システム 

機器No.1 
(Ｒ１，１) 

機器群No.2 
(Ｒ１，２) 

機器群No.3 
(Ｒ１，３) 

機器No.4 
(Ｒ１，４) 

モデル化 

機器No.1 

機器No.2' 

機器No.4 

機器No.2 
ｻﾌﾞｼｽﾃﾑNo.1の 

実際の機器構成 

 
機器No.3' 

機器No.3 

(機器群NO.2) (機器群NO.3) 
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(2) 配分方法の決定 

配分方法の決定に先立ち、システムの信頼度目標値を達成する際の制約

条件や各サブシステムの特性を明確にし、その内の何を重視して配分を行

うかの基本方針を立てる。 

一般的に、制約条件としては、開発期間、コスト、重量、容積などが、

又サブシステムの特性としては、重要度、複雑性、改善の難易度、動作環

境、稼動時間などがあげられる。 

参考までに、H-ⅡAロケット機体システムの信頼度配分値例を以下に示

す。本配分値は、後述するAGREE配分技法に過去のロケットの実績データ

に基づく経験値を加味して設定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配分の基本方針が決定したら、その方針を踏まえて適切な配分方法を 

選択する。 

一般的な配分手法の具体例を次に示す。 

  配分方法は、対象とするシステムの性格や規模及び開発フェーズに応じ 

て選択すべきものであり、例に示す方法から選択するか、あるいはこれら 

以外の適切な方法を用いても良い。 

SRB-A  
0.995979 

第１段 
0.989684 

第２段 
0.986472 

フェアリング系
0.999500 

Ｈ－ⅡＡ機体システム 
0.971812 

ペイロードインタフェース系 
0.999926 
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【具体例1：等配分技法】 

適用範囲 

 n個のサブシステムが直列に使われているという以外に、システムに関す

る明確な情報がない場合に、各々のサブシステムに同一の信頼度目標値を割

り当てる。 

 この手法の弱点は、サブシステムの目標値が、それを達成するために必要

となる困難度合によって割り当てられないことである。 

 

配分式 

 ｉ番目のサブシステムに配分された信頼度目標値は、 

   Ｒ＊ｉ＝（Ｒ＊）1/n 

   ｉ ；サブシステム（ｉ＝１，２，……，ｎ） 

   Ｒ＊ ；サブシステム全体の信頼度目標値 

 

具体例 

計算機、センサ、データ処理装置、制御機器の4つのサブシステムからな

る制御システムがある。このシステムが機能するためには、各サブシステム

が機能しなければならない。 

このシステムが0.996という信頼度目標値を満足するための各サブシステ

ムへの信頼度配分例を以下に示す。 

 

(1) システムの信頼度目標値と信頼性モデル 

  システム全体の信頼度目標値 ； 0.996 

 

        ＲＡ      ＲＢ      ＲＣ      ＲＤ 

 

(2) 制約条件、各サブシステムの特性 

・各サブシステムは独立に開発される。 

・各サブシステムの開発費用は同じである。 

 

(3) 各サブシステムへの配分計算 

 ＲＡ＝ＲＢ＝ＲＣ＝ＲＤ＝(Ｒ)１／ｎ＝(0.996)１／４＝0.999 

 

したがって、各サブシステムに一律に、0.999の信頼度目標値を割り当

てればよい。 

 

 

制御システム 

計算機 センサ ﾃﾞｰﾀ処理装置 制御機器 
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【具体例2：AGREE配分技法】 

適用範囲 

 各サブシステムの複雑さと重要性の両方を考慮した配分をする。Ｋ個のサ

ブシステムが直列で、その各々の故障分布が指数分布であると仮定できる場

合に適用できる。 

 配分される信頼度目標は、MTBF又は信頼度で表される。 

 

配分式 

ｉ番目のサブシステムに配分された平均故障間隔（MTBF）は、 

ｉ番目のサブシステムに配分されたミッション期間での信頼度目標値は 

   ( )
ｉ

ｉ
ｉｉ

θ

－ｔ
＝ｅｘｐｔＲ ＊  

ただし、システム故障に至る故障に関する信頼度は 

   ( )
ｉ

ｉｉ
ｉ

θ

ｔ－Ｗ
＝ｅｘｐｔＲ **  

となる。  

 

ｉ ：サブシステム（ｉ＝１，２，３，……，Ｋ） 

ｔ ：システムの要求ミッション期間 

ｔｉ ：第ｉ番目のサブシステムの要求ミッション期間 

Ｗｉ ：重要度ファクタ。第ｉ番目のサブシステムの故障がシステム故

障に帰する確率として表されたもの。 

ｎｉ ：第ｉ番目のサブシステムのモジュール数 

Ｎ ：システムにおけるモジュールの総数（＝∑
=

ｋ

ｉｎ
1i

） 

Ｒ＊(t) ：システムのミッション期間中の信頼度目標値 

 

具体例 

 4つのサブシステムからなるシステムを考える。このシステムのミッショ

ン期間は4時間であり、信頼度目標値は、0.9である。 

 各サブシステムの重要度と複雑度（モジュール数）がわかっているとき、

この0.9の信頼度目標値の各サブシステムへの配分例を以下に示す。 

 

(1) システムの信頼度目標値と信頼性モデル 

  システム全体の信頼度目標値：0.9 
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(2) 制約条件、各サブシステムの特性 

サブシステム 

(i) 

モジュール数 

（ｎｉ） 

重要度ファクタ 

（Ｗｉ） 

ミッション期間 

（ｔｉ） 

１ 

２ 

３ 

４ 

20 

30 

200 

50 

0.7 

0.5 

0.8 

0.2 

4 

4 

4 

4 

 Ｎ＝300   

 

(3) 各サブシステムへの配分計算 

時間＝＝＝θ 398
2.108
840

20(0.1054)
)300(0.7)(41  

0.990(-0.01)4/398)-(4)1* ＝＝ｅｘｐ＝ｅｘｐ（Ｒ  

時間＝＝＝θ 189
3.162
600

30(0.1054)
)300(0.5)(42  

0.979(-0.021)(-4/189)(4)2* ＝＝ｅｘｐ＝ｅｘｐＲ  

時間＝＝
（

＝θ 45
21.08
960

)200(0.1054
0.8)(0.4)3003  

0.915(-0.089)(-4/45)(4)3* ＝＝ｅｘｐ＝ｅｘｐＲ  

時間＝＝
（

＝θ 45
5.27
240

50(0.1054)
0.2)(4)3004  

0.915(-0.089)(-4/45)(4)4* ＝＝ｅｘｐ＝ｅｘｐＲ  

 

 サブシステム単位に見た信頼度目標値は、上記のようにＲ＊
１、Ｒ＊

２、

Ｒ＊
３、Ｒ＊

４と求まる。 

 この時、これにシステム故障に至る確率Ｗｉを考慮して、システム全体

から見た各サブシステムの信頼度を求めると、次のようになる。 

Ｒ
１

**
＝ｅｘｐ �－

0.7 × 4
398

�＝0.9930 

Ｒ2

**
＝ｅｘｐ �－

0.5 × 4
189

�＝0.9895 

Ｒ3

**
＝ｅｘｐ �－

0.8 × 4
45

�＝0.9314 

Ｒ4

**
＝ｅｘｐ �－

0.2 × 4
45

�＝0.9824 
 

システム 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

１ 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

２ 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

４ 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

３ 
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0.9******** ＝ＲＲＲＲ＝Ｒ ４３２１ ××× となり 

ミッション期間4時間でのシステム全体の信頼度は、要求を満足している。 

 

【具体例3：ARINCの配分技法】 

適用範囲 

 どんなサブシステムの故障もシステム故障の原因となり、かつ、サブシス

テムのミッション時間はシステムのミッション時間と等しいような、定故障

率をもつ直列のサブシステムに適用できる。 

 この方法では、信頼度目標値を故障率又は信頼度を用いて表す。 

 

配分式及び配分のステップ 

**≦λλ
ｎ

ｉ＝１
ｉ∑ となるように

*
ｉλ を設定する。 

ｉ ：サブシステム（ｉ＝１，２，……，ｎ） 
*
ｉλ  ：ｉ番目のサブシステムに配分された故障率 
*λ  ：システム全体の故障率 

 

(1) 過去の観測又は評価からサブシステムの推定故障率 ｉλ を決定する。 

 

(2) ステップ(1)で決定した故障率に従って、各サブシステムに荷重ファク

タ (Ｗｉ)を割り当てる。 

∑
ｎ

ｉ＝１

ｉ

ｉ
ｉ

λ

λ
＝Ｗ  

  

(3) 各サブシステムの故障率の目標値を次式で割り当てる。 
** λ＝Ｗλ ｉｉ  

 

 

具体例 

姿勢制御系、テレメトリ・コマンド系、電源・パドル系、推進系、熱制御系の

５つのサブシステムから成る衛星システムを考える。過去の経験に基づいたサ

ブシステムについて推定された故障率は、各々、λ１＝1200FIT＊１、λ２＝

800FIT、λ３＝1000FIT、λ４＝600FIT、λ５＝400FITである。システムのミッシ

ョン期間は10年（87600時間）であり、信頼度目標値は0.8である。この信頼度

目標値の各サブシステムへの配分例を以下に示す。 

       *1 FIT：Failure Unit＝１／10９時間 
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（１）システムの信頼度目標値と信頼性モデル 

  システム全体の信頼度目標値：0.8 

 

（２）制約条件、各サブシステムの特性 

・システムのミッション期間：87600時間 

・各サブシステムの推定故障率 

姿勢制御系 λ１＝1200FIT 

テレメトリ・コマンド系 λ２＝800FIT 

電源・パドル系 λ３＝1000FIT 

推進系 λ４＝600FIT 

熱制御系 λ５＝400FIT 

 

（３）各サブシステムへの配分計算 

a.Ｒ＊（10年）＝ｅｘｐ［－λ＊（87600）］＝0.8 

      このときλ＊＝2500FIT 

b. λ１＝1200FIT 

 λ２＝800FIT 

 λ３＝1000FIT 

 λ４＝600FIT 

 λ５＝400FIT 

c. ＝０．３
００００＋６００＋４０１２００＋８００＋１

１２００
＝ω１  

 ＝０．２
００００＋６００＋４０１２００＋８００＋１

８００
＝ω２  

 ＝０．２５
００００＋６００＋４０１２００＋８００＋１

１０００
＝ω３  

 ＝０．１５
００００＋６００＋４０１２００＋８００＋１

６００
＝ω４  

 ＝０．１
００００＋６００＋４０１２００＋８００＋１

４００
＝ω５  

d.各サブシステムに配分された故障率は 

 

FIT
FIT
FIT

FIT
FIT

＝２５０＝０．１（２５００）λ

）＝３７５＝０．１５（２５００λ

）＝６２５＝０．２５（２５００λ

＝５００＝０．２（２５００）λ

＝７５０＝０．３（２５００）λ

＊
５

＊
４

＊
３

＊
２

＊
１

 

姿勢制御系 ﾃﾚﾒﾄﾘ･ｺﾏﾝﾄﾞ系 電源・ﾊﾟﾄﾞﾙ系 推進系 熱制御系 

衛星システム 
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e.各サブシステムに配分された信頼度目標値は 

 

２５０）＝０．９７８６００年）＝ｅｘｐ（－８７（Ｒ

３７５）＝０．９６７６００年）＝ｅｘｐ（－８７（Ｒ

６２５）＝０．９４６６００年）＝ｅｘｐ（－８７（Ｒ

５００）＝０．９５７６００年）＝ｅｘｐ（－８７（Ｒ

７５０）＝０．９３６６００年）＝ｅｘｐ（－８７（Ｒ

＊
５

＊
４

＊
３

＊
２

＊
１

×

×

×

×

×

10
10
10
10
10

 

   

   ミッション時間87600時間でのシステム全体の信頼度は、 

   ＝０．８０１ＲＲＲＲＲ＝Ｒ ＊
５

＊
４

＊
３

＊
２

＊
１ ××××  

   となりシステム信頼度目標値0.8を満たしている。 

 

 ここで求められた信頼度Ｒ１
＊～Ｒ５

＊を配分値とする。 

 姿勢制御系の故障率を例にとると、配分値750FITに対して、過去の実

績に基づく推定値は1200FITである。 

 この差は開発努力にて補うことになる。 

 

【具体例4：努力最小化アルゴリズム】 

適用範囲 

 システムの信頼度目標値を達成するために費やす総努力の最小化を行う。 

 努力とは具体的には、コスト、開発期間、試験回数、技術力向上などであ

るが、これらを総合して努力量として評価する。 

 この方法は、サブシステムの信頼度をＲ１からＲ２へ上げるために必要な

努力量が、サブシステム間で等しいと仮定できる場合に適用できる。 

 システムとしては、n個のサブシステムが直列に配置されたものを対象と

する。 

 

配分式及び配分のステップ 

**＝ＲＲ
ｎ

ｉ＝１
ｉ∏  のもとで 

），ＲＧ（Ｒ ｉ

ｎ

ｉ＝１
ｉ

*∑   

を最小にするような
*
ｉＲ を求めることである。 

 

ｉ ：サブシステム（ｉ＝１，２，……，ｎ） 
*
ｉＲ  ：ｉ番目のサブシステムに配分された信頼度目標値 
*Ｒ  ：システム全体の信頼度目標値 

ｉＲ  ：開発の現状態におけるサブシステムｉの信頼度 

)( *
ｉｉ，ＲＲＧ  ：努力関数。ｉ番目のサブシステムについて、信頼度を ｉＲ

から
*
ｉＲ へ上げるのに必要な努力量（この方法では、この努
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力関数が各サブシステムで同一とする。） 

 

(1)上に与えた仮定に従うと、一義的な解は、 






の場合，　ｉ＞ＫＲ

の場合，　ｉ≦ＫＲ
＝Ｒ

０ｉ

００
ｉ *

*
*  

である。ただし、サブシステムの信頼度は 

Ｒ１，Ｒ２，……，Ｒｎは非減少の順にならべられている。 

Ｒ１≦Ｒ２≦……≦Ｒｎ 

Ｋｏの値は、 

ｊ

１／ｊ

ｎ＋１

ｉ＝ｊ＋１
ｊ

ｊ ＝ｒ

Ｒ

Ｒ
＜Ｒ



















∏

*

 

となるようなｊの最大値として決められる。ただし、Ｒｎ＋１＝１と

定義しておく。 

 

 

(2)
*
ｏＲ の値は、 

ｏＫ

ｎ＋１

Ｋｊ
ｊＲ

Ｒ
＝Ｒ

1/

1-

*
*
O

0


















∏
+

 

と決められる。 

 

 システム信頼度はこのとき *Ｒ となることは明らかである。その理由は、
*
ｏＲ に対する関数を用いると、新しい信頼度については次のようになるか

らである。 

∏……
ｎ＋１

＋１ｊ＝Ｋ
ｊ

Ｋ
ｏｎ＋１Ｋ

Ｋ
ｏ

ｏ

ｏ

ｏ

ｏ ＝ＲＲＲ＝ＲＲＲ *** )()( )(  

 

具体例 

例として、3つのサブシステム（A、B及びC）からなるシステムを考える。 

ただし、システムが成功するためにはこれらのサブシステムのすべてが故

障なしに機能しなくてはならない。システム信頼度目標値は0.70に設定され

ている。 

ここでサブシステムの信頼度は、ＲＡ＝0.90、ＲＢ＝0.80かつＲＣ＝0.85と

予測されていた。総努力を最小にし、かつ、システム信頼度目標値を満足す

るための各サブシステムへの信頼度配分例を以下に示す。 

 これら3つのサブシステムに対しては同一の努力関数を仮定しておく。 
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(1) システムの信頼度目標値と信頼性モデル 

   システム全体の信頼度目標値：0.70 

 

 

 

(2) 制約条件、各サブシステムの特性 

・総努力量を最小にする。 

・3つのサブシステムの努力関数は同一とする。 

・各サブシステムの推定信頼度 

Ａ ＲＡ＝0.90 

Ｂ ＲＢ＝0.80 

Ｃ ＲＣ＝0.85 

 

(3) 各サブシステムへの配分計算 

a.サブシステムの信頼度の値を増える順序にならべる。 

  Ｒ１＝ＲＢ＝0.80，Ｒ２＝ＲＣ＝0.85，Ｒ３＝ＲＡ＝0.90 

 

b. 

ｊ

ｊ

ｎ＋１

ｉ＝ｊ＋１
ｊ

ｊ ＝ｒ

Ｒ

Ｒ
＜Ｒ

1/

*



















∏
 

 となるようなｊの最大値として ｏＫ を決定する。 

 

c.ｊ＝１のとき 

( ) ( )( )( ) 0.915
1.000.900.85

0.70
1.00

0.700.80 ＝＝
ＲＲ

＝＜ｒ＝Ｒ

１

３２

１１ 















 

 

d.ｊ＝２のとき 

( )( ) 0.882
1.000.90

0.700.85 ＝＝＜ｒ＝Ｒ

１／２

２２ 







 

 

e.ｊ＝３のとき 

システム 

サブシステム 

Ａ 

サブシステム 

Ｂ 

サブシステム 

Ｃ 
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0.888
1.00
0.700.90 ＝＝＞ｒ＝Ｒ

１／３

３３ 







 

 

f.Ｒ１＜ｒ１、Ｒ２＜ｒ２、Ｒ３＞ｒ３であるから、b.がＲｊ＜ｒｊとなるよう

な最大のｊの値であるのでＫｏ＝２となる。 

したがって、 

0.882
0.90
0.70* ＝＝Ｒ

１／２

ｏ 







 

であって、このことはサブシステムBの信頼度を0.80から0.882まで増

加させ、サブシステムＣの信頼度を0.85から0.882まで増加させ、サ

ブシステムAの信頼度だけは0.90のままにしておくよう努力を配分す

べきであることを意味している。全システムの信頼度は、要求通りに

0.70＝(0.882)２(0.90)である。このことはサブシステムAにはなんら

開発努力を費やすことなしに、サブシステムC、Bのそれぞれの信頼度

を0.882まで上げるために、CとBについて努力を払うべきであること

を意味している。この方策はシステム信頼度目標値を満たすために費

やされる全努力を最小にするものである。 

 

 

【具体例5：動的計画法】 

適用範囲 

 努力最小化アルゴリズムでは、すべてのサブシステムについて、その信頼

度をＲ１からＲ２へ上げるのに要する努力量は同一としたが、同一でない場

合はこの方法を用いる。 

 すなわち開発の際の困難度合が、サブシステムによって異なる場合に費や

す総努力が最小となるよう配分を行う。 

 システムとしてはn個のサブシステムが直列に配置されたものを対象とす

る。 

 

配分式と配分のステップ 

ｙ；システムの信頼度 ０≦ ｙ≦１ 

ｘｉ；開発の現状状態におけるサブシステムの信頼度水準 ０≦ｘｉ≦１ 

ｙｉ；サブシステムｉに配分された信頼度 ｘｉ≦ｙｉ≦１ 

Ｇｉ(ｘｉ，ｙｉ)；サブシステムｉの信頼度水準をｘｉからｙｉまで上げるた

めに要求される開発努力量 

ｎ；サブシステムの数 
*
ｉｙ ；総開発努力が最小となるようにサブシステムｉに配分される信頼度目

標とすると、 

　ｙ＝ｙ
ｎ

ｉ－１
ｉ∏ ，ｘｉ≦ｙｉ≦１ ，ｉ＝１，２，……，ｎ 

のもとで、 
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( )∑
ｎ

ｉ－１
ｉｉｉ ，ｙｘＧ  

が最小になるようなｙｉ（すなわち
*
ｉｙ ）を求めることである。 

 

具体例 

3つの独立なサブシステムから成るシステムがある。このシステムは、サ

ブシステムの各々が適正に機能したとき、機能することができる。このシス

テムの信頼度要求は0.90である。類似の機器に関する履歴情報と技術解析に

もとづくと、サブシステムの信頼度水準の推定値は、それぞれ0.95、0.95お

よび0.97である。 

3つのサブシステムに対し指定された努力関数は下表のとおりである。開

発費用を最小にするための各サブシステムへの信頼度配分例を以下に示す。 

 

         開 発 努 力 量       単位：1,000ドル 
ｙ１ Ｇ１(0.95，ｙ１) ｙ２ Ｇ２(0.95，ｙ２) ｙ３ Ｇ３(0.95，ｙ３) 

0.95 

0.96 

0.97 

0.98 

0.99 

0.995 

0 

1.0 

3.9 

16.5 

34.0 

65.0 

0.95 

0.96 

0.97 

0.98 

0.99 

0.995 

0 

20.0 

46.0 

81.2 

126.8 

179.8 

0.97 

0.98 

0.99 

0.995 

0 

25.0 

55.6 

99.7 

 

(1)  まず、(0.95)(0.95)(0.97)＝0.875425＜0.90であるということは、シ

ステム要求を満たすためにさらに開発が必要であることを示している。 

ｎ＝３ 

0.90＝ｙ  

ｘ１＝0.95 

ｘ２＝0.95 

ｘ３＝0.97 

 

(2) 一般的な定式化はつぎのようになる。 

0.90∏
３

ｉ－１
ｉ≧ｙ  

ｙ１＝0.95,0.96,0.97,0.98,0.99又は0.995 

ｙ２＝0.95,0.96,0.97,0.98,0.99又は0.995 

ｙ３＝0.97,0.98,0.99又は0.995 

  のもとで、 

   Ｇ１(0.95，ｙ１)＋Ｇ２(0.95，ｙ２)＋Ｇ３(0.97，ｙ３) 

  を最小にせよ。 

 

(3) 努力関数が離散的に定義されているため、潜在的なシステム目標として

は特定の値だけしか許されていないので、システム目標は等号で満たさ

れるとは限らない。したがって不等式の制約条件として規定されている。 
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(4) 動的計画法の形式とその要素を以下に示す。 

 

 

(5) 漸化式は次のようになる。 

( )[ ]１１
ｙ

１１ ，ｙＧ＝ｓｆ
１

0.95min)(  

( ) ( )[ ]１１２２
ｙ

２２ ｓ＋ｆ，ｙＧ＝ｓｆ
２

0.95min)(  

( ) ( )[ ]２２３３
ｙ

３２ ｓ＋ｆ，ｙＧ＝ｓｆ
３

0.97min)(  

 

(6) 下表a.b.及びc.には、次の関係式を用いて段階3、2および1に対して計

算した状態変換を示してある。 

ｓ３＝１ 

ｓ２＝ｓ３ｙ３ 

ｓ１＝ｓ２ｙ２ 

ｓ０＝ｓ１ｙ１ 

 

a.段階3に対する状態変換 

ｓ２ 

ｙ３ 

0.97 0.98 0.99 0.995 

ｓ３＝１ 0.97 0.98 0.99 0.995 

 

b.段階2に対する状態変換 

ｓ１ 

ｙ２ 

0.95 0.96 0.97 0.98 0.99 0.995 

ｓ２ 

0.97 

0.98 

0.99 

0.995 

0.9215 

0.9310 

0.9405 

0.9453 

0.9312 

0.9408 

0.9504 

0.9552 

0.9409 

0.9506 

0.9603 

0.9652 

0.9506 

0.9604 

0.9702 

0.9751 

0.9603 

0.9702 

0.9801 

0.9851 

0.9652 

0.9751 

0.9851 

0.9900 

 

 

 

 

 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

３ 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

２ 

ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ 

１ 

ｙ３ ｙ２ ｙ１ 

ｓ３=1 ｓ２ ｓ１ ｓ０≧0.90 

Ｇ３(0.97，ｙ３) 

 

ｓ３ｙ３＝ｓ２ 

Ｇ２(0.95，ｙ２) 

 

ｓ２ｙ２＝ｓ１ 

Ｇ３(0.95，ｙ１) 

 

ｓ１ｙ１＝ｓ０ 
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c.段階１に対する状態変換 

ｓ０ 

ｙ１ 

0.95 0.96 0.97 0.98 0.99 0.995 

ｓ1 

0.9215 

0.9310 

0.9312 

0.9405 

0.9408 

0.9409 

0.9453 

0.9504 

0.9506 

0.9552 

0.9603 

0.9604 

0.9652 

0.9702 

0.9751 

0.9801 

0.9851 

0.9900 

0.8754 

0.8845 

0.8846 

0.8935 

0.8938 

0.8939 

0.8979 

0.9029 

0.9031 

0.9074 

0.9123 

0.9124 

0.9169 

0.9217 

0.9263 

0.9311 

0.9358 

0.9405 

0.8846 

0.8858 

0.8940 

0.9029 

0.9032 

0.9033 

0.9074 

0.9124 

0.9126 

0.9170 

0.9219 

0.9220 

0.9265 

0.9314 

0.9361 

0.9409 

0.9456 

0.9504 

0.8939 

0.9031 

0.9033 

0.9123 

0.9126 

0.9127 

0.9169 

0.9219 

0.9221 

0.9265 

0.9315 

0.9316 

0.9362 

0.9411 

0.9458 

0.9507 

0.9555 

0.9603 

0.9031 

0.9124 

0.9126 

0.9217 

0.9220 

0.9221 

0.9263 

0.9314 

0.9316 

0.9361 

0.9411 

0.9412 

0.9458 

0.9508 

0.9556 

0.9605 

0.9653 

0.9702 

0.9123 

0.9217 

0.9219 

0.9311 

0.9314 

0.9315 

0.9358 

0.9409 

0.9411 

0.9456 

0.9507 

0.9508 

0.9555 

0.9605 

0.9653 

0.9703 

0.9752 

0.9801 

0.9169 

0.9263 

0.9265 

0.9358 

0.9361 

0.9362 

0.9405 

0.9456 

0.9458 

0.9504 

0.9555 

0.9556 

0.9603 

0.9653 

0.9702 

0.9752 

0.9801 

0.9851 

 

 

(7) 下表a.は段階１に対して計算したＱ１(ｓ１，ｙ１)を示したものである。  

 Ｑ１(ｓ１，ｙ１)＝Ｇ１(0.95，ｙ１) 

四角で囲った値は 

 ( )[ ] ( )１１１１
ｙ

ｓ＝ｆ，ｙＱ
１

0.95min  

を表している。空白のところは 

 ｓ０≧0.90 

という問題の制限を消さないｓ０の値を示している。 

a.段階1に対する累積利得 

Ｑ１(ｓ1,ｙ1) 

ｙ１ 

0.95 0.96 0.97 0.98 0.99 0.995 

ｓ1 

0.9215    16.5 34.0 65.0 

0.9310   3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9312   3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9405  1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9408  1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9409  1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9453  1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9504 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9506 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9552 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9603 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9604 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9652 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9702 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9751 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9801 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9851 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 

0.9900 0 1.0 3.9 16.5 34.0 65.0 
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(8) 下表b.は段階2に対して計算したＱ２(ｓ２，ｙ２)を示したものである。 

   Ｑ２(ｓ２，ｙ２)＝Ｇ２(0.95，ｙ２)＋ｆ１(ｓ１) 

  四角で囲った値は 

   ( )[ ] ( )２２２２
ｙ

ｓ＝ｆ，ｙＱ
２

0.95min  

  を表している。 

 

b.段階2に対する累積利得 

Ｑ2(ｓ2,ｙ2) 

ｙ2 

0.95 0.96 0.97 0.98 0.99 0.995 

ｓ2 

0.97 0+16.5 20.0+3.9 46.0+1.0 81.2+0 126.8+0 179.8+0 

 = 16.5 =23.9 =47.0 =81.2 =126.8 =179.8 

       

0.98 0+3.9 20.0+1.0 46.0+0 81.2+0 126.8+0 179.8+0 

 = 3.9 =21.0 =46.0 =81.2 =126.8 =179.8 

       

0.99 0+1.0 20.0+0 46.0+0 81.2+0 126.8+0 179.8+0 

 = 1.0 =20.0 =46.0 =81.2 =126.8 =179.8 

       

0.995 0+1.0 20.0+0 46.0+0 81.2+0 126.8+0 179.8+0 

 = 1.0 =20.0 =46.0 =81.2 =126.8 =179.8 

 

(9) 下表c.は段階3に対して計算されたＱ３(ｓ３，ｙ３)を示している。 

   Ｑ３(ｓ３，ｙ３)＝Ｇ３(0.97，ｙ３)＋ｆ２(ｓ２) 

  四角で囲った値は 

   ( )[ ] ( )３３３３３
ｙ

ｓ＝ｆ，ｙｓＱ
３

min  

  である。 

 

c.段階3に対する累積利得 

Ｑ3(ｓ3,ｙ3) 

ｙ３ 

0.97 0.98 0.99 0.995 

ｓ３＝１ 
 0+16.5  25.0+3.9  55.6+1.0  99.7+1.0 

 = 16.5  =28.9  =56.6  =100.7 

したがって、四角で囲った値として示したように、段階3における最適

決定は 

    0.97*＝ｙ３  

  であり 

    0.97*＝ｙ＝ｓｓ ３３２  

  となる。 

  0.97＝ｓ２ の場合の段階２における最適決定は表b.で示したように 

    0.95*＝ｙ２  

  であり、 

   0.92150.97(0.95)* ＝＝ｙ＝ｓｓ ２２１  
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である。同様に 0.9215＝ｓ１  のとき段階１における最適決定は、表a.に

示したように 

   0.98*＝ｙ１  

  であり、その結果 

   0.9038)0.9215(0.9* ＝＝ｙ＝ｓｓ １１０  

  となって、システムの信頼度目標を満たしている。 

 

(10) 要約すれば、システムの最適信頼度目標は 

0.97*＝ｙ３  

0.95*＝ｙ２  

0.98*＝ｙ１  

であって、この目標を達成するために要求される開発基金の総支出は表

c.に示したように 

 1000ｆ３(ｓ３)ドル＝1000(16.5)ドル＝16,500ドル 

である。 

 

(3) 配分の実施 

選択した配分方法に基づき、配分を実施する。 

 

(4) 配分の見直し 

設定した配分値については、開発設計進展に伴うシステム構成の変更 

及び信頼度予測結果の反映など、必要事象の発生の都度タイムリに見直

しを行う。 

 

 

実施しない場合の影響  

(1) 開発設計の為のベースライン（開発目標値）が設定されないことにな

り、サブシステム間あるいは構成機器間の信頼度達成値に整合がとれな

い、あるいはシステムとしての信頼度要求を満足できない事象発生の恐

れがある。 

(2) 上記事象発生の場合、後戻り作業が発生すると共に、場合によって

は、開発スケジュール及び開発コストに影響を及ぼす恐れがある。 

 
参考文献 

なし 
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3.9 信頼性ブロック図               

 

効果 

(1) システム、サブシステムあるいは構成部品として、設定された運用条件

下で要求される機能／性能を達成するために必要となる部品、材料、素

子など（単一故障点）を漏れなく識別／ブロック化することで、信頼度

予測作業の精度向上を確保可能とする。 

(2) 構成品単位の個々の機能、結合状態を明確にできる。 

(3) 信頼性ブロック単位を識別することにより、信頼度予測のみならず、各

種信頼性解析間のデータの共用化による作業効率化を実現可能とする。 

 

効果的な実施時期 

予備設計段階。信頼度予測に合わせた実施とし、以降開発設計の進展に合わ

せた見直し／維持を行う。 

 

技術的根拠 

信頼度予測作業の確実性を確保するための必須ツール。 

 

JMR-004の対応項番  

  (1) 4.3.5.3  信頼性ブロック図 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼度予測 

(2) 機能FMEA/FMECA 

(3) 詳細FMEA/FMECA 

(4) FTA：事前解析  

 

実施方法 

信頼性ブロック図は、対象とするシステム、サブシステム、構成品が各々の

運用イベントにおいて成功を遂げるための相互依存性（単一故障）を明確にす

るために作成するものであり、ブロックの直列と並列（冗長構成）で表現す

る。 

 

直列構成の場合の記入例 
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並列（2重）構成の場合の記入例 

 

 

 

       並列（2 OUT OF 3）構成の場合の記入例 

 

 

並列（待機）構成の場合の記入例 

 

 

 

各ブロックには、他の信頼性解析とのデータの共用化のための配慮も含め、

必要となる情報を記入しておくのが望ましい。 

以下に具体的記入例及び参考例を示す。 
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   【具体的記入例】 

   

Ａ (1)各インターバルにおける信頼度
Ｂ 　　(1)信頼度 　Ａ：Ｔ－７分からリフトオフまで
Ｃ 　Ｂ：パワードフライト中
Ｄ 　Ｃ：コースティング中及び軌道周回中

　Ｄ：全ミッション区間
　(2)名称 (2)システム・サブシステム及び構成品の名称
　(3)識別コード 　(記入例)

　１－Ｅ－１－１

コンポーネント（サブシステムの
構成品）のレベルを示す。

サブシステム（システムの構成）の
レベルを示す。

システムを示す。
Ｐ：推進系，Ｅ：電気系，
Ｃ：誘導制御系，
Ｂ：分離システム，
Ｍ：固体補助ロケット，
Ｓ：機体構造系
Ｒ：追尾系

段を示す。
（１：１段，２：２段，３：３段，
　Ｆ：フェアリング）  
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信頼性ブロック図を作成する場合、ブロック図は部品と一対一に対応してい

るものではなく、部品の故障モードと対応していることに注意しておく必要が

ある。 

誤解を生じやすい具体例を以下に示す。 

 

〔具体例1〕 

バルブシステムを例にとると、ノーマルで閉状態のバルブが2個並列に接続

されている時、故障モードとして入力信号「ON」により開状態とならないケ

ースを考えた場合、信頼性ブロック図は並列系として表わされるが、逆に入

力信号が「OFF」となり閉状態とならないケースを考えた場合は直列系とな

る。 

 

入力信号「ON」により開状態とならないケースの信頼性ブロック配列 

 

入力信号「OFF」により閉状態とならないケースの信頼性ブロック配列 

 

 

〔具体例2〕 

H-ⅡAロケットの固体ロケットブースタは、以下に示す如く全く同一機能を

有するブースタが並列に配置されたコンフィギュレーションであるが、機能

的には2機同時機能遂行によりミッションが達成されるものであり、信頼性ブ

ロック図上は直列系となる。 

SRB-A SRB-A 

固体ロケットブースタ信頼性ブロック

配  
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実施しない場合の影響  

(1) 信頼度予測の対象品目の明確な識別ができず、不要な品目を対象に入れ

ることによる信頼度の過小評価あるいは必要な品目を漏らすことによる

過大評価を発生させる恐れがある。 

(2) 他信頼性解析との信頼性データの共用化が図れず、無駄作業発生の恐れ

がある。                                           

 

参考文献 

  なし 
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3.10 信頼度予測：部品点数法 
 
効果 

(1) 部品タイプ，部品点数，部品品質レベル，ミッションプロファイルを基に

した解析手法である。各構成要素の機能設計が詳細なレベルに進む前に、使

用予定の部品情報により定量的な信頼度を得られるため，設計作業を進める

上でのトレードオフデータを得られる。 

(2) 要求される信頼度に達しているかどうかを比較的簡単に評価できる。 

 
効果的な実施時期 
  概念／予備、基本設計段階。 
  各構成品の仕様が必ずしも明確に設定できていない開発設計初期段階の信頼

度予測法として効果がある。 
 
技術的根拠 

初期段階に実施される検討は荒削りなものである。しかし、この段階におけ

る開発の方向付けは、後段階に大きな影響を与え。信頼性設計についても、こ

の段階で的確な方向付けを行う必要がある。このため、荒削りな検討から信頼

度を予測する手法が必要になる。この部品点数法は、品質レベル別に構成部品

の故障率を積み上げて、装置などの信頼度やMTBFが算出できる簡易的な予測法

である。 

予測結果は大掴みなものとなるが，初期段階の方向付けを行うには十分であ

る。 

 
JMR-004の対応項番  

  4.3.5 信頼度予測  

 
関連の深い信頼性業務 
  (1) 信頼度配分 
  (2) 基本設計審査 

 
実施方法 
信頼度は、通常、成功の確率として表わされるが、JIS Z 8115１）の定義に

従えば、「アイテムが与えられた条件の下で、与えられた時間間隔（t1 、t2）

に対して、要求機能を実行できる確率」と定義されている。 
信頼度予測の一般的な実施手順及び予測結果の評価並びに評価結果により、

信頼度配分の見直しあるいは設計改善が必要となる場合の流れの概要を図

3.10-1に示す。 
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信頼度予測の源泉データは、製品の市場における不具合履歴データや公的機

関あるいは企業内で実施される信頼性試験結果が活用されるが、予測を実施す

る上で当該システムあるいはコンポーネントそのもののデータは通常入手が難

しい。 

そこで、一般的に使われる方法としては構成部品の信頼性データを積み上げ

て、当該システムあるいはコンポーネントの信頼度を算定する方法が取られて

いる。 
しかし、構成部品の故障率を積み上げてシステム信頼度を算定する方法で

は、システム設計上の欠陥あるいは、組立段階で入り込む不具合は考慮されて

いないため、この方法で算定された信頼度は、信頼度の目標すなわち上限値で

あることに注意する必要がある。 
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システム要求 

信 頼 度 配 分 

システムの信頼度要求値 

 

設   計 

信頼性向上のための考慮事項 

(1)任務プロファイルに対する考慮 

(2)環境条件に対する考慮 

(3)部品・材料の選定 

(4)人為故障の防止 

(5)保全性に対する考慮 

(6)安全性に対する考慮 

信頼性向上設計法 

(1)冗長設計 

(2)安全余裕設計 

(3)ディレーティング設計 

(4)損傷許容設計 

(5)フェール・セーフ設計 

(6)セーフ・ライフ設計 

(7)フール・プルーフ設計 

ＦＭＥＡ 信 頼 度 予 測 

手順１：対象システムの明確化 

手順２：システム機能の明確化 

手順３：信頼性ブロック図の作成 

手順４：計算モデルの作成 

手順５：予測の実施 

手順６：予測結果の評価 

 

設 計 審 査 

（信 頼 性 評 価） 
信頼度配分の見直 設計改善 

図3.10-1  信頼度予測手順 
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信頼度予測に用いる部品点数法は、システム、サブシステム、コンポーネント

の各構成部品の故障率をMIL-HDBK-217F ２） APPENDIX A、NPRD-95 ３）などを用

いて予測を行うものであり、以下の算定式により予測を実施する。 
 
 〔システムの信頼度算定式〕 

初期故障期間が過ぎ、故障率が低く、ほぼ一定と見なせる偶発故障期間

のシステム信頼度ＲＳＹＳは次式による。 
 

   ｅ
ｔ－λ

ＳＹＳ＝Ｒ
•SYS  

 

    ∑
ｎ

ｉ＝１
ＱｉＰｉｉｓｙｓ ・π・λＮ＝λ  

 
ｅ ：自然対数の底 
ｔ ：運用期間 
λｓｙｓ ：システムの故障率 
λＰｉ ：ｉ番目の同属部品タイプに対する一般的な故障率 
πＱｉ ：ｉ番目の同属部品タイプに対する品質ファクタ 
Ｎｉ ：ｉ番目の同属部品タイプの使用個数 
ｎ ： システムに使用の同属部品タイプの種類数 

 
なお、システム構成品の仕様が必ずしも明確でない段階での予測ではあ

るが、信頼度予測のベースデータとなる構成品の故障率を設定評価する際

には、故障率の精度に大きく影響を及ぼす運用時の環境ファクタなどのス

トレスは可能な範囲で考慮に入れるのが望ましい。 
 

実施しない場合の影響  

(1) 概念設計，予備設計段階，基本設計段階などの初期段階に機能設計とも

に信頼性設計について比較評価するためのデータが得られず，的確な方

向付けができない。 

(2) 配分した信頼度の妥当性については、設計作業の早期に確認することが

できず，信頼性のバランスが悪いシステムとなる恐れがある。 

(3) 設計の初期段階で，信頼度の実現性の見通しがたたないので，設計作業

の後期になって必要な信頼性の確保ができず，再設計になったり，過度

の信頼性を達成するなど，開発の効率を損なうことになる。 

(4) 安全性設計，保全性設計，運用計画などに対して、定量的な信頼性デー
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タが提供できない恐れがある。 

 
参考文献 

  1) JIS Z 8115:2000「ディペンダビリティ(信頼性)用語」、日本規格協会 

  2) MIL-HDBK-217F「Reliability Prediction of Electronic Equipment」  

3)  NPRD-95「Nonelectronic Parts Reliability Data」、Reliability 

Analysis Center、1995
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3.11 信頼度予測：ストレス解析法 
 
効果 
  (1) 部品などにかかるストレスを評価して信頼度を予測することができるた

め，部品点数法に比べて現実を反映した信頼度を得ることができる． 

  (2) 設計，あるいは設計変更を行う際に，部品にかかるストレスを基準に信

頼度への影響を定量的に評価できる． 

(3) システム、サブシステムあるいは構成機器などの構成検討時に、信頼性

の観点からのトレードオフデータを提供する。 

 

効果的な実施時期 
  詳細設計初期段階。 
  各構成品の仕様が明確に設定できている段階での信頼度予測法として効果が

ある。 
 
技術的根拠 

設計が進むと、システムを構成する部品の品質レベルや使用方法などが明確

になっているので、詳細な設計情報を得ることができ、これらの情報をもとに

現実の設計を反映させた信頼度予測が可能になる。 

 また、部品にかかるストレスを考慮した解析なので、使用方法によって変わ

るストレスがシステムの信頼性に影響する度合を評価できる。 

このため、設計や設計変更を行うときに部品に加わるストレスのレベルを、

どの程度まで許容できるか、又は軽減すべきかを定量的に判断することができ

る。 

 
JMR-004の対応項番  

  4.3.5 信頼度予測  
 

関連の深い信頼性業務 
  (1)  信頼度配分 
  (2)  詳細設計審査 
  (3)  部品ストレス解析 

 

実施方法 
前項（部品点数法）に基本的には同じ要領で、信頼度予測を実施する。 
ストレス解析法による場合は、信頼度予測のベースデータであるシステムあ

るいはサブシステムなどの構成品の故障率として、部品の作動ストレス、品質

係数及び運用環境などを考慮に入れた部品ストレス解析に基づき予測した部品
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故障率を適用する。 
ストレス解析法による信頼度予測の代表例としてMIL-HDBK-217F １）があげ

られ、その算定式の一例を以下に示す。 

  ｅ
ｔ－λ

ＳＹＳ＝Ｒ
•SYS  

    ∑
ｎ

ｉ＝１

Ｐｉｉｓｙｓ λＮ＝λ  

    ）πππππ（π＝λλ ＴＳＲＱＡＥｂＰｉ ××××××  
ｅ ：自然対数の底 
ｔ ：運用期間 
λｓｙｓ ：システムの故障率 
λＰｉ ：ｉ番目の部品タイプに対するストレス解析による故障率 
Ｎｉ ：ｉ番目の部品タイプの使用個数 
ｎ  ：システムに使用の部品タイプの種類数 

λｂ ：ｉ番目の部品タイプに対する基本故障率 
πＥ ：環境ファクタ(0.5～320) 

πＡ ：適用ファクタ(0.7～1.5) 

πＱ ：品質ファクタ(0.7～8.0) 

πＲ ：電力定格ファクタ(0.43～10) 

πＳ ：電圧ストレス・ファクタ(0.11～1.0) 

πＴ ：温度ファクタ 















+ 298
1

273
12114-exp －

Ｔｊ
 

Ｔj ：ジャンクション温度（℃） 
 

〔備考〕上記のλＰｉを求める式は、MIL-HDBK-217Fに記載のストレス

解析の算定式として、トランジスタ（MIL規格）を代表例とし

て記載したものである。 
MIL-HDBK-217Fにはストレス解析の指針として、上記以外に

集積回路、個別半導体、真空管、レーザ、抵抗、コンデン

サ、トランス、回転素子、リレー、スイッチ、コネクタ、プ

リント板、ハンダ付けなどが示されている。 

上記の電子部品以外に、機械系部品の故障率などの予測に

は、NPRD-95２）が用いられている。また、それ以外の故障率モ

デルには、PRISM、217PLUS、FIDES、IEC61709などがあるので

参考にされたい。 
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実施しない場合の影響  

 (1)  部品などにかかるストレスを加味した信頼度を予測できず，現実の設

計を反映した信頼度が得られなくなる。 

(2)  設計あるいは設計変更を行う際に，部品にかかるストレスを評価して

システムの信頼度を評価することができなくなるので，部品に大きなス

トレスをかけるような設計を見逃すことになる。 

(3)  要求されている信頼度に達しているかどうかの評価ができなくなる。 

(4)  安全性設計，保全性設計，運用計画などに対して定量的な信頼性デー

タを提供できない恐れがある。 

 
（参考） 
  その他の故障率モデルについて、以下に概要を示す。 
 

PRISM ； 

MIL-HDBK-217F に代わるものとして、RAC（Reliability Analysis 

Center）が新しい電子機器の信頼度予測方法として発表した。PRISM の

基となったものは、RAC で検討していた総合的信頼度評価モデル

(Consolidated Reliability Assessment Model (CRAM))である。また､

1999 年にPRISM ソフトウェアが公表された。PRISM公表の背景には、最

近の機器の複雑性の増加及び部品品質の向上が、結果として、機器の故

障原因を部品そのものから、従来の予測法では明確に扱われていなかっ

た部品以外の原因に移っていることがある。 

 
217Plus ： 

PRISMソフトウェア1.5版の後継であり、国防総省(DoD)の資金を供給

されたソフトウェアツールである。PRISM 1.5版ソフトウェアツール

は、1999年にRAC （Reliability Analysis Center：RACへの前身)が出版し

たもので、217Plusはオリジナル（PRISM 1.5版）のコンポーネント故

障レートモデルの約二倍の数のモデルを含んでいる。 

 
FIDES ： 

厳しい環境（防衛システム、航空機など）のもとで作動しているシ

ステムを含めた電子機器の信頼度予測を行い、信頼性を開発・管理す

るための具体的なツールを提供するものである。FIDESガイドの電子フ

ォームはインターネット上で自由に入手でき、このガイドに従う予測

は信頼性予測に焦点を合せたいくつかのソフトウェア製品によってサ

ポートされている。 
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IEC62380（RDF2000）： 
IEC（International Electrotechnical Commission）が公開している故障率

モデルに関する国際標準であり、主に自動車業界で使用されている。

以前はRDF2000（UTE C 80-810）と呼ばれていた。現在は廃止され、

IEC 61709:2017に置き換えられ、加えてSN29500も使用されている。 
なお、廃止されたもののMIL-HDBK-217と同様にIEC62380も引き続き

使用される場合がある 
 
参考文献 

1) MIL-HDBK-217F「Reliability Prediction of Electronic Equipment」 

2) NPRD-95「Nonelectronic Parts Reliability Data」、Reliability 

Analysis Center、1995（注：最新版はNPRD-2016） 
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3.12 信頼度予測：試験データによる評価法 
 
効果 
(1) 部品点数法あるいはストレス解析法が適用できない場合や、不十分な場合

に、対象とするアイテム（対象品目）の信頼度試験又は各種試験データに基

づき、信頼度を推定することができる。 

(2) システム、サブシステムあるいは構成機器などの定量的な信頼性要求に対

する達成度の評価を可能とする。 

(3) システム、サブシステムあるいは構成機器などの構成検討時に、信頼性の

観点からのトレードオフデータを提供する。 

 

効果的な実施時期 
  詳細設計段階又は製造／試験段階。 
  信頼性試験あるいは各種試験データに基づく信頼度予測法として効果があ

る。 
 
技術的根拠 

 信頼性の要求に対する達成度合の定量的評価、及び信頼性上の課題並びに是

正処置の勧告を可能とする統計的な信頼度予測法である。 
 
JMR-004の対応項番  

  4.3.5 信頼度予測  

 

関連の深い信頼性業務 
  (1) 信頼度配分 
  (2) 詳細設計審査 
 

実施方法 
部品点数法あるいはストレス解析法によらず、信頼性試験又は各種試験デー

タに基づき信頼度を推定する方法の代表例として以下があげられる。 

 
・ ノンパラメトリック法 
・ デュアン解析法 
・ オーバーロード法（ストレス・ストレングス・モデル） 

 
上記の方法を含む一般的な評価法並びにその具体例を以下に紹介する。 
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(1) 指数分布による評価法1),2) 
 故障率とは、良品が故障により減少する割合で、一般には時間の関数で表さ

れる。 
 システム、機器、部品などにおいて、故障率が経時的にどのように変化する

のかを示したのが図3.12-1である。この図は、バスタブ曲線(Bath-Tub Curve)

と呼ばれるものである。 
この曲線は、 

 
・初期故障期間 ： 使用開始後の比較的早い時期に設計、製造上の欠陥もし

くは使用環境との不適合により故障率が大きく漸次減少

する期間。 
・偶発故障期間 ： 初期故障期間が過ぎ、故障率が低く、ほぼ一定と見なせ

る期間。 
・摩耗故障期間 ： 疲労、摩耗、老化現象などによって、時間とともに故障

率が増大する期間 
 
に分けられる。ここで、信頼性の上から故障率が比較的高い初期故障と摩耗故

障を取り除けば、ほぼ一定の故障率となる。そこで、デバッギングを実施して

初期故障を取り除き、また、修理可能な場合は、摩耗期に至る前に部品の交換

を行うこととなる。その結果、故障率λは、ほぼ一定な値となる。この偶発故

障期間の信頼度Ｒ(ｔ)は次のように表される。 

 
Ｒ(ｔ)＝ｅ－λｔ＝ｅ－ｔ／ｔ０ 

 
ここで、 

ｅ：自然対数の底 
ｔ：時間 
ｔ０＝１／λ：MTTF（故障までの平均時間）又はMTBF（平均故障間隔） 
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図3.12-1 バスタブ曲線(Bath-Tub Curve) 

 
 故障数が指数分布に従うことが分かっている場合に適用するχ２分布関数を用

いたMTBF又は故障率の区間推定法の考え方及び算定方法を以下に示す。 
 故障数が指数分布に従うことが分かっている場合には故障率は使用時間に関

係なく一定となるので、対象となるアイテムの使用経歴を気にすることなく、

総観測時間Ｔとその間の故障数ｒからMTBFの点推定点（
／＼

ＭＴＢＦ）は、 

ｒ

Ｔ
＝ＭＴＢＦ

／＼ 
 

として求めることができる。 
 また,2T/MTBFが自由度２ｒのχ２分布に従うことが知られているのでこれを利

用すると、 

２Ｔ／ＭＴＢＦ＝２ｒ（
／＼

ＭＴＢＦ）／ＭＴＢＦ＝χ２（２ｒ，Ｐ） 

によりMTBF（又はλ）の区間推定が可能となる。両側推定の場合には信頼区間

に入る確率を１－αとして、 

















２

α
２ｒ，１－χ

２Ｔ
＜ＭＴＢＦ＜

２

α
２ｒ，χ

２Ｔ

２２

        (1) 

となる。また、片側推定の場合には 

時間 

偶発故障期間 摩耗故障期間 

初期故障期間 

デバッギングにより取除く 

耐用寿命 

 故 

 障 

 率 

＊ 

注) ＊印の部分は予防保全により取除くことができる。 

規定の故障率 
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（２ｒ，α）χ

２Ｔ
ＭＴＢＦ＞

２  

として推定できる。 

 λの推定値は
∧

λ＝１／
／＼

ＭＴＢＦの関係を用い、MTBFの限界値の逆数（当然上限

と下限は入れ替わる）が限界値となる。 
 また、一定時間Ｔが与えられてその間に故障数ｒが観測されたとき（一定時

間打切り）には、MTBFの上限においてはｒ番目の故障がＴの直前で起こったと

考え、逆に下限ではＴの直後に（ｒ＋１）番目の故障が起こったと考えて、 

















２

α
２ｒ，１－χ

２Ｔ
＜ＭＴＢＦ＜

２

α
２（ｒ＋１），χ

２Ｔ

２２

 

の形が用いられている。 
 まとめて表3.12-1に示す。 
 

表3.12-1 MTBFの上下限の求め方 

 
一定時間打切り 一定個数打切り 

（MTBF）Ｌ （MTBF）Ｕ （MTBF）Ｌ （MTBF）Ｕ 

両側 








２

α
２（ｒ＋１），χ

２Ｔ

２

 









２

α
２ｒ，１－χ

２Ｔ

２

 









２

α
２ｒ，χ

２Ｔ

２

 









２

α
２ｒ，１－χ

２Ｔ

２

 

片側 
（２（ｒ＋１），α）χ

２Ｔ
２

 ∞ 
（２ｒ，α）χ

２Ｔ
２

 ∞ 

 
具体例 
故障数の分布が指数分布することがわかっている部品の寿命試験を行った。 
９個の試験を行い、５個が故障したところで試験を中止した。 
このときの故障発生時間データは以下のとおりであった。（単位：hr） 

28,60,95,137,186 

 

a. MTBFの点推定値を求めよ。 
b. 信頼水準90%のMTBF推定値を求めよ。 
c. t=200hrでの信頼度の区間推定値を信頼水準90%で求めよ。 
d. R=0.9となる時間を95%片側推定で求めよ。 

 
（解答） 
a. 総試験時間（トータルアワー）は 
   T=28+60+95+137+186×5＝1250(hr) 

  したがって、 
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   （ｈｒ）＝＝ＭＴＢＦ
／＼

250
5

1250  

b. 式(1)及び表3.12-2を用いると 

   136.5
18.31
2500

(10,0.05)
2500

＝＝
χ２  

   634.5
3.940
2500

(10,0.95)
2500

＝＝
χ２  

  したがって、MTBFの推定区間は136.5～634.5(hr)となる。 
 
c. bの結果から 

   Ｒ
Ｌ
＝ｅ

−(200/136.5)
＝0.23 

   Ｒ
Ｕ
＝ｅ

−(200/634.5)
＝0.73 

 
d. 最短でR=0.9となる時間を求めるのであるから、信頼水準90%のMTBFLを用

いれば良い。 
  （ＭＴＢＦ）Ｌ＝136.5 

 であるから 

   ( )hr14.4＝
Ｒ

１
ｌｎ＝（ＭＴＢＦ）ｔ ＬＬ

 

となる。 
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表3.12-2 χ２表 － χ２（φ，Ｐ） 
 Ｐ 

φ 0.975 0.95 0.8 0.2 0.05 0.025 

1 

2 

3 

4 

5 

 

6 

7 

8 

9 

10 

 

11 

12 

13 

14 

15 

 

16 

17 

18 

19 

20 

 

21 

22 

23 

24 

25 

 

26 

27 

28 

29 

30 

 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

  0.000982 

  0.0506 

  0.216 

  0.484 

  0.831 

 

  1.237 

  1.690 

  2.18 

  2.70 

  3.25 

 

  3.82 

  4.40 

  5.01 

  5.63 

  6.26 

 

  6.91 

  7.56 

  8.23 

  8.91 

  9.59 

 

 10.28 

 10.98 

 11.69 

 12.40 

 13.12 

 

 13.84 

 14.57 

 15.31 

 16.05 

 16.79 

 

 24.4 

 32.4 

 40.5 

 48.8 

 57.2 

 65.6 

 74.2 

  0.0039 

  0.103 

  0.352 

  0.711 

  1.145 

 

  1.635 

  2.17 

  2.73 

  3.33 

  3.94 

 

  4.57 

  5.23 

  5.89 

  6.57 

  7.26 

 

  7.96 

  8.67 

  9.39 

 10.12 

 10.85 

 

 11.59 

 12.34 

 13.09 

 13.85 

 14.61 

 

 15.38 

 16.15 

 16.93 

 17.71 

 18.49 

 

 26.5 

 34.8 

 43.2 

 51.7 

 60.4 

 69.1 

 77.9 

  0.064 

  0.446 

  1.005 

  1.649 

  2.343 

 

  3.07 

  3.82 

  4.59 

  5.38 

  6.18 

 

  6.99 

  7.81 

  8.63 

  9.47 

 10.31 

 

 11.15 

 12.00 

 12.86 

 13.72 

 14.58 

 

 15.44 

 16.31 

 17.19 

 18.06 

 18.94 

 

 19.82 

 20.70 

 21.59 

 22.48 

 23.36 

 

 32.34 

 41.45 

 50.64 

 59.90 

 69.21 

 78.56 

 87.95 

   1.64 

   3.22 

   4.64 

   5.99 

   7.29 

 

   8.56 

   9.80 

  11.03 

  12.24 

  13.44 

 

  14.63 

  15.81 

  16.98 

  18.15 

  19.31 

 

  20.47 

  21.61 

  22.76 

  23.90 

  25.04 

 

  26.17 

  27.30 

  28.43 

  29.55 

  30.68 

 

  31.79 

  32.91 

  34.03 

  35.14 

  36.25 

 

  47.27 

  58.16 

  68.97 

  79.71 

  90.41 

 101.05 

 111.67 

   3.84 

   5.99 

   7.81 

   9.49 

  11.07 

 

  12.59 

  14.07 

  15.51 

  16.92 

  18.31 

 

  19.68 

  21.0 

  22.4 

  23.7 

  25.0 

 

  26.3 

  27.6 

  28.9 

  30.1 

  31.4 

 

  32.7 

  33.9 

  35.2 

  36.4 

  37.7 

 

  38.9 

  40.1 

  41.3 

  42.6 

  43.8 

 

  55.8 

  67.5 

  79.1 

  90.5 

 101.9 

 113.1 

 124.3 

   5.02 

   7.38 

   9.35 

  11.14 

  12.83 

 

  14.45 

  16.01 

  17.53 

  19.02 

  20.5 

 

  21.9 

  23.3 

  24.7 

  26.1 

  27.5 

 

  28.8 

  30.2 

  31.5 

  32.9 

  34.2 

 

  35.5 

  36.8 

  38.1 

  39.4 

  40.6 

 

  41.9 

  43.2 

  44.5 

  45.7 

  47.0 

 

  59.3 

  71.4 

  83.3 

  95.0 

 106.6 

 118.1 

 129.6 

(注１)φ=10，Ｐ=0.05に対するχ２の値は18.31である。これは自由度10のχ２分布に従う確率変数が

18.31以上の値をとる確率が5％であることを示す。 
(注２)φ=54，Ｐ=0.05に対するχ２の値は、φ=60に対する値とφ=50に対する値とを用いて、 

79.1×0.4＋67.5×0.6=72.1として求める。 
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(2) ノンパラメトリック法2) 
時間の関数としてではなく個数により直接、信頼度を算出する方法として、

二項分布あるいはＦ分布関数による算定法があり、これらはノンパラメトリッ

ク法といわれる。 
 

 ｎ回の試験を実施した（ｎ－ｒ）回成功したアイテムの信頼水準Ｃと信頼度

ＲＬの関係を求める場合、確率分布的に見ると、離散分布で完全な二項分布であ

るため、次式で表される。 
 

  ∑ 





ｒ

ｉ＝０

（ｎ－ｉ）

Ｌ
ｉ

Ｌ ＝１－Ｃ＝α・Ｒ）・（１－Ｒ
（ｎ－ｉ）！ｉ！

ｎ！
 

 
 ここでαは危険率である。 
 ここで、ｒ＝０の場合は、（ＲＬ）

ｎ＝αとなる。二項分布は良く知られてい

るようにｒ＝０の場合など、ｒの数が小さい場合は簡単であるが、ｒの数が多

くなるにつれ、計算が著しく煩雑となる。このため二項分布とＦ（スネデカ）

分布の部分和どおしの関係から、F分布を用いて次式によって計算するものとす

る。 
 個数打切りの場合には、信頼水準を１－αとして 

  
















２

α
）；２ｒ，２（ｎ－ｒ＋１Ｆ

ｎ－ｒ＋１

ｒ
１＋＝１／ＲＬ  

  
















２

α
）；１－２ｒ，２（ｎ－ｒ＋１Ｆ

ｎ－ｒ＋１

ｒ
１＋＝１／ＲＵ  

が用いられている。同じ考え方から、片側推定の場合の下限値は 

  { }





）；α２ｒ，２（ｎ－ｒ＋１Ｆ
ｎ－ｒ＋１

ｒ
１＋＝１／ＲＬ  

となる。 
時間打切りの場合には、 


















２

α
－ｒ）；２（ｒ＋１），２（ｎＦ

ｎ－ｒ

ｒ＋１
１＋＝１／ＲＬ  


















２

α
）；１－２ｒ，２（ｎ－ｒ＋１Ｆ

ｎ－ｒ＋１

ｒ
１＋＝１／ＲＵ  

(1) 
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  が用いられる。この場合も片側推定の場合には 

 

  { }





－ｒ）；α２（ｒ＋１），２（ｎＦ
ｎ－ｒ

ｒ＋１
１＋＝１／ＲＬ    (2) 

となる。 
 
具体例 
 １０台の装置を１００時間運転したところ、２回の故障が発生した。故障し

た場合はそのまま運転を打切った。このとき、t=100における信頼度を90%の信

頼水準で区間推定せよ。 
 
（解答） 
 分布については何も仮定できないので、ノンパラメトリックな方法を用い

る。 
 この場合、時間打切りの形であるので、式(1)及び表3.12-3を用い 

  ＝０．４９

２．７４
８

３
１＋

１
＝５）Ｆ（６，１６；０．０

８

３
１＋＝１／Ｒ

×






L  

  ＝０．９６

０．１７１
９

２
１＋

１
＝５）Ｆ（４，１８；０．９

９

２
１＋＝１／ＲＵ

×






 

となる。この際、Ｆ(4，18；0.95)＝１／Ｆ(18，4；0.05)であることを用い

た。 

片側推定の場合には、式(2)及び表3.12-4により 

  ＝０．５５

２．１７８
８

３
１＋

１
＝０）Ｆ（６，１６；０．１

８

３
１＋＝１／Ｒ

×






L  

 となる。 
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表3.12-3 Ｆ（スネデカ）分布－Ｆ(υ１，υ２) 

（信頼水準95%，α＝0.05） 

　　　　　υ１

　υ２
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 18

1 161.4  199.5  215.7  224.6  230.2  234.0  236.8  238.9  240.5  241.9  247.3   

2 18.51  19.00  19.16  19.25  19.30  19.33  19.35  19.37  19.38  19.40  19.44   

3 10.13  9.552  9.277  9.117  9.013  8.941  8.887  8.845  8.812  8.786  8.675   

4 7.709  6.944  6.591  6.388  6.256  6.163  6.094  6.041  5.999  5.964  5.821   

5 6.608  5.786  5.409  5.192  5.050  4.950  4.876  4.818  4.772  4.735  4.579   

6 5.987  5.143  4.757  4.534  4.387  4.284  4.207  4.147  4.099  4.060  3.896   

7 5.591  4.737  4.347  4.120  3.972  3.866  3.787  3.726  3.677  3.637  3.467   

8 5.318  4.459  4.066  3.838  3.687  3.581  3.500  3.438  3.388  3.347  3.173   

9 5.117  4.256  3.863  3.633  3.482  3.374  3.293  3.230  3.179  3.137  2.960   

10 4.965  4.103  3.708  3.478  3.326  3.217  3.135  3.072  3.020  2.978  2.798   

11 4.844  3.982  3.587  3.357  3.204  3.095  3.012  2.948  2.896  2.854  2.671   

12 4.747  3.885  3.490  3.259  3.106  2.996  2.913  2.849  2.796  2.753  2.568   

13 4.667  3.806  3.411  3.179  3.025  2.915  2.832  2.767  2.714  2.671  2.484   

14 4.600  3.739  3.344  3.112  2.958  2.848  2.764  2.699  2.646  2.602  2.413   

15 4.543  3.682  3.287  3.056  2.901  2.790  2.707  2.641  2.588  2.544  2.353   

16 4.494  3.634  3.239  3.007  2.852  2.741  2.657  2.591  2.538  2.494  2.302   

17 4.451  3.592  3.197  2.965  2.810  2.699  2.614  2.548  2.494  2.450  2.257   

18 4.414  3.555  3.160  2.928  2.773  2.661  2.577  2.510  2.456  2.412  2.217   

19 4.381  3.522  3.127  2.895  2.740  2.628  2.544  2.477  2.423  2.378  2.182   

20 4.351  3.493  3.098  2.866  2.711  2.599  2.514  2.447  2.393  2.348  2.151   

21 4.325  3.467  3.072  2.840  2.685  2.573  2.488  2.420  2.366  2.321  2.123   

22 4.301  3.443  3.049  2.817  2.661  2.549  2.464  2.397  2.342  2.297  2.098   

23 4.279  3.422  3.028  2.796  2.640  2.528  2.442  2.375  2.320  2.275  2.075   

24 4.260  3.403  3.009  2.776  2.621  2.508  2.423  2.355  2.300  2.255  2.054   

25 4.242  3.385  2.991  2.759  2.603  2.490  2.405  2.337  2.282  2.236  2.035   

26 4.225  3.369  2.975  2.743  2.587  2.474  2.388  2.321  2.265  2.220  2.018   

27 4.210  3.354  2.960  2.728  2.572  2.459  2.373  2.305  2.250  2.204  2.002   

28 4.196  3.340  2.947  2.714  2.558  2.445  2.359  2.291  2.236  2.190  1.987   

29 4.183  3.328  2.934  2.701  2.545  2.432  2.346  2.278  2.223  2.177  1.973   

30 4.171  3.316  2.922  2.690  2.534  2.421  2.334  2.266  2.211  2.165  1.960   

40 4.085  3.232  2.839  2.606  2.449  2.336  2.249  2.180  2.124  2.077  1.868   

50 4.034  3.183  2.790  2.557  2.400  2.286  2.199  2.130  2.073  2.026  1.814   

60 4.001  3.150  2.758  2.525  2.368  2.254  2.167  2.097  2.040  1.993  1.778   

70 3.978  3.128  2.736  2.503  2.346  2.231  2.143  2.074  2.017  1.969  1.753   

80 3.960  3.111  2.719  2.486  2.329  2.214  2.126  2.056  1.999  1.951  1.734   

90 3.947  3.098  2.706  2.473  2.316  2.201  2.113  2.043  1.986  1.938  1.720   

100 3.936  3.087  2.696  2.463  2.305  2.191  2.103  2.032  1.975  1.927  1.708   

500 3.860  3.014  2.623  2.390  2.232  2.117  2.028  1.957  1.899  1.850  1.625   

1000 3.851  3.005  2.614  2.381  2.223  2.108  2.019  1.948  1.889  1.840  1.614   
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表3.12-4 Ｆ（スネデカ）分布－Ｆ(υ１，υ２) 

（信頼水準90%，α＝0.1） 

 
 

　　　　　υ１

　υ２
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 39.863 49.500 53.593 55.833 57.240 58.204 58.906 59.439 59.858 60.195 

2 8.526   9.000   9.162   9.243   9.293   9.326   9.349   9.367   9.381   9.392   

3 5.538   5.462   5.391   5.343   5.309   5.285   5.266   5.252   5.240   5.230   

4 4.545   4.325   4.191   4.107   4.051   4.010   3.979   3.955   3.936   3.920   

5 4.060   3.780   3.619   3.520   3.453   3.405   3.368   3.339   3.316   3.297   

6 3.776   3.463   3.289   3.181   3.108   3.055   3.014   2.983   2.958   2.937   

7 3.589   3.257   3.074   2.961   2.883   2.827   2.785   2.752   2.725   2.703   

8 3.458   3.113   2.924   2.806   2.726   2.668   2.624   2.589   2.561   2.538   

9 3.360   3.006   2.813   2.693   2.611   2.551   2.505   2.469   2.440   2.416   

10 3.285   2.924   2.728   2.605   2.522   2.461   2.414   2.377   2.347   2.323   

11 3.225   2.860   2.660   2.536   2.451   2.389   2.342   2.304   2.274   2.248   

12 3.177   2.807   2.606   2.480   2.394   2.331   2.283   2.245   2.214   2.188   

13 3.136   2.763   2.560   2.434   2.347   2.283   2.234   2.195   2.164   2.138   

14 3.102   2.726   2.522   2.395   2.307   2.243   2.193   2.154   2.122   2.095   

15 3.073   2.695   2.490   2.361   2.273   2.208   2.158   2.119   2.086   2.059   

16 3.048   2.668   2.462   2.333   2.244   2.178   2.128   2.088   2.055   2.028   

17 3.026   2.645   2.437   2.308   2.218   2.152   2.102   2.061   2.028   2.001   

18 3.007   2.624   2.416   2.286   2.196   2.130   2.079   2.038   2.005   1.977   

19 2.990   2.606   2.397   2.266   2.176   2.109   2.058   2.017   1.984   1.956   

20 2.975   2.589   2.380   2.249   2.158   2.091   2.040   1.999   1.965   1.937   

21 2.961   2.575   2.365   2.233   2.142   2.075   2.023   1.982   1.948   1.920   

22 2.949   2.561   2.351   2.219   2.128   2.060   2.008   1.967   1.933   1.904   

23 2.937   2.549   2.339   2.207   2.115   2.047   1.995   1.953   1.919   1.890   

24 2.927   2.538   2.327   2.195   2.103   2.035   1.983   1.941   1.906   1.877   

25 2.918   2.528   2.317   2.184   2.092   2.024   1.971   1.929   1.895   1.866   

26 2.909   2.519   2.307   2.174   2.082   2.014   1.961   1.919   1.884   1.855   

27 2.901   2.511   2.299   2.165   2.073   2.005   1.952   1.909   1.874   1.845   

28 2.894   2.503   2.291   2.157   2.064   1.996   1.943   1.900   1.865   1.836   

29 2.887   2.495   2.283   2.149   2.057   1.988   1.935   1.892   1.857   1.827   

30 2.881   2.489   2.276   2.142   2.049   1.980   1.927   1.884   1.849   1.819   

40 2.835   2.440   2.226   2.091   1.997   1.927   1.873   1.829   1.793   1.763   

50 2.809   2.412   2.197   2.061   1.966   1.895   1.840   1.796   1.760   1.729   

60 2.791   2.393   2.177   2.041   1.946   1.875   1.819   1.775   1.738   1.707   

70 2.779   2.380   2.164   2.027   1.931   1.860   1.804   1.760   1.723   1.691   

80 2.769   2.370   2.154   2.016   1.921   1.849   1.793   1.748   1.711   1.680   

90 2.762   2.363   2.146   2.008   1.912   1.841   1.785   1.739   1.702   1.670   

100 2.756   2.356   2.139   2.002   1.906   1.834   1.778   1.732   1.695   1.663   

500 2.716   2.313   2.095   1.956   1.859   1.786   1.729   1.683   1.644   1.612   

1000 2.711   2.308   2.089   1.950   1.853   1.780   1.723   1.676   1.638   1.605   
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(3) デュアン解析法 
 デュアン解析法は、機器あるいはシステムの試験の全過程に亘り、信頼性の

成長の過程が追跡可能となり、その成長の傾向から信頼性を保証しようという

方法である。 
 デュアン解析法は、作動時間（又は作動回数）と不具合の履歴が明確なアイ

テムに対して適用可能であり、有効である。 
 デュアン解析法は下式で表される。 

  －α
Ｃ ＝ＫＴ

Ｔ

Ｆ
＝λ  

  
Ｃλｉ＝（１－α）λ  

 ここで各記号は以下のものを表す。 
λｃ ；累積不具合故障率 
λｉ ；瞬間故障率 
Ｔ ；全作動時間 
Ｆ ；Ｔ時間迄に発生した累積不具合件数 
Ｋ ；環境により決定する定数 
α ；成長率 
 

 デュアン解析法では、故障率のかわりにMTBF(Mean Time Between Failure)で

表す場合が多い。 
 下式にMTBFで表した算定式を示す。 

  
α

Ｃ

Ｃ Ｔ
Ｋ

１
＝

λ

１
＝θ  

  
Ｃｉ θ

１－α

１
＝θ  

 ここで、θｃは累積MTBFを、θｉは瞬時MTBFを表す。 
 デュアン解析法による信頼性の評価作業手順として、MIL-STD-1635 3）におい

て推奨されている方法を以下に示す。 
 
作業手順 
２～３桁の両対数目盛のグラフ用紙を用意し、縦軸にMTBF、横軸に試験時間

（又はサイクル数など）をとり、次の手順により、要求MTBF、計画成長曲線を

記入し、これに試験データをプロットして行き、累積MTBFの曲線の傾斜から最

適成長率を推定、瞬間MTBFの成長曲線を求め、要求MTBF及び計画成長曲線と比

較し、信頼度の成長を監視又は評価する。 
参考までに、デュアンの信頼性成長モデルを図3.12-2に示す。 
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 a.要求MTBF 
 要求MTBFに相当する横線を引く。ただし、要求MTBFと予測MTBFが異なる

ときは予測MTBFを用いてもよい。 
 b.計画累積MTBF曲線の開始点 

要求MTBFの値により次のいずれかの方法による。 
 

(ⅰ)要求MTBFが200時間未満のとき 
累積試験100時間において要求MTBFの10%の点 

(ⅱ)要求MTBFが200時間以上のとき 
要求MTBFの50%の累積試験時間において要求MTBFの10%の点 

 
この理由として、過去の工業界のデータによると、最初に製作された製

品のMTBFは、部品に信頼度の積上げから予測したMTBFのおおよそ10%くら

いのMTBFを示すことによるとしている。 
 c.計画成長率α０の選定 

過去の類似機器の試験経験から、開発しようとする機器に最適の信頼度

成長率α０をきめる。適当な試験結果がない場合にはDuaneの推奨する値 

α０=0.5を用いる。 

 d.計画成長曲線 
選定したα０を表す計画累積MTBFの線をb.の開始点から引き、次にこの

線に平行に
０１－α

１
だけ上方に計画瞬間MTBFの線を引く。この計画瞬間

MTBFの線を計画成長曲線という。 

 e.信頼度成長試験期間の予測 
 a.の要求MTBFの横線とd.の計画成長曲線との交点は、信頼度成長試験期

間の計画値として大まかな予測値を与える。 
 f.試験データによる信頼度成長曲線 

 試験中に新しい故障が発生した都度、累積試験時間と累積MTBF(θｃ)を

順次プロットして行き、この曲線の傾斜から最適成長率α１を求め、これ

を用い瞬間MTBF(θｉ)の曲線を
１１－α

１
だけ上方に、上記MTBF曲線に平行に

引く。これが求める信頼度成長曲線となる。 
 g.信頼度成長の監視と評価 

 a.の要求MTBF、d.の計画成長曲線及びf.の試験データによる信頼度成長

曲線を用いて、次のようにして信頼度成長の監視と評価を行う。 
(ⅰ)信頼度成長の監視 
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 試験データのプロットの途中において、以下の条件のいずれかを満

足するときは、現在の信頼度向上の努力を続けると計画した信頼度成

長が達成しうると判断しうる。 
(ア)記入した瞬間MTBFの点が計画成長曲線より上にある。 
(イ)試験データから求めた信頼度成長曲線が計画成長曲線より上にあ

る。 
(ウ)試験データから求めた信頼度成長曲線は、計画成長曲線より下に

あるが、要求MTBFの横線と交わる時点までに計画成長曲線と交わ

る勾配にある。 
 
もし、上記の条件のいずれかの項をも満足しないときは、現在の努

力では計画した信頼度成長は達成できないものと判断し、計画を満足

させるためには特別な故障解析と是正処置の努力が必要なことが示さ

れる。 
 

(ⅱ)試験データから求めた信頼度成長曲線が要求MTBFの線に到達したとき

は、所要の信頼度成長が達成されたものと評価し、この時点において

信頼度成長試験を終了させることができる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図3.12-2 デュアンの信頼性成長モデル3) 
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具体例１：ロケット用エンジンの評価例 

(1) Ｎ－Ⅰロケット２段用NTO/A-50エンジン（LE-3）4) 

 Ｎ－Ⅰロケット２段用NTO/A-50エンジン（LE-3）の信頼度評価の事例を以下

に示す。 
 
a.信頼度評価式 
 (ア)信頼度評価式(1) 

 信頼度の試験成功率による評価を次式によって行う。 
    信頼度：Ｒ＝（成功した試験回数）／（全試験回数）……式(1) 

 (イ)信頼度評価式(2) 

 開発段階のエンジンは改良によりコンフィギュレーションが変化してお

り、最新のエンジンのコンフィギュレーションを表しているとは言い難

い。したがって、信頼度評価式(1)において開発試験から認定試験までの

データは、以下の点を考慮するとともに等価試験回数Ｎｅによる燃焼時間

の補正を行う。 
・試験が不成功であっても、不成功の原因がエンジン以外に起因する場

合、又は原因がエンジンにあっても、その後の設計変更などによりそ

の原因が除去されたと見なされた場合は不成功とは数えず、その試験

自身を信頼度の算出から除外する。 
・試験設備の不具合、又は操作ミスのため、レッドライン又はマニュア

ル停止によりエンジンの試験が中断されたが、それまでの作動が正常

であった場合は、停止までの燃焼試験時間の試験を成功として数え

る。 
 Ｎｅは、実際の試験規模をミッション一回分の運用に換算した時の回数

であり、過去の開発エンジンの故障頻度などの経験を検討し、次式とす

る。 

    ∑
ｎ

ｉ＝１
４０１３２１ ）＋φ／ｔ・ｔ＋φ＋φ（φＮｅ＝  

ｎ ：実際の試験回数 
ｔ０ ：ミッション一回の燃焼時間 
ｔ１ ：実際の燃焼時間 
φ１～φ４ ：故障発生比率 

 φは、過去のエンジンの故障頻度などの経験を解析的に検討し、以下の

様に故障発生の比率を割り付けた。 
予冷＋始動時 ：φ１＋φ２＝0.35 

定常燃焼時 ：φ３＝0.40 

停止時 ：φ４＝0.25 
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 (ウ)信頼度評価式(3) 

 信頼水準を考慮した推定下限信頼度ＲＬは不具合をゼロと見なした場

合、次式とする。 

   Ｒ
Ｌ
＝（１－Ｃ）

１/Ｎｅ
 

Ｃ ：信頼水準 
Ｎｅ：等価試験回数 
 

b.信頼度評価結果 
 (ア)信頼度評価(1) 

 式(1)を用いて信頼度(1)を求めた。信頼度／試験回数を図3.12-3に一点

鎖線により示す。認定試験完了時の信頼度(1)（試験成功率）は90%であっ

た。 
 (イ)信頼度評価(2) 

 信頼度評価(1)に対し、a.(イ)に示した方法で補正し、信頼度(2)の評価

を行った。補正した信頼度（試験成功率）を図3.12-3に二点鎖線で示す。 
 (ウ)信頼度評価(3) 

 a.(イ)に示した方法で補正した試験成功率をもとに、信頼度評価式(3)

により信頼水準90%における推定信頼度を求めると図3.12-3の実線とな

る。これにより、認定試験完了時の推定下限信頼度は、信頼水準90%にお

いて98.7であった。 
  

図 3.12-3  ロケット用エンジンの信頼度4) 
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(2) H-Ⅱ及びH-ⅡAロケット第1段エンジン(LE-7及びLE-7A) 
H-Ⅱロケット第1段エンジン(LE-7)の開発試験では、従来の2項分布法(前項

(1)-a.-(ウ)等)図3.12-4と、液体ロケットエンジンとしては新たな信頼度評価

手法である信頼度成長法 図3.12-5 及び故障分布法 図3.12-6 の比較検討が実

施されている。 

 

 
  図3.12-4 LE-7エンジンの信頼度推定(従来法) 5) 

 

 
  図3.12-5 LE-7エンジンの信頼度成長 5)  図3.12-6 故障分布法による信頼度の推定 5)  

 

 

表3.12-5の通り、飛行実績(f=5.7%)と比較すると、従来の2項分布法

(f=0.3%)よりも、信頼度成長法(f=3.6%)と故障分布法(f=3.9%)の方が、改善す

る結果(飛行実績に対しより近い値となる)が得られており、液体ロケットエン

ジンの信頼度評価の新たな改善策として導入が提案されている。 
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表3.12-5 H-Ⅱロケットの信頼度推定方法と飛行実績の比較 5) 

信頼度の推定方法 試行回数 

ｎ(回) 

失敗回数 

ｒ(回) 

信頼度 

Ｒ 
発生確率 

ｆ(％) 

飛行実績 7 1 0.86 5.7 

①信頼度成長法 20.4 1 0.951 3.6 

②故障分布法 18.5 1 0.946 3.9 

③従来の2項分布法 315 1 0.997 0.3 

               ①～③の信頼度の推定は、開発完了時点の値。 

fは各信頼度推定値Rを基に飛行実績と同じ試行回数で失敗が発生する確率を算出。 

ｆ＝Ｒｎ－ｒ(１－Ｒ)ｒ 

 

なお、H-ⅡAロケット第1段エンジン(LE-7A)の開発試験においても、図3.12-

7、図3.12-8の通り同様の手法による検討がなされており、今後も試験実績が

蓄積することにより更なる信頼度の向上が期待されている。5) 

 

 

 図3.12-7 LE-7Aエンジンの信頼度成長 5)  図3.12-8 故障分布法による信頼度の推定 5) 

 

詳細については、日本航空学会論文｢液体ロケットエンジンの信頼度評価法｣ 5)

を参照。 
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具体例２：スペースシャトルメインエンジン（SSME）の評価例6) 
 米国のSSMEにおいては、AMSAAモデルを用いてMTBFの算定を行ったことが報告

されている。 
 図3.12-9に重大な故障による算定結果を、図3.12-10にクリティカリティ１故

障による算定結果を示す。 

図3.12-9 SSME信頼度成長（重大な故障）6) 
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図3.12-10 SSME信頼度成長（クリティカリティ１の故障）6) 
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(3) ストレス・ストレングス法 
 ストレス・ストレングス・モデルとは、使用時の荷重と構造物の強度の平均

値及び分散値から使用時における成功確率を求める方法である。 
 すなわち、構造の強度が使用時の外力を超えない場合には破壊せず強度部材

として安全であるものとする。この間の関係を図3.12-11に示す。 
 使用時の外力の分布と構造物の強度分布形状は、簡単化のため正規分布と仮

定する。 
 構造部材の強度分布の平均値をμ１、分散値をσ１

２、材料の強度をＳＲとす

る。 
 また、使用時の外力の平均値をμ２、分散値をσ２

２、材料の強度をＳＬとす

る。 
 Ｘ＝ＳＲ－ＳＬとおくと、上記の仮定により、Ｘ＞０の場合には安全であり、

Ｘ＜０の場合には不安全となる。 
 確率変数Ｘの分布形状は、外力及び強度の確率分布が正規分布のため、同様

に正規分布となり、平均値はμ１－μ２、分散値はσ１
２＋σ２

２で表される。 
 したがって、構造強度部材の信頼度は次式で表される。 

  

{ }

∫ 











ｄｘｅｘｐ
）＋σ２π（σ

１
Ｒ＝

）＋σ２（σ

）ーμＸ－（μ
ー

２
２

２
１

２
２

２
１

２
２１

 

 
 

図3.12-11 ストレス・ストレングス・モデル 
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具体例 
a.概要 

 圧力タンクを発生負荷と許容負荷のストレス・ストレングス・モデルによ

り信頼度評価した例を示す。 
b.事例の説明 

 発生負荷のノミナル値をμＲ、その標準偏差をσＲ、また、許容負荷のノミ

ナル値をμＣ、その標準偏差をσＣとした時の信頼度は次式で与えられる。

（正規分布を仮定） 

   
２
Ｒ

２
Ｃ

ＲＣ

＋σσ

－μμ
Ｚ＝  

   ∫
∞−

−
Ｚ

ｘ

ｄｘｅ
２π

１
Ｒ＝

２

2
1

 

 ここで、過去の実績より変動率（σ／μ）を 
   σＣ／μＣ＝σＲ／μＲ＝0.04 

 と仮定する。また、設計基準により、 
   μC／μR＝1.65 

 である。よって、 

   

8.42　＝

）／μ＋（σ））／μ（μ）／μ（（σ

－１）／μ（μ
　＝

＋σσ

－μμ
Ｚ＝

２
ＲＲ

２
ＲＣＣＣ

ＲＣ

２
Ｒ

２
Ｃ

ＲＣ

×
 

 となり、設計信頼度は、Ｒ≒１とみなせる。 
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(4) ブールの真理値表による評価法 
 ブールの真理値を使用する評価法である。実施手順については、MIL-STD-756 

Method 1002 8）参照。 
 
具体例１ 
 図3.12-12の普通の並列冗長を真理値表で表すと表3.12-7のとおりとなる。 
 
 
 
                   機器A、機器Bともに信頼度は0.99 
 

      図3.12-12 並列冗長の例 
 

表3.12-7 並列冗長の真理値表 

機器Ａ 機器Ｂ 
システム
機能 

確率 計算式 

○ ○ Success 0.9801 =RA*RB 
○ × Success 0.0099 =RA*(1-RB) 
× ○ Success 0.0099 =(1-RA)*RB 
× × Fail －   

         システムの信頼度＝0.9801+0.0099+0.0099=0.9999 
 
具体例２ 
 図3.12-13のように、普通の手法では信頼度計算が難しい例を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.12-13 通常の手法では信頼度計算が困難な例 

機器A
 

機器B
 

電源装置B 

電源装置A 
電源-A1 

電源-A2 

電源-B1 

センサ 
(1) 

センサ 
(2) 

電源-B2 センサ 
(3) 

計測装置 
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【条件1】 

センサで計測された値は計測装置に入力され、2 out of 3で処理され

るもので、データ計測上はセンサ1個のデータ欠落は許容できる。 

【条件2】 

センサ(2)に対しては電源装置A/Bの両方から電力供給を受けており、

いずれか一方からの電力供給が途絶えた場合にも機能を失わない。 

 
 センサによるデータ計測の成否に係る電力供給機能のシステム信頼度を表

3.12-8のとおり真理値表を用いて求める。各電源の構成は共通で、信頼度は

0.98であるとする。 

 
表3.12-8 図3.12-13にかかる真理値表による信頼度計算例 

  電源装置A 電源装置B データ計測 確率 計算式 
  電源-A1 電源-A2 電源-B1 電源-B2 

   

無故障 ○ ○ ○ ○ Success 0.9223682 =R4 
1故障 ○ ○ ○ × Success 0.0188238 =R3*(1-R) 

○ ○ × ○ Success 0.0188238 =R3*(1-R) 
○ × ○ ○ Success 0.0188238 =R3*(1-R) 
× ○ ○ ○ Success 0.0188238 =R3*(1-R) 

2故障 ○ ○ × × Success 0.0003842 =R2*(1-R)2 
○ × 〇 × Success 0.0003842 =R2*(1-R)2 
〇 × × 〇 Success 0.0003842 =R2*(1-R)2 
× × ○ ○ Success 0.0003842 =R2*(1-R)2 
× 〇 × 〇 Success 0.0003842 =R2*(1-R)2 
× 〇 ○ × Fail － － 

 
システムの信頼度＝0.9995843 
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具体例３ 
 ３並列冗長系をなすタンク系統と２並列冗長系をなすスラスタ系統から構成

されている衛星の姿勢制御系の信頼度を、真理値表を使って計算した。 
 
a.制御系の構成及び機能 

 系の構成を図3.12-14に示す。 

図3.12-14 姿勢制御系 
 
 スラスタ系統はそれぞれスラスタ３、バルブ１、フィルタ１から構成されて

いる。 
 バルブはスラスタ系統の作動を停止する。 
 スラスタ３個のうち＃２は衛星の横方向の制御に使われる。 
 ＃１と＃３は衛星のスピン軸に直交する方向に取付けられ、スピン速度制御

に使用される。 
 
b.計算 

 スラスタ系統が正常に作動するのは表3.12-8に示すケースである。 
 
 

タンク タンク タンク 

バルブA 

フィルタA 

バルブB 

フィルタB 
対 

象 

範 

囲 

スラスタA スラスタB 

＃１ 

＃２ ＃２ 

＃３ ＃３ 

＃１ 

＊バルブは常時開を原則とする。 

＊ ＊ 
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表3.12-8 真理値表による信頼度の計算 

番号 フィルタ 

Ａ 
バルブ

Ａ 
スラスタＡ フィルタ 

Ａ 

バルブ 

Ｂ 
スラスタＢ 

確  率 
＃１ ＃２ ＃３ ＃１ ＃２ ＃３ 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 

１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 
１５ 
１６ 
１７ 
１８ 
１９ 
２０ 
２１ 
２２ 
２３ 
２４ 
２５ 
２６ 
２７ 
２８ 
２９ 
３０ 
３１ 
３２ 
３３ 

Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｏ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 

Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｏ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 

Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｏ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 

Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
 
 

Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｏ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 

Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｏ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 

Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｏ 
Ｇ 
－ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｃ 
Ｃ 
Ｇ 
Ｇ 
Ｃ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0.986119 

0.002162 

0.002162 

0.001982 

0.001982 

0.001982 

0.001982 

0.00099 

0.00099 

0.00078 

0.00078 

0.00078 

0.00078 

0.00522 

0.00522 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

0.00004 

≒0 

≒0 

≒0 

≒0 

≒0 

≒0 

≒0 

≒0 

信頼度            0.999965 

記号の説明 Ｇ：正常 Ｏ：オープン故障 Ｃ：クローズ故障（目づまりを含む） 

オープン故障、クローズ故障には  をつけた 

バルブの”－“は開状態を、”Ｇ”はクローズできたことを示す。 

フィルタの”－“はバルブがクローズできているので、どの状態でもよいことを示す。 

 
実施しない場合の影響  

(1) 部品点数法あるいはストレス解析法が適用できないような対象品目の信

頼度が推定できないので、信頼度配分に対する達成度の評価がされず、信
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頼性上の課題／問題点の識別及び是正処置が適切に実行されない恐れがあ

る。 

(2) 信頼度のバランスがとれていないシステムとなる恐れがある。 

(3) 過度な信頼度を達成し、必要以上のコストを発生させる恐れがある。 

(4) 他の関連信頼性業務に対する定量的な信頼性データが提供できない恐れ

がある。 

 
参考文献 

1) 信頼性管理便覧編集委員会編：「品質保証のための信頼性管理便覧」

(1985)、日本規格協会 

2) 牧野鉄治、野中保雄著「信頼性工学」、日本科学技術連盟 

3) MIL-STD-1635「Reliability Growth Testing」 

4) 平社博之．「H-1ロケット2段用液酸・液体エンジン(LE-5)の信頼度につい

て」，第6回宇宙開発における信頼性及び品質保証シンポジウム，1980 

5) 平田邦夫．升谷五郎．上条謙二郎．「液体ロケットエンジンの信頼度評価

法」，日本航空学会，2004 

6) Dr. Fayssal M. Safie : Huntsville Chapter, Society of Reliability 

Engineers, USA “Reliability Modeling of The Space Shuttle Main 

Engines”, June 22, 1989 

7) MIL-STD-756「Reliability Modeling and Prediction」 
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3.13 冗長設計 
 
効果 
  ミッション達成上のクリティカルポイント（単一故障点）をなくすことによ

る信頼性の向上。 
       

効果的な実施時期 
  遅くとも詳細設計開始迄。 
  冗長構成の採用が可能な時期に実施する必要がある。 
 
技術的根拠 
単一故障点をなくすことによる信頼性の向上が期待できる。 
システム、サブシステム又は構成機器に対する信頼性要求の確保及び向上を

実現可能とする確立された信頼性設計手法である。 
 
JMR-004の対応項番  

  4.3.5 信頼度予測  

 
関連の深い信頼性業務 
  (1) 信頼度予測 
(2) 機能FMEA 

(3) 詳細FMEA 
(4) FTA：事前解析 

  (5) 基本設計審査   

 
実施方法 
システム、サブシステム又は構成機器が高い信頼度で規定の機能を遂行でき

るようにするために、いくつかの要素又は手段を余分に付加し、その一部が故

障しても、システムの機能を満足するように設計する。 

冗長設計方式の代表的なモデルを表3.13-1に示す。 

なお、本方式を採用するにあたっては、以下についても十分配慮の上、冗長

設計の効果を確実なものにする必要がある。 

(1) コスト、質量、容積などの十分なトレードオフが必要である。 

(2) 部品点数が増加すると、比例して故障件数が増加する。 

(3) 同一部品による冗長は、共通の不具合要因により両方共故障する可能

性がある。 

(4) 同一区画に両方の配置は、その区画の破損などにより両方共故障する

可能性がある。 
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(5) 待機冗長方式の場合、切替えシステムの故障を配慮する必要がある 

(6) 同一ソフトウェアによる冗長は、共通のバグにより両方共故障する可 

能性がある。 

(7) バルブやスイッチなどは故障モードによっては、直列・並列が変わって

しまう場合がある。  

 

 冗長設計の結果は、各種信頼性解析（信頼度予測、FMEA、FTA など）に反映す

ると共に、設計審査などのインプットデータとして提示し、その妥当性を確実

に評価しておく必要がある。 
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表3.13-1 冗長設計方式の代表例                    

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

冗長方式 信頼性ブロック図 システム信頼度算定式 
待機冗長系 
一つのユニットが故障した場

合、待機中の他ユニットに切換

え、システムを正常に維持す

る。 
 

∏
=

−−−=
n

i

iST RRRR
2

1 )1()1(1  

 ＲＳ：切替え器の信頼度 

並列冗長系 
機能的に同じ働きをする複数の

ユニットを並列に接続する。 

 

∏
=

−−=
n

i

iT RR
1

)1(1  

多数決冗長系 
ｎ個のユニット中、ｍ個が正常

であれば、システムが正常であ

るもの。 

 

ini
n

mi
T RR

i
n

R −

=

−= ∑ )1()(  
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待機冗長方式の具体的適用例  

 制御システムでの適用例を示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

並列冗長方式の具体的適用例 
 受信系システムでの適用例を示す。 

 
 
多数決冗長方式の具体的適用例 
 検知システムでの適用例を示す。 
 

 

 

 

 

 

  

 

機器A 

センサＳ／Ｃ 

2 out of 3 
判定回路 

センサ No.1 

センサ No.2 

センサ No.3 

CPU（主系） 

CPU（副系） 

切替え機構 

検出器 
Ｃ 

制御信号 

ｱﾝﾃﾅ ｹｰﾌﾞﾙ ﾊﾟﾜｰﾃﾞｨﾊﾞｲﾀﾞ 受信機 

ｱﾝﾃﾅ ｹｰﾌﾞﾙ ﾊﾟﾜｰﾃﾞｨﾊﾞｲﾀﾞ 受信機 
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実施しない場合の影響 
 冗長設計を行わない場合は、システムの構成要素全てが単一故障点になるの

で、信頼性向上のための設計対策（環境緩和策、高信頼性部品の採用など）や高い

レベルの品質管理を適用する必要が生じる。 

 
参考文献 

 なし 
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3.14 安全余裕／ディレーティングの設定 

 

効果 

(1) 構成機器･部品などを定格一杯ではなく余裕を持たせる使用条件とする

ことで、運用に対する信頼性向上の実現が可能となる。 

(2) 安全余裕／ディレーティングの信頼性設計基準を設定することで、該当

プロジェクトの中で信頼性方針を統一できる。 

 

効果的な実施時期 

  基本設計段階あるいは詳細設計段階初期。 

  安全係数及びディレーティングの基準は、各設計作業に影響するので、基本

設計段階の初期には設定する必要がある。 

 

技術的根拠 

使用時は必ず何らかのストレスが印加される。これらのストレスは、故障、

寿命低下の原因となる。 

したがって、原因であるストレスを減らすことで，故障，寿命低下の防止を

意図した代表的な信頼性向上設計手法である。 

 

JMR-004の対応項番  

 4.3.3 設計仕様書 

  4.3.7 部品ストレス解析                       

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼度予測：ストレス解析法 

(2) 部品ストレス解析  

(3) 部品、デバイス、材料、工程プログラム：適用審査 

(4) 詳細設計審査 

 

 実施方法 

実運用に際して、作動するストレスに対して余裕を取ることによって故障

の発生を減らすことを意図した信頼性設計手法の一つであるが、対象により一

般的に安全余裕（安全係数）とディレーティングに区分される。 

 

(1) 安全余裕設計法 

 構造、材料など機械系部品に対するものであるが、定量的に扱う方法として

安全係数を用いる方法と確率的に扱う方法がある。 

 安全係数は、過去の経験則に基づくもので、従来からの構造、材料あるいは
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環境下で用いることができる。 

 

a.安全係数を用いる方法 

安全係数とは、合理的な方法では計算できないような設計の不確実

性を考慮して、制限荷重または最大使用圧力に対して乗ずる倍数のこと

をいう。（他に安全率、設計係数、設計安全係数などと呼ぶ場合があ

る。） 

安全係数を用いる設計方法の詳細については、JAXAの設計標準1),2) を

参照すること。参考までに、宇宙機開発における安全係数の例を表

3.14-1に示す。また、安全係数を用いた過去の具体例を示す。 

  

表3.14-1 安全係数の例 １） 

分

類 
コンポーネント 

設計係数 

降伏 プルーフ 終極 破壊 

一
般
構
造
物 

飛行荷重 

 有人 

 無人 

飛行荷重以外の荷重 

  （圧力は除く） 

 人間に危険なもの 

 危険が少ないもの 

 

(a) 

(a) 

 

 

(a) 

(a) 

  

1.40 

1.25 

 

 

1.50 

1.25 

 

圧
力
容
器 

主液体タンク 

 有人 

 無人 

固体ロケットモータ 

 有人 

 無人 

気蓄器 

油力容器 

ガス、油圧配管 

推進薬供給ライン 

 

(a) 

(a) 

 

(a) 

(a) 

(a) 

(a) 

(a) 

(a) 

 

(b) 

(b) 

 

(b) 

(b) 

1.67 

2.00 

2.00 

1.50 

 

1.40 

1.25 

 

1.25 

1.25 

－ 

－ 

－ 

1.88 

 

1.40 

1.25 

 

1.25 

1.15 

2.22 

4.00 

4.00 

 

注(a)通常1.0であるが有人に対しては1.0以上。NASAの例では1.1を取る。 
 (b)1.0以上（試験条件は室温に換算）。NASAの例では1.05を取る。
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〔具体例１：航空機の静強度に対する安全係数〕 

 航空機の静強度の安全係数としては1.5（終極）を使用するが、強度が不確

実な部位、部材に対しては、安全係数1.5に更に特別係数を乗じた余裕を取

る。 

 表3.14-2に耐空性審査要領に規定されている特別係数を示す。 

 

表3.14-2 耐空性審査要領で規定されている特別係数 
 

部   材 特別係数 備  考 

金
具
係
数 

一般金具  1.15 
 

座席、寝台の安全ベルト 

ハーネス取付部 
 1.33 

面
圧
係
数 

操
縦
系
統 

ヒンジ軸受部  6.67 
ボール、ローラベアリングに

ついては、定格値以上の荷重

がかからないようにする。 角運動を行う連結金具軸受

部（ボール、ローラベアリン

グを除く） 

押引式  3.33 

索  2.0 

鋳
物
係
数 

重
要 

外観検査、非破壊探傷、レントゲン、 

1個の静試験 
 1.5 

（重要鋳物の例） 

鋳造物取付金具、操縦系統部

品、舵面ヒンジ及びバランス

ウェイト取付部、座席・寝台

安全バンド、燃料・滑油タン

クの支持部及び取付金具、キ

ャビン・プレッシャバルブ 

同上、ただし3個の静試験  1.25 

同上＋プロセス監視、ただし1個の静試験 1.0 

そ
の
他 

外観検査のみ  2.0 

同上＋非破壊探傷  1.5 

同上＋レントゲン検査  1.25 

同上＋3個の静試験＋クーポン抜取試験  1.0 

面圧部  1.25 

他で大きい面圧係数を要求さ

れる場合は、大きい方をと 

る。＊ 

＊大きい方の面圧係数を取れば、鋳物係数を用いる必要はない。 

(注)荷重の割増係数 

①終極荷重＝（制限荷重）×（安全率1.5） 

②与圧室制限荷重＝（最大圧力差荷重）×（割増係数1.33） 

 ただし、他のすべての荷重省略 
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〔具体例２：艤装・流体系の安全係数〕 

液体燃料、油圧などを使用するエンジン、タンク、その他の艤装品の安全

係数についての仕様書及び実際の適用例を示す。 

 

a)液体ロケット関係 

NASA-STD-5012：STRENGTH AND LIFE ASSESSMENT REQUIREMENTS FOR 

LIQUID FUELED SPACE PROPULSION SYSTEM ENGINES 

    金属構造体及びコンポーネント、結合部及びファスナー 

    ・降伏荷重：最大予測荷重×1.10倍(最小) 

    ・終極荷重：最大予測荷重×1.40倍(最小) 

 

b)機体の推進系配管艤装関係 

MIL-P-27409：Propellant Feed System, Rocket Propellant 

・破壊圧力 

 無人機：最大予測作動圧力×1.25倍(最小) 

 有人機：最大予測作動圧力×1.40倍(最小) 

 

c)機体の推進系コンポーネント 

MIL-C-27410：Components, Rocket Propulsion Fluid System 

・破壊圧力：最大予測作動圧力×2.0倍(最小) 

・保証圧力：最大予測作動圧力×1.5倍(最小) 

 

d)油圧システム関係 

MIL-H-25475B：Hydraulic System, Missile, Design, Installation 

・破壊圧力 

 ア.配管ホース類          ：公称作動圧力×4倍 

 イ.その他             ：公称作動圧力×2.5倍 

・保証圧力 

 ア.配管ホース類     ：公称作動圧力×2倍 

 イ.アキュムレータリザーバ：公称作動圧力×1.66倍 

 ウ.その他        ：公称作動圧力×1.5倍 
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e)ガスジェットにおける適用例 

 ガスジェット（RCS：Reaction Control System)は、実際に予測さ

れる最大の作動圧力に表3.14-3に示す安全係数を乗じて設計した。詳

細はJERG-0-001 「宇宙用高圧ガス機器技術基準」3）を参照のこと。 

 

表3.14-3 RCS関連の安全係数 

構造区分 降伏応力 引張強度 

推薬タンク 1.25以上 1.5以上 

配管やコンポーネント 1.5以上 2.5以上 
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b.余裕安全率  

 強度解析の評価法の一つに、従来から余裕安全率が使われている。こ

れは規定の負荷応力に対して、許容強度にどの程度余裕があるかを示し

たものである。なお、余裕安全率を安全余裕ということもある。 

 

 余裕安全率をＭＳ、許容応力（又は荷重）をＡ、終極荷重をＤとする

と、ＭＳは次のように定義されている。 

－１
Ｄ

Ａ
＝　　

Ｄ

Ａ－Ｄ
ＭＳ＝

    
 

ＭＳ≧０が設計基準である。 

 

詳細については、JAXAの設計標準1),2) を参照すること。 

c.確率的に扱う方法 4) 

構造材料の機械的特性には本来バラツキがあり、これに製造工程での

バラツキが加わり、更に運用中の劣化のバラツキがあり、全体として構

造物の強度にある程度のバラツキがある。 

運用中の構造物に掛かる荷重も時間的、空間的に変動し、各部材への

荷重配分や局所応力分布も変動する。構造物の強度とそれに掛かる荷重

のそれぞれにバラツキを考えて、構造物の破壊や寿命を確率・統計的現

象として取扱うのが構造信頼性の立場である。 

数理的に取扱うために考えられた数学モデルのひとつに「応力－強度

モデル」（ＳＳモデル）がある。ＳＳモデルは、構造物の破壊は外力の

強さ（ＳＬ）が材料の強度（ＳＲ）を上回ったときに生ずるという仮定の

基に作られたものである。すなわちそれぞれの応力分布が与えられたと

き、構造物が破壊しない確率Ｒは次のように定義される。 

  Ｒ＝Ｐｒ（ＳＲ＞ＳＬ） 

  ＝Ｐｒ（ＳＲ－ＳＬ＞０） 

いまＳＲ、ＳＬも正規分布に従うとするとＳＲ－ＳＬも正規分布となる。 

 ＳＲ＝Ｎ（μ１，σ１
２），ＳＬ＝Ｎ（μ２，σ２

２）とおくと、 

 Ｒ＝Ｎ（μ１－μ２，σ１
２＋σ２

２） 

ここにμｉ、σｉ（ｉ＝１，２）はそれぞれＳＲ、ＳＬの平均値と標準偏差

である。 
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 構造信頼度と安全係数の関係は、材料の許容応力をμＡ、制限荷重にお

ける応力をμＬ、安全係数をＳFで表すと図3.14-1のようになる。 

 図から μＡ＝μ１－ｋｐ１σ１ 

 μＬ＝μ２＋ｋｐ２σ２ 

 ＳF＝μＡ／μＬ 

である。 

図3.14-1 強さと荷重の分布 4） 
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 (2) ディレーティング設計法 

 ディレーティングとは機能部品（特に電気・電子部品）に対する安全余裕設

計手法であり、定格値よりも低いストレスで作動させることであって、部品に

加わる電気的、熱的、機械的ストレスを軽減することである。 

 熱的及び機械的ストレスの軽減については、部品の取付場所の環境条件（温

度、振動、衝撃など）に対する設計に依存している。 

それで今日では、ディレーティングといえば電気的作動によるストレス低減

のことをいう場合が多い。 

ディレーティングの意味は次のようなものである。 

a.部品に故障を生じさせるストレスレベルと作動ストレスレベルの間に余裕を

取ることによって故障が起り難くする。 

b.設計当初に予期しなかった異常なストレスが加わる場合に対する考慮。 

MIL-STD-975 5）には宇宙機器用の電子部品に用いるディレーティングの基準

値が記載されている。これらは設計者に役立つものであるが、MIL-STD-975でも

強調しているように個々のプロジェクトの適用部品について要求と照合して、

ディレーティングが適切であるかどうかを吟味する必要がある。 

設計で決める部品の作動ストレスは、その部品の最大定格にディレーティン

グ基準値を乗じたものである。 

宇宙プロジェクトにおける具体例を以下に示す。 
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〔具体例１：ディレーティング基準〕 

 宇宙機搭載電子機器用として、次に示すガイドライン文書をベースに設定

されたトランジスタのディレーティング基準例を表3.14-4に示す。 

・MIL-STD-975F：NASA STANDARD(EEE)PARTS LIST (APPENDIX A) 

・GSFC PREFERRED PARTS LIST PPL-16(APPENDIX B) 6） 

 

表3.14-4 トランジスタのディレーティング基準 

 次のディレーティング基準に加え、部品仕様書に規定された推奨作動条件を考慮すること。又要求寿命

期間の使用中における特性の劣化・変動を考慮すること。 

タイプ パラメータ 
(注１) 

ディレーティング値 

(注２) 

接合部温度ディレーティング値 

バイポーラ 

 トランジスタ 

電力 定格×0.5以下(注２) 
1)Tjmax＝125℃定格の場合 

Tj≦85℃ 

 

2)Tjmax＝150℃定格の場合 

Tj≦100℃ 

 

3)Tjmax＝175℃定格の場合 

Tj≦115℃ 

 

2)Tjmax＝200℃定格の場合 

Tj≦130℃ 

電圧（DC + Peak） 定格×0.75以下 

電流（DC + Peak） 定格×0.75以下 

電界効果 

 トランジスタ 

電力 定格×0.5以下(注２) 

電圧（DC + Peak） 定格×0.75以下(注３) 

電流（DC + Peak） 定格×0.75以下 

(注１)安全動作領域(SOA or ASO)が規定されるトランジスタは、上記のディレーティング基準を満足し、

かつ過渡現象と温度を考慮して安全動作領域を満足すること。 

(注２)電力のディレーティング値は、上記のディレーティング基準を満足し、かつ付図-1及び付図-2から

求めた接合部温度が上記の接合部温度ディレーティング値を満足すること。 

(注３)パワーMOSFETのゲート・ソース間電圧は、定格×0.6以下とすること。 
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付図－１ 電力のディレーティング値VS接合部温度ディレーティング値 

（ヒートシンクなしの場合） 

 

Pｄ ：印加電力 

Pｄ(max) ：最大定格電力(TSにおける値) 

Pｄ(derated) ：電力のディレーティング値（最大） 

Tｊ(max) ：最大接合部温度 

Tｊ(derated) ：接合部温度のディレーティング値（最大） 

Tｓ ：最大定格電力の温度ディレーティングポイント 

Tａ ：基準点温度  

Tｄ ：接合部温度のディレーティング値（最大）を満足させるた

めに印加電力を減少させる温度ポイント 

θｊ-ａ ：接合部－基準点間熱抵抗 

Tａ≦Tｄ ：Pｄ≦Pｄ(max)×0.5 

この時 Tｊ＝Tａ＋Pｄ・θｊ-ａ≦Tｊ(derated) 

Tａ＞Tｄ ：
ａｊ

ａｊ

ｄ
θ

－
≦

-

T(derated)T
P  

この時 Tｊ＝Tａ＋Pｄ・θｊ-ａ≦Tｊ(derated) 

 

(注) 基準点温度(Tａ)は、必要に応じて以下の通り読み替えて使用のこと。 

①部品ケースを基準とする場合：Tｃ 

②部品リードを基準とする場合：Tｌ 

 

(max)Pｄｊｰａ・θ

－１
 

ディレーティング基準範囲 

1.0 

0.5 

Tｊ(derated) Tｓ  Tｄ 

Pｄ(max) 

Pｄ(derated) 

Tｊ(max) 

Tａ 

P ｄ
 

Ｐ
ｄ

(m
ax

) 
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付図－２ 電力のディレーティング値VS接合部温度ディレーティング値 

（ヒートシンク付の場合） 

 

Pｄ ：印加電力 

Pｄ(max) ：最大定格電力(TSにおける値) 

Pｄ(derated) ：電力のディレーティング値（最大） 

Tｊ(max) ：最大接合部温度 

Tｊ(derated) ：接合部温度のディレーティング値（最大） 

Tｓ ：最大定格電力の温度ディレーティングポイント 

Tｃ ：ケース温度  

Tｄ ：接合部温度のディレーティング値（最大）を満足させるた

めに印加電力を減少させる温度ポイント 

θｊ-ｃ ：接合部－ケース間熱抵抗 

Tｃ≦Tｄ ：Pｄ≦Pｄ(max)×0.5 

この時 Tｊ＝Tｃ＋Pｄ・θｊ-ｃ≦Tｊ(derated) 

Tｃ＞Tｄ ：
c-j

cj
d

T(derated)T
P

θ

－
≦  

この時 Tｊ＝Tｃ＋Pｄ・θｊ-ｃ≦Tｊ(derated) 

 

 

(max)Pd- ・θ

－１

ｃｊ

 

ディレーティング基準範囲 

1.0 

0.5 

Tｊ(derated) Tｄ Tｓ 

Pｄ(max) 

Pｄ(derated) 

Tｊ(max) 

Tｃ 

P ｄ
 

Ｐ
ｄ

(m
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〔具体例２：個別半導体のディレーティングと故障率〕 

 MIL-HDBK-217 7）E版の個別半導体に関する故障率モデル式及び表3.14-5に

より求めたトランジスタ（シリコン、NPN型）の温度ディレーティングと故障

率の関係を図3.14-2に示す。 

 

図3.14-2 トランジスタ(シリコン･NPN型)のディレーティング曲線 

 

 この図において、定格500mW(25℃)のトランジスタを環境温度55℃で２種

類の異なったディレーティング(80%＝400mW，40%＝200mW)で使用する場合を

考える。 

55℃において80%ディレーティング(400mW)で使用すると、故障率λｂ＝

0.0048×10－６である。一方このトランジスタを40%ディレーティング(200mW)

で使用すると、λｂ＝0.0015×10－６に低下し、3.2倍の信頼性向上を達成でき

ることになる。 

 

 なお、個別半導体に関する故障率モデルは下式で表される。 

λＰ＝λｂ（πＥ×πＡ×πＱ×πR×πＳ２×πＣ） 

λＰ ：部品故障率 

λｂ ：基準故障率 

πＥ ：環境ファクタ 

πＡ ：アプリケーションファクタ 

πＱ ：品質ファクタ 
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πR   ：レーティングファクタ 

πＳ２  ：電圧ストレスファクタ 

πＣ : 複雑度ファクタ（一つのパッケージに複数のデバイスが組

み込まれた場合に適用する） 

 

 基準故障率(Base Failure Rate：λｂ)は、個別半導体部品を例に取ると、

下式で求められる。 

  





























Ｐ

Ｍ

Ｔ
ｂ

Ｔ

＋Ｔ＋（⊿Ｔ）Ｓ
＋

＋Ｔ＋（⊿Ｔ）Ｓ

Ｎ
＝Ａ・ｅｘｐλ

273
273

 

Ａ ：スケーリングファクタ 

ＮＴ，ＴＭ，Ｐ ：シェーピングパラメータ 

Ｔ ：作動温度(℃) 

⊿Ｔ ：無負荷時の最高許容温度と定格負荷時の最高許容温度との温

度差 

Ｓ ：電気的定格に対する実使用ストレスの比 

 

 個別半導体部品に関するスケーリングファクタ、シェーピングパラメータ

を表3.14-6に示す。 

 なお、上記の基準故障率（λｂ）の算出式はArrheniusのモデルがベースに

なっている。 

   







Ｔ

Ｃ
－＝Ｋ・ｅｘｐλｂ  

Ｋ ：定数 

Ｃ ：活性化エネルギによって決まる定数 

Ｔ ：絶対温度 
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表3.14-5 個別半導体の基礎故障率パラメータ 

  (MIL-HDBK-217E) 

Group Part Type 
λｂ Constants ⊿Ｔ 

Ａ ＮＴ ＴＭ Ｐ  

Transistors       

 

Ⅰ 

Si,NPN 0.0189 -1052 448 10.5 150 

 Si,PNP 0.0648 -1324 448 14.2 150 

       

 Ge,PNP 6.5 -2142 373 20.8 75 

 Ge,NPN 21 -2221 373 19 75 

 Ⅱ FET 0.52 -1162 448 13.8 150 

 Ⅲ Unijunction 3.12 -1779 448 13.8 150 

Diodes       

 
Ⅳ 

Si,Gen.Purp. 0.172 -2138 448 17.7 150 

 Ge,Gen.Purp. 126 -3568 373 22.5 75 

 Ⅴ Zener/Avalanche 0.0068 -800 448 14 150 

 Ⅵ Thyristors 0.82 -2050 448 9.6 150 

 

Ⅶ 

Microwave      

 Ge,Detectors 0.33 -477 343 15.6 45 

 Si,Detectors 0.14 -392 423 16.6 125 

 Si,Schottky Det. 0.005 -392 423 16.6 125 

 Ge,Mixers 0.56 -477 343 15.6 45 

 Si,Mixers 0.19 -394 423 15.6 125 

 Ⅷ 

Varactor,PIN, 

Step Recovery & 

Tunnel 

0.93 -1164 448 13.8 150 
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 実施しない場合の影響  

(1) 使用･環境条件に対して余裕をとらないことになる。これは一見、最適設 

計を行ったような錯覚を生むが、実機の製作、試験、運用において故障が

多発し、信頼性の低さからプロジェクトの失敗につながる恐れがある。 

(2) 構造に絡む様々な原因によるバラツキに対して敏感なシステムになる。

この結果、表面的には不具合に至らなくても、性能がバラつき、扱いにく

いシステムになってしまう。 

 

参考文献 

1) CSA-113004「金属製圧力容器設計の基礎技術」 

2) JERG-2-320「構造設計標準」 

3) JERG-0-001「宇宙用高圧ガス機器技術基準」 

4) 上山忠夫、「構造信頼性」、日科技連出版社、1984年 

5) MIL-STD-975「NASA STANDARD Electrical Electronic Electromechanical 

(EEE) Parts List」 

6) GSFC-PPL-16「GSFC PREFERRED PARTS LIST」   

7) MIL-HDBK-217「Reliability Prediction of Electronic Equipment」 
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3.15 部品ストレス解析 

 

効果 

 部品ストレス解析は、部品の定格値及びディレーティング基準に対して負荷

されるストレス（電気的、機械的、熱的）を解析することにより、部品適用の

定量的評価と信頼性確保及び長寿命化する方策として活用できる。 
 
効果的な実施時期 

 詳細設計段階 
 設計が確定して、ストレス条件が明確となり、各構成部品の仕様が明確にな

った時期に実施する。 
 

技術的根拠 
 部品の寿命は、負荷されるストレスと密接な関係があるため、ストレスに対

する十分な余裕を持たせることにより、部品の信頼性を確保することができる。 
したがって、部品に負荷されるストレスの評価が必要となり、定量的に評価

する手法が部品ストレス解析である。 

 
JMR-004の対応項番 

 4.3.7 部品ストレス解析 
 
関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼度予測：ストレス解析法 

(2) 部品、デバイス、材料、工程プログラム：適用審査 

(3) EEE部品のパッケージング審査 

 

実施方法 

 以下に示す手順で実施する。 
 
(1) ディレーティング基準の設定 

MIL-STD-975 １） のディレーティングガイドライン、プロジェクト固有の部

品基準書又は製造メーカ固有の部品基準書などにより、評価基準となる各部品

に対するディレーティング基準を設定する。 
ディレーティング基準の代表的な例を表3.15-1に示す。 
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表3.15-1 ディレーティング基準の一例 ２） 
 

品種 ディレーティング

基準推奨値 
パラメータ 

コンデンサ ６０％ 電圧 
抵抗器 ６０％ 電力 
半導体 ５０％ 電力 

７５％ 電圧 
１１０℃ 接合部温度 

集積回路 ８０％ 供給電圧 
７５％ 電圧 

１００℃ 接合部温度 
コイル･トランス ５０％ 電圧 

６０％ 接合部温度 
リレー、コネクタ ５０％ 電流 

 
 
(2) 実使用ストレスの算出 
各コンポーネント内の回路に使用される電気、電子及び電気機械部品（以下

「EEE部品」という）に、加わるストレス（電気的、機械的、熱的）を回路計算

にて求める。ストレス条件は回路中で想定される作動条件の定常値（公差の上

限、環境条件は認定試験レベル）及び最悪値（表3.15-2参照)を考慮して算出す

る。 
 

表3.15-2 ストレス条件（最悪値） 
ストレス 入力条件 

電気的パラメータ ワーストケース解析で求めた最悪値 
温度 認定試験温度での熱解析によって求めた部品取付け部温

度から解析対象部までの温度上昇分を加える 
振動 認定試験レベル 
衝撃 認定試験レベル 
放射線 シールド厚を考慮した放射線解析の結果から予測した放

射線吸収線量(Total Dose)など 
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(3) ストレスについての比較 
算出した実使用条件でのストレス値とディレーティング基準及び定格値に対

しての比較を各パラメータ毎に行なう。 
 

(4) 解析の実施 

 解析の結果から、ディレーティング基準又は定格値から外れるストレスが負

荷される部品に対してはストレスを軽減させる対策を施し、コンポーネント、

サブシステム、システムそれぞれがミッション期間中、軌道上で正常に作動し、

ミッションを達成することを保証する。 
 
(5) 解析結果の評価、報告 
 部品ストレス解析の妥当性について、設計担当部門と信頼性保証部門､部品

の専門組織などによる適用審査（部品、デバイス、材料、工程プログラム）で

確認する。 
また、熱的ストレスについてはパッケージング審査でも確認する。 
詳細設計審査においては、 詳細設計完了時点で部品のストレス条件が決定

されるため、部品ストレス解析の結果をインプットパッケージに記述し審査す

る。 
 なお、設計変更が発生したときは解析を見直して設計変更の妥当性を確認す

るとともに､解析結果を最新状態に維持改定する。 
部品ストレス解析を実施した例として、部品適用審査（3.56項参照）の記録

例を表3.15-3に示す。 
 
(6) 信頼度予測(ストレス解析法) 
部品ストレス解析の結果から、実際に部品に負荷されるストレス条件に基づ

いた故障率を算出し、信頼度予測値を求めることができる。 
部品の故障率は負荷されるストレスと密接に関係し、ストレス解析法による

算出式がMIL-HDBK-217 3)に部品品種毎に記載されている。この算出式によれ

ばストレス(熱的、電気的)を軽減すれば、故障率が低下することを表わしてい

る。 
電圧ストレスと温度に対する故障率の関係を図3.15-1に示す。抵抗器(RWR)

を例として、電圧ストレスの軽減率はD.F.(Derating Factor)=実使用値／定格値で

表わされ、0.1,0.5,0.9の場合を示している。 
注）図3.15-1はあくまでも負荷されるストレスと故障率との関係の一例を示

したものであり、ここに示されたディレーティング値で使用してよいというこ

とではない。抵抗器(RWR)のディレーティング基準曲線を図3.15-2に示す。 
  



JERG-0-063 

3-126 

(7) シングルイベント耐性の検討への利用 
パワーMOSFET及びNPN型シリコンハイパワ－トランジスタなどにおいては、

たとえディレーティング基準内であっても品種及び使用条件によっては、重イ

オンによるシングルイベントに対する耐性に問題があり、永久故障（シングル

イベントバーンアウトなど）する場合がある。 
部品ストレス解析の結果は、これらの部品のシングルイベント耐性を検討す

るために利用できる。 
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図3.15-1 DF値と故障率の関係 
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図3.15-2 抵抗器（RWR）のディレーティング基準曲線 
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表3.15-3 部品適用審査記録の例   （抵抗器） 
 

回路符号   部 品 番 号         使用温度範囲         抵抗値  許容差    消費電力       印加電圧        ｼｬｰｼ表面積 使用抵抗数  審査    備 考     

                                                                                       (DC+ACﾋﾟｰｸ)     (RERのみ)   (RZのみ) 

                                   （℃）            (Ω)      (％)      （Ｗ）           （Ｖ）          (平方ｾﾝﾁ) 

 

(R71 ) (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (3.48 ) (1 ) (0.31 ／ 0.880 ) ○ (1.1 ／ 1.93 ) ○ [o] [         ] 

 

(R72 ) (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (1.74 ) (1 ) (0.16 ／ 0.880 ) ○ (1.1 ／ 1.37 ) ○ [o] [         ] 

 

(R73 ) (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (1.74 ) (1 ) (0.16 ／ 0.880 ) ○ (1.1 ／ 1.37 ) ○ [o] [         ] 

 

(R74 )  (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○  (1.74 ) (1 ) (0.16 ／ 0.880 ) ○ (1.1 ／ 1.37 ) ○ [o] [         ] 

 

(R75 )  (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (1.74 ) (1 ) (0.16 ／ 0.880 ) ○ (1.1 ／ 1.37 ) ○ [o] [         ] 

 

(R76 )  (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (475 ) (1 ) (0.37 ／ 0.880 ) ○ (14 ／ 22.60 ) ○ [o] [         ] 

 

(R77 )  (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (475 ) (1 ) (0.37 ／ 0.880 ) ○ (14 ／ 22.60 ) ○ [o] [         ] 

 

(R78 )  (NASDARWS80 ) (-15～65／-55～275 ) ○ (3.48 ) (1 ) (0.31 ／ 0.880 ) ○ (1.1 ／ 1.93 ) ○ [o] [         ] 

 

 

（注）各パラメータの数値の左欄は実際の使用条件の値、右欄はディレーティング値を示す。 
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実施しない場合の影響 
部品ストレス解析を実施しないと、部品に対するストレスが過大であるもの

を事前に抽出して除去することが出来ない。そのため部品の劣化による故障を

未然に防止することが困難である。既存設計を流用し、設計変更がなく、かつ

ストレス条件が同一の場合は、部品ストレス解析の結果は既存設計で得られた

結果と同一となるので、既解析結果を利用しても問題はない。 
 
参考文献 

1) MIL-STD-975「NASA STANDARD Electrical Electronic   

Electromechanical (EEE) Parts List」 

2) PD-ED-1201 「EEE PARTS DERATING、NASA Preferred Reliability 

Practices」  

3) MIL-HDBK-217 「Reliability Prediction of Electronic Equipment」 
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3.16 FMEA/FMECAの活用 

 
効果  
(1) コンポーネントや構成ユニットの故障モードとシステムのミッションに

与える影響の因果関係が明確になり、単一故障点（故障すると人命又はミ

ッション遂行能力が喪失される品目）のようなクリティカルな構成要素が

識別できる。 

(2) 識別された致命的な故障モードに対して、設計段階で是正処置（設計余裕

の確保、特別な工程管理の採用、故障許容設計の採用など）を図ることが

でき、故障発生の未然防止あるいは故障の影響を低減することができる。 

(3) FMEA/FMECAは、システム／サブシステム／コンポーネントの、重要度、新

規度、変更度等を考慮し、適正なレベルで行われるべきである。一般にシ

ステム／サブシステムでのFMEA/FMECAはコンポーネントFMEA/FMECA結果を

活用することから、システム／サブシステムでのFMEA/FMECAには全体とし

ての網羅性が求められ、コンポーネントでのFMEA/FMECAには抜けのない詳

細な解析が求められるといえる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階 

設計の進捗状況に合わせ適時見直しする必要がある。 
 

技術的根拠 
FMEA/FMECAは設計から潜在的な故障点を発見し、それらの故障モードがシス

テムに致命的な影響を与えないように設計及び運用上の対策を図る手法であり、

原則として、設計段階での信頼性の評価方法として考えられたものである。 

 
JMR-004の対応項番 
 4.3.6 FMEA(故障モード及び影響解析)及びFMECA(故障モード・影響及び致命

度解析)  

 

関係の深い信頼性業務 
(1) 信頼性ブロック図 

(2) クリティカル品目リスト：CIL 

(3) 信頼度予測 

(4) 基本設計審査 

(5) 詳細設計審査 

(6) 試験計画書の作成 

(7) 信頼性管理品目の識別 
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実施方法 

FMEAは、設計の進展に応じて絶えず更新していき、設計への反映、設計審

査の手段に使用するのはもちろん、試験のチェックアウト、不具合除去対策、

更には製造・検査工程のチェックなどにも役立てることができる。 

FMEAの活用例を図3.16-1に示す。 

 

 

図3.16-1  FMEA活用例 

 

 

 信頼度予測／ 

配分、事前FTA 

FMEA 設計 

特性値の取得 
作動寿命試験 

信頼性管理品目選定 

冗長系 
フェールセーフ 
ディレーティング 
高信頼性部品 

製造 
工程管理 
重要検査項目 
(重要品質特性、重要加工ﾊﾟﾗﾒｰﾀ) 

保全 点検間隔 

使用限度 

信頼性管理品目選定 

信頼性試験 
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(1) 設計フェーズとの兼合い 

FMEAは設計の初期の段階から設計の進捗状況に合わせて適時実施し、解析結

果を設計に反映することによって、システムの信頼性向上に役立てる必要があ

る。通常、宇宙機器システムの開発では特別の場合を除き、各設計フェーズで

実施されるFMEAは図3.16-3の通りである。 

 

a.  概念設計の一環として実施されるFMEAは、明確になったシステム要求条

件に対応するシステム構成に基づき、可能な範囲の機能要素を洗い出し、

それら機能要素の故障モードを推定し、システムへの影響を評価する機能

FMEAである。この機能FMEAの結果、明らかとなったクリティカルな構成要

素の対策案は、可能な限りシステムに対する要求条件の見直しに反映され

る。 

b.  基本設計の一環として実施されるFMEAは、システムを構成するサブシス

テム、コンポーネントや構成ユニットの機能から、各コンポーネントの故

障モードを推定し、システムへの影響を評価する機能FMEAである。この機

能FMEAの結果、明らかとなったクリティカルな構成要素については可能な

限りハードウェア上の対策を図り故障発生の可能性を小さくする。 

また、宇宙機器システムは大規模であり、開発担当メーカが複数になる

ことが多く、このような場合、システムを構成するコンポーネント間のイ

ンタフェース点のみを取り上げたインタフェースFMEA(3.19項参照)も機

能FMEAに合わせて実施する。 

更に、新規に採用する製造工程、製造工程の故障が機器の機能に重大な

影響を与えるような工程、及びクリティカル品目の工程などについては工

程FMEA(3.20項参照)を実施し、欠陥の作り込みを予防する。 

c.  詳細設計の一環で実施されるFMEAは、設計仕様書に対して明らかとなっ

た設計条件及び図面を参照して部品あるいはデバイスの故障モードに基

づき、構成ユニットやコンポーネント、サブシステム、システムのミッシ

ョンへ与える影響をボトムアップして解析し、システムへの影響を評価す

る詳細FMEAである。この詳細FMEAの結果に基づき、基本設計段階で実施し

た機能FMEAの結果及びその対策、処置を見直し、クリティカルな構成要素

のシステムに与える影響を除去あるいは軽減するために、設計上及び運用

上での対策を図り、故障発生の可能性を最小化する。基本設計段階で実施

したインタフェースFMEA、工程FMEAについても、詳細FMEAの結果を照らし

て必要な見直しを行う。 

d.  製作・試験段階を通して行われる維持設計では、PM（プロトタイプモデ

ル）のQT（認定試験）及びFM（フライトモデル）のAT（受入試験）におい

て異常／故障が発生し、その是正処置として設計上の対策が必要となっ

た場合など、設計変更を行うに当たっては、当該個所について詳細設計段
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階で行ったFMEAの結果を見直し、新たな故障発生の可能性を低減する。 

 

(2) FMEA／FMECAの選定 

 FMEAの解析は全ての機器を対象とするのが原則だが、対象機器の新規性や変

更規模並びに過去の解析実績等を踏まえて、種々あるFMEAの適用要否を検討し、

選定する。 

また、FMEAによる影響度評価に加えて、致命度(発生頻度が含まれる)を評価

したい場合はFMECAを実施する。致命度を評価することによって、発生頻度の高

い故障モードを識別することが可能となり、対策の優先順位を合理的に決定す

ることができる。 

 

 FMEA／FMECAの選定例を次に示す（図3.16-2の作業フロー参照）。 

 

a. 対象機器について、新規性、変更規模を次の区分で識別する。 

 

＜区分記号の意味＞ 

区分：Ⅰ 図面及び製造条件・工程が同一であるもの 

区分：Ⅱ 図面及び製造条件・工程の変更が軽微なもの 

区分：Ⅲ 図面あるいは製造条件・工程の変更が中程度のもの 

区分：Ⅳ 新規に開発する機器、あるいは新規に適用する工程 

 

b. 区分Ⅰに該当する対象機器は、FMEAは不要（過去のFMEAを流用）。 

 

c. 区分Ⅱに該当する対象機器の取り扱いについては、個別に調整して各種

FMEAの要否を決定する。 

 

d. 区分Ⅲ、Ⅳに該当する対象機器ついては、 

① 対象機器の設計に新規/変更を有する場合は、機能FMEA、詳細FMEA、

インタフェースFMEAを実施する。また、致命度解析を必要とする場合

には機能FMECA、詳細FMECA、インタフェースFMECAを実施する。 

② 工程に新規/変更を有する場合において、製造工程を新規に採用する

場合、製造工程の故障が機器の機能に重大な影響を与えるような工程、

及びクリティカル品目の工程などについては工程FMEAを実施する。ま

た、致命度解析を必要とする場合には工程FMECAを実施する。 
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図3.16-2  各種FMEA/FMECAの選定フロー例 

 

（参考） 

a. 維持設計段階でのFMEA活用の一例 

機能FMEAやインタフェースFMEAなどと、試験手順書や試験成績書などをク

ロスチェックすることにより、以下の様にお互いをより確実なものとするこ

とに活用できる。 

・手順書側のメリット； 

試験項目や試験ケースに抜けがないか(試験が網羅的に実施されてい

るか)の確認に活用できる。特に機能性能の検証のみに主眼をおいた

場合、故障やその対策を想定した試験ケース(冗長系への切替えや、コ

ンティンジェンシー運用手順など)が抜ける可能性がある。 

・FMEA側のメリット； 

FMEAの解析結果(各故障モードやその対策)が実際のハードウェアと

齟齬がないかを確認することに活用できる。 

  

（工程に新規/変更有り） 

（変更無し） 

区分：Ⅱ 

注１） 

変更内容 

要 
否 

新規/変更 

適用要否 

注２） 

FMEA不要 工程FMEA不要 工程FMEA 
ｲﾝﾀﾌｪｰｽFMEA 

詳細FMEA 
機能FMEA 

対象機器 

ｲﾝﾀﾌｪｰｽFMECA 
詳細FMECA 

機能FMECA 

致命度要否 

工程FMECA 

致命度要否 
要 

否 否 要 

区分：Ⅰ 

区分：Ⅲ、Ⅳ 

注１）区分ＩＩの取り扱いは 

個別に調整する 
 

注２）適用要とする工程 
・新規採用工程 

・重大な影響を与える工程 

・クリティカル品目の重要工程 
 

（設計に新規/変更有り） 
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b. DRBFM；Design Review Based on Failure Modeについて 

FMEAをベースとし、設計変更点に着眼して未然防止を図るための手法とし

てDRBFM (Design Review Based on Failure Mode)がある。DRBFMは、設計の

変更点によって引き起こされる影響（不具合事象）についてデザインレビュ

ーを通して漏れなく洗い出し、設計業務にフィードバックすべき未然防止策

を検討する手法である。FMEAをベースとしたデザインレビューの手法の一つ

として参考にされたい。 

 

実施しない場合の影響 
FMEA/FMECAを実施しないと、致命性の高い故障モードに対策がとられないま

までシステムを運用する可能性があり、軌道上でその故障モードが発生した場

合にはミッションの達成ができなくなる恐れがある。 
なお、JAXAのこれまでに識別したFMEA実施に係る課題と対策を表3.16-1

「FMEA実施手順上の課題と対策」に整理しているので参考に示す。 
 

参考文献 
なし 
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表3.16-1 FMEA実施上の課題と対策（1/4） 

区分 No. 課題 対策 

準
備
段
階 

1 

JAXAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとﾒｰｶ間でFMEAの実施ﾚﾍﾞﾙについて事前の

調整が不足している。 

 

背景：承認文書である信頼性プログラム計画ではＦＭＥ

Ａの詳細な実施計画が示されていない。 

 

事例 

新規製造工程やクリティカル品目に対して工程ＦＭＥＡ

が実施されず、重大不具合が発生した後で行われる場合

があり、工程設計時の有効なツールとして活用されてい

ない。  

 

背景：JMR-004信頼性プログラム標準、宇宙開発信頼性技

術ハンドブックでは、新規に採用する製造工程やクリテ

ィカル品目の製造工程に対して工程FMEAを実施すること

になっている。 

ＪＡＸＡプロジェクトとメーカ側責任者は、契約後早期に機能FMEA、詳細FMEA、インタ

フェースFMEA、工程FMEAの要否、そのFMEAの目的、実施時期、対象範囲等を合意してお

く。 

 

 

 

 

補足： 

特に、工程FMEAについては、本来、新規製造工程やクリティカル品目の製造工程につ

いて実施することで工程設計を確立するよう、JMR-004信頼性プログラム標準で規定し

ているが、何か問題が生じた場合の事後の対策として実施された例があった。事後で

なく、事前の解析ツールとして活用する。 

実
施
段
階 

2 

故障モードが十分識別／抽出されていないFMEAが散見さ

れる。 

 

背景：不具合事例が、故障モードとして網羅的に蓄積され

ておらず、また、原因と対応して整理されていない。 

①過去の不具合経験や信頼性技術情報、類似コンポーネント、FMEA/FTAとのクロスチェ

ック、安全解析とのクロスチェック等を行うことでFMEA実施の際の故障モードの網羅性

を確保する。 

宇宙開発信頼性技術ハンドブックでは事前に故障モードに関する情報（過去の不具

合事例を含む）を収集・整理（同ハンドブックの3.19項参照）し、故障モードの抽出

漏れを無くすよう推奨している。中期的には、安全・信頼性推進部が各機器の故障モ

ードの収集・整理を行うことを考えている。 

②故障モードの抽出に抜けのないことを徹底するための方策として以下の配慮が必要。 

１） 機能欄には当該機器の機能を網羅する。 

２） 関係する専門家が集まりブレーンストーミングする。 
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表3.16-1 FMEA実施上の課題と対策（2/4） 

区分 No. 課題 対策 

実
施
段
階 

3 

ＦＭＥＡが開発の早期に着手されず、また、継続的な設計

改善に活用されていない。 

背景：FMEAが基本設計段階から実施されず、設計変更に伴

いFMEAを見直すということが少ない。 

信頼性プログラム標準では基本設計段階からFMEAを実施し設計の進捗に合わせて適時

見直すことを規定している。FMEA結果は設計審査の審査資料のみとして作成するのでは

なく、日常的な設計作業に用いるツールであることを再認識し、設計の変更点や変化点

への妥当性確認において、ＦＭＥＡの見直し結果を評価項目とするといった仕組みとす

ること。 

4 

対象品目の指定に抜けがあるものがある。 

背景： 

以下の品目の抜けが散見される。 

①電力供給用ハーネス/コネクタの抜け 

②ロボット機構系の省略 

構成品ツリーとの対応を適切にとる。 

5 

原因について網羅的に抽出されていない。 

背景：故障モードの原因が書かれていない、あるいは抜け

があって網羅的でない解析例が散見される。 

原因に対する対策をしない場合、システムの運用の視点での設計・運用での対策が主

体になり易くなり、原因の除去に繋がり難い。一つの故障モードは複数の原因を有する

ことがままあり、開発品の設計改善の対策は、これらの原因に対してのものでなくては

ならない。従って、原因欄がFMEA様式シートに含まれるように強く推奨する。 

6 

対策の未実施／実施済みの識別及び実施時期が不明確 

背景：対策の記載内容が、今後実施することまで記述した

ものがあるため、実際の設計評価になっていないものが

あった。 

ＦＭＥＡ実施結果から抽出された設計改善は確実にフォローする。 

提案する是正対策は実行して初めて効果が出るものであり、対策の徹底を図るため、実

施担当者や実施時期を明記することが有効である。 

7 

単一故障点の追求に偏りがち。 

背景： 

FMEAを画一的に実施しているため、個々の解析対象に則

した解析が行われない。 

 

①FMEAの目的は、本来設計余裕の確保、故障伝播防止、安全性、寿命、工程安定性、ヒ

ューマンエラー防止などに役立てることを狙いとしている。単一故障点の抽出／対策

だけでは活用が適切とは言えないので、FMEAの計画を立てる時に目的の確認を発注者

と受注者との間で行なう。（対策の１項と同類） 

②単一故障点の抽出まではしてあるが対策内容をより明確にする。 

 ・単一故障点について冗長化設計が出来ない場合の設計ロバスト性 

 ・単一故障点の製造、検査指示事項の具体化 
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表3.16-1 FMEA実施上の課題と対策（3/4） 

区分 No. 課題 対策 

実
施
段
階 

8 

使用条件（環境・負荷レベル）を考慮していない 

背景： 

FMEAを画一的に実施しているため、個々の解析

対象に則した解析が行われない。 

特に、FMEAｼｰﾄ作成／検討時に、左記の使用条件に係る（宇宙実証品からの技術仕様の）変更点・

変化点については、内容を明示し、是正対策をまとめることを推奨する。 

9 

コンポーネントレベルのＦＭＥＡでは対策欄

「髙信頼性保証部品の採用」や「コンタミネーシ

ョン防止対策」等と表記がワンパターン化した

表現となっている。 

背景: FMEAを画一的に実施しているため、個々

の解析対象に則した解析が行われない。 

 

①開発段階に応じた詳細化： 

重要な品目については、基本設計以降の詳細設計時に得られた情報を適切に詳細FMEAや工程

FMEA等の形で掘り下げをしないと、回路設計・部品適用指示・工程技術指示等々の過誤や指示不

足が生ずることがある。そのため、開発の段階に応じて的確にFMEAを実施する。 

②個別実施項目の詳細化： 

対策内容の有効性を図るには、製造工程や検査工程の改善など、具体的で多岐にわたるケースの

時もあり、詳細な実施計画が別途必要となる。(コンタミネーション対策を取るとしていても汚染

原因が不明な状況、或いは明確にはなっていても対策内容が未熟の状況もある。効果を出すため

には、現状の分析、予定する活動とのつながりを明確にすることである。) 

 

10 

コンポーネントレベルのＦＭＥＡでは致命度の

評価が不適切 

上位ﾚﾍﾞﾙ(ｼｽﾃﾑやｻﾌﾞｼｽﾃﾑ)で冗長になっている

ことで致命度の評価を下げている。 

背景:FMEAは冗長系がないことが前提で影響度

を解析することが理解されていない。 

 

ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ開発時は、潜在する設計の不備について洗い出すことに努力すべきであり、ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ

単体ﾚﾍﾞﾙとして機能停止となる故障ﾓｰﾄﾞに対し、「ｼｽﾃﾑﾚﾍﾞﾙで冗長系がある」としてｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの

致命度を下げてはいけない。冗長系を種々の形で用意しても、不具合の原因に対する予防対策が

的確でないと同様な不具合が運用時に繰り返し冗長系にも発生する。ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄﾚﾍﾞﾙでは、この視

点が設計時に必要である。 

11 

FDIRのロジックが実現するかをＦＭＥＡで解析

すること。 

背景： 

近年、軌道上の不具合で故障の分離・回復につい

ての検討不足事例があった。 

 

前提条件として、FDIR機能がシステム・サブシステム等の開発要求で示されていることが必要

である。この場合、JAXAの技術仕様や契約相手方の設計仕様書に規定される。 

①この要求条件を満たしているかをFMEAで解析し、不足している場合は故障の検知、分離・復帰

できるための対策を対策欄に記載する。 

②検知から復帰までの時間が軌道上運用のﾀｲﾐﾝｸﾞと齟齬が無いことを確認すること。 
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表3.16-1 FMEA実施上の課題と対策（4/4） 

区分 No. 課題 対策 

実
施
段
階 

12 

対策欄に「常用冗長系の配置」のみで冗長機能の

健全性チェック等の配慮がない。 

 

理由：片方の故障を検知しないまま打ち上げる

可能性がある 

常用冗長の場合、片方が故障していてもコンポーネントとしては、機能するため健全性の確認

が漏れることがある。 

・まずは「注意すべき常用冗長部の存在の有無」を明確にし、有りの場合、地上試験時のどの

工程が最終的な健全性の確認時期かを明記する。 

・発注者側のリスク管理にも関係するので、共通の理解がもてるようにして確認時期が許容で

きるかどうかの確認をする。 

関連事項： 

常用冗長の場合、故障した部分が他に影響を及ぼさないか検証も行なうこと。 

 

13 

対策欄において「冗長系の配置」だけでは説明不

足。用語を的確に使うこと。 

理由：運用時に必要な手順書の作成を忘れてし

まうこと有り。 

①「冗長系の配置」だけでは対策も実施が不徹底となる場合があり、具体的な対策内容を下記事

例のように記載しておく必要がある。 

・待機冗長系（的確な用語の使用）への切り替えが自動かマニュアル操作かを明確に表現する。 

・マニュアル切り替えなら「手順書の別途作成」が必要になるなど具体的に記載する。 

②切り替え機能自体も、故障モードを有するので、FMEAの対象とする。 
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（注） PDR ： PRELIMINARY DESIGN REVIEW (基本設計審査)   CDR  ： CRITICAL DESIGN REVIEW（詳細設計審査） 

 PQR ： POST QUALIFICATION REVIEW (認定試験後審査) 

図3.16-3 FMEA/FMECAと設計フェーズとの兼ね合い 

開発段階 決定段階 設計段階 製作・試験段階 

イベント 代替分析／概念設計 基本設計 詳細設計 維持設計 

 

機能FMEA/FMECA

（１） 

(機能要素） 

 

    

機能FMEA/FMECA

（２） 

(コンポーネント

レベル） 

 

    

詳細FMEA/FMECA 

(部品レベル） 

 

    

インタフェース

FMEA/FMECA 

 

    

工程 

FMEA/FMECA 

 

 

 

   

各FMEA/FMECAの見

直し 

 

 

   

 

各種審査会 

審査会 PDR CDR      PQR 
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3.17 機能/詳細 FMEA/FMECA 
 
効果  
(1) コンポーネントや構成ユニットの故障モードとシステムのミッションに

与える影響の因果関係が明確になり、単一故障点（故障すると人命又はミッ

ション遂行能力が喪失される品目）のようなクリティカルな構成要素が識別

できる。 

(2) 識別された致命的な故障モードに対して、設計段階で是正処置（設計余裕

の確保、特別な工程管理の採用、故障許容設計の採用など）を図ることがで

き、故障発生の未然防止あるいは故障の影響を低減することができる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階 

設計の進捗状況に合わせ適時見直しする必要がある。 
 

技術的根拠 
機能FMEAは、システムを構成するコンポーネントや構成ユニットの機能から、

各コンポーネントの故障モードを推定し、その故障モードが上位レベルのサブ

システム／システムに与える影響を解析し、サブシステム／システムに致命的

な影響を与える故障モードに対して設計及び運用上の対策を検討して是正処置

を図るための信頼性設計手法である。 
 

JMR-004の対応項番 
 4.3.6 FMEA(故障モード及び影響解析)及びFMECA(故障モード・影響及び致命

度解析) 

 

関係の深い信頼性業務 
(1) 信頼性ブロック図 
(2) クリティカル品目リスト：CIL 

(3) 信頼度予測 

(4) 基本設計審査 

(5) 詳細設計審査 

(6) 試験計画書の作成 

(7) 信頼性管理品目の識別 
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実施方法 

 

(1) 実施手順 

機能FMEA/FMECAの実施手順は次のとおりである。 

(1.1) FMEA/FMECAを実施しようとしているシステムの構成、機能、信頼性要

求を確認する。機能ブロック図、信頼性ブロック図を手元に準備してお

くと良い。 

(1.2) FMEA/FMECAを実施しようとしているシステムの分解レベルを決める。 

(1.3) 決定した分解レベルに対応するシステムの構成要素（コンポーネント

など）の品目番号、名称及び機能をFMEAシート/FMECAシートに記入する。 

(1.4) 構成要素毎にその故障モードを検討し、FMEAシート/FMECAシートに故

障モードを記入する。また、その故障が発生した場合の故障検出方法を

記入する。 

(1.5) 各故障モードがシステムに至る上位レベル（サブシステムなど）に与

える影響について検討し、FMEAシート/FMECAシートに記入する。必要な

らばミッションに与える影響も記入する。 

(1.6) システム及びミッションへの影響を考慮して必要な対策案を検討し、

FMEAシート/FMECAシートに記入する。 

 

  なお、対策案はシステム運用の視点になり易いが、故障モードの除去を

目的に、その原因に対して設定されるべきであり、更に、FMEAシートに

故障モードの原因欄を含めるように強く推奨する。 

本ハンドブックの3.37項／3.38項等を参考に、故障モードの原因を明記

し、適切な対策案を設定する。 

 

(1.7) 対策案を踏まえて、システム及びミッションへの影響の見直しを行う。 

(1.8) システム若しくはミッションへの影響を各故障モードの影響度区分で

識別し、FMEAシートなどに記入する。 

影響度区分の例を表3.17-1に示す。 
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表3.17-1  影響度区分例（システム用） 

影響度区分 基     準 

Ⅰ 致命的 

 

Ⅱ 重大 

 

Ⅲ 軽微 

 

 

Ⅳ 微小 

システムの機能若しくはミッションの全ての喪失 

 

システム若しくはミッションの重要な機能の一部喪失 

 

システムの機能若しくはミッションの一部喪失又は性能

低下 

 

影響はほとんどなし 

       

 また、解析対象がコンポーネントレベルの場合の影響度区分の例を表

3.17-2に示す。システム／サブシステム開発担当メーカは、コンポーネ

ント担当メーカが実施したFMEAを基に故障モードを洗い出し、システム

／サブシステム若しくはミッションへの影響について検討し、冗長系の

採用などの必要な処置の決定を行う。 

 

表3.17-2  影響度区分例（コンポーネント用） 

影響度区分 基     準 

Ⅰ 致命的 

 

Ⅱ 重大 

 

Ⅲ 軽微 

 

Ⅳ 微小 

コンポーネントの機能の全ての喪失 

 

コンポーネントの重要な機能の一部喪失 

 

コンポーネントの機能の一部喪失又は性能低下 

 

影響はほとんどなし 

 

なお、故障モード毎に信頼度又は故障率が算出されていれば、FMECA（故

障モード・影響及び致命度解析）に利用できる。致命度の尺度は、影響

度に故障モードの発生頻度などを掛け合わせたものである。致命度とし

て発生頻度の高い故障モードを識別することによって、対策の優先順位

を合理的に決定することができる。また、この致命度は危険優先度（RPN;

影響度×発生頻度×検出難度）等で表す場合もある。 

 

(1.9) 影響度／致命度の高いもの（例えば単一故障点）について、故障の発

生を抑制するための設計、製造、試験、運用上の対策を検討し、必要に応

じてCIL（クリティカル品目リスト：3.43項参照）に対策内容を記述する。 
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(1.10) FMEA/FMECAの結果は、信頼性管理品目（有効寿命品目、特性値管理品

目など）を識別する際の根拠データとして利用できる。 

また、識別された故障モードを基に、試験で測定すべきパラメータを

設定することができ、FMEA/FMECAの結果は試験計画の立案の際にも利用

できる。 

(1.11) FMEA/FMECAの結果は、基本設計審査、詳細設計審査へのインプットと

し、設計の妥当性及び対策の妥当性について有識者の審査を受ける。 

 

FMEAシートのフォーマット例を表3.17-3に、記入方法を表3.17-4に示す。 

   

（参考） 

 a.『設計不良』や『製造不良』について 

故障モードの一つとして、『設計不良』や『製造不良』（またはそれに類

する言葉）を記載している例が見受けられるが、FMEA/FMECAは信頼性設計の

確かさを評価する解析であるため、そもそも『設計不良』を取り上げる必要

はない。 

また、『製造不良』は工程FMEA/FMECAで扱う事項であり、機能FMEA/FMECA

や詳細FMEA/FMECAでは取り扱わない。 

これらのことに留意しつつ、設計における故障モードを漏れなく識別して

解析すること。 
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ｂ．詳細FMEA/FMECAについて 

詳細設計段階に得られる詳細な設計情報に基づき、より詳細に行う

FMEA/FMECAを指し、開発する品目の信頼性上の問題点、要注意個所をより細

かいレベルで明確にすることができる。 

詳細FMEA/FMECAは、設計の初期段階に実施した機能FMEA/FMECAの結果を再

確認することにもつながり、故障モードの見落とし、対策・処置の抜けなど

を防ぐことができ、故障発生の抑制あるいは故障モードの影響を低減するこ

とができる。 

なお、詳細FMEA/FMECAにより識別された故障モードやその対策を基に、試

験計画を立案することが望ましい。具体的には、詳細FMEA/FMECAによりクリ

ティカルと識別された回路に対して実施した回路解析を基に、試験で測定す

べきパラメータを設定して試験計画に盛り込む。 

詳細FMEAの実施例として、図3.17-1の推進系（衛星系RCSサブシステム）

の機能系統図及び図3.17-2の信頼性ブロック図を基に詳細FMEAを実施した

例を表3.17-5に示す。 

 

c.FMAT 1)について 

FMEA/FMECAをベースに部分的改良を行った解析手法の例として、特定の

故障モードに対する保証方法の追求に重点を置いたFMAT（Failure 

Mechanism and Assurance Technique）の例を表3.17-6に示す。FMEA/FMECA

が故障影響解析として包括的であるのに対し、FMATは、その中の是正処置

／対策に相当する項目に焦点をあて、最終的な製品の特定の故障モ－ドの

発生を抑制することを保証する方法である。 

 

実施しない場合の影響 
機能FMEA/FMECAを実施しないと、致命性の高い故障モードに対策がとられな

いままでシステムを運用する可能性があり、軌道上でその故障モードが発生し

た場合にはミッションの達成ができなくなる恐れがある。 
 
参考文献 

1) M. Shimodaira：Failure Mechanism And Asurrance Technique (昭和54

年) ISTFA 

2) JAXA-QTS-2000「宇宙開発用共通部品等 一般共通仕様書」 
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図3.17-1  衛星系RCSサブシステムの機能系統図 
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RCS 

推進薬供給 
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スラスタ系 配管系 電気コネク 
タ系 

１ ２ ３ ４ 

推進薬 
供給系 

加圧ガス 
注排弁 

推薬注排弁 推薬タンク 圧力検出器 フィルタ 遮断弁 

１．１ １．２ １．３ １．４ １．５ １．６ 
１ 

スラスタ 
系 

推薬弁 ジェット 
モータ 

推薬弁 
ヒータ 

触能層 
ヒータ 

サーミスタ 白金センサ 

２．１ ２．２ ２．３ ２．４ ２．５ ２．６ 
２ 

配管系 

配管／継手 

３．１ 
３ 電気 

コネクタ 

コネクタ 

４．１ 
４ 

 
 

図3.17-2  衛星系RCSサブシステム信頼性ブロック図
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表3.17-3 FMEAシート例 

    サブシステム名：     ①             シート番号   001 

Rev. ② 

行 
番 

コンポーネント
/モジュール 

機能 故障モード 故障モード 
の原因 

サブシステム 
への影響 

シ ス テ ム
への影響 

故障 
検出法 

対策 ミッション 
への影響 

影響度 

 ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

           注；本シートは一例であり、実際に適用する際は得意先等と調整した上で、記載項目や内容を決めること。
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表3.17-4  FMEAシートフォーマット記入例 

 

フォーマット欄
番号 

記  入  方  法 

① 
② 
③ 
 

④ 
⑤ 
 
 
 

⑥ 
 
 
 
 

⑦ 
 
 
 

⑧ 
 
 

⑨ 
 
 
 
 

⑩ 
 
 

⑪ 
⑫ 

サブシステム名を記入する。略号でよい。 
版数を記入する。 
当該ブロックの品目名（コンポーネント名）を記入する。（略号でよい） 
（コンポーネント機能FMEAの場合はモジュール名を記入する。） 
当該ブロックの機能を記入する。 
当該ブロックの故障モードを記入する。 
故障モードについては、基本設計段階では、当該ブロックの機能が失われ
た場合を仮定するものとし、また、詳細設計段階では詳細FMEAの結果に基
づいて記入する。 
故障モードの原因を記入する。 
なお、故障モードひとつに対し、原因がひとつとは限らない。可能な限り
列挙すること。但し、故障モードによっては原因が相当数となる場合があ
ることから、影響の大きな原因に絞り込み記載する方法もある。記載内容
については事前に得意先と調整することが望ましい。 
当該故障モードが当該サブシステム及び他のサブシステムに与える影響
を記入する。 
影響がある場合は、是正処置を取ることにより、その影響はどうなるかも
合わせて記入する。 
当該故障モードが、システムに与える影響を記入する。 
影響がある場合は、是正処置を取ることにより、その影響はどうなるかも
合わせて記入する。 
故障検出方法を記入する。 
打上げ以降の故障は確実に地上で把握できる手段を記入すること。 
（但し、ロケットの様に打上げ以降の是正処置が困難なシステムの場合
には省略する場合もある。ここでいう故障検出方法は故障発生後の是正
処置がとれる場合を想定すること。） 
故障モードへの対策案を記入する。 
打上げ以降に取るべき是正処置は、確実に地上からの指示で行なえる手
段を記入する。 
ミッションへの影響を記入する。 
影響度を記入する。（区分方法は下記による） 
 Ⅰ．衛星ミッションのうち１つ以上が達成不能となる。 
 Ⅱ．    〃            〃        が機能不能となる。 
 Ⅲ．衛星ミッションの影響はないが運営上影響がある。 
 Ⅳ．衛星ミッション遂行上及び運営上も全く影響がない。 

注；サブシステムの機能FMEAを例として示しているが、コンポーネントやシステムの機
能FMEAを実施する場合も、本記入方法を参考にすること。 
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表3.17-5 詳細FMEA実施結果の例（衛星系RCSサブシステム） 

 

機能FMEAシート サブシステム名：   RCS       シート番号   001 

Rev. 

行 

番 

コンポーネン

ト/モジュール 

機能 故障モード 故障モードの

原因 

サブシステム 

への影響 

システム

への影響 

故障検出

法 

対策 ミッション 

への影響 

影響度 

1-1 加圧ガス注排

弁 

打上時、手動

操作により加

圧ガスを充填

／排気した

後、閉状態で

打ち上げられ

る。 

 

シート面や

キャップ等

シール部の

傷 

 

過大回数の開

閉操作 

 

加圧ガスの外

部漏洩による

推力低下。最

終的にはスラ

スタへの推薬

供給不能によ

るＲＣＳ機能

停止 

姿勢制御

性能の劣

化、又は

姿勢制御

不能 

 

外部リ

ーク(漏

洩)試験 

対策１： 

シート及びキャップ

による二重シール構

造の採用 

 

対策２： 

操作サイクルの規定

と管理 

 

姿勢制御性能の劣

化による観測精度

の低下。又は姿勢

制御不能によるミ

ッションの喪失。 

Ⅰ 

 

1-2 推薬注排弁 打上時、手動

操作により推

薬を充填／排

出した後、閉

状態で打ち上

げられる。 

 

同上 

同上 ①推薬の外部

漏洩によるＲ

ＣＳ機能停止 

②漏洩した推

薬による他機

器などの損傷 

姿勢制御

不能 

同上 同上  

姿勢制御不能によ

るミッションの喪

失。 

Ⅰ 

 

 

注；FMEAにおける影響度の評価は対策により変化することはない。上記の対策の内『二重シール構造の採用』等の冗長化は

発生頻度を下げるものであり、FMECAにおける致命度(影響度×発生頻度)の評価については下げることが可能である。 
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表3.17-6 JAXA-QTS-2000F1)に記載のFMAT例 
形式又は 

部品番号 
NASDA RNR ××× 

(5) 

処  置 

No. (1) 

エレメ

ント 

(2) 

故障モー

ド 

(3) 

故障のメ

カニズム 

(4) 
製品に対する

故障の影響 

(6) 

素材料 

(7) 

製造工程 

(8) 

設計に対する

考え方 

(9) 

工程内検査 

(10) 

完成後の試

験、検査 

(11) 

試験方法等 

1 リード

線 

断線 折損 オープン ①芯線材料 

(頻度、ｱﾆｰﾙ) 

(材料仕様No.) 

①抜取方法 

(折等の防止) 

(工程仕様No.) 

①材質 

②寸法 

(リード線径) 

(文書No.) 

①外観 

②寸法 

(検査仕様No.) 

①端子強度 

②耐震性 

③外観 

④寸法 

⑤衝撃 

JAXA-QTS- 

2×××の 

①4.7.15項 

②4.7.21項 

③4.7.3項 

④4.7.3項 

⑤4.7.20項 

絶縁不良 

(対基板) 

表面酸化 ルーズコン

タクト 

①めっき材質 

(組成、めっき厚) 

(材料仕様No.) 

①取扱保管方法 

②材料の洗浄 

(工程仕様No.) 

①めっき組成 

②めっき厚 

(文書No.) 

①めっき厚 

②外観 

(検査仕様No.) 

①はんだ付

け性 

①4.7.10項 

2 リード

線 

ヘッド

部 

接触不良 

( 対 抵 抗

体) 

汚 損 ( 油

等) 

電流雑音大 

ルーズコン

タクト 

 ①取扱保管方法 

(工程仕様No.) 

 ①電流雑音(全数) 

②ヘッド寸法 

③負荷選別(全数) 

(検査仕様No.) 

①電圧係数 

②負荷寿命 

③熱衝撃 

①4.7.25項 

②4.7.22項 

③4.7.4項 形状寸法

不良 

①ヘッド加工 

(工程仕様No.) 

①ヘッド構造 

(文書No.) 

表面酸化 ①取扱保管方法 

(工程仕様No.) 

 

3 ヘッド

部と抵

抗体と

の接続

部 

抵抗値ド

リ フ ト

(高化) 

接続不良 抵抗値ドリ

フト(高化) 

①材料 

ｶｰﾎﾞﾝ･･･比抵抗 

ｶｻ密度 

ｼﾘｶ･････粒度 

純度 

ﾚｼﾞﾝ････樹脂量 

粘度 

(材料仕様No.) 

①配合 

②混練条件 

(温度､時間) 

③形成条件 

(温度､時間) 

(工程仕様No.) 

①材質 

(文書No.) 

①電流雑音(全数) 

②電圧係数 

③抵抗値安定度 

④流動性 

⑤原材料実用試験 

⑥負荷選別(全数) 

⑦外観選別(全数) 

(検査仕様No.) 

①電圧係数 

②端子強度 

③負荷寿命 

④熱衝撃 

①4.7.25項 

②4.7.15項 

③4.7.22項 

④4.7.4項 電流雑音

大 

 電流雑音大 

注 1）部品を各素子に分けて、番号順に(1)欄に素子の名称を記述する。各素子の接続も一つの素子とする。 

2）各素子の故障モード及び故障の機構を(2)、(3)欄に記述する。 

･･･ (以下省略) ･･･ 
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3）前述の故障による部品（製品）に対しての影響を(4)欄に記述する。 

4）次に、これら考えられる故障に対してどのように処置されているかを(5)欄に記述する。 

5）素材料に対して、どのように処置されているかを(6)欄に記載する。一例として、材料の受入検査の検査項目及び規定されて

いる文書の番号を記述する。 

6）製造工程に対しても、同様に(7)欄に記載する。一例として、製造仕様書で規定されている管理項目及び文書の番号を記述す

る。 

7）設計に対する考え方に対しても、同様に(8)欄に記載する。一例として、組立仕様書で規定されている要求項目及び文書の番

号を記述する。 

8）工程内検査に対しても、同様に(9)欄に記載する。一例として、検査仕様書で規定されている管理項目及び文書の番号を記述

する。 

なお、検査は製造工程内で実施する検査とする。 

9）完成品の試験・検査に対しても、同様に(10)欄に記述する。一例として、適用仕様書で規定されている試験検査項目を(10)欄

に、対応する仕様書の試験方法の項目番号(11)欄に記述する。 

10）構造図を添付し、注1）において記述した部品の各素子と対応をつける。 
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3.18 欠番 
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3.19 インタフェースFMEA/FMECA 

 
効果 
(1) インタフェースFMEA/FMECAでは、コンポーネント／サブシステムなど相

互のインタフェース回路図と、そのインタフェース部での故障モードを確

認し、インタフェースにおける信頼性上の欠陥を除去することで、システ

ムを組上げる際の不具合を未然に防止することができる。 

また、波及故障の影響や、故障分離設計の妥当性を確認できるほか、スニ

ーク欠陥の検出にも役立つ。 

(2) インタフェースFMEA/FMECAでは、開発メーカが相互にインタフェース回

路図を確認し、故障分離設計の妥当性を両者で確認できるので、確実な設

計が可能となる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階、詳細設計段階 
設計の進捗状況に合わせ適時見直しする必要がある。 
 

技術的根拠 
インタフェースFMEA/FMECAは、各搭載機器／サブシステムのインタフェース

部での故障モードを抽出し、その故障モードが発生した場合の相手方の搭載機

器／サブシステムに与える影響について解析する信頼性設計手法である。 

あらゆるインタフェースは、欠陥の生まれやすい場所であり、設計担当が異

なる機器を接続するような部位では、意思疎通の欠如に起因する設計過誤が発

生しやすい。 

「百聞は一見にしかず」で、インタフェース回路を相互確認することで意思

の疎通を図ることができ、機器同士の接続試験をする前にインタフェースの欠

陥を除去することができる。 

また、冗長系を有する場合などは、冗長系の接続方法も確認できるため故障

分離設計の妥当性や信号回り込みなどのスニーク欠陥検出も試験前に確認する

ことができる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.6 FMEA(故障モード及び影響解析)及びFMECA(故障モード・影響及び致命

度解析) 
 

関係の深い信頼性業務 
(1) 信頼性ブロック図 

(2) 基本設計審査 
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(3) 詳細設計審査 

(4) 詳細FMEA/FMECA 

(5) スニーク解析 

 
実施方法 
インタフェースFMEAの実施手順は次のとおりであり、基本設計初期段階にシ

ステムインテグレータの信頼性部門が手順を定め、各サブシステム、コンポー

ネントに展開する。 

(1) 解析の細部作業として、FMEAを実施しようとしている搭載機器/サブシス

テムの構成、機能、信頼性ブロック図を確認し、搭載機器の回路図面を準備

する。 

(2) インタフェース信号名、インタフェース回路名をFMEAシートに記入する。 

(3) Ａ側機器のインタフェース回路をFMEAシートに記入する。機器が冗長系

を有している場合は、冗長系の回路もシートに記入する。 

    （Ａ側機器が記入） 

(4) Ａ側機器の故障モードを記入する。（Ａ側機器が記入） 

(5) Ａ側機器の故障モードに対するＢ側機器の波及故障を記入する（Ｂ側機

器が記入） 

(6) Ａ側機器の故障モードによりＢ側機器の波及故障が発生した場合のサブ

システム／システムへの影響、是正処置及び影響度を記入する。（可能であ

ればＢ側機器が記入） 

(7) Ｂ側機器のインタフェース回路をFMEAシートに記入する。機器が冗長系

を有している場合は、冗長系の回路もシートに記入する。 

    （Ｂ側機器が記入） 

(8) Ｂ側機器の故障モードを記入する。（Ｂ側機器が記入） 

(9) Ｂ側機器の故障モードに対するＡ側機器の波及故障を記入する（Ａ側機

器が記入） 

(10) Ｂ側機器の故障モードによりＡ側機器の波及故障が発生した場合のサ

ブシステム／システムへの影響、是正処置及び影響度を記入する。（可能

であればＡ側機器が記入） 

(11) サブシステム／システム担当メーカが、波及故障の有無、サブシステム

／システムの影響、是正処置の内容及び影響度について確認／再評価する。 

(12) インタフェースFMEAの結果は、基本設計審査、詳細設計審査へのインプ

ットとし、設計の妥当性について有識者の下で審査される。 

 

インタフェースFMEAのフォーマット例を表3.19-1に、記入方法を表3.19-2

に示す。 
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参考として、故障分離設計が適切に行われていない事例及び対策事例を図

3.19-1に示す。図3.19-1 a)の回路では、主系の故障により、従系の機器も使

用できなくなる設計になっている。図3.19-1 a)はRS422インタフェース回路

であるが、ユーザ機器の主系のレシーバが短絡故障を起こした場合は、ユー

ザ機器の従系にも信号を正常に伝送することはできない。 

図3.19-1 b)のようにレシーバの前に抵抗を置く処置をとることで、故障分

離が可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

a)故障分離対策前回路                       b)故障分離対策後回路 

図3.19-1  タイミング信号インタフェース回路 

 
なおインタフェースFMECAを実施する場合には、インタフェースFMEAの実施

方法を基に3.17項のFMECAの説明などを参考にして、影響度に発生頻度を加え

た致命度の評価を含めること。 

 

 
実施しない場合の影響 
システムを構成するコンポーネント間のインタフェース部で、信頼性上の欠

陥に起因する不具合が発生する恐れがある。 
特に、冗長系を備えているインタフェース部においては、主系の故障が従系

の故障を誘発したり、電源バスラインなどで故障分離設計がなされていない場

合にはシステムが喪失する可能性もある。 

 
参考文献 

なし 
 

+5V 

ﾊﾞｽ機器 

ﾕｰｻﾞｰ機器 主系 

ﾕｰｻﾞｰ機器 従系 

+5V 

ﾊﾞｽ機器 

ﾕｰｻﾞｰ機器 主系 

ﾕｰｻﾞｰ機器 従系 
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表3.19-1 インタフェースFMEAシート（例） 

 インタフェースFMEAシート 

故障モード インタフェース回路 波及故障 サブシステム

への影響 

システムへの

影響 

対策 影響度 

 機器： Ａ  側 機器： Ｂ  側      

② 
 

 

 

 

 

 

 

① 

③ 

 

④ 

 

⑧ 

 

⑨ 

 

⑩ 

 

Ａ側機器の 

故障モード 
②による 

Ｂ側機器の

波及故障 

②により③が

発生したとき

のサブシステ

ムへの影響 

②により③が

発生したとき

のシステムへ

の影響 

②による③を防

止するあるいは

発生した場合の

対策 

⑧による

影響度 

波及故障 故障 

モード 

サブシステム

への影響 

システムへの

影響 

対策 影響度 

 

⑥ 

 

 

⑤ 

 

 

⑦ 

 

 

⑧ 

 

 

⑨ 

 

 

⑩ 

 

⑤による 

Ａ側機器の

波及故障 

Ｂ側機器の

故障モード 

⑤により⑥が

発生したとき

のサブシステ

ムへの影響 

⑤により⑥が

発生したとき

のシステムへ

の影響 

⑤による⑥を防

止するあるいは

発生した場合の

対策 

⑧による

影響度 

 信号名称：      

注；本シートは一例であり、実際に適用する際は得意先等と調整した上で、記載項目や内容を決めること。   
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表3.19-2  インタフェースFMEAフォーマット例の記入方法 
 

フォーマット欄番号 記   入   方   法 

①（Ａ側、Ｂ側、 

サブシステム） 

 

 

 

 

②（Ａ側） 

 

 

 

③（Ｂ側） 

 

 

 

④（Ｂ側、サブシステム） 

 

 

 

 

⑤（Ｂ側） 

 

 

⑥（Ａ側） 

 

 

 

⑦（Ａ側、サブシステム） 

 

 

 

 

⑧（Ａ側、Ｂ側、 

サブシステム、システム） 

 

⑨（Ａ側、Ｂ側、 

サブシステム、システム） 

 

⑩（Ａ側、Ｂ側、 

サブシステム、システム） 

 

インタフェース部における本体側（Ａ側）とインタフェー

ス側（Ｂ側）との接続図を記入する。 

Ａ側Ｂ側いずれか、またはそれぞれが冗長構成の場合は、

冗長構成内容とその接続についても記載する。 

 

 

インタフェース部における本体側（Ａ側）の故障モードを

記入する。 

 

 

②の故障モードによるインタフェース側（Ｂ側）の影響（波

及故障）を記入する。 

Ｂ側が冗長構成の場合は、冗長系への影響も評価する。 

 

②の故障モードによるＢ側機器の波及故障が発生した場合

のサブシステムへの影響を記入する。 

なお本体側（Ａ側）が冗長構成の場合は、Ａ側の冗長系が

故障した場合の影響（波及故障）も記入する。 

 

インタフェース部におけるインタフェース側（Ｂ側）の故

障モードを記入する。 

 

⑤の故障モードによる本体側（Ａ側）の影響（波及故障）

を記入する。 

Ａ側が冗長構成の場合は、冗長系への影響も評価する。 

 

⑤の故障モードによるＡ側機器の波及故障が発生した場合

のサブシステムへの影響を記入する。 

なおインタフェース側（Ｂ側）が冗長構成の場合は、Ｂ側

の冗長系が故障した場合の影響（波及故障）も記入する。 

 

②又は⑤の故障モードによる波及故障が発生した場合のシ

ステムへの影響をＡ側、Ｂ側でそれぞれ記入する。 

 

②又は⑤の故障モードによる波及故障が発生しないように

するあるいは発生した場合の対策案を記入する。 
 

②又は⑤の故障モードによる波及故障が発生した場合の⑧

による影響度を記入する。 

 

※フォーマット欄番号の()内は記入担当を示す。
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3.20 工程FMEA/FMECA 
 
効果 
工程FMEA/FMECAは、工程設計において、予想される工程の故障モードとそれに

伴う不良品が発生する可能性を検討し、対策を施すことで工程の信頼性上の弱

点の改善、不良発生率の高い工程の改善を図ることができ、より安定した工程を

確立することができる。 

工程 FMEAの目的は以下のとおり。 

・製造・検査工程に対する要求／能力の妥当性 

・製造・検査中のヒューマンエラーの発生防止 

・実装状態から見て故障の連鎖防止 

・製造を指示する文書の有効性向上 

・加工順序の適正確認 

・中間品質特性の適正確認 

・加工パラメータの適正確認 

・重要品質特性、重要加工パラメータの選定、決定 

(決定にあたっては、「重要品質特性及び重要加工パラメータ管理ガイド

ライン(GGQ-Q06001)」1)を参照するとよい。) 

・工程の弱点を克服し、設計変更に頼らない要求実現 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階、詳細設計段階(製造工程の確立時) 

設計の進捗状況に合わせ適時見直しする必要がある。 
 

技術的根拠 
工程FMEA/FMECAは、新規に採用する製造工程、製造工程の故障が機器の機能

に重大な影響を与えるような工程、及びクリティカル品目の工程などにおいて、

工程の故障モードによって不良品を製造したり、将来故障に至る恐れはないか

を机上で事前に検討し、対策の立案や工程管理項目の設定を行なうための設計

手法である。 

工程が適切でないと、製品の中に欠陥を作り込む可能性があり、信頼性の高

い製造システムを手にすることはできない。 

工程プログラムにおける工程設計時点で工程の故障モードを識別し、原因を

推定し、対策を施すことで、製品の欠陥に至るリスクを除去すれば、工程にお

ける製品欠陥の作りこみを予防することにつながる。 

また、一度確立した工程でも、不具合の原因分析の結果をもとに工程

FMEA/FMECAを実施し再点検することで、工程の信頼性を高めていくことができ

る。 
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JMR-004の対応項番 
 4.3.6 FMEA(故障モード及び影響解析)及びFMECA(故障モード・影響及び致命

度解析)  

 4.3.17.12 製造工程審査 

 

関係の深い信頼性業務 

(1) 基本設計審査 

(2) 詳細設計審査 

(3) 材料、工程プログラム 

(4) 重要品質特性、重要加工パラメータ 

 

実施方法 
工程FMEA/FMECAは、次の工程に対して適用する必要がある。 

 

(1) 新規に採用する工程（あるいは変更された工程） 

(2) 工程の故障が、機器の機能に重大な影響を与えるような工程 

(3) クリティカル品目の重要工程 
 

工程FMEA/FMECAの実施手順は次のとおりである。 

（１）準備作業として、工程フローの把握と、各工程の機能分析、工程能力の

把握を行う。このために，工程フローチャート、工程仕様書、製造手順

書などを準備する。 

（２）工程フローと対応つけて、工程名称、工程の機能を工程FMEAシート／工

程FMECAシートに記入する。 

（３）工程の故障モードを記入する。故障モードの抽出に当っては、環境要因、

人間の作業ミスも考慮の対象とする。 

（４）故障モード発生の原因を記入する。 

（５）故障モードが発生した場合の製品への影響を記入する。 

（６）故障モードの発生を防止するための対策、工程管理項目を検討する。以

下に対策の事例を示す。 

a.製造不良の発生を抑えるために、製品の形状、寸法、材質、プロセ

スなどを変更する 

b.当該プロセスの故障モードを取り除くため若しくは故障モードの発

生を最小とするために必要な管理内容、例えば、清浄度管理、特殊

工程管理などを設定し、製造フロー及びQC工程図に反映する。 

（７）工程FMEA/FMECAの結果は、基本設計審査、詳細設計審査へのインプット

とし、設計の妥当性及び対策の妥当性について有識者の審査を受ける。 
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工程FMEA/FMECAで検討した対策は、製造フロー、QC工程図、工程仕様書、製造

手順書など適切な文書に反映し、実際の作業指示につなげていくことが必要で

ある。 

基本設計段階及び詳細設計段階の工程FMEAの実施例をそれぞれ表3.20-1及び

表3.20-2に示す。 

表3.20-1および、表3.20-2は同一の工程に対して行ったFMEAであるが、機能／

詳細FMEA（3.17項）と対比させると前者は機能FMEAに、後者は詳細FMEAに対応す

る。両者の一番の違いは故障モードの捉え方である。前者ではある工程が機能不

全に陥った時に製品に発現する不具合の状態を故障モードとしているのに対し、

後者では（工程設計における部品と言い換えることのできる）各手順指示に対す

る不適切な履行（し忘れ、し損ない）を故障モードとしている。機能/詳細FMEA

がそうであるように、工程FMEAでも後者の方が一段深い解析結果が得られるた

め、詳細設計フェーズでは後者のFMEAを実施するのが望ましい。 
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表3.20-1 基本設計段階の工程FMEAの例 
工程フロー 工程名 工程の機能 故障モード 故障モードの 

影響 
故障モードの 

原因 
対策 

▽チップ 
 
▽ケース 
 
▽接着剤 
 
 

１．ダイ

ボ ン デ

ィング 

チップ部品

をケースに

ボンディン

グする。 

接着不良 
（剥離） 

振動環境等で

チップが剥が

れ落ちること

により、機能喪

失 

接着力低下 
①シェルフライフ切

れ品の使用 
②硬化温度設定誤り 
③ケースの平面度不

良 

①シェルライフの管

理の徹底 
②硬化温度の記録を

指示書へ追加 
③ケースの受入試験

の実施 
④定期的にせん断試

験を実施 

 
▽リッド 
 

３．気密

封止 
部品のリッ

ドとケース

をシーム溶

接する。 
 
 
 

気密不良 内部に水分が

混入すること

で、マイグレー

ションや腐食

が発生し、特性

劣化となる。 

①溶接不良 
②リッドの板厚寸法

規格外れ品の混入 
③位置合わせ時のず

れ 
 

①溶接前に試し運転

をする 
②受入検査時に板厚

測定を実施 
③ガイドの装着 

 

 

表3.20-2 詳細設計段階の工程FMEAの例 
工程フロー 工程名 工程の機能 故障モード 故障モードの 

影響 
故障モードの 

原因 
対策 

▽チップ 
 
▽ケース 
 
▽接着剤 
 
 

１．ダイ

ボ ン デ

ィング 

チップ部品

をケースに

ボンディン

グする。 

①シェルフ

ライフ切れ

品の使用 
②硬化温度

設定誤り 
③ケース表

面の平面度

不良 

振動環境等で

チップが剥が

れ落ちること

により、機能喪

失 

①シェルライフ切れ

の接着剤を同じ棚に

置いていた 
②手順書の設定温度

の指示不明確 
③平面度測定の精度

不良 

①棚を定期点検して、

シェルライフ切れ品

は廃却する 
②硬化温度を重要加

工パラメータに指定

して手順書に設定温

度と共に明記する 
③レーザ光方式の測

定器を用いる 

 
▽リッド 
 

３．気密

封止 
部品のリッ

ドとケース

をシーム溶

接する。 
 
 
 

①溶接装置

の異常（電

極の汚れな

ど） 
②リッドの

板厚大 
③位置合わ

せ不良 
 

溶剤不良によ

り、内部に水分

が混入するこ

とで、マイグレ

ーションや腐

食が発生し、特

性劣化となる。 

①繰り返し使用によ

る電極への汚れの蓄

積 
②受入試験時にリッ

ドの板厚測定をし忘

れる 
③位置合わせ用ガイ

ドの使用方法不適 

①溶接装置の定期点

検の実施 
②作業チェックリス

トにより作業の抜け

を防止する 
③ガイドの使用方法

を手順書に図解する 

 

  

３ 

１ 

３ 

１ 
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また、工程FMEAの結果から重要な品質特性を設定し、それをモニタすることに

よって異常傾向を事前に把握し、改善に繋げている活動例を以下に紹介する。 

 

a.工程FMEAによる故障モードの抽出と格付け 

工程FMEAで抽出された故障モードに対して危険優先度（RPN：Risk Priority 

Number）により格付けを行う。危険優先度（RPN）は次の式により算出する。 

RPN＝影響度×発生頻度×検出度   （最大100点） 

 影響度、発生頻度、検出度は、表3.20-3より求める。 

 

表3.20-3影響度、発生頻度、検出度 
製品（システム）に及ぼす影響 

（影響度） 
 

点 

発生レベル 

（発生頻度） 

 

点 
検知レベル 

（検出度） 

 

点 

影響大 

･･システム機能の喪失 

５ 頻繁に起こりうる ５ 通常の手段では検出不

可能 

４ 

かなりの影響あり 

･･システム機能の一部喪失 

４ 起こりうる ４ 受入試験（AT）において

検出可能 

３ 

影響半々 

･･システム機能の低下 

３ ときに起こりうる ３ 加工、組立中の検査、試

験において検出可能 

２ 

ほとんど影響なし 

･･機能低下 

２ ほとんど起こりえない ２ 加工、組立中に検出可能 １ 

影響なし･･機能低下なし １ 起こりえない １ － － 

 

危険優先度（RPN）による格付けを適用した工程FMECAの実施例を表3.20-4に示

す。 

 

b.重要な品質特性の設定 

RPNの高い工程及び過去に不具合の発生した工程の故障モードから重要な品

質特性および加工パラメータを設定する。 

例）重要な品質特性   ： 製品特性（漏洩量など） 

      重要な加工パラメータ： 製造特性（ろう付け量など） 

 

c.データの検証／是正処置 

上記b.で設定した重要な品質特性についてデータを取得し記録に残す。その

データの号機間や他衛星とのバラツキ及び異常値の有無を確認する。異常等が

発見された場合には、原因調査を行い、是正処置を設計、工程にフィ－ドバック

する。 

 

 

実施しない場合の影響 

工程が安定せず、工程の故障により製品の不良や故障が発生する恐れがあり、

軌道上でクリティカル品目などが故障した場合にはシステムが喪失する可能性
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もあり、ミッション達成が不能になる恐れがある。 
 
参考文献 
  1) GGQ-Q06001 「重要品質特性及び重要加工パラメータ管理ガイドライン」
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表3.20-4 工程FMECA例 
 

P/N名称 工程 
名称 

故障 
 

モード 

 
故障モードの原因 

製品に及

ぼす影響 
影響度 
(点数) 

発生 
頻度 

(点数) 

故障検知 
(不具合) 

検知 
時期 

検出度 
(点数 
) 

危険 
優先度 
(RPN) 

対策内容 実施 
状況 

28B1874
2-101 
NS BZ 
ASSY 
 

ろう 
付け 

 
ろう材 
不足 

 
①ろう付け時のろ

う材供給量過少 
 
②ろう付け設定温

度の誤りによる、

ろう材の溶融量過

少 
 

強度不足 
気密漏洩 

４ ３ 外観検査 
リーク 
テスト 

作業後 
検査 

 
リーク 
テスト 

４ ４８ 
 
 

要対策

と評価 
 

 
①専門の教育を受けた認

定作業者による工程に指

定し、製造フロー及びQC
工程図に反映。 
 
②手順書にろう材の供給

量の目安や、ろう付け設

定温度を記載。限度見本

の写真を作業現場に掲

示。 
 
③作業前の工具類や材料

等のチェックリストによ

る準備・点検 
 
④作業者以外の認定検査

員による立会い検査 
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3.21 故障モード及び原因情報の収集 

 
効果 

機能FMEA、詳細FMEA、及びインタフェースFMEAなどを実施するにあたって重要

なことは、潜在的故障モードを机上で漏れなく洗い出すことである。FMEA/FMECA

の実施効果は、解析者の能力や経験に左右されることが多いが、事前に故障モー

ドに関する情報（過去の不具合事例を含む）を収集・整理しておけば、解析者に

よる故障モードの抽出漏れが無くなり、洗い出された故障モードに対して設計

上の対策等を確実に図ることで、信頼性の高い製品を設計・製造できる。 

 
効果的な実施時期 

全段階 

 

技術的根拠 

設計者は、部品・機器などの故障モードを熟知し、その故障モードの発生を防

止あるいは最小化するための処置を考えて設計しなければならない。このよう

に、故障モードに関する情報（過去の不具合事例を含む）は、設計のベースにな

るものであり、設計者は常に故障モードに関する情報の収集に努める必要があ

る。 

 
JMR-004の対応項番 

 4.3.6 FMEA（故障モード及び影響解析）及びFMECA(故障モード・影響及び致命

度解析) 

  

関係の深い信頼性業務 

(1) 機能FMEA/FMECA 

(2) 詳細FMEA/FMECA 

(3) インターフェースFMEA/FMEA 

(4) 異常／故障のフィードバック 

(5) 信頼性技術情報の反映 

(6) FTA：事前解析FTA：事後解析 

 

実施方法 

故障モード情報の収集・活用の流れの一例を図3.21-1に示す。 

故障モードデータ（部品、サブアセンブリ及び構成品の故障形態、原因及び発

生確率などに関するデータ）の参考資料としては表3.21-1に示すようなものが

ある。また、宇宙環境下で特殊な故障モードを表3.21-2に示す。 
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なお、各メーカで保有している異常故障に関する情報は、故障モードの抽出の

際に大変役立つものであり、社内的にデータベース化するなどして設計にフィ

ードバックがかけ易いように整備しておくと良い。 

 

 

        図3.21-1 故障モード情報の収集・活用の流れ 

 

表3.21-1  故障モードに関する資料 

資 料 名 称 

・宇宙開発用共通部品等 適用データ シート(NASDA or JAXA-ADS-****) 

・Parts, Materials, and Processes Experience Summary Feb.1972 (NASA-

CR-114391) 

・RAC(Reliability Analysis Center) Reliability Design Handbook  

No. RDH 376 

・Electromechanical Component Reliability RADC-TDC-63-295 

・信頼性技術情報 

・メーカの実績に基づくデータ 

・NPRD-95（Nonelectronic Parts Reliability Data 1995） 

・IEC60812 Failure modes and effects analysis (FMEA and FMECA) 

 

故障モードの収集、 
データベース化 

フィ－ルドデータ 

製造・試験時の 

不具合情報 

設計情報 

部品の構造解析 

・不具合報告書 
・苦情通知 
 

・不具合処理システム 

（再審処理(ＭＲ)情報等） 

・良品解析 
・故障解析 

・JAXA 適用データシート 
・JAXA などの信頼性技術情報 
・文献 

 

・不具合再発防止策

の立案・処置 
（他機種への反映） 

・ＦＭＥＡでの 
故障モードの抽出 



JERG-0-063 

3-169 

 

表3.21-2  宇宙環境下での特殊な故障モード例 

宇  宙  環  境 故 障 モ ー ド ／ 現 象 

１．高  真  空 

①完全に空気が逃げる前の絶縁耐圧低下による放電 

②潤滑不良になる作動不良 

③アウトガス発生による熱制御材等への影響 

④熱制御の問題（例えば、熱伝導） 

２．放  射  線 

①トータルドーズによる部品の劣化として、バイポー

ラデバイスのリーク電流増加、ＭＯＳデバイスの動

作電圧の変化、有機材料の強度低下などがある。 

②1個の重イオン粒子による作動不良 

（例えば、ビットの反転） 

③太陽フレア太陽電池セル劣化 

３．太陽熱放射 

①日照／日陰の温度差による機械的ストレスによる

損傷 

 （例えば、ハンダ付部） 

②高温、低温繰り返しストレス―温度制御困難 

４．静電的帯電 
静止衛星の帯電放電―搭載電子機器の論理回路誤作

動 

５．宇  宙  塵 衛星の損傷 

６．無  重  力 キャンタイプ部品の異物による故障 

７．原子状酸素 
低高度衛星の原子状酸素による表面劣化 

（質量損失、強度劣化など） 

 

 

故障モード／原因表の活用 

故障モード及び原因情報の収集・整理・活用において、以下に示す故障モー

ド／原因表を用いると効果的である。故障モード／原因表の記入例と注意点を

図3.21-2に示す。 

 

Ⅰ．故障モード/原因表の記入方法 

  (1) 品名欄はコンポーネントを、部品名欄には構成部品レベルを記載する。 

理由：故障モード／原因表作成の狙いは、コンポーネント等のFMEAの充実

にあり、検討対象はコンポーネント等を構成する部品であることに
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留意する。 

また、加工・組立・試験等の作業（工程）上の不具合については、工

程名を部品名／工程名欄に記載する。 

（電子機器の場合は、部品名欄を構成モジュールレベルとする） 

(2) 機能欄は、対象部位に要求される機能を記載する。 

(3) 故障モードは、「IEC 60812」を参考に記載する。契約相手方により重要

とする故障モードでも良い。 

(4) 故障メカニズム・原因欄は対策の取れるレベルまで落とし込んで記載す

る。（設計／製造工程／検査・試験／管理の具体策が書けるレベル） 

 理由：設計、製造等の改善を狙いとして、故障モード／原因表を纏めて

いるため。 

(5) 故障メカニズム・原因欄は、①部位、②要因、③状況・条件、④直接原

因を箇条書きで記載する。（③状況・条件は、不具合の発生状況ではなく、

環境条件や使用条件を含む故障メカニズムを記載する。）ただし、過去の

不具合事例（軌道上不具合等）で原因・故障メカニズムが明確で無く推定

の場合、（推定）と記載すること。原因不明でも記載しないのでは無く、

書ける範囲で記載し、開発のステップに合わせて順次詳細化して行く。 

 理由：理解の促進と①、②、③、④の抜け防止のため。 

     ①部位：故障した部品名（下位の該当部品名）を記載する。 

     ②要因：設計、製造上の問題点を記載する。 

     ③状況、条件：試験、ストレス等でどのように壊れたのかを記載す

る。 

     ④直接原因：部位がどう壊れたのかを記載する。 

(6) 付帯情報欄には可能な限り具体的な情報を書き出すこと。 

故障発生に影響のある数値等（材料分析情報、寸法、温度、浸漬時間、

応力サイクル数、応力レベル等） 

(7) 改善のポイント欄には、設計改善に繋がる、次の設計に使える、気をつ

けるべき事項を記載する。データベースに無い最新の知見（その後の成果

で分かった情報）も加える。頻度情報も記述する。今後のプログラムで、

設計、製造を行う上での留意点を記載する。 

(8) 関連資料番号欄には、故障モード/原因表を活用する人がより詳細な情

報を調査するために必要なＭＲ番号や不具合報告書番号を記述する。 

 

Ⅱ．故障モード/原因表について 

試験や運用時に想定される故障モードは、研究開発の初期から運用完了まで

把握するようにすること。この業務は（標準・個別）故障モード／原因表に記載

するものとする。 

故障モード/原因表については平常時から維持・整備しておくようにしなけれ
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ばならない。FMEAシート作成者の記憶力にたよって記入するようでは効果的な

解析にならない。   

開発の進捗に合わせ類似不具合防止のため、ベンダーとの間で関連する技術

／品質情報の把握等に活用できるように故障モード／原因表の追加、見直しを

行う。 

そのため、品質マネジメントシステム（QMS）の設計分野における業務の一環

として位置づけて実施する。 

 

参考:この表の良い点は、失敗データを体系化して使いやすくする意味でFMEAシ

ートへの記入作業や点検時の負担を軽くし、併せて技術者の育成用の資料にも

なる。この表は、設計上の不備に気づくきっかけともなる。 

 

(1) 開発担当部署における故障モード/原因表の記載 

標準用： 

① 過去の研究開発において経験した事故や不具合から抽出 

② 他の宇宙航空研究開発組織が公表した事例から抽出 

③ 他産業分野なども含め学会等で発表された事例から抽出 

④ よく知られている標準的な故障モード/原因 (記載を必須事項としな

い) 

以上の情報は、データベース化してJAXA内部組織が共有化し、利用できるように

する。 

 

個別用： 

対象品目について構成部品の個別故障モード/原因表を作成する。 

標準用として作成した故障モード/原因表を利用して予測される故障モード

／原因表を作成する。 

 

(2) 契約相手方での故障モード/原因表の記載 

標準用： 

前述しているように以下の①②からの標準故障モード／原因表を用意する。 

①製造に関係した不具合・欠陥などから抽出 

②前項（1）の①②③④等から収集した情報から抽出（JAXAから適宜提供） 

 

個別用： 

対象品目について構成部品の個別故障モード/原因表を作成する。 

標準用として作成した故障モード/原因表を利用して予測される故障モード

／原因表を作成する。この個別用故障モード/原因表を作成する時から検討会

構成員によるブレーンストーミングの実施を推奨する。このことは新規性の
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高い場合などに配慮すべきである。 

Ⅲ．故障モード/原因表作成手順 

1. 目 的： 

 ・故障モード/原因表の作成手順を明確にする。 

  （この手順は、初めて故障モード／原因表を作成する場合に有効である） 

2. 故障モード原因データベースの区分について： 

故障モード/原因表の作成手順を明確にするため、便宜上故障モード原因デ

ータベース（以後FCDと呼ぶ）を次の3種類に区分し段階的に検討を展開する

ことにより手順の明確化・確立を図る。 

① FCD-1：ﾌﾞﾚｰﾝｽﾄｰﾐﾝｸﾞ等検討による抽出法で作成した FCD 

② FCD-2：故障事例のみを元に故障モードを抽出する方法で作成した

FCD 

③ FCD-3：上記①と②を合成した最終的 FCD   

3. 故障モード/原因表の作成手順と対象 

  3.1、3.2、3.3の順に作成する。 

 

3.1 FCD-1の作成手順と対象 

 ﾌﾞﾚｰﾝｽﾄｰﾐﾝｸﾞ等、関係者間の検討により故障モード/原因表を作成するもので

ある。 

 構成部品と機能の抽出、考えられる故障モード、原因をﾌﾞﾚｰﾝｽﾄｰﾐﾝｸﾞにより抽

出する。 

 

3.2 FCD-2の作成手順と対象 

 社内で経験した故障事例(PR2, MRB等)を基に故障モード/原因表を作成するも

のである。 

3.2.1不具合情報の処理手順：  

（１）対象の絞込み手順 

   ステップ１ 

不具合情報からFCD-2の作成対象として、信頼性プログラムで規定する異

常故障報告に該当するものすべてを抽出する。異常故障に該当するもの

はPR-2やMRBも含めすべて対象とする。（ステップ２の事項を除外しない

こと） 

また、PFT以降に発見された不具合については、異常故障も含め、全てを

対象とする。 

   ステップ２ 

抽出した事項から更に下記の範囲の一つに該当するものについて故障モ

ード/原因表を作成する。 

  ①次工程以降で発見された不具合（PFT、射場・テストサイト、運用中
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に発見されたもの）（重複する故障モード／原因は代表で良い。また、

単純な不具合でも繰り返し発生するものや設計者が陥り易いものは

反映する） 

  ②不具合の原因がJAXAの他の製品においても発生する可能性のある場

合（設計・工程・部品材料などに関連して） 

    ③工程中で発見されたが 通常の試験検査で見逃されやすく、その結

果が納入後に発見される可能性の高い場合。 

④新規技術に関連して事前検討で気づかなかった原因による場合 

 

（２）作業順序 

 
  

       
  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）調整1～3は同時期でも可能とする 

手順１：不具合サマリーや報告書

の準備 
ＪＡＸＡと調整１： 
対象となる資料の確認、作業手順の打ち合わせ等 

手順２：前項ステップ1，２ の具

体化（対象の選定） 

手順３：ステップ１，２に該当する

事例の選定（選定基準により該当

事例を実際に選定する） 

手順６：検討作業の終了（FCD-2） 

JAXAと作業結果の確認 

ＪＡＸＡと調整３： 

 選定結果の妥当性を確認する 

ＪＡＸＡと調整２： 

異常故障の定義、対象範囲等の確認 

契約相手方作業内容 

JAXAとの調整事項 

手順４：指定様式に記入するため

の事前検討作業  

手順５：検討作業の実施。 

故障モード/原因表の作成作業  
適宜、作業状況の点検と見直し事項の整理 

ＪＡＸＡと調整４： 

 具体的事例の数点について「故障モード原因表」の

作成を試行し、手順を確認する 
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３、３ FCD-3の作成 

  FCD-1にFCD-2を加えて、ﾌﾞﾚｰﾝｽﾄｰﾐﾝｸﾞ等で最終確認する。 

 

実施しない場合の影響 

設計段階において、潜在的故障モードを見落とし、設計上の処置を図らずに製

品が出荷され、軌道上で致命的な不具合になる恐れがある。 

また、FMEA/FMECAを実施する際に故障モードの抽出漏れが生じ、設計上の処置

を図らずに製品が出荷されるため、軌道上で致命的な不具合になる恐れがある。 

 

参考文献 

  なし 

 



JERG-0-063 

3-175 

 

 

図3.21-2 故障モード／原因表の記入例と注意点 
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3.22 ワーストケース解析（WCA）  

 

効果 

ワーストケース解析（WCA）は、環境条件及び部品等の特性値等の変化により、最悪

状態に偏移した場合においても、開発する宇宙用機器が要求された機能、性能を維持

し、計画されたミッション期間を達成できるかどうかを判断することができる。 
 
効果的な実施時期 

概念設計／予備設計段階から詳細設計段階まで 
 
技術的根拠 

部品等は環境条件等によりその特性値が変動することが知られている。ミッション

期間中に想定される範囲で、環境条件及び部品等の特性値等に変化が生じ、その結果、

これらが最悪状態に偏移した場合においても、開発するコンポーネント、サブシステ

ム、システムが要求された機能、性能を維持し、計画されたミッション期間を達成で

きるように設計することが目的である。更に設計変更に伴う部品の特性値の許容範囲

の決定にも利用することができる。 
 
JMR-004の対応項番 

 4.3.8 ワーストケース解析 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 基本設計審査 

(2) 詳細設計審査 

(3) 使用環境条件の設定 

(4) 部品ストレス解析 

 
実施方法 

以下に示す手順で実施する。 
(1) 解析条件の検討 
対象機器に印加される使用環境条件を基に、機器の安定作動に影響を及ぼす熱、温

度、放射線、電気的ストレス並びに使用した部品、材料の特性値のバラツキ等の変動

要因を検討する。 
部品、材料の変動要因としては、以下のものがある。 
・初期特性の誤差 
・温度変動 
・環境による変化 
・寿命による経年変化（１例として、MIL-HDBK-1547１） がある） 
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部品、材料の特性値の変動にはバイアス成分とランダム成分とがある。 
（ａ）バイアス成分；特性値の特定方向への変動分 
（ｂ）ランダム成分；プラス、マイナスにばらつく変動分 

例えばトランジスタの電流増幅率は放射線の被曝により減少し、増加するこ

とはなく、またシリコントランジスタのリーク電流は温度上昇とともに増加す

るため、これらの変動にはバイアス成分が含まれる。一方、部品の初期誤差や

オペアンプのオフセット電圧、個品によるバラツキなどはランダム成分と見な

すことができる。 

 
(2) 解析の実施 

これらの変動要因が最悪状態へ変化した場合、ミッション期間中にミッションを達

成させるには問題であると判断される機器を抽出する。 

これらの検討では定量的に解析を実施する。変動量の累積手法としては、バイアス

成分は単純和 (linear Sum)し、お互いに独立した変動要素であるランダム成分は

RSS(Root Sum Square：二乗和の平方根)が一般的である。 
 
    ＲＳＳ＝ （Ｘ１

２ ＋Ｘ２
２ ＋・・・＋Ｘｎ

２ ）1/2  
 
検討対象となると考えられるものの例として、太陽電池の発生電力、OSR(Optical 

Solar Reflector)の熱光学特性、電気回路のアナログ特性などがある。 
 
(3) 解析結果の反映 

解析においては、解析の結果、問題があると判断した機器に対して必要な対策を施

し、コンポーネント、サブシステム、システムそれぞれがミッション期間中軌道上で

正常に作動することを確認する。 
 
(4) 解析結果の評価、報告 

WCAの妥当性について、設計担当の責任者と信頼性保証部門で確認する。各フェー

ズの設計審査においては、WCAの結果をインプットパッケージに記述し審査する。 

具体的な作業内容は、以下のとおりである。 
・概念設計／予備設計審査：環境条件の識別 
・基本設計審査：解析条件、解析項目の識別 
・詳細設計審査：WCAの実施 

なお、解析結果は運用解析等へ反映させ活用する。また、認定試験後審査、プロト

フライト試験後審査においても、解析の妥当性を確認する。 
 
(5) 留意事項 
対象とする部品、材料の変動要因の検討がポイントであり、既存のデータ、部品（材
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料）製造メーカのデータ、公的機関が発行したデータ等の活用が重要である。 
ワーストケース解析においては対象とする部品等の変動要因及びどの特性値がど

のように変動するかのデータが必要である。 
これらに関する既存データを利用できると便利なので、そのデータベースの構築・

維持が望ましい。 
 
(6) ワーストケース解析の実施要領の事例 

ａ．目的 
この実施要領は、システム、サブシステム、コンポーネントに印加される環境

条件及び適用条件により、部品等の特性値が最悪状態に偏移した状態においても

そのシステム、サブシステム、コンポーネントの安定作動を保証するための対策

等を検討するために実施するワーストケース解析（WCA）の手順を定めるもので

ある。 
 

ｂ．実施フローチャート 
WCAの実施フローを図3.22-1に示す。 
 

 
 

図3.22-1 WCA実施フロー 

NO 

YES 

解析用資料の準備 

変動要因の検討 

定量的影響解析の実施 

対策の実施 完了 

安定作動 

開始 
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ｃ．準備 
WCAの実施に当たっては、以下の資料を用意する。 
・部品適用データシート 
・機器の環境条件（熱、温度、放射線等）及び適用条件（電圧、電流、電力な

ど） 
・電気回路図、製造図面など 

 
ｄ．実施 

(a)変動要因の検討 
機器に印加される環境／適用条件に基づき、次の手順で部品の特性値の初期値

に対する変動量を定量的に求める。 

手順 
ア．常温（25℃）に対し、機器作動時の最高／最低温度における特性値の変動

率（％）をそれぞれ求める。 
イ．ミッション期間を通じて被曝する放射線量（トータルドーズ）による特性

値の変動率（％）を求める。 
ウ．ミッション期間における経年劣化による特性値の変動率（％）を求める。 
エ．前項ア．～ウ．の変動率（％）によって、機器の機能・性能に悪影響とな

る方向の変動率（％）を求める。 
オ．以上のア．～エ．の変動率を表3.22.1-1に示す一覧表にまとめる。 
カ．なお、ウ．の変動量（％）が不明の場合は、MIL-HDBK-1547A1)規格などの

変動率を使用し解析を実施してもよい。 
 

注意事項 
・環境／適用条件による部品の特性値の変動率を求めるに当たっては、部品適

用データシート等を活用すること。 
・抵抗、半導体等の作動温度については、自己発熱による温度上昇分を忘れな

いこと。 
・経年劣化による特性値の変動率を求める場合は、アレニウス則を活用するこ

と。 
アレニウス則：ｋ＝Ａ×ｅｘｐ（-ΔＥ／ｋBＴ） 
アレニウス則を用いた寿命計算式： 
寿命Ｌ＝ＬＯ ×ｅｘｐ（（ΔＥ／ｋB）×（１／Ｔ－１／Ｔ0）） 
 
ｋ：反応の速度定数   Ａ：頻度因子  Ｔ：温度（Ｋ） 
ΔＥ：活性化エネルギー ＬＯ：試験時間   
ｋB：ボルツマン定数   Ｔ0：試験温度（Ｋ） 
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・試験段階を通じて受ける熱、温度、機械、電気的ストレスによる変動率も考

慮すること。 
・熱制御材料等は紫外線の影響があるので考慮すること。また、汚れの影響も

考慮すること。 
 

(b)定量的影響解析の実施 
前記(a)「変動要因の検討」結果に基づき、大きく分けて次の項目について解析

する。 
・熱制御材料（OSR、サーマルシールド等）の熱特性の変動 
・電気回路（太陽電池、アナログ回路等）の特性の変動 
ア．熱制御材料の熱特性の変動 

機器の熱解析に当たっては、機器等の熱特性（放射率、吸収率）の初期値に

よる温度予測を実施するとともに前記a.「変動要因の検討」結果から求めた変

動率（％）を初期値に掛けた値に基づき寿命末期の温度予測を実施し、初期及

び寿命末期の温度予想値が機器に要求される熱環境以内に保たれることを確

認する。 
機器内の熱環境は熱伝導が支配的であるため、この熱解析は原則としてシス

テム側で実施する。 
熱解析の結果、問題があることが判明した場合は、システム、サブシステム、

コンポーネントのそれぞれの担当で必要な対策を検討する。 
 

表3.22-1 部品パラメータ変動率一覧表例 
ＷＣＡワークシート 版数 年 月 日 設 計 信頼性   
 部品パラメータ  ②    ②   ②   ②   
 変動率一覧表       
 「コンポーネント名」①       
 「ブロック名」①       
部品種別  特性値       変  動（％）    備 考 
部品番号  初 期 温 度 放射線 経 年 ＲＳＳ  
   ③ 
 
 
 

   ④ 
 
 
 

  ⑤ 
 
 
 

  ⑥ 
 
 
 

  ⑦ 
 
 
 

  ⑧ 
 
 
 

  ⑨ 
 
 
 

      ⑩ 
 
 
 

 
記入方法 
① コンポーネント名及び電気回路のブロック名を記入する。 
② 版数、年月日、確認のサインを記入する。 

  （各コンポーネントの１枚目のシートのみ記入する。） 
③ 回路図に記入された部品の種別、部品番号、及び回路符号を記入する。例え
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ば、固定タンタルコンデンサ（NASDA CSR13G475KP）、Ｃ１などを記入する。 
④ 特性値で、容量などを記入する。 
⑤ 初期偏差で、10％などを記入する。 
⑥ 機器作動時の最高／最低温度における特性値の変動率を記入する。 
⑦ ミッション期間を通じて被曝する放射線量（トータルドーズ）による特性値

の変動率を記入する。 
⑧ ミッション期間における経年劣化による特性値の変動率を記入する。 
⑨ ⑤～⑥をRSSで求める。 
⑩ コメントがあれば記入する。 

 
イ．電気回路の特性変動 

機器の回路設計に当たっては、その機器の機能・性能を実現する上で必要な

特性を有する部品を選定する。回路の設計図が作成された時点で、その回路が

要求される機能・性能を満足できることを示すため、回路を構成する各部品の

初期値を用いた回路解析を実施し、作動パラメータ等の算定を行なうとともに、

初期値に前項(a)「変動要因の検討」結果から求めた変動率（％）を掛けた値に

基づき寿命末期の回路解析を実施する。 
初期及び寿命末期の回路解析に当たってのチェックポイントは次の通りで

ある。 
チェックポイント 
・初期値の回路解析に当たっては、常温での特性値に温度変動分を見込むこと。

また、温度変動分には、作動に伴う自己発熱分を考慮すること。 
・初期及び寿命末期の回路解析に当たり、部品個々のバラツキ分を設計マージ

ンとして見込むこと。 
・入力信号については、インタフェース仕様書に規定された変動分を考慮する

こと。 
 

(c)WCA結果の反映 
前記(b)のWCA結果に基づき、機器の安定作動を保証するために必要な場合、

次の処置を実施する。 
ア．経年変化を抑えるためにディレーティングの改善を図る。 
イ．放射線劣化を抑えるために放射線シールド厚を増加する。 
ウ．温度変動分等を抑えるために実装方法の変更をする。 
エ．部品のバラツキ等を抑えるために追加試験の実施、及び受入試験、加工処

理に対する特別な注意事項の指示・徹底を図る。 
 

(d)WCA結果の報告 
WCA結果及びその処置については、設計審査会へ報告し、解析結果及び処置の
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妥当性を確認する。 
 
（例題） 
ダイオードのリーク電流IRの変動量をワーストケース解析によって求めよ。但

し、25℃において、IR=18±2nA、放射線による劣化は△IRRAD=30nA、10年での経

年劣化は100％、最高作動温度85℃とする。 
 
(答) 
リーク電流は放射線や経年劣化により、正の方向に変動するので、初期値はノ

ミナル値に許容誤差の＋分を加えた最大値とする。 
１０年の経年変動により、△IRAGE=(18+2)(1.00)=20nA 
温度変動によるリーク電流の変動は10℃2倍則（寿命解析の項参照）に従うとす

ると、温度係数は2[(T1-T2)/10]とする。 
△IRTEMP=20(2) [(T1-T2)/10]=20(2)6=1280nA 
放射線による劣化により、△IRRAD=30nA 
以上の変動要因は全てバイアス成分なので、これらを初期値に加算する。この場

合のランダム成分となる変動要因は許容誤差のみであるので、RSSして加算すると

以下のようになる。 
WCMAX=18+Σ(△IRAGE+△IRTEMP+△IRRAD)+[Σ(±2)2]1/2 

    =18+(20+1280+30)+2=1350nA 
従って、温度８５℃でのリーク電流はIREOL=1350nAとなる。 

 
実施しない場合の影響 
設計段階でWCAを実施しないと、ハードウェアの最悪状態までの機能・性能の保証

ができない。 
 

参考文献 
1) MIL-STD-1547 Electronic Parts, Materials, and Processes for Space and Launch 

Vehicles 
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3.23 トレンド解析 

 

効果 

トレンド解析は、性能の安定度に関係する測定可能な特性値の変動を時系列的に監

視し、部品等のもつ特有の異常な変動の傾向を解析することにより、早期に異常を発

見し、対策を取ることができる。 
 
効果的な実施時期 

  基本設計以降の全段階 
特に、ハードウェアの製造、認定試験、受入試験の開始から最終試験終了までに実

施する。必要に応じて軌道上運用時にも実施する。 
 
技術的根拠 

特性値を時系列的に監視することにより異常の兆候を早期に発見することが出来、

また、部品等のドリフト、劣化等の評価をすることが出来る。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.9 トレンド解析 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 特性値管理品目の管理 

(2) 信頼性管理品目の識別 

 
実施方法 

以下に示す手順で実施する。 
(1) 管理幅の設定 

識別された特性値管理品目の特性値について、ドリフト、変動、劣化等が生じた場

合、ハードウェアの機能、性能に対する影響を回避する特性値の許容範囲を検討し、

その結果から適切な管理幅を設定する。 
 
(2) 特性値のトレンド記録 

特性値を時系列的に記録する。変動の記録に当たっては傾向が視覚的に把握できる

ようにグラフ化することが望ましい。 

 

(3) 特性値のトレンド評価 
トレンド記録の結果は、たとえレベルが仕様値限界内に入っていても特性値の公称

値からの変動が異常な傾向を示している場合は信頼性技術者及び設計技術者により

解析・評価を実施する。異常な変動を示すトレンド記録の例を図3.23-1に示す。  
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図3.23-1 異常な変動を示すトレンド記録 
 
 
 
 
ａ．評価方法 
特性値の変動の評価方法として、EOL(End of Life)解析による部品のドリフト及び

劣化を解析する手法がある。以下にその実施方法を示す。 
 

部品や材料の劣化モデルには多くの数学モデルが適用できる。部品や材料の特性

値の変動はこれらのモデルで予測出来るが、劣化データの範囲を超えて特性値を外

挿するときの予測値の精度は落ちる。 
この精度は求める特性値が劣化データの範囲内であることとアレニウス則で求め

た活性化エネルギーのような特性値の精度に依存する。 
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温度による変動（アレニウス則） 
アレニウス則は温度による特性値変動を予測するモデルであり、寿命解析または

ワーストケース解析で利用され、詳細については寿命解析の項に記載しているので

参照願いたい。 
アレニウス則から、温度の変動による特性値の変動は以下の式となる。 

 
q2=q1×exp{(EA/k)(1/T1－1/T2)}    (1.1) 
 
q2=温度T2での特性値 
q1=温度T1での特性値 
T2=q2を測定した時の温度(K) 
T1=q1を測定した時の温度(K) 
EA＝活性化エネルギー，ｋ＝ボルツマン定数 

 
アレニウス則で特性値の変動量を求める例を以下に示す。 
 
 計算例１ 
集積回路の伝搬ディレイ（周波数）の変動（経年）を異なる温度で算出する。周

波数変動は温度110℃、10年で-10％ずれる。85℃で10年後の周波数変動を求める。 
集積回路の活性化エネルギーはEA=1.1とする。特性値q1は10年でq1=－10%、式

(1.1)から、計算式は以下のようになる。 
 
q2=－10×exp[{(1.1/(8.62×10-5)}×{1/(273+110)－1/(273+85)}] 
q2=－10×exp{12.76×103(－1.82×10-4)} 
q2=－10(0.097616)=－0.976% 
 
この結果、伝搬ディレイは温度85℃の場合10年で0.976%ずれる。 
アレニウス則から、特性値の変動が時間に対して、線形であると仮定すると、次

式が成り立つ。 
t2=t1×exp{(-EA/k)(1/T1-1/T2)}    (2.1) 
t1=特性値の変動を測定した合計時間(hours) 
t2=時間t1での特性値の変動と等価な時間(hours) 
T1=時間t1での温度(K) 
T2=時間t2での温度(K) 
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 計算例２ 
あるTTLが25℃（ケース温度）で1μAのリーク電流(IIH)をもっているとする。240

時間のバーンインと1000時間の寿命試験後、リーク電流を測定すると、1.1μAとな

った。試験でのケース温度が125℃でミッションのケース温度が60℃とし、素子が試

験されないで直接使用に供されるとして、リーク電流の変動と等しいミッション時

間を求める。 
 
式(2.1)へ以下の数値を代入すると、 
t2=等価なミッション時間(hours) 
t1=バーンインと寿命試験の合計時間(hours) 
T2=ミッション温度(K) 
T1=バーンインと寿命試験の温度(K) 
EA=0.7eV,k=8.62×10-5eV/degとすると 
t2=1240hr×exp(-0.7/0.0000862)(1/398-1/333)=66540hr=7.6yr 

 
計算例２の結果から、アレニウス則はリーク電流が0.1μA変動するのは125℃の場

合1240時間、また60℃の場合7.6年で発生することを表している。この例のアレニウ

ス則では試験で取得した特性値の任意の値に試験とは異なる温度で同じ値に達する

時間を求めることが出来る。また任意の時間での特性値の変動は時間に対して線形

であると仮定すれば、比例計算で求めることが出来るが、前述の通り、試験範囲の

外側を外挿する値において、著しい誤差が生じてしまう。これは変動が必ずしも線

形とは限らず、非線形（指数関数的または対数的）とも考えられるからである。特

性値の変動は試験データによって、ある時間までの変動の様子はわかるが、特性値

の変動を正確に表すことは出来ない。従って、アレニウス則で求めた試験時間の外

側を外挿する予測値の正確な勾配を求めることが重要となる。 
 
部品の故障は、固有の故障メカニズムにより、有効寿命の末期で多く発生する。

この現象は信頼度のバスタブカーブにおける磨耗故障期に相当する。試験時間の外

側を外挿する数値の曲線はこれに基づけば、自然対数方程式が理想モデルである。 
自然対数方程式は 
ΔP(t)=B×ln(1+at)+C     (2.2) 
 
定数a,B,CはクラスＳ部品のバーンインと寿命試験時間及び各特性値の仕様値によ

って決まる。結果は次式で表される。 
ΔP(t)=ΔP{ln(r-l+[r-1]t/tL)}/ln r 
ΔP(0)=-ΔP 
ΔP(tB)=0 
ΔP(tB+tL)=ΔP 



JERG-0-063 

3-187 

ここで、 
tL=寿命試験時間 
r=tL/tB 
tB=バーンイン時間 
ΔP=バーンインと寿命試験における最悪状態の特性値変動 
ΔP(t)=時間tでの特性値変動 
 
試験時間の外側を外挿する数値の曲線は変動の勾配を決定するが、ミッション温

度がバーンイン、寿命試験の温度とは異なるため、試験時間の外側はミッション温

度での時間に変えなければならない。そのためアレニウス則と自然対数方程式を組

み合わせる。これがEOLモデルである。EOL解析はミッション期間の末期における

特性値の変動値を予測するために用いる。EOLモデルを次に示す。 
P(EOL)=Pi+ΔP{ln[r-1+(r-1)(tEOL/tL)exp(-ΔE/k)(1/Tu-1/TL)]}/ln r 
ここで、 
P(EOL)=tEOLでの特性値の予測値 
Pi=特性値の初期値 
ΔP=バーンイン最大特性値変動量 
r=tl/tb；ここで、tl=寿命試験時間、tb=バーンイン時間(hours) 
tEOL=ミッション寿命時間(hours) 
tL=tl+tb=総試験時間(hours) 
ΔE=劣化過程活性化エネルギー(eV) 
Tu=ミッション時の素子ケース温度(K) 
TL=バーンインと寿命試験時の素子ケース温度(K) 
 

EOLモデルで特性値の変動量を求める例を以下に示す。 
 
●計算例３ 

EOLモデルに数値を代入して、30年後の特性値の最悪値を決定する。計算例２で

与えた値（アレニウス則）と30年間(252800時間)をEOLモデルに入れると、 
IIH(30)=1.0μA+0.1μA{[ln(1/4.167)+(4.167-1)(252800/1240)× 
        exp(-0.7/0.0000862)(1/333-1/398)]}/ln4.167 
       =1.0μA+0.1μA{ln[(645.9)(e-3.98)]}/1.427 
       =1.0μA+0.1×2.49/1.427μA 
       =1.174μA 
EOLモデルから、60℃の場合、リーク電流の最悪値は30年で1.174μAになると予

測される。（30年間でのリーク電流値は温度に依存して増加すると考えられる）こ

の値が回路設計上の許容値を越えているのであれば、対策が必要となるため、特性

値を正確に予測するための適切な変数を設定して確認する必要がある。EOLモデル
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の各変数は下記で設定される。 
初期値Piはワーストケース解析で求めたランダム成分とバイアス成分の変動要因

から設定する。ｒの値はクラスＳ（同等品も含めて）の部品では4.167である。バーン

イン時間tBは240時間で寿命試験時間tLは125℃で1000時間である（ある受動素子の寿

命試験は2000時間かもしれないが）。両試験の回路は同じでなければならない。すな

わち、電圧ストレスは同じ方向に作用する。総試験時間は125℃で1240時間である。バ

ーンイン時間と寿命時間と温度はMIL-STD-883 1)、方法1005または1015の時間温度回

帰表を用いれば調整できる。試験時間は同じ温度で決定されなければならない。 
 
 
実施しない場合の影響 

トレンド解析を実施しないと、異常／故障の徴候を見逃すことになる。 
 
参考文献 
 1) MIL-STD-883 「TEST METHOD STANDARD MICROCIRCUIT」 
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3.24 寿命解析 

 
効果 

寿命解析は、宇宙用機器の経年劣化や寿命を解析することにより、ミッション期間

中、正常に作動することを保証する。 
 
効果的な実施時期 

概念設計／予備設計以降の全段階 
特に、必要な寿命試験により要求寿命が達成し得ることを確認する。 

 
技術的根拠 

摩耗または劣化現象により、故障が発生する機械的素子や部品等はある時点で集中

的に故障が発生する。また、システムの構成要素の特性が経年で劣化してシステムの

機能低下となり、結果的にシステムの故障を引き起こす。これらの故障が発生する時

点を寿命試験または既存データから統計的手法によって求め、有効寿命が設定される。

寿命解析はシステムの構成要素の有効寿命を求め、ミッション期間に対して有効寿命

に十分余裕があり、ミッション期間中に安定した状態で使用できることを検証するた

めに実施するものである。 
 
JMR-004の対応項番 

 4.3.10.2 寿命解析 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 作動寿命限定品目の管理 

(2) 貯蔵寿命限定品目の管理 

(3) 寿命試験 

(4) 累積疲労損傷の管理 

 

実施方法 

以下に示す手順で実施する。 

(1) 要求寿命の明確化 

システムに要求される寿命及び運用条件から解析対象品目の要求寿命を明確化す

る。(例：静止軌道上において、打上げ後３年以内に摩耗又は劣化による故障が発生し

ない設計であること) 

 

(2) 寿命品目の抽出 

システムの構成要素から、摩耗または劣化現象により、故障が発生する機械的素子

や部品等、または特性が経年で劣化してシステムの機能低下を引き起こす原因となる
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品目を抽出する。 

 

(3) 寿命要因の調査･検討 

寿命の要因となる故障モード（摩耗、特性の劣化など）を調査し、寿命を来す直接

の要因を明確にする。 

更にその故障モードが生ずるメカニズム（熱的、物理的、化学的、機械的、電気的

など）を調べる。 

 

(4) 寿命の評価 

解析対象のシステムの運用条件を十分に検討した上で、寿命解析を要する品目につ

いて、要求された寿命に対する確認方法を検討する。この場合、既存のデータを有効

に活用すること。また既存のデータが活用出来ない場合は、寿命試験により要求寿命

を保証できるか検討する。 

 

解析対象品目の有効寿命を検討するモデルとして、アレニウス則がある。 

これは化学反応と温度との関係から導出されたモデルである。物質が化学反応を起

こすためには定常状態から活性化状態に遷移しなければならず、熱エネルギーによっ

て著しく早められるのは定常状態の分子と活性化状態の分子との間の平衡が崩れる

ためと考えられる。従って物質の反応速度定数Ｋは 

Ｋ＝Λｅ-E/ｋTまたはΛｅ-B/T     (3.1) 

と表わされる。ここでｋはボルツマン定数、Ｔは絶対温度、Ｅは活性化エネルギー、

Λは定数で頻度因子と呼ばれる。Ｂは活性化エネルギーＥをボルツマン定数ｋで割っ

たものである。 

反応速度定数は部品の故障でいえば劣化速度を決定するものであるので、部品の寿

命はＫに反比例する。従って、部品がある故障レベルで寿命が尽きるとすれば、部品

の特性値が劣化して故障レベルに達する値をf(a)で表わす場合、寿命Ｌは 

Ｌ＝f(a)/Ｋ 

で与えられる。対数をとると 

lnＬ＝lnf(a)－lnＫ 

となり、さらに(3.1)式から 

lnＫ＝lnΛ－B/T 

であるから、 

lnＬ＝{lnf(a)－lnΛ}＋B/T＝A+B/T    (3.2) 

となる。 

これがアレニウス則としての寿命と温度との関係を表わす式である。 

 

寿命の加速係数ALは 

AL=LN/L=K/KN       (3.3) 
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で表わされ、寿命LN、反応速度KNはそれぞれの基準値を示す。(3.2)､(3.3)式から加

速係数は 

  AL = EXP �BΔT
T�2
�＝2ΔT/θT

   (3.4) 

ただし、ΔT=T-TN，
_

T2=TTN，θT=(
_

T2ln2)/B 

式(3.4)は温度がθT上昇するごとに寿命が半減することを意味しており、これに従

う部品や材料は８℃２倍則とか10℃２倍則とかが経験的に使用されている。 

 

(例題) 

10℃2倍則に従うコンデンサがあり、温度55℃で使用可能とすると、寿命はどう

なるか。ただし、コンデンサの寿命は25℃でMTTF=106時間とする。 

(答) 

式(3.4)から、AL＝2ΔT/θT に、ΔT=55-25=30、θT=10を代入して、23=8となり、

寿命は106/8=125000時間となる。 

 

(5) 寿命評価結果の確認、報告 

寿命解析及び評価を実施した項目を文書化する。その解析及び試験並びに評価の結

果の内容を、信頼性保証部門で確認する。 

また、これらの結果を概念設計／予備設計審査（寿命解析の対象とする品目の識別）、

基本設計審査（寿命要因の識別）、詳細設計審査（寿命解析の実施）で審査し、作動

時間／回数又は暦日経過の履歴の管理を要する品目を、有効寿命品目（作動寿命限定

品目、貯蔵寿命限定品目）に指定する。累積疲労損傷については、更にそれぞれの試

験後審査において、試験及び作業結果に問題がないかどうかを確認する。 

一方、寿命試験を実施したものは、その結果を詳細設計審査、認定試験後審査、受

入試験後審査で審査するとともに試験報告書でその内容を報告する。 

 

(6) 寿命解析実施の例 

以下に、寿命解析の１例（CS-3）1)を示す。 

 a.目的 

CS-3では寿命要求が７年（従来は最長で５年）となり、その保証のために寿命

解析（及び寿命評価）を実施した。 

 

 b.実施フローチャート 

基本／詳細設計で実施した寿命解析の実施フローを図3.24-1に示す。 
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図3.24-1 寿命解析の手順例 
 
 c.抽出した品目 

特に熱ストレスと放射線ストレスにポイントを置いた寿命解析を実施し、表

3.24-1に示す品目を抽出した。 
 

 d.寿命評価試験の結果 
表3.24-2に評価結果を示す。 

摩耗・劣化 
アイテム 有効寿命品目の

管理 
運用条件／実績

等の評価 
静止軌道 

上におい 

て、打上 

げ後Ｘ年 

以内に摩 

耗又は劣 

化による 

故障が発 

生しない 

設計であ 

ること。 

運用条件 

評価試験の

実施 

部品・材料プログラム 

摩耗・劣化 
品目の抽出 

長寿命化に

伴う環境／

適用ストレ

スの検討 (故
障要因の検

討) 

各種システム解析／設計 

適用ストレス

に対するクリ

ティカルな品

目の洗い出し 

 寿命試験の 
実施 
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表3.24-1 寿命要求に対してクリティカルな品目 

行番 評価品目 評価の目的 

 1 

 

ＯＳＲモジュール ＯＳＲと衛星構体との電気的接続を行う導電性接着剤が軌道上

で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認する。 

 2 Ｓバンドアンテナ   

セグメント 

 

内側表皮とＳＭＡコネクタ接続部分及び内側表皮と外側表皮と

を接続する部分のはんだ付け箇所が軌道上で遭遇する熱サイク

ルストレスに耐えられることを確認する。 

 3 

 

４分配器ダミー  

モジュール 

同軸コネクタと基板とを接続する部分のはんだ付け箇所が軌道

上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認する。 

 4 

 

貫通フィルタ 

 

軌道上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認

する。 

 5 

 

トランス 

 

軌道上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認

する。 

 6 

 

ＳＡＷフィルタ 

 

軌道上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認

する。 

 7 

 

水晶フィルタ 

 

軌道上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認

する。 

 8 セラミックコンデ 

ンサ 

軌道上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認

する。 

 9 

 

ＤＥＴモジュール 厚膜基板上に実装したチップ部品等のはんだ付け箇所及びチッ

プ部品並びに厚膜基板とキャリアとのボンディング箇所が軌道

上で遭遇する熱サイクルストレスに耐えられることを確認する。 

 10 ＨＰＡモジュール 

 

Ｓバンドハイパワー用トランジスタの実装におけるトランジス

タのリードと薄膜基板との接続部分のはんだ付け箇所及びトラ

ンジスタのリードが軌道上で遭遇する熱サイクルストレスに耐

えられることを確認する。 

 11 白色ペイント 

（Ｓ１３Ｇ） 

ＣＳ－３運用期間内に被曝する放射線量に対応した太陽光吸収

率の劣化量Δαｓを確認する。 

 12 白色ペイント 

（ＰＶ１００） 

ＣＳ－３運用期間内に被曝する放射線量に対応した太陽光吸収

率の劣化量Δαｓを確認する。 

 13 カプトンテドラ ＣＳ－３運用期間内に被曝する放射線量に対応した太陽光吸収

率の劣化量Δαｓを確認する。 

 14 銀蒸着テフロンシ 

ート 

ＣＳ－３運用期間内に被曝する放射線量及び遭遇する熱サイク

ルストレスに耐えられることを確認する。 
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表3.24-2 評価試験の結果(1/2) 

行

番 

評価品目 評価の目的 評価結果 

1 ＯＳＲモジ
ュール 

－100 ℃～＋50℃の温度範囲で１サイク
ル約45分、616 回以上の熱サイクル試験
を実施する。熱サイクル試験の前中後に
おいて、電気的導通及び外観検査を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
電気的導通検査の結果、抵抗値
の増加と言う現象が見られた。
（設計値の許容範囲内） 

2 Ｓバンドア
ンテナセグ
メント 

－100 ℃～＋50℃の温度範囲で１サイク
ル約45分、616 回以上の熱サイクル試験
を実施する。熱サイクル試験の前中後に
おいて、電気的導通及び外観検査を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
はんだ付け箇所の破断はなく、
電気的導通あり。 

3 ４分配器ダ
ミーモジュ
ール 

－100 ℃～＋50℃の温度範囲で１サイク
ル約45分、616 回以上の熱サイクル試験
を実施する。熱サイクル試験の前中後に
おいて、電気的導通及び外観検査を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
はんだ付け箇所の破断はなく、
電気的導通あり。 

4 貫通フィル
タ 

MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
挿入損失、外観に変化なし。絶
縁抵抗は変化した（固有の特性） 

5 トランス MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
線材の破断等による特性劣化は
ない。 

6 ＳＡＷフィ
ルタ 
 

MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱試験サイクルを650 サ
イクル実施した。 
定損失及び中心周波数共に変動
した。（設計値の許容範囲内） 

7 水晶フィル
タ 

MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱試験サイクルを650 サ
イクル実施した。 
共振周波数及び等価抵抗共に変
動した。（設計値の許容範囲内） 

8 セラミック
コンデンサ 
 

MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
Ｑ（又はtan δ）、ＩＲ、外観
に変化なし。静電容量は変化し
た。（固有の特性） 

9 ＤＥＴモジ
ュール 

MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。 
出力電力及びスプリアス共に変
動した。（設計値の許容範囲内） 

10 ＨＰＡモジ
ュール 

MIL-STD-202 方法107(－25℃～＋70℃) 
で616 回以上の熱サイクル試験を実施す
る。熱サイクル試験の前中後において、電
気的試験及び外観試験を行う。 

左記の熱サイクル試験を880 サ
イクル実施した。はんだ付け箇
所の破断はなく、特性の変動も
特に見られなかった。 

11 白色ペイン
ト（Ｓ１３
Ｇ） 

電子線(25keV) を３×10１５e/㎝２、10×10
１５e/㎝２、及び30×10１５e/㎝２の３通り照射
し、照射後のΔαｓを測定。 

劣化量Δαｓ＝0.05 
 

12 白色ペイン
ト（ＰＶ１
００） 

電子線(25keV) を３×10１５e/㎝２、10×10
１５e/㎝２、及び30×10１５e/㎝２の３通り照射
し、照射後のΔαｓを測定。 

劣化量Δαｓ＝0.09 
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表3.24-2 評価試験の結果(2/2) 

行

番 

評価品目 評価の目的 評価結果 

13 
 

カプトンテ
ドラ 
 

電子線(300keV)を１×10１５e/㎝２、３×10１

５e/㎝２、及び10×10１５e/㎝２の３通り照射
し、照射後のΔαｓを測定。 

劣化量Δαｓ＝0.03 

14 
 

銀蒸着テフ
ロンシート 

電子線(300keV)を１×10１５e/㎝２、２×10１

５e/㎝２、及び３×10１５e/㎝２の３通り照射
し、その後－100 ℃～＋50℃の温度範囲
で１サイクル約45分、616 回以上の熱サ
イクル試験の前中後において、外観検査
を行う。また、熱サイクル試験の前後にお
いて、太陽光吸収率αｓを測定する。 

熱サイクルストレスを受けるに
従って、ヒビ割れ、剥離が発生
した。銀蒸着テフロンシートを
使用する場合は寿命末期におい
て、銀表面あるいはカプトン表
面になることを考慮した設計と
する必要がある。 

注)表中の熱サイクル試験のサイクル数の要求は衛星の周回数が88周回／１年

であり、７年で616周回となることから規定され、マージンとして、10年に相

当する880サイクルを実施した。 

 

 以上は主に構造物や部品に代表される静的な品目に対する実施例であるが、動的な

品目として、機構品を有する太陽電池パドル(要求寿命10年)での寿命解析の一例を表

3.24-3に示す。 
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表3.24-3 寿命解析表(1/2) 

機器 品 目 寿 命 要 因 対 策 ・ 評 価 等 OLI SLI 

ＰＤＬ 太陽電池パネ

ル 

 

温度ｻｲｸﾙによる疲労、劣

化 

クーポンパネルの熱衝撃試験(条件:ＱＴ温度)において、アレイ

化技術、カバーガラス交換技術及びサブストレート製造工程に対

する評価･確認を行っており問題ないことを確認している。 

  

ロータリダン

パ 

 

シリコンオイルの経年

及び作動回数に伴う劣

化 

ＳＬＩとして業者出荷時からの経過年数を管理するが、有効寿命

は現在のスケジュールに対して余裕がある。 

またＯＬＩとして地上での作動回数を管理するが、有効寿命に対

し地上での予測作動回数以下であり問題ない。 

 ○ 

 

 

 ○ 

 

軸受 繰り返し荷重による疲

労等 

地上及び軌道上運用での予測総回転数は、下式で求まる定格寿命

の「１／10５」以下であり問題ないのでOLIとして指定しない。 

  

   

 

Ｌ＝ａ（Ｃ／Ｐ）３･１０６（回転）  

 

  

     ここで、Ｃ：基本動定格荷重、Ｐ：動等価荷重   

マイクロスイ

ッチ 

ON/OFFサイクルに伴う

接点の摩耗 

地上でのON/OFFサイクルは定格作動回数に対して十分少ないと

予測され問題ないので、OLIとして指定しない。 

  

サーモスタッ

ト 

ON/OFFサイクルに伴う

接点の摩耗 

作動回数、接点電流ともに定格の1/2以下であり、ディレーティン

グ基準を満足するのでOLIとして指定しない。 

  

パワーカート 

リッジ 

火薬の経年劣化 

 

ＳＬＩとして火薬装填後の経過年数を管理するが、有効寿命は現

在のスケジュールに対して余裕がある。 

  ○ 

 

ボルトカッタ Ｏリングの経年劣化 ＳＬＩとしてＯリング組立後の経過年数を管理するが、有効寿命

は現在のスケジュールに対して余裕がある。 

  ○ 
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表3.24-3 寿命解析表(2/2) 

  機器     品 目        寿 命 要 因                      対 策 ・ 評 価 等 OLI SLI 

ＰＤＭ ＰＤＭ 

 

回転数に伴う潤滑剤摩耗 

 

PDMｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ単体試験(R&D)で､熱真空雰囲気中において相当な

回転数を確認しており、要求寿命に対し問題ない｡更にステッ

プモータ、ハーモニックドライブ、平歯車等の部品についても

寿命試験を実施して確認しており問題ない｡ 

 ○  

ＰＤＬ 

ＰＤＭ 

 

コネクタ 

 

着脱に伴う接点の接触 

不良 

地上での着脱回数を定格寿命の１／２以下に制限するが、実際

の着脱はそれに対して十分少ないと予測され問題ないのでOLI

として指定しない。 

 

 

 

全般 

 

部品・材料の放射線劣化 

 

放射線劣化が予想される太陽電池セルについてはそれを見込

んだ回路設計を行っており、また、耐放射線試験の結果からも

問題ないと評価できる。 

 

 

 

 機械的疲労 ｢耐環境性設計基準書｣で規定された累積疲労損傷基準に合致

するようEMで試験条件を適切に設定し、PFMまたはFMでの解析

及び管理を実施する。 

 

 

 

 

  （注）OLI：作動寿命限定品目、SLI：貯蔵寿命限定品目 
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実施しない場合の影響 

設計段階で寿命解析を実施しないと、ハードウェアの寿命及び作動時間が検

証されないまま使用することになり、ミッションを達成できない可能性がある。

製造、試験段階において、摩耗、劣化に起因する不具合が発生しても未然に防止

することが困難である。 

 

参考文献 

 1) S28-5 黒崎他 通信衛星３号における寿命評価 電子情報通信学会創立

70周年記念総合全国大会（昭和62年） p.10-393 
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3.25  FTA：事前解析 

 
効果 
FTA：事前解析を行うことにより、望ましくない事象が発生する経路が明確

になり、またその発生に影響を与える事象や構成品等が識別でき、信頼性上の

弱点が判明し、設計段階で対策がとれる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階、詳細設計段階 

 
技術的根拠 

FTA：事前解析は、起こりうる重要な故障／不良をトップ事象として選定

し、その発生経路を展開して、たどり着く基本事象を識別し、その結果を設計

の最適化、製造・試験計画、運用に反映できる。 

 
JMR-004の対応項番 
 4.3.10.3 FTA (故障の木解析) 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 機能FMEA/FMECA 

(2) 詳細FMEA/FMECA 

(3) FTA：事後解析 

 
実施方法 

(1) FTA：事前解析の実施方法 

a.実施手順 

FTA：事前解析は、解析対象となるシステム構成の特徴を考慮し実施す

る。 

   ステップ１：トップ事象（故障）を決める。 

         特にミッションクリティカルなトップ事象を選定する。 

   ステップ２：トップ事象（故障）に関する原因を列挙する。 

        トップ事象（故障）に関係があると推定される原因を書き

出し、更にそれらの外部要因についても調査する。 

    ステップ３：故障と推定原因の因果関係を低位レベルまで調べる。 

       トップ事象（故障）が起きるためには、何が起こらねばな

らないか、またどんな条件があれば起きるか、と質問を続

けていき、考えられる原因をすべて列挙する。  
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   ステップ４：故障と推定原因の因果関係をFT図に画く。 

     回路図あるいは信頼度ブロック図における直列構造はORゲ

ート記号で、並列構造（冗長系）はANDゲート記号で結びFT

図を画く。 

   ステップ５：各原因の改善策を立てる。 

 

b.トップ事象の選定について 

事前解析のトップ事象としては、システム喪失、ミッション達成不能を選

定する。例えばロケットの場合は衛星軌道投入失敗、ロケットのエンジンの

みの場合は出力停止、地球観測衛星の場合は撮像不可能等である。 

 

c.FTA：事前解析の実施上のポイント 

FTA：事前解析は、広範囲にわたる複合的な事象を解析することになるか

ら、システム設計に携わる部門や関連する設計部門が解析に協力すること。

事前解析を効率的に展開するために、過去に開発された宇宙システムの故

障事例やFTA/FMEAの結果を有効に使えるように整備しておくこと。 

 

(2) FTAの基本事項 

a.FTAに用いられる記号1) 

FTAは図式解析手法であり、ある特定の事象とその原因となる事象との

関係を結び付けるために表3.25-1 の記号を用いる。この記号はFTAが比較

的新しい手法であり、まだ完全に統一されたとはいえない。 

FTAに用いられる記号は大別すると事象記号と論理記号に分けられる。

事象というのは、確率論などに現れる用語と全く同じで、生起する可能性

も生起しない可能性もあるようなことがらを意味する。FTAで取り扱う事

象は、それが起ることが望ましくないような事象、いわゆる欠陥事象が多

いが、もちろん欠陥事象でない事象も対象となってよい。論理記号は、事

象間の因果関係を表現するものである。 

 

b.ブール代数1),2) 

FT図で、各基本事象の発生確率が既知の場合には、トップ事象の発生確

率を計算することができる。 

FT図を定量化するにはブール代数（Boolean Algebra)を用いる。２つの

部分集合（Ａ、Ｂ、Ｃ･････）の交わり（論理積）を∩、結び（論理和）

をＵで表わすと表3.25-2 に示す関係式が成立する。 
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 いま、事象Ａ、Ｂ、Ｃ･････Ｎの発生確率をｑA、ｑB、ｑC･････ｑNとす

ると、それらの論理積及び論理和の確率は表3.25-3に示すとおりである。

したがってブール代数と、これらの確率事象の計算式を用いることによっ

て、あるFTの全ての最下段となる事象の発生確率が与えられると、そのFT

の頂上事象、すなわち対象としているトップ事象の発生確率を算出するこ

とができる。
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表3.25-1 FTAに用いられる記号（基本的なもの）1) 

No.      記 号   名  称          説   明 

  

１ 

 

 

 

事 象 

event 

 

トップ事象、及び基本事象などの組み合わ

せにより起こる個々の事象（中間事象） 

 

２ 

 

            

 

基本事象 

basic event 

 

これ以上は展開されない基本的な事象又は

発生確率が単独に得られる最も低いレベル

での基本的な事象 

 

３ 

            

 

否展開事象 

undeveloped 

event 

情報不足、技術的内容が不明のため、これ

以上展開できない事象を表す。ただし、作

業の進行により更に解析が可能となったと

きは、再び展開を続行する。 

 

４ 

            

 

通常（家形）事

象 

normal(house) 

event 

 

 

通常発生すると思われる事象を示す。例え

ば火災について解析しているとすれば“空

気の存在”がこれにあたる。 

 

 

 

 

５ 

            

 

 

 

移行記号 

transfer symbol 

ＦＴ図上の関連する部分への移行又は連続

を示す。 

三角形の頂上から線の出ているものは、そ

こに移行してくることを示す。 

ＦＴ図上の関連する部分への移行又は連続

を示す。 

三角形の横から線の出ているものは、そこ

から移行して行くことを示す。 

 

 

６ 

            

 

 

ＡＮＤゲート 

“ＡＮＤ” gate 

 

 

すべての入力事象が共存するときのみ出力

事象が発生する。 論理積 

 

 

７ 

            

 

 

ＯＲゲート 

“ＯＲ” gate 

 

 

入力事象のうち、少なくとも一つが存在す

るとき出力事象が発生する。 論理和 

 

 

８ 

 

            

 

 制約ゲート 

“ＩＮＨＩＢＩ

Ｔ” gate  

 

入力事象について、このゲートで示す条件

が満足される場合のみ出力事象が発生する

条件付き確率 

 

   (IN) 

 (OUT) 

出力 

 

入力 

出力 

 

入力 

出力 

 

入力 

条件 
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表3.25-2 ブール代数1) 

 

 ブール代数（Boolean Algebra）とは、要素 ｘ、ｙ、ｚなどがあるとき、それらの

間に下記に示すすべての関係が満たされ、かつ、最大要素Ｉと最小要素Ｏが存在する

ような集合をいう。 

 

                               ブール代数の基本法則 

 

    結び（論理和）の関係   交わり（論理積）の関係  

  
べ き 等 律      

交 換 律      

結 合 律      

吸 収 律      

分 配 律      

Ｏとの関係 

Ｉとの関係 

相 補 性      

ド・モルガ

ンの定理 

 
Ａ∪Ａ＝Ａ 

Ａ∪Ｂ＝Ｂ∪Ａ 
Ａ∪（Ｂ∪Ｃ）＝（Ａ∪Ｂ）∪Ｃ 

Ａ∪（Ａ∩Ｂ）＝Ａ 
Ａ∪（Ｂ∩Ｃ）＝（Ａ∪Ｂ）∩（Ａ∪Ｃ） 

Ａ∪Ｏ＝Ａ 
Ａ∪Ｉ＝Ｉ 

Ａ∪ A ＝Ｉ 

AUB＝ A ∩ B  

 
Ａ∩Ａ＝Ａ 

Ａ∩Ｂ＝Ｂ∩Ａ 
Ａ∩（Ｂ∩Ｃ）＝（Ａ∩Ｂ）∩Ｃ 

Ａ∩（Ａ∪Ｂ）＝Ａ 
Ａ∩（Ｂ∪Ｃ）＝（Ａ∩Ｂ）∪（Ａ∩Ｃ） 

Ａ∩Ｏ＝Ｏ 
Ａ∩Ｉ＝Ａ 

Ａ∩ A ＝Ｏ 

BA∩ ＝ A ∪ B  

 

 

また、変数 ｚ、ｙ、ｚ、……に示す、∪、∩、－、（ ）の演算を施して得られ

る式をｆ（ｘ，ｙ，ｚ……）で示し、これをブール関数（ Boolean Function ）と

いう。 

変数 ｚ、ｙ、ｚのとる値は０か１に限られ、ほかの値はとらないものとする。こ

のような変数をブール変数という。したがって、ブール関数の関数値もまた０か１に

限られる。 

要素 ｘ、ｙ、ｚが属する集合がブール代数であることから、ブール変数について

の次の式が成立する。 
 

  （１）交 換 律        x + y = y + x 、 x y = y x 

  （２）結 合 律          x + ( y + z ) = ( x + y ) + z 、 x ( y z ) = ( x y ) z 

  （３）吸 収 律          x ( x + y ) = x 、 x + x y = x 

  （４）分 配 律          x ( y + z ) = x y + x z 、 x + y z = ( x + y ) ( x + z )  

  （５）べ き 等 律          x + x = x 、 x x = x 

  （６）相 補 性          x + x = 1 、 x x = 0 
  （７）ド・モルガン   x + y = x� y� 、 xy = x� +  y� 
     の定理 
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表3.25-3  確率事象の積と和2) 

 

1)n個の独立事象について 

論理積の確率 q(Ａ・Ｂ・Ｃ……Ｎ)＝qA・qB・qc…qN 

 論理和の確率 q(Ａ+Ｂ+Ｃ……+Ｎ)＝1–(1-qA)(1-q B)(1-qc)…(1-qN) 

 

2)排他的事象について 

論理和の確率 q(Ａ+Ｂ+Ｃ…+Ｎ)＝qA＋qB＋qc＋…＋qN 

 

3)独立でない２事象について 

論理積の確率 q(Ａ・Ｂ)＝qA・(qB|qA)＝qB・(qA|qB) 

ただしqB|qAはＡが起こるという条件下でのＢの起こる確率 

qA|qBはＢが起こるという条件下でのＡの起こる確率（条件付確率） 

 

 
(3) FTA：事前解析の実施例 

a.同軸スイッチのFTA 

高周波信号の切換に用いられる同軸スイッチの開発において、設計、製

造工程の見直し等のために行ったFTA例を図3.25-1に示す。また、このFTA

の結果より基本事象に対する対策内容を表3.25-4に示す。 

 

b.ベアリングのFTA 

ベアリングでの実施事例を図3.25-2に示す。 

 

c.火工品のFTA 

イニシエータの開発時に実施された事前故障解析のためのFTA例を図

3.25-3に示す。このFTAの結果の基本事象又は中間事象に対する対策表を

表3.25-5に示す。 

 

実施しない場合の影響 
  FTA：事前解析を実施しないと、ミッション達成上クリティカルな故障モー

ドを除くことができなくなる。 

 

参考文献 

 1) 鈴木（順）、牧野、石坂、「FMEA・FTA実施方法」、日科技連 

 2) 井上威恭、「FTA安全工学」、日刊工業新聞社 
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図3.25-1 同軸スイッチ機能不良のFTA 
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                 表3.25-4  基本事象に対する対策内容 

ＦＴ図の 

索引No. 
         対    策 

（１） 

 

（２） 

 

（３） 

 

（４） 

 

（５） 

 

 

（６） 

 

（７） 

 

（８） 

 

（９） 

 

机上検討／計算を詳細に行う。 

 

試作品又は部品、材料による寿命評価 

 

試作品又は部品、材料による電気的、機械的、熱的限界評価 

 

試作段階において、製造方法の検討、見直し。 

 

製造工程内に管理項目を設けチェックする。（→信頼性保証プログ

ラム） 

 

ＡＳＳＹ（組立）／検査作業者の教育、訓練 

 

電気的最大定格を明確にする。 

 

寿命を明確にする。 

 

電気的・機械的インタフェース条件を明確にする。 
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図3.25-2  ベアリングの不具合に関するFTA 
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図3.25-3  イニシエータ不発火のFTA：事前解析 
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表3.25-5 基本事象又は中間事象に対する対策表 

   No.  基本事象又は中間事象      設  計     試  験    検  査 

１ ブリッジワイヤ抵抗過小 導通抵抗規格を設定      － 導通抵抗検査を設定 

１１ 比抵抗が小さい 比抵抗が大きく、ばらつきの

少ない材質指定 

比抵抗のばらつきの調査 材料証明書に比抵抗を入れさ

せる 

１２１ 点溶接位置不良 点溶接位置交差指定      － 点溶接間長さ検査を設定 

１２２ ブリッジワイヤとピンが接触 ブリッジワイヤがたるんでピ

ンと接触しない構造とする 
     － 

たるみを溶接時にチェック 

１３ 断面積が小さい 直径公差指定      － 寸法検査を設定 

２２１ ブリッジワイヤ断線 環境ストレスに耐える強度の

指定と構造の設定 

振動・衝撃試験 導通抵抗検査を設定 

２２２ ブリッジワイヤ点溶接部断線       〃      〃      〃 

３２ 点火回路短絡 絶縁抵抗規格を設定      － 絶縁抵抗検査を設定 

３２１ 湿気過多 湿気の規格を設定 絶縁不良にならない湿度の限

界解明試験 

室内湿度コントロール 

３２２ 絶縁構造不良 絶縁が保てる構造に設計      － 絶縁抵抗検査を設定 

３３ 点火回路抵抗増大 導通抵抗規格を設定      － 導通抵抗検査を設定 

３３１ ブリッジワイヤ点溶接不完全 溶接品質基準の設定      － 溶接手順の確立 

３３２ コネクタ接触抵抗増大      －      － 導通抵抗検査を設定 

３２２１ ピンアライメント不良 はめあい公差、アライメント

指定 

アライメントと接触抵抗の相

関を調査 

寸法検査の設定 

３３２２ 腐食の発生 湿度の規格を設定      － 包装要領の設定 

３３３３ メッキのはがれ メッキの品質基準の設定      － 特殊工程管理の徹底 

  
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

……
 

……
 

……
 

……
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3.26  FTA：事後解析 
 
効果 
FTA：事後解析を行うことにより、故障原因の推定において、故障要因の漏

れがなくなり、真の原因究明が的確に実施できる。 

 
効果的な実施時期 
維持設計以降の全段階 

開発試験、認定試験、受入試験、射場作業及び軌道上運用において発生した故

障の原因を推定する場合にFTA：事後解析を実施する。 

 
技術的根拠 

FTA：事後解析は、客観的に故障現象から故障原因の推定までの因果関係を

可視化することができるため、故障要因の漏れがなくなる。 

 
JMR-004の対応項番 
 4.3.10.3  FTA (故障の木解析) 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 異常／故障の管理方法 
(2) FTA：事前解析 

 
実施方法 

(1) 実施手順 
FTA：事後解析を実施する場合、次のような手順によって進める。解析

の実施に当たっては、関連部門の協力のもとで行う。 
ステップ１ 

故障の現象をトップ事象として決める。 

ステップ２ 

トップ事象に関係する原因を列挙し、FT図にまとめる。 

ステップ３ 

FT図の検討を行う。各原因が、トップ事象に関係するかどうかを検討

する。関係ない原因は、FT図に×印で識別する。 

ステップ４ 

ステップ３において×とできなかった原因について、品質記録、試 
験、解析結果を調査検討する。 
ステップ５ 
必要な実験、解析、シミュレーションを実施し、故障原因の可能性を
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検討する。 

ステップ６ 

故障原因を特定する 

 

(2) FT図の展開の仕方 

FT図の展開の仕方を、表3.26-1に示す。実際の展開にあたっては、観測

された現象に沿って、これらを組み合わせて実施する。 

 

(3) 実施例 

a.Ｓバンド高出力断続のFTA 

FTA：事後解析の例として、Ｓバンド高出力断続のFTAの例を図3.26-1

に、故障原因の特定を行うための検討表（例）を表3.26-2に示す。 

この事後解析の対象となった機能ブロック図を図3.26-2に示す。 

b.シャントのFTA 

シャントの振動試験中に発生した異常の原因調査のために実施したFTA

を図3.26-3に示す。 

 

実施しない場合の影響 

故障の原因の推定にFTA：事後解析を実施しないと、故障解析における原因

究明のためのアプローチを適切に選択できず、故障原因の特定誤りや処置方針

の判断ミス、また原因究明に至る前に現象が再現しなくなる等の恐れがある。 

 

参考文献 

 なし 
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表3.26-1 FTの作り方（展開の仕方）(1/2) 

番号    分解の仕方         ＦＴの例 

 

 

 １ 

 

 

構成品別に分解する。 
故障 

部品Ａ不良 

部品Ｂ不良 

部品Ｃ不良 

                       
 

 

 ２ 

 

 

アイテムの特性をその特性の

独立変数に分解する。 
特性 

ｆ（ｘ、ｙ、ｚ）不良 

特性Ｘ不良 

特性Ｙ不良 

特性Ｚ不良 

                      
 

 

 ３ 

 

 

構成・形状、材料特性不良、

内部欠陥に分解する。 
故障 

構成・形状の不良 

材料特性不良 

内部欠陥の存在 

                      
 

 

 ４ 

 

 

アイテム自身の問題とアイテ

ムに加わるストレスの問題に

分解する。 

故障 

ストレスの過負荷 

製品自身の不良 

                      
 

 

 ５ 

 

 

相対する特性又は機能別に分

解する。 

故障 

Stressが大きい 

Strengthが小さい 

( Stress＞Strength ) 

                       
 

 

 ６ 

 

 

工程別に分解する。 
故障 

工程Ａ不良 

工程Ｂ不良 

工程Ｃ不良 

                      
  



JERG-0-063 

3-213 

表3.26-1 FTの作り方（展開の仕方）(2/2) 

番号    分解の仕方         ＦＴの例 

 

 

 ７ 

 

 

設計、製造、運用別に分解す

る。 
故障 

設計不良 

製造不良 

運用不良 

                      
 

 

 ８ 

 

 

人、材料、設備、方法別に分

解する。 
故障 

ヒューマンエラー 

部品・材料不良 

手順の不良 

設備不良 

                      
 

 

 ９ 

 

 

ストレス種類別に分解する。 
故障 

機械的ストレスの過負荷 

電気的ストレスの過負荷 

化学的ストレスの過負荷 

熱的ストレスの過負荷 
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図3.26-1  Sバンド高出力断続のFTA 
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                                                       表3.26-2  検討表の例 

 

番

号 

 

      項   目 

 

   予 想 さ れ る 現 象 

 

             検 討 評 価 結 果 

 

可 能 性 

 

１ 

ケーブルアセンブリの不良 Ｓバンド出力が低下又は断とな

る。 

受信機と切替スイッチ、ドライバアンプと切替スイッ

チの間のケーブルアセンブリの問題が考えられたが、

スクリーニング、検査、試験の履歴、構造等から可能

性は低いと判断された。 

 

低い 

 

２ 

アンテナ、フィルタ、ロー

タリージョイント、トライ

プレクサの異常 

テレメトリ等他の信号も異常とな

る。 

Ｓバンド以外の出力に異常はなかった。   

ない 

 

３ 

受信機の出力異常 Ｓバンド出力が異常となる。 電源とＲＦ回路の異常が考えられたが、テレメトリデ

ータと異常時の消費電流の変化等から可能性は低いと

判断され、受信機を切換えても現象は継続していた。 

 

ない 

 

４ 

同軸スイッチの異常 Ｓバンド出力が低下あるいは断と

なる。 

スイッチの過去の作動履歴、故障モード等から可能性

はないと判断された。 

 

ない 

 

５ 

ドライバアンプの異常 Ｓバンド系出力が異常となる。 テレメトリデータから電源部の可能性は消されたが、

本アンプＲＦ出力が断となるＳバンド出力も断となる

こと、ＲＦ回路の可能性が高いとされ、更に詳細なＦ

ＴＡ、シミュレーション試験、履歴の調査を行った。 

異常が存在す

ると判断され

た。 

 

６ 

受信機の異常 Ｓバンド出力異常 送信機は２台並列運用しているので出力断となること

はない。 

 

ない 
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図3.26-2  Sバンド系の機能ブロック図 
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           図3.26-3 シャント異常電流のFTA 
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3.27 累積疲労損傷の管理 

 
効果 
累積疲労損傷を管理することで、フライトに供するモデルが地上試験及びフ

ライト環境での繰り返し荷重で累積疲労による損傷及び機能劣化に至たること

を未然に防止できる。特に、EM-PFM開発方式の場合には、PFMの累積疲労損傷率

が高くなるので、累積疲労損傷の管理は必須となる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階から維持設計段階 

 
技術的根拠 

累積疲労損傷率の算出式は、寿命解析の手法の一つであるマイナーの線形累

積損傷法則を基に導出されている。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.10.4 累積疲労損傷 
 
関係の深い信頼性業務 
(1) 試験計画書の作成 

(2) 寿命試験 

 
実施方法 

累積疲労損傷の実施方法を以降に記載する。なおJERG-2-130-HB002 1)『音響試

験ハンドブック』Appendix D『累積疲労損傷の評価方法』でも詳細が説明されて

いるので参考されたい。 
累積疲労損傷率の管理値は、プロジェクト要求として、プロジェクト毎に設定

される。JAXAのある衛星の場合には、システムPFMに供する機器では０．５以下、

システムFMに供する機器では０．２５以下となっている。EM及びPFMなどの試験

計画は、累積疲労損傷率の管理値を超えないように立案しなければならない。そ

のために、設計段階で累積疲労損傷率の予測を予め行っておく必要がある。また、

不具合等で追加振動試験を実施する場合には、累積疲労損傷率の再見積りを実

施し、累積疲労損傷の観点で問題ないことを確認しなければならない。以下に、

累積疲労損傷率の算出式を示す。 
 

 
( )

λ
α

α= =
⋅ ⋅

⋅
∑
∑

∑
∑

D
D

T K L
T L

FLT

GT

FLT FLT

GT GT
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  ここで、 

λ ：フライトに供するモデルの累積疲労損傷率 
DFLT ：フライトに供するモデルの疲労指数 
DGT ：累積疲労評価用モデル（開発モデル又は認定試験用モデル）

で検証された疲労指数 
TFLT、LFLT ：フライトに供するモデルが環境試験及びフライト時に受け

る負荷 
TGT、LGT ：累積損傷評価用モデル（開発モデル又は認定試験用モデル）

で負荷された条件 
TGT＝負荷時間 
LGT＝試験レベル（GGT又はAGT） 

     ＝ランダム振動オーバーオール実効値( O.A. Grms) 

     ＝オーバーオール音圧レベル( O.A. Pa値） 

K、α ：係数  K=１、α＝６（JAXAのある衛星の例） 

 K、αの値は、プロジェクト要求として、プロジェクト毎に設定される。 

 
 なお、累積疲労損傷率を算出する上での留意点を以下に示す。 

(1) 累積疲労損傷率算定は、原則としてランダム振動環境又は音響環境に対し

て適用する。ただし、衝撃試験の代替等の理由により、正弦波振動試験を実

施する機器に関しては、正弦波振動環境に対する累積疲労損傷率も算出する

こと。 

(2) 小型の機器類の累積疲労損傷の評価は、機器取付け部のランダム振動環境

に対して評価を行なうこと。ランダム振動環境としては、音響環境下におい

て、機器取付け部に生じるランダム振動も含めること。 

(3) 認定試験レベルの音響試験において機器取付け部に生じるランダム振動の

レベルは、原則として、ランダム振動試験条件の認定試験レベルと同等であ

るとする。 

又、累積疲労損傷を考慮した試験計画を立案するに当たり、プロトフラ

イト試験レベルの音響試験において、機器取付部に生じるランダム振動の

レベルは、認定試験レベルの音響試験におけるレベルと同等であるものと

して累積疲労損傷を評価すること。 
(4) 音響環境下で、音響励振の影響を受け易い大形機器（太陽電池パドル、アン

テナリフレクタ等）に対しては、音響環境に対して累積疲労損傷を評価する。 

(5) 累積疲労損傷率の算出に際しては、部品段階からコンポーネント段階を経

てシステム段階までの試験履歴、及び、機器が遭遇するフライト環境を全て

含めること。 

システムレベルでの環境試験としては、下記の音響試験を考慮すること。 
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PFM ：PFTレベル（負荷時間＝40秒［参考値］）×１回、 

   ATレベル（負荷時間＝40秒［参考値］）×１回（PFT後のリファ

ービッシュ後確認試験用） 

FM ：ATレベル（負荷時間＝40秒［参考値］）×１回 

・フライト環境については、ATレベル１回の音響試験と同等の負荷が加わる

ものとする。 

・PFTレベルの評価については、上記(3)参照のこと。 

(6) ランダム振動に対する累積疲労損傷の評価は、直交３軸毎に評価する。 

音響環境下において、機器取付け部に生じるランダム振動は直交する3軸に

同時に作用するものとする。 

 

（累積疲労損傷率算出式の導出） 

ここでは、材料の疲労曲線（Ｓ－Ｎ曲線）及びマイナー則を基に累積疲労損傷

率の算出式を導出する。 

(1) 疲労曲線 

材料に平均値ゼロ、応力振幅Ｓなる繰返し応力を負荷したときに、その材料が破

壊するまでの応力繰返し数をＮとすれば、各材料固有に以下の関係が成立つ。 

 

        N s C
Su
S

S Sf Su( ) ( )=





α

≦ ≦                  （１） 

   Ｓ   ：応力振幅（＝Ｓｍａｘ） 

   Ｎ（Ｓ）：振幅Ｓなる繰返し応力を受ける時 

       材料が破壊に至る応力繰返し数 

Ｃ、α ：材料に固有の定数 

Sf   ：疲労限度      Su：極限強さ 

疲労に対する材料の強度には一般に対数正規分布といわれるバラツキがあり、

上式は平均値に対するもの、すなわち破壊確率５０％の値である。 

 

(2) マイナー則 

振幅Sなる繰返し応力をN回受けて破壊するとき、その応力振幅を１回受ける

と １／Nだけ寿命が失われ、したがってN/N＝１で破壊が起こると考える。一般

にS1、 ・・・・Sｍなるｍ段の応力振幅があり、もしそれらが単独に加わるなら

N1、・・・・、Nｍなる繰返し数で破壊が起こるところを実際には、ｎ1、・・・・、

ｎｎ回繰返されたとすれば、この材料は、 

        
n
N

i

ii

m

=
∑ =

1
1                                  （２） 
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になった時点で破壊する。 

 

(3) 累積疲労損傷 

マイナ－則に基づき、材料の寿命は応力の繰返しに対して直線的に失われる

と考え、これに式（１）を用いれば、Ｓの応力振幅がｎ回作用することにより、

寿命の 

              
n

N s
n

S
C Su

nS
( )

=
⋅

α

α
α∝                    （３） 

が失われたことになる。そこで、種々の振幅の繰返し応力が作用する際の材料に

対する累積疲労損傷Ｄは、応力の振幅Ｓｉと繰返しｎｉを用い、 

      D n Si i
i

= ∑ α
                                    （４） 

で評価することができる。 

次に（４）式を実際の使用に便利な形へと変形する。 

 

a)ＳをＧに置換え 

実際の振動試験では試験条件は負荷加速度の最大値Ｇで規定されるため、振

動試験時に材料に発生する（両振りの）繰返し応力ＳをＧで表すことを考える。 

動的繰返し荷重に起因する累積損傷の大部分は、供試体の共振点及びその近

傍の応答の大きな領域のみで蓄積されると考えられるため、共振領域での応答

を取り扱うこととし、共振特性を支配する重要な要素の一つであるSpecific 

Damping Energy EDを次式で仮定する。 

        ED ∝ σ β                                    （５） 

 ＥＤ： Specific Damping Energy 

 σ：応力の瞬時値 

 β：定数 

一方、負荷加速度の瞬時値ｇは応答加速度 x
..
等を用いて、 

          g x
E
E

D

S
=

..
                                          （６） 

    x
..

 ：応答加速度 

    Es  ：Specific Strain Energy 

 

（５）（６）式より、σとｇの関係式が得られ、これを各々の最大値ＳとＧに対

して表わせば、 
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           G x
E
E

S
S
S

SD

S
= = −

..
∝

β
β

2
1                               （７） 

 

b)ｎをＴに置換え 

共振領域において発生する応力の繰返し数ｎは、共振領域にある試験時間Ｔ

に比例する。 

a)、b)を用いて、累積疲労損傷Ｄは次式で評価できる。 

     D T Gi i= ∑ γ                                       （８） 

     Ｔｉ：共振領域にある時間 

    Ｇｉ：共振領域での負荷加速度 

    γ：α／（β―１） 

 

以上より、フライト品の累積疲労損傷率λは 

         λ
γ

γ= =
∑
∑

D
D

T G
T G

FT

NF

FT FT

NF NF

( )
( )

                            （９） 

で表わされる。 

 

実施しない場合の影響 
環境試験及びフライト環境で作用する繰り返し荷重による累積疲労でフライ

トに供するモデルが損傷及び機能劣化に至る恐れがある。 
 
参考文献 
 1)  JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブック 
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3.28 スニーク解析 

 

効果 

スニーク欠陥は回路等において不必要な動作を引き起こすシステム内の状態

をいい、過大な電圧が供給されたり、あいまいな表示によって操作員が誤認した

りするなど、望ましい機能の抑制や判断の誤りの原因となる。これらのスニーク

解析により欠陥を除去して、システム、サブシステムあるいはコンポーネントの

誤作動をなくし信頼性を向上させ、ミッション達成を保証する。 

 

効果的な実施時期 

コンポーネントの仕様が十分に明らかになった時点で、詳細設計段階のでき

るだけ早い時期に開始することが望ましい。 

 

技術的根拠 

電源、スイッチ等の素子、負荷及びグランドで構成される回路では、スイッチ

位置やグランドの配置を誤ると負荷への電源が正しく供給されないなど、スニー

ク欠陥の原因となる。これらのスニーク欠陥を除去するには、スニーク回路解析

が必要である。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.10.5 スニーク解析 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 詳細FMEA/FMECA 

 

実施方法 

(1) 電源―グランド回路の基本パターンを図3.28-1に示す。簡単にするためス

イッチ、負荷は示されていない。最新の回路図、ワイヤリングダイアグラム

等にしたがって、パターンの組み合わせ、負荷など回路を区分する。 
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   Ａ．Single Line型
  Ｂ．Ground  Dome型 Ｃ．Power Dome型

PWR

 GND

PWR

 GND GND

PWR

  GND

PWR

 

Ｄ．Combination Dome型 Ｅ．“Ｈ”Pattern型

PWR PWR

 GND  GND

PWR PWR

 GND  GND

 

図3.28-1 スニーク回路のパターン1) 

 

(2) スニーク回路のパターンに照らし、意図しない逆電流の流れ、不要回路、

ロジック不良等スニークパス、スニークタイミング、スニーク表示およびス

ニークラベルを識別し、除去する。 

スニーク回路解析は時間を要するので、全システムを対象にするよりも

FMEA/FMECAで判明したクリティカルな回路に適用すると効果的である。ス

ニーク回路は特に“H Pattern”の場合が顕著である。 

・スニークパス   ：意図しない方向へ電流やエネルギーの流れを引き

起こす経路をいう。 

・スニークタイミング：期待しないタイミング又は望ましくないタイミ      

ングをいう。 

・スニーク表示   ：あいまいな、又は誤った表示をいう。 

・スニークラベル  ：操作コンソールの不適切な名称やラベルをいう。 

 

(3) 潜在するスニーク状態を見つけだしたら、解析者はその妥当性を確認し最

新の図面、文書、機器履歴、取扱説明書等を見直し、報告書を作成する。報

告書には、図面、条件、システムレベルへのインパクト、是正の方法等を含

める。 

例として、レッドストーンロケットのスニーク回路を図3.28-2に示す。 
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図3.28-2 レッドストーンロケットのスニーク回路2) 

 
エンジンが点火され、ロケットは発射台を離れ打ち上げられることになって

いたが急にエンジンが停止し、発射台に逆戻りした。 

スニーク回路は次の通りであった。コマンドリレー（K1）がトリガされて、ブ

ロックハウス(発射管制棟)内のインジケータに電源が供給される。 
発射時にはコントロールアンビリカル（P2）とテールプラグアンビリカル（P3）

は同時にロケットから切り離されることになっていたが、コントロールアンビ

リカル（P2）より先にテールプラグアンビリカル（P3）が切り離されると、ダイ

オードD2を介して、アボートインジケータが点灯し、エンジン燃焼をカットオ

フさせた。 
レッドストーンロケットのスニーク回路は、電源―グランド回路が“Ground 

Dome型”の場合に発生した例である。コネクタP2とP3を同じコネクタで結線して

いれば防止できたはずである。 
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(4) スニーク回路に対する設計ルールの例3) 

 スニーク回路に対する設計ルールの例を図3.28-3～図3.28-9に示す。 

 

a. 電源―グランド回路は、負荷への電流は一つの電源から供給され、一つの

グランドへ帰る回路を構成する。できない場合は、ダイオード、スイッチ

３（又はリレー）を挿入して電源―グランドを分離する。また、グランド

とグランドを接続しないことで、大電流負荷と小電流負荷を分離できる。 

 

 

 スイッチ１ 

Ｘ２ 

Ｘ１ 

スイッチ３ 

 ／リレー 

 

スイッチ２ 

PWR 1 

ALT 
PWR 2 

 

図3.28-3 スニーク回路の例 

 

b. リターンパスに電流を切断する素子（スイッチ、リレー、サーキットブレ

ーカ、ヒューズ）は使用しない。 

 

 
図3.28-4 スニーク回路の例 

 

 

c.負荷のグランド側でのコネクタの配置は、電流およびリターンパスは対称

とする。 

 

ｽｲｯﾁ 

ｽｲｯﾁ 

PWR 1 

PWR 2 

  X 1 

  X 2 

GND 
ｽｲｯﾁ 
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図3.28-5 スニーク回路の例 

 

すべてのグランドリターン・パスは電源線と同じコネクタに割当てられ

る。問題のある回路では、負荷X１とX２のリターンが装置ラックのグランド

へ接続されている。シャーシグランドにはケーブルシールドが取り付けら

れており、更にリターンもシャーシグランドと接続されている。K1がオープ

ンのとき、X1、X2（逆方向）、X3および電線ケーブルシールドを通る電流経

路ができ、負荷のインピーダンスが低いと、シールドには過電流が流れ発熱

する可能性がある。 

 

d.電源とアースを供給するコネクタには、同じコネクタ（切り離し型も含め）

を使用する。 

 

図3.28-6 スニーク回路の例 

 Ｘ2 

PWR 

GND 

シャーシ 

 Ｘ１  Ｘ3 

（問題のある回路） 

 Ｘ2 

PWR 

GND 

シャーシ 

 Ｘ１  Ｘ3 

装置ラック 

装置ラック 

Ｋ１ 

Ｋ１ 

PWR 

GND  Ｘ１  Ｘ２ 
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e.ワイヤードオア回路は交互に切り換えることによって引き起こされる効

果が全く同じである場合以外は、条件を追加又は変更する場合は分離する。 

 

 

図3.28-7 スニーク回路の例 

 

条件：高圧電源の遮断 ＝（装置ﾄﾞｱｵｰﾌﾟﾝ）あるいは（ｻｰﾓｽﾀｯﾄ ON） 

   スプリンクラー作動＝（ｻｰﾓｽﾀｯﾄ ON） 

ワイヤードオアで結線されているため、「装置ドアオープン」で高圧電源

は遮断されるが、同時に意図していないスプリンクラーが作動する。それを

防止するため、ダイオードを挿入する。 

  

f.スニークタイミングは、負荷X２の電源をPWR２にスイッチで切り換えると

きは、電源の中断が発生する。負荷Ｘ２が揮発性コンピュータであれば、

蓄えられたデータが損失することがある。コンデンサを挿入すれば、スイ

ッチの切り替えの時間に対して、電圧レベルを維持できる。 

 

 

図3.28-8 スニークタイミングの例 

 

g.スニーク表示は、制御対象の動作が実行された状態を示すことで防止でき

る。例えば、スイッチ表示が「エマジェンシドア」では、ドアが「オープ

ン」なのか、「クローズ」なのかあいまいである。「エマジェンシドアオー

PWR 

 高圧 
 ｲﾝﾀｰﾗﾌﾟﾄ 

ｽﾌﾟﾘﾝ 
ｸﾗｰ 

装置ﾄﾞｱｲﾝﾀｰﾛｯｸｽｲｯﾁ 
（接点ｸﾛｰｽﾞ時ﾄﾞｱｵｰﾌﾟﾝ） 

ｻｰﾓｽﾀｯﾄ 
ｽｲｯﾁ 

（ﾜｲﾔｰﾄﾞｵｱ） 

スイッチ 
 PWR 1 

PWR  2 

Ｘ１ 

Ｘ２ 

コンデンサ 
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プン」のように状態を明示する。 

 

 

図3.28-9 スニーク表示の例 

 

(5) スニーク回路防止の例3) 

    スニーク回路防止の具体例を図3.28-10～図3.28-15に示す。 

    サブシステムレベルの機能図には、電源とグランドのパスおよび電源を

切り換える素子を図示する。複雑なシステムについては、クリティカルなシ

ステムの機能に関係する回路への適用に的を絞る方がよい。 

 

a.負荷に供給する電源とグランドの接続が対称となるように同じコネクタ 

を使用する。 

図3.28-10 スニーク回路の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PWR 

貨物用ドア 

 ギア 
ﾉｰﾏﾙﾄﾞｱ･ｵｰﾌﾟﾝ 
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GND 

 X1  X2  X3 

J1-1 
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J4-2 

PWR 

GND 

 X1  X2  X3 
J1-1 

J1-2 

J3-1 

J3-2 

J4-1 

J4-2 
(問題のある回路） 
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b.２つの電源を直結し、共通負荷へ電力を供給する場合は、ダイオードで電

源を分離する。 

 

図3.28-11 スニークタイミングの例 

 

c.同一のコネクタに電源ラインとグランドラインを組み合わせる。 

 

 

     （問題のある回路） 

図3.28-12 スニーク回路の例 

 

d.ワイヤード・オア回路をやめて、ダイオードを挿入する。 

 

図3.28-13 スニーク回路の例 
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e.大電流と小電流のグランド（デジタル、アナログ回路）を分離する。 

 

図3.28-14 スニーク回路の例 

 

f.直列に接続されているスイッチを負荷に対して分離する。 

 

 

図3.28-15 スニーク回路の例 

 

実施しない場合の影響 

電源を切り換える時、必要電源が供給されなかったり、グランドが適正に取ら

れていないインタフェース間で過大な電位差が発生するなどのスニーク欠陥を

内蔵したままにすると、システムや機器の破損を招きミッション達成が保証で

きない。 

 

参考文献 

 1) PD-AP-1314, SNEAK CIRCUIT ANALYSIS GUIDELINE FOR ELECTROMECHANICAL 

SYSTEMS, October 1995 

  2) RADC-TR-89-223, SNEAK CIRCUIT ANALYSIS FOR THE COMMON MAN, October 

1989 

  3) RADC SCAT AUTOMATED SNEAK CIRCUIT ANALYSIS TOOL, Edward L. DePalma, 

Rome Air Development Center 
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3.29 ソフトウェア保証 

 
効果 
システムや宇宙用機器の高機能化に伴い、ソフトウェアの役割が一層重大と

なっている。ソフトウェアの故障を未然に防止して、また故障の影響を最小限に

することによって、ソフトウェア単独又はハードウェアとソフトウェアの統合

システムの信頼性を確保し、ミッション達成が保証できる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階から試験・検査段階まで 

 
技術的根拠 

故障モード等を識別するため、信頼性解析の手段としてFMEA（故障モードおよ

び影響解析）及びFMECA（故障モード・影響及び致命度解析）、FTA（故障の木解

析）を用いる。また、故障が発生しても全面的なダウンを防止し、全部または一

部の機能が実行できる能力を解析する手段としてフォールトトレランス解析を

用いる。 

 

JMR-004の対応項番 

4.3.11 ソフトウェアの信頼性保証 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 機能FMEA/FMECA 

(2) FTA：事前解析、事後解析 

(3) 人為故障の除去 

(4) 設計過誤の防止 

(5) 保全性 

 
実施方法 
(1) 品質保証活動の計画の設定 

JERG-0-0491)の要求あるいはこれに準じた要求を満たす為、次の事項を網羅

したソフトウェア品質保証活動の計画を設定し、実施する。 

 
a. 適用対象の識別 
b. 品質保証活動に必要な資源、品質標準、方法論、手続きおよびツール（利

用される規定類の識別を含む） 
c. 検証プロセス、妥当性確認プロセス、共同レビュープロセス、アセスメン

トプロセスおよび問題解決プロセスからとの関連性と選択したアクティ
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ビティおよびタスク 
d. 品質保証に関する組織・体制・責任・教育・訓練 
e. スケジュール 
f. レビューに関する一連の手続き 
g. 品質保証活動の記録の識別と、その収集・保管・維持・廃棄などに関す

る一連の手続き 
h. 購買管理・供給業者に対する品質保証に関する要求・活動 
i. 既存ソフトウェア品目（COTS品目・再利用ソフトウェア品目）の管理 
j. 出荷に関する一連の手続き 

 
(2) FMEA/FMECAの実施 

ソフトウェア単独、又はハードウェアとソフトウェアの統合システムでは、

ハードウェアの場合と同様に、FMEA/FMECAを実施して、故障モードを識別し、

致命的な故障モードに対して設計上の是正処置をとる。 
 

(3) FTAの実施 

ソフトウェア単独、又はハードウェアとソフトウェアの統合システムでは、   
ハードウェアの場合と同様に、FTA（事前解析、事後解析）を実施する。FTA

は、CSCI(Computer Software Configuration Item), CSC(Computer Software 

Component)及び CSU(Computer Software Unit)レベルで実施する。 

 

CSCI：ソフトウェア開発を行う場合に、コンフィギュレーション管理等開発管

理を行う単位。通常ソフトウェア開発仕様書はCSCI単位で制定される。

クリティカルな機能は、１個のCSCIとする。 

CSC ：CSCIより下位レベルのソフトウェア単位。機能的な分割単位レベルであ

り、１つのまとまった機能を実現する単位である。 

CSU：ソフトウェアを分割した場合の最小単位（モジュール）。１つの機能をも

ち、それ自体だけを分離した試験が可能のもので、ドキュメントを構成

する最小単位で、試験は単体試験と呼ばれる。 

 

(4) フォールトトレランス解析の実施 

ソフトウェア内部または外部に故障が存在する場合でも、外部に対しては   

要求された機能、性能を維持するようなシステムの能力をフォールトトレラン

スという。以下の解析を実施する。 

ａ.システムまたはソフトウェアの故障により、システムの機能低下が発生し   

ても、システムの機能が全面的にダウンしないよう、フェールセーフ、フ   

ェールソフトの必要性についての解析 

ｂ.フォールトトレランスを実現させるため、冗長方式、故障検出、診断機能
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などの設計上の対策 

 

(5) 検証の実施 

ソフトウェア試験（CSC単位で行う組合せ試験、CSCI単位で行うインテグレ

ーション試験）およびハードウェアとソフトウェアを組み合わせたシステム

統合試験（複数のCSCIの組合わせを含む）を実施し、仕様書等の要求を満足す

ることを確認する。統合システムでは、ハードウェア試験とソフトウェア試験

を併行して行う。また、必要な場合には第三者検証（IV&V：Independent 

Verification ＆Validation ）を行う。 

 

(6) 人為故障の除去 

ソフトウェアの製作、試験中、またはシステムの試験中、運用等で発生する人

為故障を取り除くため、あらゆる操作、取扱を想定し設計に反映する。  

例えば、隣り合ったキーまたは類似のコマンド処理 

誤ったコマンドの訂正・復帰 

誤り易い表示・ラベル等 

 

(7) 設計過誤の除去 

作業者の単純なミスによりシステムの運用や試験において、不具合を起こす。

この設計過誤を設計段階、試験・検査の段階で除去する。 

 

(8) デザインレビュー 

デザインレビューをソフトウェア独自で行う。 
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ソフトウェアに関連するJERG標準類の体系を図3.29-1に示す。 

なお、現在JAXAにおいては、ソフトウェアの開発プロセスを重視し、他標準

（JIS等）との整合性を確保する標準作りが行われている。 

 

名称 備考 

ソフトウェア開発標準 
（JERG-0-049）  

平成 23年度初版、
2021年度C版を制定  

ロケット搭載ソフトウェア開発標準
（JERG-1-008） 

平成 24年度初版、
2015年度A版を制定 

宇宙機ソフトウェア開発標準 
（JERG-2-610） 

平成 24年度初版、
2020年度B版を制定 

地上ソフトウェア開発標準 
(JERG-3-003) 

平成 24年度初版、
2015年度A版を制定 

図3.29-1 ソフトウェアに関連するJERG標準類の体系 

 

実施しない場合の影響 
 ソフトウェアとして信頼性が確保されず、ミッション達成が保証できない。 

 
参考文献 
 

1) JERG-0-049「ソフトウェア開発標準」 

 

 

信頼性プログラム標準 

（JMR-004）  

・ソフトウェア保証 

・ＦＭＥＡ／ＦＴＡ 

・人為故障の除去 

・設計過誤の防止 
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3.30 保全性 
 
効果 
ハードウェアやソフトウェアの試験、輸送、射場作業などで発生する恐れのあ

る故障を未然に防止し、また故障が発生したとき交換や修理などを迅速に、そし

て安全に行うことによって、ミッション計画の達成を保証する。 
 
効果的な実施時期 
システムやコンポーネントの交換、故障分離、修理などの保全構想（又は計画）

を基本設計段階で計画し、設計に反映する。 
詳細設計段階では、分解組立などの作業手順および故障が発生した場合に、使

用可能な状態に迅速に回復させるための保全性設計を行う。また、試験段階では、

交換、故障分離などを検証する。 
 
技術的根拠 

アベイラビリティを向上させるため、保全活動を計画的に行うことが重要で

ある。その保全活動として、予防保全と事後保全が必要である。 
予防保全は、打上げまでに行われるハードウェアの試験、輸送、射場整備作業

などにおける故障を未然に防止するための保全をいい、事後保全は、試験、輸送、

射場整備作業などにおいて不具合が発見されたハードウェアを使用可能な状態

に回復するための保全をいう。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.12 保全性 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 機能FMEA/FMECA 

(2) クリティカル品目リスト（CIL） 

(3) 信頼性管理品目の識別 

(4) ソフトウェア保証 

 
実施方法 
(1) ロケット／人工衛星のような非修理系の機器の打ち上げまでの試験、輸送、

射場整備作業などにおける分解、組立、交換、調整などの予防保全に関して、

次の項目などを設計に反映する。 
a. 保全活動に重要なデータとして、故障モード、故障検出法、故障の是正処

置および、CIや信頼性管理品目（有効寿命品目、重要取付品目）を、

FMEA/FMECAなどを基に識別する。 
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b. 定期的な保全が必要なコンポーネント（ベアリング、シールドなど）、有効

寿命品目、重要取付品目の分解組立、交換、調整などの保全計画を十分検討

し、保全活動を容易にするため作業手順書、取扱説明書などを作成する。 

   

(2) システムやコンポーネントの不具合発生時に検出、調査あるいは修理など

の事後保全を迅速に行うため、次の項目などを設計に反映する。 

a.重大故障モードを持つ機器などの取り付け・取り外しを容易に行えるよう

配置すること。 

b.コネクタの脱着が容易にできること。 

c.交換単位で取り出し、交換できること。 

d.故障検出、故障分離、故障診断が正確にできること。 

そのため、システム、サブシステムあるいはコンポーネントの機能をモニタ

するためのパラメータの識別、ビルト・イン・テスト装置の能力（テスト項

目など）を考慮する。 

e.保全性活動を実施する上で危険がないこと。 

 

(3) 修理などが完了した後は、当該ハードウェア及び事後保全によって影響を

受けたハードウェアが正しく処置されたことを確認試験で確認する。確認試

験は、処置前のデータを考慮して、個々の不具合の処置内容によりワークマ

ンシップなども考慮して確認試験項目（機能試験、アライメント、環境試験

など）を決定する。 

   

(4) ソフトウェアの予防保全／事後保全に関して、変更および拡張を容易に  

行うため、次の項目などを設計に反映する。 

a. ソフトウェアの多様な使い方により試験段階で検出不可能な不具合発生

を想定して、これを修正するため、設計段階で行う予防保全対策を実施する

こと。 

b. OSの改版、組み込んだ市販ソフトウェアの改版、ハードウェアの機能性能

向上などの変化を想定して、これらを容易に取り入れることを可能にする

ため、設計段階で行う予防保全対策を実施すること。 

c. 開発完了後にソフトウェアのアルゴリズム変更や機能追加が起きること

を想定して、これらへの対応を容易にするため、設計段階で予防保全対策を

実施すること。 

d. 運用段階での事後保全は、以下の保全に配慮する。 

(a)不具合を発見した場合、原因を究明し、修正版を作成して復旧させるこ

と。 

(b)OSやハードウェアの変化に対応できること。 

(c)ソフトウェアのアルゴリズム変更や機能追加を実施すること。 
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実施しない場合の影響 
故障の未然防止、また保全性活動において適切な故障分離、交換作業が実行で

きず、ミッション計画に影響を及ぼす恐れがある。 
 
参考文献 

なし 
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3.31 人為故障の除去 
 
効果 

必要な作業の抜け、手順の誤認などのヒューマンエラー（作業ミス）が原因で

発生する人為故障を除去し、システム、サブシステムおよびコンポーネントの機

能・性能の損失を防止することで、信頼性を向上させミッション達成を保証する。 
 

効果的な実施時期 

設計段階で実施する。 
 

技術的根拠 

ヒューマンエラーを防止するため、人間の注意力や判断力に過度な依存をす

るには限界があることから、フールプルーフ設計などを採用し、ヒューマンエラ

ーを発生させない、あるいは発生しにくくしたり、ヒューマンエラーが発生して

も致命的な事態を招かないようにする。 
 

JMR-004の対応項番 

 4.3.13.1 人為故障の除去 
 

関連の深い信頼性業務 

(1) 教育・訓練 

(2) 詳細設計審査 

 

実施方法 

(1) ヒューマンエラーの要素について教育、訓練等によってその要素を熟  

知させ、明確にする。 

(2) 対象とするプロジェクトあるいはシステム又は機器の設計において、  

ヒューマンエラーの発生しやすいところはどこかを識別する。 

   発生の例を表3.31-1に示す。 

  



JERG-0-063 

3-240 

 

表3.31-1  発生の例 

ヒューマンエラーの要素         発生の例 

動作ミス 
取付け忘れ、左右逆に取り付けた、90度／前後方

向の取り付けミス、誤配線、アライメント不良、

穴加工不良 

記憶ミス 組立忘れ、記録忘れ、クランプ忘れ、締め付け忘

れ 

判断ミス 
文書等の誤解、検査見落とし、形態の誤認、代替

え技術の検討不足 

動作の抜け 
洗浄抜け、不要な動作、異部品が取り付いていた、

コンタクタの接着不良、ホースの取付け不良 

状態の誤認 誤ったコマンドの送信 
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(3) 識別したヒューマンエラーの要素に対して、フールプルーフ、フェールセ

ーフなどの面から対策を考慮した設計を行う。設計の例を表3.31-2に示す。 
 

 
表3.31-2  設計の例 

ヒューマンエ

ラーの要素 
発生の例 設計の例 

動作ミス 

(1) 取付けミス 

 

 

 

 

(2)誤配線 

・左右、上下の方向性があるときは形状を

変更する。（非対称等） 

・正規の方向でないと取り付かないよう

にする。 

・精度を必要とする部品はまとめて取り

付ける。 

・系統別にワイヤを束ねる。 

・ワイヤ上に識別デカルをつける。 

・同じコネクタを配置するときは、ワイヤ

を色分けする。 

記憶ミス 

(1)組立忘れ 

(2) 取付け忘れ 

(3) クランプ忘れ 

(4) 記録忘れ 

 

(5) 手順・操作忘

れ 

・部品の数を最小限にする。 

・一体成形品とする。 

・固定式とする。 

・試験順序を明確にして手順書に反映す

る。 

・スイッチ、ボタン等の配置に注意する。 

判断ミス 

(1)形態の誤認 

 

 

(2) 変更が実施さ

れない。 

・方向（極性）を図に示す。 

・配管の結合ミスを防止するため、ディス

コネクト部の大きさを変える。 

・手順書へ確実に反映する。 

動作の抜け (1) 洗浄抜け ・手順を明確にする。 

状態の誤認 

(1) 誤ったコマン

ドが送信され

た。 

・コマンド生成時に、グループコマンドと

して作成し、確認した後、コマンドを打

つよう手順書を作成する。 

・条件が揃わなければ、次のシーケンスへ

移行しないようインターロックする。 
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(4) 人為故障の要因が適切に識別され、その結果が設計上対策されているかを

詳細設計審査で確認する。 

 

   有極性部品の取り付け方向の指示例 
    

         

 

 

 

 

                  回路図 

     組立図 

 

   コネクタキー溝位置の指示例 
   

 

 

 

 

 

 

 

実施しない場合の影響 

ヒューマンエラーによる人為故障によって、システム、サブシステムあるいは

コンポーネントの機能・性能低下の原因にもなり、ミッション達成が保証されな

い恐れがある。 
 
参考文献 

なし 

コネクタ・キー溝 
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3.32 設計過誤の防止 
 
効果 
設計過誤は設計者の単純ミス（例えば、記入忘れ）により発生する技術文書上

の欠陥をいう。設計過誤によってデータや情報が関係部門へ正確に伝達されず、

後工程での不具合の原因になる。これらの設計過誤を未然に防止することによ

って、技術文書の正確さを保証し、システムやコンポーネントの性能を確保する。 
 
効果的な実施時期 
基本設計、詳細設計段階及び試験段階で行なう。 

 
技術的根拠 

過去の事例を参考にして各段階で要求事項を確認しながら、設計過誤をなく

し、隠れた設計過誤を発見し、是正処置をとる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.13.2 設計過誤の防止及び除去 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) 試験仕様書、手順書の作成 

 

実施方法 
設計仕様書、図面及び試験仕様書／検査手順書等に潜在する設計過誤をチェ

ックリストなどによって点検する。 
また、CADの普及、設計の複雑化等に対応し、自動チェックツールの活用も有

効である。 
 
(1) 極性／方向性、冗長系の接続／配線、インタフェース部、ハーネスの導通・

絶縁および設計変更を行った部分などは、設計過誤を発生しやすいので重点

的にチェックを行う。重点的なチェック項目を表3.32-1 に示す。 
 
(2) 要求事項の確認、設計、図面作成、設計変更、試験仕様書／検査手順書お

よび試験実施・評価をチェックリストにより点検する。また、最新版の「要

求事項確認マトリクス」などを使用して、チェック内容を明確にする。設計、

試験／検査の各段階におけるチェックリストの体系を図3.32-1に示す。             
                             
(3) 製造図面、試験仕様書／検査手順書などは、設計段階だけの点検では設計
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過誤は防止できないので、試験／検査（評価）の段階を通して、設計過誤を 

検出・防止できるような組織的な点検システムを作る。点検システムの例を

図3.32-2に示す。 
 
 

表3.32-1  設計過誤防止の重点チェック項目の例 

段 階 項  目 確 認 項 目 
 
詳細設計 

 
(1) 設計仕様書 
 
(2) インタフェース仕様

書 
 
(3) 製造図面 
 
 
 
(4) 試験仕様書／検査要

求書 
 
 
 
 
(5) 試験手順書／検査手

順書 

 
極性、方向性の明記 
冗長性の検証 
適合性の確保 
 
 
極性、方向性の図面指示 
ハーネス図の記号、設計変更に係
わる図面変更 
 
検査項目の確実な指定、インタフ
ェース仕様 
判定基準の明示 
機能上確認が困難な項目の試験
／検査方法の設定 
 
システム／サブシステム／コン
ポーネントの要求事項の記載（判
定基準、規格値、精度、取付角度、
冗長系など） 
設計変更確認 
試験仕様書との整合 
試験／検査設備の識別 
極性、方向性の確認 
 

 
試験及び評
価 

 
(1) 確実な試験実施 
(2) 試験の実施・記録 
 
 
(3) 評価 
 

 
極性、方向性、インタフェース、
設計変更、ワイヤーハーネスの配
線確認など 
 
要求書及び手順書の再確認、試験
検査結果の総合評価 
（データのトレンドも含む） 
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図3.32-1  チェックリストの体系の例 

 
 

段 階 設 計 試験／検査 

文書等 図面、設計仕様書等 試験仕様書、検査手順書、

試験結果等 

点 検 
フェーズ 

 

           文書等の出図前／発行前及び 
①  試験結果の評価時： 
           設計者自身による点検 
            
②          文書等の出図前／発行前及び 
           試験結果の評価時： 
           設計リーダーを含む設計グル 
③          ープによる点検  
             
  
  
        文書等の出図前／発行前、手順書作 
        成及び試験結果の評価時： 
        技術部門、品質保証部門、製造部門、 
        試験部門等による点検  
④ 
  
 
 設計審査時：専門的な立場から専門家による点検 
  

  
図3.32-2 点検システムの例 

要求条件の確認 

設 計 

仕様書・手順書 図面作成 

設計チェックリスト 
設計変更チェックリスト 
 

構造設計チェックリスト 
回路設計チェックリスト 
部品実装設計チェックリスト 
部品・材料チェックリスト 
方向性部品チェックリスト 

要求事項確認チェックリスト 
要求事項設計値対照表 
インタフェース確認マトリクス 

 自主点検 

 

 

 

専門家による点検 

関連部門点検 

グループ点検 
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チェックリスト等の例を以下に示す１）,2）。 
「新規設計チェックリスト」（表3.32-2） 
「構造設計チェックリスト（表3.32-3） 
「回路設計チェックリスト」（表3.32-4） 
「部品実装設計チェックリスト」（表3.32-5） 
「部品・材料チェックリスト」（表3.32-6） 
「方向性・有極性部品リスト」（表3.32-7） 
「設計変更チェックリスト」（表3.32-8） 
「手順書／仕様書作成チェックリスト（表3.32-9） 
「図面作成チェックリスト」（表3.32-10） 
「要求事項／設計値対照表」（表3.32-11） 
「要求事項確認マトリクス」（図3.32-3） 
「インタフェース確認マトリクス」（図3.32-4） 
「試験マトリクス」（図3.32-5） 
「設計変更波及範囲確認マトリクス」（図3.32-6） 

 
実施しない場合の影響 

勘違い、思い込みなど設計過誤には落ち入り易く、打ち上げ前に発見さ

れない場合には、軌道上で予想もしないトラブルが発生し、ミッション

達成に重大な影響を与える。 
 
参考文献 
 1)  JERG-2-007「人工衛星系設計過誤防止基準」 

2)  JERG-2-008「人工衛星系設計過誤防止検査／試験基準」 
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表3.32-2  新規設計チェックリスト例（1/3） 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
  
1 
 
1-1 

 
1-2 

 
1-3 

 
 
 

1-4 
 

 
1-5 

 
 

 
1-6 

 
 

 
 1-7 

 
 
 1-8 

 
 

 
 1-9 

 
 

 
 1-10 

 
 

 1-11 
 

 
 1-12 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
要求条件・設計条件 
 
要求条件を引用した文章は何か。 
 
上記文書は最新版か。 
 
上記文書にて示されない要求条件は
あるか。その項目は何か。またどの
ように設定したか。 
 
上記１－３を含め、使用した要求条
件は得意先の了解を得ているか。 
 
得意先打合、社内打合、部品関係打
合等による文書は何か。また要求条
件変更にとり込んだ事項は何か。 
 
設計値は得意先要求をすべて満足し
ているか。 
(要求事項設計値対照表の活用) 
 
要求事項を満足しない設計について
得意先と調整したか。 
 
製品が要求事項を満足していること
をどのように確認するか。 
(要求事項確認マトリクス活用) 
 
他機器あるいは他サブシステム・シ
ステム等とインタフェースする箇所
はどこか。 
 
上記インタフェース条件は明確とな
っているか。 
 
インタフェース条件について 
相手側と文書で確認しあったか。 
 
製品がインタフェース条件を満足す
ることをどのように確認するのか。 
(ｲﾝﾀﾌｪｰｽ確認マトリクス活用) 
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表3.32-2  新規設計チェックリスト例（2/3） 
番号 チェック チェック項目 関連文書等 
 
 
2 

 
 2-1 

 
 
 

 2-2 
 
 
 

 2-3 
 
 

 2-4 
 
 

 2-5 
 
 

 2-6 
 
 
 
 

 2-7 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
設計確認 
 
回路設計は適切に実施されている
か。 
(回路設計チェックリストの活用) 
 
構造設計は適切に実施されている
か。 
(構造設計チェックリストの活用) 
 
使用部品・材料は適切か。 
(部品・材料ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
方向性のある部品の取付は適切か。
(方向性部品ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
部品実装は適切か。 
(部品実装ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
設計内容が図面・仕様書に的確に反
映されているか。 
(図面ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用、試験仕様書／
検査手順書ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
要求事項確認マトリクスおよびイ
ンタフェース確認マトリクスの内
容が図面・仕様書等に適切に反映さ
れているか。 
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表3.32-2  新規設計チェックリスト例（3/3） 
番号 チェック チェック項目 関連文書等 
 

3 

 

 3-1 

 

 

 3-2 

 

 3-3 

 

3-4 

 

 

3-5 

 

 

 3-6 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

設計評価 

 

設計内容について得意先の確認を

得ているか。 

 

PDRは実施したか。 

 

CDRは実施したか。 

 

PDRのアクションアイテムは処置し

たか。 

 

CDRのアクションアイテムは処置し

たか。 

 

試験・検査結果を設計にフィード

バックしたか。 

(設計変更チェックリストの活用) 
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表3.32-3   構造設計チェックリスト例 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
  
1 

 
1-1 

 
 
 
 
 
 

 
2 

 
2-1 

 
2-2 

 
3 

 
 
 

 
 

4 
 

 
 
 
 

5 
 
 

6 
 
 

 
 
 

7 
 
 
 
 
 

8 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
インタフェース 
 
下記の項目について要求を満足
しているか。 
 
寸法・質量・重心・慣性能
率、バランス、面粗さ、平面
度、表面処理、接触面積、接
地抵抗、剛性、塗装にげ 

 
環境条件 
 
要求環境条件は明確か。 
 
要求環境条件を満足しているか。 
 
強度に関する下記の検討を実施
したか。 
 
制限荷重、終局荷重、疲労変
形量、熱ひずみ 

 
下記の点に関し、整備性を考慮
したか。 
 
組立・分解・調整・テストポ
イント、部品交換、標準工具 

 
安全性について検討したか。 
（突起物、面取り等） 
 
加工性に関し、下記の問題点は
無いか。 
 
公差、形状、曲げＲ、メッキ
のつき、気抜け 

 
耐食性に関し、下記の問題点は
無いか。 
 
異種金属、応力腐食、表面処
理、結露 

 
ネジの組み合わせ、トルク指定、
ステーキング指定は適切か。 
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表3.32-4   回路設計チェックリスト例（1/2） 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
  
1 

 
 

1-1 
 
1-2 

 
1-3 

 
 

2 
 

2-1 
 
2-2 

 
2-3 

 
 2-4 

 
 
 

 2-5 
 
 

 
 2-6 

 
 
 

 2-7 
 
 

 2-8 
 
 
 

 2-9 
 
 

2-10 
 

2-11 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
他のプロジェクト等に実績のある
設計を用いた場合、 
 
動作条件の違いを考慮したか。 
 
要求性能の違いを考慮したか。 
 
オリジナル設計者のレビューを受
けたか。 
 
新規設計の場合 
 
新規設計箇所はどこか。 
 
設計データは完備しているか。 
 
温度特性を考慮したか。 
 
入力信号の変動はいくらか。ま
た、本変動に対する回転動作上の
マージンはいくらか。 
 
出力信号の変動はいくらか。ま
た、本変動はインタフェース条件
上いくらのマージンがあるか。 
 
電源及び各負荷の各インピーダン
ス変化はいくらか。この場合、回
路動作は安定か。 
 
消費電力値は予定内か。またピー
ク電力は基準以内か。 
 
フィードバックループを使用して
いるか。位相マージン、利得マー
ジンは適切か。 
 
ロジック回路のヒステリシス幅は
適切か。 
 
レベルダイヤは適当か。 
 
コンポーネント内で、電源ライ
ン、アナログライン、デジタルラ
イン、センサラインの布線の干渉
を検討したか。 
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表3.32-4   回路設計チェックリスト例（2/2） 
番号 チェック チェック項目 関連文書等 
 
2-12 

 
 

2-13 
 
 

2-14 
 
 

 
2-15 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
各部品のディレーティングは基準
以内か。 
 
EMC対策はどのように実施したか。 
 
 
各PWB間／モジュール間／各ユニ
ット間のインタフェースは整合が
とれているか。 
 
クリティカルな回路に対し、WCA
を実施したか。 
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表3.32-5   部品実装設計チェックリスト例 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
  
1 
 
2 

 
3 

 
 

4 
 
 

5 
 
 
6 

 
 
 

7 
 
 
8 

 
9 

 
10 
 

 
11 

 
 

 
 

12 
 

 
 

 
13 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
布線経路に無理はないか。 
  
発熱部（部品）はどれか。 
 
発熱部（部品）の放熱方法は適
切か。 
 
発熱部（部品）の最高温度は許
容値以下か。 
 
可動部分の固定指示を行ってい
るか。 
 
振動に弱い部品が振動加速度の
大きい場所に実装されていない
か。 
 
調整部品は調整容易な場所に取
り付けられているか。 
 
交換不可能な電気部品はないか。 
 
有極性部品の実装は正しいか。 
 
部品の半田付部は全数外観検査
が可能になっているか。 
 
部品の接着固定方法は宇宙環境
（特に温度サイクル）において
部品の劣化に結びつく様な工法
になっていないか。 
 
耐放射線解析の結果、部品へシ
ールド板等を取付ることになっ
ているものは漏れなく図面へ指
示をしたか。 
 
JAXAの信頼性技術情報は反映さ
れているか。 
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表3.32-6  部品・材料チェックリスト例 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
  
1 

 
 
 
2 

 
 

3 
 
 

4 
 

 
 

5 
 
6 

 
 
 

7 
 
 
8 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
使用する部品はすべてAPL(承認
部品リスト)に記載されたもの
か。 
  
使用する部品の最大定格値は明
確か。 
 
部品の禁止されている使い方は
していないか。 
 
新規使用部品（使用実績のない
部品）はどれか。 
特性確認は実施したか。 
 
放射線上の問題はないか。 
 
使用する材料はすべてAML(承認
材料リスト)に記載されたもの
か。 
 
アウトガス・オフガスの問題は
ないか。 
 
部品のアラート情報に関して、 
特に支障はないか。 
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表3.32-7  方向性・有極性部品チェックリストの例 
品 種 対象部品 特に注意を要する点 チェック 

トランジスタ 
 TO3パッケージのベース、エミッタ表示  

PWBマウントで、Ｅ，Ｂ，Ｃの順でないものが

ある。 
 

ＦＥＴ  
ソース、ドレイン表示  

ダイオード  
アノードとカソードの表示  

ツェナー・ 
ダイオードﾞ 

 
アノードとカソードの表示 

 

コンデンサ 
 タンタルコンデンサの＋、－表示  

アルミ電解コンデンサの＋、－表示  

ＩＣ 
 

 ＣＡＮタイプＩＣのキー位置表示  
ＤＩＰのキー位置表示  
フラットパッケージのキー位置表示  

リレー  ラッチングリレーの＋、－表示  

コイル類 
 トランスの端子番号と極性の相対関係  

チョークコイルの端子番号と極性の相対関係  

コネクタ 
 キー位置表示  

マスター・キー位置表示  
カードコネクタガイドの雌雄表示と位置  

ロータリー 
コンポーネント 

 
極性の指示 

 

慣性センサ 
 

入力対出力極性 
 

ソフトウェア  ハードウェア・インタフェースの極性  
データインタフェースの極性  
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表3.32-8 設計変更チェックリスト例（1/2） 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
1 

 
 1-1 
 
 1-2 
  
 
1-3 

 
 
  1-4 

 
 
 

1-5 
 
 
 

1-6 
 
 
 
2 
 
2-1 

 
 
 

  2-2 
 
 
 
 

  2-3 
 
 
 
 
 

 3 
  
  3-1 

 
 
 

  3-2 
 
 
 

  3-3 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計変更内容 
 
設計変更の目的は何か。 
 
本設計変更を実施しない場合のイ
ンパクトは何か。 
 
上記1-1、1-2を踏まえ、本設計変
更は本当に必要か。 
 
設計変更内容は適切かつ必要最小
限か。 
(設計変更内容確認表の活用) 
 
設計変更後の設計内容が要求事項
に抵触しないか。 
(要求値変更値対照表) 
 
変更内容が機能・性能劣化、イン
タフェース条件の変更をもたらさ
ないか。 
 
設計変更範囲 

 
設計変更の結果、変更を要する文
書は明らかになっているか。(変
更の波及範囲確認マトリクス) 
 
上記2-1で明らかとなった各部の
変更に於いて、変更による機能・
性能の劣化・インタフェース条件
の変更は無いか。 
 
上記2-2により機能・性能の低
下、インタフェース条件の変更が
判明した場合、それらに対するフ
ィードバックを実施して、変更内
容の再検討を実施したか。 
 
設計変更 
 
回路設計変更は適切に実施されて
いるか。 
(回路設計変更ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
構造設計変更は適切に実施されて
いるか。 
(構造設計変更ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
部品・材料の変更は適切に実施さ
れているか。 
(部品・材料変更ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
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表3.32-8 設計変更チェックリスト例（2/2） 

番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
3-4 

 
 
 

3-5 
 
 
 
 
 

 3-6 
 
 

 
4 
 
 4-1 
 
 
 4-2 
 
 
 4-3 
 
 

 部品実装変更は適切に実施されて
いるか。 
(部品実装変更ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用) 
 
設計変更が図面・仕様書類に的確
に反映されているか。 
(図面・変更ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用、仕様
書・手順書変更ﾁｪｯｸﾘｽﾄの活用、
図面ツリーの活用) 
 
設計変更内容確認表および変更の
波及範囲確認マトリクスの内容が
図面に反映されているか。 
 
設計変更評価 
 
変更のトリガと最終変更内容とに
整合がとれているか。 
 
設計変更内容について、得意先の
確認は得ているか。 
 
設計変更に伴う得意先文書処置は
終了したか。 
 ・開発仕様書 
 ・製品仕様書 
 ・インタフェース管理仕様書 
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表3.32-9 手順書／仕様書作成チェックリスト例 
番号 チェック チェック項目 問題点／処置等 
 
1 
 
 1-1 
 
 
 
 
 1-2 
 
 
 
 1-3 
 

 
 1-4 

 
 

 1-5 
 
 

2 
 
 2-1 

 
 
 

 2-2 
 

 
 2-3 
 
 2-4 

 
 

3 
 

 3-1 
 
 

 3-2 
 
 

 3-3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
規格設定 
 
規格設定の際、関係変更等をすべ
て考慮にいれたか。 
(部品等購入品の規格をそのまま用
いてはいないか。) 
 
構成品(モジュール等)の規格とエン
ドアイテムの規格は整合がとれて
いるか。 
 
試作等により、設定規格の評価を
行ったか。 
 
類似設計品の規格と比べて大きな
差はないか。 
 
得意先要求と整合がとれているか。 
 
 
調整・試験手順 
 
電源投入・断時に機器へのストレ
スが加わらない手順となっている
か。 
 
調整・試験手順のステップ間で、
記述もれの操作はないか。 
 
現場のレビューを受けたか。 
 
ドライランにて内容確認したか。 
 
 
文書体系他 
 
手順書・仕様書等の文書体系はど
うなっているか。 
 
上記文書体系にある文書がすべて
そろっているか。 
 
得意先承認が必要なものについて
は、得意先との内容調整を行った
か。 
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表3.32-10  図面作成チェックリスト例（1/2） 
番号  チェック チェック項目 問題点／処置等 
 
1 
 
 1-1 
 
 
 1-2 
 
 
 1-3  
 
 
 1-4 
 
 
 1-5 
 

 
 

2 
 
 2-1 
 
 2-2 
 
 
 2-3 
 
 
 2-4 
 
 2-5 
 
 2-6 
 
 2-7 
 
 
 
3 
 
 3-1 
 
 3-2 
 
 3-3 

 
 

 3-4 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
組立図／機構図 
 
捺印指定は回路図と矛盾していな
いか。 
 
構成モジュール等は回路図と完全
に一致するか。 
 
複雑な組立の場合、その手順が指
示されているか。 
 
ユニット・モジュール等の品名は
統一のとれたものか。 
 
取付詳細図は必要か。又、適切に
示されているか。 
 
 
回路図 
 
C、L、R等の記号は基準通りか。 
 
入出力端子の信号名と相手側の信
号が一致しているか。 
 
C、L、R等の記号番号にダブリはな
いか。 
 
組立図は１対１の対応がつくか。 
 
必要な注記が記入されているか。 
 
部品の極性表示は正確か。 
 
トランス類に端子番号がはいって
いるか。 
 
 
部品表 
 
要調整部品は識別されているか。 
 
記号は回路図と合っているか。 
 
品名はAPL、AMLと統一がとれてい
るか。 
 
すべての部品、構成品が記載され
ているか。 
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表3.32-10  図面作成チェックリスト例（2/2） 
番号  チェック チェック項目 問題点／処置等 
4 
 
 4-1 
 

 
 4-2 
 
 
 4-3 
 

 

 図面体系他 
 
図面体系はどのようになっている
か。 
 
図面体系にある図面はすべてそろ
っているか。 
 
得意先承認が必要なものについて
は、得意先との内容調整を行った
か。 
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表3.32-11 要求事項／設計値対照表の例 
 

項目番号 要求事項 設計値 備考 
 
3.7.3.2.2 
 
3.7.3.2.2.1 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
デジタル部 
 
(1)信号形式 
 (a)実時間ﾃﾚﾒﾄﾘ 

PCM(Biφ-L) 
 

(2)再生ﾃﾚﾒﾄﾘｻﾌﾞｷｬﾘｱ 
周波数 
665kHz±0.1% 

 
 
 
(1) 
 (a) 
  PCM(Biφ-L) 
 
(2) 
 
665kHz±0.1% 

 
(EM試験結果) 
 
 
 
 
 
(2) 
 
664.9969kHz 
-0.0005% 
 
 
 

 
 
 
 
製品仕様書 
 
 
 項 番 

 
要 求 事 項 

立 証 方 法  
備 考 適

用

な

し 

類

似

性 

解

析 
検

査 
試

験 
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン 

サ
ブ
シ
ス
テ
ム
・

コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

3.1 品目の構成    ○     
3.2 外形寸法    ○     
3.3 ＶＳＷＲ     ○    
3.4 消費電力     ○    
          

 
図3.32-3 要求事項確認マトリクス（例） 
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図3.32-4   インタフェース確認マトリクス（例） 

 
 

 
 
 
                          
 
 
 
 
試験フェーズ 
初期目視検査    ×    
初期質量特性測定     ×   
初期アライメント測定      ×  
初期電気性能試験 × × ×     
音響試験        
衝撃試験        
        
        
        
        

 
図3.32-5   試験マトリクスの例 

  

 
 
関連文書 

 
 
 
 

 
 
インタフェース項目 

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ 
仕様書 

製造図面  

製
造
手
順
書 

 

 

試
験
仕
様
書 

 

 

試
験
・
検
査
手
順
書 

 

射場 
文書 

 

ブ
ロ
ッ
ク
図 

項
目
表 

形
状
図 

ピ
ン
ア
サ
イ
ン
メ
ン

 総
合
組
立
図 

ス
ラ
イ
ス
組
立
図 

PW
B

パ
タ
ー
ン
図 

回
路
図 

布
線
図 

試
験
仕
様
書 

試
験
検
査
手
順
書 

 

 
コネクタ(J1)の取

付方向 

   
○ 

  
○ 

   
 

  
○ 

 
 

 
 

   

表
6.

3.
-2

 

      

C
O

M
M
系
試
験

 

TT
&

C
系
試
験

 
R

CS
系
試
験

 

目
視
検
査

 
質
量
検
査

 
衛
星
ア
ラ
イ
メ
ン
ト

  

 

試
験
内
容

 
項
目

 
関
連
項
番
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H/W名称 文書番号 
  

 
関連文書 

 
 
 
 
 
 
 
変更項目 

 

総
合
組
立
図 

 

ス
ラ
イ
ス
組
立
図 

 

プ
リ
ン
ト
板
組
立
図 

 

プ
リ
ン
ト
板
パ
タ
ー
ン
図 

 

回
路
図 

 

布
線
表 

 

布
線
図 

ＩＣＤ  

製
造
仕
様
書 

 
製
造
手
順
書 

 
試
験
仕
様
書 

 

試
験
手
順
書 

 

ブ
ロ
ッ
ク
図 

 

項
目
表 

 

形
状
図 

 

ピ
ン
ア
サ
イ
メ
ン
ト 

 
材料変更 
 
アルミトラス 
   ↓ 
ＣＦＲＰトラス 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 

         
○ 

    
○ 

 
○ 

 
図3.32-6   設計変更波及範囲確認マトリクス（例） 

 

電気的特性 
にも波及 

ボンディング 
抵抗値 

2.5mΩ 
↓ 

12mΩ 
材 料 変 更 
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3.33  基本設計審査（PDR: Preliminary Design Review） 
 
効果 
開発仕様書の要求に対して、基本設計内容の妥当性及び問題点の識別や問題

点の解決方法の妥当性について確認することができる。 
基本設計審査の実施によって基本設計内容が妥当であると確認され、詳細設

計に移行して良いと判断される。 
 
効果的な実施時期 
基本設計が終了し、詳細設計に着手する前に実施する。 

 
技術的根拠 

基本設計結果に対して設計担当者以外の第三者の幅広い経験や知識による審

査を行なうことにより、基本設計の妥当性を確認する。 
 

JMR-004の対応項番 
 4.3.14  設計審査 
 4.3.14.1 契約の相手方による設計審査 
 4.3.14.2 供給業者による設計審査 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 詳細設計審査 

(2) 認定試験後審査 

 
実施方法 

ソフトウェアを含むシステム、サブシステム及びコンポーネントレベルで設

計審査を計画、文書化し実施する。 
 なおEEE部品レベルで要求される審査については、JMR-012 電気、電子、電

気機構（EEE）部品プログラム標準によること。 
設計審査では、設計根拠、設計結果、検証計画、検証結果などの細目について

の設計レビューを行い、契約品目が開発仕様書及び設計仕様書を全て満たすこ

とを確認する。また設計審査は、設計審査会の準備、審査会の実施、要処置事項

のフォローを含む。設計審査の実施方法として審査会実施要領と審査項目を以

下に示す。 
(1) 審査会実施要領 

設計審査実施スケジュール（例）を表3.33-1に示す。設計審査の実施フロー

を図3.33-1に示す。また、設計審査での留意事項を以下に示す。 
a.議長、審査委員、事務局及び設計担当者から成る審査会メンバーを定める。 
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審査委員には、設計、製造、試験、信頼性、品質保証、部品、安全その他

関連部門の代表者や得意先代表者を含める。また、審査委員は、当該設計に

直接関与しないメンバーであり、審査する分野において十分な知識と経験

を有している者であること。 
なお、得意先がJAXAの場合には、技術検査行為の一環として検査員等が

出席できる。また、契約の相手方と検査員等との調整により、検査員等を支

援する目的でオブザーバも出席できる。オブザーバが審査会に出席する場

合には、審査内容に対する指摘および発言行為は契約の相手方と調整のう

え認められるが、技術検査行為の一環として検査員等が行うものとされる

指摘及び発言行為は原則として認められていない。 
設計審査会の構成（例）を表3.33-2に示す。また、設計審査会構成メンバ

ーの役割（例）を表3.33-3に示す。 
b.議長及び審査委員が十分にインプットデータパッケージの審査を行なえる

ようにするため、インプットデータパッケージを審査会開催前に配布する。 
インプットデータパッケージには、要求仕様とのコンプライアンスを示

す資料を含め、設計要求に対する設計結果を示すとともに、その設計根拠を

記載する。必要な根拠を記載することができない場合は、その根拠情報を呼

び出すこと。また、信頼性評価結果を含めること。 
基本設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）を表3.33-

4に示す。また、インプットデータパッケージ及び提示資料の例を表3.33-5に
示す。 
また、本審査会に先立ちインプットデータパッケージの事前説明会や、個

別技術に係わる分科会などを採用しても良い。この場合は、本審査会にて事

前説明会や分科会の結果概要を報告すること。 
c.審査会において、設計者はインプットデータパッケージにより設計内容の説

明を審査委員に行なう。 
d.設計に対して議長及び審査委員（得意先代表者を含む）による設計審査を行

い、設計の評価を行なう。指摘事項については指摘票に記入し、設計担当か

らの回答を判定する。 
設計審査で使用する様式を以下に示す。 
・ 指摘票：表3.33-6による。 
・ 指摘票リスト：表3.33-7よる。 
・ アクションアイテムリスト：表3.33-8による。 

e.設計審査に際して、十分な効果をあげるため設計審査チェックリストを使用

する。 
f.重要な指摘に対しては、審査会全体で討議し、その指摘の判定に審査会全体

の合意を得ることを審査会終了の条件とする。 
g.設計審査の結果について、審査会当日に設計審査議事録の作成を行なう。 
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h.設計審査の完了後に、設計審査報告書を作成する。設計審査報告書は設計審

査議事録を添付し、指摘票リスト、指摘票、アクションアイテムの処置状況

を含めて作成する。なお、事前説明会や分科会を実施している場合は、その

内容も含める。 
i.事務局は、設計審査のアクションアイテムを定期的にフォローアップして処

置状況を確認するとともに、その結果を議長及び関連先へ報告する。 
(2) 審査項目 

基本設計審査では、システム仕様書や機器開発仕様書の各要求項目を満足で

きる製品が開発できるかどうか、問題点がきちんと認識されその対策が施され

ているかどうかを審査できるように審査項目を考慮する。 
表3.33-9に基本設計審査の審査項目（例）を示す。審査内容（例）を以下に 

示す。 
a.設計仕様（要求仕様対設計結果対照表） 

開発仕様書の要求内容に対して項目毎に設計結果が示されており、設計

結果が要求内容を満足していることを審査する。 
b.設計図（計画図） 

設計結果概要を示す図面において、その外形、寸法、構成品の配置などの

計画が妥当であるかどうか審査する。 
c.設計解析結果 

設計解析の例として、構成、機能・性能、電気設計、構造設計、ソフトウ

ェア設計、熱設計、電磁適合性がある。設計解析書により解析条件、解析結

果が妥当であり、要求仕様が満足できることを審査する。 
d.インタフェース仕様 

ICD（インタフェース管理図面）、機械的インタフェース、電気的インタ

フェース、熱的インタフェースについて、インタフェース条件が明確になっ

ていることを審査する。 
e.信頼性設計 

主要な審査項目として、信頼度配分、信頼度予測、機能FMEA/FMECA結

果、インタフェースFMEA/FMECA結果、保全性設計、設計及び工程標準、

信頼性管理品目がある。 
信頼度配分、信頼度予測結果について、信頼度配分方法や信頼度予測方法

が適切であり、信頼度要求が満足できることを審査する。 
機能FMEA/FMECA結果、インタフェースFMEA/FMECA結果について、故

障モードが識別されており、故障の影響が明確となっていること、致命度の

高い故障については、故障発生の防止や故障の影響を最小化にする対策が

基本設計に反映されていることを審査する。 
保全性設計について、システムやコンポーネントの交換、故障分離、修理

などの保全構想が明確となっており、基本設計に反映されていることを審
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査する。 
f.トレードオフ解析 

技術仕様書の要求事項を基本設計で具体化するに当たって、性能／信頼    
性／納期／コストなどの要求は、矛盾することが多い。バランスのとれた最

適な設計とするため、必要なトレードオフ解析が実施されていること及び

トレードオフの内容、結果が妥当であることを審査する。 
g.安全性設計 

ハザード解析結果を確認し、安全性上の問題点がないことまたは安全性

上の問題点に対する対策が、基本設計に反映されていることを審査する。  
h.開発計画／試験計画 

開発スケジュール、開発試験モデル、試験計画が明確になっており、妥当

であることを審査する。 
i.地上支援装置計画 

必要となる地上支援装置の種類、要求仕様、製作計画が明確であり、開発

機器の機能・性能や開発計画／試験計画に対応していることを審査する。 
j.部品・材料プログラム 

選定計画、選定基準が明確となっており、部品・材料の機能、性能、品質

及び信頼性に関する要求事項を満足する部品・材料が選定されることを審

査する。 
また、新しく開発を要する部品・材料が識別され、仕様書作成や評価試験

の実施計画が明確になっていることを確認する。 
k.仕様書要求の変更提案 

基本設計段階では、開発仕様書内容が目標仕様であり、案や一部の項目が

未定の場合もある。開発仕様の変更有無について確認するとともに、基本設

計結果により仕様書変更が必要な場合、適切な変更提案がなされているこ

とを審査する。 
  l.信頼性評価結果 

信頼性設計、部品・材料プログラム、寿命などの信頼性評定項目について、

目標とする信頼性への達成状況、課題、問題点の有無を確認する。 
 
実施しない場合の影響 
設計者自身が気付かなかった問題点や適切な対策が取られなかった問題点な

どの設計に潜在した問題により、詳細設計以降において基本設計のやり直しあ

るいは製品開発の実現性を損なうようなトラブル発生の恐れがある。 
 
参考文献 

なし 
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表3.33-1  設計審査実施スケジュール（例） 
 
 

 

        
       実施スケジュール                                               事前審査会                本審査会 

       実施要領                                                             概要説明                 概要説明 

       開催通知                                    査資料配布／提示         討議                     討議 

      （設計担当）                                                          指摘事項の整理           指摘事項の整理 

                                                                            議事録まとめ             議事録まとめ 

                                                    審査委員    設計審査 

 

 
                                                                             事前審査結果のまとめ 

 
                                                   得意先審査委員 設計審査 

 

                                                                                                                             
設計審査報告書 

                                                                                                                   
                                                                                                                    完了確認 

                                                                                  アクションアイテムフォロー 

事務局 

２週間前 

審査資料作成 

指摘票作成 

審査員指名 
１週間前 

指摘票作成 
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図3.33-1  設計審査実施フロー 
 

審査会メンバーの決定

議長

審査委員

             

  指摘票

設計担当／事務局

設計審査実施計画書の作成

技術部門及び事務局

設計審査文書パッケージの作成

設計担当

事前審査の実施

社内審査委員

本審査の実施

    社内審査委員

得意先審査委員

設計審査報告書の作成

設計担当／事務局

  議事録

  設計審査文書パッケージ配布

要処置事項のフォロー

設計担当／事務局

  指摘票

  議事録

設計担当／事務局



JERG-0-063 

3-270 

表3.33-2  設計審査会の構成（例） 
 

 構  成  メ  ン  バ 備    考 

議  長 設計担当部門長（審査対象品目の担当外が

望ましい｡） 
プロジェクト責任

者が委託 

 
審査委員 

 
次の各部門の代表者 
・コンポーネント／サブシステム設計 
（電気、構造、熱、但し、対象品目の担当外） 
・衛星インテグレーション 
・システム設計 
・部品・材料 
・試験・研究 
・信頼性／品質保証／コンフィギュレーシ

ョン管理 
・安全管理 
・製    造 
 

 

設計担当 審査対象品目の設計担当者  

 
事 務 局 

 
・信頼性管理担当 
・プロジェクト担当     の担当者 
・その他の支援部門 
 

 

 
得意先の 
出席者 

 

 
・得意先代表者など  

そ の 他 ・設計部門の支援者  



JERG-0-063 

3-271 

表3.33-3  設計審査会構成メンバーの役割（例） 
 

作  業  項  目 議長 審査 
委員 

設計 
担当 

事務

局 
得意

先 備考 

準        

備 

実施要領作成    ○   

インプットデータパッ

ケージ作成   ○    

インプット 
データパッケージ  提出 
開催通知      配布 

   ○   

提示資料準備   ○    

設  

計  

審  

査 

インプットデータパッケージ、

提示文書による審査／

指摘票発行 
○ ○   ○  

指摘票の登録､リスト

作成    ○   

指摘票回答作成   ○    

  

審  

査  

会 

会場準備など    ○   

議事司会､とりまとめ ○      

プレゼンテーション   ○    

質疑応答 ○ ○ ○ ○ ○  

アクションアイテム指

定 ○      

議事録作成   ○ ○  事務局がと

りまとめ 

報
告 

フ
ォ
ロ
ー 

アクションアイテムの

処置   ○   
事務局が状

況フォロー 
議長が確認 

設計審査報告書作成   ○ ○   
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表3.33-4  基本設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （１／３） 

番号 項          目 
インプット 

データ 
パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

1. 

 

 

2. 

 

 

3. 

 

4. 

 

 

 

 

 

 

 

5. 

概     要 

 

 

設計仕様（要求仕様対設計結果対照表） 

 

 

設計図（計画図） 

 

設計解析結果 

 構成 

 機能・性能 

 電気設計 

 構造設計 

 熱設計 

 ソフトウェア設計 

 電磁適合性 

インタフェース仕様 

 ICD（インタフェース管理図面） 

 機械的インタフェース 

 電気的インタフェース 

 熱的インタフェース 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 ○*1 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

要求機能／性能の概要、構成と機能ブロック図、イ

ンタフェースの分界点などの主要事項を説明する。 

 

開発仕様書の要求と設計結果を対比させる。コンプ

ライアンス・マトリクスの実施例を表3.33-5に示す。 

 

設計解析書により設計の妥当性、使用条件などを確

認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

インタフェース要求が明確になっている事の確認と

クリティカルな事項の有無と、有の場合の要求事項

に問題の無い事の確認。 
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表3.33-4  基本設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （２／３） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

6. 

 

 

 

 

 

 

7. 

 

8. 

 

 

 

9. 

 

信 頼 性 設 計 

       信頼度配分／予測 

       ＦＭＥＡ 

       保全性設計        

       設計及び工程標準 

       信頼性管理品目 

 

トレードオフ解析 

 

安 全 性 設 計 

       フェーズⅠハザード解析 

       安 全 対 策 

 

開発計画／試験計画 

       計画の概要 

       開発試験モデル 

       試験プログラム計画／試験仕様 
       開発スケジュール 
 
 

 ○*1 

 

 

 

 

 

 

 ○*1 

 

 ○*1 

 

 

 

○ 
 

 ○*1 

 

 

 

 

 

 

 ○*1 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

性能対コスト、信頼性対コスト、納期対コストなど

に対するトレードオフ 
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表3.33-4  基本設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （３／３） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

10. 

 

 

 

 

11. 

 

 

 

12. 

 

13. 

 

14. 

地上支援装置計画 

       地上支援装置要求仕様 

       インタフェース機能 

       製作計画 

 

部品・材料プログラム 

       選定計画 

 

 

仕様書要求の変更提案 

 

信頼性評定結果 

 

事前審査の結論 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

ICD ：Interface Control Drawing 
FMEA ：Failure Mode and Effect Analysis 
 
（注）*1･････サマリをインプットデータパッケージとし、詳細は設計審査の源泉資料として審査場所にそろえておくもの。 
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表3.33-5 インプットデータパッケージ及び提示資料の例（コンプライアンス・マトリクスの実施例） 
項目番号 要    求    事    項 設      計      値 備 考 

3.7.3.2.2 

3.7.3.2.2.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.7.3.2.2.2 

デジタル部 

テレメトリエンコーダ 

(1)信号形式 

(a)実時間テレメトリ      PCM(Ｂｉφ－Ｌ)(ＶＨＦ帯及びＳバンド) 

(b)再生テレメトリ        PCM(Ｂｉφ－Ｌ)(ＶＨＦ帯) 

                         PCM(Ｂｉφ－Ｌ)－ＰＳＫ(Ｓバンド) 

(2)再生テレメトリサブキャリア周波数 

                           665kHz±0.1% 

(3)ビットレート 

(a)実時間テレメトリ      1024ビット／秒±0.1%  

(b)再生テレメトリ        26624ビット／秒(公称値) 

(4)データフォーマット(実時間テレメトリ) 

(a)メインフレーム        128ワード／秒 

(b)サブフレーム          8メインフレーム 

(c)ワード長              8ビット 

(d)フレーム同期パターン  24ビット 111  110  101  111 

    001  100  100  100 

(e)時刻データ            24ビット   １秒ステップ純２進符号 

(5)テレメトリ容量 

(a)アナログテレメトリ    32ワード(１秒サンプル) 

                         256ワード(８秒サンプル) 

(b)バイレベルテレメトリ  256ビット(１秒サンプル) 

(c)シルアルテレメトリ    216ビット(１秒サンプル) 

                           320ビット(８秒サンプル) 

 

テープレコーダ 

(1)記録時間                115分以上 

(2)再生時間                256秒(公称値) 

(3)再生／記録速度比        26／1(公称値) 

 

3.7.3.2.2.1 

(1) 

(a)PCM(Ｂｉφ－Ｌ)(ＶＨＦ帯及びＳバンド) 

(b)PCM(Ｂｉφ－Ｌ)(ＶＨＦ帯) 

PCM(Ｂｉφ－Ｌ)－ＰＳＫ(Ｓバンド) 

(2) 

     665kHz±0.1% 

(3) 

(a)1024ビット／秒±0.1% 

(b)26624ビット／秒±1% 

(4) 

(a)128ワード／秒 

(b)8メインフレーム 

(c)8ビット 

(d)24ビット  111  110  101  111 

  001  100  100  100 

(e)24ビット 同  左 

(5) 

(a)32ワード（１秒サンプル） 

   256ワード(８秒サンプル) 

  (b)256ビット(１秒サンプル) 

  (c)216ビット(１秒サンプル) 

   320ビット(８秒サンプル) 

 

3. 7.3.2.2.2 
(1) 最小115分 

(2) 256秒(115分記録時) 

(3) 26／1 
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表3.33-6  指摘票の様式（例） 

指      摘      票 
発行月日 平成    年  月  日 

一連番号  

契約件名  シ ス テ ム 名  

審査会名  サブシステム名  

指摘

事項 
 指摘者名  

［指摘欄］データパッケージ名（番号） ：                                 頁：              

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

 

［回答欄］ 

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                                         

                                                                            

                                                               

                                                               

回 答 者  

責 任 者  

回答日付 月  日 

［判定欄］ 

                                                                                         

                                                                                         

                                                                            

                                                               

                                              

判 定 者  

判定日付 月    日 

 問題なし  再指摘  本審査会提出 処 置   要 ・ 済 ・ 不要 
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表3.33-7  指摘票リストの様式（例） 
審 査 会 指 摘 票 登 録 簿          （   ／   ） 

契  約  件  名  審査会名  
シ ス テ ム 名  開 催 日  
サブシステム名  場    所  
一連番号 指   摘   主   旨 指摘者 発行日 回答日 回答者 判  定 処  置 
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表3.33-8  アクション・アイテム・リストの様式（例） 
ア ク シ ョ ン ア イ テ ム 表 

（   ／   ） 
契約件名  審査会名  開催日  

No. 指摘票No. 指              摘 指摘者 処             置 担当 期  限 完了日 備   考 
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表3.33-9  基本設計審査  審査項目（例） 
 
Ｎo． 審査項目 PDR CDR PQR 備考 
  １ 設計仕様（要求仕様対設計結果 

対照表） 
 ◎  ○  ○  

  ２ 設計図（計画図）  ◎      
  ３ 設計解析結果  ◎  ○  ○  
  ４ インタフェース仕様  ◎  ○  ○  
  ５ 信頼性設計  ◎  ○  ○  
  ６ トレードオフ解析  ◎      
  ７ 安全性設計  ◎  ○  ○  
  ８ 開発計画／試験計画  ◎  ○   
  ９ 地上支援装置計画  ◎  ○   
 １０ 開発試験結果又は認定試験結果   ○  ○  
 １１ 認定／受入試験計画   ○  ○  
 １２ 受入試験計画書／手順書（案）   ○  ○  
 １３ 部品・材料プログラム  ◎  ○  ○  
 １４ 仕様書要求の変更提案  ◎  ○  ○  
 １５ PDR又はCDRのアクションアイテム

の処置結果 
   ○  ○  

 １６ 製造図面   ○  ○  
 １７ 製品仕様書案      ○  
 １８ 不具合記録／故障解析報告書    ○  ○  
 １９ 信頼性評定結果  ◎  ○  ○  
 ２０ 技術変更記録   ○  ○  
 ２１ デビエーション、ウェーバの記録    ○  
 ２２ 文書パッケージ、品質記録    ○  

 
 （注１）基本設計審査の審査項目（例）を◎印で示す。 
（注２）PDR：基本設計審査 

          CDR：詳細設計審査 
          PQR：認定試験後審査 
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3.34  詳細設計審査（CDR: Critical Design Review） 
 
効果 
詳細設計結果である解析資料、製造図面、EMなどの開発試験結果などを審査

し、詳細設計結果の技術的妥当性を評価することで、要求仕様を満足する製品の

製作が可能であることを確認できる。 
詳細設計審査の完了によって詳細設計内容は妥当であると確認され、フライ

ト品の製作に着手して良いと判断される。 
 
効果的な実施時期 
詳細設計がほぼ終了し、フライト品の製作を開始する前に実施する。 

 
技術的根拠 

詳細設計結果である製造方法や検証方法に問題ないことを確認する。詳細設

計結果に対して設計担当者以外の第三者の幅広い経験や知識による審査を行な

うことにより、詳細設計の妥当性を確認する。 
 
JMR-004の対応項番 
  4.3.14  設計審査 
  4.3.14.1 契約の相手方による設計審査 
 4.3.14.2 供給業者による設計審査 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 基本設計審査 

(2) 認定試験後審査 

 
実施方法 

ソフトウェアを含むシステム、サブシステム及びコンポーネントレベルで設

計審査を計画、文書化し実施する。 
なおEEE部品レベルで要求される審査については、JMR-012 電気、電子、電気

機構（EEE）部品プログラム標準によること。 
設計審査では、設計根拠、設計結果、検証計画、検証結果などの細目について

の設計レビューを行い、契約品目が開発仕様書及び設計仕様書を全て満たすこ

とを確認する。また設計審査は、設計審査会の準備、審査会の実施、要処置事項

のフォローを含む。設計審査の実施方法として審査会実施要領と審査項目を以

下に示す。 
 
(1) 審査会実施要領 
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設計審査の実施フロー及び設計審査実施スケジュール（例）は、3.33 基本

設計審査の図3.33-1、表3.33-1を参照のこと。また、設計審査での留意事項を以

下に示す。 
a.議長、審査委員、事務局及び設計担当者から成る審査会メンバーを定める。 

審査委員には、設計、製造、試験、信頼性、品質保証、部品、安全その他

関連部門の代表者や得意先代表者を含める。また、審査委員は、当該設計に

直接関与しないメンバーであり、審査する分野において十分な知識と経験

を有している者であること。 
なお、得意先がJAXAの場合には、技術検査行為の一環として検査員等が

出席できる。また、契約の相手方と検査員等との調整により、検査員等を支

援する目的でオブザーバも出席できる。オブザーバが審査会に出席する場

合には、審査内容に対する指摘および発言行為は契約の相手方と調整のう

え認められるが、技術検査行為の一環として検査員等が行うものとされる

指摘及び発言行為は原則として認められていない。 
設計審査会の構成（例）及び設計審査会構成メンバーの役割（例）は、3.33 

基本設計審査の表3.33-2、表3.33-3を参照のこと。 
b.議長及び審査委員が十分にインプットデータパッケージの審査を行なえる

ようにするため、インプットデータパッケージを審査会開催前に配布する。 
インプットデータパッケージには、要求仕様とのコンプライアンスを示

す資料を含め、設計要求に対する設計結果を示すとともに、その設計根拠を

記載する。必要な根拠を記載することができない場合は、その根拠情報を呼

び出すこと。また、信頼性評価結果を含めること。 
基本設計審査における審査対象であるインプットデータパッケージ及び

提示資料の例を表3.34-1に示す。また、ベリフィケーション・マトリクスを

用いた実施例を表3.34-2に示す。 
また、本審査会に先立ちインプットデータパッケージの事前説明会や、個

別技術に係わる分科会などを採用しても良い。この場合は、本審査会にて事

前説明会や分科会の結果概要を報告すること。 
c.審査会において、設計者はインプットデータパッケージにより設計内容の説

明を審査委員に行なう。 
d.設計に対して議長及び審査委員（得意先代表者を含む）による設計審査を行

い、設計の評価を行なう。指摘事項については指摘票に記入し、設計担当か

らの回答を判定する。 
審査会で使用する指摘票、指摘票リスト、アクションアイテムリストの様

式は、3.33 基本設計審査の表3.33-5、表3.33-6、表3.33-7を参照のこと。 
e.設計審査に際して、十分な効果をあげるため設計審査チェックリストを使用

する。 
f.重要な指摘に対しては、審査会全体で討議し、その指摘の判定に審査会全体
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の合意を得ることを審査会終了の条件とする。 
g.設計審査の結果について、審査会当日に設計審査議事録の作成を行なう。 
h.設計審査の完了後に、設計審査報告書を作成する。設計審査報告書は設計審

査議事録を添付し、指摘票リスト、指摘票、アクションアイテムの処置状況

を含めて作成する。なお、事前説明会や分科会を実施している場合は、その

内容も含める。 
i.事務局は、設計審査のアクションアイテムを定期的にフォローアップして

処置状況を確認するとともに、その結果を議長及び関連先へ報告する。 
 
(2) 審査項目 
詳細設計審査は、詳細設計結果が開発仕様書及び設計仕様書の要求項目を満

足できる製品が製作可能かどうかについて解析資料、試験データ、製造図面など

で審査できるように審査項目を設定する。 
表3.34-3に詳細設計審査の審査項目（例）を示す。審査内容（例）を以下に 

示す。 
a.設計仕様（要求仕様対設計結果対照表） 

開発仕様書、設計仕様書の要求内容に対して項目毎に設計結果が示され

ており、設計結果が要求内容を満足していることを審査する。 
b.設計解析結果 

設計解析の例として、構成、機能・性能、電気設計、構造設計、ソフトウ

ェア設計、熱設計、電磁適合性などがある。 
設計解析書により設計内容、解析条件、解析結果が妥当であり、要求仕様

を満足していることを審査する。 
c.インタフェース仕様 

ICD（インタフェース管理図面）、機械的インタフェース、電気的インタ

フェース、熱的インタフェースについて、インタフェース条件が明確になっ

てことを審査する。 
d.信頼性設計 

主要な審査項目として、信頼度予測、詳細FMEA/FMECA結果、インタフ

ェースFMEA/FMECA結果、保全性設計、設計及び工程標準、信頼性管理品

目がある。 
信頼度予測結果について、信頼度予測方法が適切であり、信頼度要求が満

足できることを審査する。 
詳細FMEA/FMECA結果、インタフェースFMEA/FMECA結果について、故

障モードが識別されており、故障の影響が明確となっていること、致命度の

高い故障については、故障発生の防止や故障の影響を最小化にする対策が

詳細設計に反映されていることを審査する。 
保全性設計について、システムやコンポーネントの交換、故障分離、修理
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などの保全構想が明確となっており、詳細設計に反映されていることを審

査する。 
設計及び製造工程について、技術標準、設計基準、技術ハンドブックの適

用により、設計業務や製造工程が標準化されているかどうかを審査する。 
信頼性管理品目の有効寿命品目、特性値管理品目、重要取付品目、打上前

作動時間等管理品目に該当するかどうか識別されていることを審査する。 
e.安全性設計 

ハザード解析結果を確認し、安全性上の問題点がないことまたは安全性

上の問題点に対する対策が、詳細設計に反映されていることを審査する。  
f.開発計画／試験計画 

開発スケジュール、開発試験モデル、試験計画が明確になっており、妥当

であることを審査する。 
g.地上支援装置計画 

地上支援装置の種類、要求仕様、製作計画が明確であり、システムやコン

ポーネントの機能・性能試験、環境試験に必要な試験機能を有する地上支援

装置が計画されていることを審査する。 
h.開発試験結果 

EM（エンジニアリング・モデル）などを使用した開発試験結果が、EM試

作の目的を満足しているかどうか、また試験結果が詳細設計に反映されて

いるかを審査する。 
i.認定／受入試験計画 

認定試験及び受入試験について、開発仕様書で要求された試験項目、試験

条件を満足し、試験内容が適切であることを審査する。 
j.受入試験計画書／手順書（案） 

受入試験計画に従った受入試験計画書や受入試験手順書（案）が作成され

ていることを審査する。 
k.部品・材料プログラム 

選定計画、選定基準が明確となっており、部品・材料の機能、性能、品質

及び信頼性に関する要求事項を満足する部品・材料が部品材料適用審査結

果に基づき選定されたことを審査する。 
また、新しく開発を要する部品・材料が識別され、仕様書作成や評価試験

の実施計画が明確になっていることを確認する。 
l.仕様書要求の変更提案 

開発仕様書の変更有無について確認する。詳細設計結果により仕様書変

更が必要な場合、適切な変更提案がなされていることを審査する。 
m.基本設計審査のアクションアイテムの処置結果 

基本設計審査時の指摘事項が処置されて詳細設計に反映されていること

を確認する。 
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n.製造図面 
製造図面、作業手順書など製造に使用する技術指示文書が作成されてい

ることを製造資料リストに基づき確認するとともに、製造図面、作業手順書

の内容を審査する。 
o.不具合記録／故障解析報告書 

EM製作、技術試験における不具合現象の原因究明がなされており、処置・

対策が妥当であり、詳細設計に反映されていることを審査する。 
p.信頼性評価結果 

信頼性設計、部品・材料、信頼性管理項目、異常／故障、信頼性技術情報、

寿命などの信頼性評定項目について、目標とする信頼性の達成状況につい

て評価されていることを確認し、信頼性について総合的に審査する。 
q.技術変更記録 

技術変更提案書、技術仕様書変更通知書、承認技術指示文書変更通知書を

確認し、技術変更が適切に行われているかを審査する。 
 
実施しない場合の影響 
設計者自身が気がつかなかった問題点や適切な対策が取られなかった問題点

などの設計に潜在した問題により、EM製作段階や認定試験において要求仕様を

満足できないようなトラブル発生の恐れがある。 
 
参考文献 

なし
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表3.34-1 詳細設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （１／４） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

1. 

 

 

 

 

 

2. 

 

 

3. 

 

 

 

 

 

 

 

4. 

概     要 

 システム構成、インタフェース 

 基本設計審査以降の主要変更点 

 図面ツリー（リスト） 

 仕様書ツリー（リスト） 

 

設計仕様（要求仕様対設計結果対照表） 

 

 

設計解析結果 

 構      成 

 機能、性能 

 電 気 設 計 

 構 造 設 計 

 ソフトウェア設計 

 熱  設  計 

 電磁適合性設計 

インタフェース仕様 

 ICD（インタフェース管理図面） 

 機械的インタフェース 

 電気的インタフェース 

 熱的インタフェース 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○*1 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○*1 

 

 

 

アズ・デザインドのリスト 

 

 

開発仕様書、設計仕様書の要求と設計結果を対比さ

せる。コンプライアンス・マトリクスの実施例は、

3.32 基本設計審査の表3.32-5を参照のこと。 
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表3.34-1 詳細設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （２／４） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

5. 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 

 

 

7. 

 

 

 

 

8. 

信 頼 性 設 計 
 信頼度予測 
 ＦＭＥＡ 
 累積疲労損傷、ワーストケース解析 
 寿命解析、トレンド解析 
 部品材料適用審査 
 保全性設計 
 設計及び工程標準 
 信頼性管理品目 
安 全 性 設 計 
 フェーズⅡハザード解析 
 安全対策 
開発計画／試験計画 
 計画の概要 
 開発試験モデル 
 試験プログラム計画／試験仕様 
 開発スケジュール 
地上支援装置計画 
 地上支援装置要求仕様 
 インタフェース機能 
 製作計画 

 ○*1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○*1 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 ○*1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○*1 

 

 

 

 

 

 

 

○ 
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表3.34-1 詳細設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （３／４） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

9. 

 

 

 

 

10. 

 

11. 

 

12. 

 

 

 

13. 

 

 

14. 

 

15. 

 

16. 

 

17. 

開発試験結果 

 試験結果サマリ（要求対結果） 

 

 試験データ 

 

認定／受入試験計画 

 

受入試験計画書／手順書（案） 

 

部品・材料プログラム 

 部品・材料リスト 

 部品・材料適用審査記録 

 

仕様書要求の変更提案 

 開発仕様書、ｲﾝﾀﾌｪｰｽ管理仕様書 

 

基本設計審査のｱｸｼｮﾝｱｲﾃﾑの処置結果 

 

製造図面 

  

不具合記録／故障解析報告書 

 

信頼性評定結果 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 ○*1 

 

 

 

 ○*1 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 ○*1 

 

 

 

 ○*1 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

開発仕様書の要求と試験結果を対比させる。ﾍﾞﾘﾌｨｹ

ｰｼｮﾝ･ﾏﾄﾘｯｸｽを用いた実施例を表3.34-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

選定された部品・材料の適切さのチェック 

 

 

 

 

 

要処置事項ステータスの確認 
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表3.34-1 詳細設計審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （４／４） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

18. 

 

19. 

 

20. 

 

21. 
 

技術変更記録 

 

事前審査の結論 

 

試験供試体の実物展示又は写真 

 

文書パッケージの構成案 

 
 
 
 
 
       

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

ICD ：Interface Control Drawing 
FMEA ：Failure Mode and Effect Analysis 
        
（注）*1･････サマリをインプットデータパッケージとし、詳細は設計審査の源泉資料として審査場所にそろえておくもの。 
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表3.34-2  ベリフィケーション・マトリクスの実施例 
要求仕様（開発仕様書：JAXA-ESPC-XXXXX） 確認方法 

設計解析結果／評価確認結果 
試験 検査 解析 

３．２  特  性 － － － ――― 
３．２．１  性  能 

本装置は、特に規定のない限り、本仕様書3.1.2項のｲﾝﾀﾌｪｰｽ条件及び本仕様書3.2.5
項の環境条件に於いて、下記の性能を有すること。 

－ － － ――― 

３．２．１．１  角度増分積算値信号 － － － ――― 
    （１）計測可能入力範囲                    ： ２００    ○/s    以上   ○ ・左記の要求通りであることをソフトウェア検証で確認した｡ 
    （２）バイアス安定性                      ： ０．０４  ○/h    以下 ○   ・技術試験にて要求を満足することを確認した｡ 

                            ［試験結果］(2)0.015～0.018 ○/h 
                                        (3)6～10ppm     （３）スケールファクタ安定性              ： １５      ppm    以下 ○   

    （４）スケールファクタ非直線性 
        a.０＜入力角速度≦１００  ○/S ： １８  ppm  以下 
        b.１００＜入力角速度≦２００  ○/S ： ３６  ppm  以下 

○   ・技術試験にて要求を満足することを確認した｡ 
                            ［試験結果］  a.6.3 ～ 6.9  ppm 
                                          b.16.2～ 18.0 ppm 

３．２．１．２角速度信号 － － － ――― 
    （１）計測可能入力範囲                      ： １７０    ○/s    以上   ○ ・左記の要求通りであることをソフトウェア検証で確認した｡ 
    （２）ノイズレベル                          ： ０．１５  ○/s(0-p) 以下 ○   ・技術試験にて要求を満足することを確認した｡ 

［試験結果］0.003～0.014 ○/s(0-p) (レート印加時～0.045○/s(0-p)) 
（３）フィルタ特性 
本信号は下記の特性を有するﾛｰﾊﾟｽ･ﾌｨﾙﾀを通して出力されるものとする｡ 

                                   ｆｎ       ： １０．３ Ｈｚ 
                                   ζ         ： ０．４９ 

  ○ ・左記の要求通りであることをソフトウェア検証で確認した｡ 

３．２．１．３  速度増分積算値信号 － － － ――― 
    （１）計測可能入力範囲                    ： １９６      m/s2    以上   ○ ・左記の要求通りであることをソフトウェア検証で確認した｡ 
    （２）バイアス安定性                      ： 0.147×10-2  m/s2    以下 ○  ○ ・左記の要求通りであることを性能解析にて確認した｡ 

・技術試験にて要求を満足することを確認した｡ 
                             ［試験結果］（2）0.018～0.028 m/s2 
                                                               （3）29～39 ppm 

    （３）スケールファクタ安定性              ： １４４      ppm     以下 ○  ○ 

    （４）スケールファクタ非直線性            ： 1.8×10-6 (m/s2)/(m/s2)2 以下   ○ ・左記の要求通りであることを性能解析にて確認した｡ 
３．２．１．４  初期アライメント － － － ――― 
    （１）方位各制度；  φ       （注１）     ： ０．２０°       以下 ○  ○ ・左記の要求通りであることを性能解析にて確認した｡ 

・技術試験にて要求を満足することを確認した｡ 
                               ［試験結果］(1) 0.033～0.121° 
                      (2) 0.022～0.005° 
                                           (3) 0.01  m/s 

    （２）姿勢各制度；θ、φ     （注１）     ： ０．０３°       以下 ○  ○ 
    （３）初期速度  ；Ｙ，Ｚ                  ： ０．２      m/s  以下 ○  ○ 

（４）アライメント時間                   ： ６０         分  以内 
       （注１）機体動揺条件は下記の通りとする｡ 
                    動揺振幅   ２００mm 0-p以下       動揺周期   ０．８Hz 以下 

○   ・技術試験にて要求を満足することを確認した｡ 
                               ［試験結果］ 58.0分 
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表3.34-3  詳細設計審査  審査項目（例） 
 

Ｎo． 審査項目 PDR CDR PQR 備考 
  １ 設計仕様（要求仕様対設計結果 

対照表） 
 ○  ◎  ○  

  ２ 設計図（計画図）  ○     
  ３ 設計解析結果  ○  ◎  ○  
  ４ インタフェース仕様  ○  ◎  ○  
  ５ 信頼性設計  ○  ◎  ○  
  ６ トレードオフ解析  ○     
  ７ 安全性設計  ○  ◎  ○  
  ８ 開発計画／試験計画  ○  ◎   
  ９ 地上支援装置計画  ○  ◎   
 １０ 開発試験結果又は認定試験結果   ◎  ○  
 １１ 認定／受入試験計画   ◎    
 １２ 受入試験計画書／手順書（案）   ◎  ○  
 １３ 部品・材料プログラム  ○  ◎  ○  
 １４ 仕様書要求の変更提案  ○  ◎  ○  
 １５ PDR及びCDRのアクションアイテム

の処置結果 
   ◎  ○  

 １６ 製造図面   ◎  ○  
 １７ 製品仕様書案      ○  
 １８ 不具合記録／故障解析報告書   ◎  ○  
 １９ 信頼性評定結果  ○  ◎  ○  
 ２０ 技術変更記録   ◎  ○  
 ２１ デビエーション、ウェーバの記録    ○  
 ２２ 文書パッケージ、品質記録    ○  

 
 （注１）詳細設計審査の審査項目（例）を◎印で示す。 
（注２）PDR：基本設計審査 

          CDR：詳細設計審査 
          PQR：認定試験後審査 
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3.35  認定試験後審査（PQR: Post Qualification Test Review） 
 
効果 
認定試験の結果を評価して、製品が開発仕様書の要求事項を満足しており、設

定された仕様書、製造図面及び製造工程が確立されたものであることが確認で

きる。認定試験後審査を終了して、コンポーネント、サブシステム、システムの

認定がなされる。 
認定試験後審査の完了によって認定されたこととなり、確立した設計でFM製

作が実施できるようになる。 
 
効果的な実施時期 
詳細設計で設定された製造図面、製造工程に基づいてPMやPFMを製作し、認

定試験を実施した後に行なう。 
 
技術的根拠 

製品の仕様書、製造図面、製造工程が確立されたことを確認するために設計担

当者以外の第三者の幅広い経験や知識による審査を行うことにより、認定が終

了したことを確認する。 
 
JMR-004の対応項番 
  4.3.14  設計審査 
  4.3.14.1 契約の相手方による設計審査 
 4.3.14.2 供給業者による設計審査 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 基本設計審査 

(2) 詳細設計審査 

(3) コンポーネントの認定 

(4) サブシステムの認定 

(5) システムの認定 

 

実施方法 
システム、サブシステム及びコンポーネントレベルで認定試験後審査を計画

する。認定試験後審査は、審査会の準備、審査会の実施、要処置事項のフォロー

を含む。認定試験後審査の実施方法として審査会実施要領と審査項目を以下に

示す。 
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(1) 審査会実施要領 

認定試験後審査の実施フロー及び認定試験後審査実施スケジュール（例）は、

3.33 基本設計審査の図3.33-1、表3.33-1を参照のこと。また、認定試験後審査で

の留意事項を以下に示す。 
a.議長、審査委員、事務局及び設計担当者からなる審査会メンバーを定める。  

審査委員には、設計、製造、試験、信頼性、品質保証、部品、安全その他関

連部門の代表者や得意先代表者を含める。また、審査委員は、当該設計に直

接関与しないメンバーであり、審査する分野において十分な知識と経験を

有している者であること。 
 なお、得意先がJAXAの場合には、技術検査行為の一環として検査員等が

出席できる。また、契約の相手方と検査員等との調整により、検査員等を支

援する目的でオブザーバも出席できる。オブザーバが審査会に出席する場

合には、審査内容に対する指摘および発言行為は契約の相手方と調整のう

え認められるが、技術検査行為の一環として検査員等が行うものとされる

指摘及び発言行為は原則として認められていない。 
認定試験後審査会の構成（例）及び認定試験後審査会構成メンバーの役割

（例）は、3.33 基本設計審査の表3.33-2、表3.33-3を参照のこと。 
b.議長及び審査委員が十分にインプットデータパッケージの審査を行える  

ようにするため、インプットデータパッケージを審査会開催前に配布する。

インプットデータパッケージ及び提示資料の例を表3.35-1に示す。 
審査会で使用する指摘票、指摘票リスト、アクションアイテムリストの様

式は、3.33 基本設計審査の表3.33-5、表3.33-6、表3.33-7を参照のこと。 
c.審査会において、設計者はインプットデータパッケージにより設計及び認定

試験結果の説明を審査委員に行なう。 
d.設計及び認定試験結果に対して議長及び審査委員（得意先代表者を含む）に

よる認定試験後審査を行い、設計の評価を行う。指摘事項については指摘票

に記入し、設計担当からの回答を判定する。 
e.審査に際して、十分な効果をあげるため設計審査チェックリストを使用する。 
f.重要な指摘に対しては、審査会全体で討議し、その指摘の判定に審査会全体

の合意を得ることを審査会終了の条件とする。 
g.認定試験後審査の結果について、審査会当日に認定試験後審査議事録の作成

を行う。 
h.認定試験後審査の完了後に、認定試験後審査報告書を作成する。認定試験後

審査報告書は認定試験後審査議事録を添付し、指摘票リスト、指摘票、アク

ションアイテムの処置状況を含めて作成する。 
i.事務局は、認定試験後審査のアクションアイテムを定期的にフォローアップ

して処置状況を確認するとともに、その結果を議長及び関連先へ報告する。 
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(2) 審査項目 

認定試験後審査は、認定試験結果がシステム仕様書や機器開発仕様書の各要

求項目を満足し良好であったかどうか、また、詳細設計以降の設計変更やPM製

作過程、認定試験時の問題点がきちんと処理され、その対策が施されているかど

うかを審査できるように審査項目を設定する。 
表3.35-2に認定試験後審査の審査項目（例）を示す。審査内容（例）を以下に

示す。 
a.詳細設計審査以降の設計変更 

設計仕様（要求仕様対設計結果対照表）、設計解析結果、インタフェース

仕様、信頼性設計、安全性設計、部品・材料プログラム、製造図面などの審

査項目については詳細設計審査以降の設計変更が、設計解析結果や信頼性

設計などの詳細設計結果にフィードバックされ、必要な見直し、改定が行わ

れていることを審査する。 
b.認定試験結果 

ベリフィケーションマトリクスや試験データを確認し、PMやPFMを使用

した認定試験の結果が、開発仕様書の要求事項を満足していることを審査

する。 
c.受入試験計画／手順書（案） 

受入試験計画に従った受入試験計画書や受入試験手順書が作成されてい

ることを審査する。 
d.仕様書要求の変更提案及び製品仕様書案 

開発仕様書要求の変更提案や製品仕様書案が作成されていることを確認

し、開発仕様書要求の変更提案内容や製品仕様書案の要求項目、要求事項を

審査する。 
e.詳細設計審査のアクションアイテムの処置結果 

詳細設計審査時の指摘事項が処置されていることを確認する。 
f.製造図面 

製造図面、作業手順書など製造に使用する技術指示文書が作成・維持され

ていることを製造資料リストに基づき確認する。 
g.不具合記録／故障解析報告書 

PMやPFM製作、認定試験における不具合の有無を確認する。不具合発生

があった場合には、原因究明がなされ処置・対策が適切に実施されているこ

とを審査する。 
h.信頼性評価結果 

信頼性設計、部品・材料、クリティカル品目の管理項目、特性値管理、寿

命、異常／故障、信頼性技術情報などの信頼性評定項目について、目標とす

る信頼性が達成されていることを確認し、信頼性について総合的に審査す

る。 
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i.技術変更記録 
技術変更提案書、技術仕様書変更通知書、承認技術指示文書変更通知書を

確認し、技術変更が適切に行われているかを審査する。 
j.デビエーション、ウェーバの記録 

デビエーション、ウェーバの記録を確認し、適切に処置されていることを

確認する。  
k.文書パッケージ、品質記録 

PM／PFMの文書パッケージの構成（機器履歴表や信頼性管理品目の管理

状況、取扱説明書など）や記載内容及びPMやPFM製造工程の作業記録が適

切であることを確認する。 
 
実施しない場合の影響 
開発の最終段階であるPM／PFM製作や認定試験時の問題点が潜在化し、その

処置・対策が適切に実施されないことによって、FM製作や運用の段階でトラブ

ル発生やミッション達成に失敗する恐れがある。 
 
参考文献 

なし 
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表3.35-1  認定試験後審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （１／２） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

1. 
 
 
 
2. 
 
 
 
3. 
 
4. 
 
5. 
 
 
 
6. 
 
7. 
 
 
8. 
 
9. 
 
10. 

概     要 
       開 発 経 過 
       詳細設計審査以降の変更点など 
 
認定試験結果 
       試験結果サマリ（要求対結果） 
       試験データ 

 
不具合記録／故障解析報告書 

 
信頼性評価結果 

 
技術変更記録 
       ECP（技術変更提案） 
       関連文書最新化の確認 

 
デビエーション、ウェーバの記録 

 
詳細設計審査のアクションアイテムの処置
結果 

 
文書パッケージ、品質記録 
 
製造図面（図面などの技術指示文書） 
 
製品仕様書（案） 

○ 
 
 
 
 
○ 

  ○*1 
 

  ○*1 
 
○ 
 

  ○*1 
 
 
 

  ○*1 
 
○ 

 
 
 
 
 
 

  ○*1 
 

  ○*1 
 
 
 

  ○*1 
 
 
 

  ○*1 
 
 
 
 
○ 
 
〇 
 
〇 

 
 
 
 
 
開発仕様書、設計仕様書の要求と試験結果を対比さ
せる。実施例は、3.33 詳細設計審査の表3.33-2を
参照のこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
不具合／故障記録、機器履歴、AS BUILT PARTS 
LISTを含む。 
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表3.35-1  認定試験後審査のインプットデータパッケージの種類と内容（例）   （２／２） 

番号 項          目 
インプット 
データ 

パッケージ 

審査時の 
提示資料 内         容 

11. 
 
12. 
 
13. 
 
14. 
 
15. 
 
16. 
 
17. 
 
18. 
 
19. 
 
20. 

受入試験計画書／手順書（案） 
 
事前審査の結論 
 
試験供試体（ＰＭ）実物展示又は写真 
 
設計仕様 
 
設計解析結果 
 
インタフェース仕様 
 
信頼性設計 
 
安全性設計 
 
認定試験計画／手順書 
 
部品・材料プログラム 

 ○*1 
 
 
 
 
 

 △*2 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
△ 

 ○*1 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 

 

ECP ：Engineering Change Proposal 
PM ：Prototype Model 
(注)*1･････サマリをインプットデータパッケージとし、詳細は、設計審査の源泉資料として審査場所にそろえておくもの。 

*2･････△：認定試験後審査は設計の最終確認となる審査である。これらの項目が審査の対象から漏れないようにインプッ

トデータパッケージにサマリを含めることが望ましい。 
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表3.35-2  認定試験後審査  審査項目（例） 
 

Ｎo． 審査項目 PDR CDR PQR 備 考 
1 設計仕様（要求仕様対設計結果 

対照表） 
 ○  ○  ◎  

2 設計図（計画図）  ○     
3 設計解析結果  ○  ○  ◎  
4 インタフェース仕様  ○  ○  ◎  
5 信頼性設計  ○  ○  ◎  
6 トレードオフ解析  ○     
7 安全性設計  ○  ○  ◎  
8 開発計画／試験計画  ○  ○   
9 地上支援装置計画  ○  ○   
10 開発試験結果又は認定試験結果   ○  ◎  
11 認定／受入試験計画   ○  ◎  
12 受入試験計画書／手順書（案）   ○  ◎  
13 部品・材料プログラム  ○  ○  ◎  
14 仕様書要求の変更提案  ○  ○  ◎  
15 PDR及びCDRのアクションアイ

テムの処置結果 
   ○  ◎  

16 製造図面   ○  ◎  
17 製品仕様書案     ◎  
18 不具合記録／故障解析報告書   ○  ◎  
19 信頼性評定結果  ○  ○  ◎  
20 技術変更記録   ○  ◎  
21 デビエーション、ウェーバの記 

録 
   ◎  

22 文書パッケージ、品質記録    ◎  
 
（注１）認定試験後審査の審査項目（例）を◎印で示す。 

  （注２）PDR：基本設計審査 
          CDR：詳細設計審査 
          PQR：認定試験後審査 
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3.36  技術変更 
 
効果 
制定された技術仕様書や承認図及び技術指示文書の変更に際して、技術変更

内容を審査し、その技術的妥当性を確認することで技術変更を確実なものとす

る。 
 
効果的な実施時期 
コンフィギュレーション識別文書や技術指示文書の制定後に技術変更が必要

となった場合に実施する。 
 
技術的根拠 

コンフィギュレーション識別文書や技術指示文書が制定された後に行われる

技術変更は、その変更内容の技術的妥当性や整合性について審査され、コンフィ

ギュレーション識別文書や技術指示文書が制定された時の信頼性が維持できる

よう製品に確実に反映されなければならない。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.14.3 技術変更 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 詳細設計審査 

(2) 認定試験後審査 

(3) 設計過誤の防止 

 
実施方法 
(1) 技術変更に対する審査は、以下の点を考慮して、コンフィギュレーション

管理委員会（CCB）等に於いて実施する。 
a.技術変更の理由、目的は明確になっているか。 
b.技術変更内容は、要求仕様に対して機能の変更、性能の劣化、インタフェー

ス条件の変更をもたらすか。 
c.インタフェース条件に影響する場合、相手側の変更処置も実施されるように

なっているか。 
d.技術変更で影響する範囲について信頼性設計・解析は実施されているか。 
e.技術変更内容は製造図面や作業手順書に的確に反映されるようになってい

るか。 
f.技術変更内容に対して、試験、検査での確認及びその方法が決定されている

か。 
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g.技術変更によって生じる変更を要する文書及び関連部位は明らかになって

いるか。 
h.設計変更が重大であり、設計審査を再度実施する必要はないか。 

  
(2) 技術変更内容に対する審査を終えた後に、技術変更提案の得意先への提出

や、技術指示文書の変更、技術変更内容の製品への適用の処置をコンフィギ

ュレーション管理要求に基づいて実施する。また、技術変更内容は、詳細設

計審査、認定試験後審査、出荷前審査において審査を受ける。 

(3) 技術変更時の注意事項 

a.技術変更による文書改定、図面改定は、漏れなくタイムリーに実施すること。 

b.技術変更は、変更箇所のみに着目し他の部分との整合性を見失ったり、ある

いは当初の設計要求事項が忘れられているなどに起因する設計過誤が発生

しやすので、注意が必要である。 
これらを防止するためには、チェックリストの活用が有効であり、その一例

を表3.32-8設計変更チェックリストに示している。他の例を表3.36-1に示す。 
c.製品への処置が漏れることのないように処置実施の要否が明確となってお

り、処置実施が点検されること。 
d.軌道上衛星のソフトウェアの変更など技術変更が運用に係わる場合、運用文

書への反映を漏れなく実施する。 
e.コンフィギュレーション管理要求で、コンフィギュレーションの変更管理は、

技術変更、デビエーション、ウェーバとに区分されている。技術変更は、コ

ンフィギュレーション識別文書の変更で得意先承認が必要な場合と、技術

指示文書の変更で社内の変更管理規定に基づいて処置する場合とがある。 
 
実施しない場合の影響 
技術変更の妥当性が審査によって確認されていないと、その技術変更結果 

に起因する問題点の処置・対策や不具合発生が未然に防止できない恐れがあ 
る。 
 
参考文献 

なし 



 

3-300 

                 表3.36-1  設計変更チェックリスト（例）     （整理番号：                 ） 
 
機器名                       資料名                       資料番号                        CN番号                 

チェック項目 結            果 技術 
調      整 

備           考※１ 
品保 製造 管理 

要求内容／変更理由は明確か。       

改修手順書を作成する場合、要
求根拠及び改修内容は明確か。       

得意先仕様書との整合性。       

納入仕様書との整合性。       

適用時期／号機は妥当か。       
設計チェックリストで確認を行

ったか。 
（どの項目をﾁｪｯｸしたか。※２） 

(1) 設計変更内容確認表 
(2) 要求事項／設計値対照表 
(3) 技術変更に伴う関連技術資料のﾁｪｯｸ要領 
(4) 回路設計変更チェックリスト 
(5) 構造設計変更チェックリスト 
(6) 部品・材料変更チェックリスト 
(7) 方向性・有極性部品変更チェックリスト 
(8) 実装変更チェックリスト 
(9) 図面変更チェックリスト 
(10) 手順書・仕様変更チェックリスト 

     

関連資料の変更は適切か。 
漏れはないか。      構成品ツリー： 

資料リスト  ： 

変更部位の妥当性を機能試験で

も確認すべく機能性能試験実施

要領に反映しているか。 
      

 
作成 点検 担当 担当 担当  

＊１．特記事項、指摘調整記録等について記入のこと。（要すれば。別紙添付） 

＊２．結果欄の該当するチェック項目の番号を○で囲む。 

承      認 
技術マネジャー 品保マネジャー 
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3.37 異常／故障の定義、事例 

 

効果 
宇宙用機器の開発途上における異常／故障の発生は、機器のミッション達成

に重要な影響を及ぼし、システムの信頼性に不安を生じさせる。 
そのため開発の初期の段階において異常／故障の定義を明確にし、開発期間

中、確実に処理していくことが宇宙用機器のミッション達成に非常に重要であ

る。 
また、多くの事例を活用することが信頼性設計及び異常／故障解析のキーポ

イントである。 
 
効果的な実施時期 
異常／故障の管理は開発からフィ－ルドまでのそれぞれの段階で実施する必

要がある。特に設計（EM段階を含む）、製造、試験（スクリ－ニング、受入検査

などを含む）等のフェ－ズでは確実な解析と処置が必要であり、更にフィ－ルド

へ入ってからは異常／故障情報の管理が追加の重要項目となる。 
異常／故障の事例については、逐次整理し、技術計算、信頼度の計算、故障率

の評価、FMEA、FTA、部品購入段階の評価、認定等の情報として活用する他、

実際に生じた異常／故障解析時の参考事例にすることにより、的確かつ迅速に

処置できる。 
 
技術的根拠 

異常／故障の定義を明確にすることで異常／故障解析を的確に実施すること

が可能となる。また、異常／故障の事例を整備することが信頼性を設計に取り込

む能力を向上させ、類似の異常／故障の再発を防ぐこととなる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.15.1 異常／故障管理 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) 信頼性教育訓練 

(3) 詳細FMEA 

(4) FTA：事前解析 

   

 
 
実施方法 
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(1) 異常／故障の定義 

信頼性プログラム標準（JMR-004）における定義は以下のとおりである。 
  ・異常（Anomaly）：機能的に疑わしい兆候。 
  ・故障（Failure）：所定の機能を満足しない状態。 

この定義を解説すると、以下のとおりとなる。 
 

異常とはハ－ドウェア及びソフトウェアが規格内であっても、以前からの

偏差、かたより、傾向変化があり、その原因を明確にする必要がある場合で、

以下のような場合のことを言う。 
 

a.以前の性能からの予期しない偏差（パラメ－タのドリフトなど）。 
b.一時的又は過渡的な動作不良もしくは疑わしい動作不良。 
c.ソフトウェア品目に対しては、ハ－ドウェアの不適当な動作、あるいはミ

ッション遂行の失敗につながると考えられる不具合、欠陥、あるいは疑わ

しい事項。 
 
故障とは、 
a.「ハ－ドウェア及びソフトウェアが規定の機能を失うこと。」すなわち、

規格内であったハ－ドウェア及びソフトウェアが規定の機能を停止又は

逸脱することを意味する。 
 

定義を定めるときに問題になるのがフェ－ズとの関係であるが、基本的

には全てのフェ－ズを管理の対象とすべきである。なお、得意先への報告は、

試験フェ－ズからを基本とし、製造中の管理方法については異常／故障の

解析及び記録方法について明確にし、社内で適切に管理する。 
また、不具合との関連についても明確にしておく必要があるが、不具合は

異常／故障を含み「一つ以上の特性が要求と合致しない又は異常な物品の

状態。故障、偏差、欠陥、不足及び機能不良を含む。」と品質保証プログラ

ム標準（JMR-005 1）及びJMR-013 2)）に定義されている。管理については異

常／故障と不具合を一つにして管理する場合と分けて管理する場合があり、

信頼性プログラム計画書に記述する。 
 

(2) 異常／故障解析の必要性 
異常／故障解析は、不具合品の調査を通じて不具合に至ったメカニズム

を明らかにし、部品・材料に対する迅速かつ正しいフィードバックを与える

ために必要である。異常／故障解析の効果をまとめたものを表3.37-1に示す。 
特に高集積化される電子ディバイスに要求される信頼性は益々高くなり、

故障解析法においても高度な固有技術が要求される。宇宙空間で使用され
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る電子ディバイスは、使用される環境が多岐にわたる特異性を持つため、解

析にあたり非常に幅広い知識が要求される。 
 

表3.37-1 異常／故障解析の効果3) 
 
 

 関連項目              異常／故障解析の効果 

１ 
 
 
 
 
 
 

故障の除去 
 
 
 
 
 
 

(1)みかけの原因でなく、真の原因を探り出し基本的本

質的な故障の原因を除去することができる。 
(2)わずかな基本的設計変更を行うだけで、いままでの

ような試行錯誤のその場限りの改善をしなくてよく

なる。 
(3)現象としての故障を直すだけでなく、対策の的確さ

を把握することができる。 
(4)故障発生の繰返しの防止となる。 
 

２ 
 
 

試   験 
 
 

(1)試験（加速寿命試験、スクリーニング）に対する理

論的、解析的、実際的武器となる。 
 

３ 
 
 
 

設   計 
 
 
 

(1)物を試験する前に、設計（信頼性、保全性）に役立

つ。 
(2)一連の設計プロジェクトに対する有効な情報が提供

され、信頼性の問題点の解決となる。 
 

４ 
 
 
 
 

組織的対策 
 
 
 
 

(1)生産における困難さの原因（例えば生産技術、製

造、品質管理、保全サービス）の改善につながる。 
(2)研究開発と生産技術部門（QCを含む）を結び、両者

の利益になる。 
(3)長期的に考えると、適切な故障解析と的確な対策は

経済的である。 
 

 
(3) 異常／故障の事例（データ）の収集、解析 

異常／故障の事例はできるだけ多くの情報を整理し、活用できる様に整理す

ることが信頼性設計にとって非常に有効である。いかに多くの異常／故障事例

を設計時点で考慮できたかが品目の信頼性の度合いを高めることになる。つま

り異常／故障事例は信頼性確保のための財産である。なお、異常／故障の情報は

社会的な責任としてできるだけ共有化することが必要である。JAXAにおいては

JAXA信頼性技術情報として宇宙関連メーカに展開しており、また、米国では

GIDEP ALERTが有名である。(GIDEP: Government and Industry Data Exchange 
Program) 
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また、JAXAは一般には公開していないが、宇宙機開発の契約の相手方との情

報共有も兼ねた異常・故障を含む不具合情報を収集、蓄積するJAXA不具合情報

システムを有しており、その概要を以下に示す。 
 ［目的］ 

a.ロケット、人工衛星、宇宙ステーション及びこれらを支援する各系で発生し

た不具合情報をタイムリーに把握し、処理状況の確認に役立てるとともに

ウォッチアイテムの識別に利用する。また、各種審査会その他の報告書など

の作成に利用する。 
b.各系で作成するデータベースは、安全・信頼性管理部に設置する計算機シス

テムのデータベース管理システム（DBMS）において取り込み、データの蓄

積を図り、類似不具合の再発を防ぐべく、部品材料等の信頼性技術情報の発

行、JAXAが実施する検査業務及び品質保証監査（QCサーベイ）などを支援

する関連情報を提供する。 
      ［対象にする不具合データ］ 

本システムで取り扱う不具合情報は、ロケット・人工衛星・JEMやHTV
及びこれらを支援する地上設備・装置並びにこれらに組み込まれるソフ

トウェアに発生するものを対象として下記の a) ～ e) 項に該当するも

のに限定する。 
a) 品質保証プログラム標準に定める再審委員会（MRB）で決定された

不具合報告 
b) 信頼性プログラム標準で定める異常・故障解析報告書 
c) 詳細設計審査会に報告された開発時の主要不具合情報 
d) ロケットの飛行時及び軌道上の運用時に発生した不具合報告 
e) その他関連不具合情報 

JAXAの地上設備・装置の不具合については、JAXA所定の不具合報

告書を起草した場合に入力の対象とする。 
 

(4) 異常／故障解析の事例 
a.軌道上不具合の解析事例 
概要 
軌道上不具合の解析事例は宇宙における事後解析の典型的例である。衛

星は軌道上であり見ることができなく、地上で受信したデータ及び打ち上

げ前のデータなどにより解析するが原因の特定は困難を極める場合がある。

この事例は1996年8月17日に打ち上げられた地球観測プラットフォ－ム技

術衛星「みどり」（ADEOS）の不具合解析の例4)である。 
 
事例の説明 
地球観測プラットフォーム技術衛星「みどり」（「ADEOS」：Advanced Earth 
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Observation Satellite）は、平成8年8月17日、種子島宇宙センターから打ち上

げられ、約10ヶ月の運用を実施した後平成9年6月30日に機能停止に至った。  
 

テレメトリデータ等による各異常事象の特定・分析により、衛星の機能停

止は太陽電池パドルの破断による電力消失であることを特定した。 
 

以降、太陽電池パドルの破断に至る原因を究明するために、衛星の姿勢変

動の解析により太陽電池パドルの軌道上での挙動の推定、地上確認試験及

び熱・構造・機械的特性解析により太陽電池パドルの損傷メカニズムの推定

を行った。  
 

推定原因 
a) 8月28日の減速制御において、テンションコントロール機構がストッパ

位置に達し、ブランケット部への過大張力の負荷及び集中荷重により、

ピンヒンジ部が一部破損した。以降、繰り返し疲労による劣化が進行し

12月17日に至り、ピンヒンジ部が一列破損した。このことは、ブランケ

ット部の等価線膨張率が開発時想定した値に比べて低温時に約2倍の

等価線膨張率であったこと、熱環境条件に対する膨張・収縮の予想の不

確かさを見込んだテンションコントロール機構の摺動部の余裕が不足

していたこと、更には、ブランケット部への荷重がピンヒンジ部に集中

したことが原因と推定される。 
b) 12月17日以降の状態変化は、テンションコントロール機構の摺動特性の

変化及びブランケット部がはんだ付け部だけで保持されたことによる

剛性の低下が複合することにより、テンションコントロール機能が停

止したことが原因と推定される。 
c) 6月23日以降、ハーネスのはんだ付け部の断線が始まり、6月30日に全て

のハーネスが断線し、衛星の機能を喪失するに至った。 
 

図3.37-1に太陽電池パドル破断メカニズムを示す。 
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b.製造、試験段階の異常兆候検出例 
概要 

機器、装置の製造段階において、故障に至る前に異常を検知し、未然に

故障の発生を防ぐことを事前、事中故障解析という。ここでは、機器の動

作中の異常を解析し、故障を未然に防いだ例を示す。 
 

事例の説明 
a)受信機の出力異常 
熱真空試験中、低温-10℃から高温+40℃へ移行した時、受信機のコマ

ンドベースバンド出力及び測距信号に、図3.36-2に示すような瞬間的な

変動が認められた。 
この変動は、過渡的な動作不良又は疑わしい動作不良と考えられる

ため異常と判断し、追求したところ、導電性塗料による抵抗値の低下が

発見され、処置された。 
 

 
 

図3.37-2 受信機の出力異常 
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  b)ジャイロの出力異常 
宇宙用に使用されるジャイロの特性は、最も高い性能と信頼性が必

要である。そのために、工場の組立段階からミッション達成まで、ジャ

イロの特性をモニタし特性の変動や傾向を評価する必要がある。 
ここでは機能に影響は無いが、今後、故障となる可能性の要因例につ

いて示す。 
図3.37-3、図3.37-4は、ジャイロ出力波形に異常が発生した例である。

ここで紹介するジャイロ出力波形は、正弦波でなければならないとこ

ろ、歪んだ波形となっている。これは、ジンバル支持部の異常やジンバ

ルのオイルダンパに異常があった場合にこのような波形となり、機能

的には、まだ異常となっていない。 
図3.37-5、図3.37-6は、ジャイロのスピンモータ電流に異常が発生した

例である。この異常は、モータ軸に使用されているベアリングオイルに

異常が発生するとスピンモータ電流の変化となって確認されるもので、

機能的には、まだ異常となっていないが、いずれ故障となる傾向を示し

ているといえる。 

 

図3.37-3 ジャイロ出力波形異常例(1) 
 

 
図3.37-4 ジャイロ出力波形異常例(2) 
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図3.37-5 スピンモータ電流例 

 

 

図3.37-6 スピンモータ電流異常拡大波形 
 

c.部品故障解析の例 
概要 
衛星Aの搭載機器のATランダム振動試験にてMPUの異物（チップマウント

材）によるピン間ショートが発生した。MPUの構造概略を図3.37-7に示

す。異物の発生原因は、マウント工程においてチップとマウント材の界面

に発生したマウント材の針状突起（図3.37-8参照）が、マウント後のエア

ブロ－等によりインナ－リ－ド上に剥がれ落ち、部品メ－カによる封止前

外観検査で見落とされ、シ－ル炉の熱によりインナ－リ－ド上に固着した

ものと推定されており、不具合原因は異物管理不良であった。異物は、2
つのピン間を橋渡しするような状態で固着していた（図3.37-9参照）が、

片方の先端がピンに触れるかどうかの状態であったため、モニタしながら

の振動試験まで発見できなかったと考えられる。 
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図3.37-7 MPU構造概略図 

 
 

 
 

図3.37-8 マウント剤の針状突起 
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図3.37-9 MPUインナ－リ－ド上の異物 
 

d.主要故障現象の例 
    概要  

故障は、さまざまな原因により発生するが、主要な故障現象に対応する

原因の例を示す。 
 
  事例の説明 

主要故障現象一覧表を表3.37-2に示す。この表には、故障原因に対応し

た故障モード、使用環境条件、発生しやすい部品・材料が示されており、

また設計者が検討しておくべき事項が盲点として記述されている。 
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表 3.37-2 主要故障現象一覧表（１）5) 
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表 3.37-2 主要故障現象一覧表（２） 
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表 3.37-2 主要故障現象一覧表（３） 
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表 3.37-2 主要故障現象一覧表（４） 
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(5) 教育 

異常／故障の定義と事例については、信頼性教育の中で重要な項目として教

育し、設計、製造、試験／検査の各フェ－ズにおいて異常／故障に対する管理が

適切に実施されるようにする必要がある。 
 
実施しない場合の影響 
異常／故障の定義を明確にしない場合、異常／故障解析が実施されないため

真の原因が明確にならない恐れがある。また、信頼性の観点での審査がされず正

しい処置、再発防止処置がなされない恐れがある。 
異常／故障の事例を整備しないと異常／故障解析実施しても真の原因が判明

する確率が少なくなる。また、信頼性設計において使用するデータが少なくなり、

信頼性設計が不十分ということになる。 
 
参考文献 

1)  JMR-005「品質保証プログラム標準」 

2)  JMR-013「品質保証プログラム標準(基本要求JIS Q 9100)」 

3) 塩見弘：故障物理入門、日科技連 

4)  ADEOS事故原因究明説明資料(改訂版) 平成9年9月4日 

5) 越川清重：故障現象に基づく信頼性試験法，電気通信学会技術研究報告 

R84-43 
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3.38 異常／故障の管理方法    
 
効果 
 異常／故障は、原因究明に手間取る場合が多く、粘り強い対応が必要である。 

このため、異常／故障を管理することで、発生した異常／故障の真の原因を確

実に捉え、正しい処置、再発防止処置の実施に適切なフィ－ドバックを与えるこ

とが可能になるとともに、得られた技術的知見から、技術力の向上、ノウハウの

蓄積を図ることができる。 

 
効果的な実施時期 
EM／PM／PFM／FMの各フェ－ズの製造、試験、運用に至るまで適用する。 

 
技術的根拠 

 異常／故障は、原因が容易に判明せず、原因究明のための解析や再現実験な

どを行う場合もあるため、多くの関係者や外部の専門家の支援を受ける場合も

出てくる。 

このため、関係者間の情報を整理し、状況の把握、問題解決の段取りの設定な

どを確実に行う必要がある。 

また、発生した異常／故障の真の原因を確実に捉えることができた場合、得ら

れた技術的知見から、技術力の向上、蓄積につながる。 

従って、発生から原因の究明、フィードバック、技術の蓄積までが適切におこ

なわれるように管理する必要がある。 

 
JMR-004の対応項番 
 4.3.15.1 異常／故障管理 

 4.3.17.9 故障解析 

 
関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) FTA（事後解析） 

(3) 異常／故障のフィードバック 

(4) 異常／故障解析報告書の作成 

 

 
実施方法 

異常／故障は JMR-005 1)及び JMR-013 2)の不具合処理と整合させ報告、解析、

対策、再発防止の一連の管理を実施するものとし、信頼性プログラム計画書にそ

の内容を記述する。図 3.38-1 として一般的な異常／故障管理のフローを示す。 
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図 3.38-1 異常／故障管理フロー 

異常／故障の発生 

異常／故障状況の把

握、報告 

異常／故障品の保存 
初期調査 

異常／故障解析方法の検討 

（FTA、回路解析など） 

異常／故障解析の実施 

推論、仮説の設定 

推論、仮説の立証 
（必要時） 

対策・是正処置の決定 

対策・是正処置の実施 

ａ. 
初期調査 

ｂ. 
異常／故障

ｃ. 
原因の究明／検証 

ｄ. 
対策、是正処置

の実施 

 

                                

確認・報告 

異常／故障解析手順の設定 

原因の同定 
仮説の確認 
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(1) 異常／故障の解析手順 

a.初期調査 

異常／故障は、試験／検査者が検出した現象及び信頼性技術者又は設計者の

デ－タレビュ－により異常／故障の可能性があると判断した現象について報告

することを規定手順に明確化し、漏れなく調査する必要がある。 

異常／故障が発生した場合は、可能な限り状態を保持し、現象、周囲環境、コ

ンフィギュレ－ションなど初期調査を行い、記録する。この初期調査を慎重かつ

詳細に実施しないと原因不明になる恐れがある。 

異常／故障の発生原因は、発生時点より以前の場合も多く、この段階の情報収

集力が異常／故障解析の成功の秘訣である。 

特に、以下のような情報を収集、整理することが大切である。 

 (a)何が（What）……システム、装置、部品、材料、人、ソフトウェアなど。 

 (b)どのように（How）……異常／故障の状態、起こり方、ストレス条件、 

             異常／故障モ－ドなど。 

  (c)いつ（When）……異常／故障発生日、時間、異常／故障発生時の環境、 

          寿命分析、頻度 

 (d)なぜ（Why）……推定原因、異常／故障メカニズム 

 

また、予備解析として、以下の調査を行う。 

(a)過去に同様な異常／故障はなかったか。それと比較できないか。 

(b)製品の履歴上の問題点はないか。製造方法、試験方法、使用環境、保管環

境の問題はないか。写真など活用できる記録はないか。 

(c)外的要因、外部インタフェースは問題ないか。 

 

b.異常／故障解析 

初期調査結果に基づき、FTA、回路解析などにより異常／故障解析方法の検討

を行い、関係部門確認の上、異常／故障解析に移行する。 

異常／故障解析の方法は予測される異常／故障モ－ドに対応しそれぞれ異常

／故障解析手順を検討し、設定する。 

一つの異常／故障モ－ドのみ想定しその異常／故障モ－ドにのみに対応する

異常／故障解析手順を設定すると、他の異常／故障モ－ドが見失われる可能性

があり、特に最初の段階は大きな網を掛けて調査を行う。 

解析手順は、 

 (a)外部要因の調査 

 (b)外観検査／確認 

 (c)異常／故障部位特定のための調査（再現性確認など） 

 (d)異常／故障部位の内部解析 

 (e)異常／故障部位の分解解析 
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 (f)原因推定 

のようなフロ－により真の原因を逃さない工夫が必要である。 

 

部品・材料の異常／故障が発生した場合の具体的な故障部品・材料の解析ステ

ップは、一般的に次のようなステップで行われる。 

(a) 予備解析： 現物並びに発生状況の確認、周辺情報、過去のデータ（類似

データを含む）の整理、疑わしい原因、メカニズムなどの推論 

(b) 非破壊的な外部からの解析： 光学顕微鏡、電気的測定、Ｘ線透過、ステ

レオ記録写真、リークテストなどによる解析、ホログラフ解析 

(c) 半破壊的解析：開封状態で行う各種内部測定、プローブ（探針）による   

電気的検査など 

(d) 検査：いわゆる解剖、切断、エッチングなどに伴う測定や材料の精密検査

というステップを踏む。これは人間の病気・死亡原因の解析と本質的に変

わらない。（マクロからミクロの解析に移行していく） 

 

異常／故障解析は、１つ１つのステップを確実に実施して慎重に進めなけれ

ばならない。特に解析が半破壊→破壊へと進むにしたがって、元の状態に戻すこ

とは不可能となるため、ステップ毎に最大限の情報を得るように努めなければ、

真の原因究明は困難である。ここでは、故障解析手順の例を２つ示す。 

半導体デバイスの一般的な故障解析手順を図3.38-2に示し、機器レベルから部

品（コンデンサ）レベルまでの故障解析手順の例を図3.38-3に示す。
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図3.38-2 半導体デバイスの故障解析手順（例）3) 
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図3.38-3 機器レベルから部品（コンデンサ）レベルまでの故障解析手順（例）(1/2) 
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図3.38-3 機器レベルから部品（コンデンサ）レベルまでの故障解析手順（例）(2/2) 
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c.原因の究明／検証 

異常／故障解析結果に基づき、原因の推定を行い、確定する。故障原因の究明

は、あらゆる故障解析結果と過去の類似データ及び仮説の立証データを基に専

門知識有識者を加えて十分な検討を行い正確な判断で究明されなければならな

い。 

この際、再現実験などによる原因の確認が有効でかつ必要な場合がある。再現

実験は仮説モデル（原因系の要因、水準及び結果）を固有技術的な理論式、多変

量モデル、ストレス・強度モデル、累積損傷モデルなどにより設定し、実施する。 

 

 d.対策、是正処置の実施 

対策、是正処置は、故障の再発防止が確実になされる方法で、また迅速かつ低

コストで実施されることが望ましい。なお、是正処置の効果をある期間収集し、

適切な処置がなされたかフォローする必要がある。 

対策、是正処置の具体的手順は、状況を良く踏まえて応急対策、恒久対策及び

関連機器などについて検討し実施しなければならない。 

異常／故障解析の総合評価のポイントとしては、次の項目がある。 

(a) 一連の解析が的確に実施されたか。また、その手順や手法は妥当か。 

(b) 解析が独善的でないか。 

(c) 解析は、解析能力を十分に持った人が必要な部門の支援を得て実施し

ているか。 

(d) 原因は徹底的に探求され、真の原因が究明できたか。 

(e) 解析結果が第三者（他部門）の審査を受けているか。 

(f) 解析結果は、当該品（ハードウェア、ソフトウェア）の処置に結びつい

ているか。 

(g) 故障の再発防止策は、確実に手順書などに反映されているか。 

(h) 再発防止策は、類似品に対しても適用されているか。 

 

(2) 故障解析実施時の注意事項 

 故障解析を実施する上で特に重要な事項を次に示す。 

(a)解析過程で、傷、曲げ、変形、変色などの破壊や、特に電子デバイスの

静電破壊などの新しい欠陥を発生させないように分解するなど、解析に

は十分注意しなければならない。また、解析過程で、解析前の分析が不

十分であると、解析手法の選択を誤り、不具合現象を消滅させる恐れが

ある。したがって不具合発生状況を十分調査、把握し、モニタなどの観

察に留意するとともに、分解前に解析手法を十分検討しなければならな

い。 

(b)潜在的故障原因及び実際の故障原因が明らかとなり対策を行う場合、そ

の対策が新しい種類の故障原因を作らないよう十分注意しなければな
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らない。 

(c)解析した内容は詳細に記録・保存し十分活用しなければならない。科学

的に十分究明されていない分野の現象が故障の原因となっている場合

は、過去の経験が非常に役立つ。 

(d)着目している部品・材料に故障原因があるのではなく、他の原因のため

にその部品材料が故障する場合がある。周辺に存在する真の故障原因を

見落とさぬよう、特に注意を要する。 

(e)解析結果に基づいた対策の「効果」を確認する。 

(f)対策の「効果」を総合的に表現する故障率を求める場合は、動作条件、

環境条件、試料数及びコンポーネント時間などの各条件を明確にして実

験を行わなければならない。結果を記録し、後日得られるフィールドデ

ータと対比して試験評価方法並びに故障率推定法の考察にも活用すべ

きである。 

 

(3) 故障解析用設備 

故障解析を実施する上で各種の装置が必要となる。 

主な故障解析用設備の特徴と用途を表3.38-1に示す。 
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表3.38-1 故障解析用設備の特徴と用途 （1／3）4) 

 装 置 名 特   徴 用   途 

(1) 

観

察

用

装

置 

実体顕微鏡（低倍率） 総合倍率：×4～120 欠落部分の観察 

金属顕微鏡（高倍率） 総合倍率：×50～1,500 欠落部分の拡大、観察 

万能投影機 
倍率：×5～1000光電・ 

マイクロメータ式 

外形欠落の検出 

（同心度、真円度 など） 

走査型電子顕微鏡 

（SEM） 

分解能：4～10nm 

    ：×10～300,000 

欠落部表面の拡大、観察、 

ミクロ表面解析 

透過電子顕微鏡 

（TEM） 

分解能：0.14～0.34nm 

倍率：×50～1,650,000 

半導体材料中の結晶欠落、 

結晶構造の解析 

表面温度分布測定装置 
測定温度範囲：-40～2,000℃ 

温度分解能：0.05～0.2℃ 
異常温度（発熱）部分の検出 

ステレオ・カメラ 総合倍率：１倍前後 
凸凹のある部分の立体写真撮

影 

(2) 

電

気

特

性

測

定

用

装

置 

カーブトレーサ 

2～3ピン素子、 

リニアIC、 

デジタルIC 

ピン間の電気特性チェック 

ICテスタ、LSIテスタ 24～512ピン IC、LSIの特性チェック 

LCR測定器 120Ｈｚ～10ＭＨｚ L、C、Rの電気特性チェック 

絶縁抵抗計 
10～1,000Ｖ、 

5×10５～2×101６Ω 
絶縁チェック 

ミリオームメータ １ｋＨｚ、１ｍΩ～100Ω 微少（接触）抵抗チェック 

(3) 

分

析

用

装

置 

pHメータ 

0～14pH、 

分解能：0.01～0.001pH、 

手動・自動 

酸、アルカリ性のチェック 

ヘリウムリークディテクタ 
最小検知リーク量： 

2.6～6.6×10-9Pa･L/sec 
リーク部位の検出 

赤外分光光度計 分解能：5,000～0.04cm-1 有機物の材料分析 

X線マイクロアナライザ 

（XMA） 

分解能：6μm～10μm 

分光器数：2～5、5B～92U 
微少領域の元素分析 

ガスクロマトグラフ 
検出器：TCD、FID、FpD、ECD、

FTD 

希ガス、炭化水素などの化学反

応を起こさない物質の分析 

液体クロマトグラフ 

流量：0.1～9,900μ L/min、 

最高吐出圧：4.90×107Pa 

           (500ｋｇ/m2) 

液体の分析 
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表3.38-1 故障解析用設備の特徴と用途（2／3） 

 装 置 名 特   徴 用   途 

(4) 

非

破

壊

検

査

装

置 

Ｘ線検査装置 
10～150kV／0.5～30mA、 

解像度：10μm以上 
部品内部の異物、異常の検出 

中性子線検査装置 
～25MeV、数百μA～、 

1×105n/cm3・S以上 
火工品内部の欠陥検出 

超音波探傷試験装置 3～20kHz連続可変 材料欠落、傷の検出 

磁粉探傷試験装置 最大極化電流3,500～6,000A 磁性体の欠落、傷の検出 

浸透探傷試験装置 染色浸透法、蛍光浸透法 
材料表面に開口している欠落

の検出 

(5) 

解

析

用

試

料

作

成

設

備 

精密低速切断機 0～300rpm 解析試料の切断 

樹脂埋込機 油圧手動式、空圧自動式 解析試料の作成 

研磨機 
シャフトギヤ・ドライブ 

システム（モータ直結） 
解析試料の研磨 

プラズマリアクタ 
低温灰下用、0～500W、 

1～3チャンバ 

プラスチック・パッケージの樹

脂を灰化し除去する。 

真空蒸着装置 2.7×10-３ Pa 以下 

カーボン蒸着及び金蒸着 

電子顕微鏡用試料面の帯電防

止 

(6) 

各

種

試

験

設

備 

真空恒温槽 40～200℃、133Pa～101.3kpa 熱真空試験 

超低温恒温槽 -85～180℃ 低温試験 

恒温試験装置 室温～500℃ 高温試験 

恒温恒湿槽 -70～100℃、30～98％RH 温度湿度試験 

プレッシャ・クッカ試験装

置 

100～160℃、 

101.3Kpa～607.8kPa、 

標準、防滴、湿度可変 

高温加圧湿度試験 

耐湿性テスト 

振動試験装置 
10 ～ 2,500Hz 、 1,760N ～

2,940N 
振動試験 

ランダム波振動試験装置 5～4,000Hz ランダム波振動試験 

衝撃試験機 
98～196,000m/s2 

0.1～3mm/sec 
衝撃試験 

アウトガス測定装置 1.33×10-3Pa以下 
有機材料からの放出ガス量及

び再擬縮量の測定 

真空熱天秤装置 秤量1gMAX、感度１μg 
有機材料の熱真空中でのアウ

トガス量の経時変化を測定 
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表3.38-1 故障解析用設備の特徴と用途（3／3） 

 装 置 名 特   徴 用   途 

(6) 

各

種

試

験

設

備 

引張試験装置 9.8×10-3N～9.8×104N 

各種材料、溶接、はんだ付けな

どの接合部の引張り、 

又は圧縮強度の測定。 

ボンディング強度試験装置 0.02～0.15N 
ICなどのボンディングワイヤ

強度測定 

加速度試験装置 0～1,225N 部品、装置の加速度試験 

熱衝撃試験装置 -70℃～＋250℃ 
部品及び材料の熱歪による劣

化及び特性の変化を評価する。 

PIND試験器 40～250Hz、0～196m/s2 微小異物検出 

(7) 

そ

の

他

の

設

備 

写真撮影装置 
35mm、10.16cm×12.7cm 

(4”×5”) など 
欠落部分の撮影 

キャップオープナ 
手動式、電動式 

3.2mm～25.4mm 

キャンタイプ・パッケージの開

封 

フラットパックオープナ フラットパッケージIC フラット・パッケージの開封 

プラスチックオープナ 

IC、LSI、VLSI 

など 

パッケージ形状：DIP、FP、SIP 

など 

プラスチック・パッケージの開

封 

超音波洗浄機 28kHz、50～200W 試料の洗浄 

排気装置 10～30m３/min排気風量 有機ガスの排気 
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(4) 異常／故障解析に対する重要ポイント 

 a. 設計上のレビュ－ポイント 

(a) 部品のディレーティング、材料の強度、安全率は十分か。 

(b) 設計回路の誤り、強度計算の誤りはないか。 

(c) 適用部品、材料の材質の品質水準は十分であるか。 

(d) 部品のパラメータ、材料強度のバラツキを許容しうる設計か。 

(e) 環境ストレスに耐えうる設計であるか。 

(f) 故障状況を引き起こす原因の推定（FTA手法の活用） 

(g) 電食を起こすような材料の接続が行われていないか。 

(h) ネジなどの締め付けトルクに問題はないか。 

(i) データのトレンドに異常は認められないか。 

(j) 設計上クリティカルな部分を把握しているか。 

(k) インタフェース設計に問題はないか。 

 

 b.検査／試験上のレビュ－ポイント 

(a) 環境印加レベルは、規定どおりか。 

(b) 試験実施手順は、規定どおりか。 

(c) コネクタなどの接続は十分なされているか。 

(d) 配線誤りはないか。 

(e) 通常と何か変わったことはないか。 

(f) 外観異常はないか。（変形、変色、発錆など） 

(g) 分解前に、異常の有無を確認しているか。 

(h) はんだ付けは正常になされているか。（ブリッジなど） 

(i) 部品の欠落及び部品の取付けは正常か。締め付けトルクは正常か。 

(j) 測定系に異常はないか。また、データのトレンドに異常はないか。 

(k) 部品のゆるみ、ガタ、材料にクラックの発生などはないか。 

 

 c.作業上のレビュ－ポイント 

(a) 作業手順とおり作業を実施したか。 

(b) 作業手順以外の作業を実施していないか。 

(c) はんだ付けは正常に実施したか。 

(d) 締め付けトルクは規定どおりか。 

(e) 取り扱い中に異常なことはなかったか。 

 

 d.信頼性品質管理上のレビュ－ポイント 

(a) 以前に同様の異常／故障は発生していないか。 

(b) 故障発生前後のデータに異常はないか。 

(c) 故障機器の履歴はどうなっているか。 
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(d) 機器のクリティカル部分を把握しているか。 

(e) 購入部品、材料に問題はないか。（ロット性など） 

(f) 信頼度の計算結果は妥当な値であるか。 

(g) 検査工程及び検査内容は適切か。 

(h) 故障率の大きな部品を把握しているか。 

(i) 再発防止対策は、安全か。 

(j) 異常の検出方法（モニタ項目）は十分であるか。 

(k) 故障原因は、真の原因かどうか。（第１次原因の明確化） 

(l) ＦＭＥＡは、想定される現象について検討されているか。 

(m) 他機器で同様の故障はなかったか。 

(n) FTAなどで故障の原因を予測しているか。 

 

 e.異常／故障解析（トラブル・シュート）上のレビュ－ポイント 

(a) 故障発生状況（場所、日時、環境、稼動時間、発生工程、発生個数、 

再現性の有無）はどうか。 

(b) 測定系、測定方法に問題はないか。 

(c) 故障部品又は欠陥部分はどこか。 

(d) トラブル・シュートの各作業ごとに現象の維持を確認しているか。 

(e) トラブル・シュートの実施方法は、各関係部門と連携して決めている

か。 

(f) 破断面の保存、取り扱いに注意されているか。 

(g) 分解前に異常現象の再現性などの検討を行っているか。 

 

(5) 故障解析用設備の使用例及び結果の考察例 

 a.破断面の解析例 

(a) 概要 

故障解析用設備の中で欠陥部を拡大してミクロな面から解析をする装

置に電子顕微鏡がある。この中で走査型電子顕微鏡（SEM）を用いた破断

面解析実施例を示す。 

(b) 事例の説明 

 ボルト破断の原因調査（表3.38-2、写真3.38-1） 

 試験中にボルトが破断したため、破断面解析により原因を調査した

ところ片振り曲げ応力の繰り返しによってクラックが進行して破断し

たことが判明した。 

 次に詳細な解析内容を示す。 

ア．調査結果概要 

 調査したボルトは、いずれも疲労によりクラックの進行を示す明

瞭なビーチマークが観察された。ビーチマークは谷底を起点として
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片振り曲げ応力の影響を受けているが、ボルトの取付け位置関係が

不明であり、どの方向の応力によるかの断定は出来なかった。 

 材料的には顕微鏡組織、硬さ測定結果に異常な点はない。またネジ

部についても加工形状不良や有害な傷は観察されなかった。 

 クラックが発生していたのは、No.1のボルトが頭部方向から数え

て５番目、No.2のボルトはやはり５番目であった。 

イ．クラック発生原因の推定 

 ボルトの破面に現われたビーチマークは、非常に明瞭に観察され

た（写真3.38-2）。疲労の起点は、ネジ底で、一方向からの片振り曲

げ応力の繰り返しによってクラックが進行したものであるが、クラ

ックの発生位置が5番目のネジ底であり、この位置に最大応力集中点

となったのはボルトの長さ、組立て方法など必ずしもベストの状態

ではなかったものと考えられる。 

 No.2のボルトは疲労破面が3.9mmの深さに達しており谷底直径

（5.2mm）に対して75％に相当するが、まだ破断しておらず、負荷応

力は比較的低いものと考える。 
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表3.38-2 No.1ボルトのクラック調査結果 

項 目 調  査  結  果 備考 

1.不具合状況 1) クラックはボルトの頭部側の5-6番目のネジ底に発生
している。 

2) クラックの進行はネジ底全周ではなく、一方向からで
ある。 

3) ネジ底にオーバーロードを示すような変形は観察さ
れない。またクラック発生箇所も含め有害な加工傷はな
かった。 

写真 
3.38-1 
参照 

2.破面のマク
ロ観察結果 

1) 破面には、疲労破壊を示す特徴的なピーチマークが観
察される。 

2) ピーチマークはネジ底を起点として一方向から進行
しており、片振り曲げ疲労であることを示している。 

3) クラック深さは、 No.1が1.8mm、 No.2は3.9mmであり、
それぞれネジ底直径に対して、34%、75%である。 

4) マクロ観察では、起点とその近傍に有害な欠陥は認め
られない。 

 

3.電子顕微鏡
による破面の
観察結果 

1) 電子顕微鏡による破面の観察結果、破壊の起点はネジ
底である。 

2) No.1のボルトでは起点は複数箇所ある。 
3) 疲労破壊特有のストライエーションは、粗いのと細か
いピッチのものが混在しており、進行が変動しているこ
とを示している。 

4) 更に前記のストライエーションの内部には詳細なス
トライエーションが観察される。 

5) No.1の破面には起点から1.6mm以上の深さから延性破
壊時に観察されるディンプルパターンが現われており、
ストライエーションと交互に層状をなしている。 

6) 粗いストライエーションを計測した結果、No.1の破面
からは  85回、No.2では129回であった。 

7) このそれぞれの回教を総使用回数との関係でみると、
No.1は85／256×100≒43％に当り、170回程度でクラッ
クが進行したことになる。 

No.2においては129／295×100≒44％であり、166回程度
でクラックの進行となり、両ボルトのクラック進行開始
がかなり近似していることが分かった。 

写真 
3.38-2 
参照 

4.顕微鏡組織
の観察結果 

1) 顕微鏡組織は正常なる調質組織である。 
2) クラックの発生したネジ底部及び表面には脱炭や浸
炭等の有害組織は認められない。 

3) ネジ底形状については特に異常な点は見当らない。 

 

5.硬さ測定結
果 

1) 割れの発生した各ボルトについて硬さ測定を実施し
た結果、No.1はHv330～339、No.2ではHv313～326の範囲
であり、spec要求値の上限からオーバしている。 
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写真3.38-1 No.1ボルトのクラック発生状況 
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写真3.38-2 電子顕微鏡によるNo.1取付ボルトの破面観察結果
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 b.より線断線例 

ミッション遂行中に異常が発生したため、回収し、現地調査したとこ

ろワイヤ断線が確認された。 

更に持ち帰って破断面解析を実施したところ、ワイヤ断線は、現地調

査の過程で人為的に生じたものと判明した。 

また、より線のはんだ付けの際、ウィッキングをしていたために断線

しやすくなっていたことが判明した。（写真3.38-3） 

 

 

写真3.38-3 より線破断のSEM像 

 

 

 c.材料分析の例 

(a) 概要 

異常、故障解析の過程で、異物や異常を発見し、これらを特定しなけ

れば原因推定が出来ない場合がある。ここでは、X線マイクロアナライザ

（XMA）を用いて異物の定性分析及び材料の表面状況を分析することによ

って異常か否かを推定する実施例を示す。 
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  (b) 事例の説明 

 ア．塗装異物の解析 

 耐振評価試験の後で、装置の内部を点検したところ異物が確認され

た。この異物がどこから発生し、どんな特性を持っているか特定する

ためにXMAで分析した結果、装置の外装に塗装している塗料であること

が判明した。この塗料は装置をネジで組付ける際に、装置内に混入し

たものと判明した。（写真3.38-4） 

 イ．鋳物の巣の解析 

複雑な形状を達成するために、しばしば鋳物が使われる。この鋳物

を切削加工した際にクラックのような異常を発見した。この異常をク

ラックか否かを特定するために、破断面解析及びXMAによる定性分析を

行って、巣であることが判明した。（写真3.38-5） 
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写真3.38-4 塗装異物の解析結果 
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写真3.38-5 鋳物の巣の解析結果 
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 d.X線検査装置による解析例 

  概要 

 異常、故障解析の手順に非破壊解析がある。この解析にX線検査装置を

用いた実施例を示す。 

    事例の説明 

 (ａ)タンタルコンデンサの良品解析 

タンタルコンデンサに不具合が多発し、ロット番号の異なる物が確

認されたため、ロット性の可能性を推定するべく、X線検査を実施した

結果、ソリッドタンタルの形状の異なる物が発見された。この異なる

コンデンサは、容量選別の段階で別のランク仕様で製造されたものが

混入していたことが判明した。 

 

 

 

写真3.38-6 ソリッドタンタルの形状相違 

 

（ｂ）ハイブリッドIC内部の異物検出 

ハイブリッドICの故障解析の過程で、故障モードが不安定な現象が

発生した。検討の結果導電性の異物混入が推定されたため、X線検査を

実施したところ、はんだボールのような物が混入していることが判明

した。 
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分解調査の結果、この異物ははんだボールであることが判明した。 

 

 

写真3.38-7 ハイブリッドICの異物混入 

 
 
 
実施しない場合の影響 
異常／故障の解析を実施しない場合、真の原因が明確にならない恐れがある。

また、信頼性の観点での審査がされず正しい処置、再発防止処置がなされない

恐れがある。 
 
参考文献 

1)  JMR-005「品質保証プログラム標準」 
2)  JMR-013「品質保証プログラム標準(基本要求JIS Q 9100)」 
3)  故障解析ガイドブック、昭和61年、P126、日本科学技術連盟 

4) 塩見弘，久保陽一，高橋治太郎：故障解析とその応用，1984，P202，日

本科学技術連盟 
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3.39 異常／故障解析報告書の作成 
 
効果 
異常／故障解析報告書の作成を行うことは、発生した異常／故障現象の整理、

解析手順のまとめ、解析結果の妥当性評価、処置の有効性確認に効果がある。 
 
効果的な実施時期 
異常／故障解析報告書は是正処置完了後に行う。なお、異常／故障について

は発生した直後に報告し、異常／故障解析結果と是正処置についてはその都度

報告する。 
 
技術的根拠 

異常／故障障報告書の作成方法の明確化は確実な異常故障の報告記録となり

信頼性評価の重要な根拠となる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.15.2 異常／故障報告 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) FTA：事後解析 

 

実施方法 
異常／故障解析報告書は是正処置完了後速やかに行うが、その報告書はJMR-

005 1)及びJMR-013 2)の不具合品の管理において要求されている不具合報告書と

兼ねてもよい。ただし、異常／故障報告書として必要な項目は含めておくこと

が要求される。報告書の様式並びに項目は信頼性プログラム計画書に記述する。 

異常／故障報告書に含める主要な項目は次のとおりであり、その内容は信頼

性部門はもとより部品、材料、デバイスに関する部門も参画し作成、審査する

必要がある。 

(1) 異常／故障報告書に含める事項 

a.品名、部品番号、シリアル番号 

異常／故障発生段階の品目の識別情報と、異常／故障の原因と識別された

品目の識別情報の両方を含める。 

b.異常／故障発生時の試験項目、試験環境 

異常／故障発生時に試験していた特性項目と試験環境つまり、常温、常圧

なのか温度試験、熱真空試験、振動試験などの環境試験なのか、またその条

件はどのような値だったかを記述する。試験以外のときの異常／故障の場合
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もそのときの環境条件を記述する。 

c.異常／故障の現象 

異常／故障の現象、そのときの試験系を含めたコンフィギュレ－ションの

他、異常／故障に至る経過、異常／故障の原因に結びつく情報を整理して記

述する。 

d.調査、解析の項目とその結果 

異常／故障の原因調査のため実施した事項を時系列的に整理し述べるとと

もにFTAなどにより原因を絞り込んだ過程を明確にする。 

この結果の中には部品、材料、デバイスの故障物理的な解析を含め原因メ

カニズムの妥当性の根拠を示す。 

e.異常／故障の原因 

異常／故障解析の結果をまとめ原因推定の結論とその妥当性を述べる。 

f.異常／故障品目の処置内容 

異常／故障品目の処置内容と処置後の確認試験内容を記述する。また、処

置の妥当性について説明を加え、その中には信頼性解析の見直しを必要によ

り含める。処置後の確認試験については原因が除去されたことの確認及び処

置による信頼性品質への影響が無かったことの確認の試験として妥当である

ことを示す。 

g.異常／故障の再発防止処置 

異常／故障の再発防止処置には次を含む。 

(a)予防のために必要な設計変更などの処置内容。 

(b)類似品目に対する水平展開計画とその状況。 

(2) 異常／故障報告書作成上の注意事項 

・識別情報はトレースが可能な品名、番号、環境、故障モ－ドなどを含み、故

障情報が有益な情報として整理、区分できるようにすること。 

・異常／故障発生時の状況は写真、絵などで示し物理現象的に明示すること。 

・原因解析は極力FTAを使用した解析を行い、FT図と各項目に対する検討結果を

示すこと。 

・部品、デバイス、材料の解析結果は、専門組織の意見を含みロット不良かど

うかの検討結果を含めること。 

・機器などの設計変更を処置する場合は、設計変更により影響する解析を行う

こと。（信頼度、FMEA/FMECA、ストレス解析、WCAなど） 

(3) 異常／故障解析報告書例 

図3.39-1にインダクタの内部断線についての故障解析報告書を例として示 

す。報告書には詳細の説明資料（現象、原因調査経緯、FTA、処置手順、再発防

止対策）並びに写真などの故障解析資料などを添付し故障メカニズムが明らか

になるよう説明を付け加えること。 
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図3.39-1 インダクタの故障解析報告書（例）（1/2） 
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図3.39-1 インダクタの故障解析報告書（例）（2/2） 
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実施しない場合の影響 
異常／故障解析報告書を作成しない場合、異常／故障、解析の内容が不明確

となり、真の原因の調査がされないままで終わる恐れがある。また、信頼性の

観点での審査がされず正しい処置、再発防止処置がなされない恐れがある。 
 
参考文献 

1) JMR-005「品質保証プログラム標準」 
2) JMR-013「品質保証プログラム標準(基本要求JIS Q 9100)」 
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3.40 EM段階での異常／故障の管理 
 
効果 

EMの段階は技術要求が確定できない時期であるが、異常／故障を管理するこ

とで得られる有益な情報を確実に設計に反映することが可能になり、設計品質

の向上を図ることが出来る。 
 
効果的な実施時期 
詳細設計における開発試験段階で行う。 

 
技術的根拠 

開発試験時は、設計途中であり技術要求が全て確定していないため、合否を

議論することができない。 

しかし、意図しない動作や現象として観察された異常／故障には、設計の本

質的な問題点や重要な設計、製造方法を改善する情報を与えてくれる場合が多

い。 

このため、詳細設計段階に設計の総まとめを行うための有益な情報を洩らさ

ず反映することで、設計欠陥が除去できる 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.15.1 異常／故障管理 

 
関連の深い信頼性業務  
(1) 詳細設計審査 

(2) 異常／故障の定義、事例 

(3) 異常／故障のフィードバック 

(4) 異常／故障報告書の作成 

 
実施方法 

EM段階での異常／故障管理の目的は基本的には詳細設計への反映であり、そ

の主旨に沿って活動を展開する。つまり、詳細設計（PM，PFM，FM）への反映の

必要性により実施の程度を決めて管理をする必要がある。必要以上にEM特有事

項について異常／故障解析及びその管理を適用する必要はない。以下各段階で

の管理基準について述べる。 

(1) 部品／材料の受入れ検査段階の異常／故障管理 

部品／材料の受入れ検査段階における異常／故障についてはフライト品との

差を考慮しながら、その異常／故障がフライト品でも発生するかどうかを検討

し、フライト品でも発生の可能性があるものは故障解析を含め実施し、部品／
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材料その物への反映項目、使用上の設計、製造手順への反映をすることが有効

である。 

特に新規開発品の部品／材料についてはEM段階で開発評価を並行して実施し

ている場合が多く、その段階における受入れ検査において発生、発見した異常

／故障については特に重要視して調査、解析を行うことが重要である。この意

味でEM段階の受入れ検査項目については新規開発品という条件を考慮した検査

項目の設定が有効な情報の発見に繋がる場合がある。 

異常／故障発生の場合の主な確認項目は以下のとおり。 

・ 該当異常／故障品は新規開発品か。 

・ 新規開発品については、認定が終了しているか。 

・ 認定以降、設計、工程等に変更はないか。 

・ フライト品への反映項目はないか。 

 
(2) 製造段階の異常／故障の管理 

EMの製造の段階においては一般部品の偶発故障を除いてフライト品の製造段

階と同様に管理する事が有効である。特にEM段階は詳細設計の確認、評価であ

り、製造段階における異常／故障の中に新規設計部分の問題、新規工程の問題、

新規部品／材料の問題、新規部品／材料の適用上の問題等が潜んでおりそれぞ

れ必要な調査、解析を行い詳細設計に反映する事が重要である。 

特に新規部品の適用上の問題、新規工程の問題についてはEMの製造段階にお

いて徹底した評価をする必要があり、その中で発生した異常／故障は大切な情

報として積極的に活用を図り、フライト品では同様な問題が発生しないように

する必要がある。 

異常／故障発生の場合の主な確認項目は以下のとおり。 

・ 該当異常／故障品は新規設計品か。 

・ 新規設計品の信頼性解析結果に問題はないか。 

・ 既設計品の場合、認定以降の設計、工程等の変更はないか。 

 
(3) 試験段階（開発試験）の異常／故障の管理 

EM段階の異常／故障の管理も一般部品の偶発故障（偶発故障と判断できると

ころまでの調査、解析は必要）を除きフライト品と同様な管理をすることがフ

ライト品の信頼性の確保に重要である。 

基本的にはフライト品の試験における異常／故障は致命的なものになり、い

かにEMの試験において、フライト品でそのままだと発生するだろう異常／故障

を発見するかが重要である。その意味ではEMの試験は異常／故障を発生、発見

することが目的であることを考慮した条件設定が必要である。 

また、試験プログラムとしてEM段階でしか実施しない試験条件もありその条

件設定及びその中で発生した異常／故障は特に重要である。 



JERG-0-063 

3-348 

更に、EMにおける試験に対する試験者の心構えも重要である。EMでは試験者

のちょっとした疑問も技術担当に報告するようにすること、また技術担当もで

きるだけ試験状況を自分の目で確認して異常／故障の発見に努めることが大切

である。 

異常／故障発生の場合の主な確認項目は以下のとおり。 

・ 該当異常／故障個所は新規設計か。 

・ 該当異常／故障個所に与えた環境試験条件は評価済みか。 

・ 既設計個所の場合、認定以降の設計、工程等の変更はないか。 

・ 該当異常／故障により信頼性解析への反映項目はないか。 

 
(4) 異常／故障の反映 

EM段階の各フェ－ズの異常／故障は詳細設計又はPM／PFM／FM段階の工程又

は管理に反映をし、フライト品の信頼性の確保を図る。 

EM段階の異常／故障については確実に設計に反映し、随時得意先と協議し、

最終的には詳細設計審査において審査を受ける。 

 
実施しない場合の影響 
EM段階で異常／故障の管理を実施しない場合、詳細設計への反映ができずPM

／PFM／FMのフェ－ズ又は軌道上で同様の異常／故障が発生する可能性がある。 

 
参考文献 

なし 
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3.41 異常／故障のフィードバック 
 
効果 
異常／故障のフィードバックには種々の段階つまり、発生した品目の設計、

製造への反映（是正処置）、類似の品目への反映、故障解析結果情報に基づく次

の設計への反映、及び信頼性解析（信頼度、FMEA/FMECA、FTA、WCA）への反映

等があり、品目の信頼性確保に直接、間接的に効果が大きい。また、このよう

な活動を実施する姿勢は組織の信用に大きく影響を与える。 

 
効果的な実施時期 
異常／故障のフィードバックは可能な限り早く実施することが効果を生む。

特に類似品への反映は異常／故障が発生した品目への処置が完了しだい速やか

に又は並行して実施することが必要である。 
 
技術的根拠 

異常／故障のフィードバックは信頼性の成長の根拠となる。つまり、経験し

た異常／故障を設計に取り込むことが品目の信頼性を向上させる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.15.1 異常／故障管理 

 
関連の深い信頼性業務 
(1) 故障モ－ド情報の収集 

(2) 詳細FMEA/FMECA 

(3) FTA：事前解析 

(4) FTA：事後解析 

(5) ワーストケース解析 

(6) 信頼度予測：部品点数法 

(7) 信頼度予測：ストレス解析法 

(8) 信頼度予測：試験データによる評価法 

 
実施方法 

異常／故障のフィードバックのステップは図3.41-1に示すように、当該品目

へ反映、既完成品への反映、類似品への反映、次の設計への反映、その後の信

頼性解析への反映等があり適切に実施する必要がある。 
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図3.41-1 異常／故障のフィードバックのステップ 
 
(1) 当該品目の設計、製造への反映 
異常／故障が発生した品目の設計（機械、電気、ソフトウェア）に対して直

接的な反映は固有技術的に真の原因に対して適切に実施する。具体的には、製

造設備の改善や工程の改善、技能の向上、工程管理にフィードバックされる。

使用方法や保全方式の改善、人間工学的設計、教育・訓練に持ち込む場合もあ

る。また、試験・検査・解析装置、試験設備の改良や増設を促す場合、更には

異常／故障処理管理方式、報告様式、デ－タ収集方法の改善にも必要により手

を打つべきである。なお、既完成品があれば同様に処置する。 
 
(2) 類似品への反映 
類似品への反映は異常／故障のクリティカリティ、原因調査の正確度、当該

品目に対する処置の程度により対象範囲を決定する。 
処置についてもその対象物の使用状態により実施時期、実施後の確認項目を

個別に検討する。 
 
(3) 次の設計への反映 
同一品、類似品ともそれらの使用状況により処置が制限される場合があり、

次の設計への反映項目、必要ならばその他製造及び管理についても反映事項を

検討する。 
  

異常／故障 

・ 当該品目の設計、製

造への反映 
・ 既完成品への反映 

類似品への反映 次の設計への

反映 

信頼性解析への反映 
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(4) 信頼性解析（信頼度、FMEA/FMECA、FTA、WCA）への反映 

異常／故障情報は信頼性解析のための情報となり、信頼度の見直し、

FMEA/FMECAに於ける故障モ－ド、故障メカニズム、故障の影響度や発生頻度へ

の反映、FTAにおける基本事象への反映、WCAにおける特性変動要因への反映を

行うことが必要である。 

これらの情報の積み重ね及びその反映が信頼性を向上させる。 

 
実施しない場合の影響 
異常／故障のフィードバックが実施されない場合、同一品、類似品に対する

対策処置が不十分になる恐れがある。また、次の設計に反映されないため同じ

異常／故障が再発し、信頼性の乏しい製品となる。 
また、異常／故障の情報を活用し事前解析をしないと信頼性設計への取り込

みができない恐れがある。結果として「経験を活かすことが出来ない」あるい

は「成長しない」組織という悪評をこうむることにつながる。 
 
参考文献 

なし 
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3.42  特別な管理を要する品目の識別 
 
効果 
特別な管理を要する品目には、クリティカル品目(Critical Item：CI)及び信

頼性管理品目(Reliability Control Item：RCI)がある。何れも品目を選定して、

それに対する管理、評価を行うことにより信頼性を確保する品目である。 

クリティカル品目については、クリティカル品目を早期に識別し、設計、製

造、試験、検査、運用において図面、仕様書及び手順書等に対策を講じること

によりミッションの失敗又はシステムの喪失の可能性を低減することが出来る。

また、信頼性管理品目については、システム設計の結果配分されたコンポーネ

ントを対象に、製造、検査、試験及び運用の各段階において、重要な特性を管

理することにより、システムの信頼性を確保することができる。 
 
効果的な実施時期 
クリティカル品目は設計の初期段階に識別し、設計の進捗状況に合せて適時

見直す。 
信頼性管理品目は、基本設計段階で設定し、詳細設計においてEM試験結果、

各コンポーネントの要求仕様の確定を受け、決定する。 
 
技術的根拠 

クリティカル品目は、故障すると人命、重要な財産及びミッションの喪失と

なる品目、あるいはミッションの達成に重大な影響を及ぼす品目、並びにプロ

ジェクトマネジメント上のリスクが極めて高い品目である。それらを識別し、

対策を講じることによりミッションの失敗又はシステムの喪失の可能性を低減

することが出来る。 
また、信頼性管理品目は、製造、検査、試験及び運用の各段階において、重

要な特性を管理(寿命、周波数、初期故障除去のための作動時間等)することに

より、信頼性を保証する必要のある品目である。システム設計の結果、配分さ

れる機能／性能を有するコンポーネントのうち、ミッション達成に対し、信頼

性の観点から重点的に管理する品目を選定することにより、効率よくかつ、確

実に信頼性を確保する。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.16  特別な管理を要する品目 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 寿命解析 

(2) クリティカル品目リスト(CIL) の作成、維持 
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(3) トレンド解析 

(4) 信頼性管理品目リストの作成、維持 

(5) 機能FMEA／FMECA 

(6) 詳細FMEA／FMECA 

(7) 保全性 

 
実施方法 

特別な管理を要する品目には、クリティカル品目及び信頼性管理品目がある。

何れも品目を選定して、それに対する管理、評価を行うことによって信頼性を

確保する品目である。特別な管理を要する品目の関係を図3.42-1に示す。その

識別・管理フローを図3.42-2に示す。 

また、各品目の識別方法について（１）項及び（２）項に示す。 

 

特別な管理を要する品目 
     クリティカル品目 
     信頼性管理品目    有効寿命品目         作動寿命限定品目（OLI） 

貯蔵寿命限定品目（SLI） 
      特性値管理品目    
      重要取付品目 
      打上前作動時間等管理品目（PTI） 

 

OLI；Operating Life Limitation Item 

SLI；Storage Limitation Item 

PTI；Pre-Launch Operating Time/Cycle Control Item 

 

図3.42-1 特別な管理を要する品目の関係図 
 
(1) クリティカル品目の識別 

クリティカル品目は、信頼性解析／安全性解析等、設計審査及び異常／故障

データの結果等から、その品目のリスクを低減するために特別な配慮を必要と

する品目を識別する。 

識別にあたっては、(a) 「故障すると人命、重要な財産及びミッションの喪

失となる品目、あるいはミッションの達成に重大な影響を及ぼす品目」、(b)

「プロジェクトマネジメント上のリスクが極めて高い品目」を考慮して、選定

を行う。上記(a)に対する故障時の影響評価では、主にFMEA／FMECAの結果を用

いて判断されることが多い。 

FMEA／FMECAの結果を用いて識別する方法を(1.1)項に、それ以外の識別方法

を(1.2)項に示す。 
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(1.1) FMEA／FMECA結果によるクリティカル品目の選定 

  FMEAの結果からクリティカル品目を選定する際には、影響度の大きさと

冗長の程度の両方を考慮して選定を行う。また、FMECAを用いる場合には、

影響度に発生確率などを加味した致命度の大きさでクリティカル品目か否

かを決定することができる。 

FMEA／FMECA結果によるクリティカル品目の選定の考えを以下に示す。 

 

  a. FMEAにおける影響度評価 

  FMEAによって故障時の影響は評価されるが、その影響度は4段階で評価さ

れることが多く、一般的には、致命的（Ⅰ）、重大（Ⅱ）、軽微（Ⅲ）、

影響なし（Ⅳ）である。この影響度は、冗長系を考慮せずに、純粋にその

機器の保有する機能等が故障で失われた場合を想定して評価する必要があ

る。 

 

b. FMEAにおける冗長系の扱い 

  冗長系を有する場合の影響度の識別は、上記の影響度の数字にR（冗長つ

まりRedundancyの頭文字）を付して、ⅠR、ⅡRと表現されることが多い。

この冗長系を有する場合には、その冗長の程度が完全か否かによってクリ

ティカル品目かどうかが変わる。 

冗長の程度が完全とは、待機冗長のように主系と全く同じ機能を持ち、

かつ共通要因による同時故障、劣化のリスクが許容出来る程度に小さくな

っていることが確認されたものである。一方、冗長の程度が低いケースは、

冗長構成を成す機器の全てが機能しないとミッションが達成出来ず、一部

でもダウンすると縮退運用が余儀なくされる場合である。 

 

c. FMEA結果からの選定 

  FMEAの結果からクリティカル品目を選定する場合には、上記を踏まえて、

以下のように整理される。 

 

(a) ミッションに与える影響度がどの程度か（例えば、ミッション機能の

５０％ダウン） 

(b) 冗長の程度がどの程度か（例えば、完全冗長以外は冗長としない） 

 

  上記の「程度の度合い」については、解析に先立ってJAXA原局と調整し

ておくべきである。 

  一般的には、影響度が「Ⅰ、ⅠR、Ⅱ、ⅡRのうち完全冗長でないもの」

がクリティカル品目となる。ただし、影響度Ⅱレベル（ⅡとⅡR）について
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は、同じ重大であってもその影響は様々であるため、Ⅱレベルの全てとす

るのか、或いは特に影響が重大なものに限定するのかについては、よくよ

く検討し、プロジェクトとして方針を定めるべきである。 

 

d. FMECA結果の使い方 

  FMECAでは、FMEAによる故障の影響度評価に加えて、その故障の発生確率

を加味した致命度評価が行われる。 

   発生確率には冗長系の有無が考慮されるため、致命度には冗長系の有無、

冗長の程度が反映されている。したがって、FMECAを用いる場合には、致

命度の大きさによってクリティカル品目か否かを決めればよい。どの程度

の致命度でクリティカル品目とするかは、解析に先立ってJAXA原局と調整

しておくべきである。FMECAによるクリティカル品目の識別例を表3.42-1

に示す。 

 

表3.42-1 FMECAによるクリティカル品目の識別例 

 発生頻度 

しばしば たまに まれに ほとんど まったく 
影

響

度 

致命的（Ⅰ）      

重大（Ⅱ）      

軽微（Ⅲ）      

影響なし

（Ⅳ） 
     

   ；クリティカル品目として識別 

   ；クリティカル品目とするか否か要調整 

 

e. 対策検討における冗長系の考え方 

   クリティカル品目のリスク低減のための対策を検討する際には、冗長系

の有無は考慮されるべきである。同じ影響度を持つ品目でも、ⅠとⅠRの

品目では、故障の発生する確率はⅠRの方が小さいと考えられるため、相

対的にⅠとⅠRの品目では、Ⅰの方がより多くの対策を必要とする。 

 

(1.2) FMEA／FMECA結果以外からのクリティカル品目の選定 

 FMEA／FMECA結果以外では、次に示す品目等から定性的に識別されることが

多い。これらは信頼性設計上必要な対策を講じて確認する品目と製造、試験時

に必要な対策を講じて確認する品目などがある。 

 
a.単一故障点（これはFMEA／FMECA結果で洗い出されることが多い） 

 システムから除去できない全ての単一故障点を選定する。但し、構体な
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どの構造系については、通常単一故障点であるが、一般的に広く知られた

設計、製造、試験手法を用いることで充分な設計余裕が確保出来る場合に

は、JAXA検査員等と協議の上、クリティカル品目にしなくてもよい。 

 
例） 
衛星系； 
・アポジモータ 
・推進計燃料タンク（一系統の場合） 
・アンテナ展開機構 

 
b. 複数機器による冗長化を図っても、共通要因によりリスクが減らない

品目 
 例）・ワイヤハーネス、配管等で空間的に分離できない品目 
   ・同一コネクタを共通的に使用する品目 
c. 同一機能を有する複数機器の一部が故障すると縮退運用を余議なくさ

れる品目 
 例）・2翼式太陽電池パドル、パドル駆動機構等 

d. 新規開発品目等のフライト実績のない品目 
e. 要求機能・性能を試験で確認できない品目 
f. 性能諸元の許容限界付近で使用する品目 
g. 過去に重大な故障を発生させた品目及びそれと類似の設計となっている

品目 
h. 製造工程以降で人為的過誤を生じやすい品目 
 例）取付時に有極性のある機器等 
i. 重要品質特性を有する品目 
 例）製品、部品又は材料の特性で、そのばらつきが製品の性能、寿命、  

ミッション達成などに極めて重大な影響を与える製品及び半製品の

特性を有する品目。ベアリングユニット（潤滑油の含浸量）、エン

ジン組立における各種バルブ（作動タイミングや漏洩量）など。 
j. 重要加工パラメータを有する品目 

例）加工上の制御可能な要因（パラメータ）のうち、製品の重要品質  

特性に重大な影響を与えるもの。ろう付を有する品目（ろう付け時

の温度及び加熱時間）、アーク溶接を有する品目（アーク溶接時の

電流値及び溶接速度）など。 
k. 作業環境（清浄度、温湿度、輸送時の振動など）に特別な配慮を要する

品目 
 例）光学機器等 
l. 地上で機能、性能の評価が困難な品目 
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例）火工品、大型アンテナ等 
m. カタストロフィックハザードをコントロールするソフトウェア 
例）誘導制御系ソフトウェア等 

n. 運搬・操作において安全配慮を要する品目 
例）ヒドラジン・タンク等 

 
識別したクリティカル品目はクリティカル品目リスト（CIL）として整備し、

管理する。CILの作成、維持については、3.43項に示す。 
 
（1.3）ロケット、衛星系におけるクリティカル品目選定の実施例 

a. ロケット系におけるクリティカル品目の選定と管理の考え方 
ロケット系システムの設計においては、原則として冗長系を持たない。

したがってほとんどの品目が、クリティカル品目の定義のうち「ミッショ

ンへの重大な影響のある品目」に該当することとなる。一方、クリティカ

ル品目要求の基本的な考え方は、数多くある品目の中から特に設計、製造、

検査、試験、運用の各段階で特別な管理をすべき品目を選定し、設計の初

期段階で定めた管理項目を実施することで信頼性を確保する品目である。

これを考慮すると、「ミッションへの重大な影響のある品目」の選定方法

として以下の方策が考えられる。 
 
(a)発生頻度を考慮したFMECAによる選定 

   FMEAは故障モードによる影響度による評価を行うが、影響度は信頼

性設計の良し悪しにかかわらず不変のものである。一方、FMECAを用

いれば、影響度に加えて発生頻度と検出感度も評価指標とした致命度を

用いるため、信頼性設計の内容次第で致命度を低くすることができる。

これにより、限定した品目を選定することができる。 
 

(b) プロジェクトマネジメント上のリスクが極めて高い品目の選定 
 クリティカル品目の定義のうち「プロジェクトマネジメント上のリス

クが極めて高い品目」の選定については、ロケットがシリーズものか又

は新規開発か、あるいは経験豊富なメーカか、新規参入メーカかなどが

考慮されるべきである。 
①ロケット系での開発経験を考慮した選定 
ロケット開発の経験が豊富なメーカの場合、次のいずれもが前提に

できるようであれば、ロケット系のクリティカル品目の選定は下記

（ア）、（イ）に記す基準を考慮し、リスクの高い品目をクリティカ

ル品目として識別する。 
・FMEAにおいて、故障モードに対する対策が記述され、これが製
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造段階以降の信頼性／品質管理の実施状況確認のツールとして活

用される。 
・信頼性管理品目の管理が確実に実施される。 
・品質保証プログラム標準において要求される履歴管理すべき品目

の指定が行われ管理が実施される。 
 

 （ア）システムあるいはサブシステム開発メーカの場合 
・当該ロケットでのフライト実績のない品目（新規開発品等）(*) 
・過去のミッションで重大な不具合を発生した品目 
・重要品質特性、重要加工パラメータを有する品目 

 （イ）コンポーネント開発メーカの場合 
・採用実績のない技術・品目（新規開発品目・回路等）(*) 
・過去に重大な不具合を発生した品目や類似品 
・重要品質特性、重要加工パラメータに直接関係する技術・品目 

 
(*)：新規開発ロケットにおいては、「まったく新しく開発した技術・

品目」とする。 
 
②ロケット開発経験のない、あるいは浅いメーカである場合には、

「技術的根拠」に記載のクリティカル品目の定義にしたがって品目

選定を行う必要がある。 
 

 b. 人工衛星におけるクリティカル品目の選定例 
(a) クリティカル品目の考え 

システムの信頼性要求を達成する上で設計上留意を要する品目で、

設計、製造、及び試験の各段階でそれらの品目の故障を最小とする管

理内容を設定し、要求される信頼性を達成し得ることを確認すること

が必要な品目。 
 

(b) クリティカル品目の選定基準 
信頼性設計上必要な対策を講じて確認する品目と製造、試験時に必

要な対策を講じて確認する品目に大別され、次に示す品目等から構成

される。 
ア. 単一故障点（FMEA／FMECAの結果洗い出される品目） 
イ. 複数機器による冗長化を図っても、共通要因によりリスクが 
減らない品目 

ウ. 同一機能を有する複数機器の一部が故障すると縮退運用を 
余儀なくされる品目 
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エ. 新規開発品目等のフライト実績のない品目 
オ. 要求機能・性能を試験で確認できない品目 
カ. 性能諸元の許容限界付近で使用する品目 
キ. 過去に重大な故障を発生させた品目及びそれと類似の設計 
となっている品目 

ク. 製造工程以降で人為的過誤を生じやすい品目（例えば取付時 
に極性のある機器） 

ケ. 重要品質特性、重要加工パラメータを有する品目 
コ. 作業環境（清浄度、温湿度、輸送時の振動など）に特別な 
配慮を要する品目 

サ. 地上で機能、性能の評価が困難な品目（例えば火工品等） 
シ. カタストロフィックハザードをコントロールするソフトウェア 
ス. 運搬・操作において安全配慮を要する品目 
 

(c) 人工衛星におけるクリティカル品目選定の事例 
 上記(a)、(b)に基づく人工衛星の選定の一例として、「太陽電池パドル

の展開機構」があげられる。軌道上でパドルを展開できない故障モード

が生じた場合、当該バスへの電力供給ができなくなるため、致命的また

は重大なシステムの喪失につながる可能性がある。 
 
(2) 信頼性管理品目の識別 

信頼性管理品目の識別は、システム設計の結果配分されたコンポーネントを

対象とする。信頼性設計及び信頼性管理上特に検討、管理を行う必要のある品

目を寿命解析、FMEA、CILなどを用い洗い出し、製造、検査、試験、整備及び

運用の各段階において、重要な特性(重要な試験、検査、特別な取り扱い等)を

管理することにより、信頼性を確保する必要のある品目を信頼性管理品目とし

て識別する。信頼性管理品目は、次の分類（a.～e.項）に該当する品目の総称

である。なお、信頼性管理品目は有効な信頼性管理を実施するためのものであ

り、その品目及び管理内容はむやみに増やさないことが望ましい。最終的には

詳細設計審査にて確定する。 

 

a. 作動寿命限定品目(OLI)の選定基準 

作動時間／サイクルの経過に伴い、品質の劣化、性能の低下、ドリフト

などを生じることが予想される品目のうち、作動時間／サイクルを管理し

て規定の有効寿命を超える場合又はその恐れのある場合は必要な処置を施

すとともに、作動に伴う特性値の変動及び機能上の故障、又はその恐れの

有無を監視し予防処置を講じる保全の必要がある品目を選定する。 

具体的には通常の運用でゼロ時間からミッション達成までの作動時間／
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サイクル数が有効寿命のある基準以上（H-IIの場合 75％以上1））になると

予想されるものを選定する。有効寿命を超える可能性のある品目について

は装着後の保全性を考慮すること。ゼロ時間及び有効寿命の定義は次のと

おりである。 

(i) ゼロ時間 (ZERO TIME) 

一般的に製造会社又は購入先の製造会社の受入機能検査の開始時点と

する。 

(ii) 有効寿命 (USEFUL LIFE) 

ゼロ時間からオーバーホール、廃却などの処置を有するまでの全作動

時間／サイクルとする。 

 

b. 貯蔵寿命限定品目（SLI）の選定基準 

ゼロ時間からの暦時間の経過に伴い、性能の変動、劣化などが予想され

る品目でストレージの経過暦日を管理し、有効寿命を超えた場合何らかの

保全処置を行い無条件では使用することのないようにする品目である。 

具体的には通常の調達、運用でゼロ時間からミッション達成までの経過

暦日が有効寿命のある基準以上（例えば75％以上）になると予想されるも

のを選定する。ゼロ時間及び有効寿命の定義は次のとおりである。 

(i) ゼロ時間 (ZERO TIME) 

特に指定のない限り、製造元の組立時とする。 

(ii) 有効寿命 (USEFUL LIFE) 

ゼロ時間からオーバーホール、廃却などの処置を有するまでの経過暦

日とする。 

 

c. 特性値管理品目の選定基準 

特性のドリフト、性能安定度及び物理的摩耗がシステムの信頼性に影響

する品目で、その特性(又はパラメータ)値を管理しなければならない品目

である。たとえばセンサーや送受信装置などが候補としてあげられる。 

該当するコンポーネントの特性を監視し、できるだけ早い時期に機能的

不具合を予知してシステムの信頼性を確保する。 

なお、指定された特性（又はパラメータ）値については、トレンド解析

により評価する。 

 

d. 重要取付品目の選定基準 

構造又は機構の結合部でその破損が人命に危害を与えるか、あるいはミ

ッション失敗に結びつくため、特別に打上までの検査及び取付け、取外し

の都度所定の検査を行い記録することにより、取付構造上の欠陥を除去す

る必要のある品目である。 
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ロケット系では分離ボルトやナット類、アクチュエータ固定ボルトが該

当し、特別に打上げまでの検査及び取付／取外しでの確認の記録を行うこ

とによりシステムの信頼性を確保している。 

 

e.打上前作動時間等管理品目（PTI）の選定基準 

 初期故障を除去し、軌道上での初期作動安定化のため、打上げ前までの

累積作動時間を管理するなど、特にその作動時間、作動回数等の履歴を管

理すべき品目である。電気コンポーネントのバーンイン時間、潤滑剤のな

じみ時間などのならし（バーンイン及びウェアイン）試験を対象とする品

目が該当する。初期故障を有する可能性のある品目について、あらかじめ

地上で規定された時間作動させることにより、安定領域に入ってから運用

を開始する必要のあるものを選定する。 

 

(3) 識別した信頼性管理品目は信頼性管理品目リストにまとめる。  

 

(4) 過去に信頼性管理品目に識別された機器例を次に示す。 

衛星系の例を表3.42-2に示す。 



JERG-0-063 

3-362 

 
 

 

図3.42-2 特別な管理を要する品目の識別・管理フロー 
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表3.42-2 衛星系の信頼性管理品目例 (1/4) 

 

 

No. 

 

 

品 目 名 称 

管  理  区   分    

 

選 定 理 由 
作動寿命 

限定品目 

貯蔵寿命 

限定品目 

特性値 

管理品目 

 

重要取付 

品目 

打上前作動

時間等管理

品目 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

TTC   

  ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

  

○ 

寿命解析、トレ

ンド解析 

 

  TWTA 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

  過去の履歴、寿命解

析、トレンド解析 

 

  ﾀﾞｲﾌﾟﾚｸｻ(DIP) 

 

 

 

 

○ 

通過損失 

   

トレンド解析 

 

Ｓﾊﾞﾝﾄﾞ送受信機 

 (Ｓ－ＴＲ) 

  

 

○ 
消費電力 

送信周波数安定度 

送信出力 

電力 

スケルチレベル 

 ○  

トレンド解析 

 

  ｾﾝﾄﾗﾙﾕﾆｯﾄ(CU) 

  ○ 

ﾋﾞｯﾄﾚｰﾄ 

 ○  

トレンド解析 

 

 

 

 

 2 

 

 

ＥＰＳ 

  ﾊﾞｯﾃﾘ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

  過去の履歴、寿命解

析、トレンド解析 

ｵｰﾄﾞﾅﾝｽﾊﾞｽﾘﾚｰ 

ﾊﾞｯﾃﾘﾗｲﾝ用ﾊﾟﾜｰﾘﾚｰ 

 

○ 

     

寿命解析 

電力分配器  

  (DIST) 

 

 

 

 

○ 

ﾋｭｰｽﾞ 

  

○ 

トレンド解析 

  電力制御器 

  (PCU) 

 

 

 

 

○ 
消費電力 

電圧降下(日陰時) 

ﾊﾞｽ電圧 

  

○ 

トレンド解析 
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表3.42-2 衛星系の信頼性管理品目例 (2/4) 

 

 

No. 

 

 

品 目 名 称 

管  理  区   分    

 

選 定 理 由 
作動寿命 

限定品目 

貯蔵寿命 

限定品目 

特性値 

管理品目 

 

重要取付 

品目 

打上前作動

時間等管理

品目 

 

 

 

 

 

 

3 

PDL 

  ﾛｰﾀﾘﾀﾞﾝﾊﾟ 

 

○ 

 

○ 

    

寿命解析 

ﾊﾟﾜｰｶｰﾄﾘｯｼﾞ 

(火工品) 

  

○ 

    

寿命解析 

 

  ｱｸﾁｭｴｰﾀ 

 

○ 

     

寿命解析 

 

  ﾓｰﾀ (伸展ﾏｽﾄﾓｰﾀ) 

 

○ 

     

寿命解析 

 

  伸展ﾏｽﾄ 

 

○ 

 

○ 

    

寿命解析 

 

  PDM 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 
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表3.42-2 衛星系の信頼性管理品目例 (3/4) 

 

 

No. 

 

 

品 目 名 称 

管  理  区   分    

 

選 定 理 由 
作動寿命 

限定品目 

貯蔵寿命 

限定品目 

特性値 

管理品目 

 

重要取付 

品目 

打上前作動

時間等管理

品目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

RSC 

  推薬ﾀﾝｸ 

 

○ 

    

 

 

寿命解析 

 

  加圧ｶﾞｽﾀﾝｸ 

 

○ 

     

寿命解析 

 

  推薬注排弁 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 

 

  加圧ｶﾞｽ注排弁 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 

 

  遮断弁 

 

○ 

 

 

   

○ 

 

FMEA、寿命解析 

 

  調圧弁 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 

 

  ｽﾗｽﾀ推薬弁 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 

 

  ｽﾗｽﾀｼﾞｪｯﾄﾓｰﾀ 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 

 

  AKE組立品 

 

○ 

     

寿命解析 

   (火工品) 

ﾊﾟﾜｰｶｰﾄﾘｯｼﾞ 

ｲﾆｼｪｰﾀ 

ﾌﾞｰｽﾀ 

 

 

 

 

○ 

    

寿命解析 
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  RSC(UPS)組立品 

 

 

 

○ 

 

 

  寿命解析 
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表3.42-2 衛星系の信頼性管理品目例 (4/4) 

 

 

No. 

 

 

品 目 名 称 

管  理  区   分    

 

選 定 理 由 
作動寿命 

限定品目 

貯蔵寿命 

限定品目 

特性値 

管理品目 

 

重要取付 

品目 

打上前作動

時間等管理

品目 

 

 

 5 

 

 

姿勢制御系(AOCS) 

  RIGA (IRU) 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

  

○ 

過去の履歴、寿命解

析、トレンド解析 

 

  RW 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

  

○ 

過去の履歴、寿命解

析、トレンド解析 

 

  ﾓｰﾒﾝﾀﾑﾎｲｰﾙ(MW) 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

  

○ 

過去の履歴、寿命解

析、トレンド解析 

 

 6 

 

熱制御系(TCS) 

 ﾋｰﾀｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ(HCE) 

 

○ 

    

○ 

 

寿命解析 

 

 ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ 

 

 

 

○ 

    

寿命解析 

 

 

 7 

 

展開物(展開ｱﾝﾃﾅ等) 

ﾊﾟﾜｰｶｰﾄﾘｯｼﾞ 

分離ﾅｯﾄＩ型 

分離ﾅｯﾄII型 

ﾎﾞﾙﾄｷｬｯﾁｬ 

ﾜｲﾔｰｶｯﾀ 

ﾏｲｸﾛｽｲｯﾁ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

   

寿命解析 

 8 光学ｾﾝｻ(光学校正) 

  ﾊﾛｹﾞﾝﾗﾝﾌﾟ 

 

○ 

    過去の履歴、寿命解

析、トレンド解析 
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実施しない場合の影響 
クリティカル品目及び信頼性管理品目が識別されないと該当品目の管理が行

なえなくなり、開発及び運用中の不具合原因となり、ミッション達成ができな

くなる恐れがある。 
 
参考文献 

なし 
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3.43 クリティカル品目リスト（CIL）の作成、維持 

 
効果 

クリティカル品目リスト(CIL)の準備、実施及び維持管理を通して、クリテ

ィカル品目の早期の識別、履歴管理によって、設計、開発及び製造計画に対し

有益な効果が得られる。一連のCIL管理が、詳細設計、製造、試験、検査、運

用において図面、仕様書及び手順書等へ反映されることによりミッションの失

敗又はシステムの喪失の可能性を低減することが出来る。 
 
効果的な実施時期 

基本設計段階から維持設計段階まで 
CILは設計の初期段階から実施する事がもっとも効果的となる。更に設計の

進捗状況に合せて適時見直し、是正対策を設計に反映することによって、シス

テムの信頼性向上に役立てることが出来る。 
 
技術的根拠 

クリティカル品目とは故障すると人命、重要な財産及びミッションの喪失と

なる品目、ミッションの達成に重大な影響を及ぼす品目、並びにプロジェクト

マネジメント上のリスクが極めて高い品目であるため、極力設計の初期段階に

識別してそれらの故障モードが発生しないように設計しなければならない。

CILはこのようなクリティカルな故障モードを有する品目を早期に識別して、

故障モードの発生を除去、または詳細設計、製造、試験、検査、運用において

図面、仕様書及び手順書等へ反映されることによりミッションの失敗又はシス

テムの喪失の可能性を低減することが出来る。 
 

JMR-004の対応項番 
 4.3.16.2 クリティカル品目（CI） 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 機能FMEA／FMECA 

(2) 詳細FMEA／FMECA 

(3) 特別な管理を要する品目の識別 

(4) 異常／故障解析の管理方法 

 

実施方法 

識別したクリティカル品目は、クリティカル品目リスト（CIL）を作成し、

維持・管理する。各フェーズでの実施方法を以下に示す。 

 なお、クリティカル品目の識別については、前項（3.42項）を参照されたい。 
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(1) 基本設計での是正対策 

基本設計段階では、クリティカル品目は対策として可能な限りハードウェ

ア上で実施し、故障を除去または発生の可能性を小さくする。CILに記載され

た各品目には、残存する故障のリスクについて検討し、設計、製造、検査、試

験及び運用の各段階でそれらの品目の故障を除去あるいは最小とする管理内容

を設定する。対策を検討する際には、冗長系の有無は考慮されるべきである。

同じ影響度を持つ品目でも、ⅠとⅠRの品目では、故障の発生する確率はⅠRの

方が小さいと考えられるため、相対的にⅠとⅠRの品目では、Ⅰの方がより多

くの対策を必要とする。 

 

(2) 詳細設計での是正対策 

詳細設計段階では、基本設計段階で検討した是正対策、処置を見直し、クリ

ティカル品目のシステムに与える影響の致命性を除去あるいは軽減するために

設計、製造、検査及び運用上での対策を図り、故障発生の影響を最小化する。 

 

(3) 維持設計段階での是正対策 

維持設計では、製作・試験段階で発生した異常故障の対策として、設計の見

直しが行われる。これにともない、詳細設計段階で作成したCILを見直し、新

たな故障発生の可能性を防止する。 

 

(4) クリティカル品目の評価、報告 

クリティカル品目の解析結果については、設計への反映及び製造／試験への

処置／対策の妥当性について、設計担当の責任者と信頼性保証部門で確認する。 

予備設計審査、基本設計審査、詳細設計審査において、解析結果を設計審査

インプットパッケージに記述し審査する。 

また、認定試験後審査、プロトフライト試験後審査においても、解析の妥当

性を確認する。クリティカル品目リストの一例を表3.43-1に示す。また、クリ

ティカル品目を1件1葉で管理する個別管理表の例を表3.43－2に示す。 

 

(5) リスクマネジメントへの利用 

リスクマネジメント活動においては、リスクを識別するための検討資料とし

て、CILが利用される。またCILを維持改定することによりリスクを監視するこ

とに利用できる。 

 
実施しない場合の影響 

CIL管理を実施しないと、クリティカル品目の持つ潜在リスクによる不具合

によって、ミッションの失敗またはシステムの喪失を招く恐れがある。 
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参考文献 
なし 
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表3.43-1 クリティカル品目リスト（CIL）の例 
 ＲＥＶ：１ 
 システム：チ

ェイサ 
サブシステム名:ランデブドッキング実

験系 (略号:C/RVD) 
 
 

シート番号：   DATE： 

 機器名 CI番号 クリティカ

ル部位 
故障モード 致 命

度 
是正対策（補償手段） 不具合履歴 確認 備  考 

 C/GPS
R 
 

 １ 
 
 
 

C/GPSL 
 

GPS信号の増幅不能

による相対航法不能 
 １ 
 

設計段階、製造段階の是正処置については、コンポーネント

／サブシステムレベルで実施する。 
 
システム試験段階での対策 
 ･受入時および試験途中、更に打ち上げ前に機能・性能につ

いて問題無いことを確認する。 
 
システム検査段階での対策 
 ･受入時および試験途中、更に打ち上げ前に外観上の検査を

行い、問題無いことを確認する。 
 
運用時の対策 
 ･C/GPS絶対航法で可能な範囲での実験を行う 

   
 
 
 
システム 
試験仕様書 
 
システム 
試験計画書 
 

   ２ 
 

C/GPSC 
 

ケーブル、コネクタ

の接触・不良・解放

による相対航法不能 

 １ 
 

  同 上     同 上 
 

   ３ 
 
 
 

C/GPSA 
 
 
 
 
 

ケーブル断線、機械

的変形によるアンテ

ナゲインの低下、パ

ターンの変動による

相対航法不能 

 １ 
 
 
 

設計段階、製造段階の是正処置については、コンポーネント

／サブシステムレベルで実施する。 
 
システム試験段階、システム検査段階、運用時での対策は同

上 
 

    同 上 
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表3.43－2 クリティカル品目個別管理表の例 
 
 

承認1：　　　　　　　　　　　／ 　／    承認2：　　　　　　　　　　　／ 　／    承認3：　　　　　　　　　　　／ 　／    承認4：　　　　　　　　　　　／ 　／    

品名 P/N S/N Lot

信頼性管理品目 作動 100回 貯蔵 特性値 ﾘｰｸ：0.003cc/h 打上前 5回

対策

結果

対策

結果

○○バルブ

設計 製造 検査

試験 射場作業 その他

・シール材は、○○、△△、××を評価。結果として、
従来どおり○○を選定。（シール材選定報告書CAA-
12001)
・流路を見直し、液溜まりを解消（推進系設計報告書
CRA-12-018)

承認1：ＰＤＲ時　　　承認2：ＣＤＲ時　　　承認3：ＰＱＲ時　　　承認4：射場作業完了時

・過去の不具合対策
　－シール材の再評価
　－流路の見直し

・シール面圧の管理（重要品質特性） ・リーク検査方法の見直し
・リーク検査の回数増

・耐圧試験時間の見直し
・試験後の乾燥時間の延長

・特になし
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3.44  信頼性管理品目リストの作成、維持 
 
効果 
識別された信頼性管理品目をリスト化することにより管理状況が明確になる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階で設定し、詳細設計においてEM試験結果、各コンポーネント

の要求仕様の確定を受け、決定する。 
 
技術的根拠 

信頼性管理品目の管理状況が明確となり審査も容易となる。 
 
JMR-004の対応項番 

 4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別 
 
関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性管理品目の識別 

(2) 作動寿命限定品目の管理 

(3) 貯蔵寿命限定品目の管理 

(4) 特性値管理品目の管理 

(5) 重要取付品目の管理 

(6) 打上前作動時間等管理品目の管理 

(7) 詳細設計審査 

 

実施方法 
(1) 識別された信頼性管理品目はリスト化する。リストは開発段階の進展に

伴い維持改定し、その管理要求とともに詳細設計審査以降の審査会にインプ

ットする。 

 

(2) リストには次の内容を含める。 

a.管理品目の識別(名称と部品番号) 

b.管理区分(どの管理項目に該当するか) 

c.管理項目(何を管理する必要があるか) 

d.有効寿命(納入時許容できる消費寿命など、管理の目標を定めておく) 

e.備考(特記事項) 

 

(3) EM試験、詳細設計の終了時にリストの最終決定を行ない、フライトモデ

ル製造・試験から運用フェーズまでの該当コンポーネントの機器履歴管理を
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開始する。 

 

(4) 選定された品目は、品目の試験仕様書などに識別し管理要求を確実に展

開する。 

 

(5) 信頼性管理品目リスト記入例 

表3.44-1に示す。同表は管理品目表及び管理表を１枚の様式にまとめたも

ので、工場出荷までに行った有効寿命品目の管理結果が記載されている。

工場出荷後は表中の｢残り寿命｣が管理基準となる。 

 

実施しない場合の影響 
信頼性管理品目が識別されないと該当品目の管理が行なえなくなり、開発及

び運用中の不具合原因となり、ミッション達成ができなくなる恐れがある。 
 
参考文献 

なし 
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表3.44-1 信頼性管理品目リスト記入例 

      管  理  品  目   管 理 区 

分（*） 

 

管 理 項 目 

 

有 効 寿 命 

 

動 作 回 数 

 

残 り 寿 命 

 

備 考 

   名 称   識別番号 Ｏ

Ｌ

Ｉ 

Ｓ

Ｌ

Ｉ 

特

性

値 

Ｐ

Ｔ

Ｉ 

     

ＴＴＣ           

同軸スイッチ 

（ＳＳＷ ） 

P/N: 

 4214100-1 
○    

  作動回数  3,000サイクル  300サイクル  2,700サイクル  

テープレコー

ダ(REC-M) 

P/N: 

 4215100-1 
 ○   

  経過年数  保管寿命 ５年  経過年数 2.75年  2.25年  

     〃      〃 
○    

  作動時間 

 （作動回数） 

 16,000時間 

(8,000サイクル) 

 1,200時間 

(600サイクル) 

 14,800時間 

(7,400サイクル) 

 

     〃      〃 
  ○  

消費電力      

         

 

        

 

         

 

     〃      〃 

   ○ 

作動時間    製造段階からシス

テム渡しまでに

240時間以上（バー

ンイン） 

ＥＰＳ           

蓄電池セル 

（ＢＡＴ） 

P/N:  183- 

500445-001 
 

○ 
   

 

充放電サイク

ル数 

 

 14,000回 

 ＊＊  

300回以下 

 

 13,700回 

＊＊ 

充放電の深さ

は浅い 

     〃    〃   
    

 液漏れ    目視点検で確

認する 

     〃      〃  

 
 ○  

 充電々圧特性     

     〃      〃 
 ○   

 経過年数  5.5年  2.25年  3.25年  

 *)   ＯＬＩ：作動寿命限定品目  ＳＬＩ：貯蔵寿命限定品目  ＰＴＩ：打上前作動時間等管理品目 
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3.45  作動寿命限定品目(OLI)の管理 

 

効果 
ミッション終了時点までに規定の作動寿命を超えないように管理することで、

システムの寿命を保証する。 
 
効果的な実施時期 
該当コンポーネントのフライトモデル製造、試験及び打上げフェーズにおい

て行う。 
 
技術的根拠 

ミッション達成に対し、作動寿命の観点から重点的に管理する品目を選定し、

効率よくかつ、確実に製品寿命を確保する。 
 
JMR-004の対応項番 

 4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性管理品目の識別 

(2) 信頼性管理品目リストの作成、維持 

(3) 信頼性管理品目の文書パッケージへの反映 

 

実施方法 
(1) 管理範囲 

製造､試験から打上げ時点までに適切に管理する｡ 

 

(2) 一般管理事項 

a. 管理品目はシリアルナンバーで管理する。 

b. 機器履歴、検査、試験データを記録し文書パッケージに含める。 

c. 機器履歴票はJAXA指定の様式に必要事項を記入する。記入例を表3.45-1 
に示す。 
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表 3.45-1  機器履歴票 (作動寿命限定品目記入例) 

    発 行 番 号 

   Log No. 

Ｌ- ４３２１Ｐ- ０２ 

  

    機器履歴票 

 

    EQUIPMENT LOG 

    前の履歴票番号 

   Replaces Log No. 

 

Ｌ- ４３２１Ｐ- ０１ 

 品目名 

 

Eqp.Name 

             

  バ ル ブ 

             

部品番号 

 

Part NO. 

 

 ABC000615P03 

シリアル番号 

 Serial NO. 

                    

     １５００ 

仕様書 No. 

 

 Spec．NO. 

 ABCKK 

 

 12345 

  製 造 会 社 

  Manufactur 

             

     ＸＹＺ  ＶＡＬＶＥ              

   識 別 Identification  有効寿命 

 Useful Life 

  ２、０００回 

  (ＤＲＹ作動) 

  ゼロ時点 

 Initial Date 

10年６月12日 

  
 ｖ ＯＬＩ，   ＳＬＩ,   ＰＴＩ 

 年 月 日 

 

  Date 

 作 業 内 容 

 

   Event 

 場 所 

 

Location 

 作動回数 

 

 Ope.Cycle 

累積作動回数 

 

 Cumulative 

 作業結果／不具合等の概要 

 

Event／Nonconformance Result 

不具合／故障解析 

報 告 書  No. 

Nonco. Ret. No． 

記入者所属氏名 

 

 Written by. 

 備  考 

 

 Remarks 

 10.12.25 ガスフロー試験 ABC東京         １           ５  合 格 ／ 不具合なし   ------------  ABC  山田  

             

 10.12.28 電装品の装着  ABC東京         ０           ５   合 格  ／  不具合なし   ------------    ABC  山田  

                           

 10.12.28 電気的機能試験 ABC東京         ２           ７  作動不良   SS70X980125  ABC  山田  

           

 10.12.28 外観目視検査 ABC東京         ０           ７  合 格  ／  不具合なし   ------------  ABC  山田  

            

 10.12.28 基本データ取得 ABC東京         ０           ７  合 格  ／  不具合なし   ------------  ABC  山田  

  噴射試験         

                                            

 10.12.29 汚染防止装置 ABC東京       ２０         ２７   合 格  ／  不具合なし   ------------  ABC  山田  

ＯＬＩ：作動寿命限定品目の要素部品      ＳＬＩ：ストレージリミテーション品目の要素部品  ＰＴＩ：打上前作動時間等管理品目の要素部品 

Operating Life Limitation Item         Storage Limitation Item              Pre-Launch Operating Time/Cycle Control Item 

次の場合は機器履歴票に記入する。                          〔注〕 (1) 前の機器履歴票の番号は、当該装置の前の発行番号を記入し発行番号は当 

 (1) 試験、検査又は点検を実施した場合。                            ページが識別できる番号を記入する。 

 (2) 不具合が発生した場合。ｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝの変更があった場合。       (2) 有効寿命が設定されている品目は、有効寿命及び最初のゼロ時点を記入する。 

 (3) 出荷又は輸送した場合                                        (3) 内容の説明が１行では不足する場合は、数行費して簡明に記述する。 

 (4) 装置の作動又は保管中のメンテナンスを実施した場合。 

 (5) 組立、交換等の作業を実施した場合。                                                                                     
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  (3) 個別管理事項 

作動寿命限定品目は特に次を含める｡  
a.次の履歴情報を管理項目とする。 
・ ゼロ時間、有効寿命 
・ 作動時間／サイクル・累積作動時間／累積サイクル(作動の都度加算) 
・ 作動に関する試験・検査などの名称、結果 
・ 作動中に発生した不具合事項の情報 

b.使用した作動時間／サイクル数が規定の有効寿命を超える場合又はその

恐れがある場合は、交換、運用制限などの必要な処置を施す。 
 
実施しない場合の影響 
作動寿命限定品目が識別され、該当品目の管理を行わないと、ミッション達

成前に製品の有効寿命を超える恐れがある。 
 

参考文献 
なし 
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3.46  貯蔵寿命限定品目(SLI)の管理  

 

効果 
ミッション終了時点までに規定の貯蔵寿命を超えないように管理することで

システムの寿命を保証する。 
 
効果的な実施時期 
該当コンポーネントのフライトモデル製造、試験及び打上げフェーズにおい

て行う。 
 
技術的根拠 

貯蔵寿命の観点から重点的に管理する品目を選定し、効率よくかつ、確実に

製品寿命を確保する。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性管理品目の識別 

(2) 信頼性管理品目リストの作成、維持 

(3) 信頼性管理品目の文書パッケージへの反映 

 

実施方法 
(1) 管理範囲 

製造､試験から打上げ時点までに適切に管理する｡ 

 

(2) 一般管理事項 

a.管理品目はシリアルナンバーで管理する。 

b.機器履歴、検査、試験データを記録し文書パッケージに含める。 

c.機器履歴票はJAXA指定の様式に必要事項を記入する。記入例を表3.46-1

に示す。 

d.貯蔵寿命限定品目に指定された品目の余寿命は、寿命管理品目表により

確認する。寿命管理品目表の例を表3.46-2に示す。 
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表 3.46-1  機器履歴票 (貯蔵寿命限定品目記入例) 

    発 行 番 号 

   Log No. 

 

Ｌ- １１２２Ｐ- ０２ 

  

    機器履歴票 

 

    EQUIPMENT LOG 

    前の履歴票番号 

   Replaces Log No. 

 

Ｌ- １１２２Ｐ- ０１ 

 品目名 

Eqp.Name 

    ＲＥＣ    

  (ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞ) 

部品番号 

Part NO. 

 

P/N:1234300-1  

シリアル番号 

 Serial NO. 

                    

     ００１ 

仕様書 No. 

 Spec．NO. 

JAXA-PSPC-  

 12233 

  製 造 会 社 

  Manufactur 

              

    ＥＦＣ 

   識 別 Identification  有効寿命 

 Useful Life 

 

   ２４ヶ月 

  ゼロ時点 

 Initial Date 

５５年 ７月    

(工場受入時)    ＯＬＩ、 ｖ ＳＬＩ,   ＰＴＩ 

 年 月 日 

 

  Date 

 作 業 内 容 

 

   Event 

 場 所 

 

Location 

 作動時間 

 

 Ope.Time 

累積作動時間 

 

 Cumulative 

 作業結果／不具合等の概要 

 

Event／Nonconformance Result 

不具合／故障解析 

報 告 書  No. 

Nonco. Ret. No． 

記入者所属氏名 

 

 Written by. 

 備  考 

 

 Remarks 

 56. 4.23 機能性能試験 ABC東京                  合 格 ／ 不具合なし   ------------  ABC  吉原  

             

 56. 5.23 最終検査  ABC東京                     合 格  ／  不具合なし   ------------    ABC  吉原  

                            

 56. 5.26 完成検査 ABC東京                     合 格  ／  不具合なし   ------------   ABC  吉原  

           

                              

            

                               

           

                                            

                           

ＯＬＩ：作動寿命限定品目の要素部品      ＳＬＩ：ストレージリミテーション品目の要素部品  ＰＴＩ：打上前作動時間等管理品目の要素部品 

Operating Life Limitation Item         Storage Limitation Item              Pre-Launch Operating Time/Cycle Control Item 

次の場合は機器履歴票に記入する。                            〔注〕 (1) 前の機器履歴票の番号は、当該装置の前の発行番号を記入し発行番号は当 

 (1) 試験、検査又は点検を実施した場合。                               ページが識別できる番号を記入する。 

 (2) 不具合が発生した場合。ｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝの変更があった場合。         (2) 有効寿命が設定されている品目は、有効寿命及び最初のゼロ時点を記入する。 

 (3) 出荷又は輸送した場合                                          (3) 内容の説明が１行では不足する場合は、数行費して簡明に記述する。 

 (4) 装置の作動又は保管中のメンテナンスを実施した場合。 

 (5) 組立、交換等の作業を実施した場合。                                                                                         
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表3.46-2 寿命管理品目表(例) 
   有効寿命品名      納入時 (57.4.30)   寿 命 開 始 時 点 等 

 サブシステム コンポーネント  ＯＬＩ ＳＬＩ    管 理 項 目  有 効 寿 命   寿命開始時点  

   識 別 番 号     経過／累計時間日数   を 定 め る 文 書 名 

  ＳＡＤＡＰＴＡ      ＡＴ開始時 Comp Spec 

    ○  シャフト回転 ６,０００回 ３００回   

  P/N:1234100-1       ５５年１１月 ＳＶＳ-９７２８Ｄ 

 ＳＴＲ ＳＡＤＡＰＴＡ         

        〃    ○ 経過時間 ６０ヶ月 １８ヶ月       〃           〃 

          

  シャッタ      工場受入時 仕様書 

     ○  開閉回数 130,000回 43,000回   

 ＶＣ P/N:1235100-1       ５６年 １月 ＳＤ０１２６Ａ 

  撮像管      工場受入時 仕様書 

     ○  作動時間 ５００時間 １６５時間   

  P/N:1235200-1            〃 ＳＤ０１２７Ａ 

  ＩＥＥ      ＡＴ開始時 文書「XXX-0030 

  P/N:1236100-1   ○  ＯＮ／ＯＦＦ回数 ５００回 １６５回  信頼性管理名目」 

         ５６年 １月  

          

   〃   ○  バルブ開閉 ５０回 １６回       〃           〃 

Ｍ／Ｅ          

  中和器        

  ホローカソード   ○  作動時間 ５００時間 １６５時間       〃           〃 

 ＩＥＳ P/N:1236200-1        

          

        〃    ○ 大気曝露時間 １,０００時間 ３３３時間       〃           〃 

          

  主陰極        

  ホローカソード   ○  作動時間 ５００時間 １６５時間       〃           〃 

  P/N:1236300-1        

          

        〃    ○ 大気曝露時間 １,０００時間 ３３３時間       〃           〃 
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(3) 個別管理事項 

履歴には次のデータを含める｡ 

a.ゼロ時間、有効寿命 

b.貯蔵中のメンテナンスの情報(点検、不具合など) 

 

(4) 貯蔵期間がゼロ時間からの暦時間の経過で、規定の日数（時間）を超え

る場合又はその恐れのある場合は、必要な処置（廃棄又は使用制限など）

を施す。 

 
実施しない場合の影響 
貯蔵寿命限定品目が識別され、該当品目の管理を行わないと、ミッション達

成前に製品の有効寿命を超える恐れがある。 
 

参考文献 
なし 
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3.47 特性値管理品目の管理 

 
効 果 

 ミッションに重要な影響を及ぼす特性について、これを時系列的に記録し、

その定性的、定量的傾向を評価、確認することにより、特性の異常傾向の把握

が容易となる。したがって、特性の異常／故障の事前予知が可能となり、早期

に必要な対策を講ずることが出来る。 
 
効果的な実施時期 

 品目で指定した特性値（又はパラメ－タ）の初期状態からの変化量、変化傾

向を観察し、トレンドの異常傾向の有無を管理するのが目的であるので、詳細

設計段階で対象品目を決定し、特性値が計測できる状態なった時点（製造完了

時点又は部品の作動開始時点）から管理することが必要である。 
 
技術的根拠 

 ミッションに重要な影響を及ぼす特性値を時系列的に取得し、解析結果その

変化が、定性的、定量的に或る一方向性の変化傾向を有する場合、又は、変化

の幅が標準的な許容値を超える場合には、異常／故障の兆候として捉えること

ができる。実績のない新規開発品目については、特に有効である。 
 
JMR-004対応項番 

 4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別 
 
関連の深い信頼性業務 

(1) トレンド解析 

(2) 信頼性管理品目の識別 

(3) 特性値管理品目の文書パッケ－ジへの反映 

 
実施方法 

(1) 管理範囲 

製造、試験、システムインテグレーション及び軌道上の運用に至る、全

ミッション期間管理する。 

(2) 一般管理事項 

 a.管理品目はシリアルナンバーで管理する。 

 b.特性値管理品目の特性データ、記録は文書パッケージに含め管理する。 

 c.特性値管理品表記入例を表3.47-1、表3.47-2に示す。 
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表3.47-1 特性値管理表記入例（１） 
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表3.47-2 特性値管理表記入例（２） 
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(3) 個別管理事項 

a.品目の特性値管理開始後、管理対象とする特性値データをグラフにプロ

ットするなどによりトレンド解析を行い、定性的、定量的な変化傾向を

把握して、トレンド上変動があるものについては、 

・変動量／変化傾向の妥当性 
・設計解析時点にさかのぼり変動要因の調査･検討 

・同種品目の過去のデータとの比較 

・製造工程の変更 

・ヒューマンエラーの潜在性(例えば熟練作業者の変更) 
などについて、要因分析を行い異常／故障の前兆の有無を設計技術者／

信頼性技術者により判断する。 
なお、トレンド解析では、解析の信頼性(信ぴょう性)を高める意味で、

時系列的な取得データが多いことが望ましい。 
b.特性値管理は、スペック内に入っている特性値の異常傾向を抽出ことが

狙いであるため、単なるスポット的なデータレビューの繰り返しのみで

はこの目的を達成することは出来ない。特性値トレンドデータから、

｢おかしいぞ｣、｢いつもと違うぞ｣と気付き、これを関連部門の技術者が

出荷後あるいは長期間の宇宙での運用でスペックアウトとなる潜在要因

を発見し、この防護策を講じることにある。 

c.トレンド解析の結果品目に異常の兆候が発見された場合には、得意先を

含む関連部門にこれを通知し、善後策を協議すること。 

d.この管理を容易にするため、特性値のトレンド記録（特性値管理表）を

文書パッケ－ジに含め品目と共に管理する。 

e.特性値管理品目は、製造会社出荷後も特性値を時系列に記録し、常時ト

レンド異常の有無を監視すること。 

f.ロケット搭載機器のように、開発完了後同一品目を比較的長期間に亘っ

て製作する場合には、号機間（製造S/N間）の特性値のトレンドも考慮

すること。 

 

実施しない場合の影響 

 重要な特性の時系列的変化を管理しなかったことにより、事前に異常／故障

を発見することが困難となる。これに伴い、ミッション期間中に大きな損害を

もたらす恐れがある。 
 
参考文献 

なし 
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3.48  重要取付品目の管理 
 
効果 
重要取付品目を管理することで構造又は機構の結合部の破損により人命に危

害を与えたり、ミッション失敗に結びつくことを防止する。 
 
効果的な実施時期 
該当コンポーネントのフライトモデル製造、試験及び打上げフェーズにおい

て行う。 
 
技術的根拠 

構造又は機構の結合部重要品目を選定し、管理することにより人命への危害

の防止及びミッション成功を達成させる。  
 
JMR-004の対応項番 

 4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別 
 
関連の深い性信頼性業務 
(1) 信頼性管理品目の識別 

(2) 信頼性管理品目リストの作成、維持 

(3) 信頼性管理品目の文書パッケージへの反映 

 

実施方法 
(1) 管理範囲 

製造､試験から打上げ時点までに適切に管理する｡ 

(2) 一般管理事項 

a. 管理品目はシリアルナンバーで管理する｡ 

b. 重要取付品目に関する作業記録は単体の確認、取付・取外し記録、取付

状況を含める。 

c. 機器履歴、検査、試験データを記録し文書パッケージに含める。 

d. 指定品目が供給元で既に取付けられている場合は再確認の必要はない。 

  (3) 個別管理事項 

重要取付品目の管理は特に次を含める｡ 

a. 重要取付品目単体が良品であることの確認作業は作業指示書に従う。 

b. 良品として確認済の単品については、取付けるまで他の同種部品と区別

して保管する。たとえば、重要取付品目に指定されたファスナや取付金

具などは他の同種の一般部品と区別するための識別を行い、別包装して

保管するなどの対応を図る。 
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c. 重要取付品目の取付けは良品であることを確認済のものを使用する。 

d. 組立作業時には重要取付品目であることを、作業指示書中で明確に識別

する。 

e. 重要取付品目を取外して再取付けする場合は所定の検査を実施し装着可

能なことを確認する。 

f. 単体点検及び取付、取外しの作業記録を残す。 

g. 不具合処置でそのまま使用又は修理の場合は必ずMRBとする。 

h. 品目及び要求事項の変更が必要となった場合、文書にて変更提案を行う

こと。 

i. 作業確認結果は納入前審査などの審査対象にする。 

 

(4) 作業記録例 

重要取付品目確認記録を表3.48-1に、確認結果記録様式を表3.48-2に示す。 
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                          表3.48-1 重要取付品目確認記録一覧表記入例        

                         

重要取付品目確認記録一覧表        

                           

     確   認   点   検 取   付   ・   取   外   し   の   記   録  

    装着図           ＊  工                       場 射     場  

№ 部品番号 部品名称 Ｓ／Ｎ  項        目 結 部品の 取 付 取外し 取  付 取外し 取  付 取外し 取  付 取外し 取  付 取外し 備 考 

    （親図面）            果 状 態 日 付 日  付 日  付 日  付 日  付 日  付 日  付 日  付 日  付 日  付  

     Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｐ   (手順書) (手順書) (手順書) (手順書) (手順書) (手順書) (手順書) (手順書) (手順書) (手順書)  

1 K56-0200-101 PIN-ACTUATOR 086 K56-0408-000 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品         R4.6.5 

(TOP304) 
  

2 〃 〃 087 〃 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品         R4.6.5 

(TOP304) 
  

3 〃 〃 088 〃 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品         R4.6.7 

(TOP304) 
  

4 〃 〃 089 〃 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品         R4.6.7 

(TOP304) 
  

5 〃 〃 090 K56-0404-000 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品 R4.2.22 

(IOP764) 
          

6 〃 〃 091 〃 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品 R4.2.22 

(IOP764) 
          

7 〃 〃 092 〃 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品 R4.2.24 

(IOP764) 
          

8 〃 〃 093 〃 ○ 〇  〇 ○   〇  ○  良 単品 R4.2.24 

(IOP764) 
          

9 K56-0250-106 SPHWASH,D 024 K56-0250-000 〇 〇      〇 〇 ○  良 単品         R4.6.22 

(NUH-II- 

 060) 

  

10 〃 〃 025 〃 〇 〇      〇 〇 ○  良 単品         R4.6.22 

(NUH-II- 

 060) 

  

11 K56-0250-107 NUT 022 K56-0250-000 〇 〇   〇   〇 〇 ○  良 単品         R4.6.22 

(NUH-II- 

 060) 

  

12 〃 〃 023 〃 〇 〇   〇   〇 〇 ○  良 単品         R4.6.22 

(NUH-II- 

 060) 

  

 

(注)＊ Ａ：MAGNA(磁粉探傷試験) 
Ｂ：HARDNESS(硬度検査) 
Ｃ：FLUORESCENT(蛍光浸透探傷検査) 
Ｄ：TORQUE(トルク検査) 
Ｅ：THREAD(スレッド検査) 
Ｆ：SPRING PERFORMANCE(バネ性能検査) 
Ｇ：FIT CHECK(フィットチェック) 
Ｈ：DIMENSION(寸法検査) 
Ｉ：WEIGHT(質量検査) 
Ｊ：VISUAL INSPECTION(目視検査) 
Ｐ：PROOF TEST(プルーフ試験) 
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表 3.48-2 重要取付品目確認記録様式例 

 

 重要取付品目確認記録結果 

区分 JAXA確認 メーカ確認 

 日付 サイン 日付 サイン 

工場組立作業 R4.4.26 山田 R4.4.26 佐藤 

   R4.4.22 田中 

   R4.6.15 高橋 

射場発射整備作業 R4.7.16 山田 R4.6.15 田中 

   R4.7.16 佐藤 

   R4.7.16 高橋 

 

作業結果については単体としての確認記録、取付け、取外しの記録を残す。

更に作業の進捗に従い、その取付状況を例で示した表3.48-1に示す様式又は同

等なものに記録し、各作業終了時に状況を把握して作業の適否を評価した後、

例で示した表3.48-2に示す様式又は同等なものにサインを残す。確認記録結果

の例において、工場組立作業のサインは工場完成検査時にサインアップし、射

場整備作業のサインは全ての重要取付品目の取付が終了したタスクのタスクレ

ビュでサインアップしたものである。また、確認記録結果は重要取付品目確認

記録のカバーシートとして管理する。 
 
実施しない場合の影響 
重要取付品目の管理を行なわないと当該品目の破損が人命に危害を与えるか、

あるいはミッション失敗に結びつく恐れがある。 
 
参考文献 
なし 
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3.49  打上前作動時間等管理品目（PTI）の管理 
 
効果 
初期故障を有する可能性のある品目について、あらかじめ地上で規定した一

定の時間等を作動させることを管理することにより、安定領域に入ってからの

運用を保証する。 
 
効果的な実施時期 
フライトモデル製造、打上げまでに規定された時間等を管理する。 

 
技術的根拠 

部品・材料による欠陥や、ワークマンシップによる欠陥等が発生するコンポ

ーネント等の製造後早い時期の作動を管理することにより、軌道上での初期作

動の安定が確保できる。当該品目は、ならし（バーンイン及びウェアイン）試

験を対象とする品目である。 

 
JMR-004の対応項番 

 4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別 
 
関連の深い性信頼性業務 
(1) 信頼性管理品目の識別 

(2) 信頼性管理品目リストの作成、維持 

(3) 信頼性管理品目の文書パッケージへの反映 

(4) ならし（バーンイン及びウェアイン）試験 

 
実施方法 
(1) 管理範囲 

製造､試験から打上げまでに規定された時間等を管理する｡ 
(2) 一般管理事項 

a.機器履歴､検査､試験データを記録し文書パッケージに含める。 

b.管理品目は、シリアルナンバーで管理する。 

c.機器履歴は機構指定の様式に必要事項を記入する。 

(3) 打上前作動時間等管理品目は特に次を含める｡ 

a.打上前作動時間等の規定値（バーンイン時間、バルブ及びスラスタの作

動回数、潤滑剤のなじみ時間など）｡ 

b.履歴に含めるデータは作業記録､不具合事項の情報､変更の記録を含める｡ 

作業の記録：部品材料の受入、加工、処理、組立、分解、調整、交換、

取付、検査・試験、保管、輸送などの作業の時間経過に従った記録を行
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う。 

不具合事項の情報：作業中に発生した不具合については、その要約、不

具合報告書番号、故障解析報告書番号を付記する。変更の記録：機構の

承認した文書又はCDR後ベースラインとして設定された文書、図面の変

更で安全性、信頼性、耐久性、性能、互換性、重量、コストに影響する

変更。 

c.要求累積値との対比 

(4) 打上前作動時間等管理品目の機器履歴票の例を表3.49-1に示す。 

 

実施しない場合の影響 
打上前作動時間等管理品目の管理を行なわないと当該品目のいわゆる初期故

障の除去ができず、開発中、最悪の場合は軌道上の不具合発生に結びつく恐れ

がある。 
 
参考文献 
なし 
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表 3.49-1  機器履歴票（打上前作動時間等管理品目記入例） 

 
 

    発 行 番 号 

   Log No. 

 

Ｌ- 1２３４Ｐ- ０１ 

  

    機器履歴票 

 

     EQUIPMENT LOG 

    前の履歴票番号 

   Replaces Log No. 

 

 品目名 

 

Eqp.Name 

             

  本  体 

             

部品番号 

 

Part NO. 

 

 ABCD98001G01 

シリアル番号 

 

 Serial NO. 

                    

     ００１ 

仕様書 No. 

 

 Spec．NO. 

 NASDA-PSPC- 

 

 12345 

  製 造 会 社 

  Manufactur 

              

      ＡＢＣ              

   識 別 Identification 打上前作動時間 

  Pre-Launch 

Operating Time 

 

    240時間 

  ゼロ時点 

 Initial Date 

10年７月26日 

 （注型日）  ，  ＯＬＩ,   ＳＬＩ， ｖ ＰＴＩ 

 年 月 日 

 

  Date 

 作 業 内 容 

 

   Event 

 場 所 

 

Location 

 作動時間 

 

 Ope.Time 

累積作動時間 

 

 Cumulative 

 作業結果／不具合等の概要 

 

Event／Nonconformance Result 

不具合／故障解析 

報 告 書  No. 

Nonco. Ret. No． 

記入者所属氏名 

 

 Written by. 

 備  考 

 

 Remarks 

 11.7.1 初期電気性能試験 ABC東京 40 40 合 格 ／ 不具合なし   ------------ ABC  高橋 ﾊﾞｰﾝｲﾝ要求 

7.15～7.18 振動試験 ABC東京 10 50 合 格  ／  不具合なし   ------------ ABC  高橋 240時間 

7.20～8.5 熱真空試験 ABC東京 80 130 合 格  ／  不具合なし   ------------ ABC  高橋  

 8.6 熱真空試験後電気 ABC東京 10 140 合 格  ／  不具合なし ------------ ABC  高橋  

8.7～8.15 バーンイン ABC東京 65 205 合 格  ／  不具合なし ------------ ABC  高橋  

8.20 最終電気性能試験 ABC東京 40 245 合 格  ／  不具合なし ------------ ABC  高橋  

         

         

         

         

         

         

ＯＬＩ：作動寿命限定品目の要素部品, ＳＬＩ：ストレージリミテーション品目の要素部品, PTI：打上前動作時間等管理品目の要素部品 

Operating Life Limitation Item     Storage Limitation Item             Pre-Launch Operating Time/Cycle Control Item 

次の場合は機器履歴票に記入する。                          〔注〕 (1) 前の機器履歴票の番号は、当該装置の前の発行番号を記入し発行番号は当 

(1) 試験、検査または点検を実施した場合。                            ページが識別できる番号を記入する。 

(2) 不具合が発生した場合。ｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝの変更があった場合。       (2) 有効寿命が設定されている品目は、有効寿命及び最初のゼロ時点を記入する。 

(3) 出荷又は輸送した場合                                        (3) 内容の説明が１行では不足する場合は、数行費して簡明に記述する。 

(4) 装置の作動または保管中のメンテナンスを実施した場合。 

(5) 組立、交換等の作業を実施した場合。                                                                            
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3.50 信頼性管理品目の文書パッケ－ジへの反映 

 

効 果 

 信頼性管理品目について、品目が製造された以降のデ－タを文書パッケ－ジ

として管理することにより、信頼性デ－タの一元的な管理が可能となる。 
 
効果的な実施時期 

 製造されてから以降 
 
技術的根拠 

 文書パッケージを維持することにより常時品目の信頼性データが確認でき、

当該品目の交換や修理において、信頼性データが品目に付いて回るので作業及

び品目の管理が容易となる。 
 

JMR-004の対応項番 

 4.3.9  トレンド解析 
 4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI） 
 
関連の深い信頼性業務 

(1) 作動寿命限定品目の管理 

(2) 貯蔵寿命限定品目の管理 

(3) 特性値管理品目の管理 

(4) 重要取付品目の管理 

(5) 打上前作動時間等管理品目の管理 

 
実施方法 

(1) 信頼性管理面での利点  

文書パッケージにより、信頼性上重要なデータを一元的に管理することに

よる品目管理上の利点は、以下に示すとおりである。 
a.信頼性管理品目の重要データを、品目を運用している現場で直ちに見る

ことが出来る。 

b.定期的に信頼性管理品目の重要データを一覧することにより、短時間に

総括的な点検が出来る。 

したがって、これらの利点を生かし管理活動を円滑に進行させることが可

能となる。 
 

(2) 運用・活動 

文書パッケージは作業現場に常備して、品目の上位システムでのインテグ
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レーション試験などの運用時には、つぎの管理を実施のこと。 
a.品目作動時には、作動記録(履歴)、特性値管理対象としている特性値を

追加し文書パッケージの維持を図ること。 
b.作動寿命限定品目については、品目作動時常に累積作動時間を監視し、

品目の作動寿命に対するマージンを考慮して以降の運用計画を立案する

こと。 
c.貯蔵寿命限定品目については、貯蔵開始からの経過時間を定期的に点検

して、貯蔵限界に達していないかを確認し、必要に応じて交換品目の手

配準備、又は、品目の定期点検を実施すること。 
なお、長期間貯蔵保管が予め判明している品目については、有効期限

を暦日で記載することが管理上望ましい。 
d.特性値管理対象の特性値トレンドに異常な傾向が見られた場合には、こ

の処置について設計技術者、信頼性技術者に判断を求めること。 
e.打上前作動時間等管理品目については、累積作動時間、潤滑剤のなじみ

時間等を記録し、あらかじめ地上で規定した一定の時間、回数等を作動

させたことを確認する。 
 
(3) 文書パッケージに反映する文書 

信頼性管理品目で文書パッケ－ジに反映／記録すべき代表的な項目を以下

に示す。 
a. 作動寿命限定品目（OLI） 

品目名称、品目番号、シリアル番号、管理すべき特性（時間又はサイク

ル）、有効寿命 
b. 貯蔵寿命限定品目（SLI） 
品目名称、品目番号、シリアル番号、管理すべき特性（時間又はサイク

ル）、有効寿命、ミッション中に寿命切れにならないようにする管理方

法 
c. 特性値管理品目 
品目名称、品目番号、シリアル番号、記録すべき特性 

d. 重要取付品目 
品目名称、品目番号、シリアル番号、記入時点、記録事項 

e. 打上前作動時間等管理品目（PTI） 
品目名称、品目番号、シリアル番号、管理項目（バーイン時間、なじみ

時間等）、製造メーカ名、要求累積値との対比 
 
(4) 文書パッケージの構成 

文書パッケージは信頼性管理品目毎に調達仕様書などで規定されたデータ

と様式を用いて作成し、品目に添付して納入する。 
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文書パッケージの構成 (目次例 )を図3.50-1に、文書パッケージに含め   

るデータ及び提出範囲の例を表3.50-1に示す。 
 

 

表3.50-1 文書パッケージに含めるデータ及び提出範囲 
○：提出  △：必要な場合提出  ×：不要 

 
 
 
 

作動寿命 
限定品目 

(OLI) 

貯蔵寿命 
限定品目 

(SLI) 

特性値 
管理品目 

重要取付品目 打上前作動 
時間等 
管理品目

（PTI） 

 
備 考 

 
機器履歴票 
 

注1) 
○ 

注2) 
○ 

注4) 
○ 

注4) 
○ 

注1) 
○ 

組立完了後 
はゼロ時間 
以降の履歴 

 
不具合履歴票 
 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

注5) 
○ 

 
○ 

 
 

 
構成品リスト 
 

注3) 
△ 

注3) 
△ 

注3) 
△ 

注3) 
△ 

注3) 
△ 

異常／故障 
MRB,ECP 等

の履歴 
 
AT／機器試験 

データ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
 

 
電監関係文書 
 

 
該当する場合 

 

 
× 

 
× 

 
該当する

場合 

 
 

 

   注1) 作動時間の履歴 

   注2) 貯蔵時間及びその間のメンテナンス履歴 

   注3) JAXA納入後交換可能なアセンブリ又は実際の有効寿命を決定する要素 

       となっているアセンブリあるいは部品を含む場合 
   注4) 各管理品目の履歴票作成要領に基づく確認記録 

注5) 使用する場合はMRB処置が必要 
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実施しない場合の影響 

品目製造後の信頼性管理品目の管理ができなくなり、信頼性上の問題点の早

期発見ができない恐れがある。 
 
参考文献 
 なし 

  １．記入要領 
  ２．構成品リスト 
  ３．機器履歴票 
  ４．不具合履歴票 
  ５．検査・試験記録 
  ６．取り扱い上の注意事項 
  ７．その他 

図3.50-1 文書パッケージ目次（例） 
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3.51  部品、ディバイス、材料、工程プログラム：専門組織の活用 

 
効果 

専門組織を設定／確立し各プロジェクトを（特に設計部門に対して）支援す

ることにより、プロジェクトの要求事項を満たす部品、ディバイス及び材料の

選定と適用、並びに工程プログラムの選定と実行を適切に行うことができ、宇

宙用機器のミッション達成に与える致命的な影響を防ぐことができる。 

 
効果的な実施時期 

基本設計のスタート時において、専門組織を確立する。 

 
技術的根拠 

部品、ディバイス、材料及び工程プログラムは、宇宙用機器の機能、性能、

質量、信頼性、寿命、消費電力及びプロジェクトコストを決定する要素である

が、設計部門又はシステム技術者は必ずしもこのような固有技術に詳しいとい

うわけではない。したがって、これらのプロジェクトにまたがる広範囲の情報

を有し、設計部門を支援する能力のある専門組織が必要である。 

 
JMR-004の対応項番 

4.3.17.2 専門組織の活用 
 

関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス：選定 

(2) 部品、ディバイス：仕様書 

(3) 部品、ディバイス：認定 

(4) 部品、ディバイス：リストの作成 

(5) 部品、ディバイ、材料、工程プログラム：適用審査 

(6) 材料、工程プログラム 

(7) 異常／故障の管理方法 

 

実施方法 

(1) 専門組織の活用 

部品、ディバイス、材料及び工程プログラムは、専門的な要素技術であるの

で、専門組織を設けて設計技術者を支援及びレビューする必要がある。 
この専門組織は複数のプロジェクトに対して横断的に専門技術を使って、設

計、製造、試験・検査の段階で支援及びレビューを行う。 
このためにこの専門組織は常にその技術分野についての情報収集、基礎的研

究、データベースの作成・維持などを行い、プロジェクトを支援しあるいはレ
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ビューできるように技術力の維持・向上に努めなければならない。 
(2) 専門組織が実施／支援する業務内容 

部品、ディバイス、材料、工程プログラムの専門組織は「設計部門」「製造

部門」、「品質保証部門」等と密接な連携を取りながら、適切に部品、ディバ

イス、材料及び工程を選定し、品質及び信頼性を維持、管理することが重要で

ある。 

ここでは特に設計部門に対する専門組織の支援及びレビューについて図

3.51-1に示す。 

 

 a.システム要求の解析 

プロジェクトの設計部門がシステム要求の解析（機能、性能、環境条件、

信頼度など）を行い、ミッション要求、ミッション期間等からサブシステム、

コンポーネント、部品、ディバイス、材料及び工程へと要求事項を展開する

ので、専門組織は部品、ディバイス、材料及び工程の専門技術家として現状

の技術水準（The State of Arts）や将来動向を踏まえて設計部門を支援し、

部品、ディバイス、材料及び工程に対する要求条件を明らかにする。 

b.選定基準の設定 

専門組織は、設計部門が行ったシステム要求の解析結果をベースラインと

して、部品、ディバイス、材料及び工程についての選定順位、品質レベル、

信頼度レベル等の選定基準を設定する。設定に当たっては既に宇宙用として

実績があり認定済みの仕様書を活用すること。この時点で承認部品、ディバ

イス、材料及び工程リスト（APL等）の第１次案を作成し具体化を図る。 

c.選定 

設計部門はプロジェクトの開発仕様書あるいは設計仕様書の要求事項を満

たし、ミッションが確実に達成され得る品質及び信頼性を有する部品、ディ

バイス、材料及び工程を専門組織が作成した選定基準に従って選定する。専

門組織は選定作業を支援する。 
d.仕様書の制定 

既存の認定された仕様書がない部品、ディバイス、材料及び工程を採用す

る必要が生じた場合には、対象となる部品、ディバイス、材料及び工程の定

義を明確にし、開発及び認定のための新たに仕様書を作成し制定する必要が

ある。専門組織が、設計部門からの要求を受けて、対象となる部品、ディバ

イス、材料及び工程に対する機能、性能、環境条件、認定試験、品質確認試

験等を明確にした仕様書を作成し制定する。 
e.認定 

専門組織は、新規に作成し制定された仕様書に従って対象となる部品、デ

ィバイス、材料及び工程の認定を行う。認定の過程（認定対象品目の設計、

製造過程を含む）において、試験変更の必要が生じた場合は、設計部門と協
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議して、設計側での対処策を選択する。通常は、供試体を製作し試験を実施

した上で認定を行うが、既に認定された部品、ディバイス、材料及び工程を

一部変更して採用する場合には、適宜認定試験項目の取捨選択を行って効率

的に認定作業を進める。 
f.リストの作成 

専門組織は、a～eの結果を踏まえて宇宙機器の設計に使用する部品、ディ

バイス、材料及び工程のリストを作成し、承認部品及びディバイスリスト

（APL）、承認材料リスト（AML）、承認工程リストなどとして制定する。プ

ロジェクトの進展に従い維持・管理する。 

g.適用審査の実施 

専門組織が選定した部品、ディバイス、材料及び工程が選定基準に合致し

承認部品ディバイスリスト、承認材料リスト、承認工程リストに記載のもの

であることを確認し、コンポーネントレベル以上の機器設計において要求条

件を充分満足する妥当な「使われ方」をしていることを確認する。 

h.故障解析 

製作及び試験中に部品、ディバイスに不具合が発生した場合には、専門組

織は故障解析を行い、原因究明を行い、対処策を設計部門とともに検討する。 
 

(3) 開発段階に対応する部品、ディバイス、材料及び工程プログラム 

専門組織は、開発段階に応じて、部品、ディバイス、材料及び工程の進捗

状況（選定、仕様書の制定、認定、リストの作成）を把握し、スケジュール

通りに実施するようにマネージメントしてプロジェクトの円滑な進捗を支援

する。 
図3.51-2に開発段階に対応する部品、ディバイス、材料及び工程プログラ

ムを示す。 
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開発段階 予備設計 基本設計 詳細設計 製作・試験 

審
査
会 

     （BBM）                （EM）           （PM）   
（FM） 
                           ▽           ▽      ▽   ▽ 
                          PDR         CDR    PQR  PSR 

部
品
、
デ
ィ
バ
イ
ス
、
材
料
、
工
程 

 

図3.51-2  開発段階に対応したディバイス、材料及び工程プログラム 
 

実施しない場合の影響 

専門組織を活用せず、設計部門又はシステム技術者だけで部品、ディバイス

及び材料の選定と適用並びに工程プログラムの選定と実行を行った場合、機能

／性能を優先するばかりにプロジェクトの要求する品質及び信頼性がおろそか

になる恐れがある。 

 
参考文献 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

部品、ディバイス、材料、工程のリスト作成 

仕様書作成、認定 

部品、ディバイス、 
材料、工程の選定 

部品、 
ディバイス、 
材料、工程 
適用審査 

故障解析 
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専 門 組 織 支 援 主担当 支 援 主担当 主担当 主担当 主担当 主担当 

設 計 部 門 主担当 支 援 主担当 支 援 支 援 支 援 支 援 支 援 

図3.51-1 部品、ディバイス、材料、工程プログラムの関与部門
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3.52  部品、ディバイス：選定 

 
効果  

プロジェクトの開発仕様書の要求事項を満たす部品、ディバイスを選定する

ことにより、宇宙機のミッション達成上のリスクを低減し、宇宙用機器の品質

及び信頼性を確保することができる。 

 
効果的な実施時期 

  基本設計段階において、そのプロジェクトに使用する予定の部品及びディバ

イスを選定する。 

 
技術的根拠 

プロジェクトの開発仕様書の要求事項を満たし、システム／機器の仕様の低

下や、ミッションに対する障害を防ぐために、氏素性の明らかな部品、ディバ

イスを選定することが必要である。 

また、宇宙用として標準化、共通化された部品を選定することにより、コス

トの低減、納期の短縮、情報の活用及び確実な管理による信頼性が得られる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.17.3 選定 

 
関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス：仕様書 

(2) 部品、ディバイス：認定 

(3) 部品、ディバイス：リストの作成 

 

実施方法 

部品及びディバイスの選定は、ミッション成功に大きく寄与するため、充分

な配慮のもとで適切に実施されることが必要である。ロケットや人工衛星のミ

ッション要求に基づき、使用環境条件、使用レベル、形状、寸法等の諸特性に

ついて考慮すると共に、強度、軽量化、信頼性、耐食性、入手性及びコストの

観点からトレードオフを行い、選定をすることが肝要である。 

また、プロジェクトの要求事項を達成するためには、既存の認定された部品

から選定するだけでなく新規に特有の部品、ディバイスを評価し、開発・認定

をすることがある。 

宇宙用に意図して設計されたものではない宇宙産業界以外で用いられている

部品、いわゆる民生部品を選定する場合には、民生部品が本来宇宙環境での使

用を意図していないものであること、設計、プロセス、試験、検査の内容が使
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用者に公開されないこと、製造者が使用者への通知を行うことなく技術変更を

行う等の宇宙用とは異なるビジネス環境を踏まえて充分な評価を行うことが必

要である。 

選定基準の例として、「電気、電子、電子機構（EEE）部品プログラム標準」

(JMR-012)がある。この標準部品から、プロジェクトの特性を考慮して選定す

ることによって、品質及び信頼性はもとより、システム／機器の設計、製造、

試験が合理的に行える。 

部品及びディバイスの選定手順の例を以下に示す（図3.52-1 参照）。 

 

(1) 使用部品品種、品目の検討/洗い出し 

宇宙機のミッション、ミッション期間、軌道等に基づきミッション解  

析を実施し宇宙機のサブシステム／コンポーネントへの機能配分がシステ

ム設計部門によって実施される。 

機能配分に従ってサブシステム／コンポーネント等の機器設計が実施さ

れる。 

機器の設計に当たっては、JMR-012や過去の宇宙機の経験をベースに宇

宙用として使用可能なあるいは使用実績のある部品を採用する必要がある。   

その設計結果によりその宇宙機に使用する部品、ディバイスの品種、品

目を洗い出す。 

 

(2) 使用部品品種、品目の検討 

宇宙機のミッション、ミッション期間、軌道、使用打上げ手段等に基づ

いてサブシステム／コンポーネントの具体的な使用条件、環境条件をベー

スにして機器に使用する部品に対する使用要求条件を設定する。(1)によ

り洗い出された部品の品種、品目がその使用条件に耐えうるか否かの判定

を行い、判定が否の場合には機器設計にフィードバックし機器設計をやり

直す、あるいは新たに部品を開発する。 

宇宙用機器で特有の要求である耐放射線要求は、ミッション期間10年の

静止衛星では100kGy(Si)、又は低軌道衛星では少なくとも1kGy(Si)以上の

トータルドーズ耐性が要求される。IC、LSIに対しては宇宙線の重粒子イ

オンあるいはプロトンによるシングルイベント現象(SEE)に対する耐性が

要求されるが、SEEに対しては部品のみでの対処ではなくシステム的な対

策と併せて行うことが合理的である。 

 

(3) ミッションのリスク許容度と部品の信頼性保証レベル 

当該プロジェクトのミッション達成に対するリスク許容度が、高いか低

いかによって使用する部品の信頼性保証レベルとコストのトレードオフを

行うことができる。 
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同一のプロジェクトあるいは宇宙機の中にあってもミッション達成に対

してリスク許容度の低い機器にはコストがかかっても信頼性保証レベルの

高い部品を選定し、リスク許容度の高い機器にはコストを優先して信頼性

保証レベルの低い部品を使用しても良い。 

JMR-012 1)では、品質保証レベルとしてクラスⅠ、クラスⅡ及びクラス

Ⅲが設定されている。 

 

集積回路を例として、JAXAクラスⅠ、NASA NSPLレベル１部品（MIL-

PRF-38535 2）Class V(Class level S））及びレベル２部品（MIL-PRF-

38535 Class Q（Class level B））のスクリーニング及び品質確認試験項

目の比較を表3.52-1、表3.52-2、表3.52-3、表3.52-4及び表3.52-5に示す。
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図3.52-1 一般的な部品の選定・承認フロー 
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表3.52-1 スクリーニング試験比較表 

試験項目 JAXAｸﾗｽI 
MILｸﾗｽV 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙS) 

MILｸﾗｽQ 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙB) 

ウェハロット検査 〇 ○ － 

安定化ベーク 〇 － － 

温度サイクル試験 〇 〇 〇 

目視検査 〇 〇 〇 

粒子衝突雑音検出試験 〇 〇 － 

定加速度試験 － ○ 〇 

放射線写真検査 〇 ○ － 

バーンイン前 

電気的パラメータ試験 
〇 〇 〇 

バーンイン試験 〇（240時間） 〇（240時間） 〇（160時間） 

中間点（バーンイン後） 

電気的パラメータ試験 
〇 〇 － 

逆バイアスバーンイン試験 〇（72時間） 〇（72時間） － 

中間点（逆バイアスバーンイン後）

電気的パラメータ試験 
〇 〇 － 

気密性試験 〇 〇 〇 

最終電気的パラメータ試験 〇 〇 〇 

外部目視検査 〇 〇 〇 
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表3.52-2 品質確認試験比較表（グループＢ試験） 

サブグループ 
JAXAｸﾗｽI 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 
MILｸﾗｽﾚﾍﾞﾙS 
（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽﾚﾍﾞﾙB 
（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

サブグループ１ 
(a)外形寸法検査 
(b)内部水蒸気量検査 

 
３（０） 
３（０） 

 
２（０） 
３（０） 

---- 
 
 

サブグループ２ 
(a)耐溶剤性試験 
(b)内部目視及び機械的検査 
        
(c)ボンド強度試験 
 (1)熱圧着ボンド 
 (2)超音波ボンド 
 
(d)ダイはく離試験 

 
３（０） 
２（０） 

 
２（０） 

 
 
 

３（０） 

 
３（０） 
２（０） 

 
２２（０） 

 
 
 

３（０） 

 
３（０） 
---- 
 

---- 
 
 
 

---- 

サブグループ３ 
はんだ付性試験 

 
LTPD１５ 

 
２２（０） 

 
２２（０） 

サブグループ４ 
(a)リード強度試験 
(b)気密性試験 
(1)微小 
(2)グロス 

 
２（０） 

 
 
 

 
４５（０） 

 
 
 

 
---- 
 
 
 

 

 

表 3.52-3 品質確認試験比較表（グループＣ試験） 

（ダイ関連試験） 

サブグループ JAXAｸﾗｽI 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽV 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙS) 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽQ 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙB) 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

サブグループ１ 
(a)プレコンディショニング 
(b)定常動作寿命試験 
(c)終止点電気的 
   パラメータ試験 

 

 

LTPD５ 

 

 

 

 

４５（０） 

 

 

 

４５（０） 

 

サブグループ２ 
(a)温度サイクル試験 
(b)定加速度試験 
(c)気密性試験 
（1）微小 
（2）グロス 
(d)終止点電気的 
   パラメータ試験 

 

 

５（０） 

 

又は 

 

８（１） 

 

 

---- 

 

 

---- 
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表3.52-4 品質確認試験比較表（グループD試験） 

（パッケージ関連試験） 

サブグループ JAXAｸﾗｽI 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽV 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙS) 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽQ 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙB) 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

サブグループ１ 

(a)熱衝撃試験 

(b)温度サイクル試験 

(c)耐湿性試験 

(d)気密性試験 

（1）微小 

（2）グロス 

(e)目視検査 

(f)終止点電気的 

   パラメータ試験 

LTPD15 

 

１５（０） 

 

１５（０） 

 

サブグループ２ 

(a)衝撃試験 

(b)振動試験 

(c)気密性試験 

（1）微小 

（2）グロス 

(d)目視検査 

(e)終止点電気的 

   パラメータ試験 

LTPD15 

 

１５（０） 

 

１５（０） 

 

 

 

表3.52-5 品質確認試験比較表（グループE試験） 

（耐放射線性試験） 

サブグループ JAXAｸﾗｽI 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽV 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙS) 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

MILｸﾗｽQ 

(ｸﾗｽﾚﾍﾞﾙB) 

（ｻﾝﾌﾟﾙｻｲｽﾞ） 

サブグループ１ 

(a)定常状態 

放射線量試験 
(トータルドーズ試験) 

(b)終止点電気的 

   パラメータ試験 

５（０） 

 

５（０） 

 

５（０） 

 

 

 

 (4) 標準部品、非標準部品の選定 

宇宙用部品は一般的にいずれの宇宙プログラムにも共通して使うことの

できる標準化して認定された部品、ディバイスと当該プロジェクト固有の

目的のために使用するに新規に評価あるいは開発、認定された部品ディバ

イスとに分けられる。前者を標準部品と言い、後者を非標準部品と言う。  

宇宙開発の進展により当初非標準部品であった部品、ディバイスが標準
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部品として扱われるようになることもあるし、その逆も起こる。 

標準部品と非標準部品の特徴と必要業務を表3.52-6に示す。 

 

 

表3.52-6  標準部品と非標準部品の特徴と必要業務 

 標準部品 非標準部品 

区分 何れの設計、プロジェクトでも使

用することを目的とし、共通性が

あり、入手性が良く、使用実績等

による信頼性の高い品目。 

特定の設計、プロジェクトを指向

し、斬新性、新規性があり、製品

の機能を向上する高度な性能・機

能を有する品目。 

特徴 信頼性が確認済、入手性がある 

（保守的で進歩性に欠ける） 

高度な機能、進歩性 

（新たな評価が必要） 

必要業務 （１）事前に実績調査、評価試験

によって選定し、リスト化して

おく（標準部品リスト） 

（２）仕様書設定と認定 

（３）在庫化、工程維持など恒常

的な管理を要する。 

（４）恒常的に品質状況を調べ、

常時の供給を確保する。 

（１）製品の設計に合わせた特注

仕様の作成 

（２）供給側の能力を調査し、評

価、設計、試験の計画立案 

（３）開発作業及び認定 

（４）適用試作、試験 

（５）仕様部品の品質保証 

 

 

(5) 民生部品からの選定 

一般に宇宙用部品は民生部品に比較して２～３世代前の技術によってい

る場合が多い。特に集積回路（IC、LSI、超LSI等）においては顕著である。

従って、最新の技術による集積回路を使用すると宇宙機のミッション達成

に寄与する度合いが大きい場合には民生部品を使うことが有利である。 

民生部品を選定する場合には、民生部品が本来宇宙環境での使用を意図

していないものであること、設計、製造及び試験の内容が公開されないこ

と、製造者が使用者への通知を行うことなく技術変更を行うこと等宇宙用

とは異なるビジネス環境を踏まえて充分な評価を行うことが必要であると

同時に民生部品の適用条件を実現できるシステム設計及び機器設計を行う

ことが必要である。 

JAXAでは、宇宙産業界以外で用いられている、いわゆる民生部品のうち、

比較的信頼性が高いと考えられる業種に用いられるものを宇宙転用可能部

品と位置づけ、それらのなかから宇宙用に使用できる部品を選別する手順

等を定めたハンドブック 3）を作成しているので、参考にされたい。 

民生部品を選定する手順の例を以下に示す（図3.52-2(1/2)参照）。 

  

a.システム要求条件の確認 
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宇宙機のミッション、軌道、寿命など、宇宙機の要求条件や環境条件を

明確にし、使用する部品の具体的な使用条件、環境条件を明確にする。こ

こでは、特に耐放射線性要求及び温度条件に注意が必要である。民生部品

は通常放射線環境で使用することは想定していないし、温度条件も宇宙用

の-55℃～125℃に対して民生部品は0℃～80℃である。又、宇宙用集積回

路は熱制御の点からセラミックパッケージが一般的である（図3.52-3）が

民生用集積回路はプラスチックパッケージであるので温度サイクルの影響

を受けやすいことにも注意を要する。   

b.部品素性調査 

選定対象となる部品について、その部品のカタログ、部品メーカ発行の

ユーザズマニュアルを入手し、宇宙機適用性の検討のための素性調査を行

う。また、入手できない内部情報については、DPAや材料分析などにより

不明な情報を一部補充して、設計、製造技術、使用材料など部品の品質情

報を基に適用性を検討する。ただし、近年の超高集積回路部品に対しては、

断面解析にも限界があり、部品の素性を明確につかむことは困難であるた

め、始めの情報収集の段階で、解析実施有無を判断する必要がある。 

c.評価・解析 

部品の品質及び信頼性、そして種々の耐環境性を確認するため評価・解

析を行う。下記事項は、JAXA-QTS-2010 4)（集積回路共通仕様書）及びMIL-

STD-883 5)を参考として引用したものである。 

(i)機能、性能を電気的特性により評価するグループA試験 

(ii)部品の外形構造及び外部リードに対して評価するグループB試験 

(iii)部品のチップの品質及び信頼性を評価するグループC試験 

(iv)部品のパッケージに係る品質及び信頼性を評価するグループD試験 

(v)部品の実使用による環境を想定してその耐性や信頼性を抽出するために、

グループA～D以外の評価として挙げられるその他オプション試験 

(vi)トータルドーズ試験、シングルイベント試験などの放射線照射試験 

d.搭載用部品評価 

民生部品を宇宙機に使用するにあたって、部品適用判定評価で取得した

データの相違点を確認し、搭載部品として問題ないことを確認する。 

搭載用部品評価のフローを図3.52-2(2/2)に示す。 

 

 

(6)電気・電子（EEE）部品選定の例 

参考例として、JAXAのある衛星の電気・電子（EEE）部品選定基準を以

下に示す。 

ある衛星ではJMR-012の前身である当時のNASDAの技術文書に従って部品

選定が実施されている。 
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a.EEE部品は、システム及び構成要素に対する信頼度要求及びクリティカ

リティに応じ、使用環境・要求に対する評価を十分に行った上で、クラ

スⅠ及びクラスⅡ部品の範囲で適切な部品を選別して使用する。 

b.単一点故障部品については必ずクラスⅠ部品を使用する。 

c.外国から調達する部品については、設計の自在性及び調達性に充分留意

する。 

d.AOM/TEDA（原子状酸素モニタ／技術データ取得装置）に関しては、衛星

システムと電気的インタフェースを有する部品を除き、MIL-STD-883ク

ラスB相当の部品のうち、使用実績のあるものを対象部品とする。 

 

実施しない場合の影響 

部品、ディバイスの品質及び信頼性が確保できないため、宇宙用機器におい

て異常及び故障を招く恐れがあり、ミッションの達成が危うくなる。 

 
参考文献 

1)  JMR-012 「電気、電子、電子機構（EEE）部品プログラム標準」 

2) MIL-PRF-38535 「INTEGRATED CIRCUITS (MICROCIRCUITS) 

MANUFACTURING, GENERAL SPECIFICATION FOR」 

3) JERG-0-052 「宇宙転用可能部品の宇宙適用ハンドブック（共通編）」 

4) JAXA-QTS-2010 「宇宙開発用信頼性保証 集積回路 共通仕様書」 

5) MIL-STD-883 「TEST METHOD STANDARD MICROCIRCUITS」 
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部品選定基準の設定

個別仕様書の設定

別品種選定

　設計/ﾌﾟﾛｾｽなどの
　部品素性の調査
　解析の実施

判　　定

個別仕様書に基づく
「評価・解析」

判　　定

構造解析による
部品素性の調査／ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ設定

判　　定

　　搭載用部品評価
　　フェーズへ

改善可能

設計改善

機器又は
ｼｽﾃﾑで対応

　①ｼｽﾃﾑの各機器要求条件
　　による部品ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

　評価データの解析
　総合評価

合格

不合格

合格

不合格

不合格

合格

N Y

：ミッション及びユーザの要求に基づき、入手性、消費電力、
　発熱などを考慮して基準を設定し部品の選定。

：部品メーカーより設計関係、信頼性データの入手。
　（ただし、たいていの場合、情報入手は困難と考えられる。）
　必要において断面や表面解析の実態。

：種々の環境特性を評価し、品質及び信頼性を確認す
る。

：初期に解析を実施した場合、その結果を代用。

 
 

図3.52-2 民生部品適用判定／搭載判定評価詳細フロー (1/2) 
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②製品用のロットの中
　から必要数量を入手

個別仕様書に基づいた
スクリーニング試験

構造解析の実施

素性相違の有無
ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞとの比較
（Review/検討）

判　　定

判　　定

判　　定

総合判定

技術検討

判定

再審査
①へ

必要に応じ品質
確認試験の実施

評価ﾃﾞｰﾀの解析
総合評価

ロットとして捉えないで製造する部品メーカ
もあるため、月産のものを入手も考えられる。

実使用部品評価ロット別確認評価

相違あり

不合格

合格

相違なし

問題
なし

問題
あり

不合格

合格

不合格

搭載・使用へ

図3.52-5  搭載用部品評価詳細フロー  図3.52-2 民生部品適用判定／搭載判定評価詳細フロー (2/2) 
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図3.52-3 セラミックパッケージの構造図 
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3.53  部品、ディバイス：仕様書 

 
効果 

部品、ディバイスに対して仕様書を制定することにより、品質及び信頼性が

明確になる。また、制定された仕様書は部品及びディバイスの品質を保証する

ための定義となり、管理の根拠にすることができる。 

 
効果的な実施時期 

  選定した部品に既存の仕様書がない場合には、基本設計段階あるいはその前

段階において仕様書を制定する。 

 
技術的根拠 

宇宙用のシステム／機器において、品質及び信頼性を管理するためには、ア

センブリレベルの最下位に位置するすべての部品、ディバイスの仕様を明確に

する必要がある。従って、使用する部品、ディバイスに既存の仕様書がない場

合やミッション要求を達成するために特有な部品、ディバイスを確立する場合

には、宇宙開発用共通部品の仕様書をテーラリングした仕様書を制定する必要

がある。 

宇宙開発用共通部品の共通的な仕様書を代表するものにNASDA及びJAXA-QTS、

MIL、ESCC仕様書がある。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.17.4 仕様書 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス：認定 

 
実施方法 

(1) 仕様書の内容 

仕様書の内容は、NASDA及びJAXA-QTS、MIL、ESCCで相違はあるが、共通的に

は仕様書の番号、仕様書の名称、適用範囲、適用文書、要求事項、品質保証条

項、出荷準備が明記されている。仕様書に規定された事項が確実に実施され繰

り返し生産されても同一の製品が生産されること保証するために仕様書に加え

て、QPL品はNASDA-QTS-38100 1)、QML品はJAXA-QTS-2000 2)の規定に従ってそれ

ぞれ信頼性保証プログラム、品質保証プログラムを設定しなければならない。 

仕様書の記載内容を以下に示す（表3.53-1参照）。 
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a.適用範囲 

  仕様書に記述する部品、ディバイスの適用する範囲を明確に記載する。 

b.適用文書 

  仕様書に引用する全ての文書を一括して記述する。 

c.要求事項 

宇宙機のミッション、軌道、寿命など、宇宙機の要求条件に合致する、具

体的な部品、ディバイスの要求事項（機能、性能、信頼性等）等を記載す

る。 

d.品質保証条項 

当該品目がc.項（要求事項）に規定する要求を満足していることを確認保

証するための試験及び検査並びにそれらの評価について記述する。 

e.出荷準備 

  包装の方法、包装への表示方法等について記載する。 

f.注意事項 

注意事項は、これまでに含まれなかった事項、又はその他情報、説明等の

参考事項を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



JERG-0-063                                                          

3-419 

 

 

表3.53-1  部品仕様書の規定事項 

仕様書の内容 仕様書には以下の事項を規定する必要がある。 

（１）適用範囲 

（２）適用文書 

（３）要求事項 

（４）品質保証条項 

（５）出荷準備 

（６）注意事項等 

要求事項 要求事項には、次の様な項目を規定しなければならない。 

（１）一般要求              （８）定格 

（２）認定                  （９）スクリーニング 

（３）継続認定              （１０）電気的性能 

（４）材料                  （１１）機械的性能 

（５）設計及び構造          （１２）環境的性能 

（６）外観、寸法、表示      （１３）耐久的性能 

（７）ワークマンシップ 

品質保証事項 品質保証事項には、次のような項目を規定しなければなら 

ない。 

（１）一般要求 

（２）試験及び検査の責任 

（３）故障報告及び故障解析報告書 

（４）試験装置及び検査設備 

（５）試験及び検査の分類 

（６）認定試験 

（７）受入試験（又は品質確認試験） 

（８）定期的品質確認試験等 

（９）試験方法 

（１０）保存品の出荷 

 



JERG-0-063                                                          

3-420 

(2) 部品仕様書の例 

部品仕様書の例としてJAXA-QTS-2050F 宇宙開発用信頼性保証抵抗器 共通

仕様書を表3.53-2として記す。 

 

(3) 仕様書の維持・管理 

仕様書は修正、改版、新規に作成するなどの維持・管理が必要である。この

管理の流れを図3.53-1に示す。 

なお改版、新版への置き換えにあたっては、できるだけ従来から使用、出荷

していた部品との互換性に留意することが経済的である。 

また、部品、ディバイスの不具合状況や品質状況によっては、要求条件を変

更する必要があるため、常に仕様書を変更するための管理体系を整備しておく

ことが重要である。 

品質状況

組立出荷試験

認定試験

仕様書原案 仕様書

仕様書の改訂

仕様書新版

再認定試験

制定

修正

つぎの調達

制定

品質状況によって大改版を要する

図3.53-1 仕様書の維持・管理の流れ 
 
 

（参考）QML（Qualified Manufacturers List）方式による部品仕様書 

米国においては従来のQPL(Qualified Products List)方式からQML方式に変更され

てきている。特にMicrocircuitに関しては既にQML方式への移行をほぼ完了している。

QPL方式は各製品(Product）毎の認定であるので部品仕様書も米軍において制定し維

持されていた。QML方式になってから部品製造者に権限が大幅に移行され、QPL方式
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時代の守らなければならない仕様書MIL-M-38535から指針であるMIL- PRF-38535に変

更された。部品製造者の中にTechnical Review Board (TRB) を設置させ、ある程

度技術変更はTRBの権限で処置できることとなった。個別の部品仕様は部品製造者が

作成し DLA(Defense Logistics Agency)が認証する SMD(Standard Microcircuit 

Drawing)により定義される。 

JAXAにおいても従来のQPL方式からQML方式への変更が進められている。品質保証

システムとしてISO9000’sを採用すると同時に米国の方式にならいTRBを部品製造者

に設置させ、ある程度部品製造者の自主的な活動ができることとしている。 

これを具体化するためにNASDA-QTS-38100に変わる共通仕様書としてJAXA-QTS-

2000を制定している。 

また品種別の共通仕様書まではJAXA仕様書として制定される。個別の部品仕様書

は、共通仕様書の規定に従って、製造者が仕様書を作成、制定し、JAXAが発行する。

このことは、従来は宇宙特有の条件（放射線、真空、無重力等）に対する技術的判

断はJAXAに於いてなされていたが、今後は部品製造者において判断できる能力が要

求されることを意味する。また、NASDA-QTS-38100では信頼性保証プログラムの確立

が要求されていたが、これに代わり品質保証プログラムの確立が要求されることに

なっている。品質保証プログラムの確立に当たってISO9000’sの認証を取得済みの製

造業者はISO9000’sの認証により確立された品質システムに従うことになっている。 

 
実施しない場合の影響 

  どのような部品、ディバイスであるのか仕様書によって定義されていなけれ

ば、設計者又はシステム技術者はその部品及びディバイスを選定することがで

きなくなる。また、自らが部品、ディバイスを評価して選定した場合でも、部

品及びディバイスの品質及び信頼性が不明確になり、宇宙用機器の品質及び信

頼性もおろそかになるため、ミッションの達成が保証できなくなる。 

 
参考文献 

1) NASDA-QTS-38100 宇宙開発用共通部品等  一般共通仕様書 

2) JAXA-QTS-2000 宇宙開発用共通部品等  一般共通仕様書 
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表3.53-2 部品仕様書の例（1/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 
2022年 5月27日制定 
JAXA-QTS-2050E 
2022年 5月27日廃止                    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇宙開発用信頼性保証 抵抗器 
 

共通仕様書 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構 
 

 

 

登録番号 認仕－1251 
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表3.53-2 部品仕様書の例（2/8) 

 

JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- v - 
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表3.53-2 部品仕様書の例（3/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

宇宙開発用信頼性保証抵抗器 

共通仕様書 
 

1. 総則 
1.1 適用範囲 

この仕様書は、宇宙機に搭載する電子機器などに用いる宇宙開発用信頼性保証固定抵抗器

（以下、「抵抗器」という）に適用し、それらの要求事項、品質保証条項などを規定する。 

なお、この仕様書は、QML認定を取り入れた一般共通仕様書（JAXA-QTS-2000）に従って 

作成されたものであるとともに、次に示す共通仕様書を継承したものである。 

a) NASDA-QTS-55182G 宇宙開発用信頼性保証固定皮膜抵抗器共通仕様書 

b) NASDA-QTS-39017C 宇宙開発用信頼性保証固定皮膜抵抗器（絶縁小形）共通仕様書 

c) NASDA-QTS-83401A 宇宙開発用信頼性保証固定皮膜ネットワーク抵抗器共通仕様書 

d) NASDA-QTS-55342A 宇宙開発用信頼性保証チップ形皮膜抵抗器共通仕様書 

e) NASDA-QTS-1059 宇宙開発用信頼性保証チップ形ネットワーク抵抗器共通仕様書 

f) NASDA-QTS-39007B 宇宙開発用信頼性保証電力形固定巻線抵抗器共通仕様書 

g) NASDA-QTS-39009A 宇宙開発用信頼性保証固定巻線（電力形、シャーシ取付） 

    抵抗器共通仕様書 

 

1.2 用語の定義 
この仕様書では、JAXA-QTS-2000及び次の用語を定義して適用する。 

a) 抵抗温度特性（α） 

 2 つの規定の温度間の抵抗値の相対的変化（平均的係数）を温度差で除した値で、通

常、1℃当たりの百万分率(10-6/℃)で表す。 

𝛼𝛼 =
𝑅𝑅2 − 𝑅𝑅1
𝑅𝑅1 × 𝛥𝛥𝛥𝛥 

 

     ここで、Δθ：規定の周囲温度と基準温度の代表的な温度差を℃で表したもの 

     R1：基準温度での抵抗値 

     R2：規定の周囲温度での抵抗値 

 

1.3 品種の区分 
抵抗器の品種の区分は表１による。 

 

1.4 部品番号 
抵抗器の部品番号はJAXA-QTS-2000のA.3.1.4項による。詳細は付則による。 

 

- 1 - 
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表3.53-2 部品仕様書の例（4/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

表 1 品種の区分 

抵 抗 器 形  式 
付

則 

対応する旧来の 

適用仕様書 

固定皮膜抵抗器 
RNS 50, 55, 60, 65, 70 

RNS 90C, 90P 
A NASDA-QTS-55182G 

固定皮膜抵抗器（絶縁小形） 
RLS 05C, 07C, 20C, 32C, 42C 

RLS 05T, 07T, 20T, 32T, 42T 
B NASDA-QTS-39017C 

固定皮膜ネットワーク抵抗器 ― D NASDA-QTS-83401A 

チップ形皮膜抵抗器 

RMS 06, 10, 12, 15, 20, 35 

CRK 2H, 4H, 8H, 10H, 16H 

SCR 16, 20, 32, 35, 50 

WCR 32, 50, 64 

E NASDA-QTS-55342A 

チップ形ネットワーク抵抗器 RZCS 16 F NASDA-QTS-1059 

電力形固定巻線抵抗器 RWS 80, 81, 83, 84, 89 G NASDA-QTS-39007B 

固定巻線（電力形、シャーシ 

取付）抵抗器 
RES 40, 50, 60 65, 70, 75 H NASDA-QTS-39009A 

チップ形固定金属皮膜抵抗器 1005, 1608, 2012, 3216, 3225 J ― 

 
 

2. 適用文書など 
2.1 適用文書 
次の文書は、この仕様書で規定する範囲でこの仕様書の一部とする。また、これらの文書は、

契約又は適用時点で入手し得る最新版とする。 

なお、版を指定する必要がある場合は、個別仕様書に規定する。 

a) JAXA-QTS-2000 宇宙開発用共通部品等一般共通仕様書 
b) JIS B 7502  マイクロメータ 
c) JIS B 7507  ノギス 
d) JIS B 7601  上皿天びん 
e) JIS C 5201-1  電子機器用固定抵抗器－第 1 部：品目別通則 
f) JIS K 8839  2-プロパノール（試薬） 
g) JIS Z 3197  はんだ付用フラックス試験方法 
h) JIS Z 9015-1  計数値検査に対する抜取検査手順－第１部：ロットごとの 

    検査に対する AQL 指標型抜取検査方式 
i) MIL-STD-202 Test Methods for Electronic and Electrical Component Parts 
j) MIL-STD-1276 Leads for Electronic Component Parts 

 

- 2 - 
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表3.53-2 部品仕様書の例（5/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

k) ASTM E595  Standard Test Method for Total Mass Loss and Collected  

   Volatile Condensable Materials from Outgassing in a  

   Vacuum Environment 

 

2.2 参考文書 
次の文書は、この仕様書の参考文書とする。 
a) JERG-0-035  宇宙開発事業団 部品適用ハンドブック 

 
2.3 優先順位 

適用仕様書に規定されている要求事項などの間に矛盾がある場合、適用する要求事項は次の

順位による。 
a) 個別仕様書 
b) この仕様書 
c) JAXA-QTS-2000 
d) この仕様書の適用文書（2.1 項）（ただし、JAXA-QTS-2000 を除く） 

 
2.4 個別仕様書 

抵抗器の形状、性能などに関する詳細な規定は個別仕様書による。 
なお、個別仕様書はJAXA-QTS-2000のA.4項に基づき、認定取得業者が作成及び制定し、

宇宙航空研究開発機構（以下、「JAXA」という）に登録しなければならない。 
 

2.4.1 個別仕様書番号 
個別仕様書番号は、JAXA-QTS-2000のA.2.2.2項に従って次のように表す。 

 例  JAXA-QTS-2050  /   A    □□□    □ 

 

  この仕様書の番号   付則記号  個別番号  改定記号 

 

2.4.2 個別仕様書の改定符号 
個別仕様書の改定に伴う改定符号の付与方法は、JAXA-QTS-2000のA.2.2.2.4項による。 

 

2.4.3 個別仕様書の取扱い 
個別仕様書は2.4.1項による個別仕様書番号ごとに、それぞれ独立した仕様書として取り

扱う。 

 

2.4.4 個別仕様書の様式 
個別仕様書の様式は、JAXA-QTS-2000のA.6項b)による。また、個別仕様書に規定すべ

き事項は、JAXA-QTS-2000のA.4項によらなければならない。 

 

- 3 - 
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表3.53-2 部品仕様書の例（6/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

3. 要求事項 
3.1 認定 

3.1.1 認定の範囲 
認定の範囲は付則による。 

 
3.1.2 初期認定 

この仕様書に従って認定を取得しようとする業者は、この仕様書の3.2.1項に従って品質

保証プログラムを設定し、4.4項に規定する認定試験を実施して、JAXA-QTS-2000の3.4.1
項に従って抵抗器の認定を受け、JAXA認定取得業者表（JAXA QML）に記載されなけれ

ばならない。 
 

3.1.3 認定の範囲の変更 
認定の範囲を変更する場合は、JAXA-QTS-2000の3.4.3項に従って再認定手続きをとら

なければならない。 
 

3.2 品質保証プログラム 
3.2.1 品質保証プログラムの設定 

認定を取得しようとする業者は、JAXA-QTS-2000の3.3.1項及びこの仕様書の要求事項を

満足する品質保証プログラムを設定しなければならない。また、JAXA-QTS-2000の3.3.2項

に従って品質保証プログラム計画書を作成し、その審査をJAXA-QTS-2000の3.3.6項に従

って受けなければならない。 
 

3.2.2 TRB の設置 
この仕様書に従って認定を取得しようとする業者は、JAXA-QTS-2000の3.3.5項に従っ

てTRBを設置し運営しなければならない。 
 

3.3 材料 
抵抗器に使用する材料は、この仕様書で規定したものを使用しなければならない。特に規定

がない材料については、この仕様書の要求を満足するものを用いなければならない。これらの

材料は、品質保証プログラムの製造条件を規定する文書に明記しなければならない。 
 

3.3.1 アウトガス 
抵抗器に使用する有機材料はASTM E595によって試験したとき、原則として次の値を満

足しなければならない。 
a) 質量損失比（TML）(1)：1.0%以下 
b) 再凝縮物質量比（CVCM）(2)：0.1%以下 

注(1) TML：Total Mass Loss 
 (2) CVCM：Collected Volatile Condensable Materials 

 

  （以下省略） 
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表3.53-2 部品仕様書の例（7/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

4. 品質保証条項 
4.1 一般要求 

認定取得業者は、この仕様書の3.2項で設定された品質保証プログラムの履行とTRBを適切

に運営する責任を有する。 
 

4.2 試験及び検査の分類 
試験及び検査は、JAXA-QTS-2000の4.3項に従って次の3種類に分類する。 
a) 工程内検査 
b) 認定試験 
c) 品質確認試験 

 
4.3 工程内検査 

認定取得業者は抵抗器の製造工程中に、製品の信頼性及び品質に重大な影響を及ぼす欠陥

の有無、ワークマンシップ、又は製品となってからでは測定できない特性の確認のために、次に

例示する工程内検査を実施しなければならない。工程内検査は、品質保証プログラム計画書の

製造工程フローチャートに明記しなければならない。 
a) 半完成状態での内部目視検査（非破壊の全数又は抜取検査） 
d) 半完成状態での物理的又は化学的検査（破壊又は非破壊の全数又は抜取検査） 
e) 半完成状態での特性検査（非破壊の全数又は抜取検査） 

 
4.4 認定試験 

4.4.1 試料 
認定試験の試料は、品質保証プログラムで規定した工程及び管理を通じて製造されたもの

で、認定の範囲を代表するものでなければならない。 

 
4.4.2 製造記録 
認定を取得しようとする業者は認定試験に供する抵抗器について、使用した材料の証明書

又は材料などの受入検査データ若しくは試験データ、試料を製造したときの工程記録及び工

程内検査データなどを保管・管理し、要求があれば提示できるようにしておかなければなら

ない。 

 
4.4.3 試験項目及び試料数 

認定試験の試験項目、試験順序、試料数及び抜取方式は付則による。 
試料数については、最低抵抗値、臨界抵抗値及び最高抵抗値において、認定範囲内の製品

に使用する構造や材料を網羅できなければならない。試料が認定範囲を代表できることを

JAXAと協議しなければならない。 
 

 

（以下省略） 
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表3.53-2 部品仕様書の例（8/8) 

 
JAXA-QTS-2050F 

2022年 5月27日制定 

 

6. 注意事項 
6.1 認定取得業者に対する注意 

6.1.1 適用データ・シートの作成、登録 
認定取得業者は、JAXA-QTS-2000の付則Gに従って適用データ・シートを作成し、JAXA

に登録しなければならない。 
 

6.1.2 互換性 
同一部品番号で抵抗器の認定を取得しようとする場合は、先に認定を取得した業者の製品

と実装も含めた互換性がなければならない。 
 

6.2 調達者に対する注意 
製品の詳細データ、注意事項などについては、適用データ・シートを参照すること。 

 
6.2.1 調達時に指定すべき事項 

この仕様書に従って製造された抵抗器を調達する場合には、次の事項を指定すること。 
a) 部品番号 
b) この仕様書の番号 
c) 個別仕様書の番号 
d) 出荷時に提出すべき試験データ及び源泉検査の有無 
e) その他 

 
e)項として、特定の用途に起因する事項を要求することはできるが、この仕様書の要求と

矛盾する事項を要求する場合には、この仕様書に基づく抵抗器としての表示を要求してはな

らない。 
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3.54  部品、ディバイス：認定 

 
効果 

部品、ディバイスを認定することによって、仕様書に規定された要求が保証

でき、システム／機器の信頼性確保が容易になる。 

 
効果的な実施時期 

新たに部品を認定する場合には、基本設計段階において実施する。 

 
技術的根拠 

部品、ディバイスがシステム／機器の要求事項を満足していることを立証す

るために認定を実施する必要がある。 

 
JMR-004の対応項番 

 4.3.17.5 認定 

 

関連の深い信頼性業務 

 部品、ディバイス：仕様書 

 
実施方法 

部品、ディバイスの認定には、プロジェクトの要求事項を達成するために新

規に特有の部品、ディバイスを評価･開発して認定する場合と、宇宙機用とし

て共通的に使用できるように標準化、共通化されて認定されたものとがある。 

それぞれの認定手順を以下に示す。  

 

(1) プロジェクト認定 

プロジェクト特有に開発する部品、ディバイスについて、開発から認定に至

るまでの手順を以下に示す（図3.54-1参照）。 
a.システム要求条件の確認 

宇宙機のミッション、軌道、寿命など、宇宙機の要求条件や環境条件を明

確にし、部品、ディバイスの具体的な機能、性能、信頼性、使用条件、環

境条件等を明確にする。 

b.仕様書原案の作成 
ミッションの要求に合致する部品、ディバイスの仕様書原案を作成する。 

c.類似品の調査 
ミッションの要求事項に合致する部品、ディバイス（どの様な部品が必要

か、またはどの部品が要求されているか）を調査（又は要望を受領）し、

その部品、ディバイスの市場における現存の有無、及びカタログ／評判な
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どの情報を収集する。また、ベースとなる部品が現存する場合には、それ

を入手し、機能、性能、信頼性等を検討する。 
d.試作／試験 
検討結果及び仕様書原案との間の技術ギャップがほとんどなく改修を必要

としない場合には、その部品のまま認定試験を行うことができるが、一部

改修又は新たな設計の部品開発を必要とする場合には、試作／試験及び評

価を行う。なお、新たな設計開発を必要とする場合には、この部品開発は

クリティカルパスになることが多い。 
e.認定試験実施要領書及び品質保証プログラム計画書 

認定試験実施要領書及び品質保証プログラム計画書を作成し、審査を受け

る。 

f.設計／製造 

仕様書の原案、認定試験実施要領書及び品質保証プログラム計画書に従っ

て部品、ディバイスの設計、製造を行う。 

g.認定試験 

認定試験実施計画書に従って、認定試験を実施する。 

h.認定試験後審査 

認定試験終了後、仕様書に規定された要求（設計、製造及び認定試験）に

合致するものであるかを審査する。 

i.製品仕様書の確定 

認定試験後審査の結果を基に、当該部品及びディバイスが認定し、部品、

ディバイスの製品仕様書を最終確定する。 

 

(2) 共通部品認定 

宇宙用共通部品の信頼性、品質及び安定供給体制を確保することを目的と

して、JAXAは共通部品の認定業務を実施している。 
この認定制度は部品メーカの自主的な申請によるものを基本としているが、

JAXAの方針で共通部品の開発を行う場合は、以下に示す手順で実施してい

る。  
また、その開発から認定に至るフローを、NASDA-QTS-38100 1)による場合を

図3.54-2に、JAXA-QTS-2000 2)による場合を図3.54-3に示す。 
a.共通仕様書であるNASDA-QTS-38100（QPL品一般）、JAXA-QTS-2000（QML品

一般）、並びに個別仕様書（NASDA-QTS-38510 3)；QPL品集積回路、JAXA-

QTS-2010 4)；QML品集積回路など）に規定された要求条件に基づき設計を確

定する。 

b.試作・評価を行う。 

c.製造工程文書の作成及び信頼性／品質保証プログラムの設定を行う。 

d.JAXA-QTS-2000による場合、個別仕様書及び開発確認試験実施計画書の作
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成を行い、開発確認試験に供する試料の製造を開始する前に事前審査（品

質保証プログラムの審査）を受ける。 

e.サンプルを製造し開発確認試験（認定試験に相当する）を実施する。 

f.この結果をベースに認定申請を行う。なお、認定試験は、開発確認試験デ

ータで代用している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.54-1 プロジェクト認定のフロー 
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図3.54-2 NASDA-QTS-38100による共通部品の開発／認定フロー 

 

 

 

 

図3.54-3 JAXA-QTS-2000による共通部品の開発／認定フロー 
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(3) 認定の管理 

プロジェクト認定を受けた部品、ディバイスは、仕様書及びデータを管理す

るとともに認定状況をリスト化する。 

また、JAXAの共通部品の場合は、JAXAにおいて維持、管理され、下記のJAXA

ホームページ上にて認定部品一覧を公開している（制限情報閲覧にはアカウン

ト登録は必要）。 

 

 JAXAウェブサイト； https://ssl.tksc.jaxa.jp/eeepitnl/jp/ 

 

（参考）共通部品認定制度の変更 

 JAXAの共通部品認定制度は発足以来25年以上が経過し、製造及び需要面で認定部

品を取り巻く環境は大きく変化している。JAXAの宇宙開発用共通部品の開発及び認

定に当たって一般産業用部品及び民生部品と同一製造ラインを極力採用する方針で

進めてきたが、民生部品等の技術革新は著しく製品のライフサイクルも宇宙用に比

較しきわめて短いこともあり、現状では結果として宇宙用の製造ラインは宇宙用特

有の製造ラインとなってしまっている。あるいは、民生部品の製造ラインが変更さ

れる場合に、これを宇宙用に採用するにはその都度再認定の手続きが必要でありそ

のための追加試験などの実施、製造に関する文書等維持管理に係る費用が製造者の

大きな負担となってきていた。これを考慮しJAXA認定部品の信頼性・品質の維持及

び低コスト化並びに安定供給体制を維持するために新規認定方式に移行が進められ

ている。QPL品対応のNASDA-QTS-38100の他にQML品対応のJAXA-QTS-2000が制定され

た。従来の部品個別品目毎に認定していたQPL方式から部品のテクノロジー（例：設

計ルール１μm CMOS等）及び工程／工場単位で認定するQML方式を採用すること、製

造者内にTRB(Technical Review Board)を設置し技術変更に対する責任を持たせるこ

と及び品質システムとしてISO9000’sを取り入れている。JAXA-QTS-2000の下に品種

毎（個別半導体、集積回路、抵抗、コンデンサ、コネクタ等）に22種の共通仕様書

が制定されている。また、この品種別共通仕様書の下に個別品目の仕様書が制定さ

れている。一般共通仕様書(JAXA-QTS-2000)及び品種毎の共通仕様書はJAXAの仕様書

として制定されるが品目毎の個別仕様書は製造者が制定する。 

 

実施しない場合の影響 

  使用する部品、ディバイスに対して認定を行わない場合、それぞれの仕様書

で規定されている要求事項が満足されていない恐れがあるため、宇宙用機器に

おいて異常／故障を引き起こし、ミッションの達成が危うくなる。 

 
参考文献 

1)  NASDA-QTS-38100 宇宙開発用共通部品等  一般共通仕様書 

2)  JAXA-QTS-2000 宇宙開発用共通部品等 一般共通仕様書 
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3) NASDA-QTS-38510  宇宙開発用共通部品等  集積回路 

4) JAXA-QTS-2010  宇宙開発用共通部品等 集積回路 
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3.55  部品、ディバイス：リストの作成 

 
効果   

宇宙用機器の設計に使用する部品及びディバイスのリストを作成することに

より、素性並びに認定の進捗状況が把握できる。また、管理のベースラインを

明らかにすることができる。 

 

効果的な実施時期 

基本設計段階において、そのプロジェクトに使用する予定の部品及びディバ

イスのリストを作成する。また、基本設計、詳細設計で選定、認定が進捗して

いくのに伴って、リストを充実させ、詳細設計完了時に設計文書の一つとして

確立する。 

 

技術的根拠 

プロジェクトで使用する部品及びディバイスを明確に管理することができる。

また、リストを適用審査、設計審査の資料に含めることで使用する部品及びデ

ィバイスの正当性が確認できる。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.3.17.6 使用リスト 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス、材料、工程プログラム：適用審査 

 

実施方法 

(1) 部品及びディバイスのリスト作成 

プロジェクトに使用する予定の部品及びディバイスについて、リスト

（Approved Parts List）を作成する。 

 a.基本設計段階 

基本設計段階において、機器の設計に必要な全ての部品を選定し、承認部

品リスト（APL）（案）を作成する。APL（案）は、基本設計審査（PDR）イ

ンプットパッケージに含め、PDRにおいて審査を受け、APLとして制定する。 

 b.詳細設計段階 

詳細設計段階においては、追加品目が生じた場合、APLを更新する。この

APLは詳細設計審査（CDR）インプットパッケージに含めて、CDRにおいて

審査を受ける。 

 c.維持設計段階 

維持設計段階において、追加あるいは削除品目が生じた場合には、APLを
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更新し、認定試験後審査（PQR）あるいは出荷前審査（PSR）において審

査・確認する。 

 

(2) 部品及びディバイスのリストに含める項目 

部品及ディバイスのリストに含める項目は、部品名（対象品目）、仕様

書番号、選定基準、製造業者名、性能及び諸元等を記載する。 

APLのリストの例を表3.55-1に示す。 

 

(3) 維持・管理 

設計変更が生じた場合には、変項の手順に従って、追加、訂正、削除など

の処置が必要である。 

 

実施しない場合の影響 

使用する部品及びディバイスの管理のベースラインが不明確になり、信頼

性・品質管理がおろそかになる。 

また、部品及びディバイスの素性が分からないため、プロジェクトの要求事

項が満足されるものであるかを客観的に確認できない。 

 

参考文献 

なし 
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表3.55-1 APL例 

部品の種類 部品番号 一般部品番号
部品の機能
（概略仕様）

パッケージ
（*1）

仕様書番号
/版数

製造業者
供給業者/

品質保証会社
選定区分

（*2）
使用実績

（プロジェクト/用途）
使用実績

（NSPAR No）

品質保証
レベル
（*3）

使用機器
TID

（*4）
SEE
(*5)

備考
不具合
有無

NSPAR
要否

集積回路

集積回路

集積回路

集積回路

集積回路

集積回路

　*1　パッケージ；FP、QFP、DIP、SIP、SMD、TO-3、TO-5、・・・・・
　*2　選定区分；標準部品　S1=国産　S2=米国　S3=欧州
　　　　　　　　　 実績のある非標準部品　A1=国産　A2=米国　A3=欧州
　　　　　　　　　 実績のない非標準部品　B1=国産　B2=米国　B3=欧州　B4=その他
　*3　品質保証レベル；クラスⅠ相当、クラスⅡ相当、その他
　*4　TID；耐放射線性レベル　トータルドーズ効果(Total Ionizing Dose Effects)
　*5　SEE；耐放射線性レベル　シングルイベント効果(Single Event Effect)
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3.56  部品、ディバイス、材料、工程プログラム：適用審査 

 
効果  

適用審査を実施することによって、選定した部品、ディバイス、材料及び工

程が、機器設計において適切な「使われ方」であることが確認できる。 

 
効果的な実施時期 

詳細設計審査に先立って実施する。 

 
技術的根拠 

適用審査は部品、ディバイス、材料及び工程の能力を超えない使われ方であ

ることを確認することにより、機器の信頼性を保証する。 

 
JMR-004の対応項番 

4.3.17.7  適用審査 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 詳細設計審査 

(2) 信頼性技術情報の反映 

(3) EEE部品のパッケージング審査 

 
 

実施方法 

(1) 審査内容 

部品、ディバイス、材料及び工程の適用審査は、システム／サブシステム／

コンポーネントの設計において部品、ディバイス、材料及び工程の選定が妥当

であり使用方法が適当であるか否かを審査するものであり、一般に適用審査の

作業は次のような観点から行われる。 

審査の実施に当たっては、部品、ディバイス、材料及び工程の専門技術者、

信頼性技術者、品質管理技術者、設計技術者、プロジェクト技術者からなるボ

ードにおいて審査されることが原則であるが、プロジェクトの規模によっては

必ずしもボードでなく専門技術者による随時の審査で実施しても良い。 

 

a.プロジェクトの開発仕様書の要求事項を満たし、ミッションが確実に達成

され得る品質及び信頼性を有する部品、ディバイス、材料及び工程が選定

されていること。 

b.適用ストレスや環境ストレスと部品及びディバイスの仕様書に定められて

いる最大定格とを比較し、適切なディレーティングがとられていること。 
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c.摩耗、劣化のモードを有する部品、ディバイス及び材料がミッション期間

を満足する寿命を有すること。 

d.部品、ディバイス、材料の実装及び工程が妥当であること。 

e.適用ストレスに基づいた部品故障率が適切であること。 

f.過去の故障経験によって得られたデータが確実に反映、活用されているこ

と。 

g.信頼性技術情報の反映が確実になされていること。 

 

なお、適用審査はパッケージング審査と密接な関連がある。 

 

(2) 審査結果の処置 

a.適用基準から外れるものが見つかった場合はその理由、対策、あるいは問

題点を示してプロジェクトの責任者へ報告する。 

b.適用審査の結果は、詳細説明を加えた審査報告書としてまとめ、詳細設計

審査インプットパッケージに含める。 

 

(3) 部品、ディバイス、材料及び工程の適用審査の実施例 

a.部品、ディバイス、材料及び工程の適用審査に当たる適用審査委員会の構

成及び審議事項の例を表3.56-1に示す。 

b.部品適用審査の実施手順の例を表3.56-2に示す。 

c.部品適用審査記録の例を表3.56-3、表3.56-4及び表3.56-5に示す。 

 

実施しない場合の影響 

ミッション要求を満足しない部品、ディバイス、材料及び工程が使用され                                                                                                                                                                            

る恐れがあり、宇宙機のミッション達成に致命的な影響を与える。 

 

参考文献 

  なし 
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表3.56-1 部品、ディバイス、材料及び工程適用審査要領例 

委 員 会 の 構 成 
 

 委員長：プロジェクトマネージャ  

  

 委 員：リーダ     Ｒ＆ＱＡマネージャ  

  

             設計技術者  

  

             応用技術者  

  

             信頼性及び品質管理技術者  

  

     幹 事     部品担当技術者  

  

     オブザーバ   部品担当技術者及び関係者  

委 員 会 の 審 議 事 項 
 

 委員会で審査する内容は次の通りとする。  

  

 ① 部品等及び工程選定基準の設定  

  

 ② 部品等及び工程適用基準の設定  

  

 ③ 部品調達に関する基本方針（輸入、国産）  

  

 ④ 部品等及び工程の評価試験、認定に関する事項  

  

 ⑤ 品質保証体系に関する事項  

  

 ⑥ 供給業者に対するマネジメントの基本事項  

  

 ⑦ 部品等及び工程の選定  

  

 ⑧ プロジェクト承認部品リスト（ＡＰＬ、ＡＭＬ）の審査  

  

  ⑨ 工程リストの審査  

  

  ⑩  信頼性技術情報の反映  

  

  ⑪  非標準部品の妥当性及び申請状況  
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表3.56-2 部品適用審査の実施手順例 

ステップ 内       容 実 施 方 法 

  １ 
 

部品に対する要求 性 能 システム設計仕様書等により、 
   
条件の確認 ミッション期間 部品に対する要求条件の確認を 
   
 信頼性 行い、部品使用基準書及び部品 
   
    ディレーティング 適用記録に誤りや抜けがないか 
   安全係数  
  を調査する。 
 整備性  
   
 安全性  
   
 環 境  
   
 寸法、質量  

  ２ 候補とする部品の 宇宙における実績のある仕様書の 承認部品リスト 
    
 状態の審査 状態 部品仕様書及び認定試験計画書 
    
    標準仕様書 により審査する。 
    他のプロジェクトの宇宙実績の  
    ある仕様書  
    
  認定試験計画  
    
  入手性  
    
    供給能力、コスト  
    メーカの選択  
    
  調達方法  
    
    入手経路  
    検査方法  

  ３ 部品の適用性の審査 耐環境性 部品適用記録及び部品適用デー 
    
  ディレーティング タにより審査を行う。 
    
  信頼性  

  ４ 致命性の審査 部品が故障したときその結果はど クリティカル部品リスト及び有 
    
  うなるか、対策はどうかについて 効寿命品目表、部品データによ 
    
  審査する。 り審査を行う。 

  ５ 問題点の指摘 審査の結果、不具合指摘を受けた 部品適用審査指摘票により、審 
    
  部品につき、その問題点を担当部 査を行う。 
    
  署に通知する。  

  ６ 審査結果のまとめ 部品適用審査の結果を審査報告書 審査の結果を審査要素及び部品 
    
  としてまとめる。 種別の集計形式にまとめ、使用 
    
   基準から外れるものについて、 
    
   その理由対策を示す。 
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表3.54-4 部品適用審査記録

担 当 日 付 審査印

作 成

信頼性解析

検 討

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

周 辺 通電電流 挿 抜 印 加 印 加 印 加 吸 収 信頼 APL

温 度 (ﾋﾟﾝ当り) サイズ 回 数 振 動 衝 撃 衝 撃 放射線

調達 部品番号 （℃） (A) レベル レベル レベル レベル 性管 登録

回路 コー 絶 縁 定格電流 (AWG) 通 電 (ｻｲｸﾙ/1000 ) (rad) 試験によるＨ

業者 通用仕様書 製造業者 (ﾋﾟﾝ当り)(A) 理品 の 備考 判定

符号 ド名 材 料 ピン数 認証

名 部品番号 温 度 上 昇 定 格 定 格 定 格 定 格 目の 有無

電 圧 振 動 衝 撃 放射線

使用温度（＝周囲温度＋温度上昇） レベル レベル レベル レベル(rad) 識別 (O)(X)

Ｊ ITT 2A014 QT 370m QT QT
１ ジアリ 20 ０ 30 ① ③

-005V -55 7.5A ⑧ Ｇ ④ Ｇ
2A014 ルフタ 22 20 50 OLI ○ OK

～

DDMA56P 125 0.10 10～
レート １ 200 Hz

NMBK56 45.1 2000 11ms

Ｊ ITT 2A014 QT 30m QT QT
２ ジアリ 20 ０ 30 ① ③

-005V -55 7.5A ⑧ Ｇ ④ Ｇ
2A014 ルフタ 34 20 50 OLI ○ OK

～

DDMA56P 125 0.001 10～
レート １ 200 Hz

NMBK56 45.001 2000 11ms

Ｊ ITT 2A014 QT 30m QT QT
３ ジアリ 20 ０ 30 ① ③

-001V -55 7.5A ⑧ Ｇ ④ Ｇ
2A014 ルフタ 5 20 50 OLI ○ OK

～

DAMA15P 125 0.01 10～
レート １ 200 Hz

NMBK56 45.001 2000 11ms

Ｊ ITT 2A014 QT 6m QT QT
４ ジアリ 20 ０ 30 ① ③

-010V -55 7.5A ⑧ Ｇ ④ Ｇ
2A014 ルフタ 22 20 50 OLI ○ OK

～

DDMA50S 125 ≒０ 10～
レート １ 200 Hz

NMBK56 45 2000 11ms

表3.56-3 部品適用審査記録-トランジスタ 
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表 3 . 5 4 - 6 部 品 適 用 審 査 記 録 － キ ャ パ シ タ

担 当 日 付 審 査 印

作 成

信 頼 性 解 析

検 討

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0 2 1 2 2

回 製 製 部 事 又 仕 部 種 形 品 故 パ ラ メ ー タ 振 衝 そ 試 認 備

業 は 様

路 造 造 品 団 こ 書 品 別 式 質 障 適 用 デ ー タ ／ 定 格 の 験 証

仕 れ 等 動 撃 考

記 業 業 番 様 に 番 又 又 率 公 許 使 用 使 用 電 圧 ス 比 リ 周 他 に

書 準 称 容 温 度 D C＋ A C ト ッ 波

号 者 者 号 ず 号 は は 水 容 値 定 格 ピ ー ク 定 格 レ プ 数 よ

る 量 温 度 電 力 ス ル

名 準 値 （ ％ ） （ ℃ ） （ ℃ ） （ Ｖ ） （ Ｖ ） （ Ｖ ） （ H z） る

N A S D A - Q T S N A S D A C S R 1 3 μ F 6 5 1 5＋ 1 K H z

C 1 1 松 尾 電 機 タ ン タ ル 固 体 Ｐ 4 . 7 ± 1 0 0 . 3 0 1 . 3 8

3 9 0 0 3 / 1 0 1 G 4 7 5 K P 8 5 5 0

N A S D A - Q T S N A S D A C L R 7 9 μ F － 3 5 6 5 2 5 ＋ 0 . 7 K H z

C 1 2 松 尾 電 機 タ ン タ ル 湿 式 Ｐ 1 1 0 0 . 3 4 1 . 3 8

3 9 0 0 6 / 3 0 1 B L 1 1 7 K P P ＋ 2 0 8 5 7 5

N A S D A - Q T S N A S D A C L R 7 9 μ F － 3 5 6 5 2 5 ＋ 0 . 7 K H z

C 1 3 松 尾 電 機 タ ン タ ル 湿 式 Ｐ 1 1 0 0 . 3 4 1 . 3 8

3 9 0 0 6 / 3 0 1 B L 1 1 7 K P P ＋ 2 0 8 5 7 5

N A S D A - Q T S N A S D A C L R 7 9 μ F － 3 5 6 5 2 5 ＋ 0 . 7 K H z

C 1 4 松 尾 電 機 タ ン タ ル 湿 式 Ｐ 1 1 0 0 . 3 4 1 . 3 8

3 9 0 0 6 / 3 0 1 B L 1 1 7 K P P ＋ 2 0 8 5 7 5

N A S D A - Q T S N A S D A C L R 7 9 μ F － 3 5 6 5 2 5 ＋ 0 . 7 K H z

C 1 5 松 尾 電 機 タ ン タ ル 湿 式 Ｐ 1 1 0 0 . 3 4 1 . 3 8

3 9 0 0 6 / 3 0 1 B L 1 1 7 K P P ＋ 2 0 8 5 7 5

村 田 N A S D A - Q T S N A S D A C K R 0 5 μ F 6 5 1 5＋ 0 . 1 K H z

C 1 0 1 セ ラ ミ ッ ク Ｍ 0 . 1 ± 1 0 0 . 3 0 1 . 4

製 作 所 3 9 0 1 4 / 1 0 1 B X 1 0 4 K M 1 2 5 5 0

村 田 N A S D A - Q T S N A S D A C K R 0 5 μ F 6 5 1 5＋ 0 . 1 K H z

C 2 0 1 セ ラ ミ ッ ク Ｍ 0 . 1 ± 1 0 0 . 3 0 1 . 4

製 作 所 3 9 0 1 4 / 1 0 1 B X 1 0 4 K M 1 2 5 5 0

村 田 N A S D A - Q T S N A S D A C K R 0 5 μ F 6 5 1 5＋ 0 . 1 K H z

C 3 0 1 セ ラ ミ ッ ク Ｍ 0 . 1 ± 1 0 0 . 3 0 1 . 4

製 作 所 3 9 0 1 4 / 1 0 1 B X 1 0 4 K M 1 2 5 5 0

C I ･ P T S C I - 1 A - 0 1 6 C Y R 5 1 C μ F 6 5 7 . 8 K H z

C 1 0 2 T R W C 1 ガ ラ ス Ｖ 3 0 0 ± １ 0 . 0 3 1 . 4

0 3 4 - 0 1 3 1 2 7 V - 0 0 6 3 0 1 F 1 2 5 3 0 0

表3.56-4 部品適用審査記録-キャパシタ 
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表3.54-7 部品ストレス解析表

プログラム 回 路 名 RCV-LNA シ ー ト 番 号 作 成 者

ストレス解析及び故障率算出表
F803217A １ ９

コンポーネント 図 番 Π－２ ／ 年 月 日 ／
F803218A １ ６

行 部品番号 温度範囲 ディレーティングパラメータ 他のストレス 故障率 個 故障率計

諸元番号 品 名 ストレス比

番 仕様書番号 最 低 最 高 項 目 比 較 ﾃﾞｨﾚｰﾃｨﾝｸﾞ 項 目 比 較 項 目 比 較 （×10 /hr) 数 (×10 /hr)－９ －９

B011499-222J 適 用 －15 ＋55 7.5

Ｃ１～Ｃ９ キャパシタチップ 電 圧 7.5％ 0.8 9 7.2

63-011499 定 格 －65 ＋125 100

ＣＲ１ ISS12-004 適 用 －15 ＋55 0.7V 0

ダイオード 電 圧 Io 42.6 2 85.2

ＣＲ２ FPS-512009 定 格 －65 150 10V 50mA

2SC2273 適 用 －15 ＋55 52.5mW 7.5V 82℃ 50.6

Ｑ１，Ｑ２ トランジスタ 電 力 13％ VCEO Tj Do 筺体 2 101.2

FPS-532006 定 格 －65 200 400mW 12V 200℃ ＝500 ℃/w

Ｒ１
B011059-**** 適 用 －15 ＋55 ＜1mW

Ｒ２
レジスタチップ 電 力 ＜１％ 0.6 4 2.4

Ｒ３
53-011059 定 格 －55 ＋125 250mW

Ｒ４

適 用

定 格

適 用

定 格

適 用

定 格

適 用

定 格

表3.56-5 部品ストレス解析表 
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3.57  材料、工程プログラム 

 
信頼性業務名 

材料、工程プログラム 

 
効果 

部品及びディバイスと同様にプロジェクトの開発仕様書の要求事項を満たす

ような材料及び工程を選定することで、宇宙機のミッション達成上のリスクを

低減し、品質及び信頼性を確保することができる。 

また、要求される特有な材料及び工程を設計段階で識別し、管理を行うこと

で、宇宙で使用実績のないものに対して宇宙用途への適合性が確認できる。 

 
効果的な実施時期 

基本設計段階において、そのプロジェクトに使用する予定の材料及び工程プ

ログラムを選定し、管理する必要がある。 

 
技術的な根拠 

ロケット及び人工衛星は打ち上げ後、大気圏、宇宙空間を飛行中、苛酷な環

境下におかれる。 

したがって、ロケット及び人工衛星用材料は、負荷荷重、衝撃、振動、音響、

熱、真空、放射線、太陽風等の影響に対し充分耐えるものでなければならない。  

また、工程は宇宙機の信頼性及び品質に重大な影響を及ぼすため、基準を設

定し認定すると共に、維持しなければならない。 

 
JMR-004の対応項番 

 4.3.17.3 選定 

 4.3.17.4 仕様書 

 4.3.17.5 認定 

 4.3.17.6 使用リスト 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス：選定 

(2) 部品、ディバイス：仕様書 

(3) 部品、ディバイス：認定 

(4) 部品、ディバイス：リストの作成 

(5) 信頼性技術情報 

(6) 工程FMEA 
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実施方法 

(1) 材料の選定 

宇宙用として使用する材料は、機器に要求される性能、放射線に対する要求、

アウトガス要求等、信頼性及び耐環境性を充分満足するものとし、「既に宇宙

用として評価の確立した材料」、「実績のある材料で技術的資料の入手が可能

な材料」、又は「新たに仕様書（又は技術資料）を設定し、評価・試験等によ

り品質及び信頼性が保証される材料」の中から選定する必要がある。 

 

(2) 材料の放射線に対する影響 

放射線は、ほとんどの材料の機械的、物理的な特性を変化させ、一般的に材

料の劣化をもたらす。 

宇宙構造物の構成材料のうち、金属、セラミックは耐放射線性に優れている

が、プラスチック、エラストマ等の高分子材料は劣っており、放射線の線量に

よって顕著な影響を受ける。 

 

a.金属 

金属の放射線劣化を考慮すべきフルエンスの一つの目安として、陽子の場

合10１７～10１９protons／㎝２以上の値が挙げられているが、数十年ミッショ

ンの衛星のフルエンスであってもそれより数オーダー小さいため、金属の

放射線劣化は実際の設計においては、無視してよいと考えられる。 

b.高分子材料 

高分子材料は放射線によって最も強く影響を受ける材料であり、その種類、

成分により耐放射線性は大きく異なる。また、同じ数量であっても温度、

空気の有無等により、材料の耐放射線性は異なるので（一般に空気中の方

が耐放射線性は劣る）、材料の選定データの評価にあたっては注意を要す

る。 

(ⅰ)熱硬化性樹脂 

一般に熱硬化性樹脂をマトリックスとした強化プラスチックは、放射線照

射により引張強度、密度、弾性率は増大し、衝撃強さ、伸びは減少する傾

向にあるが、機械的特性は、10６Gy程度迄はあまり大きく変化しない。但

し、10６Gy程度を越えると、マトリックスの種類、成分によっては、この

特性変化の傾向は変わってくる場合もある。宇宙構造物の材料として採用

が拡大されつつあるCFRP（炭素繊維／エポキシ）については、ＮＡＳＡで

は、電子線照射試験を行った結果10７Gyまでは充分使用に耐えうると結論

づけている。但し、同じエポキシ系CFRPでもマトリックスの成分によって

耐放射線性が異なるので、高レベルの線量については、実験等により十分

に特性について確認を行う必要がある。 
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(ⅱ)熱可塑性樹脂 

一般的にフッ素を含む熱可塑性樹脂（テフロン等）は高レベルの線量では

引張強度と硬度の低下がおきるため、5×10２Gyを越える線量では採用不可

能である。 

他の熱可塑性樹脂は、10４Gy程度迄は安全に使用できると考えられるが、

10４Gy以上については、耐放射線性は材料の種類により大きく異なる。 

(ⅲ)接着剤 

構造用として使用される熱硬化性樹脂タイプの接着剤については5×10５Gy

の線量迄は引張強度の低下は認められず、安全に使用できる。3×10６Gyで、

わずかに強度が低下するが、これを越える線量については材料の種類、成

分によって劣化の程度は大きく異なる。 

非構造用接着剤として代表的なソーラーセルカバー用シリコン系接着剤に

ついては電子線照射の結果（10１５electorons／㎝２）透過率の低下はほと

んど無かったとの報告がある。 

 

(ⅳ)エラストマ 

高分子材料の中ではもっとも放射線により劣化しやすい材料であり、放射

線に安定な範囲は10３～5×10４Gy程度迄であり、安定性は種類により異な

る。 

一般に放射線照射により、伸びは減少し、引張強度は最初向上あるいは低

下した後大幅に低下し、圧縮残留歪はほとんどのエラストマにおいて50～

100％増加する。また、ほとんどのエラストマは、放射線照射により硬度

が増加する傾向にあるが、ブチルゴム、チオコールゴムは軟らかくなる。 

エラストマのうち天然ゴム、ウレタンゴム、ネオプレンゴムは、耐放射線

性に優れているが、ネオプレンゴムについては、その成分によって大きく

耐放射線性が異なるので注意を要する。 

c.セラミック、グラファイト、ガラス 

これら材料は、放射線により密度、機械的特性、熱的特性、光学的特性、

電気的特性等の物理的特性が影響を受ける。放射線の影響を受ける特性や

その程度は、材料の種類や組成及び放射線の種類により異なる。なお、耐

放射線性は一般に有機材料に比べて高い。 

設計にあたって考慮すべき事項を以下に示す。 

(ⅰ)セラミック 

一般にセラミックの物理的特性は、107Gy以下の電離放射線あるいは、109n

／㎝２以下の中性子線の照射に対しては明確には変化しない。より多くの

照射を受けると密度、弾性係数、熱伝導度、光学的特性、電気的特性等に

変化を生じる。但し、ベリリウム又はホウ素を含む複合体は、熱中性子フ

ルエンスが1017n／㎝２レベルで影響を受ける。 
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(ⅱ)グラファイト 

グラファイトは、セラミックに比べると放射線に対していくぶん敏感であ

る。放射線、特に高速中性子線（E＞1 keV）照射により機械的特性（寸法、

強度、弾性）、熱的特性、電気的特性等に変化を生じる。変化が顕著とな

るフルエンスレベルは、1019n／㎝２程度である。 

(ⅲ)ガラス 

ガラスの光学的特性は、1015～1016n／㎝２以上の中性子線に相当する放射線

の照射を受けると変化する。特に、透明度は着色により大きく低下するの

で注意を要する。 

光学的特性を除く他の物理的特性の耐放射線性はセラミックと同程度であ

る。 

d.熱制御コーティング材 

熱制御コーティング材の損傷の中で最も影響を受けるものは太陽光吸収率、

熱ふく射率等の光学特性の劣化である。 

光学特性の劣化は放射線によるものだけでなく、紫外線、高真空の環境に

よっても影響を受け、特に有機材ベースの熱制御コーティング材では放射

線よりも紫外線による影響の方が大きい場合が多い。 

一般に、金属ベース熱制御コーティング材の放射線耐量は高く、以下無機

材ベース、有機材ベースの順に低くなる。 

 

(3) アウトガスの影響 

真空中において材料は、表面から蒸発現象を起こし（これをアウトガスとい

う）、衛星の熱制御材料、光学機器表面や高電圧電源系に付着、汚染して機器

の性能を劣化させる。従って宇宙機には低アウトガス材料を使用する必要があ

る。一般的には、質量損失比（TML）１％以下、再凝縮物質質量比（CVCM）

0.1％以下が一般的に要求されている。 

 

(4) 原子状酸素の影響 

スペースシャトルの飛行（STS-1～4）においてペイロードベイで暴露されて

いる材料（テレビカメラの耐熱材（カプトン）や塗料）に表面剥離の現象が観

察された。 

これは表面の後退とひいては質量損失として際だって顕在化しており原子状

酸素に曝されて酸化する事により引き起こされたものである。 

 

a.原子状酸素の生成 

太陽紫外線により宇宙環境に残存する酸素分子が分裂して酸素原子を生み

出している。 

 b.酸素粒子密度 
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酸素粒子密度は太陽活動状態によって大きく変化するが、250kmで10８～10
９Atoms/cm3、500kmで106～108Atoms/cm3である。 

 c.原子状酸素によるメカニズム 

飛行高度200kmを飛行する宇宙機（例えばスペースシャトル）の飛行速度

は8km/sであり、この速度で宇宙機と原子状酸素が衝突すると酸素原子の

衝突粒子束(Impingement Flux)は粒子密度×速度によって1015Atoms/cm2sの

流量となり曝露されているカプトン材等が酸化される。 

 d.顕著に影響を受ける材料の例 

有機材フィルム（カプトン、マイラ、 ポリイミド、ポリエチレン）         

エポキシ樹脂金属被覆の反射器（銀、酸化クロム）熱制御用のコーティン

グ材（白色塗料） 

 e.対策の例 

複合材及び有機フィルムに対しては金属被覆で持って表面を覆うか、テフ

ロンまたは金属酸化物とフルポリマの分子結合したもので覆うことで保護

する。 

熱制御材用コーティング材及び光学用塗料に対してはガラス繊維と同様材

質のもので表面をコーティングする。 

 

(5) 工程の選定 

製品の高品質を保つためには、4要素（Man、Machine、Material、Method）、

即ち原材料、各工程の設備、工程及び従事する作業者を管理し、できばえを均

一にする必要がある。 

したがって、「既に宇宙用として仕様書（手順書）が確立している工程（表

3.57-1参照）」、「公の機関の仕様書（手順書）によって標準化されている工

程」、又は「新たに仕様書を設定し、評価･試験により再現性が保証される工

程」の中から選定することが重要である。 
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表3.57-1  JAXAで制定している特殊工程標準の例 

規格等の番号 表    題 

JERG-0-039 宇宙用はんだ付け工程標準 

 

 JERG-0-040 宇宙用電子機器接着工程標準−部品接

着固定、コンフォーマルコーティング

及びポッティング 

JERG-0-041 宇宙用電気配線工程標準 

 

 JERG-0-042 プリント配線板と組立品の設計標準 

 

 JERG-0-043 宇宙用表面実装はんだ付工程標準 

 

注：これらの標準は仕様書(手順書)整備に際し、参考とすべきものである。 

 

a.新規の工程 

新たに工程を開発する場合には、工程FMEA等で充分な事前検討を行うと共

に、製品が所定の要求事項に合致するまで工程条件の改良を繰り返し、全

く同一あるいは同一水準の設備・工程(作業手順)・作業者によって製品を

生産し、できばえが均一になることを確認する。 

 

b.特殊工程 

製品の検査だけでは製品の品質を確認評価することが困難なものについて

は、特殊工程として、特別に管理する。 

製品の開発から製品における特殊工程の管理の全体フローを図3.57-2に示

す。 
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設
　
計
　
・
　
開
　
発
　
・
　
認
　
定
　
試
　
験

製
　
作
　
・
　
受
　
入
　
試
　
験

特殊工程の選定（・特殊工程一覧表）

製品の使用上の要求

製品の設計要求

製品の設計

　　工程の準備

　・4M準備
　→特殊工程一覧表
　（スペック決定）
　・サンプル（製品）の評価法準備

初期検定

・4M設定　　　
・サンプル評価
・4M固定　　　

（新規工程） （継続工程）

検　　定

合　格

　・継続検定

　　4M維持状況の評価、確認
　　サンプル評価、4M固定
　
・特殊工程一覧表の維持

注：4Mとは製品の4要素
　 (Man,Machine,
    Material,Method)
   を示す。

不合格

修正／是正

再検定

 

図3.57-2 特殊工程全体フロー 
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(6) 材料及び工程の仕様書 

材料及び工程についても、部品及びディバイスと同様に要求事項等を規定

する仕様書を制定する。 

また、仕様書に基づき、評価試験を実施し、品質が保証されることを実証

する。 

 

(7) 材料及び工程のリスト作成 

材料及び工程のリストは、予備設計フェーズでそのプロジェクトに使用

する予定の材料リスト（Approved Materials List）及び工程のリストを作

成し、プロジェクトが終了する段階まで維持・管理する必要がある。 

参考として、材料及び工程のリストに含める項目を以下に示す。 

 

a.材料のリストに含める項目 

材料名（対象品目）、仕様書番号、選定基準、製造業者名、性能及び諸元

等 

b.工程リストに含める項目 

工程名、規格番号（適用する仕様書番号）、管理対象（設備、作業工程、

作業者、検査員等）、有効期限等 

 

(8) 材料及び工程の管理 

ミッション達成を保証するため、要求される特有な材料及び工程を設計段

階で識別し管理を行う必要がある。 

特に、新しい材料又は宇宙で使用実績のない材料に対しては計画している

宇宙用途への適合性に重点を置き、管理する。 

また、アウトガス要求、放射線の影響及び試験手順の要求事項、並びにミ

ッションの必要に応じた追加事項に適合していることを確認する必要があ

る。 

 

(9) 適用審査 

材料の実装及び工程が機器設計において、適切に行われているかを審査

する。 

 

実施しない場合の影響 

材料及び工程プログラムの品質及び信頼性が確保できないため、宇宙用機器

において異常及び故障を招く恐れがあり、ミッションの達成が危うくなる。 

 
参考文献 

 なし
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3.58  EEE部品のパッケージング審査 
 
効果 
コンポーネントの運用期間中に加わる機械的ストレス（振動、衝撃）、熱ス

トレスの解析結果から、EEE部品のパッケージング上の問題がないことを確認

することで、コンポーネントに要求される信頼性が損なわれないことが評価で

きる。 
 
効果的な実施時期 
EEE部品のパッケージング審査を基本設計及び詳細設計の各設計審査会前ま

でに実施する。 
 
技術的根拠 

運用条件や環境条件などによる機械的ストレス、熱ストレスに対して、EEE

部品に関するパッケージング（配置、取付け）の妥当性を評価する。 

 
JMR-004の対応項番 
4.3.17.11 電気、電子及び電気機構（EEE）品目のパッケージング審査 

 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 部品ストレス解析 

(2) 部品、ディバイス、材料、工程プログラム（適用審査） 

 
実施方法 

使用するEEE部品のパッケージング（配置、取付け）に関する設計及び組立

基準について妥当性を審査する。 

基本設計段階では、使用予定パッケージング方法及び基準の適用の妥当性を

審査する。 

詳細設計段階では、コンポーネントの詳細設計結果に基づきその中のEEE部

品と組立品の支持に関して、実際に負荷される機械環境及び熱環境によるスト

レスを考慮して審査する。 

審査においては、コンポーネント全体の設計、解析結果及び部品実装設計と

以下の事項を重点的に照らし合わせて審査を行う。 

 

(1) ミッションの運用条件及び環境条件に加え、負荷されるすべての試験条

件の下で、パッケージングの設計意図及びその能力が満足に発揮できるか

確認・評価する。 
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(2) 静電気放電、ウィスカ及びマイグレーションの考慮を含め、プリント基

板等へのEEE部品の配置、取付け、相互結合について審査する。 

(3) 部品の実装方法やコンポーネントの組立方法に着目して、製造工程を 

審査する。 

(4) 部品の保護及び検査の容易さに対する規定について確認する。 

(5) これらの審査の対象となる技術的根拠、決定事項を文書化する。 

 
実施しない場合の影響 
運用条件や環境条件などによる機械的ストレス、熱ストレスに対して、EEE

部品のパッケージング（配置、取付け）設計に関する評価がなされないので、

試験や運用段階で問題発生の恐れがある。 
 
参考文献 
 なし 
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3.59 製造工程審査 

 

効果 

 製造技術面における問題点を事前に除去し、製造工程の欠陥に起因するミッ

ション達成上及びプロジェクトマネジメント上のクリティカルな問題を未然に

防止することが出来る。 

  

効果的な実施時期 

 基本設計審査、詳細設計審査で行う。 

 

技術的根拠 

 宇宙システムに限らず、品質は製造工程に大きく依存するが、特殊工程のよ

うに工程の結果を検証することが困難な場合は多くある。 

 これらの検証が困難な工程は、ミッションクリティカルな箇所にも存在する。 

従って、ミッション達成上及びプロジェクトマネジメント上のクリティカルな

箇所の工程については、工程の検証が十分にできない場合もあることを念頭に

おいて、工程の事前検討を十分に行っておくことが必要であり、この結果を公

式な審査の場で確認しておくことが必要になる。 

 

JMR-004の対応項番 

4.3.17.12 製造工程審査 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス、材料、工程プログラム（適用審査） 

(2) 基本設計審査 

(3) 詳細設計審査 

 

実施方法 

 以下に示す手順で実施する。また、製造工程審査と主要マイルストーンとの

関連の一例を図3.59-1に示す。 

 

(1) 対象品目の選定 

製造工程審査の対象品目は、ミッション達成上及びプロジェクトマネジ

メント上のクリティカルな箇所の工程について重点的に審査するため、基

本的にはクリティカル品目から選定する。選定に当たってはクリティカル

品目のうち、少なくとも以下の事項に該当する工程がある場合に製造工程

審査が必要な品目として選定する。 
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ａ．製造に使用される工程の新規性が高い場合 

使い慣れた工程であっても、使用環境条件との適合性（許容温度、許

容負荷など）が確認されていなければ新規の領域で使用すると考え

る必要がある。 

ｂ．重要品質特性に与える影響度が大きい場合 

構造物の展開、伸展、収納など機械的運動に影響する潤滑など 

ｃ．試験・検査工程における機能・性能確認の制約が大きい場合 

いわゆる特殊工程などのように検査の技術的限界で、製造不良品を除

去出来ない可能性が高い工程 

ｄ．類似品の過去不具合事例の頻度が高い場合及び過去に重大不具合が

発生している場合 

工程不良を原因とする不具合事例の報告が見られる工程 

   ｅ. その他 

    プロジェクトマネジメント上のリスクが極めて高い品目の工程 

 

(2) 製造工程審査に向けた活動 

製造工程審査が必要と選定された品目については、対象品目の対象工程

に関する工程プログラムを実施するとともに、以下の事項を考慮した工程

解析などを行い、工程欠陥の原因を積極的に除去する。 

 

ａ．製造工程の潜在欠陥を識別し、製造欠陥に伴うリスクを除去するた

め、製造工程に関する工程解析（工程FMEAなど）を実施する。 

ｂ．非破壊検査を行うことができず、その品質を工程に依存している場

合は、その部位を識別し、部分モデルによる評価試験による品質の

事前確認や許容品質レベルの設定（許容欠陥サイズの決定など）な

どを行う。 

ｃ．製造工程審査において個々の適用審査の結果について確認を行うこ

とができるように、製造工程を構成する個別工程の適用審査を実施

する。 

ｄ．工程品質評価の結果など、過去の経験やエンジニアリングモデルな

どの開発試験中に得られた知見を整理し、反映すべき事項を反映す

る。 

 

(3) 製造工程審査の実施 
製造工程審査は（２）の活動の結果を審査資料として、基本設計審査及

び詳細設計審査の一部として実施する。 
また、認定試験後審査にて認定試験結果を踏まえて、製造工程審査結果

の再評価を行う。 
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審査内容は、以下の項目を総合的に評価して製造工程の妥当性を審査し、

製造工程のベースラインを確立する。 
 
a. 対象品目、対象工程の選定結果（重要品質特性、重要加工パラメー

タを含む） 
b. 工程解析結果及びその結果の工程を規定している文書（QC工程表な

ど）への反映状況 
c. 非破壊検査を行うことができずにその品質を製造工程に依存してい

る部位の品質保証手段 
d. 計測能力・制度及びその計測結果の評価方法の適切性 
e. 工程ごとに設定した監視項目、記録を残すべき項目（頻度、数量を

含む）の妥当性 
f. 個別工程の適用審査結果 
g. 工程品質評価結果（重要品質特性・重要加工パラメータのデータ表、

工程の安定性についての評価、要改善工程の識別）及び製造品質の傾

向分析結果（グラフ化されているもの） 
h. 工程に起因する不具合の是正処置状況、過去の経験・知見の反映状

況 
i. 設計の各段階（PDR、CDR、PQRなど）で確立した製造工程ベースラ

インからの変更管理状況 
j. 購入品のベースラインの確立状況、重要品質特性・重要加工パラメ

ータの選定結果及び管理計画（変更のトレーサビリティ確保手段を含

む） 
k. 製造現場における品質管理状況及び品質管理実施計画｛材料副資材

（部品組立品）、設備／装置／治工具／計測器、作業／検査手順書、

人 員（教育訓練された作業者検査員等）、製造品質管理システムな

どを製造現場にて確認｝ 
l. 工程認定計画（既存工程或いは確立した工程の再（継続）認定計画

を含む） 
m. 重要品質特性・重要加工パラメータの管理規定 
 

(4) 製造工程のベースラインの確立・維持 
製造工程審査の審査結果を反映して、対象品目の工程を規定している文

書（製造図面、工程表、工程仕様書、作業手順書/指示書、検査手順書/指
示書など）を制定（使用設備、部品材料についてはメーカ名を含める）し、

製造前に製造工程のベースラインを確立する。更に、それをリスト化（各

文書の版数を含む）し、製造工程維持状況の基準とする。 
検証済みの製造工程であることを認定試験後審査、又は、それに相当す
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る審査において確認し、当該品目に関する正式な製造工程の確立とする。 
また、確立したベースラインが維持されていることを製造実施状況など

により適宜確認する。特に機能、性能等に影響を及ぼすと判断する変更に

ついては、JMR-005 1）（品質保証プログラム標準；4.7.9項 製造工程の確立、

維持等）またはJMR-013 2)（品質保証プログラム標準；2.2.5.7項 製造工程

の確立、維持等）に基づいて実施する。 
 

ベースラインとして規定すべき文書の一例を以下に示す。 
 

a. EEE部品購入仕様書 
b. 材料購入仕様書 
c. 製造図面（購入品使用図を含む） 
  回路図、部品表、組立図、機構部品表、布線図、布線表 
d. 製造／QC工程表（製造フローチャート） 
e. 工事手順書（作業フロー） 
f. 作業標準仕様書（要素単位、特殊工程単位の工事仕様書） 
g. 検査仕様書（規格） 
h. 検査手順書（手順） 
i. 認定／受入試験仕様書 
j. 認定／受入試験手順書 

 
 

実施しない場合の影響 

 製造工程の潜在欠陥に起因する問題が発生し、ミッション達成上及びプロジ

ェクトマネジメント上の大きなリスクとなる場合がある。 

 

参考文献 

1) JMR-005「品質保証プログラム標準」 
2) JMR-013「品質保証プログラム標準(基本要求JIS Q 9100)」 
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図 3.59-1 製造工程審査と主要マイルストーンとの関連（一例） 
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3.60  部品、材料データベースの活用 

 
効果 

宇宙機に関する「部品、材料」の情報を提供するデータベースを活用するこ

とによって、最新の情報をより効率的、効果的に収集することができ、適切な

宇宙機の設計、部品・材料の選定等が可能になる。 

 
効果的な実施時期 

基本設計段階における宇宙機の設計、部品・材料選定等において、部品、材

料に関する情報を収集する。 

 
技術的根拠 

部品、材料は、機器の機能、性能、質量、信頼性、寿命、消費電力及びプロ

ジェクトコストを決定する要素となることから、宇宙機に関する「部品、材料」

についての最新情報を収集し、宇宙機の設計、部品・材料選定等に活用する。 

 
JMR-004の対応項番 

なし   

 
関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス、材料、工程プログラム：専門組織の活用 

(2) 部品、ディバイス：選定 

(3) 部品、ディバイス：仕様書 

(4) 部品、ディバイス：認定 

(5) 部品、ディバイス：リストの作成 

(6) 部品、ディバイ、材料、工程プログラム：適用審査 

(7) 材料、工程プログラム 

 

実施方法 

宇宙機の「部品、材料」に関する情報については、JAXA及び連携先の物質・

材料研究機構では、下記(1)から(5)のデータベースを公開している。宇宙機の

設計、部品・材料の選定等に有効な情報やデータを提供しているので活用され

たい。 

 

(1) SEES(Space Environments Effects System：宇宙環境計測情報システム) 

SEESは、宇宙環境（高エネルギー粒子、銀河宇宙線、原子状酸素、プラズ

マ、磁場等）とそれらによる影響（シングルイベント、太陽電池の劣化、トー

タルドーズ、帯電現象、熱制御材の劣化等）に関するデータとモデルを提供す
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るデータベースである。 

 

URL：https://sees.tksc.jaxa.jp/fw/dfw/SEES/Japanese/Top/top_j.shtml 

 

(2) 先進複合材料力学特性データベース 

先進複合材料、特に炭素繊維強化樹脂系複合材料（CFRP）に関する各種力学

的特性の試験結果を整理したものである。なお、本データベースの運用は終了

しており、以下のURLからデータベースで公開していた内容を記載した技術資

料を入手できる。 

 

https://repository.exst.jaxa.jp/dspace/handle/a-is/185731 

 

(3) 材料データベース 

「材料データベースシステム」は、宇宙航空研究開発機構（JAXA）で実施し

取得した、宇宙用材料等の各種試験データの収集・蓄積・検索を迅速かつ効率

よく実施するためのシステムであり、JAXA内外の宇宙関連プロジェクト担当者

等に広く公開し、宇宙機設計、使用材料選定等に有効なデータの提供を行うも

のである。 

 

URL；https://matdb.jaxa.jp/main_j.html  

 

(4) 宇宙用部品データベース 

「宇宙用部品データベース」は、JAXAで認定している宇宙用認定部品に関す

るデータ及び情報を提供するものである。 

 

URL: https://ssl.tksc.jaxa.jp/eeepitnl/jp/ 

 

(5) 宇宙関連材料強度データシート（SDS） 

JAXAと物質・材料研究機構（NIMS）が連携して行うH-IIAとH-IIBロケットの

信頼性向上および将来輸送系開発のための材料特性評価を目的とした実使用材

料の強度特性データ整備活動の成果としての、宇宙関連材料強度データシート 

（SDS）である。  

 

  URL：https://sds.nims.go.jp/ 

 

 

実施しない場合の影響 

宇宙機に関する「部品、材料」の情報を収集し、その情報を活用しない場合
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には、適切な部品・材料の選定が行えず、宇宙機のミッション達成に致命的な

影響を与える恐れがある。 

 
参考文献 

  なし 
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4. 試験及び信頼性評価 

4.1 信頼性評価計画の立案 

 
効果 

信頼性評価計画は、宇宙用機器の信頼性要求事項に対する適合性を評価する

ための方法（試験、検査、解析）とスケジュールを設定し、その実施計画を明

確化することにより、信頼性の評価を効率的に実施できる。 

 

効果的な実施時期 

 信頼性評価計画書は開発の初期段階に作成し、スケジュールを設定し、マイ

ルストーンの進捗に従って見直す。 

 
技術的根拠 

宇宙用機器の開発においては、ミッション要求事項及び信頼性要求事項に対

する適合性を評価することがミッション達成を成功させるために必要不可欠で

ある。 

したがって、この業務を計画的に確立し実施するために信頼性評価計画を作

成する。 

 

JMR-004の対応項番 
 4.4.2 信頼性評価計画 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性プログラム計画書の作成 

(2) 試験計画書の作成 

(3) 試験仕様書、手順書の作成 

(4) 信頼性の評価 

 
実施方法 

信頼性評価計画を以下に示す観点から立案する。なお、信頼性評価計画書を

作成する際は、信頼性プログラム計画書の別章又は別冊として作成する。 

 

(1) 信頼性評価計画の概要とスケジュール 

   システム及び構成品目の信頼性を評価するための要求事項とスケジュー

ル(実施時期)を記述する。 

信頼性評価項目と実施時期を示した例を、信頼性評価計画書作成例（図

4.1-2）中の表2-1「設計段階及び試験段階の信頼性評価内容」に示す。 

(2) 設計仕様書の要求事項に対する適合性の検証手段 
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設計仕様書の要求事項に対して、その適合性をどのように検証するのか

（試験、検査、解析など）について計画を記述する。 

なお、検証方法（試験、検査、解析など）はベリフィケーションマトリ

クス(注) によって識別することを推奨する。 

これらの試験及び解析の役割は関連する仕様書を引用して記述する。 

 

(3) 信頼性評価のための試験 

システム及び構成品目に対する機能・性能要求事項及び信頼性要求事項

に対する適合性を評価するために必要な客観的データが得られる定性的又

は定量的に検証することが可能な試験をすべて記述する。 

  a. 組合せ試験 

性能特性の評価のために組合せ試験が要求されている場合は、対象とな

る性能特性と組み合わせる試験の内容を識別し、記述する。 

  b. 試験順位 

試験の具体的な実施手順について、試験順位を遵守するものが重要なも

のは明確化する。 

  c. 寿命試験 

寿命試験が必要な場合（類似性による過去の実績データなどが使用でき

ない場合）は、その実施計画を作成する。 

 

(4) 設計変更、改善事項 

既開発品（認定モデル等）からの設計変更あるいは改善事項に対する評

価と、検証計画、管理計画を記述する。 

 

(5) 信頼性評価のための解析 

システム及び構成品目に対する機能・性能要求事項及び信頼性要求事項

に対する適合性を評価するために必要な客観的データが得られる定性的又

は定量的に検証することが可能な解析をすべて記述する。 

（信頼度予測、FMEA/FMECA、部品ストレス解析、ワーストケース解析、

特別解析等） 

 

（注）システム及び構成品目に対する機能・性能要求事項及び信頼性要求事項の実

証方法には(3)で述べた試験による方法、(5)で述べた解析による方法、過去の実

績データによる類似性、検査などの方法があり、これらの方法を識別したものが

ベリフィケーションマトリクスである。ベリフィケーションマトリクスの一例を

表4.1-1に示す。 
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(6) ソフトウェアの信頼性保証 

ハードウェアに含まれるソフトウェアをハードウェアの一要素として識

別し、仕様書の要求を満足することを確認するための検証計画、管理計画

を記述する。 

 

(7) 保全性 

システムやコンポーネント等が故障した場合の故障分離、交換、修理方

法等の保全計画を記述する。 

 

(8) 人為故障の除去 

ヒューマンエラーを発生させない、発生し難くする或いはヒューマンエ

ラーが発生しても致命的な事態を招かないような人為故障の除去に対する

管理計画を記述する。 

 

(9) 異常／故障 

異常／故障が発生した場合の行動計画、管理方法について記述する。 

 

(10) クリティカル品目、信頼性管理品目 

クリティカル品目、信頼性管理品目、並びにその対策／管理方法を記述

する。 

 

(11) 部品、ディバイス、材料、工程 

使用する部品、ディバイス、材料及び工程に関して、信頼性要求を満足

させるための管理計画を記述する。 

 

(12) 個々のコンポーネント、サブシステム及びシステムの認定 

個々のコンポーネント、サブシステム及びシステムの認定状況、認定計

画を記述する。 

 

(13) 信頼性技術情報、適用データシート、等の反映 

信頼性技術情報、適用データシート等を試験、信頼性解析等へ適切に反

映するための計画を記述する。 

 

(14) 寿命 

ミッション期間において寿命に充分余裕があり、安定した状態で使用で

きることを保証するための計画（解析、試験方法）について記述する。 
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(15) ならし（バーンイン及びウェアイン）試験 

初期故障除去し、作動を安定せるためのならし（バーンイン及びウェア

イン）試験の計画を記述する。 

 

(16) 信頼性評価計画書の作成例 

信頼性評価計画を信頼性プログラム計画書の別章として、作成した例

を図4.1-1に示す。信頼性評価計画書を別冊として作成した例を図4.1-2

に示す。 

なお、作成例中の人工衛星搭載機器の開発方式はPFM方式である。 

 

実施しない場合の影響 
 信頼性評価計画をたてないと、ミッション要求事項及び信頼性要求事項に対

する適合性の検証が不明確になり、信頼性が確保できない恐れがある。 

またスケジュールも不明確となる。 

 
参考文献 

なし 
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表4.1-1 ベリフィケーションマトリクスの一例 

確認方法     試  験 

要求事項 

（第３章） 

適  用 

な  し 

類似性 

 

解 析 

 

検 査 

 

開  発 

 

プ ロ ト 

フライト 

受  入 

 

改 修 後 

 

射   場 

搬 入 後 

3.1 品目の定義  ○         

 3.1.1 機能    ○       

 3.1.2 構成     ○   ○      

 3.1.3 動作モード     ○       

 3.1.4 インタフェースの定義     ○       

 3.1.5 インタフェース分界   ○         

  3.1.5.1 電気的インタフェース分界点     ○       

  3.1.5.2 機械的インタフェース分界点     ○       

  3.1.5.3 熱的インタフェース分界点     ○       

 3.1.6 インタフェース条件   ○         

  3.1.6.1 電気的インタフェース条件   ○         

   3.1.6.1.1 電源系とのインタフェース     ○      ○    

   3.1.6.1.2 衛星データバスコマンドインタフェース   ○         

   3.1.6.1.3 衛星データバステレメトリインタフェース     ○      ○    

   3.1.6.1.4 姿勢制御系とのインタフェース     ○      ○    

  3.1.6.2 機械的インタフェース条件     ○       

  3.1.6.3 熱的インタフェース条件     ○      ○    

中略 

 3.2.3 信頼性   ○         

  3.2.3.1 信頼度     ○       

  3.2.3.2 設計寿命     ○       
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X.X章 信頼性評価計画 

 

  信頼性評価は、開発仕様書の品質保証条項に基づいて作成した、試験仕様書及

び/または、試験実施計画書及び試験手順書に従って実施する。 

  開発仕様書の品質保証条項では、当該品目についての要求事項に対応して、そ

れぞれの評価方法（試験、検査、解析等）及び実施する試験項目について規定し

ている。試験仕様書及び/または試験実施計画書は、試験にて検証する要求項目

とその要求値が全て含まれており、試験手順書には、試験の具体的な実施手順に

ついて、試験順位なども明確化している。試験仕様書及び/または試験実施計画

書には、次の項目が含まれている。 

(1) 試験フロー 

(2) 試験スケジュール 

(3) 試験の組織と責任 

(4) 試験内容 

(5) 試験基準 

(6) 試験用施設、 設備、 装置等 

また、個々のコンポーネント毎に寿命試験が必要な場合（類似性による過去の実

績データ等が使用できない場合）は、その実施計画を別途作成して実施する。 

 

 

図4.1-1 信頼性プログラム計画書中での作成例 
  



JERG-0-063 

4-7 

 

 

別冊１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信 頼 性 評 価 計 画 書  

 

図4.1-2 信頼性評価計画書を別冊として作成した例（1/6） 
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１．総則 

 

１．１ 目的 

本信頼性評価計画書は、技術試験衛星搭載機器信頼性プログラム計画書

の中の信頼性評価計画について具体的に示すものである。 

 

 １．２ 適用範囲 

本信頼性評価計画書は、当社が行う基本設計及びその後の詳細設計作業

等、プロトフライト試験後審査(PQR)または出荷試験後審査(PSR)までに行

われる信頼性評価に対して適用する。 

 

図4.1-2 信頼性評価計画書を別冊として作成した例（2/6） 
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２．信頼性評価計画 

 

２．１ 概要 

搭載機器の信頼性評価は、基本設計、詳細設計ならびにプロトフライト

試験(PFT)、受入試験(AT)終了後に行うPDR、CDR、PQRまたはPSR時に開発

部門、品質管理部門および部品、材料、工程部門の協力を得て信頼性部門

が実施する。なお、PFTおよびAT終了後はその試験データを活用して信頼

性の評定を行う。PFTおよびATの実施にあたって、開発部門が試験計画書

を作成する。試験計画書には本搭載機器に要求される個々の仕様要求に対

するその確認方法(類似性、解析あるいは試験など)を示した検証マトリク

スが含まれる。試験計画書は設計審査の前に作成し、インプットパッケー

ジに含め、得意先に提出して審査を受ける。 

 

 ２．２ 信頼性評価 

設計段階及び試験段階の信頼性評価内容を表2-1に示す。 

 

２．２．１ 設計段階の評価 

設計段階の信頼性評価は、得意の開発要求に基づく信頼性要求事項に適

合する度合いを評価するため、基本設計、詳細設計時に行う。また信頼性

評価計画の改定の必要性および信頼性評価の進捗状況について審査し、評

価する。 

評価の結果は、各設計段階の終了時に行うPDR、CDRのインプットパッケ

ージに含め報告する。 

 

  ２．２．２ 試験段階の評価 

試験段階の信頼性評定は、2.2.1項で評価された信頼性事項が試験段階

を経て管理された結果を評価する。 

評定の結果は、PFT、ATの終了時に行うPQRまたはPSRのインプットパッ

ケージに含め報告する。 

 

 

図4.1-2 信頼性評価計画書を別冊として作成した例（3/6） 
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２．３ ベリフィケーションマトリクス 

 

本搭載機器に対する要求事項の実証方法には解析、過去の実績データに

よる類似性、検査、試験などの方法がある。 

各々の仕様要求事項に対する確認方法は開発部門が作成する試験計画

書の一部となる開発仕様書に対するベリフィケーションマトリクスで明

らかにする。 

また、仕様書要求に対する適合性を解析あるいは類似性により確認する

場合、開発部門は、解析の根拠となったデータおよび解析結果をPDRイン

プットパッケージに含め、以降CDR、PQR時に見直すものとする。 

 

 ２．４ 試験計画の概要 

２．４．１ 試験の分類 

設計の良さを立証するため、あるいは不具合の除去のため、下記の試験

を行う。 

      (1)開発試験 

 (a)サブシステム・コンポーネントの開発試験 

      (b)システムの開発試験 

    (2)プロトフライト試験(PFT) 

        (a)サブシステム・コンポーネントのPFT 

      (b)システムのPFT 

(3)受入試験(AT) 

        (a)サブシステム・コンポーネントのAT 

(4)部品、ディバイスおよび材料の認定試験(必要な場合) 

      (a)部品、ディバイスおよび材料の評価試験 

      (b)部品、ディバイスおよび材料の認定試験 

(5)その他の試験 

PDRおよびCDR等における審査の結果、寿命試験および信頼性を評価する

試験の実施が必要であると判断された場合、信頼性評価の一部として実施

する。 

 

 

図4.1-2 信頼性評価計画書を別冊として作成した例（4/6） 
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  ２．４．２ 技術的要求事項 

システムの開発において、新規に開発を行うサブシステム・コンポーネ

ントについては、開発モデル(EM)および熱構造モデル(STM)を使用し、オ

ーバストレスを考慮した試験を行い、開発設計の妥当性を評価する。 

フライトハードウェアとしての認定のための試験が必要となるハード

ウェアは、プロトフライトモデル(PFM)を供試体としてプロトフライト試

験(PFT)を行い、設計の妥当性を評価し、認定する。 

PFTの環境試験レベルはプロトフライト試験(PFT)レベルとし、過剰なス

トレスが加わらないよう設定する。またPFTはコンポーネントレベルで実

施し供試体は1台で行う。残る同一機器は受入試験(AT)レベルを設定して

試験を行う。 

 

図4.1-2 信頼性評価計画書を別冊として作成した例（5/6） 
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 ２．５ 評価スケジュール 

信頼性評価は表2-1に示す実施時期に基づき実施する。 

 

表2-1 設計段階及び試験段階の信頼性評価内容 

信頼性評価項目 実施時期 
設計段階 試験段階 

 要求事項に対する検証手段と適合性 
 

○ ○ 

 信頼性評価のための試験 
 

(試験内容の 
識別、計画) 

○ 

 設計変更、改善事項の反映 
（設計審査時の反映） 

 
 

○ 

 信頼性解析 
（信頼度予測、部品ストレス解析、 
 FMEA、FTA、累積疲労損傷解析など） 

○ ○ 
見直し 

ソフトウェアの信頼性保証 
 

○ ○ 
見直し 

 保全性 
 

○ ○ 
見直し 

 人為故障の除去 
 

○ ○ 
見直し 

異常／故障の評価  ○ 

クリティカル品目、信頼性管理品目 
 

(品目の選定) ○ 

部品、ディバイス、材料、工程の評価 
 

○ ○ 
見直し 

 個々の部品、コンポーネント、サブ 
 システム及びシステムの認定状況 

○ ○ 
見直し 

信頼性技術情報、適用データシート等 
の反映 

○ ○ 
見直し 

寿命の評価 
 

○ ○ 
見直し 

ならし（バーンイン及びウェアイン）試験 
 

(品目の選定、 
 試験計画) 

○ 

 

 

 

図4.1-2 信頼性評価計画書を別冊として作成した例（6/6） 
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4.2 試験環境条件の設定 
 
効果 
宇宙システムの使用環境条件に基づき、的確な試験環境条件を設定すること

により信頼性を確保し、適切な開発ができる。 

 
効果的な実施時期 
基本設計段階。見直しを詳細設計段階。 

 
技術的根拠 

適切な試験環境条件の設定により、打上げや軌道上の環境条件に関するリス

クを小さくでき、設計上のマージンを正しく評価でき、オーバーストレスによ

る性能劣化を防止できる。 

 

JMR-004の対応項番 

4.4.3.1 試験計画書 

 
関連の深い信頼性業務 

(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) 使用環境条件の設定 

(3) 試験計画書の作成 

(4) 累積疲労損傷の管理 

 

実施方法 
試験環境条件は、実機の使用環境条件を基に、それぞれの試験目的を考慮し

て、システム、サブシステム、コンポーネントで定め、設計仕様書及び試験仕

様書に規定する。なお、実機が遭遇する環境は複合環境であるが、試験設備の

制約、評価の容易性のため、試験環境条件はそれぞれの負荷毎に設定する。 

各プロジェクトの開発計画での共通的な環境試験条件としては、宇宙機一般

試験標準JERG-2-130を参考にするとよい。 

(1) 開発試験の環境条件 

開発試験は、設計概念を検証し、評価を支援するものであり、設計や新

規工法の問題点を早期に識別し、その結果を反映することが目的である。

開発試験は、評価する目的に合わせたモデル（構造モデル、熱モデル）を

使用するのが一般的である。 

開発試験で負荷する試験環境条件は、開発対象の設計概念を評価するた

め、実使用環境条件から導き出される認定試験条件と同等か、厳しい試験

条件を設定する。 
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構造モデルの試験環境条件は、構造強度設計の評価のため、ロケットの

打上げ時に受ける定加速度環境及び振動・衝撃・音響環境を基に設定す

る。この試験で検証された数学モデルにより実機の機械環境を推測する。 

熱モデルの試験環境条件は、熱数学モデルの評価・検証のため、打上げ

から軌道上ミッション終了までに遭遇する環境条件（最高温度、最低温

度、及び最高・最低温度間の往復など）を考慮して設定する。この試験で

検証された熱数学モデルにより実機の熱環境を推測する。 

 

(2) 認定試験の環境条件 

認定試験は、設計要求が満足されていること及び製造方法が適切である

ことを保証することを目的に、最終製品に適切なマージンが存在すること

を証明するために行う。認定試験レベルは、通常、受入試験から打上げ及

び軌道上において受けると予測される環境及びストレスを超えて設定す

る。例えば、JERG-2-130によれば、正弦波振動試験における加振条件は、

打上げロケットで規定される最大予測フライト環境（2σ値）の1.5倍と

し、熱試験の条件は、軌道上の最大予測温度範囲より5℃厳しい温度範囲

としている。 

認定試験は、実機と同じ設計で製造されたモデルを供試体として使用す

る。 

 

(3) 受入試験の環境条件 

受入試験の主目的は、認定された設計製造方法で、製作された品目に潜

在する製造上の欠陥を検出し、フライトに供しうることを保証することで

ある。 

受入試験条件は、最大予測フライト条件とする。例えば、JERG-2-130に

よれば、正弦波振動試験における加振条件は、打上げロケットで規定され

る最大予測フライト環境（2σ値）とし、熱試験の条件は、軌道上の最大

予測温度範囲としている。 

 

(4) プロトフライト試験の環境条件 

プロトフライトモデルは、経営資源の制約のもとで、認定モデルとフラ

イトモデルを兼用するものである。プロトフライト試験は、認定試験と受

入試験を一つの供試体で実施する。 

プロトフライト試験の環境条件は、認定試験と同等のレベルで、負荷時

間については認定試験より短く、受入試験条件を満足するように設定す

る。 

例えば、機械環境の負荷時間は、プロトフライトモデルが製造後から打

上げ完了までに受けるストレスについて、累積疲労損傷率が規定以下にな
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るように設定する。 

 

(5) 環境試験レベル 

環境試験の具体的な条件については、JAXAの技術要求・ガイドライン文

書に規定されているので参照されたい。以下のWebサイトにて入手可能で

ある。 

https://sma.jaxa.jp/TechDoc/ 

 

例えば、衛星の音響試験に関しては、以下の文書である。 

JERG-2-130 宇宙機一般試験標準 1) 

JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブック 2) 

 
実施しない場合の影響 

宇宙システムの設計・製造の妥当性が確認できなくなり、宇宙環境における

実使用環境に耐えない恐れがある。 

 
参考文献 

1) JERG-2-130 宇宙機一般試験標準 

2) JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブック 
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4.3 試験計画書の作成 
 
効果 
開発の各段階で実施すべき試験の内容及び評価方法を試験計画書として明確

にすることで、開発仕様書の要求事項のうち、試験で検証すべき事項が抜ける

ことなく確実に実施することができる。 
 
効果的な実施時期 
エンジニアリングモデル(EM：Engineering Model)による開発試験計画書は基

本設計フェーズに作成する。プロトタイプモデル(PM：Prototype Model)による

認定試験計画書は詳細設計フェーズに作成する。フライトモデル(FM：Flight 

Model)による受入試験計画書は認定試験終了後、FM製作前に作成する。 

 

技術的根拠 
宇宙用機器に要求される高機能・性能、高信頼性を保証し、ミッションを達

成する能力があることを立証するためには、開発段階で十分な試験を行うこと

が重要である。 

そのため宇宙用機器の開発においては、開発のそれぞれの段階毎に試験計画

書を作成して試験の内容及び評価方法を明確化し、製品を試験して得られた性

能・特性から設計・製造の妥当性を評価し、次の段階の作業に反映させ、確実

に開発・運用のフェーズを進めるものである。 

 
JMR-004の対応項番 
 4.4.3.1 試験計画書 

 
関連の深い信頼性業務 
(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) 信頼性評価計画書の作成 

(3) 試験仕様書、手順書の作成 

(4) 試験報告書の作成 

(5) 累積疲労損傷の管理 

 
実施方法 

試験計画書は、開発仕様書あるいはインタフェース仕様書などの要求事項の

うち、試験及び検査で検証するものについて、試験項目、試験内容、試験スケ

ジュールなどについての計画を記述する。 

試験計画書は試験の全体計画を示す文書として作成し、詳細な実施方法は含

めない。これに対して試験仕様書は試験計画書で示される一連の試験あるいは
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個別の試験それぞれに対して試験方法に対する詳細な要求を示すものである。 

また、一般的に試験計画書と試験仕様書は文書としての位置付けが異なる。

試験計画書は試験の内容、評価方法、実施体制及びスケジュールを明確にする

ことを目的に作成するのに対し、試験仕様書は試験条件・規格等の試験要求事

項を規定するために作成する場合が多い。 

試験計画書の作成方法について以下に示す。 

(1) 試験計画書の作成方法 

a.上位要求の確認 

試験計画書作成にあたり、開発仕様書やインタフェース仕様書などの要

求事項を分析することが必要である。 

通常、仕様書の検証マトリクスの中で、試験で検証する項目について試

験を行うので、試験で検証する機能・性能要求は何か、開発ステップある

いは一連の試験のどの時点で試験を行うか、試験ポイントについても十分

に検討する。 

 

b.試験計画書の構成と内容 

 試験で検証する内容を十分に分析した上で、次の事項を含めて試験計画

書を作成する。 

 

 (a）試験目的 

試験により何を評価するのかを記述する。 

 (b)適用文書 

試験計画書の中で適用する文書を明確化するため、適用文書のリスト

を記述する。 

 (c)試験対象品目 

試験により評価する品目を明確にするために、品目の部品番号、名称、

数量、必要に応じてロット番号、シリアル番号を記述する。 

 (d)試験項目 

試験の項目及び順序を明確にするために、又開発仕様書あるいはイン

タフェース仕様書の要求する試験を漏れなく確実に行うために、実施す

る全ての試験項目を記述する。 

フローチャートやマトリクス表に整理するとよい。 

 (e)試験方法 

試験の具体的な方法を明確にするために、試験条件、判定基準、試験

コンフィギュレーションを試験項目及び試験順序に対応させて記述する。 

 (f)試験場所 

各試験の実施場所を明確にするために、試験場所を記述する。 
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 (g)試験スケジュール 

各試験の所要日数を明確にするために、試験スケジュールを記述する。 

 (h)試験装置、設備、計測器 

適切な試験装置、設備、計測器を使用することを明確にするために、

名称、型番、数量などを記述する。 

 (i)データ処理と解析 

 試験で取得したデータの取扱い及び評価方法を明確にするために、デ

ータの処理方法及び解析方法についての計画を記述する。 

(j)試験実施体制 

試験実施のための組織、指揮系統などを記述する。 

 （k)その他 

緊急連絡網、不具合処置などについて必要に応じて記述する。 

 

 上記事項を反映した試験計画書の目次例を図4.3-1に示す。 

 

c.審査 

試験計画書は発行前に信頼性部門が審査する。審査は次の事項について

重点的に行う。 

 

・適用した開発仕様書などの文書が最新版か確認する。 

・開発仕様書あるいはインタフェース仕様書などの要求事項のうち、試験

で検証すべき項目が反映されているか確認する。 

・試験条件、判定基準の数値の転記ミス、誤記、記入漏れなどがないか確

認する。 

・方向性、極性、冗長系、インタフェースに対する試験が明確に指示され

ていることを確認する。 

 

(2) 開発フェーズと評価試験 

宇宙用機器の試験計画書を作成する上で、開発の各フェーズでどの様に

試験が行われるかについて理解しておくことは重要である。以下に宇宙用

機器の試験による検証方法について述べる。 

 

一般に宇宙用機器は質量、容積などの制限が厳しく、又打上げ及び長期

運用中の環境も厳しいことに加え、高い精度と信頼性（時間的安定性）が

要求されている。設計、スクリーニング工程でドリフト、劣化などの考慮

を十分に行ったとしてもマージンを小さくせざるを得ないことから、設計

審査などで特性値管理品目を決め、個々のシステム、サブシステム又はコ

ンポーネントレベルで特性傾向をトレンド解析、評価し、認定試験では、
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要求環境下で特性値が規定内であることを解析、評価していくことが必要

になる。 

受入試験、プロトフライト試験以降は信頼性管理品目の特性値トレンド

を評価しながら、組立、打上げ整備作業の効率化を図っていくことになる。 

 

a.試験の目的 

信頼性評価とは、システム、サブシステム、コンポーネントなどについて、

どの程度の信頼性特性値を有しているかを判定することをいう。この評価の

方法としては、各種の関連データを使用した解析による方法、他の機能・性

能が似ている品目の実績を用いる類似性による方法、外観・寸法・角度など

の検査による方法などがあるが、試験は性能特性値を確認する最も直接的な

方法である。 

試験は、開発の進展に従って、そのフェーズに応じた各種の試験を実施し、

その段階毎の信頼性を確認しつつ、必要に応じて設計、製造にフィードバッ

クを行いながら、次のステップに移るための確認行為ということができる。 

 

試験の目的は、開発の各ステップで細部は異なるが、基本的には、 

(a)技術データの取得 

(b)設計・製造の妥当性の確認 

(c)性能の確認 

(d)欠陥の発見 

を行うことにより、確認とフィードバックを実施することにある。 

 

b.試験の分類 

試験には「開発試験」、「認定試験」、「受入試験」の開発を通じて実施

される基本的な3種類の試験がある。この他に、認定、受入の両方の試験を兼

ねた性格の「プロトフライト試験」がある。次に各試験の内容を示す。 

 

(a)開発試験（DT：Development Test） 

開発試験は、開発の初期の段階で、設計及び製造方法の実現性を確立し、

解析手法の向上、試験方法の妥当性の確認などを目的として、早期に実施さ

れる。基本的な3種類の試験の最初に実施するもので、試験の対象の大きさに

よって、2つに分類される。一方はサブシステム及びコンポーネントレベルで

設計の評価、要求事項の実証を行う為の試験、他方はシステムレベルにおい

てシステム設計が全て要求条件を完全に満していることを実証するためのシ

ステム試験である。 

開発試験の初期の段階では、コンポーネントやサブシステムのレベルにお

いて、クリティカルな構造や回路のブレッドボードモデル（BBM）を用いて、
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仕様上の要求事項を確定するために必要なデータを収集したり、基本的な設

計概念を固めたりするための多くの試験を行う。更にエンジニアリングモデ

ル（EM）を作成し、環境試験を含む各種の試験を行い、コンポーネントレベ

ル、サブシステムレベルの基本的な設計仕様を確立する。 

システムレベルでは、特定の技術評価を行うために最も都合の良い形態に

作った構造モデル、熱モデル、姿勢制御モデルなどの特殊目的モデルを用い

て、各要素の評価と確認を行う。 

またフライトモデル（FM）に近い形態のエンジニアリングモデルによって、

電気的、機械的な設計を確立し、更に組立手順、取扱法などを検討し、認定

試験に先立って設計確認を行う。 

 

(b)認定試験（QT：Qualification Test） 

認定試験は、設計及び製造方法が、仕様書の要求事項に合致したハードウ

ェア及びソフトウェアを得るのに適したものであることを、契約上公式に実

施する試験である。認定試験においては、設計の中に存在するかも知れない

欠陥を確実に見出すために、地上での取扱い、打上げ、軌道上での運用にお

いて実際に予測される条件に対し、安全を見込んで、より厳しい条件をシミ

ュレートする。ただし、この試験は設計上の余裕をも超えた試験をするのが

目的ではないので、実際の運用で起り得ないような故障モードが生じないよ

う、注意が必要である。 

認定試験の供試体としては、プロトタイプモデル（PM）を使用する。 

 

(c)受入試験（AT：Acceptance Test） 

受入試験は、納入品目の宇宙用機器としての受入可能性を立証するために

実施される公式の試験である。受入試験は、認定済の設計によって製造され

たものの中に、材料及び製造上の欠陥がないかどうかを確認するために、地

上での取扱い、打上げ、及び軌道上での運用において、実際に予測される条

件をシミュレートする。受入試験の実施を通じて、宇宙用機器の操作、取扱

いに対して習熟するとともに、データを取得し運用中の性能データとの比較

が行える様にしておくのも、本試験の目的の１つである。 

受入試験の供試体は、フライトモデル（FM）を使用する。 

 

(d)プロトフライト試験（PFT：Proto Flight Test） 

プロトフライト試験は、認定試験と受入試験を兼ねたものであり、打上げ

用として使用される人工衛星などの宇宙用機器システムに対して、認定と受

入の両性格の試験を実施するものである。プロトフライト試験には、2つの場

合があり、一方は、元来プロトタイプモデルとして、完全に又は部分的に認

定試験を受けたモデルに対し、フライト品としての評価、必要な改修を行っ
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て受入試験を実施するケースと、他方は最初から、プロトフライト試験とし

て計画し、認定試験及び受入試験の各要素を混合した試験を実施する場合で

ある。プロトフライト試験の計画にあたっては、試験の実施によって供試体

の打上げ時の有効寿命を、要求水準以下にすることのない様に、又必要以上

の過酷な試験環境を与えて、供試体に潜在欠陥を発生させないように、十分

配慮しなければならない。 

プロトフライト試験は、認定・受入の両方の試験を兼ねているため、時間

的、経済的なメリットが大きいが、同種の宇宙用機器システムに対する基礎

的技術データや、開発経験が十分でない場合には、プロトフライト試験の形

を取らない方が良い。 

プロトフライト試験の供試体は、プロトフライトモデル（PFM）である。 

 

c.各試験の位置付け 

各試験と開発ステップとの関係、及び試験相互間の比較を各々表4.3-1、表

4.3-2に示す。 

 

実施しない場合の影響 
試験計画書を作成しない場合、開発仕様書の要求事項のうち、試験で検証す

べき事項が完全に実施されるか計画管理できず、必要な試験が抜けたり、試験

条件が変わるなど、要求に適合しない不完全な試験になる恐れがある。 

この結果、試験により発見できるはずの不具合が製品に内在したままとなり、

ミッションの失敗につながる恐れもあり得る。 

 

参考文献 
なし 
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          1. 範囲 

      

      2. 試験目的 

      

      3. 適用文書 

        3.1 契約文書 

           3.2 関連文書 

                 

      4. 安全管理 

         

      5. 供試体 

         

      6. 試験条件 

         

      7. 試験内容 

           7.1 試験項目 

           7.2 試験実施要領及び方法 

       

      8. 不具合処理 

       

      9. 試験設備、器材 

       

      10. 試験場所 

        

          11. 試験日程 

        

          12. 試験計画の変更 

        

          13. 試験実施体制 

 

      14. その他 

 

 

図4.3-1 試験計画書目次例 

 

 

 



JERG-0-063 

4-23 

 
表4.3-1 開発ステップと主たる試験 

 
フェーズ 概念設計・予備設計・基本設計 詳 細 設 計 製 造 ・ 試 験 運   用  

 
        マイルストーン 
 評 価 試 験 

            △               △       △      △    △ 
                      PDR                     CDR           PQR      PSR   打上げ 

 
 
 

                                  
 開  発  試  験（DT）  EMによる  

 
 
 

                                           
                                                               
 認  定  試  験（QT）  

 
PMによる  

 
 
 

                                                               
                                                                               
 受  入  試  験（AT）  

 
FMによる  

 
 
 

                                                                               
 
 PDR；基本設計審査                    EM ；エンジニアリングモデル 
 CDR；詳細設計審査                    PM ；プロトタイプモデル 
 PQR；認定試験後審査                    FM ；フライトモデル 
 PSR：出荷前審査 
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表4.3-2 主要試験の比較 

 
 
 NO 

      試験 
 
  項目 

開 発 試 験 
（DT） 

認 定 試 験 
（QT） 

受 入 試 験 
（AT） 

 １   目     的 
設計及び製造方法の実現性を確立

する。 
設計及び製造方法の適正さを実証す

る。 
フライトハードウェアが仕様に合致し

ており受入れ可能である事を確認す

る。 

 ２   供  試  体 
EM 

（試作品） 
PM 

（フライトハードウェアと同等品） 
FM 

（フライトハードウェア） 

 ３   試験の負荷レベル  少なくともQTレベル 通常の運用負荷に安全を見込んだも

の。  通常の運用負荷を越えない。 

 ４   試 験 項 目 

 ・機能，実証試験 
 ・構造モデル試験 
 ・熱モデル試験 

・ 姿勢制御モデル試験 
・ その他 

 ・機   能   ・熱 真 空 
 ・電磁適合性      ・熱 平 衡 
 ・音   響      ・寿   命 
  ・振   動      ・漏   洩 
  ・衝   撃   ・そ の 他 

 ・機   能   ・熱 真 空 
  ・電磁適合性   ・その他 
 ・音   響 
 ・振   動 
 ・漏   洩 

５ 試験の結果 開発試験データ 
（特性，寿命，故障率 等） 

認定試験データ 
異常／故障データ 

受入試験データ 
異常／故障データ 

 ６   合格による処置  設計の認定 
製造方法，製造業者の認定 

フライトハードウェアの出荷 
運用に使用 

 ７   試験結果の利用 

設計への方向づけ 
製造方法への方向づけ 
信頼性解析データへ反映 
信頼性解析（予測，FMEA等）へ反

映 

 信頼性解析データの見直し 
 信頼性解析の見直し  信頼性解析データの見直し 
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4.4 試験仕様書、手順書の作成 
 
効果 
試験仕様書を作成し、試験条件・規格などの試験要求事項を設定することで、

試験に対する評価基準を明確にして、試験の実施指示を行うことができる。 
また、試験手順書を作成して、試験仕様書の要求に適合した具体的な試験実

施手順を設定することで、必要な試験データを漏れなく取得することができ、

試験を確実かつ円滑に進めることができる。 
 
効果的な実施時期 
詳細設計から改修段階。試験計画書で規定される試験スケジュールに従い、

試験開始前に作成する。但し、試験仕様書については試験手順書の上位要求文

書に相当するので、試験手順書の作成期間を考慮した発行時期とする必要があ

る。 
 
技術的根拠 

製品が開発仕様書などの要求事項を満足するかどうかを試験の結果により評

価するためには、試験が指示通り実施され、試験データが正しく評価されなけ

ればならない。 
すなわち、要求仕様を満足する試験仕様書及び試験手順書が各々作成され、

それらに基づき試験が実施され、データが正しく取得されていることが必要で

ある。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告書 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 設計仕様書の作成、維持 

(2) 信頼性評価計画書の作成 

(3) 試験計画書の作成 

(4) クリティカル品目リスト（CIL）の管理 

(5) 作動寿命限定品目の管理 

(6) 貯蔵寿命限定品目の管理 

(7) 特性値管理品目の管理 

(8) 重要取付品目の管理 

(9) 打上前作動時間等管理品目（PTI）の管理 

(10) 設計過誤の防止 
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実施方法 
試験仕様書は、開発仕様書あるいはインタフェース仕様書などの要求事項の

うち試験で検証するものについて、その項目、規格、方法などを規定する文書

であり、システム／コンポーネント別に作成する。 

試験手順書は、図面及び試験仕様書の要求事項を確認するための詳細な実施

手順であり、試験仕様書で規定される一連の試験あるいは個別の試験毎に作成

する。 

ここでは試験仕様書及び試験手順書の作成方法について述べる。 

 

(1) 試験仕様書の作成方法 

a.上位要求の確認 

試験仕様書の作成にあたっては、図面、開発仕様書あるいはインタフェー

ス仕様書が制定され、機能・性能要求が明確に規定されていることを確認す

る。これら仕様書に検証マトリクスが規定されており、試験にて検証するこ

とが指定されている項目を試験する。 

また、試験計画書が作成されている場合は試験計画書の内容をよく理解し、

試験計画書と試験仕様書に矛盾が無いようにする。 

 

b.試験仕様書の構成と内容 

開発仕様書やインタフェース仕様書で要求される機能・性能の検証方法に

ついて十分に検討し、かつ試験計画書の計画内容を踏まえて、試験仕様書は

次の事項を含めて作成する。 

試験仕様書の目次例を図4.4-1に示す。 

 

(a)試験対象物品の名称と識別番号、試験数量 

試験により評価する品目を明確にするために、品目の名称と識別番号を規

定する。 

また、必要に応じて数量、ロット番号、シリアル番号を規定する。 

(b)試験目的 

試験により何を評価するのか、その目的を規定する。 

(c)試験場所 

各試験の実施場所を明確にするために試験場所を規定する。 

(d)試験方法及び合否の基準と許容差 

開発仕様書やインタフェース仕様書などの要求事項を検証するために必要

なデータを効率的かつ確実に取得するために、試験コンフィギュレーション、

入出力条件、環境条件、制約条件などの試験方法について詳細に規定する。 

また、得られたデータの妥当性及び欠陥の判断基準を明確にするために、

合否判定基準を規定する。 
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なお、試験方法は要求仕様書とのトレーサビリティを明確にすると共に、

信頼性の観点から以下の点についても十分に考慮して試験方法を規定する。 

 

・外部インタフェースの整合性は試験されるか。 

・極性、方向性の整合性が試験されるか。 

・作動タイミングの整合性が試験されるか。 

・冗長系は各系が個別に試験されるか。 

・累積疲労損傷が管理値を超えていないか。 

・公称値と最悪値の双方で試験されるか。 

・特性値管理品目の特性値が取得されるか。 

・特性値管理品目の特性値は、トレンド評価を行う為の必要なデータ数

（3点以上）が一連の試験中に取得されるか。 

・寿命管理品目が寿命切れしないか。余寿命は十分か。 

・試験順位が明確に規定されているか。 

・仕様書要求事項の内、試験で検証する項目が過不足なく仕様書に盛り

込まれているか。 

・試験条件は仕様書要求事項と完全に一致しているか。 

・試験規格は仕様書要求事項と完全に一致しているか。 

・試験コンフィギュレーションは実際の運用モードを十分に模擬してい

るか。 

・設計変更点が試験されるか。 

 

試験方法の記入事例を図4.4-2及び図4.4-3に示す。 

 

(e)維持すべき環境条件 

供試体の劣化や損傷を防止するために、要求仕様書で規定される温度、湿

度、気圧、清浄度などの周囲環境条件を規定する。 

(f)危険な操作又は状態 

供試体及び設備などの劣化や損傷、あるいは要員の危険を防止するために、

注意すべき操作や状態について規定する。 

(g)適用する安全基準、規則及び規程の引用 

人体の危険を防止するために、試験作業の安全管理に必要な基準、規則、

規程などについて規定する。 

(h)許容できる調整、交換などの作業 

試験実施部署の独自の判断で行うことのできる調整や交換などの作業をあ

らかじめ明確にして、対応を迅速に行うために、要求仕様書に抵触しない範

囲で許容できる作業内容を規定する。 

(i)試験結果のデータ記録、解析、再試験及び報告に対する要求事項 
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試験データを確実に記録し、効率的にデータ評価を行うために、記録を残

す項目、数値の単位、指定フォーマット、解析方法についての要求事項を規

定する。 

また、再試験の可否や試験結果の報告方法についての要求事項を規定する。 

(j)試験後の物品の取扱い 

試験終了後の供試体の清浄、防錆、梱包、運搬などについて規定する。 

(k)その他 

適用文書、試験体制、緊急連絡網、不具合処置などについて必要に応じて

規定する。 

(l)審査 

試験仕様書は発行前に信頼性部門が審査する。審査は次の事項について重

点的に行う。 

 

・適用した開発仕様書などの文書が最新版か確認する。 

・開発仕様書あるいはインタフェース仕様書などの要求事項のうち、試験で

検証すべき項目が反映されているか確認する。 

・試験条件、判定基準の数値の転記ミス、誤記、記入漏れなどがないか確認

する。 

・方向性、極性、冗長系、インタフェースに対する試験が明確に指示されて

いることを確認する。 

・試験計画書と矛盾がないか確認する。 

 

(2) 試験手順書の作成方法 

a.上位要求の確認 

試験手順書の作成にあたっては、図面及び試験仕様書が制定されているこ

とを確認し、試験要求内容を分析する。 

 

b.試験手順書の構成と内容 

試験仕様書の要求内容を踏まえて、試験手順書は次の事項を含めて作成す

る。試験手順書の目次例を図4.4-4に示す。 

 

(a)試験対象物品の名称と識別番号及びコンフィギュレーション 

試験により評価する品目を明確にするために、供試品の名称、識別番号、

形態を記述する。 

(b)合否判定の基準値と許容差を含んだ特性及び設計基準 

得られたデータの妥当性及び欠陥の有無を評価するために合否判定基準を

規定する。通常、合否判定基準は試験仕様書と一致させるが、異常値管理を

目的として試験仕様書の規格をさらに狭めた規格を設定する場合もある。 
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また、設計値との比較評価が必要な場合などは、必要に応じて設計値（目

標値）も併記する。 

(c)得意先が行う又は立ち会う試験の識別 

得意先の試験又は立ち会いを抜けなく確実に行うために、その試験を明確

にしておく。 

(d)事前確認を含んだ順次行うべき詳細な手順と作業 

誰がやっても同じ試験結果となるように、作業を出来るだけ細かく分解し、

作業の流れに従って作業手順を箇条書きで記述する。試験手順の記入事例を

図4.4-5に示す。 

(e)計測器類又は非破壊検査装置の使用範囲、型式及び管理番号 

試験に適切な試験設備や計測器を使用するために、名称、型式、管理番号

を記述する。必要に応じて測定範囲を明示する。 

(f)特別なデータ記録装置又は自動試験装置の操作方法 

特殊な試験装置を使用する場合は、試験要員による操作手順を明確にして

誤操作を防止するために、取扱説明を記述する。 

(g)試験装置と物品間の配置及び相互接続 

誤接続の防止と作業性向上のために、計測器、設備、試験装置などと供試

体の配置と相互接続を図示する。 

(h)危険な操作又は状態、注意事項 

供試体及び設備などの劣化や損傷、あるいは要員の危険を防止するために、

注意すべき操作や状態について記述する。 

(i)維持すべき環境条件 

供試体の劣化や損傷を防止するために、試験仕様書で規定される温度、湿

度、気圧、清浄度などの周囲環境条件を記述する。 

(j)ワークマンシップの標準 

例えば供試体の外観上の傷や汚れ、塗装などの欠陥について合否基準を明

確にするための限度見本を規定する。 

(k)試験における制約事項 

供試体及び設備の劣化や損傷などを防止するための試験方法の制約事項を

規定する。 

(l)不具合の発生又は結果に対する特別な説明 

不具合発生時の対応を迅速に行うために、不具合発生時の連絡先や記録・

処置方法について規定する。 

(m)適用する抜き取り方式 

供試体を抜き取りで試験する場合は、抜き取り方式を規定する。 

(n)試験に必要な要員とその作業分担 

試験指揮者、試験リーダ、試験員、検査員、技術支援などの要員を明確に

する。 
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また、作業者に必要な資格も明確にする。 

(o)供試体及び試験に使用する治具類の管理 

供試体及び治具類の取り扱い不備による損傷や劣化、紛失などを防止する

ために、保管管理要求を規定する。 

 

c.審査 

試験手順書は発行前に試験仕様書発行部門、及び信頼性部門が審査する。 

審査は次の事項について重点的に行う。 

 

・適用した試験仕様書は最新版か確認する。 

・試験仕様書で要求された試験が過不足なく、全て確認される手順になって

いるか確認する。 

・試験条件、判定基準の数値の転記ミス、誤記、記入漏れなどがないか確認

する。 

・ドライラン（机上リハーサル）を実施し、試験手順に問題がないことを確

認する。 

 

実施しない場合の影響 
試験仕様書及び試験手順書を作成しない場合、試験で検証すべき事項が実施

されなかったり、計画と異なる条件で実施されたりして開発仕様書の要求事項

が正しく評価されず、試験データも記録に残らない場合がある。 
この結果、製品の信頼性を保証するデータの証拠がなくなり、信頼性目標を

達成しているか判断できない恐れがある。 
また、試験により発見できるはずの不具合が製品に内在したままとなり、ミ

ッションの失敗につながる恐れもあり得る。 
 
参考文献 

なし 
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            1. 範囲 

       

       2. 試験目的 

       

       3. 適用文書 

         3.1 契約文書 

            3.2 関連文書 

              3.2.1 宇宙航空研究開発機構文書 

                 3.2.2 宇宙航空研究開発機構承認文書 

          

       4. 安全管理 

          

       5. 供試体 

          

       6. 一般試験条件 

          

       7. 試験 

            7.1 試験の概要 

            7.2 試験実施要領 

        7.3 データ処理 

          

       8. 不具合などの処理 

          

       9. 使用器材 

      

       10. 試験実施場所 

        

       11. 試験日程 

         

       12. 試験計画の変更 

          

       13. 試験の担当区分 

 
 

図4.4-1 試験仕様書目次例
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項番 項目 試験内容 判定基準 備考 
１ 

1.1 

機能試験 

回路導通抵抗 

 

(1)セットアップ：図ＸＸＸ 

(2)測定手段：マルチメータ 

(3)測定箇所： 

 

 ａ．アームモード 

      ＳＪ０２４ Ｄ－Ｂ 

            Ｇ－Ｈ 

      ＳＪ０２５ Ｃ－Ｅ 

            Ｂ－Ｆ 

      ＳＪ０２６ Ｃ－Ｅ 

            Ｂ－Ｆ 

 ｂ．ディスアームモード 

      ＳＪ０２４ Ｃ－Ｄ 

            Ｇ－Ｆ 

      ＳＪ０２５ Ｂ－Ｃ 

            Ｅ－Ｄ 

            Ｆ－Ｄ 

      ＳＪ０２６ Ｂ－Ｃ 

            Ｅ－Ｄ 

            Ｆ－Ｄ 

 

(4)アーム／ディスアーム切替電圧：29±0.1VDC 

 

 

下記回路導通抵抗を有

すること。 

 

 

 

75±7.5Ω以下 

0.1Ω以下 

0.1Ω以下 

0.1Ω以下 

0.1Ω以下 

0.1Ω以下 

 

75±7.5Ω以下 

0.1Ω以下 

30.1±0.3kΩ 

30.1±0.3kΩ 

30.1±0.3kΩ 

30.1±0.3kΩ 

30.1±0.3kΩ 

30.1±0.3kΩ 

 

図4.4-2 試験方法の記入例（リレーボックスの機能試験の事例） 
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項番 項目 試験内容 判定基準 備考 

4 ランダム振動試験 (1)供試体を試験機に取り付ける。 

 

(2)図ＸＸＸに示す振動レベルを３軸について印

加する。なお、原則として制御ポイントは図Ｘ

ＸＸに示す４点平均制御とする。 

 

(3)加振中、チャタリングをモニタする。 

 

 

(4)１軸加振後、下記の点検を実施する。 

 ・外観異常 

 ・接続確認 

 ・抵抗接続確認 

 ・リレーコイル接続確認 

 ・絶縁抵抗 

 ・接地抵抗 

 ・ダイオード機能 

 ・電源供給機能 

 

 

 

 

 

 

１μｓ以上のチャタリ

ングがないこと。 

 

左記結果に異常ないこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.4-3 試験方法の記入例（電力分配器の振動試験の事例）
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             1. 概要 

 

        2. 要求文書 

 

        3. 設備専用器材 

 

          4. 人員配置 

 

        5. 一般要求 

 

        6. 安全要求 

 

        7. 手順 

       

          付属書1 デ－タシ－ト 

           付属書2 試験装置取扱説明 

 

 

 
 
 
 
 

図4.4-4 試験手順書目次例 
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手順 No. 指揮者 作業者 手　順 確認

7.2
7.2.1

W001 ELM-ES起動

03-001 TL ES1 図1-1のｾｯﾄｱｯﾌﾟを実施せよ。 ＿

03-002 TL ES1 GSEの設定を表-1の設定とせよ。 ＿

03-003 TL ES1 ELM-ES電源（試験用電源）をONにせよ。 ＿
電圧： V
電流： mA
時刻： ：

オムニ設定　電圧レンジ： V
　　　　　　電流レンジ： A
　　　　　　　送り速度：
電流計設定　　　レンジ：

03-004 TL ES1 60秒経過後、ﾃﾞｰﾀ収集及び計測を開始せよ。 ＿
ES2

03-005 TL ES1 表PFM1-W001 A(付表－１のﾃﾞｰﾀﾌﾚｰﾑﾃﾞｰﾀ)を確認せよ。 Q＿

03-006 TL ES1 ﾃﾞｰﾀ収集及び計測を終了せよ。 ＿
ES2

03-007 TL ES1 ELM-ES電源（試験用電源）をOFFにせよ。 ＿

時刻： ：

03-008 TL ES1 GSEを立ち下げよ。 ＿
（試験を継続する場合は、この項を省略する。）

ページ

改訂符号

 
図4.4-5 試験手順書 試験手順の記入例 
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4.5 試験報告書の作成 

 
効果 
試験データ及び試験方法の評価、解析の結果を整理し、文書化することによ

って開発仕様書の要求事項を満足していることが確認できると共に、試験を実

施した証拠とすることができる。 
また、次の開発フェーズへの重要なインプットデータとなる。 

 
効果的な実施時期 

試験計画書で規定される試験スケジュールに従い、試験終了後速やかに作成

する。 
 
技術的根拠 

製品が開発仕様書の要求仕様を満足するかどうかを試験の結果により評価す

るためには、試験が指示通り実施され、試験データが正しく評価されなければ

ならない。この評価の結果は試験報告書にまとめ、開発フェーズに応じて詳細

設計審査、認定試験後審査あるいは納入前審査で審査される。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告書 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 詳細設計審査 

(2) 認定試験後審査 

(3) 試験計画書の作成 

(4) 試験仕様書、手順書の作成 

 
実施方法 

試験報告書は単なる試験データの羅列ではなく、試験データを十分に解析・

評価する。 

また、試験データが有効なものであることを保証するために、試験方法の妥

当性についても十分な解析・評価が必要である。 

要求仕様のうち試験によって検証する場合の要求事項と評価の流れを図4.5-

1に示す。 

 

 

 

 



JERG-0-063 

4-37 

   性能、構造など    開発仕様書 

   の要求            品質保証        評価 

                 要求事項 

   外部インタ 

   フェース要求 

                試験計画書    試験仕様書 

                           試験手順書 

                             試験報告書 

  

図4.5-1 要求事項と評価の流れ 

 

 

ここでは試験報告書の作成方法と試験結果の評価ポイントについて述べる。 

 

(1) 試験報告書の作成方法 

 a.試験報告書の構成と内容 

試験報告書は試験計画書又は試験仕様書毎に次の事項を含めて作成する。

ただし、試験報告をCDR、PQR又はPSRのインプットパッケージに含めてもよい。 

試験報告書の目次例を図4.5-2に示す。 

 

(a)品目の名称及び識別番号 

試験に供した品目を明確にするために、品目の名称と識別番号を記述す

る。 

また、必要に応じて数量、ロット番号、シリアル番号を記述する。 

(b)試験中に取り外した品目並びに交換した品目の名称及び識別番号 

供試体の試験コンフィギュレーションの変更を記録に残すため、試験中

に取り外した品目並びに交換した品目の名称及び識別番号を記述する。 

(c)承認済のデビエーション、ウェーバの写し 

要求仕様書を満足しない事項についてデビエーションあるいはウェーバ

処置が適切に実施されたことを示すために、デビエーションあるいはウェ

ーバの写しを添付する。 

(d)試験データと結果の評価 

試験結果に対する評価を示すために、試験仕様書の試験方法に対応する

形で取得した試験データ（環境試験の各種プロファイルを含む）とその合

否判定結果を記述する。 

また、それぞれの試験結果に対しては（２）試験結果の評価の項に示す

ポイントを踏まえて評価を行うことが重要である。評価は試験報告書に含

めることが望ましいが、審査会のインプットパッケージに含めてもよい。 
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試験結果の記入事例を図4.5-3に示す。 

 (e)不具合履歴 

発生した不具合の現象、原因、対策の履歴を記録に残すために、不具合

の履歴を記述する。 

なお、対策については当該供試体に対してだけでなく、次の開発ステッ

プへの反映も記述する。 

 (f)クリティカル品目のリスト 

供試体あるいは供試体の構成品がクリティカル品目に指定されている場

合は、使用履歴を明確にするために名称と識別番号を記述する。 

 (g)有効寿命を有する品目のリスト及び累積作動時間及び回数の記録 

供試体あるいは供試体の構成品が有効寿命品目に指定されている場合は、

使用履歴と寿命マージンを示すために、名称、識別番号、消費寿命、余寿

命を記述する。 

 (h)その他 

試験場所、試験スケジュール、試験体制、試験装置・設備・計測器など

について必要に応じて記述する。 

 

 b.審査 

試験報告書は発行前に試験仕様書発行部門及び信頼性部門が審査する。審

査は次の事項について重点的に行う。 

 

・適用した試験仕様書及び試験手順書は最新版か確認する。 

・試験仕様書及び試験手順書で要求された試験が過不足なく、全て確認され

たか確認する。 

・数値の誤記、記入漏れなどがないか確認する。 

・試験データが規格内であること、又特性値管理品目は特性値のトレンドに

異常がないか確認する。 

・有効寿命品目は寿命に適切なマージンがあることを確認する。 

・不具合が適切に処置されていることを確認する。 

 

(2) 試験結果の評価 

 a.開発試験の評価 

開発試験は、その目的が「設計及び製造工程における有効な情報を得るた

めに行われる」ことから、試験の結果期待していたようなデータが得られな

いこともあるが、だからといってその試験が失敗であったということにはな

らない。しかし、予想値とか、目標値のようなものは必ず存在するので、こ

れを目安として試験を行ない結果を評価する。 

予想値、目標値の定まらないものについては、更にもう一歩前段階の、デ
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ータ取得を目的とする試験が必要な場合もある。 

一方、データの具体的評価においては、試験の目的、経緯、供試体、支持

構造、試験装置、試験セットアップ、試験手順、試験データ、予期しない計

測器及び供試体の動作並びに結論の説明を、文書化しておくことが必要であ

る。データの解釈と結論は、設計者、解析者並びに試験担当者の検討結果を

調整したものとする。試験結果についての解釈を述べる場合は、解釈である

ことを明白に述べる。 

また、試験報告書は単なるデータの羅列にとどまらず、データの解析、評

価が十分なされることが望ましい。 

また、試験方法の妥当性についても、十分な解析、評価をするべきである。 

試験データの評価においては、一連の試験で取得した特性値データの変動

や変化の傾向を評価するためにデータのトレンドを評価するとともに、関連

する試験データも含めて、次の観点から総合的に評価することが必要である。 

 

(a)特性値のドリフト、性能の劣化、物理的な摩耗が機器、システムの信頼性

に影響するか。 

(b)特に内部的要因又は外部的要因により、特性値のドリフト、性能の劣化、

物理的な摩耗を起こし易いか。 

(c)受入試験などの試験データの合否判定のみで機器の信頼性が 保証できる

か。 

 すなわち、部品の故障、物理的な摩耗などを特性値のドリフトによって判

断しておく必要性があるか。 

 

これらが該当する製品は、ハードウェアを特性値管理品目としてどのよう

なパラメータをどのフェーズから監視していくか詳細設計審査を通じて決定

する。 

 

 b.認定試験の評価 

認定試験では設計要求が満足されていることを保証するために、最終製品

に適切なマージンが存在することを証明する。従って、試験データの評価に

おいては、規格内かどうかだけでなく、設計値に対する評価や試験データの

トレンドについても試験報告書に記述する。 

また、試験中に発生した不具合が適切に処置され、フライト品の設計・製

造に反映すべき事項がないか評価して記述する。 

 

 c.受入試験の評価 

受入試験では製品がフライトに適するものであることを実証し、評価する

ことになる。従って、試験データの評価においては、開発試験や認定試験で
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取得した試験データと比較したり、特性値管理品目の場合はこれらの試験に

おいて取得した特性値データとも合わせてトレンド評価を行う。 

また、寿命管理品目の場合は、消費寿命や余寿命についての評価も含める。 

さらに、試験中に発生した不具合についても処置の妥当性について十分評

価し、ミッションに悪影響がないことを確認しておく。 

 

 d.試験方法の評価 

開発した製品が要求仕様を満足するものかどうかを試験の結果により評価

するためには、試験そのものがが指示通り実施され、試験データが正しく取

得されている必要がある。 

従って、開発仕様書の要求を満たす試験計画書、試験仕様書及び試験手順

書が作成され、これに基づき試験が実施され、データが取得されていること

を評価する。 

また、取得した試験データや供試体の性能の外に、試験装置などの使用設

備についても所期の通り機能したかどうかを評価し、もしも問題となる事項

があれば、実施した試験の妥当性を検討する。 

 
実施しない場合の影響 

試験データ及び試験方法の妥当性が十分に評価されず、試験の結果から是正

できるはずの問題点がフライト品の設計・製造に適切にフィードバックされな

い恐れがある。この結果、不具合が製品に内在したままとなり、ミッションの

失敗につながる恐れもあり得る。 
 
参考文献 

なし 
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図4.5-2 試験報告書目次例 
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項番 項目 判定基準 試験結果 

初期 

機能 

性能 

試験 

温度サイクル試験 振動試験 最終 

機能 

性能 

試験 

合否 

+60℃ -20℃ +23℃ Ｘ軸 

中 

Ｘ軸 

後 

Ｙ軸 

中 

Ｙ軸 

後 

Ｚ軸 

中 

1.1.1 

 

 

 

 

 

1.1.2 

 

 

 

 

1.1.3 

送信電力 

 

 

 

 

 

送信出力モニ

タ 

 

 

 

GPS立ち上がり

時間 

VSWR2.5以下の 

負荷に対し 

1.0W(+20%,-50%) 

 

 

 

4.0 V～5.0 V 

 

 

 

 

120 s以内 

1.04 W 

 

 

 

 

 

4.85 V 

 

 

 

 

25 s 

0.83 W 

 

 

 

 

 

4.17 V 

 

 

 

 

－ 

1.03 W 

 

 

 

 

 

4.80 V 

 

 

 

 

－ 

1.05 W 

 

 

 

 

 

4.88 V 

 

 

 

 

30 s 

良 

 

 

 

 

 

良 

 

 

 

 

－ 

1.05 W 

 

 

 

 

 

4.89 V 

 

 

 

 

－ 

 

良 

 

 

 

 

 

良 

 

 

 

 

－ 

1.05 W 

 

 

 

 

 

4.85 V 

 

 

 

 

－ 

良 

 

 

 

 

 

良 

 

 

 

 

－ 

1.05 W 

 

 

 

 

 

4.78 V 

 

 

 

 

20 s 

合 

 

 

 

 

 

合 

 

 

 

 

合 

 

図4.5-3 試験結果記入例（送信機の事例） 
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故
障
率

時間

初期故障期 偶発故障期 摩耗故障期

4.6 ならし（バーンイン及びウェアイン）試験 

 
効果 
コンポーネントの製造後早い時期に発生する部品・材料による欠陥や、ワー

クマンシップによる欠陥を発見することができ、軌道上に不具合を持ち込むこ

とを阻止できる。 
また、コンポーネントレベルでならし（バーンイン及びウェアイン）試験を

行うことにより、システムレベルでの不具合発生の比率を低く抑えることがで

き、コスト及びスケジュールの上で有利となる。 
 
効果的な実施時期 

受入試験又はプロトフライト試験にて実施する。 
 
技術的根拠 

ならし（バーンイン及びウェアイン）試験は、電気的・電子的及び機械的機

器の特性を安定させるため、一定の時間作動させることである。通常、バーン

イン試験は電気回路に、ウェアイン試験は機械的可動部に対して用いられてい

る。 

 

部品、装置、システム（系）などの製品故障の推移を示したのが、図4.6-1で

ある。この図は洋式の風呂に似ていることからバスタブ曲線と呼ばれている。 

初期故障期における高い故障率は、新製品直後には部品・材料による欠陥や、

ワークマンシップによる欠陥などが潜在的に存在しているため、さまざまな弱

点が使用初期に現れることによるものである。この種の欠陥は初期故障と呼ば

れ、初期故障を早く見出して動作を安定させ、軌道上に不具合を持ち込まない

ための対処として、ならし（バーンイン及びウェアイン）試験がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.6-1 バスタブ曲線 
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JMR-004の対応項番 
4.4.3.4 ならし（バーンイン及びウェアイン）試験 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性評価計画の立案 

(2) 打上前作動時間等管理品目（PTI）の管理 

 

実施方法 

ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の方法、ならし（バーンイン及び

ウェアイン）試験の事例を以下に示す。 

 

(1) ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の方法 

ａ．試験計画の立案 

対象品目を識別し、試験条件、目標作動時間、作動回数等の試験計画を

立案する。試験計画の立案にあたっては、製造段階からシステム渡しまで

の間に蓄積されるコンポーネントの全作動時間の累積が、目標作動時間、

作動回数等が満足できるように、他の試験計画との関連性も考慮して、効

率的に実施できるように計画する。ただし、極めて限られたサイクル寿命

を持つ部品については、ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の対象

品目から除外することも検討する。除外を検討する際には、技術的根拠を

明確にすること。 

なお、ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の対象品目は、信頼性

管理品目（打上前作動時間等管理品目）として識別し、管理すること。 

 

ｂ．試験方法 

(a) 電気系コンポーネントについて 

電気系コンポーネントは、全機能を可能な限り作動状態とし、かつ、

不具合の発見に適したコンポーネントのパラメータ及び主要項目を常

時モニタできるよう配慮して実施する。 

環境条件は常温常圧状態が原則である。ただし、温度サイクルがコ

ンポーネントの初期不良発見やワークマンシップエラーの発見に極め

て有効と判断される場合は、温度サイクル試験を併用してもよい。 

 

(b) 機構系コンポーネントについて 

バルブ、スラスタなどは、作動時間より作動回数の累積の方が初期

故障が発生しやすいため、その機能の反復を常温条件下で実施する。

スラスタにとって実噴射の１サイクルとは、噴射開始、連続噴射、噴

射終了（シャットダウン）を含むものとする。ヒドラジン燃料を使用
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するスラスタの実噴射時には、噴射によるヒドラジンのすべての痕跡

がフライトバルブから完全に除ける手段を講ずるべきである。 

モータなどの潤滑剤を使用する機器等においては、潤滑剤のなじみ

時間を考慮した回転試験を実施する。 

 

c. 負荷条件 

(a) 圧力条件 

原則として、常圧条件とする。 

 

(b) 温度条件 

原則として、常温とする。 

ただし、コンポーネントのサイクル試験のために温度条件を課する場

合は、コンポーネントの受入試験又はプロトフライト試験時の温度上限

値／温度下限値等を参考にして温度条件を設定すること。 

 

(c) 印加時間及び回数 

①電気系コンポーネント 

電子／電気コンポーネントのシステム組込みまでのならしの全作動

時間は、初期故障を十分抽出できるよう、対象コンポーネントの故障

データ等を活用し、初期不良を洗い出すまでに必要な時間等を考慮し

て適切に設定すること。 

ならしの全作動目標時間に対して、システム受渡し時に不足する作

動時間を予測し、この不足時間をならし（バーンイン及びウェアイ

ン）試験として割り振る。このとき、冗長系を有するものについて

は、待機中の時間は作動時間に含めず、ならし（バーンイン及びウェ

アイン）試験に割り振る時間に配慮する。 

 

なお、参考として衛星搭載用の電気系コンポーネントについては、

宇宙機一般試験標準 1)（JERG-2-130）において、ならし目標時間は

240時間以上と定められている。ただし、このならし目標時間は部品

レベルでのスクリーニングが実施されていることが前提とされてお

り、スクリーニング等が実施されていない部品を使用している場合

は、部品の初期不良洗い出しに必要な時間、稼働条件等について十分

検討する必要がある。 

 

②機構系コンポーネント 

バルブ、スラスタ等のコンポーネントについては、作動寿命や安定

稼働までの作動回数等を考慮して、適切に反復数を設定すること。 
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モータなどの潤滑剤を使用する機器等においては、潤滑剤のなじみ

時間を考慮し、最適な回転試験回数を設定すること。 

なお、参考として衛星搭載用のバルブ・スラスタ等のコンポーネン

トについては、宇宙機一般試験標準（JERG-2-130）において、最低

100サイクルの反復を実施すべきと定められている。ただし、反復数

については寿命解析等の結果も考慮する必要がある。 

 

(d) 機能試験 

ならし（バーンイン及びウェアイン）試験のための機能試験は、万一

性能劣化の発生があった場合、その発見を容易にするのに必要なベース

ラインデータを準備するために、この試験の開始時に実施する。 

同様の機能試験を、ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の最後

にも実施し、性能劣化等の発生が無いことを確認すること。ただし、長

時間のならし（バーンイン及びウェアイン）試験を実施する場合は、な

らし（バーンイン及びウェアイン）試験の中間での機能試験を実施する

場合もある。 

すべての冗長を含む全回路の不具合の発見に適したパラメータ及び主

要項目は、ならし（バーンイン及びウェアイン）試験期間を通してモニ

タするべきである。また、電子回路のON/OFFについても、操作を模擬す

るために試験中に実施するべきである。 

  



JERG-0-063 

4-47 

(2) ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の事例 

ａ．衛星搭載用電気系コンポーネントのならし（バーンイン及びウェアイン）

試験実施例 

コンポーネントPFT/ATの試験計画書等において図4.6-2、表4.6-1の通り、

ならし（バーンイン及びウェアイン）試験を規定して試験計画に盛り込み、

社内や客先と事前に合意しておくことが望ましい。 

 

図4.6-2 ならし（バーンイン及びウェアイン）試験フロー設定例 

 

表4.6-1 ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の条件例 
①ならし時間 240時間以上 
②ならし時間の起点 PFT/AT開始時を起点とする 
③ならし時間として積算する項目 ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の他に、機能

性能試験、熱真空試験での作動時間をならし時間として
積算しても良い。 
但し、機器を作動させている時間のみとする。 

④内部冗長機器のならし時間 ならし時間の積算はコンポーネント単位で実施するが、
内部冗長機器に対しては、以下の通りとする。 
①主従が分離している機器：主従別々に積算する。 
②基板毎に主従がある機器：基板単位で積算する。 

⑤ならし（バーンイン及びウェアイ
ン）試験を実施するタイミング 

各試験項目間の任意のタイミングとする。 
但し、最終機能性能試験前にならし時間の累計が240時
間を満たしていない場合は、不足分をならし（バーンイ
ン及びウェアイン）試験にて満足すること。 

⑥ならし（バーンイン及びウェアイ
ン）試験時の環境条件 

PFT/ATで規定された常温常圧での環境条件を原則とす
るが、熱真空試験等を併用しても良い。 

⑦ならし（バーンイン及びウェアイ
ン）試験時の機器の状態 

各コンポーネントの機能性能や、検出したい故障モード
等を考慮し、機器毎に作動状態を規定する。なお可能な
限り機器の最大負荷状態とする。 
・データ記録装置であれば、コマンドにより全chの記録

再生を繰り返すモードとする等 
⑧ならし（バーンイン及びウェアイ
ン）試験中のモニタ項目 

機器の健全性が分かる項目を選定すること。 
・電源電圧・消費電力・ステータステレメトリ等 

⑨ならし（バーンイン及びウェアイ
ン）試験の判定基準 

規定のならし時間を満足すること。 
ならし時間中の各モニタ項目に異常がないこと。 

試験開始 

初期機能性能試験 

最終機能性能試験 

試験終了 

振動試験 

熱真空試験 

EMC試験 

ならし試験※ ※ 初期機能性能試験以降の各試験項目間の任意のタイミング
で実施しても良い。 
 但し、最終機能性能試験前までに要求を満足しない場合
は、不足分をならし試験にて満足すること。 
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[ならし（バーンイン及びウェアイン）試験の結果例] 

PFT/AT内での累積作動時間は254時間（ならし（バーンイン及びウェアイ

ン）試験として82時間を実施）であり、要求される240時間以上を満足してい

る。 

また、ならし時間中の各種モニタ項目は機能性能試験の判定基準内であり、

異常がないことを確認した。 

 

 

b. 衛星搭載用機構系コンポーネント(ベアリング)のならし（バーンイン及

びウェアイン）試験実施例 

JAXA研究開発部門が開発した高速回転ホイールでは、表4.6-2に示すとお

り、液体潤滑剤の塗布不良等に起因する故障モードが複数ある。 

この検証方法のひとつとしてベアリングレベルで長時間ならし(200hr以

上ランニング)を行い、オイル分布の外観確認（PROD：Post Runnning Oil 

Distribution test）にて故障の有無を検出している。 

 

表4.6-2 高速回転ホイールの製造に起因する劣化要因と検証方法2) 
故障 
モード 

要因 
検証方法 

設計 設計(開発試験) 検査 
転がり 
疲れ 

ベアリング材料不良（組成、
材料清浄度） 

材料・工程設計 
購買 

組成、材料清浄度 
評価 

受入検査（材料メーカ 
検査成績書） 

潤滑剤不良 
仕様書 
保管手順 

化学的安定性評価 
（温度試験ほか） 

材料検査 
保管記録 

潤滑工程不良（潤滑剤塗布
不良、潤滑油量不足、洗浄不
足等）   

工程設計、 
工程FMEA 

工程評価試験 PROD 試験 

異物混入（圧痕発生） 
工程設計、工程FMEA、コ
ンタミ管理 

工程評価試験 LSD 試験 

機械環境試験（圧痕発生） 機械環境耐性設計 機械環境耐性評価 

・起動トルクほか回転性
能トレンド 
・機械環境試験時の共振
倍率等によるベアリン
グ荷重評価 

潤滑 
不良 

潤滑工程不良（潤滑剤塗布
不良、潤滑油量不足、洗浄不
足等） 

工程設計、工程 
FMEA 

工程評価試験 PROD 試験 

潤滑剤不良 
仕様書 
保管手順 

化学的安定性評価 
（温度試験ほか） 

材料検査 
保管記録 

異物混入 
工程設計、工程FMEA、コ
ンタミ管理 

工程評価試験 LSD 試験 

リテーナ
インスタ
ビリティ 

保持器材料不良（寸法、摩擦
係数） 

購買仕様書 保持器開発試験 
・受入検査（材料メーカ
検査成績書） 
・PROD 試験 

潤滑工程不良（潤滑剤塗布
不良、潤滑油量不足、洗浄不
足等） 

工程設計、工程 
FMEA 

工程評価試験 PROD 試験 

ベアリング組立精度 
（ミスアライメント） 

図面、工程指示文書 工程評価試験 
ミスアライメント検査
（回転振れ） 

急な加減速 
立ち上げ方法、許容加
減速加速度の規定 

最大加減速運用評価 
試験 

－ 

 検証方法検査欄の詳細内容については、次頁のベアリング工程管理を参照。 
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ベアリング工程管理 
2)
 

 
・材料製造条件 

成分、材料清浄度、熱処理、真空脱ガス処理、表面処理ほか 
・玉・内外輪加工条件 

研削・研磨、ならし 
・保持器加工条件 
・油量管理・オイル塗布条件管理 

玉・内外輪への適切なオイル塗布、バリアフィルムの適切な箇所への塗布、保持器へ
のオイル含浸、オイルリザーバへのグリース充填、PROD（Post Running Oil 
Distribution)試験(回転試験後にオイルの分布状態を目視確認）。 
また、オイルを含浸させた保持器は大気暴露中においてオイルが水分（吸湿）に置換

され外部に排出されるため、保管環境、大気暴露時間等に注意が必要である。 
・組立手順 

アライメント、適切な予圧量設定、試験による確認（例:LSD（Low Speed 
Dynamometer）試験 低速回転させてロストルク値及びロストルク変動を確認） 

・ならし（バーンイン及びウェアイン）試験条件管理 
試験環境（雰囲気、外部振動、内外輪間の通電（電食））、試験条件（回転立ち上げ、
最大回転数等）の管理 

・部材・完成品の保管管理 
部材・完成品の汚染・劣化防止、寿命期限切れの部材使用の防止 

 
・検査 

フライト品質を保証するための検査。以下に主要な検査項目を挙げる。 
① 材料検査 

成分、処理、清浄度 
② 寸法・精度検査（ベアリング及び取付関係部品） 

寸法、精度、幾何公差 
③ 洗浄・コンタミ検査 

クリーンルーム及び洗浄液のLPC（Liquid Particle Counter）、ミリポア、LSD
（Low Speed Dynamometer）試験 

④ 塗布油量検査 
塗布量・塗布条件管理、保持器大気暴露時間管理（吸湿防止）、PROD（Post 

Running Oil Distribution）試験：200hr以上ランニング後オイル分布外観確認 
⑤ 組立精度 

内輪／外輪の傾き 
⑥ 回転性能試験（大気・真空） 

ランニングトルク値、ランニングトルク変動、異音（リテーナインスタビリティの
有無）、アキシャル振動 

⑦ その他 
高速回転ホイールでは、ボール加工工程健全性の指標として、ボールの表面性状・    

ウェービネスの検査も取り入れた。 

 

なお、PROD試験は部品(ベアリング)レベルの工程に取り込まれている試験で

あり、潤滑剤に関わる不良はコンポーネント組立に入る前にスクリーニングさ

れる。よって、コンポーネントレベルにおいては、定期的な保守管理(ホイール

の連続回転駆動)が推奨されているのみである。 

上記の通り、PROD試験は部品レベルのならしであり、EEE部品のバーンイン試

験等と同様に、コンポーネントレベルの打上前作動寿命管理品目(PTI)には該当

しないといえる※。 
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※コンポーネントレベルで打上前作動寿命管理品目(PTI)を管理する場合は、

コンポーネント製造完了後を対象とし、a項等が該当すると考えられる。 

 

但し、部品レベルの開発でJMR-004を適用する場合は、信頼性解析のなかで打

上前作動寿命管理品目(PTI)の識別を検討することが望ましい。 

 

 

（参考） 

ならし（バーンイン及びウェアイン）試験とは異なるが、機構品等において

は長期間保存している場合に、定期的に作動させる必要があるものがある。こ

のような場合は機器側で取扱説明書等に期間・作動方法等を明記し、システム

側に引き渡し後も確実に保守管理する必要がある。 

また、ロケット系射場作業においては、最終的な整備／点検後から発射まで

の期限が規定されている整備有効期限品目があり、機器側で取扱説明書等に期

限等を明記し、整備有効期限品目一覧表にて管理を行っている。なお、整備有

効期限品目については、期限を過ぎて使用する場合には再度確認試験等（バル

ブ作動、点火器スパーク作動等）を実施する必要がある。 

 

 

実施しない場合の影響 
コンポーネントの製造後早い時期に発生する部品・材料による欠陥や、ワー

クマンシップによる欠陥を発見することができないため、軌道上に不具合を持

ち込む恐れがある 
 

 
参考文献 

1) JERG-2-130「宇宙機一般試験標準」 

2) JAXA-RR-07-025「高速回転ホイール開発を通しての知見」井澤克彦， 

市川信一郎，2008年2月 
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4.7 寿命試験 

 
効果 
部品又はコンポーネントの寿命データを、試験により取得することにより、

ミッションで予想される最大期間及び最大回数の作動に耐えうる能力があるこ

とを実証することができる。 
また、寿命試験で得られたデータは寿命解析の有効な情報になる。 

 
効果的な実施時期 

開発試験又は認定試験にて実施する。 
 
技術的根拠 

寿命試験は、摩耗、変動及び変動の形の故障モードを持っているかも知れな

い部品及びコンポーネントが、許容された範囲を超えるような機能の劣化を生

ずることなしに、地上試験、打ち上げ、軌道上の作動時間、運用などで予想さ

れる最大期間及び最大回数の作動に耐えうる能力があることを実証するために

行われる。 
 
JMR-004の対応項番 

4.4.3.5 寿命試験 
 
関連の深い信頼性業務 
(1) 寿命解析 

(2) 信頼性評価計画書の作成 
 
実施方法 

寿命解析の結果、寿命に関する既存のデータが使用できず、寿命試験による

評価が必要と判断された場合は、寿命試験を行う。 
寿命試験は製品の故障モード（寿命や特性の劣化）や故障メカニズム（物理

的、化学的、機械的、電気的など）に即したものとする。従って、寿命解析の

中でこれらについて十分検討を行い、効果的な試験となるように計画する。 
以下に寿命試験の方法、寿命試験の事例を示す。 

 
(1) 寿命試験の方法 

 a.寿命試験の目的 
寿命試験は、磨耗、変動、疲労の形の故障モードを有するコンポーネント

が、地上試験中及び飛行中に遭遇すると考えられる最大の運用時間あるいは

運用サイクルに対して、許容限界を超えるような機能低下を起こさずに、十
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分な耐性を有していることを確認することにある。 
 
 b.試験方法 

1つ又は多数のコンポーネントを、それらが目的とする飛行環境を模擬した

条件下で作動するよう設定する。代表的な環境は、周囲温度、熱、熱真空及

びこれらの複合とする。 
供試体は、製造ロットから任意抜き取りするか、EM又はPMとする。適当

なマージンを含み寿命中に予測される最長の作動時間及び最大サイクル数の

運用に耐えうるような能力をコンポーネントが持っていることを立証するよ

うな試験を計画する。 
相対的に低い作動デューティのコンポーネントについては、作動デューテ

ィサイクルを圧縮して試験してもよい。 
軌道上で連続運用されるコンポーネント又は高い作動デューティのコンポ

ーネントについては、加速試験が可能ならば採用する。 
 

c.試験レベル・継続時間 
供試体に負荷する試験レベル及び時間については以下の通りとする。ただ

し、規定する数値についてはJERG-2-130 1)「宇宙機一般試験標準」を参照し

て最新の値を確認すること。 
 
 (a)圧力 

加圧構体や圧力容器については、圧力レベルは最大予測環境レベルを適

用する。その他のユニットについては、真空環境による劣化が予測される

可能性のある密封されていないユニットを除いて、常圧を適用する。真空

環境による劣化が予測される場合は、1.3×10－２Pa（1×10－４Torr）以下の圧

力を適用する。 
 (b)環境レベル 

最大予測環境レベルを適用する。加速寿命試験の環境試験レベルは、軌

道上レベルより厳しいものとする。そこで与えられる、より厳しいストレ

スは、使用時の予測されるストレスに基づく寿命と更に発生する故障のメ

カニズムを導くことに関係付けられたものである。 
(c)時間又はサイクル数 

コンポーネント寿命試験の全作動時間又はサイクル数は、地上試験、フ

ライト、軌道上運用を含む予測される全ての期間中の作動時間又はサイク

ル数に適切なマージンを加えて設定する。 
通常、試験時間又はサイクル数のマージンは、予測作動寿命期間中の運

用時間又はサイクル数の2倍とする。ただし、マージンの値については、要

求される信頼性とコストのバランスを考慮してプロジェクト毎あるいは
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コンポーネント毎に設定する。 
 (d)機能試験のデューティサイクル 

試験開始前及び試験終了後に、確認すべき全ての項目についての機能試

験を実施する。 
また、一定時間毎にコンポーネントが仕様値内にあることを確かめるた

めに、必要十分な項目についての機能試験を実施する。 
 
(2) 寿命試験の事例 
 a.推進弁の作動寿命試験 
 
  試験コンフィギュレーションを図4.7-1に示す。 

また、試験方法を表4.7-1 に示す。 
 

 
 

図4.7-1 推進弁寿命試験コンフィギュレーション 
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表4.7-1 推進弁寿命試験方法 
                試  験  方  法   試 験 条 件  判 定 基 準 
供試品を図4.7-1のとおり設置する。 
(1)コイルに28±1VDCを印加し、入口ポートに2755.7±  

137.3kPa(28.1±1.4kgf／cm2G)の脱イオン水を加圧し、

流量を1013.3±101.3kPa･cm3/s(10±1scc/sec)に設定す

る。ＥＸＣＩＴＥＲにより3サイクル／secの割合で500
0サイクルの開閉作動を行う。 
 

(2)その後、13項応答試験、14項吸引／開放試験及び内部漏

洩試験を行う。 
 
(3)次に上記(1)と同様の条件で合計10000サイクル開閉作

動させ、上記(2)と同様の試験を行う。 
 

(4)上記(1)と同様の条件で10000サイクルずつ開閉作動さ

せ、上記(2)と同様の試験を行い、合計60000サイクルま

で行う。 
 
(5)次に入口ポートに加圧する流体を脱イオン水から窒素

ガス2755.7±137.3kPa(28.1±1.4kgf／cm2G)に変え、200
0サイクルの開閉作動を行う。 

 
(6) 合計62000サイクルの作動寿命後、以下の各試験を行

う。 
1) 4項絶縁 コイル抵抗試験 
    （槽内温度21±1.4℃のみ） 
2) 15項 内部漏洩試験 
3) 11項 逆方向漏洩試験 
4) 13項 応答試験 
5) 14項 吸引／開放電圧試験 
6) 10項 外部漏洩試験 
7) 12項 圧力損失試験 
8) 16項 清浄度試験 

 
入口圧力(水) 
2755.7±137.3kPa 
(28.1±1.4kgf／cm2G) 
 
流量 
1013.3±101.3 
kPa･cm3/s 
(10±1scc/sec) 
 
印加電圧 
28±1VDC 
 
作動割合 
３サイクル数 
合計60000サイクル 
 
入口圧力（Ｎ２） 
2755.7±137.3kPa 
(28.1±1.4kgf／cm2G) 
 
印加電圧 
28±6VDC 
 
作動割合 
３サイクル／sec 
サイクル数 
2000サイクル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
耐久中作動するこ 
と。 
 
 
 
 
耐久中の各試験の 
要求を満足するこ 
と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各試験の要求を満 
足すること。 
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  c.宇宙用スリップリングの作動寿命試験 2) 
 

機械環境試験、熱真空寿命試験を含めたスリップリング開発試験を実施し、

耐機械環境性及び寿命を検証して、宇宙用スリップリングとして採用できる

ことを確認した。 
開発試験フローを図4.7-2に、環境試験レベルを表4.7-2に示す。 
また、外観図を図4.7-3に示す。 

   

 

図4.7-2 スリップリング開発試験フロー 
 
 

表4.7-2 スリップリング環境試験レベル 
   試験項目                    試験レベル               
 ・正弦波振動 
     周 波 数 
     レ ベ ル 
     掃引速度           
 ・ランダム波振動 
     周 波 数 
     実 効 値 
     時   間 
 ・衝  撃 
 
 
 ・加 速 度 
     レ ベ ル 
     時   間 

 
 10～2000Hz 
 490m/s2(50G) 
 2 OCT／分 
 
 50～2000Hz 
 358.9m/s2rms(36.6Grms) 
 2分／軸 
 
 100～1400Hz＋6dＢ／oct 
 1400～4000Hz 3138m/s2(320G) 
 
 245m/s2(25G) 
 5分／軸 
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図4.7-3 スリップリング開発モデル外観 

 
 

寿命試験は真空環境下で、ヒータとフロン冷凍機を使用した熱制御下で行

い、低温と高温は、２日毎に切換えた。寿命試験の結果を表4.7-3に示す。同

表より、逆転回数80回以上を含む36000回転以上を満足したことが確認でき

た。ダイナミック抵抗は、電力用リング及び信号用リングともに、寿命試験

期間すべてにおいて、仕様値を十分満足していた。 
 
 

表4.7-3 スリップリング寿命試験結果 
  項     目   仕 様 書      試験結果           
 真    空    度 
 

 133.32×10-5Pa 
 以下 
 (10-5Torr以下) 

 114.66×10-5Pa 
 以下 
 (8.6×10-6Torr以下) 

環境温度           
 
 

低        温 
 
高        温 

 －30±5℃ 
 
  ＋70±5℃ 

  －26.5～－32℃ 
 
   ＋68～75℃ 

電流値           
 
 

電力用リング 
 
信号用リング 

  25±0.1A 
 
  2±0.05A 

    25.0A 
 
    2.00A 

ダイナミ           
ック抵抗           

電力用リング 
 
信号用リング 

     6mΩ以下 
 
   700mΩ以下 

   1.5mΩ以下 
 
   180mΩ以下 

  総 回 転 数                     
 
  逆 転 回 数                     

 36000回転以上 
 
    80回以上 

   39127回転 
 
      92回 
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 d.宇宙用ベアリングの作動寿命試験 3) 
固体潤滑剤を使用したボールベアリング5種を真空雰囲気で評価試験した。

固体潤滑剤の種類及び組合せを表4.7-4に示す。ベアリングはSUS440C6001で
ある。 
試験条件は表4-7-5に示す。荷重はベアリング１個に対する値である。 

 
 

表4.7-4 潤滑剤の種類 
タイプ 薄    膜 リテーナ 

１ 銀イオンプレーティング ルーロンE 
２ 銀イオンプレーティング Duroid 5813 
３ 金イオンプレーティング Duroid 5813 
４ ＭoＳ２スパッタリング ルーロンE 
５ ＭoＳ２スパッタリング Duroid 5813 

 
 

表4.7-5 ベアリング試験条件 
真空度              133.32×10-7Pa以下(10－７Torr以下) 

荷         重 ラジアル12.7N(1.3kg)、スラスト14.7N(1.5kg) 
温     度 室    温 

回転速度              8S-1(480rpm) 
回転の種類              一方向・連続 
要求寿命              1042時間(3×10７回転) 

 
 

試験の結果、いずれのベアリングも焼付くことなく、1200時間回り続けた。 
50時間ごとの測定結果を図4.7-5に示す。 
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図4.7-5 摩擦トルクとベアリング温度 
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実施しない場合の影響 
部品又はコンポーネントがミッションで予想される最大期間及び最大回数の

作動に耐えうる能力があることを保証することができない。したがって、ミッシ

ョン期間中に寿命切れとなり、性能の劣化や故障が起こり、ミッションが達成で

きない恐れがある。 
 
参考文献 

1)  JERG-2-130「宇宙機一般試験標準」 
2)  橋本、和知、本田、杉浦 宇宙用スリップリング、”潤滑”第31巻第6号

(1986) P.375～380 
3)  橋本、宮川、西村、関、西岡、丸茂、本田、大橋 宇宙用ベアリングの

開発、第28回宇宙科学技術連合後援会 P.438～439 
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4.8 試験中の計画外活動の管理 

 
効果 

定められた試験計画から外れた全ての試験活動を文書化して管理し、信頼性

への影響を評価することにより、試験が要求を満足し、正しく行われたことを保

証することができる。 
 
効果的な実施時期 

試験・検査から改修段階。試験中に計画外活動が発生した場合に適時実施する。 
 
技術的根拠 

試験を実施する際は、必ず信頼性評価計画書、試験計画書、試験仕様書及び試

験手順書の定めた通りに作業を実施することが要求される。試験中に当初の計

画と異なる計画外作業を実施する場合には、あらかじめ定められた文書改定の

手順に従って試験仕様書及び試験手順書を改定してその記録を残し、開発仕様

書で要求される信頼性への影響を評価することで、試験の有効性及び製品の信

頼性が確保できる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.4.3.6 試験中の計画外活動の管理 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 試験計画書の作成 

(2) 試験仕様書、手順書の作成 

(3) 試験報告書の作成 
 
実施方法 

試験中に不具合、スケジュール変更、設備や供試体の準備状況による影響によ

り、計画された試験を一部削除したり、順番を入れ替えたり、手順を変更するな

ど、計画外の作業を実施する場合がある。この場合、その計画外活動を行っても

開発仕様書やインタフェース仕様書などの要求事項を満足し、試験目的を達成

できるか信頼性の観点から十分評価して試験の有効性を確認することが重要で

ある。 

試験中の計画外活動を記録、指示及び管理する手法として、JAXA射場整備作業

の事例を以下に示す。試験現場ではスケジュール確保のために、現場において迅

速かつ確実な変更管理を行う必要があり、この様な方法が行われている。なお、

この方法は製造会社の工場内でも必要に応じて行われている。 
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(1) 試験中に試験要求が変更になる場合 

試験中に試験仕様書などの技術指示文書の変更を管理する方法して、技

術変更指示書（EO：Engineering Order）がある。試験中に要求事項が変更

になる場合はEOを発行して変更指示を行い、必要に応じて試験終了後に各

EOを試験仕様書などに反映する。 

この変更手続については試験前に管理手順を制定しておき、試験仕様書

などの技術指示文書を定める権限を持っていた同じ組織部門と信頼性又は

品質保証担当部門の変更承認をもらう規定を含めることが必要である。 

試験要求を変更しても開発仕様書、インタフェース仕様書などの要求事

項が確実に検証されることを確認することが重要なので、この点について

審査担当者は十分に留意して審査する。 

EOの記入事例を図4.8-1に、記入方法を表4.8-1に示す。 

 

(2) 試験手順が変更になる場合 

EO、不具合、その他の理由により試験手順書が変更になる場合、文書改定

指示書（DCI：Document Change Instruction）により管理する方法がある。

試験中に手順が変更になる場合はDCIを発行して変更指示と記録を行い、必

要に応じて試験終了後に各DCIを試験手順書に反映する。 

この変更手続については試験前に管理手順を制定しておき、試験手順書

を定める権限を持っていた同じ組織部門と信頼性又は品質保証担当部門の

変更承認をもらう規程を含める。 

DCIの記入事例を図4.8-2に、記入方法を表4.8-2に示す。 

 

実施しない場合の影響 
 試験中の計画外活動が管理されない場合、計画外活動による信頼性への影響

が十分に評価されず、開発仕様書で要求される信頼性が保証されない恐れがあ

る。 
また、試験が正しく行われたことの証拠が不十分となり、試験の有効性が損な

われる。 
 
参考文献 

なし 
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技術変更指示書（ＥＯ） 
 実施指定 

ＰＦＭ 
 関連（CCB） 
 

 認可 ＪＡＸＡ  点検 ＪＡＸＡ  ＥＯ番号 
００５ 

 区分 
改定 

 

 発行区分 
     新規 ・ 改定 

 
 
 

 認可 
高橋 

 

 点検 
山崎 
佐藤 

 作成 
  高宮 
  XXXX年XX月XX日 

 機種型式 
JEM ELM-ES 

 
 名称    105P-75016 
     ソフトウェア統合試験仕様書 
 

 指示書改定 

            有 ・ 無 
 添付図 

無し 
 

 内容 
     データシート１－３（２／１４）を以下の通り変更する。 
 
      （旧） 試験条件：ＪＣＰシミュレータからＲＰＣ２ ＯＮを送信する。 
 
          確認事項：ＲＰＣ１ ＯＮ／ＯＦＦステータス １ 
 
 
      （新） 試験条件：ＪＣＰシミュレータからＲＰＣ２ ＯＮを送信する。 
 
          確認事項：ＲＰＣ２ ＯＮ／ＯＦＦステータス １ 
 
 改定理由及び参考事項 
     誤記訂正。 ＲＰＣ２ ＯＮ時のステータス確認箇所はＲＰＣ１ではなくＲＰＣ２である。 
 
 

図4.8-1 技術変更指示書（ＥＯ）事例 
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表4.8-1 技術変更指示書（ＥＯ）記入方法 

番号 項目 記入内容 

1 ＥＯ番号 ＥＯの登録番号を記入する。 

ＥＯは一件一葉で作成する。 

2 機種型式 ロケット／衛星などの機種型式名称を記入する。 

3 作成 作成者のサインと作成日を記入する。 

4 点検 点検者のサインを記入する。 

5 認可 認可者のサインを記入する。 

6 点検 JAXA 必要に応じてJAXA（得意先）点検者のサインを記入

する。 

7 認可 JAXA 必要に応じてJAXA（得意先）認可者のサインを記入

する。 

8 関連 必要に応じて関連部門のサインを記入する。 

9 添付図 ＥＯ付図がある場合はその図番を記入する。無い場

合は“なし”と記入する。 

10 指示書改定 試験手順書改定（DCI発行）の必要性の有無を○で囲

んで識別する。 

11 実施指定 ＥＯを適用するロケット／衛星などの機種型式名称

と号機を記入する。 

12 区分 次の３種より選択して記入する。 

改定  ：図面や試験仕様書の改定など、技術指示 

     文書を改定する場合 

臨時対策：一時的に技術指示文書を改定し、臨時 

     処置を指示する場合 

作業要求：特別点検など、技術部門からの作業要求 

13 名称 ＥＯの対象となる技術指示文書の番号と名称を記入

する。 

14 発行区分 区分で臨時対策、作業要求の場合は新規を○で囲む。 

区分で改定の場合は改定を○で囲む。 

15 内容 変更内容を記入する。 

本欄に書ききれない場合は付図を作成する。 

記入方法は追加／削除／新／旧を用いて明確に表現

する。 

16 改定理由及び参考事項 改定理由を記入する。 

改定理由に関連する文書がある場合は文書番号など

を記入する。 
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文 書 改定 指 示 書 （DCI） 
日付 99.10.26                       DCI登録番号 005   
区分 
誤記／手順変更／作業削除／作業追加／トラブルシュート 

DCN番号 対象文書番号 
 ＴＯＰ－４１９ 

 
指示理由 
   ＥＯ－００５による。 
 

番号 改定頁／項目 指 示 項 目 確認 
 
 1 

 
P19／1.3 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q  佐藤  
 
XX.XX.XX 

下記の通り手順を変更する。 
 
 ＜変更前＞ 
 
試験条件：JCPシミュレータからRPC2 ONを送信する。 
確認事項：RPC1 ON/OFFステータス 1 
 
 
 ＜変更後＞ 
 
試験条件：JCPシミュレータからRPC2 ONを送信する。 
確認事項：RPC2 ON/OFFステータス 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

宇宙航空 
研究開発機構 

   作業会社 技術 品管 起草 最終 
DCI番号 指示    山崎 佐藤 高宮 

日

付 
   日

付 
XX.XX.
XX 

XX.XX.X
X 

XX.XX.X
X 

結果 
（TDCI
時） 

      

 
図4.8-2 DCI事例 
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表4.8-2 文書改定指示書（DCI）記入方法 

番号 項目 記入内容 

1 DCI番号 DCIの登録番号を記入する。 

DCIは一件一葉で作成する。 

2 DCI日付 DCIの作成日を記入する。 

3 文書番号 試験手順書番号を記入する。 

4 文書日付 記入不要。 

5 区分 ・次の区分から選択して記入する。 

誤記／手順変更／作業削除／作業追加／トラブ

ルシュート 

6 指示理由 DCIを起草する理由、根拠（EO、不具合報告書など）

を記入する。 

7 番号 指示項目に合わせて番号を記入する。 

8 関連頁／項目 変更する試験手順書の該当頁と項目番号を記入す

る。 

9 指示項目 手順書変更内容を記入する。 

記入方法は追加／削除／新／旧を用いて明確に表現

する。 

10 確認 変更された作業の確認が必要な場合に、検査員など

がサインする。 

11 最終DCI番号 記入不要。 

12 起草 作成者がサインする。 

13 品管 品質管理担当者がサインする。 

14 技術 技術担当者がサインする。 

15 作業会社 作業会社名を記入する。 

16 宇宙航空研究開発機構 必要に応じてJAXA（得意先）がサインする。 

17 指示 DCI作成時は指示の欄にサインアップする。 

18 結果 作業完了後、必要に応じて結果の欄にサインアップ

する。 
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4.9 信頼性評価の実施 
 
効果 
信頼性を評価することにより、要求される信頼性を満足し、ミッションを達

成する能力があることを立証することができる。 
 
効果的な実施時期 

設計審査会及び認定/受入試験後の納入前審査会にて信頼性の評価結果を審

査する。 

 

技術的根拠 

信頼性管理とは、信頼性目標を達成するために、信頼性計画（PLAN）、計画

された活動の実施（DO）、信頼性評価（CHECK）、是正措置（ACTION）のPDCA

のサイクルを回すことであり、信頼性の評価は要求される信頼性を達成できた

かを評価する上で重要な作業である。 

 

JMR-004の対応項番 

 4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 信頼性評価計画の立案 

(2) 基本設計審査 

(3) 詳細設計審査 

(4) 認定試験後審査 
 
実施方法 

信頼性の評価は、信頼性評価計画書に従って設計段階と試験段階にてそれぞ

れ行う。 

信頼性評価の内容を表4.9-1に示す。 

 

設計段階の信頼性評価は、基本設計、詳細設計時に行い、結果は基本設計審

査会及び詳細設計審査会のインプットパッケージに含めて審査する。 

試験段階の信頼性評価は、認定試験あるいは受入試験の結果を踏まえて、設

計段階で評価された信頼性事項の見直しや、異常／故障の評価、設計変更や改

善事項の反映状況についても評価を行う。 

結果は、認定試験後審査会及び納入前審査会のインプットパッケージに含め

て審査する。 
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表4.9-1 設計段階と試験段階の信頼性評価内容 

信頼性評価項目 実施時期 

設計段階 試験段階 

 要求事項に対する検証手段と適合性 

 

○ ○ 

 

 信頼性評価のための試験 （試験内容の識

別、計画） 

○ 

 設計変更、改善事項の反映 

（設計審査時の反映） 

 

 

 

○ 

 信頼性解析 

（信頼度予測、部品ストレス解析、 

 FMEA、FTA、累積疲労損傷解析など） 

○ ○ 

見直し 

 ソフトウェアの信頼性保証 ○ ○ 

見直し 

 保全性 ○ ○ 

見直し 

 人為故障の除去 ○ ○ 

見直し 

異常／故障の評価 

 

 

 ○ 

クリティカル品目、信頼性管理品目 

 

 

(品目の選定) ○ 

 部品、ディバイス、材料、工程の評価 

 

○ ○ 

見直し 

個々の部品、コンポーネント、サブ 

システム及びシステムの認定状況 

○ ○ 

見直し 

信頼性技術情報、適用データシート等 

の反映 

○ ○ 

見直し 

寿命の評価 ○ ○ 

見直し 

ならし（バーンイン及びウェアイン） 

試験 

（品目の選定、 

試験計画） 

○ 

 

以下に各信頼性評価項目について説明する。これら全ての事項を確認した上

で、最終的にフライト品が所定の信頼性を有していることを評価する。 

 

(1) 要求事項に対する検証手段と適合性 

基本設計あるいは詳細設計段階において、要求事項に対する適合性を検証
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するための検証計画（試験、検査、解析など）になっていることを確認する。

また、試験段階ではその検証計画が適切に実施され、全て適合していること

を確認する。 

 

(2) 信頼性評価のための試験 

基本設計あるいは詳細設計段階において、システム及び構成品目に対する

機能・性能要求事項及び信頼性要求事項に対する適合性を評価するため、必

要な客観的データを得ることができる試験計画になっていることを確認する。

また、試験段階では計画された試験が適切に実施され、全て合格しているこ

とを確認する。 

 

(3) 設計変更、改善事項の反映（設計審査時の反映） 

基本設計あるいは詳細設計段階で発生した設計変更あるいは改善事項が認

定モデルあるいはフライトモデルに確実に反映されていることを確認する。 

 

(4) 信頼性解析（信頼度予測、部品ストレス解析、FMEA、FTA、累積疲労損傷解

析など） 

基本設計及び詳細設計段階では、必要な信頼性解析が漏れなく行われ、問

題となる事項がないことを確認する。信頼性解析とは信頼度予測、部品スト

レス解析、FMEA、FTA、トレンド解析、CIL、累積疲労損傷解析、寿命解析な

どである。 

試験段階では、認定試験あるいは受入試験の結果を踏まえて、上記信頼性

解析の見直し結果を確認する。 

 

(5) ソフトウェアの信頼性保証 

基本設計及び詳細設計段階では、ハードウェアに含まれるソフトウェアを

ハードウェアの一要素として識別し、仕様書の要求を満足することを確認す

るための検証計画、管理計画になっていることを確認する。また、ソフトウ

ェアの故障を未然防止し、故障の影響を最小限になる設計になっていること

を確認する。 

試験段階では、計画された試験が適切に実施され、全て合格していること

を確認する。 

 

(6) 保全性 

基本設計段階では、システムやコンポーネントの交換、故障分離、修理な

どの保全構想が計画され、設計に反映されていることを確認する。詳細設計

段階では、分解組立などの作業手順及び故障が発生した場合に、使用可能な

状態に迅速に回復させるための保全設計が行われていることを確認する。 



JERG-0-063 

4-69 

試験段階では、交換、故障分離などの検証が適切に実施されたことを確認

する。 

 

(7) 人為故障の除去 

設計段階において、人為故障の要因が適切に識別され、その結果が設計上

対策されているかを確認する。 

試験段階では、認定試験あるいは受入試験の結果を踏まえて、対策の見直し

等を行う。 

 

(8) 異常／故障の評価 

発生した異常／故障の処置対策が妥当であり、品目の信頼性に悪影響を及

ぼさないことを確認する。 

 

(9) クリティカル品目、信頼性管理品目 

基本設計及び詳細設計段階では、FMEA／FMECA、信頼性解析や過去の実績を

踏まえて、クリティカル品目、有効寿命品目、特性値管理品目、重要取付品

目、打上前作動時間等管理品目が選定され、選定に問題ないことを確認する。 

試験段階では、それぞれの品目の管理状況に問題がなかったことを確認す

る。 

 

(10) 部品、ディバイス、材料、工程の評価 

基本設計及び詳細設計段階では、宇宙用として要求仕様を満足する適切な

部品・材料・工程が選定されていることを確認する。 

試験段階では、部品・材料・工程が適切に維持管理されたことを確認する。 

 

(11) 個々の部品、コンポーネント、サブシステム及びシステムの認定状況 

個々の部品、コンポーネント、サブシステム及びシステムの認定が完了し

ていることを確認するために、基本設計及び詳細設計段階には既開発品の認

定状況と、新規設計の品目については認定の計画について確認する。 

また、試験段階では、新規設計の品目のPQRが終了し認定が完了したことを

確認する。 

 

(12) 信頼性技術情報、適用データシート等の反映 

基本設計及び詳細設計段階において、信頼性技術情報、適用データシート

等で展開された事項が反映されていることを確認する。 

試験段階では、認定試験あるいは受入試験の結果を踏まえて、反映状況の見

直し結果を確認すると共に、設計段階以降に発行された信頼性技術情報、適

用データシート等が適切に反映されていることを確認する。 
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(13) 寿命の評価 

基本設計及び詳細設計段階では寿命解析などの結果から、寿命要求を満足

する設計であることを確認する。 

試験段階では、各種信頼性解析、累積疲労損傷解析、試験結果及び製品履

歴の評価から、フライト品の寿命に適切なマージンがあることを総合的に評

価する。 

 

(14) ならし（バーンイン及びウェアイン）試験 

基本設計及び詳細設計段階で品目を選定し、初期故障を除去して作動を安

定させるための試験計画（試験内容、作動時間、作動回数等）を検討する。 

試験段階においては、計画したならし（バーンイン及びウェアイン）試験

の結果を評価し、所定の作動時間、作動回数等が適切に実施されたことを確

認する。 

 

 

実施しない場合の影響 

システムが信頼性要求を達成できたか総合的に評定できない。つまり評価す

べき事項が漏れたり、設計・製造上の問題を内在したまま設計を完了してしま

い、フライト品が製作される恐れがある。 
この結果、ミッション期間中に問題が発生し、有効な対策がとれない場合は

ミッションが達成できなくなる恐れがある。 
 
参考文献 

 なし 
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4.10 コンポーネントの認定 

 

効果 

コンポーネントの認定が実施されていると、打上げ及び軌道上において受け

ると予測される環境条件下でコンポーネントの設計の妥当性が立証されている

と言える。この認定によりコンポーネントの製造工程、製造設備も同時にその

妥当性が立証される。 
また、次のプロジェクトでは既開発品として取り扱うことができる。 

 
効果的な実施時期 

製造・試験段階。 
 
技術的根拠 
コンポーネントが、安全余裕／安全係数を含むシステム要求事項に対応した

コンポーネントレベルの仕様書を満足していることを立証するためにコンポー

ネントレベルの認定を実施する必要がある。 
また、品質保証上、コンポーネントの製造工程、製造設備が適切であること

を確認する必要がある。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.4.3.2 ミッションコンフィギュレーションに属する品目の認定 

 

関連の深い信頼性業務 

(1) 部品、ディバイス：認定 

(2) サブシステムの認定 

(3) システムの認定 

(4) 試験環境条件の設定 
 
実施方法 

(1) 認定について 

ミッションコンフィギュレーションを構成する全ての品目は、要求された

機能を規定の環境条件下で発揮しうることを保証するために適切な組立品

レベルで認定されなければならないという要求がある。認定は、基本的には

部品で認定し、複数の部品を組み立てたコンポーネントで認定し、部品とコ

ンポーネント／複数のコンポーネントを組み立てたサブシステムで認定し、

最終的には部品、コンポーネント及びサブシステムで構成されるシステムの

認定を行うことにより完了する。部品レベルの認定は3.54項、サブシステム

レベルの認定は4.11項、システムレベルの認定は4.12項にそれぞれ記述され
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ている。 

認定は、試験又は同等の内容で実施される。コンポーネントレベルの認定

は、通常、プロジェクト認定として実施される。 

 

(2) 対象となるコンポーネント 

認定の対象となるコンポーネントは、いくつかの単一部品から構成される

構成品で、電力制御器、バッテリー、バルブ、人工衛星姿勢制御用の推進装

置、圧力容器などがある。 

 

(3) 認定の手順 

コンポーネントの開発から認定に至るまでの手順は、以下のとおりである。 

（図4.10-1参照） 

 

 a.システム要求条件の確認 

宇宙機のミッション、軌道、寿命など宇宙機の要求条件や環境条件を

明確にし、システムの具体的な機能、性能、信頼性、使用条件、環境条

件などを明確にする。 

 b.設計仕様書の作成 

システムの要求に合致するコンポーネントの設計仕様書を作成する。 

 c.類似品の調査 

設計仕様書の要求に合致するコンポーネントを調査し、入手可能な場

合は、機能、性能、信頼性などを検討する。ベースとなるコンポーネン

トが現存し、部分的な改修、又は追加試験により認定品となりうる場合、

それらを反映したコンポーネントの設計仕様書を作成する。 

 d.エンジニアリングモデル（EM）の製作/試験 

仕様書に基づきEMを製作し、試験及び評価を行う。 

 e.製造図面、仕様書の作成 

システムの要求に合致するコンポーネントの製造図面、仕様書を作成

する。 

f.プロトタイプモデル（PM）/プロトフライトタイプモデル（PFM）製作 

コンポーネントの設計仕様書に基づきPM又はPFMを製作する。 

g.認定試験計画書/試験仕様書 

認定試験計画書及び試験仕様書を作成し審査をする。 
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h.認定試験 

PM又はPFMに対して認定試験計画書及び認定試験手順書に従って認定

試験を実施する。 

i.認定試験後審査 

認定試験終了後、供試体が仕様書に規定された要求（設計、製造及び

認定試験）に合致するものであるかを審査する。 

j.製品仕様書の確定 

認定試験後審査の結果をもとに当該コンポーネントを認定し、製品仕

様書を最終確定する。 
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図4.10-1 コンポーネント／サブシステム／システム 認定のフロー 

  
システム要求条件の確認 

  
設計仕様書または開発仕様書の作成 

    
類似品の調査 

 

EMの製作／試験 

  
評  価 

 

製造図面、仕様書作成 

 

認定試験計画書／試験 

仕様書／手順書作成 

 

PM／PFM製作 

  
認定試験後審査 

 

製品仕様書の確定 

 

認定試験／PFM試験 

合格 

不合格 

不合格 

有り 

なし／一部改修 

合格 
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(4) 認定試験条件 

認定試験条件は、ミッション全期間にわたって特定の環境のもとで加えら

れるあらゆる荷重の組合せから決定するものであり、予想される荷重と環境

から導かれる。認定試験において、供試体に各試験条件を課する場合には、

その供試体は負荷荷重に耐えると同時に、その機能もそれぞれのシステムに

合わせて正しく作動しなければならない。複合環境条件は、試験で検証が困

難なので個別の条件に分けて、各々の試験条件を満足できるいくつかの設備

を使用して実施する。 

なお、通常、認定試験を実施したコンポーネントはフライト用には使用し

ない。 

開発の時間とコストの節約のため、プロトフライトモデル（PFM）による認

定・受入の両方の試験をかねたプロトフライト試験により認定試験を行う場

合がある。 

認定試験における環境の順序と組合せ、認定試験レベル、試験持続時間に

ついてはJERG-2-130 1）を参照し、それぞれのプログラムに応じて試験項目の

適用評価を実施するなどの方法により定めること。 

 

(5) コンポーネント認定試験実施例 

コンポーネント認定試験の実施例を以下に示す。 

・人工衛星のコンポーネントの認定試験項目例 

・推薬弁の認定試験で実施された試験項目の事例 

・電力制御器の認定試験フロー 

・H-Iロケット用のLOX/LH２タンク 

・LE-5エンジン 
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 a.人工衛星のコンポーネントの認定試験項目例を表4.10-1に示す。 

この表の詳細については、JERG-2-130 5項参照。 

 

 

表4.10-1 コンポーネントの認定試験項目例 
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 b.推薬弁の認定試験で実施された試験項目の事例 

この推薬弁の試験は、EM、PMで実施されたが、試験項目及び内容は同一

である。表4.10-2 にEM、PMの試験項目の事例を示す。 

なお、 推薬弁の認定試験における作動寿命試験の例については4.7項に

示す。 

 

 

                     表4.10-2 推薬弁の評価試験項目 

 

 

番号     試 験 項 目 番号     試 験 項 目  

 

 

 

 １ マグネットワイヤ絶縁試験 １４ 吸引／解放電圧試験  

 

 

 

 ２ 製品の検査 １５ 内部漏洩試験  

 

 

 

 ３ 重量試験 １６ 清浄度試験  

 

 

 

 ４ 絶縁／コイル抵抗試験 １７ ランダム振動試験  

 

 

 

 ５ コイル温度サイクル試験 １８ リード線シールドの電導性試験  

 

 

 

 ６ 絶縁耐圧試験 １９ 正弦波振動試験  

 

 

 

 ７ 繰り返し絶縁コイル抵抗試験 ２０ 衝撃試験  

 

 

 

 ８ コイルインダクタンス試験 ２１ 作動寿命試験  

 

 

 

 ９ 保証圧力試験 ２２ 残存電流試験  

 

 

 

１０ 外部漏洩試験 ２３ 連続作動試験  

 

 

 

１１ 逆方向漏洩試験 ２４ 最大作動電圧試験  

 

 

 

１２ 圧力損失試験 ２５ 破壊圧力試験  

 

 

 

１３ 応答試験 ２６ 製品の最終検査  
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 c.電力制御器の認定試験フロー 

   図4.10-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.10-2  電力制御器の認定試験フロー 

 

 

 d. H-Iロケット用のLOX/LH２タンク 

H-Iロケット用LOX/LH２タンクの認定試験を含む開発試験の事例 ２）を示す。 

H-Iロケット用のLOX/LH２タンクの開発において、最もクリティカルな項

目はLOXとLH２タンクの間の共通隔壁であるとの認識の下に、共通隔壁４セ

ットと打上げ用と同一直径で長さが半分のタンクモデル（サブスケールタ

ンク）２セット及び最終的にプロトタイプタンク２セットが製作され認定

試験が実施された。開発試験項目は以下のとおり。 

 

・サブスケールタンク 

 極低温プルーフ試験、 熱評価試験 

・プロトタイプタンク 

破壊試験、 熱評価試験 

検査 

Task１ 
質量特性試験 

Task2 
電気性能試験 

Task3 
電磁適合性試験 

Task4 
衝撃試験 

Task6 

振動試験 

Task5 
熱真空試験 

Task7 
電磁適合性試験 

Task4 
最終性能試験 

Task8 
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図4.10-3に共通隔壁の試験体を示す。図4.10-4に共通隔壁に対するLOXタンク

圧力及びＬＨ２タンク圧力のプロファイルを示す。制限圧力によって共通隔壁に

かかる圧力差は2.65×105Pa(2.7kg/cm2)で、最大圧力によって共通隔壁にかか

る圧力差は3.24×105Pa(3.3kg/cm2)である。 

 

 
  図4.10-3 共通隔壁試験の試験体   図4.10-4 共通隔壁に対する 

                       タンク加圧プロファイル 

 

 

図4.10-5にサブスケールタンクに対するLOX及びLH２による加圧プロファイル

を示す。 

地上試験から実飛行までの間、30回の繰返し荷重の影響が考慮されている。

最後に降伏圧力まで加圧された。 

 
図4.10-5 サブスケールタンクに対するタンク加圧プロファイル 
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図4.10-6に打上げ用と同一直径で長さが半分のサブスケールタンクを示す。 

 

 

図4.10-6 サブスケールタンク   図4.10-7 プロトタイプタンクに対す 

                      るタンク加圧プロファイル 

 

 

図4.10-7にプロトタイプタンクに対する構造健全性の最終認定のために行わ

れた水圧試験のプロファイルを示す。プロトタイプタンクは水圧により最大圧

力まで加圧され、共通隔壁の圧力差は破損するまで高められた。 
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図4.10-8にLOX/LH２タンク系のサブスケールEMに対して行われた熱評価試験

の状態を示す。試験タンクは試験チャンバに置かれ、LOX/LH２タンクを加圧する

ことによって、推進薬のコールドフローが５ケースについて試験された。 

 

図4.10-8 タンクの熱評価試験台 

 

 e. LE-5エンジン 

H-Iロケット第２段のLE-5エンジンの認定試験の例 ３）を表4.10-3に示す。

LE-5エンジンの認定試験は飛行用エンジンに要求される性能及び信頼性を

兼ね備えていることの実証を目的として行われた。 
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表4.10-3 LE-5エンジンの認定試験の例 

試験の種類 試験計画概容 詳細試験項目 試験内容 

エンジン燃焼試験 

 

エンジン燃焼試験では、エン

ジン及びその構成品の作動デ

ータを同時に取得できる。 

このため、エンジン全体を低

圧室に納めた高空燃焼試験を

主体として実施する。 

試験の目的によっては常圧燃

焼試験もおこなう。また、ガ

ス発生器、液水ターボポンプ、

液酸ターボポンプの単体試験

も行う。 

作動確認試験 エンジンの組立状況確認 

性能確認試験 定格運転での性能、再着火機能の確認 

連続作動確認 400秒間連続燃焼させて作動を確認 

インタフェース試験 推進薬入口圧力、ヘリウム供給圧力、電源電

圧を設計点を中心に変化させエンジン性能に

及ぼす影響を確認 

ミッション・デューティ・

サイクル試験 

飛行ミッションを模擬した試験で燃焼時間は

370秒、初回着火後コースティングを経て再着

火を行う 

性能探索試験 推力・混合比に対し定格の±７％試験を行い、

作動領域や性能を確認 

限界性試験 燃焼時間450秒の長秒時試験や定格±10％の

広域作動試験などを行い、ＬＥ－５の限界性

能を把握 

エンジン振動試験 エンジン全体を振動架台に取

付、次の環境条件に対し2倍の

振動エネルギーで加振し、共

振などがないことを確認す

る。 

音響振動試験 

 

Ｈ－Ｉ第1段及び固体補助ロケット燃焼中の

音響振動 

ポゴ（POGO）振動試験 Ｈ－Ｉ第1段燃焼末期に発生する低周波のポ

ゴ（POGO）振動 

部品認定試験 エンジン燃焼試験の中では確

認できない要求項目に対し部

品レベルで実施する認定試

験。 

弁類認定試験 チェックアウト作動試験（常温300回）、実液

作動試験（極低温200回） 

電気系組立認定試験 電源特性試験、電磁干渉試験、熱真空試験、温

度特性試験、湿度試験、振動試験、衝撃試験 
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実施しない場合の影響 
コンポーネントの認定を実施しないと、受入試験から打上げ及び軌道上にお

いて受けると予測される環境をシミュレートした環境条件下でのコンポーネン

トの設計の妥当性を立証することができない。 
また、サブシステムレベルやシステムレベルで不具合が発生した場合、コン

ポーネントの妥当性、適合性などについて、設計の始めの段階まで遡って確認

しなければならなくなる。 

 
参考文献 

1) JERG-2-130 「宇宙機一般試験標準」 

2) H.Takamatsu,K.Imagawa,Y.Ichimaru 「 DEVELOPMENT TESTS OF LOX/LH２ 

TANK FOR H-1 LAUNCH VEHICLE,IAF-84-07 XXXV CONGRESS,P.P.1～5」 

3) 宇宙開発事業団技術成果発表会（第１回）、宇宙開発事業団、昭和60年

5月16日 
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4.11 サブシステムの認定 

 

効果 

サブシステムの認定が実施されていると、打上げ及び軌道上において受ける

と予測される環境条件下で部品及びサブシステム間のインタフェース及びサブ

システム設計の妥当性が立証されていると言える。 
また、この認定によりサブシステムの製造工程、製造設備も同時にその妥当

性が立証される。 
 
効果的な実施時期 
製造・試験段階。 

 
技術的根拠 

サブシステムの部品、コンポーネント及びサブシステム自体が、安全余裕／

安全係数を含むシステム要求事項に対応したサブシステム仕様書を満足してい

ることを立証するためにサブシステムレベルの認定を実施する必要がある。 
また、品質保証上、サブシステムの製造工程、製造設備が適切であることを

確認する必要がある。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.4.3.2 ミッションコンフィギュレーションに属する品目の認定 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 部品、ディバイス：認定 

(2) コンポーネントの認定 

(3) システムの認定 

(4) 試験環境条件の設定 
 

実施方法 

(1) 認定試験条件 

サブシステムの認定試験は、サブシステムの特別な性質及びプロジェクト

試験計画の全体にわたるリスク評定方針を考慮して実施する。 

認定試験条件及び認定試験項目は、コンポーネントの認定と同様なアプロ

ーチで設定する。開発の時間とコストの節約のため、PFMによる認定・受入の

両方の試験を兼ねたプロトフライト試験により認定試験を行う場合がある。 
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(2) 対象となるサブシステム 

サブシステムとして、誘導制御系、推進系、電源系、テレメトリ系､コマン

ド系､構造･熱制御系などがある。これらのサブシステムは、コンポーネント

とそれらを結合する配管やハーネスなどで構成される。ただし、人工衛星で

はサブシステムとして環境試験ができる場合がほとんど無く、通常、それぞ

れのコンポーネントで確認するか、又はシステム試験で評価している。 

 

(3) 認定の手順 

サブシステムの開発から認定に至るまでの手順は、以下のとおりである。 

（図4.10-1参照） 

 a.システム要求条件の確認 

  宇宙機のミッション、軌道、寿命など宇宙機の要求条件や環境条

件を明確にし、システムの具体的な機能、性能、信頼性、使用条件、

環境条件などを明確にする。 

 b.開発仕様書の作成 

システムの要求に合致するサブシステムの開発仕様書を作成する。 

 c.類似品の調査 

 開発仕様書の要求に合致するサブシステムを調査し、入手可能な

場合は、機能、性能、信頼性などを検討する。ベースとなるサブシス

テムが現存し、部分的な改修、又は追加試験により認定品となりう

る場合、それらを反映したサブシステムの設計仕様を作成する。 

 d.エンジニアリングモデル（EM）の製作／試験 

新規開発品の場合、仕様書に基づきEMを製作し、試験及び評価を

行う。 

 e.製造図面、仕様書の作成 

 システムの要求に合致するサブシステムの製造図面、仕様書を作

成する。 

f.プロトタイプモデル（PM）／プロトフライトタイプモデル（PFM）製作 

PM用の製造図面、仕様書、製造工程に基づいてPM／PFMを製造する。 

 g.認定試験計画書／試験仕様書 

 認定試験計画書及び試験仕様書を作成し審査をする。 
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h.認定試験 

PM又はPFMに対して認定試験計画書及び認定試験手順書に従って

認定試験を実施する。 

i.認定試験後審査 

認定試験結果を評価して、製品が開発仕様書の要求条件を満足し

ており、設定された製造図面、仕様書及び製造工程が確立している

ことを確認する。 

j.製品仕様書の確定 

認定試験後審査の結果をもとに当該サブシステムが認定され、製

品仕様書が確定される。 

 

(4) サブシステム認定試験実施例 

 a.人工衛星サブシステムの例 

  JERG-2-130 1) 5.2サブシステム試験の個別要求参照。 

 b.ガスジェット装置の例 

  ガスジェット装置の認定試験フローの例を図4.11-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.11-1ガスジェット装置の認定試験フロー 

 

 

１ 

製品検査 

２ 

電気的機能試験 

３ 

耐圧試験 

４ 

機械的機能試験 

５ 

清浄度確認試験 

９ 

電気的機能試験 

６ 

振動試験 

 

完 

11 

製品検査 

10 

機械的機能試験 

７ 

清浄度確認試験 

８ 

容量／有効 

排出量試験 
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 c. H-Iロケット第2段システムの例 ２） 

H-Iロケット第2段は、LE-5エンジンと液酸・液水タンクを組み合わせた

液酸・液水推進系、誘導制御系、通信制御系、電源などから構成される。

ここではこの中で特にクリティカルな液酸・液水推進系の認定試験につい

て述べる。 

 

・H-Iロケット第2段の概要 

 H-Iロケット第2段は、推進薬を最大約8.7ton充填でき、再着火ミッショ

ンに対応できる能力がある。第2段は、常温ヘリウムガスでLOX/LH２両タン

クを加圧（過渡加圧）する。LE-5が始動した後は、極低温ヘリウムガスを

LE-5の発生熱で加温しLOXタンクを加圧（定常加圧）する。 

また、LH２タンクは、LE-5の再生冷却管出口から分岐した低温水素ガス

で加圧（定常加圧）する。これらの加圧は誘導装置のコンピュータが両タ

ンクの頂部圧力を検知しながらそれぞれの加圧弁を開閉することにより、

調圧制御される。 

また、第２段は、油圧装置によるエンジンジンバル（首振り）機能があ

り推力方向制御が可能。 

 

・ステージ燃焼試験 

第2段推進系全体としての機能の確認、射場での推進薬充填作業手順の

確立を行った。ステージ燃焼試験は、小型タンク燃焼試験、厚肉タンク燃

焼試験、実機型タンク燃焼試験の３段階に分けて実施した。ステージ燃焼

試験の供試体を図4.11-2に示す。 

 

 主として以下の試験を実施した。 

・予冷試験：予冷弁の開閉時期を決定 

・始動過渡試験：始動シーケンスを決定 

・連続燃焼試験：推進薬タンクにLOX/LH２を100%近く充填した状態で着

火し、推進薬枯渇状態まで燃焼試験を行い、有効推進薬量を算出 

・再着火試験 
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図4.11-2ステージ燃焼試験の供試体 

 
実施しない場合の影響 
サブシステムの認定を実施しないと、受入試験から打上げ及び軌道上におい

て受けると予測される環境をシミュレートした環境条件下でのサブシステムの

設計の妥当性を立証することができない。 

また、システムレベルで不具合が発生した場合、サブシステムの妥当性、適

合性などについて、設計の始めの段階まで遡って確認しなければならなくなる。 

 

参考文献 
1) JERG-2-130「宇宙機一般試験標準」 

2) 宇宙開発事業団技術成果発表会（第１回）、 宇宙開発事業団、昭和60年

5月16日 
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4.12 システムの認定 

 

効果 
システムの認定が実施されると、受入試験から打上げ及び軌道上において受

けると予測される環境条件下で部品、コンポーネント及びサブシステム間のイ

ンタフェース及びシステム設計の妥当性を立証されていると言える。 
また、この認定によりシステムの製造工程、製造設備も同時にその妥当性が

立証される。 
 
効果的な実施時期 

製造・試験段階。 
 
技術的根拠 

システムが安全余裕／安全係数を含むシステム要求事項をもつシステム仕様

書を満足していることを立証するためにシステムレベルの認定が必要である。 
また、品質保証上、システムの製造工程、製造設備が適切であることを確認

する必要がある。 
 
JMR-004の対応項番 
4.4.3.2 ミッションコンフィギュレーションに属する品目の認定 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 部品、ディバイス：認定 

(2) コンポーネントの認定 

(3) サブシステムの認定 

(4) 試験環境条件の設定 
 
実施方法 

(1) システムの認定について 

宇宙機器システムは、システムとして一塊で認定が必要であるがシステム

供試体を用いて、必要な全ての認定試験を実施することは費用及び試験設備

が膨大なものになるため実行は困難である。したがって、通常はこの単位で

認定に必要な全ての認定試験は行わない。サブシステム及びコンポーネント

の認定結果を取り込んだ解析結果と合わせて評価してシステムとしての認定

を行う。 

 

(2) 認定の手順 

認定の手順は以下のとおりである。（図4.10-1参照） 
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a.システム要求条件の確認 

宇宙機のミッション、軌道、寿命など宇宙機の要求条件や環境条件を明

確にし、システムの具体的な機能、性能、信頼性、使用条件、環境条件な

どを明確にする。 

 b.開発仕様書の作成 

システムの要求に合致するシステムの開発仕様書を作成する。 

 c.類似品の調査 

開発仕様書の要求に合致するシステムを調査し、入手可能な場合は、機

能、性能、信頼性などを検討する。ベースとなるシステムが現存し、部分

的な改修、又は追加試験により認定品となりうる場合、それらを反映した

システムの設計仕様を作成する。 

 d.エンジニアリングモデル（EM）の製作／試験 

新規開発品の場合、仕様書に基づきEMを製作し、試験及び評価を行う。 

 e.製造図面、仕様書の作成 

システムの要求に合致するシステムの製造図面、仕様書を作成する。 

 f.プロトタイプモデル（PM）／プロトフライトモデル（PFM）製作 

PM用の製造図面、仕様書、製造工程に基づいてPM／PFMを製造する。 

 g.認定試験計画書／試験仕様書 

認定試験計画書及び試験仕様書を作成し審査をする。 

 h.認定試験 

PM又はPFMに対して認定試験計画書及び認定試験手順書に従って認定試

験を実施する。 

 i.認定試験後審査 

認定試験結果を評価して、システムが開発仕様書の要求条件を満足して

おり、設定された製造図面、仕様書及び製造工程が確立していることを確

認する。 

 j.製品仕様書の確定 

認定試験後審査の結果をもとに当該システムが認定され、製品仕様書が

確定される。 

 

(3) 認定試験条件 

実行可能なかぎり、安全余裕／安全係数を含む受入試験から打上げ及び軌

道上において受けると予測される環境をシミュレートした環境条件での試験

を含める。認定には、下位組立品レベルの試験結果の適用及び全てのシステ

ム運用モード並びにインタフェースの評価を含める。 

なお、開発の時間とコストの節約のため、プロトフライトモデル（PFM）に

よる認定・受入の両方の試験をかねたプロトフライト試験により認定試験を

行う場合がある。 
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(4) システム認定試験実施例 

a.代表的な人工衛星の認定試験項目例 

代表的な人工衛星の認定試験項目例を表4.12-1に示す。この表の詳細

についてはJERG-2-130 1) 5項参照。 

 

表4.12-1 システム 認定試験項目 

試験 試験ID 試験順序 要求（Ｒ）又は 

オプション（Ｏ） 

機能性能試験 1111 1*1 Ｒ 

EMC試験 1110 2 Ｒ 

アンテナパターン測定 1118 3 Ｏ*3 

磁気試験 1115 17 Ｏ*3 

リーク試験 1114 4,12,16 Ｒ 

アライメント測定 0020 5,11,15 Ｒ 

質量特性試験 0019 6 Ｒ 

動釣合い試験 0021 18 Ｏ*3,*4 

モーダルサーベイ 0016 7 Ｒ 

振動試験 1105,1106 8 Ｒ*2 

音響試験 1104 9 Ｒ*2 

衝撃試験 1107 10 Ｒ 

熱平衡試験 1117 13 Ｒ 

熱真空試験 1109 14 Ｒ 

 

（注） *1 機能性能試験は、各環境試験の前後に行う。 

*2 正弦波振動試験は、要求（Ｒ）である。ランダム振動試験と音響試

験は、いずれか一方が要求（Ｒ）である。ランダム振動試験と音響試験

のうちどちらの試験を実施するかは個別に規定される。 

*3 オプション（Ｏ）については、プログラム毎に試験遂行の要否の 

    評価を行って決める。 

*4 スピン衛星などの動釣合い要求を試験で確認する必要のある衛星 

については、打上げコンフィギュレーション相当で動釣合い試験を

行うこと。 

また、機械的環境試験の前に動釣合いをとる必要がある場合も試

験を行うこと。 

3軸姿勢制御方式の衛星でスピンフェーズを伴わないものに対し

ては特別な要求のない限り、動的釣り合い試験は適用されない。 
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実施しない場合の影響 
システムの認定を実施しないと、受入試験から打上げ及び軌道上において受

けると予測される環境をシミュレートした環境条件下での部品、コンポーネン

ト及びサブシステム間のインタフェース及びシステムの物理的、機能的妥当性

を立証することができない。 
 
参考文献 

1) JERG-2-130 「宇宙機一般試験標準」 
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4.13 出荷前審査及び納入前審査での信頼性関係のインプット 

 
効果 
出荷前審査及び納入前審査時に、契約の相手方が信頼性関係のインプットと

して最小限提示すべき資料及び報告すべき事項が明確になっていれば、審査会

がスムーズに効率的に実施される。 

 
効果的な実施時期 
出荷前審査及び納入前審査資料の準備時。 

 

技術的根拠 
契約納入単位毎に行われる標記審査会で、審査されるべき事項がその都度変

えられると均質な審査ができなくなるので、標準的なインプットを明確にする

必要がある。 

 

JMR-004の対応項番 
 4.5 出荷前審査及び納入前審査 

 
関連の深い信頼性業務 
(1) 詳細設計審査 

(2) 認定試験後審査 

 

実施方法 
審査会で提示及び提出すべき資料及び信頼性管理・技術面から報告すべき事

項について、表4.13-1にまとめて示す。 

なお、指定された文書をコンポーネントでは作成せずに、上位システムで作

成するものについてはその旨を報告すること。 
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表4.13-1 出荷前審査及び納入前審査資料 １）～3) 

番号 資料名称 用途 内容、補足事項 備考 

報告 提出 提示 

1 各種解析報告書（設計変更に伴

う見直し版） 

○  ○ 認定試験後審査（PQR）以降に行われた設計変更に伴って必要となる信頼

性・保全性に係る各種解析（信頼度予測、FMEA、部品ストレス解析、ワー

ストケース解析、トレンド解析等）の見直し結果資料。 

 

2 各種解析報告書（上記以外）  △ ○ △要求に応じて提出する。  

3 信頼性評定結果の報告書 ○ ○    

4 受入試験（AT）の手順書、試験記

録書 

○ ○  文書パッケージに含めてよい。  

5 文書パッケージ ○ ○  文書パッケージの構成例を表4.13-2に示す。 

信頼性管理品目の管理状況を、機器履歴、残存寿命、特性値などを具体的

に示しながら報告すること。 

 

6 コンフィギュレーションリスト ○ ○  製造図面及びスペックと製造された納入品のコンフィギュレーションリ

スト（ADCLとABCL）上の差異について適切な評価管理が行われていること

を報告すること。また、出荷状態のコンフィギュレーションを示すこと。 

 

7 デビエーション、ウェーバ ○ ○  承認発行されたデビエーション、ウェーバの概要を示すこと。 

なお本文を提示すること。 
 

8 JAXA信頼性技術情報の適用状況

報告書 

○ ○  PQR以降に発行されたJAXA信頼性技術情報の適用状況について報告するこ

と。 
 

9 異常/故障解析報告書（不具合報

告書） 

○ ○  PQR以降に発生した異常/故障に関して、異常/故障解析結果を報告するこ

と。なお、不具合報告の中に含めてもよい。 
 

10 部品、ディバイス、材料、工程関

連の報告書 

○ ○  プロジェクトで使用する部品等及び工程のリストの最終状態に合わせた

内容を報告すること。 
 

11 JMR-004の付録Ⅲ要求で作成が

要求されている文書 

  ○ 番号1～10の文書に含められるものは重複して提示する必要はない。  

12 JMR-004の付録Ⅳ要求で提出が

要求されている文書 

 ○  番号1～10の文書に含められるものは重複して提出する必要はない。  
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表4.13-2 文書パッケージの構成内容例 

                 

1. 基本構成 

(1) 目次 

(2) 記入要領 

(3) 構成品リスト 

(4) 機器履歴票 

(5) 不具合履歴票  

(6) 検査・試験記録 

(7) 取扱上の注意事項  

(8) 電波関係文書 

(9) その他仕様書等で文書パッケージに含めることを要求した文書 

 

2. サブシステム・コンポーネント納入時 

サブシステム・コンポーネント納入時の文書パッケージは「文書パッケー

ジ（その１）」として作成される。構成は１項による。 

 

3. 工場組立納入時 

工場組立納入時の文書パッケージは次の２種類（２分冊）で構成する。 

(1) 文書パッケージ（その１）：サブシステム・コンポーネントの文書パッ

ケージ 

(2) 文書パッケージ（その２）：機体の文書パッケージ 

機体としての文書パッケージを以下の内容構成で作成する。 

① 信頼性管理品目リスト 

② 有効寿命品目の余寿命リスト 

③ 工場組立時の不具合サマリ 

④ 重要取付品目の検査結果 

⑤ 工場組立時の設計変更サマリ 

⑥ 完成検査成績書 

⑦ その他仕様書等で文書パッケージに含めることを要求したデータ 

 
 
 
実施しない場合の影響 
出荷前審査及び納入前審査時に、契約の相手方が信頼性関係のインプットと

して最小限提示すべき資料及び報告すべき事項が明確になっていないと審査会

がスムーズに効率的に実施されない。 
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参考文献 

1) JMR-005 「品質保証プログラム標準」 

2) JMR-013 「品質保証プログラム標準(基本要求JISQ9100)」 

3) PD-ED-1215.5 「Pre-Ship Review」 NASA PREFERED RELIABILITY PRACTICES  
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4.14  信頼性評価業務の審査 
 
効果 
この審査を行うことにより、信頼性評価が適切に行われていることが確認で

きる。 
 
効果的な実施時期 
定期的（年1～2回） 

 
技術的根拠 

この審査は、信頼性プログラムマネージメント上の審査であり、信頼性評価

業務が体系的に行われていることを確認できる。 
 
JMR-004の対応項番 
 4.4.4  信頼性評価の実施と結果審査 

 

関連の深い信頼性業務 
(1) 信頼性プログラム監査 

(2) 信頼性の評定 
 
実施方法 

信頼性評価業務の審査は、信頼性要求事項を満足していることを保証するた

めに、信頼性プログラム計画書に計画したマイルストーンの審査会にて実施す

る。 

この信頼性評価業務の審査では、信頼性を評価する業務が信頼性評価計画に

基づき有効に実施されているかを確認し、また、開発の進展において信頼性評

価計画の見直しが必要とするかを判断する。 

以下に挙げる確認事項及び確認内容により、信頼性評価業務が実施されてい

ることを審査する。 

(1) 確認事項 

a.仕様書の要求事項は満足しているか。 

b.試験は、試験仕様書通り実施されているか。 

c.異常／故障は、適切に処理され、是正処置は完了しているか。また、異常

／故障に関するリスクは問題ないか。 

d.品目毎のコンフィギュレーションの状態（ADCL、ABCL）は一致している

か。一致しない場合は、コンフィグレーション管理による適切な処理が取

られているか。 

e.要求される信頼度は、最新の解析により適合しているか。 
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f.要求された寿命は、試験中に消費した寿命を差し引いて、満足している

か。 

g.信頼性管理品目の管理は、指示通り行われ、文書パッケージに記録され、

信頼性上問題ないか。 

h.部品レベルの故障は十分対策が取られているか。 

i.品目に含まれる部品の認定状況に問題はないか。 

j.設計上の改善事項は設計に反映されているか。 

k.下位組立レベルの詳細検証の内容を、上位組立レベルの試験計画に反映す

る必要するはないか。 

l.詳細設計審査以降の信頼性技術情報は、適切に反映されているか。 

m.部品、材料、工程の変更は、適切で認定に影響しないか。 

 

(2) 確認内容 

上記（１）項の確認事項に対する確認内容は次の通り。 

a.仕様書の要求の適合性 

コンポーネント、サブシステム、システムの各品目レベルの仕様書の要

求に対して各品目の試験結果が満足してことを確認する。 

特に契約レベルの品目において要求を満足していない場合は、コンフィ

ギュレーション管理に基づくウェーバ処理などが適切に行われていること

を確認する。 

b.試験仕様書の要求の適合性 

試験仕様書の要求を満たすよう試験作業が行われ、試験要求の変更は不

具合処理でなく、コンフィギュレーション管理に基づく変更管理により適

切に行われていることを確認する。 

c.異常／故障の確認 

発生した異常／故障についての処置は、原因の究明から是正処置まで完

了し、異常／故障の故障モードについて、異常／故障の処置内容がFMEAに

より故障による影響内容及び致命度（発生確率も必要により考慮する）を

考慮して問題ないことを確認する。 

d.品目毎のコンフィギュレーション状態の確認 

コンポーネント、サブシステム、システムの各レベルの品目が最新の

技術指示文書に基づき製造、検査、試験され、各レベル品目の仕様書、

図面とトレースできることをコンフィギュレーション管理に基づくADCL、

ABCLによりコンフィギュレーションの状態を確認する。ADCLとABCLが一

致しない場合は、不具合処理が適切に行われていること、品目毎の仕様

書の要求に対する適合性、契約レベルの仕様書の要求への影響（安全性、

信頼性、性能など）を確認し、必要によりコンフィギュレーション管理

に基づく適切な処理が行われていることを確認する。 
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e.信頼度の確認 

詳細設計審査以降の設計変更に対して信頼度予測の更新が行われ、各品

目レベルの仕様書の信頼度要求に対して信頼度予測の結果や契約レベルの

信頼度要求に対して信頼度予測の結果が適合していることを確認する。 

f.寿命の確認 

寿命試験結果及び類似品による実績値から寿命品目の有効寿命を確認す

ると共に、各レベルの品目の製造、試験で消費した寿命が地上（コンポー

ネント、サブシステム、システム）及び軌道上運用などの寿命配分値内

（又は適用される基準値内）に入っていることを確認し、製品が要求され

た設計寿命を満たすことを確認する。 

g.信頼性管理品目の管理 

信頼性管理品目リストで指定された管理項目が製造、検査、試験におい

て管理され、文書パッケージの様式に記録され、その管理内容が管理基準

に適合していることを確認する。 

h.部品レベルの故障 

部品の調達中及び組立後発生する部品の故障については、原因調査、処

置／対策及び再発防止対策が行われていること、同種の部品についても予

防処置が適切に実施されていること、及び波及故障の評価を行い問題ない

ことを確認する。 

i.部品の認定状況 

プロジェクトに使用する部品は、認定状況（認定部品、非標準部品の承

認状況）を含めて部品リストにリスト化され、問題ないことを確認する。 

j.設計上の改善事項 

詳細設計審査の結果、設計上の改善内容が設計に反映され、検証されて

いることを確認する。 

k.上位品目の試験計画への反映 

下位の品目の検証内容（アライメント特性など）、及び信頼性管理品目

の管理内容（寿命管理、特性値管理など）については、上位品目の試験計

画に引き継がれるため、下位品目の変更事項は、上位品目の試験計画に反

映していることを確認する。 

l.詳細設計審査以降の信頼性技術情報の確認 

詳細設計審査以降発行された信頼性技術情報の内容が設計に反映されて

いること、また、該当する対策事項がある場合、適切に処理されているこ

とを確認する。 

m.部品、材料、工程の変更 

詳細設計審査以降、製造、試験中に生じた設計変更により部品、材料、

工程が変更された場合、変更対象の部品、材料、工程が製品仕様の選定基

準に適合し、適用上の問題がないことを確認する。 
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また、プロジェクトで詳細設計審査時に設定した部品、材料、工程リ

ストが維持管理されていることを確認する。 

設計変更後の確認も適切に行われ、設計、製造の妥当性が検証されて

いることを確認する。 

 

(3) 確認結果の報告 

確認結果は、各品目レベルで計画した信頼性評価業務の実施状況及び有効

性について、信頼性プログラム管理の実施状況としてまとめ、該当品目レベ

ルの認定試験後審査（PQR）などの審査会に報告し、審査を受ける。 

 
実施しない場合の影響 
信頼性評価が適切に行われていることが確認できず、開発管理の質の低下を

まねく。 
 
参考文献 

 なし 
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第５章 有人宇宙開発における信頼性・保全性
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5. 有人宇宙開発における信頼性・保全性 

 

1986年1月のスペースシャトル チャレンジャー号の事故を契機に、NASAの安

全に関する体制が強化されることとなった。 

それが「Safety & Product Assurance」（安全・開発保証）体制であり、プ

ロジェクト推進組織と独立に安全・開発保証組織を設置し、信頼性・保全性・

安全、品質保証を有機的に連携する概念を構築し、安全で確実なミッションの

達成を図ることになった。 

当時検討が進んでいた宇宙ステーション計画では、宇宙空間での恒久的な有

人居住環境を構築し、維持する必要があり、システムが大きく、開発時期が異

なり、長期間にわたり運用され、また参加国が多く複雑な国際的プログラムで

あるため、この安全・開発保証体制がとられることになった。 

安全・開発保証にかかる概念と要求の定義は、ステーションフリーダム計画

の参加国が共同で制定した「共同計画定義・要求文書」に記載された。本文書

に準拠する形で宇宙ステーション取付型実験モジュール（JEM）に適用する安

全・開発保証に関する要求文書を当時の宇宙開発事業団とNASAが共同で制定し、

ステーションフリーダム計画が国際宇宙ステーション計画に変更された際に、

別文書として置き換えられた。 

更に、当時事業団のロケット・衛星開発プロジェクトに適用されていたNASDA-

SPC-1177 1)「信頼性プログラム共通仕様書」（現JMR-004 2)の前身）、及びNASDA-

SPC-558 3)「品質プログラム共通仕様書」(現JMR-005 4)の前身)の経験を加味し、

JAXA独自の宇宙ステーション取付型実験モジュール（JEM）向けの安全・開発保

証要求書を制定し、開発を進めてきた。 

この要求書は、マネジメント活動と管理の手法を共通要求、安全要求、信頼

性・保全性要求、品質要求、ソフトウェア安全・開発保証要求に分けて記述し

ている。 

基本要求は本文で記述し、技術要求等詳細事項については、適用文書によっ

て要求する形となっている。 

なお、安全・開発保証は、プロジェクトの開始から終了までを対象とし、ハ

ードウェア、ソフトウェア、及び地上支援装置の設計、開発、製造、試験から

輸送、組立、及び運用の各段階に適用している。 

この考え方は、その後開発がスタートした宇宙ステーション補給機及び関係

するペイロードといった、有人システムの開発などに適用されている。 

従って、有人の安全・開発保証活動は、事業団の標準が安全・開発保証要求

の源泉となり、機構に引き継がれているため、他の章で記述した信頼性・保全

性に関する事項はそのまま当てはまる。 

ここではNASAとの共同の要求を源泉とする、有人宇宙システムの安全・開発

保証に関わる要求項目の概要を述べる。 
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5.1 信頼性・安全性要求 

 
(1) 信頼性要求 

JEMにおける信頼性要求は、基本的には、このハンドブックの第1章から4章

で記述している内容に拠っている。 

 

FMEAは、信頼性解析の重要なツールである。国際宇宙ステーション計画で

は、構成するJEMなどのシステムのFMEA及びCIL解析の方法を文書で規定し、

同システムを提供する組織がこれらの解析を行うことを定義している。 

FMEAの手法は、基本的には従来のものと変わりないが、クリティカリティは、

国際宇宙ステーション計画固有の分類を設定している。また、クリティカル

品目は、クリティカル品目表に記載され承認されるとともに、運用期間を含

めて維持管理される。 

 

部品及び材料の管理については、従来のロケット・人工衛星に対するより

明確な要求をしている。その要求内容は、部品・材料の選定、承認、リスト

化、適用審査、取扱い、故障解析などがある。 

 

電気・電子・電気機構（EEE）部品の選定に際しては，クリティカリティに

より要求グレードが指定され、グレードに対応したEEE部品の仕様を決めて

いる。例えば、JEMの搭乗員又は地上要員に危害が及んだり、宇宙ステーショ

ンの重要な機能の喪失につながる単一故障点に使用するEEE部品は、最高グ

レードのグレードⅠのものを使用しなければならない。 

 

・クリティカリティが高い箇所への適用部品のグレードはⅠ 

・クリティカリティ比較的高くない箇所への適用部品のグレードはⅡ 

 

このように、部品のグレードを規定することで、ハザード解析の前提であ

る高い信頼性を保証することになる。JEMシステムに使用することが許され

た部品は、承認部品リストに記載され、その中から適切な部品を選定する。

新規部品でグレードが指定されていないものは、非標準部品承認申請にて個

別審議し、その妥当性が確認できれば安全・開発保証組織が使用を認めてい

る。 

 

また、機器毎にAs Built Parts Listを有しており、特定の部品の使用場

所が追跡できるシステムになっている。なお、JEMの部品管理を規定した文

書も作成し、これには部品の選定、非標準部品の処置、部品リストなどを規

定している。 
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国際宇宙ステーションに使用する材料及び工程に関しては、共通的な要求

を規定した文書を制定して管理を実施している。 

材料／工程に対しても、有人ミッションであるので安全性につながる、可

燃性、オフガス、臭気、放射線、経年劣化、応力腐食割れ、電食、水素脆性

などの個別要求に合致しなければならない。材料を日本で試験したデータの

ratingが示された文書を作成し、これには合格品及び不合格品のデータが含

まれている。 

有人システムに適用できる材料／工程は、このようなリストやデータから

選定する。しかし、新材料やある特性が優れてはいるがリストにない、或い

は合格していない材料や工程を使いたい場合がある。このような場合には、

材料仕様申請を基に個別審議により、ある特定の制限された条件での使用を

安全・開発保証組織が認めることがあり、またこの結果はそのまま安全解析・

評価の一部となっている。 

 

(2) 保全性要求 

保全性要求を実行する上で行う保全工学は、保全構想、保全計画、保全性

設計基準、保全性解析／トレードオフスタディなどがあり、保全性評定、実

証及びデータの収集と関連して実施される。 

 

保全構想は、システム、サブシステム或いは開発される機器に適用される、

保全性設計要求事項を確立するための基礎となる。これには、システム運用

アベイラビリティ、修理や交換の方針、交換のレベル、熟練度の要求、補用

の構想、標準化の方針と実施、診断の原理と構想などが中心となる。 

 

保全計画は、保全構想を支援するために準備する物で、故障の発生率の推

定、予防保全と事後保全の必要性の評価、及び実行スケジュール、並びにか

かる時間の推定などの解析結果を反映するとともに訓練も含まれる。 

 

保全性設計基準は、過去の船内及び船外活動から得られたデータを参考に、

モジュール化のための設計、最適アクセス性、故障診断、標準化，共通性、

及び搭乗員による取扱性についての適合性などが対象となる。 

 

保全性解析は、以下の内容を行う。 

ａ．最適ORU形態を決定する為の解析では、性能、ミッション又は安全性、信

頼性、コスト、故障診断能力、予想される故障診断、及びユニット交換時

間を考慮する。 

ｂ．熱源やヒートシンクの要否や船外活動時に触れてはならぬ場所を識別す

るための熱解析。 
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ｃ．安全上の事項に対する解析。 

ｄ．規定された時間内に搭乗員による修理や交換の対応時間の制約解析。 

 ｅ．満足できる運用アベイラビリティを維持するために、必要な予備ORUの量

と種類を決定するための体積・質量の解析。 

 ｆ．各ORUの形状、嵌め合い及び機能が、最悪状態公差内を確認する最悪状態

公差確認。 

 ｇ．予備保全活動に必要な範囲を決定する解析。 

 ｈ．各軌道上交換単位の性能劣化を防止するための、保全作業の回数、時間

などを決定する解析。 

 ｉ．ソフトウェアが、固有の保全性を持ち、保全が容易な設計になっている

ことを確認するソフトウェア解析。 
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5.2 信頼性・保全性要求と安全要求の関係 

 

国際宇宙ステーション計画では、構成するJEMなどのシステムの安全解析を行

う主要な手法であるハザード解析を規定し、同システムを提供する組織が安全

解析を行うことを定義した文書を制定している。 

ハザード解析とは、事故をもたらす要因が顕在又は潜在する状態を識別し、

原因を確定し、制御方法を設定し、制御の有効性を検証し、残存リスクを評価

する一連の活動である。なお制御の有効性は、期待する信頼性、保全性及び品

質が備わっていることを前提としている。 

また、宇宙ステーションでは、ORU（Orbital Replacement Unit（軌道上交換

ユニット））レベルで故障検知・分離・復旧が出来る事の要求がある。（詳細

は前節の保全性要求を参照）このため、故障があった場合にどう検知し、それ

をどう分離し、復旧する機能が、どのようにシステムに組み込まれているかを、

予め解析／確認する作業を実施し、これがハザードの検知にも活用されている。 

 

ハザードの対処については、以下の手順で対策をとる。 

a.ハザードの除去 

b.ハザードを最小とする為の設計 

c.安全装置 

d.警報装置 

e.特別の手順 

 

ハザードレポートの内容はFMEA/CILとのクロスリファレンスを行うことで、

相互の評価の妥当性が検証できる。 
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5.3 信頼性・保全性要求と品質要求の関係 

 
基本的には、このハンドブックの第1章から4章で記述している内容に拠った

品質管理が要求される。 

有人システムでは、運用を重ねることで得られる品質情報を蓄積整理するこ

とで、信頼性・保全性データの維持・向上を図ることが必要である。 
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5.4 信頼性・保全性要求とソフトウェア安全・開発保証要求の関係 

 

ソフトウェア安全・開発保証要求は、ソフトウェアの安全、信頼性・保全性

及び品質を評価し、保証するためにある。 

対象は、フライトソフトウェア及びこれらの設計、製作、検証、維持で使用

するソフトウェア、並びにフライト支援ソフトウェア等である。また、ファー

ムウェアも対象になる。 

システムに要求される信頼性・保全性要求が課せられ、更にソフトウェア固

有の要求を満たす必要がある。 

有人システムでは、システムの安全性の向上の見地から従来のソフトウェア

に関する管理活動に比べ、より広範な要求が課されている。 

信頼性・保全性に関しては、既開発ソフトウェアに対する評価、ソフトウェ

アフォールト解析の実施、ソフトウェアの独立検証及び有効性確認に対象を広

げてきた。 

更に特徴的な行為がソフトウェアの独立検証及び有効性確認であり、ソフト

ウェアの健全性を開発組織と独立した組織が独自の方法で確認することでソフ

トウェアの信頼性や安全性を高めている。 

 

参考文献（５章） 

1) NASDA-SPC-1177「信頼性プログラム共通仕様書」(廃止済み) 

2) JMR-004 「信頼性プログラム標準」 

3) NASDA-SPC-558「品質プログラム共通仕様書」（廃止済み） 

4) JMR-005 「品質保証プログラム標準」 
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付録1：開発段階別の信頼性業務チェックリスト 

1章の、図 1.1-1及び表 1.1-1、及び表 1.2-1及び表 1.2-2に示される、概念設

計から衛星運用に至る各開発段階別に、このハンドブックの信頼性技術・管理の

「信頼性業務」と JMR-004「信頼性プログラム標準」の対応項目に係わるチェック

リストを、付表 1-1から付表 1-8に示す。 

これらの表は、当該の各開発段階に携わる実務者が、信頼性技術・管理作業項

目に必要な「信頼性業務」(JMR-004の対応項目)を把握し、またその他の「関連の

深い信頼性業務」とも結びつけ、業務を着実に実施することを目的にまとめた。 

活用に際しては、以下の「チェックリスト共通の分類項目の見方」及び「チェ

ックリストの活用の仕方」を参照し、自らの役割である「作業実施項目」を漏れ

なく実施すると共に、その結果をその他の「関連の深い信頼性業務」の項目に着

実にフィードフォアード又はフィードバックすることが望まれる。 
 

1. チェックリスト共通の分類項目の見方 

各開発段階別のチェックリストで、開発段階の下に示される共通の分類項目で

ある「作業項目」、「信頼性業務(JMR-004 の対応項目)」、「作業内容」、「関連の深い

信頼性業務」についての見方を以下に記す。 

(1) 作業項目 

1 章の表 1.2-1 及び表 1.2-2 に示される、作業項目としての計画業務及び設

計業務の分類を示す。なお当該の業務で、それ以前の開発段階からの引継の作

業が有り、引き続きこの段階での作業が有る場合は、例えば計画業務では「前段

階からの計画業務」と「この段階での計画業務」の 2 つに区分けした。 
(2) 「信頼性業務」(JMR-004の対応項目) 

作業項目の分類を基に、計画及び設計作業での具体的な「信頼性業務」、及び

この項目に関連する JMR-004の対応項番と項目名を併記した。 

(3) 作業内容 

「作業実施項目」の作業内容を、「検討・作成」と「実施・管理」の 2 つに分

け、かつこの項目の当該開発段階と前後の開発段階との関連付けを行った。事

例として、当該の信頼性業務が予備設計段階である場合の「検討・作成」及び

「実施・管理」欄の表記例を以下に示す。 
a．「検討・作成」欄の表記 

・開始が前開発段階の概念設計の場合は、「概念」と略表記 

・開始が当該開発段階の予備設計の場合は、「○」にて表記 

b．「実施・管理」欄の表記 

・適用が当該の予備設計までの場合は、「○」にて表記 
・開始が概念設計で適用が基本設計までの場合は、「概念～基本」と略表記 
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・開始が当該の予備設計で適用が基本設計までの場合は、「予備～基本」と

略表記 

・当該の予備設計以降の全ての段階で適用の場合は、「全」と略表記 

(4) 関連の深い信頼性業務 
その他の関連の深い信頼性業務を記載した。なおこの関連の深い信頼性業務

に、例えば（計・予～詳）と付記してある場合は、この「信頼性業務」が計画

業務で、その作業内容の「検討・作成」が予備設計段階で行われ、「実施・管

理」が詳細設計段階まで適用することを意味する。 

 
2. チェックリストの活用の仕方 

 各開発段階に携わる実務者が、当該の開発作業のチェックリストを基に、活用

する手順を以下に記す。 

(1) 当該の開発段階のチェックリストを基に、その「作業項目」に注目し、計画

作業又は設計作業に必要な、「信頼性業務」 (JMR-004の対応項目)を把握する。 

(2) 当該の「信頼性業務」を基に、このハンドブックの項目番号毎に記載されて

いる効果、効果的な実施時期、技術的根拠を確認・把握する。 
(3) 「作業内容」の「検討・作成」及び「実施・管理」を基に、当該の「信頼性

業務」に係わる自らの役割を把握・理解する。特に検討・作成又は実施・管理

が○印の場合は、必要な「信頼性業務」に漏れの無きよう配慮する。 
(4) 当該の「信頼性業務」を基に、このハンドブックの項目番号毎に記載されて

いる実施方法、及び必要により「関連の深い信頼性業務」からの情報を参照し、

自らの役割を実施する。併せ、実施上の漏れが無いかを確認する。なおこの「作

業内容」実施上のその他の注意点を以下に記す。 
・検討・作成が当該の開発段階以前にあり、その不備が発見された場合は、

記載の前段階に改善依頼をフィードバックする。 

・当該の開発段階で開始及び終了する場合は、特にこのハンドブックの該

当する「信頼性業務」に記載されている実施方法を参照し、漏れの無き

よう着実に実施する。（強調のため、検討・作成及び実施・管理共に○印） 

・「作業内容」の実施・管理が次の開発段階に引き継がれる場合は、自らの

役割を着実に実施したことの確認の上、次の開発段階にフィードフォア

ードする。 

 

(5) 当該の「信頼性業務」の自らの役割を実施した結果は、必要によりその他の

「関連の深い信頼性業務」にフィードフォアード及び／又はフィードバックす

る。 
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付表 1-1 概念設計段階の信頼性業務チェックリスト 

開発段階：  概 念 設 計   

作業項目 
信  頼  性  業  務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

計画業務 

2.1 信頼性マネジメント組織の設置 

(4.2.1 組織） 

○ 予備～基本 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.4 実施状況の管理（計・基～全） 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査（詳～全・計） 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

○ 全 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.10 概開発品目の選定 

（4.2.7 既に設計・製造又は飛行実

績のある品目の仕様） 

○ 予備～基本 4.10 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの認定（計・製～試） 

4.9 信頼性評価の実施（計・基～全） 

4.1 信頼性評価計画の立案 

（4.4.2 信頼性評価計画書） 

○ 予備～基本 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

  （計・詳～試） 

4.9 信頼性評価の実施（基～全・計） 

この段階での 

設計業務 

3.8 信頼度配分 

（4.3.4 信頼度予測） 

○ 予備 3.10～3.12 信頼度予測（設・概～改） 

3.9 信頼性ブロック図 

（4.3.5.3 信頼性ブロック図） 

○ 予備 3.10～3.12 信頼度予測（設・詳～改） 

3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

（4.3.5 信頼度予測） 

○ 予備～基本 3.8 信頼度配分（設・概～予） 

3.33 基本設計審査（設・基） 

3.13 冗長設計 

（4.3.5 信頼度予測） 

○ 予備～基本 3.10～3.12 信頼度予測（設・概～改） 

3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.33 基本設計審査（設・基） 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

○ 全 3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.41 異常／故障のフィードバック 

   （設・概～全） 

3.5 信頼性技術情報の反映 

   （設・予～全） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.41 異常／故障のフィードバック 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

○ 

(概念） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （設・概～全） 

3.17 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～改） 

その他 

（製作～運用     

業務） 

特になし 
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付表 1-2 予備設計段階の信頼性業務チェックリスト（１／２） 

開発段階：  予 備 設 計 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.1 信頼性ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織の設定 

（4.2. 1組織） 

概念 予備～基本 概念設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 概念設計参照 

2.10 既開発品目の選定 

（4.2.7 既に設計、製造又は飛行の実 

  績のある品目の使用） 

概念 予備～基本 概念設計参照 

4.1 信頼性評価計画の立案 

（4.4.2 信頼性評価計画書） 

概念 予備～基本 概念設計参照 

この段階での 

計画業務 

2.2 信頼性プログラム計画書の作成 

（4.2.2 信頼性プログラム計画書） 

○ 基本～詳細 2.1 信頼性ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織の設定 

  （計・概～基） 

2.3 テーラリング（計・予） 

2.4 実施状況の管理（計・基） 

2.5 信頼性プログラム監査（計・詳） 

2.7 信頼性教育訓練（計・概～全） 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給者の 

  管理（計・詳～全） 

2.9 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用しない供給者 

  の管理（計・詳～全） 

2.3 テーラリング 

（1.2.3 テーラリング） 

○ ○ 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

4.14 信頼性評価業務の審査 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審

査） 

○ 改修 2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査（設・詳～全） 

4.8 信頼性評価の実施（計・基～全 ） 

前段階からの 

設計業務 

3.8 信頼度配分 

（4.3.5 信頼度予測） 

概念 ○ 概念設計参照 

3.9 信頼性ブロック図 

（4.3.5.3 信頼性ブロック図） 

概念 ○ 概念設計参照 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

（4.3.5 信頼度予測） 

概念 予備～基本 概念設計参照 

3.13 冗長設計 

（4.3.5 信頼度予測） 

概念 予備～基本 概念設計参照 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

この段階での

設計業務 

3.3 使用環境条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

○ 基本～詳細 3.2 設計仕様書の作成、維持 

  （設・基～全） 

3.22 ワーストケース解析（設・予～詳） 

4.2 試験環境条件の設定(計・基～詳） 

4.1 信頼性評価計画の立案 

  （計・概～基） 

3.5 信頼性技術情報の反映 

（4.3.3 設計仕様書、2)項） 

○ 全 3.21 故障ﾓｰﾄﾞ情報の収集(設・概～全) 

3.41 異常／故障のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

   （設・概～全） 

3.56 部品・ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 

      ﾑ：適用審査（設・詳） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.22 ワーストケース解析 

（4.3.8 ワーストケース解析） 

○ 基本～詳細 3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.3 使用環境条件の設定(設・予～詳） 

3.1 5部品ストレス解析（設・詳～改） 



JERG-0-063 

付 1-5 

付表 1-2 予備設計段階の信頼性業務チェックリスト（２／２） 

開発段階：  予 備 設 計 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.24 寿命解析 

（4.3.10.2 寿命解析） 

○ 全 3.45 作動寿命限定品目の管理 

   （設・製～全） 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

   （設・製～全） 

4.7 寿命試験（計・試） 

3.41 異常／故障のフィードバック 

(4.3.14.1 異常／故障管理） 

○ 

(概念） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （設・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～改） 

3.51 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ： 

      専門組織の活用 

（4.3.17.2 専門組織の活用） 

○ 予備～基本 3.52 部品・ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：選定（設・予～基） 

3.53 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：仕様書（設・予～基） 

3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定（設・基） 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料：ﾘｽﾄの作成 

（設・基～詳） 

3.56 部品・ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 

      ﾑ：適用審査（設・詳） 

3.57 材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（設・基～詳） 

3.38 異常／故障の管理方法 

   （設・詳～全） 

3.52 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：選定 

（4.3.17.3 選定） 

○ 基本 3.51 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 

      ﾑ：専門組織の活用（設・予～基） 

3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定（設・基） 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

（設・基～詳） 

3.53 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：仕様書 

（4.3.17.4 仕様書） 

○ 基本 3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定（設・基） 

3.52 部品・ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：選定（設・予～基） 

この段階での 

製作業務 
上記に関わる重点／先行開発ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ・機器「ＢＭＭ」の試作（ﾓｼﾞｭｰﾙ、ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ類－電気構築、その他機能性能） 

この段階での 

試験・検査業務 
上記に関わる重点／先行開発ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ・機器「ＢＭＭ」の試験（ﾓｼﾞｭｰﾙ、ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ類－電気構築、その他機能性能） 

その他 

（改修～運用     

業務） 

特になし 
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付表 1-3 基本設計段階の信頼性業務チェックリスト（１／４） 

開発段階：  基 本 設 計   

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.1 信頼性ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織の設定 

（4.2.1 組織） 

概念 ○ 概念設計参照 

2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

（4.2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書） 

予備 ○ 予備設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 予備設計参照 

2.10 既開発品の選定 

（4.2.7 既に設計、製造又は飛行の実績 

  のある品目の使用） 

概念 ○ 概念設計参照 

4.1 信頼性評価計画の立案 

（4.4.2 信頼性評価計画書） 

概念 ○ 概念設計参照 

4.14 信頼性評価業務の審査 

（4.4.6 信頼性評価業務の審査） 

予備 基本～改修 予備設計参照 

この段階での 

計画業務 

2.4 実施状況の管理 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

○ 全 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.6 信頼性管理報告書の作成 

     （計・詳～全） 

4.2 試験環境条件の設定 

(4.4.3.1 試験計画書） 

○ 詳細 3.2 設計仕様書の作成、維持 

  （設・基～全） 

3.3 使用環境条件の設定(設・予～詳） 

4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

3.27 累計疲労損傷の管理(設・基～改) 

4.3 試験計画書の作成 

（4.4.3.1 試験計画書） 

○ 詳細～試験 

・検査 

3.2 設計仕様書の作成、維持 

  （設・基～全） 

4.1 信頼性評価計画の立案 

  （計・概～基） 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

  （計・詳～改） 

4.5 試験報告書の作成（計・試～改） 

3.27 累計疲労損傷の管理(設・基～改) 

4.9 信頼性評価の実施 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

○ 全 4.1 信頼性評価計画の立案 

  （計・概～基） 

3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.35 認定試験検後審査（設・試） 

前段階からの 

設計業務 

3.3 使用環境条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

予備 基本～詳細 予備設計参照 

3.5 信頼性技術情報の反映 

（4.3.3 設計仕様書(2)項） 

予備 全 予備設計参照 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

（4.3.5 信頼度予測） 

概念 予備～基本 概念設計参照 

3.13 冗長設計 

（4.3.5 信頼度予測） 

概念 ○ 概念設計参照 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥＡ) 

(4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

3.22ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析 

（4.3.8ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析） 

予備 基本～詳細 予備設計参照 

3.24寿命解析 

（4.3.10.2寿命解析） 

予備 全 予備設計参照 
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付表 1-3 基本設計段階の信頼性業務チェックリスト（２／４） 

開発段階：  基 本 設 計   

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.51 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞ      

ﾗﾑ：専門組織の活用 

（4.3.17.3 選定） 

予備 ○ 予備設計参照 

3.52 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：選定 

（4.3.17.3 選定） 

予備 ○ 予備設計参照 

3.53 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：仕様書 

（4.3.17.4 仕様書） 

予備 ○ 予備設計参照 

この段階での 

設計業務 

3.2 設計仕様書の作成、維持 

（4.3.3 設計仕様書） 

○ 全 3.3 使用環境条件の設定(設・予～詳） 

3.4 インタフェース条件の設定 

  （設・基～全） 

3.5 信頼性技術情報の反映 

  （設・予～全） 

3.36 技術変更（設・詳～全） 

3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.4 ｲﾝﾀﾌｪｰｽ条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

○ 全 3.2 設計仕様書の作成維持 

  （設・基～全） 

3.6 設計業務の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

○ 全 3.2 設計仕様書の作成、維持 

  （設・基～全） 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給業 

    者の管理（計・詳～全） 

3.7 製造工程の標準化（設・製～全） 

3.13 安全余裕／ﾃﾞｨﾚｰﾃｨﾝｸﾞの設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

（4.3.7部品ストレス解析） 

○ 詳細～改修 3.11 信頼性予測：ストレス解析法 

   （設・詳～改） 

3.15 部品ストレス解析（設・詳～改） 

3.56 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材量、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

：適用審査（設・詳） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.17 機能ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

○ 詳細～改修 3.9 信頼性ブロック図（設・概～予） 

3.43 ｸﾘﾃｨｶﾙ品目ﾘｽﾄ（CIL）の作成、 

維持(設・基～詳) 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

  （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ストレス解析法 

  （設・詳～改） 

3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

4.3 試験計画書の作成（設・基～試） 

3.42 特別な管理を要する品目の識別 

  （設・基～詳） 

3.19 インタフェースＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

○ 詳細～改修 3.9 信頼性ブロック図（設・概～予） 

3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳） 

3.28 スニーク欠陥除去（設・詳） 

3.20 工程ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

（4.3.17.12 製造工程審査） 

○ 基本～製作 3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.57 材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（設・基～詳） 
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付表 1-3 基本設計段階の信頼性業務チェックリスト（３／４） 

開発段階：  基 本 設 計   

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.23 トレンド解析 

（4.3.9 トレンド解析） 

○ 全 3.47 特性値管理品目の管理 

  （設・製～全） 

3.42 特別な管理を要する品目の識別 

  （設・製～全） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

○ 詳細 3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.27 累計疲労損傷の管理 

（4.3.10.4 累積疲労損傷） 

○ 詳細～改修 4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

4.7 寿命試験（計・試） 

3.29 ソフトウェア保証 

(4.3.11 ソフトウェアの信頼性保証） 

○ 詳細～改修 3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.30 保全性 

（4.3.12 保全性） 

○ 全 3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.43 ｸﾘﾃｨｶﾙ品目ﾘｽﾄ（CIL）の作成、維

持（設・基～詳） 

3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・詳～全） 

3.29ソフトウェア保証（設・基～改） 

3.31 人為故障の除去 

（4.3.13.1 人為故障の除去） 

○ 全 2.7 信頼性教育訓練（計・概～全） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.32 設計過誤の防止 

（4.3.13.2 設計過誤の防止及び除去） 

○ 詳細 3.2 設計仕様書の作成、維持 

   （設・基～全） 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

   （計・詳～改） 

3.33 基本設計審査 

（4.3.14 設計審査） 

（4.3.14.1 契約の相手方による設計 

   審査） 

（4.3.14.2 供給者による設計審査） 

○ ○ 3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.35 認定試験後審査（設・試） 

3.37 異常／故障の定義、事例 

（4.3.15.1 異常故障管理） 

○ 全 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.7 信頼性教育訓練（計・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.41 異常／故障のフィードバック 

(4.3.15.1 異常／故障管理） 

○ 

(概念） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （設・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～改） 

3.42 特別な管理を要する品目の識別 

（4.3.16 特別な管理を要する品目） 

○ 詳細 3.24 寿命解析（設・予～全） 

3.43 ｸﾘﾃｨｶﾙ品目ﾘｽﾄ （CIL）の作成、 

維持(設・基～詳) 

3.23 トレンド解析（設・基～全） 

3.44 信頼性管理品目ﾘｽﾄの作成、 

   維持（設・基～詳） 

3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～詳） 

3.30 保全性（設・基～全） 
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付表 1-3 基本設計段階の信頼性業務チェックリスト（４／４） 

開発段階：  基 本 設 計   

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.43 クリティカル品目リスト（CIL）の作

成、維持 

（4.3.16.2 クリティカル品目（CI）） 

○ 詳細 3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.38 異常／故障の管理方法 

  （設・詳～全） 

3.44 信頼性管理品目ﾘｽﾄの作成、 

      維持 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

 

○ ○ 3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～全） 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

      （設・製～全） 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

      （設・製～全） 

3.47 特性値管理品目の管理 

   （設・製～全） 

3.48 重要取付品目の管理(設・製～全) 

3.49 打上前作動時間等管理品目の 

管理 

   （設・製～全） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定 

（4.3.17.5 認定） 

○ ○ 3.53 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：仕様書 

（設・予～基） 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

(4.3.17.6 使用リスト） 

○ 詳細～改修 3.56 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 

      ﾑ： 適用審査（設・詳） 

3.57 材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（4.3.17.3 選定） 

○ 詳細～改修 3.52 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：選定（設・予～基） 

3.53 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：仕様書 

（設・予～基） 

3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ（設・基） 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

（設・基～改） 

3.20 工程ＦＭＥＡ（設・基～製） 

3.58 ＥＥＥ部品のﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ審査 

（4.3.17.11 電気、電子及び電気機構 

  （ＥＥＥ）品目のﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ審査） 

○ 詳細 3.15部品ストレス解析（設・詳～改） 

3.56部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 

      ﾑ：適用審査（設・詳） 

3.59 製造工程審査 

（4.3.17.12 製造工程審査） 

○ 詳細 

（～製作） 

(重要工程に

適用) 

3.56部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗ 

      ﾑ：適用審査（設・詳） 

3.33基本設計審査（設・基） 

3.34詳細設計審査（設・詳） 

この段階での 

製作 
上記に関わる開発モデル「ＥＭ」の製作（コンポーネント、サブシステム類－電気構造、熱などの機能・性能） 

この段階での 

試験・検査業務 
上記に関わる開発モデル「ＥＭ」の試験（コンポーネント、サブシステム類－電気構造、熱などの機能・性能） 

その他 

（改修～運用     

業務） 

特になし 
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付表 1-4 詳細設計段階の信頼性業務チェックリスト（１／４） 

開発段階：  詳 細 設 計 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.4 実施状況の管理 

(4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

基本 全 基本設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 概念設計参照 

4.2 試験環境条件の設定 

(4.4.3.1 試験計画書） 

基本 ○ 基本設計参照 

4.3 試験計画書の作成 

(4.4.3.1 試験計画書） 

基本 詳細～試験 

・検査 

基本設計参照 

4.9 信頼性評価の実施 

(4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

基本 全 基本設計参照 

4.14 信頼性評価業務の審査 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

予備 基本～改修 予備設計参照 

この段階での 

計画業務 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

○ 全 2.1 信頼性ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織の設置 

  （計・概～基） 

2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.4 実施状況の管理（計・基～全） 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給業者 

  の管理（計・詳～全） 

2.6 信頼性管理報告書の作成 

(4.2.3 信頼性プログラム報告） 

○ 全 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.4 実施状況の管理（計・基～全） 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗラム監査(計・詳～全) 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給業者 

  の管理（計・詳～全） 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給 

業者の管理 

（4.2.6.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗラムの適用を 

   要求する供給業者に対する信頼性 

   ﾌﾟﾛｸｸﾞﾗﾑ要求事項） 

○ 全 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

2.9 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗラムを適用しない供 

     給業者の管理 

（4.2.6.3 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを要求しない 

  供給業者に対する最低限の信頼 

性管理） 

○ 全 2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給業者 

  の管理（計・詳～基） 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

(4.4.3.3試 験仕様書、手順書及び 

報告書） 

○ 製作～改修 3.2 設計仕様書の作成、維持 

  （設・基～全） 

4.1 信頼性評価計画の立案 

  （計・概～基） 

4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

      （設・製～全） 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

      （設・製～全） 

3.47 特性値管理品目の管理 

   （設・製～全） 

3.49 打上前作動時間等管理品目の管理 

   （設・製～全） 

3.31 設計過誤の防止（設・基～詳） 

前段階からの 

設計業務 

3.2 設計仕様書の作成、維持 

(4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.3 使用環境条件の設定 

(4.3.3 設計仕様書） 

予備 基本～詳細 予備設計参照 
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付表 1-4 詳細設計段階の信頼性業務チェックリスト（２／４） 

開発段階：  詳 細 設 計 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.4 インタフェース条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.5 信頼性技術情報の反映 

（4.3.3 設計仕様書(2)項） 

予備 全 予備設計参照 

3.6 設計業務の標準化 

(4.3.4 設計の標準化） 

基本 全 基本設計参照 

3.14 安全余裕／ﾃﾞｨﾚｰﾃｨﾝｸﾞの設定 

（4.3.3 設計仕様書) 

(4.3.7 部品ｽﾄﾚｽ解析） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.17 機能ＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.19 ｲﾝﾀﾌｪｰｽＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.20 工程ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

（4.3.17.12 製造工程審査） 

基本 基本～製作 基本設計参照 

3.21故障モード情報の収集 

(4.3.6 ＦＭＥＡ) 

(4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

3.43 ｸﾘﾃｨｶﾙ品目ﾘｽﾄ（CIL）の作成、 

維持 

(4.3.16.2 クリティカル品目（CI）） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.23 トレンド解析 

（4.3.9 トレンド解析） 

基本 全 基本設計参照 

3.24 寿命解析 

（4.3.10.2 寿命解析） 

予備 全 予備設計参照 

3.25 ＦＴＡ：事前解析 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.27 累積疲労損傷の管理 

（4.3.10.4 累積疲労損傷） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.29 ソフトウェア保証 

（4.3.11 ソフトウェアの信頼性保証） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.30 保全性 

（4.3.12 保全性） 

基本 全 基本設計参照 

3.31 人為故障の除去 

（4.3.13.1 人為故障の除去） 

基本 全 基本設計参照 

3.32 設計過誤の防止 

（4.3.13.2 設計過誤の防止及び除去） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.42 特別な管理を要する品目の識別 

（4.3.16.3.1 信頼性管理品目の識別） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.44 信頼性管理品目ﾘｽﾄの作成、維持 

（4.3.16.3.2 信頼性管理品目リスト） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

（4.3.17.6 使用リスト） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.57 材料、工程プログラム 

（4.3.17.3 選定） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 
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付表 1-4 詳細設計段階の信頼性業務チェックリスト（３／４） 

開発段階：  詳 細 設 計 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.58 ＥＥＥ部品のﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ審査 

（4.3.17.11 電気、電子及び電気機構 

 （ＥＥＥ）品目パッケージング審査） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.59 製造工程審査 

(4.3.17.12 製造工程審査） 

基本 ○ 

（～製作） 
(重要工程に適用) 

基本設計参照 

この段階での 

設計業務 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

（4.3.5 信頼度予測） 

○ 製作～改修 3.8 信頼度配分（設・概～予） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.15 部品ストレス解析（設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる 

   評価法 

（4.3.5 信頼度予測） 

○ 製作～改修 3.8 信頼度配分（設・概～予） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.15 部品ストレス解析 

（4.3.7 部品ストレス解析） 

○ 製作～改修 3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.56 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

   ：適用審査（設・詳） 

3.58 EEE部品のﾊﾟｯｹｰｼﾞﾝｸﾞ審査 

   （設・基～詳） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

○ 製作～改修 3.9 信頼性ブロック図（設・概～予） 

3.17 機能ＦＭＥＡ（設・基～改） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.43 ｸﾘﾃｨｶﾙ品目ﾘｽﾄ（CIL）の作成、 

維持 

  （設・基～詳） 

4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

3.28 スニーク欠如除去（設・詳） 

3.28 スニーク欠陥除去 

（4.3.10.5 スニーク解析） 

○ ○ 3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.34 詳細設計審査 

（4.3.14 設計審査） 

（4.3.14.1 契約の相手方による設計 

  審査） 

（4.3.14.2 供給業者による設計審査） 

○ ○ 3.33 基本設計審査（設・基） 

3.35 認定試験後審査（設・試） 

3.36 技術変更 

（4.3.14.3 技術変更） 

○ 全 3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.35 認定試験後審査（設・試） 

3.32 設計過誤の防止（設・基～詳） 

3.38 異常／故障の管理方法 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

（4.3.17.9 故障解析） 

○ 全 2.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ計画書の作成 

  （計・予～基） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.41 異常／故障のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

  （設・概～全） 

3.39 異常／故障解析報告書の作成 

  （設・製～全） 

3.40 ＥＭ段階での異常故障の管理 

  （設・詳） 

3.40 ＥＭ段階での異常／故障の管理 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

○ ○ 3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.37 異常／故障の定義、事例 

  （設・基～全） 

3.41 異常／故障のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

  （設・概～全） 

3.39 異常／故障解析報告書の作成 

     （設・製～全） 
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付表 1-4 詳細設計段階の信頼性業務チェックリスト（４／４） 

開発段階：  詳 細 設 計 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.41 異常／故障のフィードバック 

        （4.3.15.1異常／故障管理） 

○ 

(概） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （設・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評価 

   法（設・詳～改） 

3.44 信頼性管理品目ﾘｽﾄの作成、 

      維持 

（4.3.16.3.2 信頼性管理品目リスト） 

○ ○ 3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～全） 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

      （設・製～全） 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

      （設・製～全） 

3.47 特性値管理品目の管理 

   （設・製～全） 

3.48 重要取付品目の管理(製～全・設) 

3.49 打上前作動時間等管理品目の管理 

   （設・製～全） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.56 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、材料、工程 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：適用審査 

（4.3.17.7 適用審査） 

○ ○ 3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.5 信頼性技術情報の反映 

   （設・予～全） 

3.58 EEE部品のﾊﾟｰｹｰｼﾞﾘﾝｸﾞ審査 

   （設・基～詳） 

その他 

（製作～運用     

業務） 

特になし 
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付表 1-5 製作段階の信頼性業務チェックリスト（１／４） 

開発段階：  製 作 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.4 実施状況の管理 

(4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

基本 全 基本設計参照 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査 

(4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.6 信頼性管理報告書の作成 

(4.2.3 信頼性プログラム報告） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 概念設計参照 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給業 

    者の管理 

（4.2.6.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの適用を要 

求する供給業者に対する信頼性 

  ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ供給事項） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.9 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用しない供給 

    業者の管理 

（4.2.6.3 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを要求しない 

  供給業者に対する最低限の信頼 

  性管理） 

詳細 全 詳細設計参照 

4.3 試験計画書の作成 

（4.4.3.1試験計画書） 

基本 詳細～試験 

・検査 

基本設計参照 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

（4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告

書） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

4.9 信頼性評価の実施 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

基本 全 基本設計参照 

4.14 信頼性評価業務の審査 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

予備 基本～改修 予備設計参照 

この段階での 

計画業務 

4.10 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの認定 

（4.4.3.2 ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに 

属する品目の認定） 

製作 試験・検査 3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定（設・基） 

4.11 ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの認定（計・製～試） 

4.12 ｼｽﾃﾑの認定（計・製～試） 

4.2 試験環境条件の設定（計・基～詳） 

4.11 ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの認定 

（4.4.3.2 ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに 

属する品目の認定） 

製作 試験・検査 3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定（設・基） 

4.10 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの認定（計・製～試） 

4.12 ｼｽﾃﾑの認定（計・製～試 

4.2 試験環境条件の設定（計・基～詳） 

4.12 ｼｽﾃﾑの認定 

（4.4.3.2 ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに 

属する品目の認定） 

製作 試験・検査 3.54 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：認定（設・基） 

4.10 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの認定（計・製～試） 

4.11 ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの認定（計・製～試） 

4.2 試験環境条件の設定（計・基～詳） 

前段階からの 

設計業務 

3.2 設計仕様書の作成維持 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.4 ｲﾝﾀﾌｪｰｽ条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.5 信頼性技術情報の反映 

(4.3.3 設計仕様書） 

予備 全 予備設計参照 

3.6 設計業務の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

基本 全 基本設計参照 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

（4.3.5 信頼度予測） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 
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付表 1-5 製作段階の信頼性業務チェックリスト（２／４） 

開発段階：  製 作 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

      価法 

（4.3.5 信頼度予測） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

3.14 安全余裕／ﾃﾞｨﾚｰﾃｨﾝｸﾞの設定 

（4.3.3 設計仕様書) 

(4.3.7 部品ｽﾄﾚｽ解析） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.15 部品ストレス解析 

（4.3.7 部品ストレス解析） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

   

3.17 機能ＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.18 詳細ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

3.19 ｲﾝﾀﾌｪｰｽＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.20 工程ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

（4.3.17.12 製造工程審査） 

基本 ○ 詳細設計参照 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥA） 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

3.23 トレンド解析 

（4.3.9 トレンド解析） 

基本 全 基本設計参照 

3.24 寿命解析 

（4.3.10.2 寿命解析） 

予備 全 予備設計参照 

3.27 累積疲労損傷の管理 

（4.3.10. 4累計疲労損傷） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.29 ソフトウェア保証 

（4.3.11 ソフトウェアの信頼性保証） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.30 保全性 

（4.3.12 保全性） 

基本 全 基本設計参照 

3.31 人為故障の除去 

（4.3.13.1 人為故障の除去） 

基本 全 基本設計参照 

3.36 技術変更 

（4.3.14.3 技術変更） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.37 異常／故障の定義、事例 

（4.3.15.1 異常故障管理） 

基本 全 基本設計参照 

3.38 異常／故障の管理方法 

（4.3.15.1異常故障管理） 

（4.3.17.9 故障解析） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

（4.3.17.6 使用リスト） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.57 材料、工程プログラム 

（4.3.17.3 選定） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.59 製造工程審査(重要工程に適用) 

（4.3.17.12 製造工程審査） 

基本 （○） 
(重要工程に適用) 

基本設計参照 

この段階での 

設計業務 

3.7 製造工程の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

○ 全 3.6 設計業務の標準化（設・基～全） 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給業

者の管理（計・詳～全） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

○ 全 3.38 異常／故障の管理方法 

（設・詳～全） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 
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付表 1-5 製作段階の信頼性業務チェックリスト（３／４） 

開発段階：  製 作 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.39 異常／故障解析報告書の作成 

（4.3.15.2 異常／故障報告） 

○ 全 3.37 異常／故障の定義、事例 

      （設・基～全） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.41 異常／故障のフィードバック 

      （設・概～全） 

3.41 異常／故障のフィードバック 

（4.3.15.1 異常故障管理） 

(概念） 

○ 

（全） 

○ 

3.21 故障モード情報の収集 

   （設・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～改） 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の 

管理内容） 

○ 全 3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～詳） 

3.44 信頼性管理品目リストの作成、維 

   持（設・基～詳） 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

      への反映（設・製～全） 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の 

管理内容） 

○ 全 3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～詳） 

3.44 信頼性管理品目リストの作成、維 

   持（設・基～詳） 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

      への反映（設・製～全） 

3.47 特性値管理品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の 

管理内容） 

○ 全 3.23 トレンド解析（設・基～全） 

3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～詳） 

3.44 信頼性管理品目リストの作成、維 

   持（設・基～詳） 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

      への反映（設・製～全） 

3.48 重要取付品目の管理 

（4.3.16. 3信頼性管理品目（RCI）） 

（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の 

管理内容） 

○ 全 3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～詳） 

3.44 信頼性管理品目リストの作成、維 

   持（設・基～詳） 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

      への反映（設・製～全） 

3.49 打上前作動時間等管理品目の 

管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

（4.3.16.4 特別な管理を要する品目の 

管理内容） 

○ 全 3.42 特別な管理を要する品目の識別 

   （設・基～詳） 

3.44 信頼性管理品目リストの作成、維 

   持（設・基～詳） 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

      への反映（設・製～全） 
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付表 1-5 製作段階の信頼性業務チェックリスト（４／４） 

開発段階：  製 作 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

   への反映 

（4.3.9 トレンド解析） 

（4.3.16 特別な管理を要する品目） 

○ 全 3..45 作動寿命限定品目の管理 

   （設・製～全） 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

   （設・製～全） 

3.47 特性値管理品目の管理 

   （設・製～全） 

3.48 重要取付品目の管理(設・製～全) 

3.49 打上前作動時間等管理品目の 

管理(設・製～全) 

製作業務 
上記項目に関わる実施計画の策定 

及び準備、実施・管理 

○ 

 （準備）    

○  

その他 

（試験・検査～ 

運用業務） 

特になし 



JERG-0-063 

付 1-18 

付表 1-6 試験・検査段階の信頼性業務チェックリスト（１／４） 

開発段階：  試 験 ・ 検 査 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.4 実施状況の管理 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

基本 全 基本設計参照 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.6 信頼性管理報告書の作成 

（4.2.3 信頼性プログラム報告） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 概念設計参照 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給 

     業者の管理 

（4.2.6.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの適用を要 

  求する供給業者に対する信頼 

   性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ要求事項） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.9 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用しない 

    供給業者の管理 

（4.2.6.3 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを要求しない 

  供給業者に対する最低限の信頼性

管理） 

詳細 全 詳細設計参照 

4.3 試験計画書の作成 

（4.4.3.1 試験計画書） 

基本 ○ 基本設計参照 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

（4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び

報告書） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

4.9 信頼評価の実施 

（4.4.4 信頼性の評定） 

基本 全 基本設計参照 

4.10 コンポーネントの認定 

（4.4.3.2 ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに属す 

  る品目の認定） 

製作 ○ 製作参照 

4.11 ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの認定 

（4.4.3.2 ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに属す 

  る品目の認定） 

製作 ○ 製作参照 

4.12 ｼｽﾃﾑの認定 

（4.4.3.2 ﾐｯｼｮﾝｺﾝﾌｨｷﾞｭﾚｰｼｮﾝに属す 

  る品目の認定） 

製作 ○ 製作参照 

4.14 信頼性評価業務の審査 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

予備 基本～改修 予備設計参照 

この段階での 

計画業務 

4.5 試験報告書の作成 

（4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告

書） 

○ 改修 3.34 詳細設計審査（設・詳） 

3.35 認定試験後審査（設・試） 

4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

  （計・詳～試） 

4.6 ならし試験 

（4.4.3.4 ならし（バーンイン及び 

ウェアイン）試験） 

○ ○ 4.1 信頼性評価計画の立案 

  （計・概～基） 

3.49 打上前作動時間等管理品目の

管理(設・製～全) 

4.7 寿命試験 

（4.4.10.2 寿命試験） 

○ ○ 3.24 寿命解析（設・予～全） 

4.1 信頼性評価計画の立案 

  （計・詳～基） 

4.8 試験中の計画外活動の管理 

（4.4.3.6 試験中の計画外活動の管理） 

○ 改修 4.3 試験計画書の作成（計・基～試） 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

  （計・詳～改） 

4.5 試験報告書の作成（計・試～改） 
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付表 1-6 試験・検査段階の信頼性業務チェックリスト（２／４） 

開発段階：  試 験 ・ 検 査 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

計画業務 

4.13 出荷前審査及び納入前審査 

      での信頼性関係のインプット 

（4.5 出荷前審査及び納入前審査） 

○ 全 3.33詳細設計審査（設・詳） 

3.34認定試験後審査（設・試） 

前段階からの 

設計業務 

3.2 設計仕様書の作成、維持 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.4 ｲﾝﾀﾌｪｰｽ条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.5 信頼性技術情報の反映 

(4.3.3 設計仕様書） 

予備 全 予備設計参照 

3.6 設計業務の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

基本 全 基本設計参照 

3.7 製造工程の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

製作 全 製作参照 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

（4.3.5 信頼度予測） 

詳細 ○ 詳細設計参照 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる 

     評価法 

（4.3.5 信頼度予測） 

詳細 ○ 詳細設計参照 

3.14 安全余裕／ﾃﾞｨﾚｰﾃｨﾝｸﾞの設定 

（4.3.3 設計仕様書) 

(4.3.7 部品ｽﾄﾚｽ解析） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.１5 部品ストレス解析 

（4.3.7 部品ストレス解析） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

   

3.17 機能ＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.18 詳細ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

詳細 製作～改修 詳細設計参照 

3.19 ｲﾝﾀﾌｪｰｽＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥA） 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

3.23 トレンド解析 

（4.3.9 トレンド解析） 

基本 全 基本設計参照 

3.24 寿命解析 

（4.3.10.2 寿命解析） 

予備 全 予備設計参照 

3.26 ＦＴＡ：事後解析 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

製作 全 製作参照 

3.27 累積疲労損傷の管理 

（4.3.10.4 累計疲労損傷） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.29 ソフトウェア保証 

（4.3.11 ソフトウェアの信頼性保証） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.30 保全性 

（4.3.12 保全性） 

基本 全 基本設計参照 

3.31 人為故障の除去 

（4.3.13.1 人為故障の除去） 

基本 詳（全） 基本設計参照 

3.36 技術変更 

（4.3.14.3 技術変更） 

詳細 全 詳細設計参照 
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付表 1-6 試験・検査段階の信頼性業務チェックリスト（３／４） 

開発段階：  試 験 ・ 検 査 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.37 異常／故障の定義、事例 

（4.3.15.1 異常故障管理） 

基本 全 基本設計参照 

3.38 異常／故障の管理方法 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

（4.3.17.9 故障解析） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.39 異常／故障解析報告書の作成 

（4.3.15.2 異常／故障報告） 

製作 全 製作参照 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.47 特性値管理品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.48 重要取付品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.49 打上前作動時間等管理品目の 

管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

     の反映 

（4.3.9 トレンド解析） 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3..55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

（4.3.17.6 使用リスト） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.57 材料、工程プログラム 

（4.3.17.3 選定） 

基本 詳細～改修 基本設計参照 

3.35 認定試験後審査 

（4.3.14 設計審査） 

（4.3.14.1 契約の相手方にする 

設計審査） 

（4.3.14.2 供給業者による設計審査） 

○ ○ 3.33 基本設計審査（設・基） 

3.34 詳細設計審査（設・詳） 

4.10 ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄの認定（計・製～試） 

4.11 ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの認定（計・製～試） 

4.12 システムの認定（計・製～試） 
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付表 1-6 試験・検査段階の信頼性業務チェックリスト（４／４） 

開発段階：  試 験 ・ 検 査 

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

この段階での 

設計業務 

3.41 異常／故障のフィードバック 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

○ 

（概念） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （設・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～改） 

製作業務 特になし 

試験・検査業務 
上記計画及び設計作業項目に関わ 

る準備、実施・管理 

○ 

（準備） 

○ － 

その他 

(改修～ 

運用業務) 

特になし 
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付表 1-7 改修段階の信頼性業務チェックリスト（１／３） 

開発段階：  改修  

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.4 実施状況の管理 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

基本 全 基本設計参照 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.6 信頼性管理報告書の作成 

（4.2.3 信頼性プログラム報告） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 概念設計参照 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給 

  業者の管理 

（4.2.6.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの適用を要 

   求する供給業者に対する信頼 

  性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ要求事項） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.9 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用しない 

  供給業者の管理 

（4.2.6.3 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの適用を要 

  求しない供給業者に対する最低限の

信頼性管理） 

詳細 全 詳細設計参照 

4.4 試験仕様書、手順書の作成 

（4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告

書） 

詳細 ○ 詳細設計参照 

4.5 試験報告書の作成 

（4.4.3.3 試験仕様書、手順書及び報告

書） 

試験・検査  ○ 試験・検査参照  

4.8 試験中の計画外活動の管理 

（4.4.3.6 試験中の計画外活動の管理） 

試験・検査  ○ 試験・検査参照 

4.9 信頼性評価の実施 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

基本 全 基本設計参照 

4.13 出荷前審査及び納入前審査 

     での信頼性関係インプット 

（4.4.5.1 出荷前審査及び納入前審査） 

試験・検査 全 試験・検査参照 

4.14 信頼性評価業務の審査 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

予備 ○ 予備設計参照 

前段階からの 

設計業務 

3.2 設計仕様書の作成維持 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.4 ｲﾝﾀﾌｪｰｽ条件の設定 

（4.3.3 設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.5 信頼性技術情報の反映 

(4.3.3 設計仕様書） 

予備 全 予備設計参照 

3.6 設計業務の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

基本 全 基本設計参照 

3.7 製造工程の標準化 

（4.3.4 設計の標準化） 

製作 全 製作参照 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

（4.3.5 信頼度予測） 

詳細 ○ 詳細設計参照 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる 

     評価法 

（4.3.5 信頼度予測） 

詳細 ○ 詳細設計参照 
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付表 1-7 改修段階の信頼性業務チェックリスト（２／３） 

開発段階：  改修  

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.14 安全余裕／ﾃﾞｨﾚｰﾃｨﾝｸﾞの設定 

（4.3.3 設計仕様書) 

(4.3.7 部品ｽﾄﾚｽ解析） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.15 部品ストレス解析 

（4.3.7 部品ストレス解析） 

詳細 ○ 詳細設計参照 

   

3.17 機能ＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.18 詳細ＦＭＥＡ 

（4.3.6 ＦＭＥＡ） 

詳細 ○ 詳細設計参照 

3.19 ｲﾝﾀﾌｪｰｽＦＭＥＡ 

(4.3.6 ＦＭＥＡ） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥＡ、4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

3.23 トレンド解析 

（4.3.9 トレンド解析） 

基本 全 基本設計参照 

3.24 寿命解析 

（4.3.10.2 寿命解析） 

予備 全 予備設計参照 

3.26 ＦＴＡ：事後解析 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

製作 全 製作参照 

3.27 累積疲労損傷の管理 

（4.3.10.4 累計疲労損傷） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.29 ソフトウェア保証 

（4.3.11 ソフトウェアの品質保証） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.30 保全性 

（4.3.12 保全性） 

基本 全 基本設計参照 

3.31 人為事故の除去 

（4.3.13.1 人為事故の除去） 

基本 全 基本設計参照 

3.36 技術変更 

（4.3.14.3 技術変更） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.37 異常／故障の定義、事例 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

基本 全 基本設計参照 

3.38 異常／故障の管理方法 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

（4.3.17.9 故障解析） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.39 異常／故障解析報告書の作成 

（4.3.15.2 異常／故障報告） 

製作 全 製作参照 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.47 特性値管理品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 
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付表 1-7 改修段階の信頼性業務チェックリスト（３／３） 

開発段階：  改修  

作業項目 
信 頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.48 重要取付品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.49 打上前作動時間等管理品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

   の反映 

（4.3.9 トレンド解析） 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.55 部品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ：ﾘｽﾄの作成 

（4.3.17.6 使用リスト） 

基本 ○ 基本設計参照 

3.57 材料、工程プログラム 

（4.3.17.3 選定） 

基本 ○ 基本設計参照 

この段階での 

設計業務 

3.41 異常／故障のフィードバック 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

○ 

(概念） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （計・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳～改） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～改） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～改） 

製作～試験・ 

検査業務 
特になし 

改修業務 
上記計画及び設計作業項目に関わる準

備、実施・管理 

○ 

（準備） 

○ － 

その他 

（輸送～運用 

業務) 

特になし 
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付表 1-8 輸送～衛星運用段階の信頼性業務チェックリスト（１／２） 

開発段階：  輸送／保管／打上／衛星運用 

作業項目 
信  頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

計画業務 

2.4 実施状況の管理 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

基本 全 基本設計参照 

2.5 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査 

（4.2.4 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ監査） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.6 信頼性管理報告書の作成 

（4.2.3 信頼性プログラム報告） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.7 信頼性教育訓練 

（4.2.5 信頼性教育訓練） 

概念 全 概念設計参照 

2.8 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用する供給 

  業者の管理 

（4.2.6.2 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの適用を要 

   求する供給業者に対する信頼 

  性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ要求事項） 

詳細 全 詳細設計参照 

2.9 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを適用しない 

  供給業者の管理 

（4.2.6.3 信頼性ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの適用を要 

  求しない供給業者に対する最低限

の信頼性管理） 

詳細 全 詳細設計参照 

4.9 信頼性評価の実施 

（4.4.4 信頼性評価の実施と結果審査） 

基本 全 基本設計参照 

4.13 出荷前審査及び納入前審査 

     での信頼性関係インプット 

(4.5 出荷前審査及び納入前審査) 

試験・検査 全 試験・検査参照 

前段階からの 

設計業務 

3.2 設計仕様書の作成維持 

（4.3.3設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.4 ｲﾝﾀﾌｪｰｽ条件の設定 

（4.3.3設計仕様書） 

基本 全 基本設計参照 

3.5 信頼性技術情報の反映 

(4.3.3設計仕様書） 

予備 全 予備設計参照 

3.6 設計業務の標準化 

（4.3.4設計の標準化） 

基本 全 基本設計参照 

3.7 製造工程の標準化 

（4.3.4設計の標準化） 

製作 全 製作参照 

3.21 故障モード情報の収集 

（4.3.6 ＦＭＥＡ、4.3.10.3 ＦＴＡ） 

概念 全 概念設計参照 

3.23 トレンド解析 

（4.3.9 トレンド解析） 

基本 全 基本設計参照 

3.24 寿命解析 

（4.3.10.2 寿命解析） 

予備 全 予備設計参照 

3.26 ＦＴＡ：事後解析 

（4.3.10.3 ＦＴＡ） 

製作 全 製作参照 

3.30 保全性 

（4.3.12 保全性） 

基本 全 基本設計参照 

3.31人為事故の除去 

（4.3.13.1人為事故の除去） 

基本 全 基本設計参照 
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付表 1-8 輸送～衛星運用段階の信頼性業務チェックリスト（２／２） 

開発段階：  輸送／保管／打上／衛星運用 

作業項目 
信  頼 性 業 務 

（JMR-004の対応項目） 

作 業 内 容 
関連の深い信頼性業務 

検討・作成 実施・管理 

前段階からの 

設計業務 

3.36 技術変更 

（4.3.14.3 技術変更） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.37 異常／故障の定義、事例 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

基本 全 基本設計参照 

3.38 異常／故障の管理方法 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

（4.3.17.9 故障解析） 

詳細 全 詳細設計参照 

3.39 異常／故障解析報告書の作成 

（4.315.2 異常／故障報告） 

製作 全 製作参照 

3.45 作動寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.46 貯蔵寿命限定品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.47 特性値管理品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.48 重要取付品目の管理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.49 打上前作動時間等管理品目の管

理 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

3.50 信頼性管理品目の文書ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

   の反映 

（4.3.9 トレンド解析） 

（4.3.16.3 信頼性管理品目（RCI）） 

製作 全 製作参照 

この段階での 

設計業務 

3.41 異常／故障のフィードバック 

（4.3.15.1 異常／故障管理） 

○ 

(概念） 

○ 

（全） 

3.21 故障モード情報の収集 

   （計・概～全） 

3.18 詳細ＦＭＥＡ（設・詳） 

3.25 ＦＴＡ：事前解析（設・基～詳） 

3.26 ＦＴＡ：事後解析（設・製～全） 

3.22 ﾜｰｽﾄｹｰｽ解析（設・予～全） 

3.10 信頼度予測：部品点数法 

   （設・概～基） 

3.11 信頼度予測：ｽﾄﾚｽ解析法 

   （設・詳～試） 

3.12 信頼度予測：試験ﾃﾞｰﾀによる評 

   価法（設・詳～試） 

製作～改修 

業務 
特になし 

輸送～衛星 

運用業務 

上記計画及び設計作業項目に関わ 

る準備、実施・管理 

○ 

（準備） 

○ － 
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付録 2 宇宙開発にかかわる信頼性技術の進展と関連文書の流れ 

信頼性の技術的な研究・開発の起こりは、第２次世界大戦中のドイツの V-1、

V-2ロケットの開発であると言われている。 

一方米国では、同大戦中の高信頼管（真空管）の研究・開発において、信頼性

の概念が生まれた。 

そして信頼性の組織的な取り組みは、朝鮮戦争時のレーダーシステムなど、電

子機器の故障多発を契機に、故障対策を行う研究・開発と科学的な管理の必要性

から開始された。 

 

 1952～1957 年に於いて、電子装置の信頼性研究グループ、AGREE（Advisory 

Group on Reliability of Electronic Equipment）の信頼性に関する幅広い研

究とその報告によって、信頼性工学の基礎が築かれた。 

 そして、この AGREE の報告による体系的な信頼性理論を基に、信頼度予測や

信頼度配分の方法を確立し、これを実現するべく信頼性プログラムの開発と、信

頼性管理が開始された。いわば信頼性管理・技術の黎明期である。 

米国では、初期のロケットや人工衛星の開発にあたって、ミッション達成のた

めの信頼性の高い設計を行い、その信頼性を製造・組立で低下させることのない

ように品質を管理した。 

 

 1950年代後半の米ソ（現ロシア）によるミサイル開発、宇宙開発競争を通じ、

これらミッションをより確実にする高信頼度の実現を目指した、信頼性プログ

ラムと信頼性管理のさらなる開発・整備が行われた。 

この信頼性プログラムと信頼性管理を通じ、誘導ミサイルの遂行目的に対す

るシステム全体の有効性の再評価がなされた。 

 ここでは、開発費から、調達費、修理費、更には廃棄に至るまでの運用維持費

の総合計を最小とする、いわゆるライフサイクルコスティングを行い、開発期間

の短縮を図るプログラムとして発展した。 

 

 さらにアポロ計画を通じ、月まで往復するのに必要な信頼度を計画的に達成

（信頼性保証）するため、その構想段階から運用段階に渡る具体的な各種手段・

手法が信頼性技法として開発され、信頼性プログラムに組み込まれた。 

 また故障に関わる信頼性・保全性、および部品の保証の研究と整備も併せ図ら

れ、アポロ計画を通じ、システム的な信頼性管理が実質的に完成された。 

 この信頼性管理の意図するところは、信頼性プログラムに基づき、目標とする

信頼度達成状況を統計的かつ技術的にデータ解析を行い、常時それぞれの段階

にフィードバックし、進捗状況を監視し、是正し、計画目標を達成することにあ

る。 
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 NASA のスペースシャトルの開発においてシステムが大規模、複雑化し、信頼

性、品質、安全性の各管理が別々に要求を出すことによる、一貫性や重複した要

求などの弊害もあり、活動を行うためのコストを一層適切にするため、これらの

管理要求を統合する動きがあった。 

 

 1986年のチャレンジャ事故により、NASAではより一層の安全確保が求められ、

開発組織と独立したチェック機能を有する、安全、信頼性・保全性、品質保証と

担当する組織を置くなどの対策が取られた。 

 これが宇宙ステーションプログラムにも適用され、全てのフェーズにおいて

統合し、安全を確保しようとする S&PA (Safety and Product Assurance)活動

がなされ、国際宇宙ステーションに引き継がれている。 

 

 以上の宇宙開発にかかわる信頼性技術の進展概要を付図 2-1に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
付図 2-1 宇宙開発にかかわる信頼性技術の進展概要 

 
 わが国の宇宙開発においても、米国の進展に合わせ、従来のロケット・人工衛

星中心の開発から有人宇宙システムの開発まで展開され、その規模も益々大き

くなっている。 

 

 宇宙航空研究開発機構の信頼性・品質保証体系は、NASA 文書の NHB5300.4 な

どを基に宇宙開発事業団時代に策定され、その後の進展に合わせて見直しを行
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ってきた。 

 

宇宙開発事業団での最初の信頼性プログラム標準である NASDA-SPC-1177 は、

NHB5300.4(1A)「Reliability Program Provisions for Aeronautical and Space 

System Contractors」を基に、1976年 5月に制定され、NHB5300.4(1A-1)への移

行により 1990年 7月に A改定が行われた。 

その後、宇宙開発事業団での運用経験等から得られた事項を反映した NASDA-

STD-17が 1997年 3月に制定され、運用を継続した。 

現在の JMR-004「信頼性プログラム標準」は、宇宙航空研究開発機構の発足に

伴い NASDA-STD-17 を基に 2004 年 4 月に制定され、改定を行いつつ今日に至っ

ている。 

宇宙開発事業団での最初の品質保証プログラム標準である NASDA-SPC-558 は、

NHB5300.4(1B)「Quality Program Provisions for Aeronautical and Space 

System Contractors」を基に、1974年 9月に制定された。 

その後、宇宙開発事業団での運用経験等から得られた事項を反映した NASDA-

STD-16が 1994年 7月に制定され、運用を継続した。 

現在の JMR-005「品質保証プログラム標準」は、宇宙航空研究開発機構の発足

に伴い NASDA-STD-16Aを基に 2004年 4月に制定され、改定を行いつつ今日に至

っている。また国内外での普及が進んでいる JISQ9100「品質マネジメントシス

テム－航空、宇宙及び防衛分野の組織に対する要求事項」を基本要求とした JMR-

013「品質保証プログラム標準（基本要求 JISQ9100）」を 2015 年 11 月に制定

し、品質保証に係る国際標準への対応も進めている。 

 

 

 以上の進展に基づく、信頼性・品質保証に係わる宇宙航空研究開発機構の文書

体系の流れを付図 2-2に示す。 
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付図 2-2 信頼性・品質保証に係わる宇宙航空研究開発機構の文書体系の流れ 

 

 宇宙航空研究開発機構の今後の宇宙開発は、NASA、ESAの活動とも連携しつつ、

安全、信頼性・保全性、及び品質保証など全ての活動を統合管理していく方向に

進化していくだろう。 
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付録 3 近年の主要な信頼性 (ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ)用語の定義・解説 

信頼性技術は、その目的の進展に合わせ進化し、またこの進化に伴いそこに用

いられる信頼性(ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ)用語やその意味も変化してきている。 

信頼性に係わる用語の国際規格は、IEC（International Electrotechnical 

Commission）の技術専門委員会（Technical Committee）の TC56で検討され刊行

している。 

この TC/56の設立当初(1965)の名称は、「電子部品と装置の信頼性」とし、主

としてこれらの用語やデータの表示法から議論が始められた。 

その後、電子部品と装置の試験、信頼性の仕様、保全性、アベイラビリティな

どへ議論の範囲を次第に拡大し、1980 年代に入り TC56 の名称は、「信頼性と保

全性」となり、更に 1990年には、「ディペンダビリティ」に改称している。 

IECの最新のディペンダビリティ用語としては、IEC60050(191):1990「国際電

気技術用語集 191 章 ディペンダビリティ及びサービスの品質 第 1 部 共通用

語」を、またディペンダビリティ管理としては、IEC60300-1/ISO9000-4:1993「第

１部：ディペンダビリティプログラム管理」や IEC60300-2:1995「第２部：ディ

ペンダビリティプログラム要素及びタスク」を刊行している。 

そして近年の IEC/TC56 では、システム解析、リスク解析などの問題も取り上

げ議論されている。 

一方、JIS では、1970 年に JIS Z 8115「信頼性用語」を発行し、1981 年に

IEC50(191)「国際電気技術用語」に従い、見直し・改定が行われた。 

そして、この JIS Z 8115「信頼性用語」は、IEC60050(191)及び IEC60300-1

ならびに IEC60300-2 との整合を図り、2000 年に名称も「ディペンダビリティ

(信頼性)用語」として改定している。 

また、IEC60300-1及び IEC60300-2は、JIS C 5750-1「ディペンダビリティ管

理－第１部：ディペンダビリティプログラム管理」及び JIS C 5750-2「ディペ

ンダビリティ管理－第２部：ディペンダビリティプログラム要素及びタスク」と

して、2000年に制定している。 

このハンドブックの解説の用語は、混乱を避けるため従来から用いられている

信頼性業務名や業務的用語はそのままとしたが、汎用的な用語はこのJIS Z 

8115：2000「ディペンダビリティ(信頼性)用語」に準拠した。 

このディペンダビリティに係わる主要な用語を以下に解説する。 

 

(1) ディペンダビリティとは 

  ディペンダビリティとは信頼性や保全性などの上位的な概念で、これらを

包括する用語である。 

ディペンダビリティの定義は、JIS Z 8115：2000「ディペンダビリティ(信

頼性)用語」によれば次の通りである。１） 
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「アベイラビリティ性能及びこれに影響を与える要因、すなわち信頼性性

能、保全性性能及び保全支援能力を記述するために用いられる包括的な

用語」注１） 
 

注１）アベイラビリティについては「（5）アベイラビリティとは」を参照されたい。 
 

このディペンダビリティは、非定量的用語として、一般的記述に限り用いら

れ、ソフトウエアを含むシステム又は製品に適用する。 
なおソフトウエアでは、システム又は系の要素からなる製品若しくはサブシ

ステムのディペンダビリティのソフトウエア的側面として扱われるとしてい

る。 
 

(2) 信頼性(信頼性性能)とは 

信頼性の定義は、JIS Z 8115：2000によれば次の通りである。１） 
 

「アイテムが与えられた条件の下で、与えられた規定の期間、要求機能を遂

行できる能力」注２）  

 

注２）JIS Z 8115：2000 によれば、「アイテム」とは「ディペンダビリティの対象となる、
部品、構成品、デバイス、装置、機能ユニット、機器、サブシステムなどの総称又はい
ずれか」と定義している。また CR-68815A「NASDA 宇宙関連用語集」によれば、この定義
に加え「必要に応じて品目を用いる」と規定している。本ハンドブックでは、総称的に
言う場合は「アイテム」を用い、具体的な宇宙関連用語や業務名などに用いる場合は「品
目」を使用した。 

 

この定義は信頼性に関する重要な示唆を含んでいる。理解を深めるため、例   

として海洋観測用の地球観測衛星の信頼性について、この定義に当てはめてみ

ると以下のようになる。 

「地球観測衛星が、軌道高度 800kmの極軌道上で、3年に渡る期間、海洋観測

ができる能力」 

この例から信頼性とは、地球観測衛星に対して使用者が期待する根本的な要

求であり、またこの信頼性を決定するには、「アイテム(地球観測衛星)」、「与え

られた条件(軌道高度 800kmの極軌道)」、「与えられた期間(3年間)」、「要求機能

を遂行できる能力(海洋観測ができる)」の４つの要素からなることが解る。 

信頼性を適切に表現するには、これら４つの要素のどれが一つ欠けてもでき

ない。したがって信頼性設計では、まず対象とするアイテムの範囲を定め、その

アイテムの使用環境と使用方法、使用期間、機能・性能を配慮し、この信頼性に

必要な要素の条件を決定することにある。 

信頼性の定義と重要な要素の比較を付表 3-1に示す。 
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付表 3-1 信頼性の定義と重要な要素の比較 

JIS Z 8115の定義 （例） 信頼性の重要な要素 

アイテム 地球観測衛星 部品、構成品、ﾃﾞｨﾊﾞｲｽ、装置、機能ユニット、機器、

サブシステム、システムなどの対象範囲を考慮 

与えられた条件 軌道高度800kmの

極軌道上 
使用環境，使用・保全方法を考慮 

与えられた期間 3年間 使用期間を考慮 

要求機能を遂行

できる能力 
海洋観測ができる ミッション遂行の機能・性能を考慮 

 

信頼性は、英語で言えば Reliability であるが、Reliability の訳にはもう

一つの語がある。 

それが「信頼度」で、JIS Z 8115：2000によれば、この定義は次の通りであ

る。１） 

 

「アイテムが与えられた条件の下で、与えられた時間間隔（ｔ１、ｔ２）に対し

て、要求機能を実行できる確率」 

 

これは、例えば「このロケットの信頼度：Ｒ(t)は９５％です」といったよう

に使われ、信頼性を表す付表 3-1 の４つの要素に、信頼度を表す５つ目の要素

である「確率」を用いて、信頼性が定量的に示される。 

このように数量的に表した信頼性の尺度を「信頼性特性値」と言い、これは、

この信頼度をはじめ、故障率、故障強度、平均寿命、MTBF、MTTF などの総称で

ある。 

 

(3) 保全性(保全性性能)とは 

 初期の段階において、保全性は信頼性と対句のように用いられてきたが、広義

の信頼性は保全という概念と強い関連を持っている。 

例えば、運用又は使用状態でのアイテムの運用信頼度 R０は次式で表すことが

できる。１） 

 

      R０＝ｋ×R１ 
注３） 

 

注３）ｋは使用・保全の条件で変わる係数で通常の場合ｋ＜１である。また R１は固有信
頼度で、設計、製作、試験などの課程を経て、アイテムに作り込まれる信頼度である。
定量的には、設計時に付与される信頼度の目標値・予測値又は信頼性試験の結果得られ
る信頼性特性値である。 

 

この例で示すように、狭義の信頼性がシステムや機器などのアイテムが、故障

しにくい能力を扱っているのに対して、広義の信頼性は、故障状態をなるべく早

く正常状態に引き戻す能力を備えている。 

すなわち保全性を設計の初期段階から考え、トータルとしての運用信頼度が
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より高く、より経済的なものを目指していると言える。 

保全性の定義は、JIS Z 8115：2000によれば次の通りである。１） 

 
「与えられた使用条件で、規定の手順及び資源を用いて保全が実施されると

き、アイテムが要求機能を実行できる状態に保持されるか、又は修復される能

力」注４） 
 

注４）「整備性」ということもある。またソフトウェアアイテムでは変更し得る能力を指
し、この変更は修正、改善、系の環境変化への対応、ならびに要求及び機能仕様に適合
させることが含まれる。なおソフトウェアアイテムの場合では、「保守性」と表現し故障
要因を修正したり、性能及びその他の特性を改善したり、環境の変化に合わせたりする
ことの容易さを表す数値化できない用語として用いられる場合がある。 

 

 保全性は、本来修理アイテムに適用されるものであるが、ロケット／人工衛星

のような非修理アイテムの機器であっても、打上げまでの試験、輸送、射場整備

作業等においては、機器の分解組立等が行われ、そこには保全作業が発生する。 

 また試験、検査で、不具合が発見された場合も、この処置のための保全作業が

発生する。 

一方、有人宇宙システムにおいては、長期間のミッションを達成するための軌

道上での保全という概念が非常に重要となる。 

このため、設計の初期段階から、軌道上での保全作業のための交換単位に対す

る検討、適切な軌道上／地上予備数の設定などの考慮が必要となる。 

アイテムを使用及び運用可能状態に維持し、又は故障、欠点などを回復するた

めのすべての処置及び活動として、「保全」がある。 

JIS Z 8115：2000による保全の管理上の分類を付図 3-1に示す。１） 

 

                            定期保全 

                  時間計画保全 

          予防保全              経時保全 

                  状態監視保全 

    保全 

                  緊急保全 

          事後保全 

                  通常事後保全 

 

付図 3-1 保全の管理上の分類 

 

保全性も信頼性と同様に定量的指標として、保全度、修復率、平均修復率など

があり、アイテムの保全性を設計し、評価し、構築するためには、アイテムの時

間的要素を把握する必要がある。 

JIS Z 8115：2000による保全時間のダイアグラムを付図 3-2に、またこの各

保全時間の定義を付表 3-2に示す。１） 
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保全時間 

予防保全時間 事後保全時間 

 実働保全時間  

補給遅延

時間 

実働保全

時間 

実働事後保全時間 補給遅延

時間 

 技術遅延

時間 

フォールト

位置特定 

時間 

フォール

ト是正時

間 

点検時間  

    

 修理時間 

付図 3-2 保全時間のダイアグラム 

 

 

付表 3-2 保全時間の定義 

番号 用語 読み方 意味 対応英語 

HM4 予防保全時間 よぼう 

ほぜんじかん 
予防保全が行われた時間。予防保全固有の

技術遅延時間及び補給遅延時間を含む。 

preventive 

maintenance time 

HM5 事後保全時間 じご 

ほぜんじかん 
事後保全が行われた時間。事後保全固有の

技術遅延時間及び補給遅延時間を含む。 

corrective 

maintenance time 

HM6 実働予防保全

時間 

じつどう 

よぼうほぜん

じかん 

予防保全作業が行われた実働保全時間。 Active preventive 

maintenance time 

HM7 実働事後保全

時間 

じつどうじご

ほぜんじかん 
事後保全作業が行われた実働保全時間。 active corrective 

maintenance time 

HM10 補給遅延時間 ほきゅう 

ちえんじかん 
保全資源を取得する必要から、保全作業が

行われない場合の累積時間のうち、管理遅

延時間を除いたもの。 
備考 1. 補給遅延は、例えば、無人設備への移動、

予備品、専門家、試験装置、情報及び適切な環境条件

がそろうまでの時間によって起こる。 

2.保全に必要な部品、材料が直ちに入手できないため

に保全作業が実施できない時間を“補給待ち時間”と

言う。 

logistic delay 

HM11 フォールト 

是正時間 

ふぉーると 

ぜせいじかん 
実働事後保全時間のうち、フォールト是正

が行われる時間。 

Fault correction       

time 

HM12 技術遅延時間 ぎじゅつ 

ちえんじかん 
保全作業そのものに関連する作業を行うた

めに必要な累積時間。 

technical delay 

HM13 点検時間 てんけん 

じかん 
実働事後保全時間のうち、機能点検が行わ

れる時間。 

check-out time 

HM15 フォールト 

位置特定時間 

ふぉーると 

いちとくてい

じかん 

実働事後保全時間のうち、フォールト位置

の特定が行われる時間。 

fault localization 

time,  

fault location 

time 

(deprecated) 

HM16 修理時間 しゅうり 

じかん 
実働事後保全時間のうち、修理が行われる

時間。 

repair time 
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(4) 保全支援能力とは 

保全支援能力の定義は、JIS Z 8115：2000によれば次の通りである。１） 

 

 「与えられた保全方針及び与えられた条件の下で保全を行う組織が保全に

必要な資源を要求に応じて提供する能力」 

 

なお与えられた条件は、アイテム自身及びアイテムが使用され、保全される条

件に関係する。この保全性支援能力を決める要因を付図 3-3に示す。２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 3-3 保全性支援能力を決める要因 

 

(5) アベイラビリティとは  

 アベイラビリティの用語として、“可用性”、“可動率”、“稼働率”といわれる

こともある。  

アベイラビリティの定義は、JIS Z 8115：2000 によれば次の通りである。１） 

 

「要求された外部資源が用意されたと仮定したとき、アイテムが与えられた

条件で、与えられた時点、又は期間中、要求能力を実行できる状態にある能

力」 

 

 なお、この能力とは、信頼性性能、保全性性能、保全支援能力の組み合わされ

たものに依存する。 

 アベイラビリティの代表的な信頼性特性値として、固有アベイラビリティや

運用アベイラビリティがある。 注 5) 

固有アベイラビリティ Aiは次式で表すことができる。１）  

教育 

人数 
経験 訓練 

能力 
知識 

ドキュメン 
テーション 

品種 

数量 

レベル 
（部品，組立品，製品など） 

保管場所 

設計 

製造法 

性能 

使い方 

環境 

品種 

台数 

保管場所 
保全支援体制 

故障診断デ 
ータベース 

保全性 

保全員 スペア 

ソフトウェア 保 全 設 備 アイテム 
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         Ai＝MTBF／(MTBF＋MTTR) 

 

ここで MTBF(Mean operating Time Between Failures)とは、故障間動作時間

の期待値であり、ある特定期間中の MTBFは、その期間中の総動作時間を総故障

数で除した値である。なお故障間動作時間が指数分布の場合には、どの期間をと

っても故障率は一定であり、MTBFは故障率の逆数になる。また MTTR(Mean Time 

to Repair又は Recoveryなど)とは、修復時間の期待値である。 

  

また、運用アベイラビリティ Aoは次式で表すことができる。１） 

 

         Ao＝MUT／(MUT＋MDT) 

 

ここで MUT(Mean Up Time)とは、アイテムが外的資源の供給される限りにおい

て、動作可能状態にある時間の期待値である。また MDT(Mean Down Time)とは、

アイテムがダウン状態にある時間の期待値である。 
 

注 5）その他の瞬間、平均、漸近、漸近平均などのアベイラビリティ及びアンアベイラビ
リティについては、JIS Z 8115：2000 などを参照されたい。１） 

 

宇宙ステーションなどの有人ミッションでは、従来の人工衛星とは異なり、搭

乗員による軌道上の保全作業が可能ではある。しかし、人工衛星のミッションと

は比較のならないほど多種多様のミッションが有り、限られた搭乗員による保

全作業は、極めて限定されたものとなる。 

また、ミッションの社会的責任の増大や安全性の確保のため、従来の人工衛星

にも増した高信頼性、すなわち高いアベイラビリティが要求される。 

このため、高い固有アベイラビリティや運用アベイラビリティを確保するに

は、以下の配慮が設計で必要である。 

 

・交換単位をあらかじめ決めておき、その接近性を十分考慮し、保全時間

(MTTR)やダウン状態にある時間(MDT)を極力短くする。 

・交換単位の信頼性(MTBF)や動作可能状態にある時間(MUT)を極力大きく取る。 

 

一方、開発要員や費用などに糸目をつけなければ、このような高いアベイラビ

リティ要求を達成できるかもしれないが、膨大な開発時間や費用などが必要と

なろう。 

 要求目標をコストミニマムで確保するには、信頼性要求と保全性要求との最

適化が必要である。この概念を付図 3-4に示す。 
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信頼度→高保全度→低

費用

総費用

保全度の費用信頼度の費用

 

 

付図 3-4 信頼度と保全度の最適化 

 

 要求されるアベイラビリティを、信頼性のみによって実現しょうとすると限

りなく費用が増大し、また保全性のみによって実現しょうとする場合も限りな

く費用が増大する。 

 信頼性と保全性のバランスの取れた要求が、コストミニマムで要求されるア

ベイラビリティを確保できることを示している。 

すなわち、信頼性と保全性のバランスの取れた設計には、例えば交換単位をあ

らかじめ決めたアイテムの常用冗長、待機冗長、多数決冗長、多様性冗長など、

冗長系による信頼性の向上による費用増加と、宇宙ステーションなどの保全費

用（予備品輸送・維持費、ミッション阻害費、船外活動費など）の削減効果との

トレードオフの検討も重要になろう。 

また、BIT（Built-In-Test）／BITE（Built-In-Test Equipment）機能の導入

による、例えば状態監視保全と冗長系の活用によるミッションの継続性の観点

からの信頼性の向上と、あらかじめ故障分離を行い保全時間(MTTR)やダウン状

態にある時間(MDT)の短縮による、最適なアベイラビリティの向上の検討も重要

になろう。 

 

参考文献 

1) JIS Z 8115：2000「ディペンダビリティ(信頼性)用語」、日本規格協会 
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33) IEC60812 Failure modes and effects analysis (FMEA and FMECA) （3.21） 

34）MIL-STD-1547「Electronic Parts, Materials, and Processes for Space and 

Launch Vehicles」（3.22） 

35) MIL-STD-883 「TEST METHOD STANDARD MICROCIRCUIT」(3.23、3.52) 

36）S28-5 黒崎他、「通信衛星３号における寿命評価」、電子情報通信学会創立 70周

年記念総合全国大会（昭和 62年）、p.10－393（3.24） 

37) 鈴木（順）、牧野、石坂、「FMEA・FTA実施方法」、日科技連（3.25） 

38) 井上威恭、「FTA安全工学」、日刊工業新聞社（3.25） 

39) JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブック（3.27） 

40) PD-AP-1314, SNEAK CIRCUIT ANALYSIS GUIDELINE FOR ELECTROMECHANICAL 

SYSTEMS, October 1995（3.28） 

41) RADC-TR-89-223, SNEAK CIRCUIT ANALYSIS FOR THE COMMON MAN, October 1989

（3.28） 

42) RADC SCAT AUTOMATED SNEAK CIRCUIT ANALYSIS TOOL, Edward L. DePalma, Rome 

Air Development Center（3.28） 

43) JERG-0-049「ソフトウェア開発標準」(3.29) 

44）JERG-2-007「人工衛星系設計過誤防止基準」(3.32) 

45）JERG-2-008「人工衛星系設計過誤防止検査／試験基準」(3.32) 

46) JMR-005「品質保証プログラム標準」（3.37、3.38、3.39、3.59） 

47) JMR-013「品質保証プログラム標準(基本要求 JIS Q 9100)」（3.37、3.38、
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3.39、3.59） 

48) 塩見弘：故障物理入門、日科技連（3.37） 

49) ADEOS事故原因究明説明資料(改訂版) 平成 9年 9月 4日（3.37） 

50) 越川清重：故障現象に基づく信頼性試験法，電気通信学会技術研究報告 R84-43 

（3.37） 

51) 故障解析ガイドブック、昭和 61年、P126、日本科学技術連盟（3.38） 

52) 塩見弘，久保陽一，高橋治太郎：故障解析とその応用，1984，P202，日本科学技

術連盟（3.38） 

53) JMR-012 「電気、電子、電子機構（EEE）部品プログラム標準」（3.52） 

54) MIL-PRF-38535「INTEGRATED CIRCUITS (MICROCIRCUITS) MANUFACTURING, 

GENERAL SPECIFICATION FOR」（3.52） 

55) JERG-0-052 「宇宙転用可能部品の宇宙適用ハンドブック（共通編）」（3.52） 

56) JAXA-QTS-2010 「宇宙開発用信頼性保証 集積回路 共通仕様書」（3.52、

3.54） 

57) NASDA-QTS-38100 宇宙開発用共通部品等  一般共通仕様書（3.53、3.54） 

58) JAXA-QTS-2000 宇宙開発用共通部品等  一般共通仕様書（3.53、3.54） 

59) NASDA-QTS-38510 宇宙開発用共通部品等  集積回路（3.54） 

60）NASA-STD-5012「STRENGTH AND LIFE ASSESSMENT REQUIREMENTS FOR LIQUID 

FUELED SPACE PROPULSION SYSTEM ENGINES」 

61）MIL-P-27409 「Propellant Feed System, Rocket Propellant」 

62）MIL-C-27410 「Components, Rocket Propulsion Fluid System」 

63）MIL-H-25475B 「Hydraulic System, Missile, Design, Installation」 

64）EPRD-97「Electronic Parts Reliability Data」、Reliability Analysis 

Center、1997 

65）小野寺勝重「実践 FMEA手法」1998、日科技連 

66）D.H.Stamatis「Failure Mode and Effect Analysis」ASQC Quality Press、1995 

67）ECSS-Q-30-02A Failure modes, effects and criticality analysis (FMECA)、

2001 

68）ECSS-Q-ST-30-02 Failure modes, effects and criticality analysis (FMECA)  

69）MIL-HDBK-338「ELECTRONIC RELIABILITY DESIGN HANDBOOK」 

70）Reheja D.G.、「ASSURANCE TECHNOLOGIES」McGraw-Hill Inc.、1991 

71）NUREG-0492「Fault Tree Handbook」NRC、1981 

72）「Fault Tree Handbook with Aerospace Applications」 ver.1.1、 

NASA HQ Code Q 

73）ECSS-Q-40-12A 「Fault Tree Analysis」、1997 

74）塩見、島岡、石山、「FMEA・FTAの活用」、日科技連 

75）DAVE S.STEINBERG、「VIBRATION ANALYSIS FOR ELECTRONIC EQUIPMENT」 
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76）Bratti、Davey L.and Sylvia G.Godey、「Sneak Analysis Application 

Guideline」、RADC TR-82-179、 Boeing Aerospace Company 

77）MIL-STD-785「RELIABILITY PROGRAM FOR SYSTEMS AND EQUIPMENT DEVELOPMENT 

AND PRODUCTION (50.2.3.2 Task 205)」 

78）ECSS-Q-40-04A 「Sneak analysis」Part1: Methods and procedure 1997Part2: 

Clue list 1997 

79）ECSS-Q-TM-40-04 Part 1A  Sneak analysis: Principles and requirements 

80）JERG-2-610 「宇宙機ソフトウェア開発標準」 

81）JERG-3-003「地上ソフトウェア開発標準」 

82）ECSS-Q-80A 「Software product assurance」1996 

83）ECSS-Q-ST-80 「Software product assurance」 

84）ECSS-E-40A 「Software」1999 

85）ECSS-E-ST-40 「Software general requirements」 

86）JMR-006「コンフィギュレーション管理標準」 

87）日本信頼性学会、「信頼性ハンドブック」、日科技連 

88）朝香鉄一、石川馨編、「品質保証ガイドブック」、日本科学技術連盟 

89）市田 嵩・下平 勝幸、「信頼性工学シリーズ１５ 信頼性管理」、日科技連 

90）ECSS-Q-ST-60 「Electrical, Electronic and Electromechanical (EEE) 

components」 

91）JERG-0-039「宇宙用はんだ付け工程標準」 

92）JERG-0-040「宇宙用電子機器接着工程標準」 

93）JERG-0-042「プリント配線板と組立品の設計標準」 

94）JERG-0-043「宇宙用表面実装はんだ付け工程標準」 

95）AIAA-84-0548 「Low Earth Orbit Atomic Oxygen Effects on Surfaces」 

96）日本航空宇宙学会編、「航空宇宙工学便覧(第２版)」、丸善 

97）国立天文台編、「理科年表(2000年版)」、丸善 

98）MIL-STD-810 「Environmental Test Methods and Engineering Guidelines」、

July 1989 

99）ECSS-E-ST-10-04 Space environment 

100）NASA SP-3024「Model of Trapped Radiation Environment Vol.1-Vol.7」1966 

101）高木 昇、「信頼性管理ガイドブック」、日科技連 

102）NASA PD-EC-1101「Environmental Factors」NASA Preferred Reliability 

Practice 

103）IGOR BAZOVSKY、「信頼性の理論と応用」、日刊工業新聞社 

104）S.S.Rao「Reliability Based Design」 McGraw-Hill Inc.、1992 

105）S.R.Calabro、「カルロ信頼性概論」、日科技連 

106）菅野 文友、「信頼性工学の基礎」、日刊工業新聞社 
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107）上山 忠夫、「信頼性管理便覧」、日刊工業新聞社 

 

４章 試験および信頼性評価 

1) JERG-2-130「宇宙機一般試験標準」（4.2、4.6、4.7、4.10、4.11、4.12） 

2) JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブック（4.2） 

3) JAXA-RR-07-025「高速回転ホイール開発を通しての知見」伊沢井澤克彦，市川信

一郎，2008年 2月（4.6） 

4) 橋本、和知、本田、杉浦 宇宙用スリップリング、”潤滑”第 31巻第 6号(1986) 

P.375～380（4.7） 

5) 橋本、宮川、西村、関、西岡、丸茂、本田、大橋 宇宙用ベアリングの開発、第

28回宇宙科学技術連合後援会 P.438～439（4.7） 

6) H.Takamatsu, K.Imagawa, Y.Ichimaru、「DEVELOPMENT TESTS OF LOX/LH 2 TANK 

FOR H-1 LAUNCH VEHICLE」,IAF-84-07 XXXV CONGRESS,P.P.1～5（4.10） 

7) 宇宙発事業団「宇宙開発事業団技術成果発表会（第１回）」昭和 60年 5月 16日

（4.10、4.11） 

8) JMR-005「品質保証プログラム標準」(4.13) 

9) JMR-013「品質保証プログラム標準(基本要求 JISQ9100)」(4.13) 

10) PD-ED-1215.5 「Pre-Ship Review」NASA PREFERED RELIABILITY PRACTICES 

(4.13)  

11) 塩見弘・久保陽一・吉田弘之、「信頼性工学シリーズ１０ 信頼性試験－総論・部

品」、日科技連 

12）市田 嵩・森川貞重・糀谷幸、「信頼性工学シリーズ１１ 信頼性試験－環境・装

置」、日科技連 

13）市田 嵩・下平 勝幸、「信頼性工学シリーズ１５ 信頼性管理」、日科技連 

14）JERG-2-008「人工衛星系設計過誤防止検査／試験基準」 

 

５章 有人宇宙開発における信頼性 

1) NASDA-SPC-1177「信頼性プログラム共通仕様書」(廃止済み) 

2) JMR-004 「信頼性プログラム標準」 

3) NASDA-SPC-558「品質プログラム共通仕様書」（廃止済み） 

4) JMR-005 「品質保証プログラム標準」 
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